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３．１ 津軽山地西縁断層帯（南部）の調査 

 

青森県平川市新屋地区においてＰ波及びＳ波を震源とする反射法地震探査及びボーリ

ング調査の結果、同断層が東に 60－65˚程度で傾斜する東側隆起の逆断層であり、幅広い

撓曲変形を呈することが分かった。反射断面の示す地層の変形と推定される堆積年代から、

約 0.4〜0.6 m/千年の平均上下変位速度が見積もられた。 

 

 

平川市新屋地区における反射法地震探査の様子 

 

 

Ｓ波探査測線（上図）及びＳ波深度断面（下図） 
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３．２ 横手盆地東縁断層帯（南部）の調査 

 

 

 
令和５年度・美郷町上四天地地区におけるドローン LiDAR に基づく 0.1ｍDEM。赤線は活

断層及び撓曲崖の基部、赤破線は伏在断層を示す。 

 

 

 

 

 

令和４年度・横手市平鹿地区におけるドローン LiDAR・ボーリング・Ｓ波反射法地震探査

の結果を統合した地形地質断面図。盆地側を延びる伏在断層と平均変位速度が推定され

た。 
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３．３ 長野盆地西縁断層帯（麻績区間）の調査 

 

 

長野盆地西縁断層帯（麻績区間）下井堀地区で実施したボーリング調査 

 

長野盆地西縁断層帯（麻績区間）の平均変位速度等を明らかにするため、下井堀地区（東筑摩

郡麻績村）において、UAV を用いた航空レーザー測量とボーリング調査を実施した。R4-No.2 と

R4-No.7 では段丘構成層中に凝灰質シルトが確認された。 
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３．４ 境峠・神谷断層帯（霧訪山—奈良井断層帯）の調査 

 

 

 
境峠・神谷断層帯（霧訪山-奈良井断層帯）で実施した水系屈曲率の検討 

 

境峠・神谷断層帯（霧訪山-奈良井断層帯）は長野県中部に位置する長さ約 28 km の右横ずれ

断層である。この断層帯の水系の屈曲量（D）と断層よりも上流の長さ（L）を計測して屈曲率（α）の

値を求め、平均変位速度（横ずれ成分）の検討を行なった。 
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３．５ 身延断層の調査 

 

 

山梨県南巨摩郡南部町中野北原地区の地質柱状図 

詳細な地質踏査を行い、各地層の分布高度を把握した。堆積物中から採取された材化石等

について放射性炭素年代測定を行い、各地形面の形成年代を推定した。これらに基づい

て、同地区の身延断層の活動性を検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

←山梨県南巨摩郡南部町万沢地区の地質

断面図 

令和４年度に実施したボーリング調査を

補完するため、新たに２孔のボーリング

を掘削し、同地区における活断層として

の身延断層の存否を検討した。 
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３．６ 屏風山・恵那山－猿投山断層帯（赤河断層帯）の調査 

 

岐阜県恵那市長島町久須見において露頭観察（洞地区）とトレンチ・ピット調査（上本

郷地区）を実施した。ピット調査では、基盤の花崗岩と谷底を埋めるシルトが高角度の境

界で接している様子が観察された。 

 

洞地点における断層露頭の写真およびスケッチ 

 

 

上本郷地点で掘削したピット（西壁面）のスケッチおよび写真 
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３．７ 筒賀断層の調査 

筒賀断層中央部において、航空レーザー測量を実施し、地形判読を行った。その結果、

河川や尾根に最小値で約 5.5 m、最大値で 130 m 程度の右横ずれが認められた。令和６年

度の分析へ向けて６地点において宇宙線生成核種分析のための試料採取を実施した。 

 

 

 広島県安芸太田町上殿地区周辺の詳細地形図と断層変位地形の判読結果 

 

 

堆積物（巨礫）の試料採取状況 
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３．８ 弥栄断層の調査 

 

 
弥栄断層で実施した航空レーザー測量と調査候補地の検討 

 

弥栄断層（島根県）の過去の活動に関するデータを充実させるため、弥栄断層の北半部において

航空レーザー測量を実施した。作成したデジタル標高モデルを用いて地形陰影図等を作成し、来

年度にトレンチ調査等を実施する調査候補地を検討した。 
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３．９ 布田川断層帯の調査（宇土半島北岸区間）の調査 

 

 
海上ボーリング調査にもとづく宇土半島北岸区間近傍の地質構造 

音波探査記録に海上ボーリング調査の結果を組み合わせて、後期更新世の地層（阿蘇 3 火

砕流以降の内湾堆積物）と阿蘇 4 火砕物、完新世の内湾底堆積物の変位を解明した。 
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３．１０ 宮古島断層帯の調査 

ボーリング・トレンチ調査を含む地形地質調査を実施した。その結果、トレンチ掘削箇

所において少なくとも１回の断層活動が生じたことが明らかとなった。また、宮古島沿岸

部に隆起海岸地形が認められ、地上レーザー測量を含む地形計測と年代測定試料の採取を

実施した。 

 

 

宮古島平良久貝地区において掘削したトレンチ 

 

 

伊良部大橋周辺において実施したレーザー測量結果 
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１． プロジェクトの概要 

主要活断層帯の中には、地震発生履歴や平均活動間隔等の基礎データが未だに不足してお

り、地震発生確率が不明（Ｘランク）な活断層（以下、「Ｘランクの活断層」）が存在して

いる。Ｘランクの活断層は、地形的制約などにより従来の調査手法ではデータ取得が困難で

あるため、評価に必要な基礎データが不足しているが、活断層で発生する地震に対する防災・

減災の観点からは、可及的速やかにこれらの活断層の詳細を明らかにし、地震発生確率を算

出することが重要である。 

この課題に対して、令和元年度〜３年度文部科学省委託事業「活断層評価の高度化・効率

化のための調査」において、航空／浅海底レーザー（LiDAR）計測、宇宙線生成核種年代測定、

海上ボーリング等の新たな調査技術を導入し、調査手法の改良と高度化・効率化を実施した。

また、複数事業年度の中で調査年数や予算を効率的に分配し、調査計画を進捗に応じて柔軟

に変更しつつ調査を実施した。その結果、地震発生確率を算出可能とする平均変位速度・活

動間隔等の新たなデータについて、対象とした 15 断層のうち 13 断層で取得することが可能

となった。 

本事業では到達目標として、新たな調査手法で得られたデータの妥当性や信頼性を従来の

調査・評価手法等により検証するとともに、新たな調査手法の適用を幅広く継続して、平均

変位速度等についての新規データ取得を効率的におこなう。この目標を達成するために、３

箇年で 10 断層（帯・区間）を対象として、より高度な活断層調査を実施する。 

本事業では宇宙線生成核種年代測定（陸域）、ドローン/浅海底レーザー計測や海上ボー

リング等の新たな調査手法の有効性と実用性を様々な断層のずれの種類や地域において検証

する（図１）。また、調査対象とするＸランクの活断層は、断層のずれの種類（横ずれ断層

４、逆断層４、正断層２）及び地域（東北２、関東３、中部１、中国２、九州２）と可能な

限り偏りがないように選定する。調査に際しては、柔軟な予算配分と計画変更を適宜実施

し、より良い成果が得られるように創意工夫する。 

 

 

 

図１ 新たな調査手法と従来の調査手法の関係と検証の概念 
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２．業務の実施体制 

本調査研究事業は、国立研究開発法人産業技術総合研究所を中心とした体制を構築し、

関係する研究機関および研究者の参加・協力を得て実施する。調査代表機関は、産業技術

総合研究所とする。 

調査研究を効果的に実施するため、関係する専門分野の外部有識者を招聘して外部評価

委員会（事務局は産業技術総合研究所）を設置する。 

調 査 対 象 断 層 担 当 機 関 担 当 者 

研究代表者 
国立研究開発法人 

産業技術総合研究所 
近藤 久雄 

１）津軽山地西縁断層帯（南部）の調査 
国立大学法人 

東京大学 
白濱 吉起 

２）横手盆地東縁断層帯（南部）の調査 

国立研究開発法人 

産業技術総合研究所 

学校法人 法政大学 

近藤 久雄 

 

杉戸 信彦 

３）長野盆地西縁断層帯（麻績区間）の調査 

国立研究開発法人 

産業技術総合研究所 

国立大学法人 

信州大学 

吾妻 崇 

 

廣内 大助 

４）境峠－神谷断層帯（霧訪山－奈良井断層帯）

の調査 

国立研究開発法人 

産業技術総合研究所 
吾妻 崇 

５）身延断層の調査 
国立研究開発法人 

産業技術総合研究所 
丸山 正 

６）屏風山・恵那山–猿投山断層帯（赤河断層

帯）の調査 

国立研究開発法人 

産業技術総合研究所 

国立大学法人 

富山大学 

吾妻 崇 

 

安江 健一 

７）筒賀断層の調査 
国立大学法人 

東京大学 
白濱 吉起 

８）弥栄断層の調査 
国立研究開発法人 

産業技術総合研究所 
吾妻 崇 

９）布田川断層帯（宇土半島北岸区間）の調査 

国立研究開発法人 

産業技術総合研究所 

国立研究開発法人 

産業技術総合研究所 

大上 隆史 

 

丸山 正 

１０）宮古島断層帯の調査 

国立大学法人 

東京大学 

国立研究開発法人 

産業技術総合研究所 

白濱 吉起 

 

レゲット 佳 
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３．研究報告 

３．１ 津軽山地西縁断層帯（南部）の調査 

 

(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 津軽山地西縁断層帯（南部）の調査 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

東京大学地震研究所 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

助教 

研究グループ長 

研究員 

白濱 吉起#1 

丸山 正 

レゲット 佳 

#1 2023 年 10 月異動 

 

(c) 業務の目的 

津軽山地西縁断層帯（南部）は長さが約 23 km あり、マグニチュード 7.1～7.3 程度の地

震が発生し、断層の近傍の地表面において東側が西側に対して相対的に２～３m程度高まる

段差や撓みが生ずる可能性がある。しかし、本断層帯南部の最新活動後の経過率および将来

の地震発生確率は不明とされている。過年度事業において、断層帯浅部の地下形状が明らか

となり、0.3～0.4 m/千年の平均上下変位速度が得られた。本事業では、この値の検証と活

動性の把握を目的として、新たな地点において平均変位速度の推定を行う。また、活動間隔

や地震発生確率の推定には、正確な断層長の推定が必要であるため、端部において地形地質

調査を実施し、断層長について検討を行う。 

 

(d) ３ヵ年の年次実施業務の要約 

1) 令和４年度： 

なし 

2) 令和５年度： 

断層の分布形状や変位地形の把握を目的に、既存の地形データに基づく地形判読と、地

形地質調査を行った。平均変位速度推定に適した１箇所以上を選定し、群列ボーリング調査

を実施し、年代測定のための試料採取・分析を実施した。 

3) 令和６年度： 

 津軽山地西縁断層帯（南部）の活動性を明らかにすることを目的として、対象地域の既往

成果を整理した上で、断層帯中部において１測線でＰ波（測線長 1,400 m）及びＳ波（測線長

500 m）を震源とする反射法地震探査を実施し、２箇所でボーリング調査（２孔：総掘削深度



 4 

60 m）を実施した。得られた地質断面と採取した試料の分析により、本断層帯の平均上下変

位速度について検討した。また、断層帯周辺において地質踏査を実施し、断層の南端につい

て検討した。複数地点から得られた平均上下変位速度と地形地質調査によって推定された断

層長に基づき、本断層の活動性について検討した。 

  

(2) 令和６年度の成果 

（3）に記載。 

 

(3) 令和４～６年度の成果 

(a) 業務の要約 

 津軽山地西縁断層帯（南部）の傾斜やずれの向き及び活動性を明らかにするため、低位段丘面

に撓曲変形が認められる断層南部の平川市新屋地区、同市尾崎地区を対象として以下の調査を実

施した。低位段丘面の撓曲崖に直交して横切るように掘削深度 10 m のボーリングを５孔掘削し、

群列ボーリングによって地層の分布・変形を確認した。また、断層を横断する測線を設定して、

Ｐ波及びＳ波を震源とする反射法地震探査を行い、それぞれ深度 1.5km 以浅及び深度 250m 以浅の

地下構造を推定した。反射法地震探査測線沿いの断層の低下側及び隆起側の２地点においてボー

リングを各１孔掘削し（総掘削深度 60m）、地層の分布を把握した。断層の平野側において露頭調

査を実施し、地層の分布及び変形を確認した。これらの結果に基づいて、断層の地下形状を推定

し、変位基準の落差を見積もった。その結果、津軽山地西縁断層帯（南部）の主断層は東に 60˚～

65˚程度で傾斜する東側隆起の逆断層であり、地表付近では幅広い撓曲変形を呈することがわかっ

た。群列ボーリングにより、十和田八戸火砕流堆積物の基底面に約 1.9 m の上下変位が認められ

た。地質構造と堆積年代から約 11～16 ka 以降の累積変位量と考えられることから平均上下変位

速度は約 0.12～0.17 m/千年と推定された。また、反射断面とボーリングコアから採取した試料

の放射性炭素年代の分析から、約５～７万年前に堆積したと推定される地層に約 30m の上下変位

が認められ、平均上下変位速度は約 0.4～0.6 m/千年と見積もられた。断層南部の浅井川沿いに

おいて断続的に露出する十和田八戸火砕流堆積物の露頭観察と地形計測の結果、平野側の断層ト

レースの南北延長において断層変位とみられる顕著な変形が認められなかった。 

 

(b) 令和４年度の業務の成果 

なし 

 

(c) 令和５年度の業務の成果 

1）調査の概要 

津軽山地西縁断層帯（南部）の分布形状・変位地形を把握するため、同断層帯南端部付近を対

象に空中写真および地形データを使用し、地形判読を実施した。判読の結果、青森県平川市新屋
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地区に広がる低位段丘面に撓曲変形が認められたため、新屋地区およびその周辺において地形地

質調査を実施し、ボーリング掘削候補地点を選定した。低位段丘面の撓曲崖に直交して横切るよ

うに掘削深度 10 m のボーリングを５孔掘削し、群列ボーリングによって地層の分布・変形を確認

した。調査の結果、地形面は十和田八戸火砕流堆積物に覆われており、その基底面に約 1.9 m の

上下変位が認められた。地質構造と堆積年代から約 11～16 ka 以降の累積変位量と考えられるこ

とから平均上下変位速度は約 0.12～0.17 m/千年と推定された。 

 

2) はじめに 

津軽山地西縁断層帯は、津軽山地の西縁に位置する東上がりの断層である（図１）。地震調査

研究推進本部地震調査委員会（2004）（以下、地震調査委員会，2004）は、同断層帯を北部と南

部の２つの起震断層に区分している。そのうち、本業務の調査対象である津軽山地西縁断層帯

（南部）は、黒石断層から構成され、青森市西部から平川市北西部にかけて南北方向に分布して

いる（図１）。同断層帯南部の位置・形態は、村岡・長谷（1990）、渡辺・鈴木（1999）、池

田・他編（2002）、中田・今泉編（2002）、長森・他（2013）および今泉・他編（2018）などに

示されている。同断層帯南部については、令和４年度「活断層評価の高度化・効率化のための調

査」事業において産業技術総合研究所が平均変位速度推定のための調査を実施した（産業技術総

合研究所，2022）。調査では、低位段丘面に変形が認められる断層中部の黒石市高舘地区、同市

竹鼻地区および青森市本郷地区を対象としてＰ波およびＳ波を震源とする反射法地震探査、掘削

深度 80m のボーリング１孔の掘削を実施した。加えて、断層の隆起側および低下側でボーリン

グ・ピット・露頭調査を実施し、地層の分布および変形を確認した。その結果、同断層帯南部の

主断層は東に 60˚程度で傾斜する東側隆起の逆断層であることがわかった。また、十和田大不動

火砕流堆積物の落差と噴出時期から、主断層の平均変位速度（上下成分）として約 0.3〜0.4 m/

千年（0.6 m/千年以下）の値が見積もられた。また、断層北部の孫内川沿いでの地質調査によっ

て、従来推定されていた活断層トレースを横断してほぼ連続的に露出する八甲田第１期火砕流堆

積物に明瞭な断層が認められなかったことから、従来の活断層トレースより短くなる可能性が示

唆された（産業技術総合研究所，2022）。 

断層帯沿いの一地点において平均変位速度が推定されたものの、その値の信頼性の検討や断層

に沿った平均変位速度分布の把握が必要である。また、平均変位速度から地震発生確率を算出す

るためには、断層長を定める必要があり、断層南端の断層分布を確認することが必要である。そ

のため、以下の調査を実施した。１）同断層帯南部南端付近の分布・形状を明らかにするための

地形・地質調査を平川市周辺で実施した。２）同断層帯南部南端付近の平均変位速度の把握を目

的とし、平川市新屋地区において深度 10 m×５孔の群列ボーリングを実施した。 
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図１ 津軽山地西縁断層の分布（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2004 に加筆） 
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3）周辺の地質概要 

調査地域周辺の地質図（村岡・長谷，1990）を図２に示す。以下の地質記載は村岡・長谷

（1990）に従い、岩相には５万分の１地質図幅「黒石」に示された記号を付す。 

調査地域東側の津軽山地には下位から中新世の温湯層（Np、Ns、Nt）、鮮新世の尾開山凝灰岩

（Ym）、三ツ森安山岩（Ｍ）、虹貝凝灰岩（It）、大釈迦層（Ｄ）、更新世前期の青荷凝灰岩

（Ot）、更新世後期の八甲田第２期火砕流堆積物（H2）、十和田軽石流堆積物（Ｔ）が分布して

いる。八甲田第２期火砕流堆積物は調査地域の山地の北西部などに分布し、八甲田カルデラを給

源とする火砕流堆積物である。十和田軽石流堆積物（Ｔ）には十和田大不動軽石流堆積物や十和

田八戸軽石流堆積物などが含まれる。 

現在の遠手沢流域には、大釈迦層（Ｄ）、青荷凝灰岩（Ot）、八甲田第 2期火砕流堆積物

（H2）が主に分布している。流域には中新世の地層を中心に波長の短い南北方向の褶曲構造が発

達しており、西側から順に遠手沢背斜、遠手沢向斜、白岩背斜、白岩向斜などの名称が付されて

いる。遠手沢背斜から西側では、地層が 33～73°西に傾斜する。 

調査地域の位置する平野部には、更新世後期～完新世の堆積物が広く分布する。浅井川や遠手

沢は平野部において扇状地を形成し、その西側には段丘堆積物や沖積層が分布する。５万分の１

地質図幅「黒石」（村岡・長谷，1990）では、黒石断層には黒石逆断層系の名称が付されてお

り、津軽平野の縁辺を画する複数の断層からなる。調査地域付近の黒石断層は黒石市高賀野から

平川市金屋を通過しそのまま南南西へ延びるとされ、金屋から南南東へ分岐した広船断層が示さ

れている。 

調査地域周辺の平野部の地形面区分を記載した既往研究としては平賀町教育委員会（2000）が

挙げられる。平賀町教育委員会（2000）によると、群列ボーリング調査を行った地点は尾上面に

区分される。尾上面の構成層は駒木浮石流凝灰岩（十和田大不動火砕流堆積物相当層）とされ、

より低位の平賀面の主な構成層が古懸浮石流凝灰岩（十和田八戸火砕流堆積物相当層）とされて

いる。５万分の１地質図幅「黒石」（村岡・長谷，1990）によると扇状地堆積物（f）の分布域

に位置する。 

津軽山地には断層活動の結果と考えられる西傾斜の地層が確認される。また、平野部には火砕

流堆積物が広がっており、変位基準面として活用できる可能性がある。 

 

4）調査手法 

a) 地形判読および地質踏査 

写真判読および地形データによる判読を行い、新屋地区周辺の断層変位地形を把握した（図

３）。また、浅井川沿いの露頭において段丘面を被覆する凝灰質堆積物が確認された。これらは

既往研究によって指摘されている十和田大不動火砕流堆積物もしくは十和田八戸火砕流堆積物の

可能性がある。そのため、同河川に沿って地質踏査を行い、３地点の露頭を観察し、凝灰質堆積

物の噴出時期推定のための試料を採取した（図４）。 
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b) ボーリング調査 

ボーリング調査は新屋地区で実施した（図３）。新屋地区では推定される断層の撓曲崖と直交

するように深度 10 m のボーリングを隆起側で２孔（ARY-01 および ARY-02）、撓曲部で１孔

（ARY-03）、低下側で２孔（ARY-04 および ARY-05）掘削した（図５）。 

ボーリング掘削地点の位置や標高を、GNSS測量機およびトータルステーションを用いた測量

により確認した。３級基準点を２点設置し、その精度は５cm 程度以内とした。また、ボーリン

グ孔を結ぶ測線の地形縦断面を作成した。 

 

c) 試料分析 

新屋地区で採取したボーリングコアで確認した地層の年代を把握することを目的として、また

凝灰質堆積物露頭の地形面の離水時期を推定することを目的として、放射性炭素年代測定および

火山灰分析を行った。 

放射性炭素年代測定は、ボーリングコア試料から採取した植物片、木片、炭化木片および腐植

質シルトについて行った。測定は、株式会社加速器分析研究所に依頼した。また、上記のボーリ

ングコア、露頭壁面のうち凝灰質堆積物の細粒部分を採取して火山灰分析（全鉱物組成分析、火

山ガラス形態分類、火山ガラスおよび重鉱物の屈折率の測定）を実施した。分析は株式会社古澤

地質に依頼した。 
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図２ 平川市新屋地区周辺の地質図 

５万分の１地質図「黒石」（村岡・長谷，1990）に加筆 

 



 10 

 

図３ 平川市新屋地区および尾崎地区周辺の地形図 

背景は国土地理院電子国土 Web より陰影起伏図および傾斜量図を使用。 
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図４ 凝灰質堆積物の露頭 
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図５ 群列ボーリング位置図 

背景は国土地理院電子国土 Web より空中写真（シームレス）を使用。 
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5) 調査結果 

a) 地形判読および地質踏査 

地形判読の結果、山地と平野の境界線から 100～200 m 平野側に並走するように撓曲崖が認め

られた。隆起側と低下側は同じ地形面、もしくは隆起側の地形面が低下側では埋没している可能

性がある。地形からは約３mの落差が見積もられたが、初生的な崖地形である可能性や、低下側

で侵食や埋没が生じている場合、地形的な落差を変位量とみなすことは難しい。そこで、群列ボ

ーリングにより地層の分布・形状の把握を試みた。 

群列ボーリングは断層推定位置を横断する形で東西方向に５孔掘削した（図５）。孔名は東側

から順に ARY-01～ARY-05と呼称した。ARY-01～ARY-03 は推定される撓曲崖基部より東側の緩傾

斜の畑地を掘削し、ARY-04 および ARY-05は断層推定位置より西側の、それぞれ果樹園および水

田を掘削した。いずれのボーリング孔も掘進長は 10 m である。ARY-01～ARY-03 の位置する地形

面は緩やかに西に傾斜し、ARY-03 と ARY-04 の間に斜面と沖積面の境界がある。斜面は境界に向

けて勾配がやや急になっており撓曲崖の基部と推定される。ARY-04 および ARY-05の位置する地

形面は西に向かって緩やかに標高が下がる。 

段丘構成層を調査するため、周辺の地質踏査を実施したものの、平野部において露頭は極めて

乏しく、周辺に露頭は確認できなかった。調査地点より南の尾崎周辺においてのみ、段丘面を覆

う凝灰質堆積物の露頭が連続して認められた（図３および図４）。堆積物の厚さは３m以上あ

り、村岡・長谷（1990）の十和田軽石流堆積物（Ｔ）に相当すると考えられる。群列ボーリング

地点や周辺の地形面を広く覆っていると考えられることから、試料を採取し、火山灰分析を行っ

た。 

 

b）ボーリング調査結果 

各ボーリング孔の地質概要としては、各孔とも表層付近に凝灰質堆積物が認められ、その下部

は砂、シルト、礫からなる扇状地堆積物が確認された。扇状地堆積物中には多数の材や腐植質シ

ルトが認められた。火山灰分析および放射性炭素年代測定の結果、ARY-01孔の表層付近の凝灰

質堆積物は十和田八戸テフラ（To-H、町田・新井，2003）に対比されると判断した。 

５孔のボーリングコアについての観察結果を以下に記載する。図６～図 15に柱状図およびコ

ア写真を示した。 

 

ARY-01（孔口標高 69.80 m、掘進長 10.00 m；図６および図７） 

0.00～0.33 m：耕作土。黒褐色の腐植質シルトからなり、植物根が侵入する。締まりが悪い。 

0.33～1.25 m：礫混じり砂質シルト。灰褐色を呈する火山灰質の砂質シルトからなり、最大径

1.5 cm の亜角礫を含む。礫種は軽石、安山岩、玄武岩からなり、淘汰は悪く、

下位層から漸移する。下部ほど礫の最大径が大きく、上方細粒化している。 
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1.25～2.13 m：凝灰質砂礫。砂礫を主体とし、基質は火山灰質のシルトからなる。礫径は最大

４cm の亜角礫で、礫種は安山岩、玄武岩、軽石などからなる。安山岩礫の表面

付近に酸化・水酸化鉄が濃集している。淘汰は悪く、締まりは非常に悪い。下

位層との境界は不明瞭である。 

2.13～2.21 m：軽石混じり砂質シルト。最大径４mm のにぶい黄橙色の軽石を基底に伴う火山灰

質の砂質シルト。下底面およびその上位に２層の黄橙色の風化層を挟在する。 

2.21～2.29 m：軽石混じりシルト。非常に締まりの悪い火山灰質のシルトからなり、上位の礫

による削り込みを受けて上面は凹凸している。礫は径１cm未満で主に軽石から

なる。炭質物を含む。 

2.29～2.31 m：腐植質シルト。炭質物の濃集層を含むシルトからなり、ラミネーションが湾曲

する。指圧で変形する。 

2.31～2.58 m：礫混じりシルト質砂。シルト質砂からなり、基質は砂である。最大径 1.5 cm の

亜角～亜円礫を含む。礫種は安山岩、軽石、シルト岩からなる。炭質物が散在

する。  

2.58～2.72 m：礫混じり砂。主に中砂からなり、最大径１cm の亜角～亜円礫を含む。礫種は安

山岩、軽石などからなる。締まりは比較的良い。2.64～2.70m は暗灰色を呈す

る。 

2.72～2.86 m：細粒火山灰。灰黄色の火山灰質シルトで締まりが悪い。2.72 m、2.75 m に幅約

１cm の褐色帯を挟む。下底面は酸化により赤褐色を呈する。砂が挟在し、ラミ

ナが認められ、フラッドロームの可能性がある。 

2.86～2.93 m：礫混じり砂。主に粗砂～中砂よりなり、最大径５mm の亜円礫を含む。礫種は玄

武岩、軽石などからなる。締まりは比較的良い。 

2.93～3.00 m：砂質シルト。灰黄色の火山灰質シルトで橙色の砂層がレンズ状に挟まる。わず

かにラミナが認められ、フラッドロームの可能性がある。締まりは比較的良

い。 

3.00～3.30 m：礫。最大径８cm の亜角礫を主体とし、基質は橙色の砂からなる。礫種は主に安

山岩からなる。淘汰は悪く、明褐色の基質部は指圧で崩れる。 

3.30～3.36 m：最大径 1.5 cm の亜角礫を主体とし、基質は褐灰色の砂からなる。礫種は安山

岩、長石、軽石、スコリアなどからなる。 

3.36～3.62 m：礫混じり砂質シルト。灰褐色の砂質シルトからなり、最大径１cm の亜円礫を含

む。礫種は暗灰色の安山岩、軽石、シルト岩、スコリアなどからなる。淘汰は

悪い、下部にラミナが認められる。表面が酸化した軽石が認められる。 

3.62～4.24 m：砂礫。最大径 10 cm の亜角～亜円礫を主体とし、基質は粗砂～中砂からなる。

礫種は黒色、緑色および暗灰色の安山岩、軽石からなり、植物片が散在する。

基質は一部ではシルト質で、淘汰は非常に悪い。締まりは悪い。 
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4.24～4.55 m：礫混じり砂質シルト。灰色を呈する腐食質の砂質シルトからなり、炭化した植

物片を多く含む。4.28～4.35 m にシルトの薄層を挟み、植物片の長軸が層理面

に配列し、ラミナを形成している。 

4.55～5.50 m：砂礫。最大径８cm の亜角～亜円礫を主体とし、基質は粗砂～中砂からなる。礫

種は軽石、安山岩、デイサイト、シルト岩などからなる。黒～暗褐色を呈する

植物片が散在する。 

5.50～6.07 m：礫まじり砂。最大径 1.5 cm の亜角～亜円礫を含む砂からなる。礫種は軽石、安

山岩などからなる。基質は上方細粒化し、上部 5.50～5.95 m はややシルト質

である。5.73 m と 5.75 m に褐灰色でラミナのある腐植質シルトを挟在し、層

厚はそれぞれ２～５mm と２～４cm で膨縮、湾曲する。5.90 m 以深は暗褐色を

呈する。 

6.07～6.22 m：礫混じりシルト。黄緑灰色のシルトからなり、径５mm の細礫～粗砂層を挟在す

る。ラミナが認められ、下位層から漸移する。締まりは悪く、指圧で変形す

る。 

6.22～7.30 m：礫混じり砂。粗砂～細砂を主体とし、最大径４cm の亜角～亜円礫を含む。礫種

は赤色および暗灰色のスコリア、安山岩および軽石などからなる。安山岩質溶

岩と軽石礫の風化が著しく、とくに 6.60～6.70 m では礫形が崩れ構造が判別

できない。下部ほど礫率が高く、上方細粒化し、上位層に漸移する。 

7.30～7.60 m：礫。最大径４cm の亜円礫を主体とし、基質は粗砂からなる。礫種はスコリア、

安山岩、玄武岩、軽石などからなる。上方細粒化し、上位層に漸移する。 

7.60～8.67 m：礫混じり砂質シルト。灰褐色の砂質シルトからなり、最大径２cm の亜円礫を含

む。礫種は安山岩、軽石などからなる。8.32 m 以深は概ね砂優勢で、概ね上方

細粒化している。7.60～7.70 m、8.42～8.47 m付近にラミナが認められる。 

8.67～9.40 m：礫。最大径５cm の亜角～亜円礫を主体とし、基質は粗砂～中砂からなる。礫種

は安山岩、玄武岩、軽石からなる。上部では細礫および粗砂の割合が高く、上

方細粒化して上位層に漸移する。 

9.40～9.50 m：砂質シルト。緑灰色のシルトからなり、細砂をわずかに含む。淘汰は良い。指

圧で変形する。 

9.50～9.70 m：シルト質砂。中砂～細砂を主とするシルト質砂で、暗緑灰色を呈する。淘汰は

良く、上方細粒化して上位層に漸移する。 

9.70～9.90 m：砂質シルト。緑灰色のシルトからなり、細砂をわずかに含む。指圧で容易に変

形する。 

9.90～10.00 m：シルト質砂。暗緑灰色を呈する中砂～細砂を主体とするシルト質砂からなる。

淘汰は良く、上方細粒化して上位層に漸移する。 
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ARY-02（孔口標高 68.81 m、掘進長 10.00 m；図８および図９） 

0.00～0.38 m：耕作土。黒褐色のシルトからなり、植物根が混入する。非常に締まりが悪い。

細砂～径１cm の亜角礫～亜円礫を含む。礫種は主に軽石からなる。 

0.38～0.84 m：軽石混じり腐植質シルト。黒褐色のシルトからなり、径５mm未満の黄橙色の軽

石が散在する。締まりが悪い。 

0.72m、0.81m：軽石の密集層を挟在する。 

0.84～1.50 m：軽石混じり砂質シルト。最大径１cm の亜角～亜円礫を含む砂質シルトからな

り、基質部が黄橙色と暗褐色の縞状のパターンを繰り返す。礫種は軽石を主体

とし、安山岩、玄武岩などを含む。軽石は暗褐色の基質中で白色、黄橙色の基

質中で黄橙色を呈する。 

1.30～1.46 m：暗褐色の砂質シルトで礫を含まない。粗砂サイズの白色の岩石片、炭質物や植

物片が散在する。 

1.50～2.57 m：凝灰質砂礫。最大径２cm礫～粗砂を主体とし、基質は火山灰質シルトからな

る。礫は亜角礫で、礫種は安山岩、玄武岩、軽石からなる。まれに植物片を含

む。2.10～2.30 m に、酸化縞がわずかに認められる。 

2.57～2.68 m：腐植質シルト。暗褐色を呈する腐植質シルトからなり、炭質物の濃集層を複数

挟在する。 

2.68～3.09 m：砂-シルト互層。砂礫優勢層とシルト優勢層が細かいピッチで互層している。 

2.68～2.77 m：砂礫。最大径１cm の細礫と粗砂～中砂の基質からなる。礫は亜角で礫種は安山

岩、玄武岩、軽石などからなる。締まりは良い。 

2.77～2.80 m：砂質シルト。褐灰色の砂質シルトからなり、わずかにラミナが認められる。 

2.80～2.83 m：礫混じり砂。褐灰色を呈する火山灰質の細砂からなり、最大径５mm の細礫の薄

層を伴う。 

2.83～2.84 m：砂質シルト。褐灰色の砂質シルトで、淘汰は良い。 

2.84～2.86 m：砂礫。最大径７mm の亜角礫～粗砂からなる。礫種は軽石、安山岩などを含む。 

2.86～2.90 m：シルト。褐灰色のシルトで、淘汰は良い。 

2.90～2.96 m：礫混じりシルト質砂。最大径４mm の亜角礫を基底に含むシルト質砂。礫種は軽

石、安山岩などからなる。 

2.96～3.09 m：シルト質砂。にぶい黄色のシルト質砂で層がやや湾曲する。ラミナがわずかに

認められる。下底面は酸化鉄により褐色を呈する。 

3.09～3.50 m：礫混じり砂。細砂を主体とし、最大径３cm の亜角～亜円礫を含む。淘汰は悪

い。礫種は凝灰岩、安山岩とスコリア、軽石、玄武岩とその変質した礫からな

る。3.10～3.14 m にわずかにラミナを伴う。  
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3.50～3.70 m：砂。わずかに礫を含む砂からなり、粗砂～細砂へと上方細粒化する。礫種は安

山岩、軽石などからなる。炭質物を多く含み、3.60～3.70 m は炭質物の含有率

が高く暗色を呈する。 

3.70～3.76 m：礫。最大径７cm の安山岩の亜角礫からなる。基質は流出により不明。 

3.76～4.00 m：砂。粗砂～細砂からなる。3.87～3.90 m は炭質物の含有率が高く、やや暗色を

呈する。 

4.00～4.15 m：砂礫。最大径１cm の礫～粗砂からなる。礫は亜角～亜円礫で、礫種は軽石、玄

武岩質のスコリア、安山岩、炭、シルト岩などからなる。 

4.15～6.49 m：礫。最大径 17 cm の亜角～亜円礫を主体とする。礫種は安山岩、流紋岩、スコ

リアなどからなる。5.80 m 以浅の礫の表面には赤褐色の鉄酸化物の沈着が見ら

れる。  

6.49～6.54 m：礫混じり砂。灰色の中砂～細砂を主体とし、最大径５mm の亜角礫を含む。礫種

は軽石、安山岩などからなる。 

6.54～6.70 m：砂。灰色の細砂からなり、淘汰良好でラミナが認められる。 

6.70～7.00 m：礫。最大径６cm の亜角礫を主体とし、基質は粗砂からなる。礫種は黒または赤

色の安山岩、軽石、流紋岩などからなる。全体として暗灰色を呈する。 

7.00～7.13 m：砂。暗緑灰色の中砂からなり、淘汰は良い。締まりは比較的良い。 

7.13～7.26 m：礫混じり砂質シルト。灰色の砂質シルトからなり、最大径５mm の細礫を含む、

礫形は亜角～亜円、礫種は安山岩、玄武岩、軽石などからなる。7.20～7.25 m

にレンズ状に細礫の密集層を挟む。締まりは良く、指圧で変形しない。 

7.26～7.30 m：シルト。緑黄色のシルトで植物片が散在する。上下位層との境界は明瞭であ

り、湾曲する。指圧でやや変形する。 

7.30～7.52 m：礫混じり砂。暗緑灰色の粗砂～中砂を主体とし、最大径 1.5 cm の亜角礫を伴

う。指圧でやや変形する。 

7.52～7.58 m：シルト。灰色のシルトを主体とし、深度 7.54 m にレンズ状の細礫密集層を挟

む。ラミナが認められる。指圧で変形する。 

7.58～7.76 m：砂礫。粗砂～中砂を主体とし、最大径２cm の亜角～亜円礫を含む。6.61 m付近

でややシルト質となる。全体的に暗緑灰色で、指圧で変形する。7.74～7.76 m

は褐色を帯び、非常に堅固である。 

7.76～7.99 m：砂質シルト。灰緑色の細砂とシルトの互層からなり、ラミナが発達する。全体

的に指圧でやや変形する。上部は赤褐色の鉄酸化色を呈し、固く変形しない。

木片や炭質物を多く含む。  

7.99～8.11 m：砂礫。最大径５cm の亜角礫と、ややシルト混じりの中砂の基質からなる。礫種

は黒または赤色の安山岩などからなる。木片を多く含む。 
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8.11～8.25 m：礫混じり砂質シルト。暗灰色の細砂と明緑灰色のシルトが互層し、全体として

緑灰色を呈する。基底部に最大径５mm の亜角礫の密集層を挟み、概ね上方細粒

化している。礫種は黒または赤色の安山岩、軽石など。 

8.25～8.28 m：腐植質シルト。灰褐色のシルトからなり、植物片を含む。植物片の繊維は層理

面と平行に配列する。 

8.28～8.88 m：砂礫。最大径４cm の礫～細砂からなり、全体として灰色を呈する。礫は亜角～

亜円礫で、礫種は赤色および黒色の安山岩、軽石などからなり、木片を伴う。

上方細粒化が２サイクル認められ、上部に共通して植物片が認められる。 

8.88～9.48 m：礫混じりシルト質砂。有機質なシルト質砂からなり、灰色を呈する。最大径１

cm の礫を含む。礫種は安山岩、軽石などからなる。最大径 86 mm超の木片を多

く含む。  

9.48～9.82 m：砂質シルト。暗緑灰色の砂質シルトを主体とし、最大径１cm の亜角礫を稀に含

む。シルトと砂の優勢部が互層する。炭化した植物片が散在する。9.70～9.77 

m は炭質物が基質部に濃集している。 

9.82～9.89 m：砂。暗緑灰色の粗砂～中砂からなる。9.84 m に膨縮するシルト質の薄層を挟在

する。指圧でわずかに変形する。 

9.89～10.00 m：砂質シルト。緑灰色の砂質シルトからなり、ラミナが発達している。比較的締

まりは良く、指圧でわずかに変形する程度である。 

 

ARY-03（孔口標高 67.37 m、掘進長 10.00 m；図 10 および図 11） 

0.00～0.48 m：表土。黒褐色の砂混じりシルトからなり、上部に葉や植物根が混じる。締まり

は悪い。 

0.48～1.00 m：軽石混じり砂質シルト。明黄褐色を呈する砂質シルトからなり、最大径５mm の

亜角礫を含む。礫種は軽石、安山岩、玄武岩などからなる。粒径、色調はとも

に下位層から漸移する。 

1.00～2.97 m：凝灰質砂礫。にぶい黄橙色を呈する火山灰質な基質の砂礫。礫径は最大５cm で

亜角礫～亜円礫を含む。礫種は軽石を主体とし、安山岩および玄武岩を含む。

火砕流またはその二次堆積物と推定される。 

1.00～1.45 m：礫径が大きく、淘汰が悪い。基質が赤みを帯び、外形が不明瞭で基質と一体と

なっている。 

1.50～2.17 m：比較的淘汰良好で、一部だがわずかにラミナが認められる。 

2.00～2.17 m：軽石礫が上方細粒化している。 

2.20～2.38 m：全体的に赤みを帯び、腐り礫が見られる。 

2.43 m：褐色沈着物の濃集帯で、これ以深は褐色を帯びる。 

2.60～2.82 m：軽石礫が逆級化を示す。 
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2.82～2.97 m：青灰色を呈し、軽石礫が上方細粒化する。炭質物や礫の長軸がほぼ水平方向に

配列している。  

2.97～3.01 m：泥炭。樹木と見られる炭化した植物繊維がほぼ水平に重なる。 

3.01～4.00 m：礫混じり砂。主に粗砂～中砂からなり、最大径３cm の亜円礫を含む。 

3.03～5.25 m：石英粒子の多い粗砂からなる。 

3.70～3.86 m：最大径 1.5 cm の軽石の亜円礫を多く含む。 

4.00～4.25 m：礫混じり腐植質砂質シルト。灰色の腐植質な砂質シルトからなり、径５cm超の

炭化木片や、最大径１cm の亜角～亜円礫を含む。礫種は安山岩、凝灰岩などか

らなる。4.10～4.20 m はとくに炭質物が濃集している。 

4.25～6.00 m：礫混じりシルト質砂。主にシルト質砂からなり、にぶい黄橙色を呈する。最大

経２cm の亜角～亜円礫を稀に含み、4.67～4.86 m は軽石礫を多く含む。木片

が散在し、4.64 m に径５cm の木片を含む。 

6.00～6.42 m：礫混じり腐植質砂質シルト。砂質シルトからなり、最大径４cm の亜角礫を含

む。炭質物が散在する。5.13～6.28 m は基質部に炭質物が濃集し、黒褐色を呈

する。礫種は安山岩、玄武岩、凝灰岩を主体とし、わずかに軽石を含む。 

6.42～6.96 m：砂質シルト。シルトと細砂の互層からなり、全体的にオリーブ灰色を呈する。

シルトには炭質物、砂層には軽石が散在し、ラミナを形成する。6.84 m に径１

cm未満の亜角礫が挟在する。礫種は軽石、凝灰岩などからなる。 

6.95～6.96 m：最大径３mm の亜円礫が挟在する。 

6.96～7.07 m：腐植質シルト。灰色のシルトからなり、基質に炭質物が濃集し、木片が散在す

る。 

7.07～7.35 m：砂混じりシルト。オリーブ灰色を呈するシルトからなり、粗砂と炭質物が混じ

る。わずかにラミナが認められる。 

7.35～7.80 m：礫混じり砂。オリーブ灰色の粗砂～中砂を主体とし、最大経５mm の亜角礫を伴

う。礫種は安山岩、軽石などからなる。 

7.80～8.02 m：礫混じり砂質シルト。オリーブ灰色のシルトを主体とし、砂優勢の薄層を挟

み、ラミナを形成する。径５mm 以下の軽石が散在する。 

8.02～8.60 m：礫混じり砂。粗砂を主体とし、最大径 1.5 cm の亜角礫を含む。全体的に灰色を

呈する。崩れやすく指圧で容易に変形する。 

8.60～10.00 m：砂礫。最大径 10 cm の亜角～亜円礫からなり、細礫～粗砂を基質とする。礫種

は安山岩、玄武岩および凝灰岩などからなり、砂優勢部に軽石を含む傾向が見

られる。全体的に灰色を呈する。締まりは比較的良好で、指圧でわずかに変形

する。9.25～9.40 m は中～細砂を挟み、わずかにラミナが認められる。9.33 m

には径４cm の木片を含む。 
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ARY-04（孔口標高 64.68 m、掘進長 10.00 m；図 12 および図 13） 

0.00～0.30 m：耕作土。黒褐色の砂礫混じりの腐植質シルトからなり、植物が混じる。締まり

は悪い。 

0.30～1.72 m：礫。径 10 cm～３mm の亜円礫よりなる。礫種は安山岩、玄武岩を主体とし、基

質は赤褐色を呈し、細礫～砂～シルトからなり、淘汰は悪い。 

1.72～1.89 m：凝灰質砂礫。凝灰質なシルトを主体とし、砂礫を含む。灰白色を呈する。礫は

最大径１cm の亜角礫で、軽石を主体とし、安山岩を含む。 

1.89～1.93 m：泥炭。炭質物が濃集し、黒色を呈する。 

1.93～2.65 m：礫混じり砂。中砂～細砂を主体とし、最大径５mm の亜角～亜円礫を含む。礫種

は安山岩、玄武岩、軽石などからなる。所々に粒度の違いによるラミナが認め

られる。2.07 m および 2.30 m でややシルト質となる。2.24～2.28 m で細礫優

勢となる。2.38m 以深では礫率が高い。 

2.65～2.86 m：礫。最大径６cm の亜角～亜円礫からなる。礫種は安山岩を主とする。 

2.86～3.32 m：礫混じり砂。径５mm の細礫～中砂からなり、全体的に灰色を呈する。礫種は安

山岩を主とする。2.86～2.96 m では軽石が混じる。 

3.32～3.75 m：礫。径４cm～数 mm の礫からなる。礫は亜角～亜円礫で、扁平な礫の長軸は水平

方向に配列する傾向が見られる。礫種は安山岩、凝灰岩などからなる。下位層

を削り込んでいる。 

3.75～3.78 m：腐植質シルト。黒褐色のシルトからなり、炭質物が濃集する。 

3.78～3.87 m：礫混じりシルト質砂。灰色を呈するシルト質砂からなり、最大径５mm の亜円礫

を含む。礫種は軽石を主とし、安山岩を含む。 

3.87～3.96 m：礫混じり砂質シルト。暗灰黄色の砂質シルトからなり、最大径５mm の亜角礫を

含む。礫種は軽石、安山岩などである。3.91 m では粗砂の薄層を挟在する。 

3.96～4.00 m：シルト質砂。中～細砂を主体とし、下部２cm は火山灰質シルトで灰黄色を呈す

る。上部２cm は黄褐色を呈し、やや粗粒である。 

4.00～4.13 m：礫混じり砂。中砂～細砂を主体とし、灰オリーブ色を呈する。4.06 m、4.10 m

では幅１cm未満の亜円礫の薄層を挟在する。ラミナが認められる。 

4.13～4.19 m：砂礫。径１cm 以下の亜円礫～粗砂からなる。粒子は軽石が多い。 

4.19～4.40 m：砂。粗砂を主体とし、まれに径５mm 以下の細礫を含む。礫種は安山岩を主体と

する。淘汰は良い。  

4.40～4.60 m：砂質シルト。緑灰色の砂質シルトからなり、細礫～砂を伴う。 

4.60～4.83 m：礫混じりシルト。主にシルト質砂からなり、にぶい黄橙色を呈する。木片が散

在し、稀に最大経２cm の亜角～亜円礫を含む。4.67～4.86 m では軽石礫率が

高い。4.64 m では径５cm の木片を含む。 
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4.83～5.00 m：砂混じり腐植質シルト。黒褐色のシルトからなり、炭質物が濃集する薄層を挟

在する。湾曲するラミナが認められる。 

5.00～5.13 m：礫混じり砂質シルト。明灰黄色の砂質シルトからなり、最大径７mm の細礫を伴

う。礫は亜角礫で、礫種は安山岩を主体とし、まれに軽石を含む。 

5.13～5.38 m：砂質シルト。明灰黄色のシルトからなり、稀に最大径５mm の亜角礫を伴う。砂

優勢層を挟む。5.32 m に炭質物の濃集層を伴う。 

5.38～5.60 m：シルト質砂礫。粗砂を主体とし、径７mm 以下の細礫を含む。基質はシルト質で

ある。礫種は安山岩を主体とし、礫は亜角礫である。5.38～5.48 m はやや腐植

質で、灰色を呈する。 

5.60～7.15 m：砂質シルト－砂礫互層。灰緑色の砂質シルトを主体とし、礫優勢層、砂優勢層

を挟在する。下位層とは炭で限られ、境界は明瞭である。5.60～6.00 m は礫混

じり砂質シルト。6.00～6.15 m は礫混じりシルト質砂。径５mm 以下の軽石が

密集する。6.15～6.28 m では極細砂～シルト。6.28～6.36 m では砂礫。径１

cm 以下の亜角礫密集層があり、礫種は安山岩を主とする。6.46～6.48 m は砂

質シルト。6.48～6.58 m は砂礫。径２cm 以下の亜角～亜円礫が密集する。礫

種は安山岩、凝灰岩を主とする。6.58～6.62 m は礫混じり砂質シルト。6.62～

6.68 m は砂礫。径５mm 以下の細礫が密集する。礫は亜円礫で、礫種は安山

岩、軽石などからなり、植物片を伴う。6.68～6.72 m はシルト。6.72～6.83 m

は中～細砂。6.83～6.90 m は礫混じり砂質シルト。灰色のシルト質砂からな

り、炭質物が散在し、下部に径１cm 以下の軽石を含む。ラミナが発達する。

6.90～7.15 m は砂礫。最大径５cm の亜角～亜円礫と、粗砂～中砂の基質から

なる。礫種は安山岩、軽石、凝灰岩などからなる。 

7.15～7.27 m：泥炭。炭質物が濃集しており、基質はシルトからなる。植物繊維が層理面に水

平に配列する。 

7.27～7.70 m：礫混じり砂質シルト。最大径５mm の細礫混じりの砂質シルト～シルト質砂から

なる。7.44～7.60 m、7.67～7.70 m に径４mm 以下の軽石礫が多い。7.38～

7.43 m は腐植質である。7.50～7.67 m径 15 cm超の炭化木片を含む。 

7.70～7.93 m：砂礫。最大径 1.5 cm の礫～粗砂からなる。礫種は安山岩、流紋岩、軽石などか

らなる。淘汰は悪い。 

7.93～8.33 m：礫混じりシルト質砂。暗緑灰色のシルト質砂からなり、径５mm 以下の細礫を含

む。シルト優勢部と、礫優勢部が互層する。7.97 m および 8.08 m に幅１cm 以

下のシルト層を、8.12～8.14 m および～8.33 m では礫層を挟在する。礫種は

安山岩を主体とし、亜円礫からなる。 

8.33～8.47 m：砂質シルト。シルトを主体とし、炭質物の濃集部を含む。 

8.37～8.41 m：軽石に富む砂優勢部。 
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8.47～9.13 m：砂礫。最大径７cm の亜角礫と粗砂～中砂の基質からなる。礫種は安山岩を主体

とし、凝灰岩、デイサイトなどを含む。 

9.13～9.20 m：シルト質砂。幅２cm 以下の中砂～細砂の層と幅約１cm のシルト層が互層し、ラ

ミナを形成する。 

9.20～9.33 m：腐植質シルト。黄灰色の腐植質シルトからなり、炭質物が層理面に沿って配列

する。 

9.33～10.00 m：砂-シルト互層。砂を主体とし、４cm 以下のシルトが互を挟む。径 1.5cm 以下

の礫を含む。礫は亜円礫で、安山岩、軽石などからなる。9.38～9.48 m は粗

砂。9.48～9.56 m は細礫を含む細砂。9.62～9.64 m はシルト。9.70～9.70 m

はシルト。 

 

ARY-05（孔口標高 64.13 m、掘進長 10.00 m；図 14 および図 15） 

0.00～0.23 m：耕作土。黒褐色の砂礫混じりシルトからなり、植物片が混じる。締まりは悪

い。 

0.23～0.62 m：軽石混じり砂質シルト。黒褐色の腐植質シルトからなり、最大径６mm の亜角～

亜円礫を含む。礫種は軽石、安山岩など。 

0.62～1.78 m：火山灰質砂質シルト。火山灰質なシルトを主体とし、砂優勢層が互層する。下

部は緑灰色、上部は褐色を帯びるほか、1.5 m 以浅には層理面とは無関係な高

角度な線状の褐色部が散在する。1.50～1.55 m は粗砂を挟在する。 

1.78～2.55 m：腐植質砂質シルト。褐灰色の腐植質シルトからなり、木片が散在する。2.04～

2.30 m に軽石を主体とする粗砂が多く含まれ、ラミナが見られる。 

2.55～2.80 m：砂礫。最大径４cm の亜角～亜円礫を主体とし、粗砂の基質を伴う。礫種は安山

岩、凝灰岩、軽石などからなる。炭化していない植物片が混じる。 

2.80～3.80 m：礫混じりシルト質砂。礫混じりのシルト質砂を主体とする。全体的に褐灰色を

呈し、炭化木片を斑状に包含する。礫は径３cm 以下の亜角～亜円礫からなり、

礫種は軽石を主体とし、安山岩、凝灰岩などからなる。 

3.80～4.16 m：砂。灰色の砂からなり、下部の粗砂から上部の中砂へと上方細粒化している。 

4.16～4.22 m：礫。径４cm 以下の亜角礫からなる。礫種は安山岩、デイサイトなどからなる。 

4.22～4.30 m：礫混じり砂質シルト。灰緑色の砂質シルトからなり、径３mm 以下の細礫を含

む。 

4.30～4.38 m：砂礫。径 1.5 cm 以下の亜角～亜円礫を主体とする。礫種は発砲の悪い軽石や凝

灰岩などからなる。 

4.38～4.55 m：砂質シルト。灰緑色の砂質シルトからなり、わずかにラミナが認められる。下

部ほど細粒でシルトに富み、上方粗粒化する。 
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4.55～5.00 m：礫混じり砂。砂を主体とし、径５mm 以下の亜角礫を稀に含む。4.70～5.00 m に

かけて粗砂から細砂へと上方細粒化する。 

5.00～5.13 m：砂質シルト。灰緑色の砂質シルトからなり、層理面に平行に炭質物が配列す

る。  

5.13～5.20 m：シルト質砂。灰緑色の粗砂を主体とするシルト質砂からなり、軽石を含む。 

5.20～6.00 m：礫混じり砂質シルト。緑灰色の砂質シルトからなり、径２cm 以下の亜角礫を含

む。礫種は安山岩、軽石、凝灰岩などでからなる。 

5.20～5.33 m：腐植質で、径５cm 以上の炭化した木片を多く含み、基質は褐灰色を呈する。 

6.00～6.47 m：砂。灰色の粗砂を主体とし、淘汰は良い。まれに径１cm 以下の礫を含む。粒子

には石英が多い。締まりは悪く、崩れやすい。 

6.47～6.81 m：砂礫。径４cm 以下の亜角～亜円礫を主体とし、基質は粗砂である。礫種は安山

岩や軽石からなる。6.65～6.81 m は礫径が１cm 以下で、基質はややシルト質

である。 

6.81～6.90 m：礫混じりシルト質砂。灰緑色のシルト質砂からなり、亜角～亜円礫を含む。礫

は安山岩、軽石などからなる。木片が散在する。炭質物の濃集層が挟まれる。 

6.90～7.03 m：礫混じりシルト。灰緑色のシルトからなり、径３mm 以下の亜円礫を含む。 

6.97 m付近に粗砂サイズの軽石密集層を挟在する。上部５cm はやや褐色を帯

び、上方へ腐植質となる。 

7.03～7.47 m：礫混じり砂。径２cm 以下の亜角～亜円礫を含む砂からなる。礫種は凝灰岩、安

山岩、軽石、デイサイトなどからなる。局部的には砂と礫支持の部分を含む。

砂優勢層でラミナが発達している。全体的に炭質物が散在する。7.47 m では炭

質物が濃集する。 

7.47～7.52 m：砂質シルト。やや腐植質なシルトからなり、やや湾曲する炭質物の濃集層を挟

在する。 

7.52～7.70 m：礫混じり砂。砂を主体とし、径６mm 以下の亜角礫を含む。礫種は軽石、安山岩

などからなる。炭が散在する。 

7.70～7.75 m：軽石質火山灰。上部は軽石の密集、下部は軽石混じりの火山灰を主体とする。

上方粗粒化が認められる。 

7.75～8.25 m：礫混じりのシルト質砂。シルト質砂を主体とし、基質は褐灰色を呈しやや腐植

質である。礫種は安山岩が主体で軽石を伴う。炭が散在する。 

7.84～7.90 m：炭質物が濃集する。  

8.25～8.50 m：砂質シルト。明緑灰色の砂質シルトからなり、 8.25～8.33 m および 8.38～

8.42 m に軽石の密集層を挟在する。 

8.50～8.59 m：シルト質砂。中砂を主体とし、基質はシルトからなり、全体的に灰色を呈す

る。 
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8.59～8.73 m：砂礫。径約１cm の亜角礫～粗砂からなる。礫種は安山岩、凝灰岩などからな

る。 

8.73～8.81 m：砂。灰色の細砂からなり、軽石を含む。淘汰は良い。 

8.81～8.87 m：砂質シルト。緑灰色の砂質シルトからなる。湾曲するラミナがわずかに認めら

れる。 

8.87～9.63 m：礫混じりシルト質砂。シルト質の粗砂を主体とし、径 1.5 cm 以下の亜円礫を含

む。全体的に灰色を呈し、赤色風化した安山岩や緑色凝灰岩などを含む。淘汰

と締まりはともに悪い。 

9.63～10.00 m：砂礫。径 1.5cm～粗砂を主体とする。砂礫は安山岩、軽石、凝灰岩などからな

る。9.68 m ではシルトと砂の互層からなる偽礫を含む。9.94 m～10.00 m は径

８cm 以上の安山岩の巨礫。 
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図６ ARY-01孔柱状図 
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図７ ARY-01コア写真 
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図８ ARY-02柱状図 
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図９ ARY-02コア写真 
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図 10 ARY-03柱状図 
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図 11 ARY-03コア写真 
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図 12 ARY-04柱状図 
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図 13 ARY-04コア写真 
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図 14 ARY-05柱状図 
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図 15 ARY-05 コア写真 
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c) 試料分析結果 

ⅰ）試料採取位置 

ボーリングコアから放射性炭素年代測定用試料及び火山灰分析用試料を採取した。表１に分析

した試料の一覧表を示す。放射性炭素年代測定用試料の採取位置はボーリング柱状図に示した。 

 

ⅱ）放射性炭素年代測定結果 

表２に放射性炭素年代測定の結果を示す。暦年較正は、較正プログラム OxCal 4.4（Bronk 

Ramsey, 2009）を用い、較正曲線として IntCal20（Reimer et al., 2020）を適用した。ボーリ

ング柱状図に示した年代は暦年較正後の年代である。 

概ね地層累重の法則に従い、下位ほど年代が古い値が得られた。唯一 ARY01-c7 と ARY01-c10

の間で年代値の逆転がみられた。ARY01-c7 が植物片であることから再堆積物の可能性が考えら

れる。あるいは ARY01-c10試料に新しい有機物が混入した可能性がある。 

 

ⅲ）火山灰分析結果 

表３に火山灰分析結果を示す。十和田八戸テフラと十和田大不動テフラは火山ガラスの形態、

火山ガラスの屈折率(1.500-1.513)および主成分元素組成が近似するため、これらの特徴のみで

は識別が難しい。両者は緑色普通角閃石の有無で識別される（町田・新井, 2003) 。しかし、津

軽地域ではしばしば十和田大不動テフラに緑色普通角閃石が混在しているため、両テフラの厳密

な識別には火山ガラスの微量成分元素組成の分析が必要であるとされる（古澤，2017)。 

露頭から採取した試料（OZK-1）およびボーリングコアから採取した試料（ARY-01t1、ARY-

02t1、ARY-04t1）は火山ガラスの付着した緑色普通角閃石を含んでいた。ボーリング表層付近お

よび浅井川沿いの露頭において採取した試料は、十和田八戸火砕流堆積物である可能性が高い。

しかし、上述のように厳密な識別には火山ガラスの微量成分元素組成が必要である。 
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表１ 分析試料一覧 

 

 



 37 

表２ 放射性炭素年代測定結果 
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d) 地層の対比 

地形縦断面図に群列ボーリングによる各孔の簡易柱状図を配置し、地層の連続性を検討した地

質断面図を図 16に示した。全てのボーリング孔に共通して、３mより浅い深度において、腐植

層の直上に灰白色の凝灰質堆積物が認められた。ARY-01～ARY-04孔は軽石を多く含み、下位の

腐植層との境界が明瞭であった。一方で、ARY-05の凝灰質堆積物は軽石を含まず、細粒な火山

灰層からなり、下位の腐植層との境界も漸移的であった。ARY-03孔と ARY-04孔の同層では、軽

石が上方細粒化した後上方粗粒化する様子がみられた。また還元的な色調であることから、水流

の影響下で堆積した可能性が考えられる。 

炭素同位体年代測定の結果、凝灰質堆積物直下の腐植層は ARY-01、ARY-02、ARY-04孔では約

16 cal ka BP、ARY-05 孔では約 11 cal ka BPであった。火山灰分析の結果、腐植層直上の凝灰

質堆積物は十和田八戸火砕流堆積物（噴出年代 15.5 ka：Horiuchi et al., 2007；以下、To-H

と呼ぶ）の可能性が高いと確認された。腐植層の放射性炭素年代にもよく一致することから、凝

灰質堆積物は To-Hと判断される。ARY-03孔では年代値は得られていないが、層相が類似するこ

とから ARY-03孔を含めた ARY-01～ARY-04孔の軽石を含む凝灰質堆積物は To-Hまたはその二次

堆積物と考えられる。ARY-05 孔の軽石を含まない火山灰層は To-H以降の後カルデラ期の火山灰

を主体とする噴火イベントによってもたらされた可能性がある。 

To-Hより下位の地層では、層相が頻繁かつ局部的に変化する網状河川堆積物の様相を呈し、

特徴的な鍵層が連続的に分布しない。ARY-01孔と ARY-02孔、３m以深の ARY-04孔と ARY-05 孔

の連続性は比較的良好な印象であるが、層相のみによる対比検討は困難である。 

ARY-04孔では、チャネル堆積物が To-Hを削り込む様子が認められた。また、ARY-05 孔では深

度３m以浅に約 11 ka の河川堆積物が認められ、To-Hが確認できないことから、低下側では河川

による侵食によって To-Hが失われたと考えられる。ARY-04孔のチャネル堆積物は ARY-05 孔に

認められないことから、崖に沿って流れる河川によって堆積した可能性が高い。約 11 kaごろに

は、撓曲崖が形成されており、崖に沿った流路が形成されていた可能性がある。 

ARY-01、ARY-04、ARY-05 孔において約 18 ka、ARY-01、ARY-02、ARY-04孔において約 30 ka

の年代が得られた。To-H基底面も含め、これらを同時代面として対比すると、低下側ほど堆積

物が厚い傾向が認められた。ARY-01孔および ARY-04孔における 18 ka～To-H基底面までの厚み

はそれぞれ約２m、約３mと低下側が厚い。このことは 18 ka から To-H 堆積前の約 16 ka までの

間にそれ以前に形成された撓曲崖が埋積されたことを示唆する。ARY-01孔では年代の逆転が生

じているため、対比が難しいが、c7付近の深度が約 30 kaだとすると、成長層の形状が地質断

面から明瞭に確認できる。一方、c10付近の深度が約 30 kaだとすると、隆起側では大きな層厚

変化は生じていないと考えられる。 

To-H相当層の基底面標高は、ボーリング測線東端の ARY-01孔では、 67.51m、西端の ARY-04

孔では標高 62.79m であり、両孔の間では約５mの標高差がある。本調査地点は遠手沢の扇状地

に位置することから、初生的な傾斜があったと考えるのが自然である。地形的な落差は約 2.5 m
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と計測されるが、低下側では To-H上面が侵食により失われており、削剥により過大に見積もっ

ている可能性がある。To-H下面を基準とすると、ARY-05 孔では確認されていないものの、11 ka

を示す河川堆積物より浅い深度に下面があったと考えられる。ARY-01孔および ARY-02孔が示す

ように隆起側では To-Hがほぼ等厚に堆積しており、To-H基底面の傾斜と地形面の傾斜はほぼ等

しい。To-H 堆積以前、隆起側が示す傾斜を持つ未変形の扇状地が原地形として広がっていたと

考えると、ARY-04孔の To-H基底高度から撓曲崖基部における上下変位量は、約 1.9 m と計測さ

れる。前述のように、18 ka から 16 ka までの間にそれ以前に形成された撓曲崖が埋積されたこ

とが示唆された。また、ARY-04孔および ARY-05 孔が示すように 11 ka には撓曲崖が形成され、

河川流路が崖沿いに固定された可能性がある。したがって、11～16 ka の間に断層活動があり、

撓曲崖が生じたと考えられる。この時、16 ka 以降の平均上下変位速度は、0.12～0.17 m/千年

と求められる。なお、11～16 ka の間に生じた断層活動は撓曲崖の形成を示唆するものであるこ

とから、最新活動とは限定できない。 

ボーリングコアには多数の年代測定可能な試料が含まれており、堆積年代から堆積構造を明ら

かにすることが期待される。活動性についての詳細な検討を進めるには、より多くの試料につい

て年代測定を行い、堆積年代をより精緻に定める必要がある。 

令和４年度事業において黒石市高館において推定された 0.3～0.4 m/千年と比較すると 1/2～

1/3 程度の値である。この差が生じた理由としては、黒石市高館が津軽山地西縁断層帯（南部）

の中央部付近であるのに対し、新屋地区が南端部に近いことが可能性としてまず挙げられる。そ

の場合、断層トレースの南端は従来の推定通り新屋地区の南付近であると考えられる。一方、新

屋地区においてはより平野側に分岐するトレースが指摘されており（村岡・長谷，1990；今泉・

他編，2018）、トレースの分散によって変位速度が小さくなっている可能性もまた考えられる。

上記を検討するためには平野側のトレースの有無を今後確認する必要がある。 
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6) 結論並びに今後の課題 

津軽山地西縁断層帯（南部）の分布形状・変位地形を把握し、平均変位速度推定のためのボー

リング掘削地点を選定するため、断層帯南部を対象に空中写真および地形データを使用し、地形

判読を実施した。判読の結果、遠手沢北側に分布する地低位段丘面に撓曲変形が認められた。そ

の周辺において地形地質調査を実施し、ボーリング掘削候補地点を選定した。南北方向に延びる

撓曲崖に直交するように掘削深度 10 m のボーリングを５孔掘削し、群列ボーリングによって地

層の分布・変形を確認した。ボーリングの結果、十和田八戸火砕流堆積物の基底面に約 1.9 m の

上下変位が認められた。地質構造から 11～16 ka 以降に形成されたと考えられるため、平均上下

変位速度は約 0.12～0.17 m/千年と推定された。 

掘削地点では To-H以深の堆積層について網状流河川堆積物であることから対比が困難であっ

た。一方、堆積物中には材や腐植質堆積物が多く含まれていることから、放射性炭素年代測定に

よって詳細な堆積構造を明らかにできる可能性がある。累積変位や活動性をより詳細に検討する

ため、放射性炭素年代測定をより密に実施する必要がある。 

本地点において求められた平均変位速度は津軽山地西縁断層帯（南部）中央部付近において求

められた値（0.3～0.4 m/千年）と比較すると有意に小さい。真に小さい値を示すのであれば、

トレースの端部に近いことを示唆する。一方、分岐断層の一つの変位速度を示している可能性も

また考えられることから、令和６年度に平野側のトレースの存在についても検討し、断層の３次

元的な分布を明らかにする必要がある。 
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(d) 令和６年度の業務の成果 

1) 調査の概要 

津軽山地西縁断層帯（南部）の活動性を明らかにすることを目的として、対象地域の既往成果

を整理した上で、断層帯中部において１箇所でＰ波（測線長 1,400 m）及びＳ波（測線長 500 m）

を震源とする反射法地震探査に加え、２箇所でボーリング調査（２孔：総掘削深度 60 m）を実施

した。得られた地質断面と採取した試料の分析により、平均上下変位速度を検討した。また、断

層帯周辺において地質踏査を実施し、断層の北端を検討した。これらの結果に基づいて、断層の

地下形状を推定し、変位基準の落差を推定した。その結果、津軽山地西縁断層帯（南部）の主断

層は東に 60˚～65˚程度で傾斜する東側隆起の逆断層であり、地表付近では幅広い撓曲変形を呈す

ることがわかった。反射断面とボーリングコアから採取した試料の放射性炭素年代の分析から、

約６万年前に堆積したと推定される地層に約 30 m の上下変位が認められ、平均上下変位速度は約

0.4～0.6 m/千年と見積もられた。断層南部の浅井川沿いにおいて断続的に露出する十和田八戸火

砕流堆積物の露頭観察と地形計測の結果、平野側の断層トレースと一致する変形は認められなか

った。 

 

2) はじめに 

津軽山地西縁断層帯は、津軽山地の西縁に位置する東上がりの断層である（図１）。地震調査

研究推進本部地震調査委員会（2004）（以下、地震調査委員会，2004）は、同断層帯を北部と南

部の２つの起震断層に区分している。そのうち、本業務の調査対象である津軽山地西縁断層帯

（南部）は、黒石断層から構成され、青森市西部から平川市北西部にかけて南北方向に分布して

いる（図１）。同断層帯南部の位置・形態は、村岡・長谷（1990）、渡辺・鈴木（1999）、池

田・他編（2002）、中田・今泉編（2002）、長森・他（2013）および今泉・他編（2018）などに

示されている。 

同断層帯南部については、令和４年度「活断層評価の高度化・効率化のための調査」事業にお

いて産業技術総合研究所が平均変位速度推定のための調査を実施した。調査では、低位段丘面に

変形が認められる断層中部の黒石市高舘地区、同市竹鼻地区および青森市本郷地区を対象として

Ｐ波およびＳ波を震源とする反射法地震探査、掘削深度 80 m のボーリング１孔の掘削を実施し

た。加えて、断層の隆起側および低下側でボーリング・ピット・露頭調査を実施し、地層の分布

および変形を確認した。その結果、同断層帯南部の主断層は東に 60˚程度で傾斜する東側隆起の

逆断層であることがわかった。また、十和田大不動火砕流堆積物の落差と噴出時期から、主断層

の平均変位速度（上下成分）として約 0.3〜0.4 m/千年（0.6 m/千年以下）の値が見積もられ

た。また、断層北部の孫内川沿いでの地質調査によって、従来推定されていた活断層トレースを

横断してほぼ連続的に露出する八甲田第１期火砕流堆積物に明瞭な断層が認められなかったこと

から、従来の活断層トレースより短くなる可能性が示唆された（産業技術総合研究所，2022）。 
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令和５年度の調査では，新屋地区およびその周辺において地形地質調査を実施し、低位段丘面

の撓曲崖に直交して横切るように掘削深度 10 m のボーリングを５孔掘削し、群列ボーリングによ

って地層の分布・変形を確認した（図３）。調査の結果、十和田八戸火砕流堆積物（以下、To-H）

に覆われており、その基底面に約 1.9 m の上下変位が認められた。地質構造と堆積年代から約 11

～16 ka 以降の累積変位量と考えられることから平均上下変位速度は約 0.12～0.17 m/千年と推

定された（図 16）。 

群列ボーリングによって撓曲崖付近の To-H 堆積以降の平均変位速度が推定されたものの、To-

H以深の堆積物の対比は側方変化が大きく、対比がやや困難であった。しかし、堆積物中には材や

腐植質堆積物が多く含まれており、密な放射性炭素（以下、14C）年代測定によって詳細な堆積構

造を明らかにできる可能性がある。また、令和５年度に得られた平均上下変位速度は撓曲崖を横

切る幅 100 m 程度の範囲の To-H 堆積以降の変形から見積もった値である。本断層は幅広い変形帯

を持つ撓曲崖として地表に現れていることから、より幅広い変形構造が生じている可能性が高い。

そのため、変形帯全体を考慮したより長期的な平均上下変位速度を見積もるには、断層帯周辺の

地質構造を明らかにする必要がある。さらに、得られた平均変位速度から断層の地震発生確率を

推定するには、断層長を精度良く定める必要がある。北限については令和４年度の調査において

孫内川以南と報告されたが、南限については検討されていない。南限については、平野側に活断

層トレースがジャンプし、さらに南に続く可能性について検討する必要がある。 

撓曲崖付近の詳細な地質構造の解明、断層帯付近の地下構造の解明と長期的かつ長波長の平均

変位速度の推定、断層南端の検討を目的として以下の調査を実施した。 

１）令和５年度の群列ボーリング地点であり、断層トレースが平野側に分岐する新屋地区付近

においてＰ波及びＳ波による反射法地震探査を実施した。２）探査測線に沿った地層の分布を確

認するため、隆起側と低下側においてボーリング調査を実施した。３）平野側トレースを横切る

浅井川沿いの地質踏査を実施した。４）探査測線沿いに実施したボーリングから得られたコア、

令和５年度に実施した群列ボーリング調査によって得られたコア、及び地質踏査を行った露頭か

ら試料を採取し、14C年代測定及び火山灰分析を実施した。 
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3) 地質概要と津軽山地西縁断層帯（南部）に関する既往研究 

調査地域周辺の地質図（村岡・長谷，1990）を図 17 に示す。以下の地質記載は村岡・長谷

（1990）に従い、岩相には５万分の１地質図幅「黒石」に示された記号を付す。 

調査地域東側の津軽山地には下位から中新世の温湯層（Np、Ns、Nt）、鮮新世の尾開山凝灰岩

（Ym）、三ツ森安山岩（Ｍ）、虹貝凝灰岩（It）、大釈迦層（Ｄ）、更新世前期の青荷凝灰岩

（Ot）、更新世後期の八甲田第２期火砕流堆積物（H2）、十和田軽石流堆積物（Ｔ）が分布して

いる。八甲田第２期火砕流堆積物は調査地域の山地の北西部などに分布し、八甲田カルデラを給

源とする火砕流堆積物である。十和田軽石流堆積物（Ｔ）には十和田大不動軽石流堆積物や十和

田八戸軽石流堆積物などが含まれる。現在の遠手沢流域には、大釈迦層（Ｄ）、青荷凝灰岩

（Ot）、八甲田第 2期火砕流堆積物（H2）が主に分布している。流域には中新世の地層を中心に

波長の短い南北方向の褶曲構造が発達しており、西側から順に遠手沢背斜、遠手沢向斜、白岩背

斜、白岩向斜などの名称が付されている。遠手沢背斜から西側では、地層が 33～73°西に傾斜

する。 

調査地域の位置する平野部には、更新世後期～完新世の堆積物が広く分布する。浅井川や遠手

沢は平野部において扇状地を形成し、その西側には段丘堆積物や沖積層が分布する。５万分の１

地質図幅「黒石」（村岡・長谷，1990）では、黒石断層には黒石逆断層系の名称が付されてお

り、津軽平野の縁辺を画する複数の断層からなる。調査地域付近の黒石断層は黒石市高賀野から

平川市金屋を通過しそのまま南南西へ延びるとされ、金屋から南南東へ分岐した広船断層が示さ

れている。 

調査地域周辺の平野部の地形面区分を記載した既往研究としては平賀町教育委員会（2000）が

挙げられる。平賀町教育委員会（2000）によると、群列ボーリング調査を行った地点は尾上面に

区分される。尾上面の構成層は駒木浮石流凝灰岩（十和田大不動火砕流堆積物相当層）とされ、

より低位の平賀面の主な構成層が古懸浮石流凝灰岩（十和田八戸火砕流堆積物相当層）とされて

いる。５万分の１地質図幅「黒石」（村岡，長谷，1990）によると扇状地堆積物（f）の分布域

に位置する。 

調査地域付近の黒石断層は黒石市高賀野から平川市金屋を通過しそのまま南南西へ延びるとさ

れる。一方、広船断層は金屋付近で分岐し、南南東に延びるとされる（村岡・長谷，1990）。津

軽山地西縁断層帯（南部）を対象とした調査は少なく、平野・他（2010）による上下変位速度に

関する研究のみが報告されている。平野・他（2010）は黒石断層を対象にボーリング調査を実施

し、断層沿いの低位の地形の上下変位量を 0.5 m 程度（0.4～0.8 m）、断層中央部の地下約 10 

m で 1.0～1.5 m の累積変位量を認めている。 
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図 17 ボーリング調査及び地質踏査を実施した平川市新屋地区及び尾崎地区周辺の地質図 

５万分の１地質図「黒石」（村岡・長谷，1990）の該当部を抜粋し、加筆した。凡例は図２を参

照。 
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4) 調査手法 

a) 反射法地震探査 

i) 探査の概要 

新屋地区周辺における津軽山地西縁断層帯（南部）の断層形状やずれの向き及び地質構造を明

らかにすることを目的として、図 18に示すように同断層が地震調査委員会（2004）において推

定されている位置を通過し、かつ断層の走向とほぼ直交する東西方向の区間を探査測線として選

定した（以降、Ｐ波測線と表記する）。 

探査は津軽山地西縁断層帯（南部）の主断層である黒石断層近傍における深度 1.5 km 程度ま

での地下構造を把握するための測線長 1,400 m のＰ波探査と、地下 250 m 程度以浅の詳細な地質

構造を把握するための測線長 500 m のＳ波探査を実施した（表４）。なお、Ｐ波探査では地震調

査委員会（2004）の示す平野側トレースの北方延長をカバーしているが、Ｐ波探査の結果、顕著

な変形が認められなかったことから、Ｓ波探査の測線はカバーしていない。 

探査測線の概略図を図 19 及び図 20 に示した。測線は、平川市新谷稲村の農道を起点とし、東

方へ進み、県道 135 号線を約 60 m北上した後、町道をさらに東方に進む（図 19）。途中、高速

道路のボックスカルバートトンネルを通過し、平川市新屋遠手沢を終点とする。始点付近は、道

幅が狭く車両規制が難しいことから、0 m から 60 m までの区間を受振器の設置のみとした。測

線の標高は、起点の 0 m では標高約 51 m で、終点に向けて徐々に標高を上げ、終点では標高約

80 m となる。測線は、始点から県道 135 号にあたる 170 m の区間が未舗装の砂利道で、県道か

ら終点までの区間はアスファルト舗装された道路である。 

反射法地震探査測定作業は 2025年 9月 24日～10 月 9日に実施した。本調査での探査に使用し

た機器一覧を表５に示す。 
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図 18 平川市新屋地区および尾崎地区周辺の地形図 

背景は国土地理院電子国土 Web より陰影起伏図及び傾斜量図を使用した。幅の広い水色線は地震

調査委員会（2004）で示された断層トレース。 
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表４ 反射法地震探査の主な測定仕様 

項 ⽬ 測定仕様 
P 波探査 S 波探査 

測線⻑ 1,500m 500m 

受
振
・
観
測
系 

サンプリング間隔 1 ミリ秒 1 ミリ秒 

収録記録⻑ 3.0 秒 3.0 秒 

データ収録形式 SEG-Y SEG-2 

同時受振チャンネル数 118 チャンネル 最⼤ 96 チャンネル 

受振点間隔 10 m（基本） 2 m（基本） 

展開⽅式 変則固定展開 変則固定展開 

発
振
系 

波動種別 P 波 S 波 

発振点間隔 5 m（基本） 2 m（基本） 

発振⽅式 スイープ⽅式 スイープ⽅式 

発振周波数 10 〜 80 Hz 10 〜 80 Hz 

スイープ⻑ 15 秒 15 秒 

垂直重合数 8 回 4 回 

⽔平重合数（基本） 最⼤ 118 重合 48 重合 
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図 19 青森県黒石市高舘地区において実施した反射法地震探査の測線 

基図は地理院地図を使用。 

 

 

図 20 青森県黒石市高舘地区において実施した反射法地震探査のＰ波探査測線 

杭点（青点）、発震点（赤点）、Ｐ波 CMPライン（緑）を示す。基図は地理院地図を使用。  
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表５ 反射法地震探査使用機器一覧 
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ii) データ処理 

 探査で取得されたデータの処理は、図 21 に示すフローに従って行った。これらの処理により得

られた時間断面、マイグレーション時間断面及び深度断面を解釈し、地質構造を推定した。 

 

 

 

図 21 データ処理フロー 
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b) ボーリング調査 

平川市新屋地域において、想定断層トレースを東西で挟むように２孔のボーリング調査を実施

した（図 18 及び図 22）。孔名は西側を ARY24-B1、東側を ARY24-B2 と呼称した。ボーリングに

先立ち実施した反射法地震探査の暫定的解析結果からは、鍵層であることが期待される比較的強

い反射面が連続し、山側から平野側に傾斜する傾向がとらえられた。この鍵層を目標深度 30 m

で掘削可能という理由から、ARY24-B1孔をＰ波測線距離 1110 m付近の水田で掘削することとし

た。ARY24-B2孔はそれより山側の休耕地（Ｐ波測線距離 1216m と 1218m の中間付近）を掘削し

た。 

 

 

図 22 ボーリング位置図 
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c) 地質踏査 

平川市尾崎地区の浅井川沿いにおいて地表地質踏査を行い、ルートマップを作成した。踏査ル

ートを図 23 に示す。調査範囲の浅井川は扇状地面（段丘面）を開析して西方へ流れており、現河

床から２～３mの高さにごく狭い沖積低地がみられ、その周囲に６～８m 程度の河食崖を伴う扇状

地が広がっている。令和５年度の調査により、この河食崖の上部に十和田八戸火砕流堆積物（To-

H）とみられる灰白色の凝灰質砂礫が連続することを確認した。この凝灰質砂礫は灰白色を呈する

凝灰質な基質を主体とし、径５cm 以下の灰白色で空隙の多い軽石の角礫～亜角礫を多く含み、ま

れに泥岩礫などが伴われている。河食崖の下部は崩積土に覆われており、基底面が観察できる箇

所は存在しなかった。平川市新屋地区の引座川支流の小河川沿いに露頭がみられ（図 18）、ここ

では To-Hとみられる凝灰質砂礫とその下位の地層が観察された。 

平川市尾崎地区の浅井川沿いの２箇所の露頭（OZK-Oc1及び OZK-Oc2）、及び新屋地区の小河川

沿いの露頭（ARY-Oc1）において、露頭壁面を清掃し露頭観察を行い、柱状図を作成した。この調

査では特に、凝灰質砂礫の下限を確認することに重点を置いた。OZK-Oc1及び OZK-Oc2 では、崩積

土を除去して崖の基部まで露頭を観察したが、凝灰質砂礫の下限は確認できなかった。そのため、

露頭前でハンドオーガーによる掘削を行い、凝灰質砂礫の下限を確認した。 

 

d) 試料分析 

Ｐ波測線沿いの２箇所で採取したボーリングコア（ARY24-B1コア及び ARY24-B2コア）、尾崎地

区の２箇所の露頭（OZK-Oc1 及び OZK-Oc2）及び新屋地区の１箇所の露頭（ARY-Oc1）における地

層の年代を把握することを目的として、14C年代測定と火山灰分析を行った。また、令和５年度に

５か所から採取したボーリングコアの地層の年代をより詳細に把握することを目的として、14C年

代測定を追加で行った。 

14C年代測定は、主に植物片、木片、炭化木片及び腐植質シルトを採取して行った。測定は、株

式会社地球科学研究所を通して Beta Analytic Inc.及び東京大学大気海洋研究所に依頼した。ま

た、上記のボーリングコア、露頭壁面のうち細粒部分を採取して火山灰分析（全鉱物組成分析、

火山ガラス形態分類、火山ガラス及び重鉱物の屈折率の測定）を実施した。分析は株式会社古澤

地質に依頼した。 

 



 55 

 

図 23 踏査ルート 

平川市（2012）「弘前広域都市計画図（平川市）」に加筆 
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5) 調査結果 

a）反射法地震探査 

i) 反射断面 

図 21 に示した処理によりＰ波測線及びＳ波測線の時間断面、マイグレーション時間断面及び深

度断面が得られた（図 24〜図 29）。 

 

 

 

図 24 Ｐ波探査時間断面 
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図 25 Ｐ波探査マイグレーション時間断面 
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図 26 Ｐ波探査深度断面 
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図 27 Ｓ波時間断面 

 

 

図 28 Ｓ波マイグレーション時間断面 
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図 29 Ｓ波深度断面 
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ii) 反射断面の解釈 

得られた深度断面を用いて、物理探査的視点で解釈を行った。図 30 にＰ波探査解釈図を、図

31 にＳ波探査解釈図を示す。解釈にあたっては、連続的な反射面、反射パターンの集合の上下

面に存在する反射面、連続する反射面の途切れる箇所における断層の存在に留意して行った。解

釈を行った反射面の特徴とその解釈ホライズン色を表６および表７に示す。反射面解釈は、Ｐ波

探査・Ｓ波探査を対比しながら行い、反射面番号および解釈ホライズンの色は統一した。Ｐ波探

査とＳ波探査の解釈結果を統合した図面を図 32 に示す． 
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表６ P波探査における反射面の特徴と解釈線色 

反射面番号 反射面の特徴 解釈ホライズン色 
反射面① 最も浅い反射面で，地表から概ね 28 m 付近に分布し，地表と

概ね平行する．振幅はやや強めである． 
■ライトグリーン 

反射面② 地表から 2 番目の反射面で，概ね反射面①と並行する．深度 50 
m 程度に分布し CDP144～191 の区間で 2 本に分離する．振幅
は反射面①より強い． 

■グリーン 

反射面③ 反射面②と概ね平行する．平野側でやや振幅が弱く不鮮明であ

るが，CDP100 より山側では振幅が強い．CDP180 付近で傾斜

角度が変わりやや急になる． 

■ダークグリーン 

反射面④ 平野側の深度 200 m 程度から山側の深度 100 m まで緩やかに深

度が変化する．傾斜傾向は反射面①～③とは異なる．振幅は中

程度でやや連続性に劣る．CDP200 付近から不鮮明になる． 

■ライトブルー 

反射面⑤ 平野側から深度 330 m 程度、CDP200 付近の深度 270 m 程度、

山側の深度 100 m と深度が変化する．平野側では概ね反射面④
と並行する．振幅は弱く連続性が悪い．CDP220 付近から不鮮
明になる． 

■ブルー 

反射面⑥ 平野側から深度 460 m 程度、CDP220 付近の 420 m 程度、山側

の深度 280 m と深度が変化する．平野側では概ね反射面⑤と並
行する．振幅は弱く連続性が悪い．CDP220 付近から不鮮明に

なる． 

■ダークブルー 

反射面⑦ 平野側から深度 550 m 程度、CDP110 付近の深度 560 m 程度、

CDP205 付近の深度 540 m 程度、山側の深度 290 m と深度が変
化する．上位の反射面⑥とは傾斜傾向が異なる．振幅はやや弱

く CDP140 より山側では連続性が悪い．CDP220 付近から不鮮

明になる． 

■イエロー 

反射面⑧ 平野側から深度 820 m 程度、CDP200 付近の深度 690 m 程度、

山側の深度 340 m と深度が変化する．振幅は弱く連続性が悪

い． 

■ダークイエロー 

反射面⑨ 平野側から深度 1100 m 程度、CDP200 付近の深度 930 m 程

度、山側の深度 580 m と深度が変化する．振幅は弱く連続性が

悪い． 

■オレンジ 

 

 

表７ S波探査における反射面の特徴と解釈線色 

反射面番号 反射面の特徴 解釈線色 
反射面① 最も浅い反射面で，平野側の深度 20 m 程度から山側の深度 8 

m に分布する．解釈線より上位に平行する反射波が複数認めら

れる． 

■ライトグリーン 

反射面② 地表から 2 番目の反射面で，概ね反射面①と並行する．深度 50 
m 程度に分布し CDP160～190 の区間が断続的で撓んでいる，

同区間は不鮮明である．全般的に振幅は強い． 

■グリーン 

反射面③ 
※P波解釈を投影 

反射面②と概ね平行する．断続的で連続性が悪い．振幅は弱

い．反射面②までの間に数本の反射波が認められるがいずれも

振幅は強いが断続的かつ乱れている． 

■ダークグリーン 

反射面④ 
※P波解釈を投影 

平野側から深度 150 m 程度、CDP310 付近で深度 130 m 程度に
分布し，角度を変え，山側では深度 100 m 程度となる．振幅は

弱くやや連続性に劣る． 

■ライトブルー 
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図 30 Ｐ波探査解釈図 
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図 31 Ｓ波探査解釈図 
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図 32 Ｐ波探査解釈図にＳ波探査解釈図を重ねた図 

 

 

 



 66 

b) ボーリング調査 

ARY24-B1孔及び ARY24-B2孔のボーリングコアに見られた地質の概要を以下に記載する．図 33

及び図 35に柱状図、図 34及び図 36にコア写真を示す。 

ARY24-B1孔では、砂、シルト、礫からなる扇状地堆積物と、十和田八戸火砕流堆積物（To-

H）及び十和田大不動火砕流堆積物（To-Of）に対比される凝灰質堆積物が確認された。扇状地堆

積物には頻繁に木片を含む腐植質シルト層やシルト層の細粒堆積物が挟在していた。一方、

ARY24-B2孔では、主に礫、砂からなる扇状地堆積物で構成され、基質に To-Hに対比される凝灰

質堆積物が確認された。 
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ARY24-B1（孔口標高 67.94 m，掘進長 36.00 m；図 33及び図 34） 

0.00～0.19 m：砂混じりシルト（耕作土）。灰黄褐色の砂混じりのシルトで植物片を多量に

含む。非常に軟弱で締りが悪い。 

0.19～0.47 m：砂礫混じりシルト（耕作土）。砂礫混じりのシルトで黒褐色を呈する。礫は

亜角礫で最大径約 1.5 cm である。礫種は安山岩、凝灰岩などである。締り

は比較的良好で、上位ほど赤褐色を帯び、風化が著しい。  

0.47～1.37 m：砂質シルト（旧表土）。砂質シルトで灰黄褐色と黒褐色を繰り返す。堆積構

造は認められない。1.10-1.20 m は黒褐色で上下位より幾分砂率が低く、淘

汰良好である。 

1.37～1.45 m：礫。最大径約 1.5 cm の角礫を主体とし、基質は粗砂である。礫種は安山岩、

緑色の火山岩、砂岩などである。全体的に赤褐色を帯びる。 

1.45～2.03 m：砂-シルト互層。砂とシルトが数 cm-10 cm 間隔で互層し、ラミナが発達して

いる。侵入した植物根痕と推定される赤褐色の筋が鉛直方向、線状に濃集

し、上部ほど酸化色を呈する。 

1.45～1.60 m：シルト質砂。粗砂～細砂よりなる。淘汰は比較的悪い。1.60 m では幅 3 mm

未満の炭濃集層が狭在する。 

1.60～1.64 m：砂質シルト。比較的明色の細砂質シルトよりなる。淘汰良好でラミナが認め

られる。 

1.64～1.72 m：シルト質砂。細砂を主体とするシルト質砂で基底部は粗砂よりなる。 

1.72～1.85 m：砂質シルト。砂質シルトで比較的明色のラミナが認められる。炭の濃集とみ

られ黒色の薄層を挟む。 

1.85～2.03 m：砂。灰黄褐色の細砂よりなる。炭の濃淡によるラミナが下部にのみ認められ

る。 

2.03～2.16 m：（腐植質）シルト。明灰オリ～ブのシルトで、やや砂がちな薄層と炭の濃集

層が挟在する。 

2.16～2.54 m：砂礫。最大径９cm の亜角～亜円礫を主体とし、粗砂～細砂支持である。礫種

は黒色、赤色、灰色の安山岩、やや緑色を帯びる凝灰岩などである。 

2.54～2.61 m：礫混じり砂。灰オリ～ブ色の細砂よりなり、径４mm の安山岩の亜角細礫を伴

う。 

2.61～2.65 m：礫混じりシルト。灰オリ～ブ色のシルトよりなる。径４cm の安山岩の亜角礫

を含む。 

2.65～3.37 m：砂礫。最大径７cm の亜角～亜円礫を主体とし、粗砂を基質とする。礫種は安

山岩、安山岩質溶岩、白色の火山岩よりなる。安山岩は黒色、赤色、緑色と

多様である。淘汰は悪いが、最大礫径と、特に上部は基質が砂からシルト質

へと上方細粒化している。礫表面に赤褐色の沈着があり、酸化している。 
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3.37～3.50 m：腐植質シルト。黒褐色の腐植質シルトである。炭片がラミナを形成し、低角度

（５度）に傾斜している。 

3.50～3.55 m：砂。粗砂～中砂よりなり灰オリ～ブ色を呈する。 

3.55～4.83 m：凝灰質砂礫（軽石礫混じり砂）。粗砂を主体とし、軽石と安山岩礫を含む。礫

径は最大 1.5 cm、礫形は亜円礫である。 

3.55～3.60 m、3.84～4.00 m：比較的径の大きい軽石礫の密集がみられる。 

3.65 m：わずかにラミナが認められる。 

4.00～4.30 m：安山岩及び黒色の溶岩礫の礫率が高い。 

4.02 m：径 3 cm の木片が混じる。 

4.04 m：わずかにラミナが認められる。 

4.73～4.83 m：木片が密集する。 

4.83～4.97 m：腐植質砂質シルト。灰オリ～ブ色のシルトで炭が散在する。炭周辺がやや褐色

を帯びる。締りは不良である。 

4.97～5.05 m：砂礫。径５mm 以下の亜円礫を主体とし粗砂を基質とする。礫種は安山岩、凝

灰岩、シルト岩などである。締りは不良である。 

5.05～5.09 m：腐植質シルト。灰オリーブ色のシルトで炭が散在および濃集する。炭周辺がや

や褐色を帯びる。上下層に比べて比較的締りは良好で、指圧でやや変形する程

度である。 

5.09～5.35 m ：砂～シルト互層。灰オリ～ブ色の砂とシルトが数 cm 間隔で互層している。砂

支持層が柔らかく崩れやすい。 

5.09～5.13 m：シルト。ラミナはない。比較的緻密である。 

5.13～5.16 m：細砂。ラミナが発達する。 

5.16～5.18 m：シルト。ラミナが発達する。シルト基底部の傾斜は５度であ

る。 

5.18～5.24 m：細砂。ややラミナが認められる。 

5.24～5.35 m：粗砂。ラミナは認められない。 

5.35～5.50 m：砂礫。礫支持で最大径６cm の亜角～亜円礫を主体とする。粗砂～中砂を基質

とする。礫種は安山岩を主体とし、凝灰岩などが混じる。 

5.50～5.57 m：腐植質シルト。炭の濃集するシルトである。炭の濃淡によるラミナが発達して

いる。締りは良好で指圧でやや変形する程度である。 

5.57～5.70 m：砂礫。最大径５mm の亜円礫～細砂を主体とする。礫種は安山岩、軽石などで

ある。安山岩の礫径が上方細粒化する。軽石礫は上部に濃集している。 

5.57～5.61 m：径５mm 以下の軽石礫を主とし粗砂～中砂基質である。 

6.67～6.70 m：径５mm 以下の安山岩の亜円礫が密集する。 

5.70～6.10 m：砂～シルト互層。比較的明色のシルトとやや暗色の中砂が数 cm 間隔で互層し
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ている。ラミナが認められる。 

5.88～5.92 m と 5.97～5.98 m：灰黄褐色のシルトで淘汰良好である。 

6.08 m：径２cm の青緑色の火山岩の亜円礫を含む。 

6.10～6.76 m：砂～礫互層。最大径５cm の亜角礫～亜円礫支持層と、粗砂～中砂支持層が数

cm～十数 cm 間隔で互層している。礫種は安山岩、頁岩、赤色の火山岩、シル

ト岩などである。 

6.10～6.15 m：砂。軽石を主とする粗砂よりなる。わずかにラミナが認められ

る。 

6.15～6.22 m：砂礫。最大径４cm の亜円礫を主体とし、基質は粗砂である。 

6.22～6.26 m：砂。中砂～細砂で上部はややシルト質である。 

6.26～6.53 m：礫。最大径６cm の亜角礫～亜円礫よりなる。礫種は安山岩、

凝灰岩などである。 

6.53～6.56 m：砂。礫を含まず比較的淘汰良好の細砂である。 

6.56～6.68 m：砂礫。最大径３cm の亜円礫を主体とし、粗砂基質である。 

6.68～6.76 m：砂。主に粗砂でまれに最大径５mm の細礫を含むが比較的淘汰

良好である。 

6.76～9.20 m：砂礫。最大径 20 cm の亜角～亜円礫を主体とし、粗砂～中砂を基質とする。礫

種は安山岩、溶結凝灰岩、頁岩、赤色および白色の火山岩、砂岩などである。

締りは良好で 7.40～8.70 m を除き指圧で変形しない。 

9.20～9.23 m：腐植質砂質シルト。炭の濃集層を含む砂質シルトである。炭層は約 25度に傾

斜し、湾曲する。また層厚が膨縮している。 

9.23～9.30 m：砂礫。最大径１cm の亜角礫～中砂よりなる。礫種は安山岩、溶岩、軽石、緑

色の火山岩などである。一部人工的にかく乱しているが、全体的には上方ほど

礫率が低く礫径も細粒化が認められる。 

9.30～9.76 m：礫混じりシルト質砂。褐灰色のシルト質砂である。礫径は最大４cm で礫形は

亜円～亜角である。木片が散在し、4.43～4.55 m付近はやや黒褐色を帯び

る。全体的に淘汰は悪い。下部にラミナがわずかに認められ、傾斜は深度

9.62 m で約 30 度である。 

9.76～9.93 m：礫混じり砂。中砂～細砂を主体とし、最大径５mm の細礫を含む。9.84～9.89 

m は淘汰が悪く、礫率が高く、基質がシルト質となる。 

9.93～10.14 m：礫混じりシルト質砂。灰オリ～ブ色のシルト質砂で最大径１cm の軽石礫を含

む。偽礫と考えられるシルトの塊が 9.94 m、10.07 m に含まれる。10.09～

10.14 m は礫を含まず淘汰良好で、砂質シルトよりなる。深度 10.13 m の基底

部付近の傾斜は約 10 度である。 

10.14～10.53 m：砂。灰色～灰オリ～ブ色の細砂～粗砂が互層している。10.27～10.29 m に
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淘汰の悪い薄層を挟み、最大径１cm の亜円礫～シルトよりなる。礫種は黒色

の安山岩、緑色の火山岩などである。 

10.53～11.36 m：砂礫。最大径８cm の亜角礫を主体とし、基質は粗砂～細砂よりなる。礫種

は安山岩と溶岩などからなる。上部（10.53～10.70 m）の基質の細礫～粗砂率

が高く、層全体として上方細粒化している。 

11.36～11.90 m：礫混じり砂～シルト互層。シルト～砂の互層で灰オリ～ブ～暗緑灰色を呈す

る。最大径 1.5 cm の亜角礫を含む。 

11.36～11.44 m：砂質シルト。灰オリ～ブ色の砂質シルトでラミナが発達す

る。上位層との境界が湾曲し、削り込みを受けていると考えら

れる。深度 11.40 m のラミナの傾斜は約 30 度である。 

11.44～11.55 m：砂。中砂～細砂を主体とし、概ね上方細粒化しているが、

11.46 m に最大径１cm の亜角礫の密集層を挟む。礫種は安山

岩、白色の火山岩などである。 

11.55～11.62 m：礫混じり砂質シルト。灰オリ～ブ色の砂質シルトで、最大径

２cm の軽石礫を斑状に含む。 

11.62～11.90 m：礫混じりシルト質砂。ややシルト質な砂で最大径１cm の亜

円礫を含む。礫種は黒色、赤色および緑色の火山岩、軽石、シ

ルト岩などである。 

11.90～12.25 m：砂。粗砂～中砂よりなり、暗オリ～ブ灰色を呈する。淘汰良好である。石英

砂の含有が目立つ。 

12.25～12.33 m：砂礫。最大径２cm の亜角礫を主体とし、粗砂～細砂を基質とする。礫種は

安山岩、白色、黄色、黒色、赤色を呈する火山岩などである。 

12.33～12.58 m： 礫混じり砂。中砂～細砂を主体とし、最大径 1.5 cm の亜角～亜円礫をまれ

に含む。径の違いによる礫種に偏りがみられ、比較的大きい礫は軽石、細粒礫

は安山岩を主体とする。12.40～12.50 m は礫を含まずラミナが発達してい

る。 

12.58～12.85 m：砂～シルト互層。粗砂～中砂と、砂質シルトが互層し、ラミナを形成してい

る。12.70 m に細礫の密集する薄層を狭在する。下位層にアバットする。深度

12.80 m のラミナの傾斜は約 10 度である。 

12.85～13.25 m：腐植質シルト。炭化木片が密集する褐灰色の腐植質シルトである。炭の層が

約 25度に傾斜している。 

13.25～13.44  m：砂礫。径 1.5 cm の亜角～亜円礫を主体とし、基質は中砂～細砂で淘汰は悪

い。礫種は安山岩を主体とする。 

13.44～13.63 m：砂。中砂～細砂よりなり、淘汰良好である。上部にのみ粗砂サイズの軽石が

密集している。ところどころにラミナが認められる。 



 71 

13.63～13.70 m：礫混じり砂質シルト。灰色の砂質シルトを主体とし、その中間に最大径２cm

の亜円礫を挟む。礫種は凝灰岩、風化軽石、赤色の火山岩などである。シルト

優勢部にラミナが発達する。 

13.70～14.55 m：礫混じり砂。粗砂～中砂を主体とし、最大径９cm の亜角礫を伴う。礫種は

黒みを帯びた安山岩、黄色みを帯びたシルト岩、赤色および緑色の火山岩、軽

石などである。ところどころにラミナが発達する。 

14.40～14.55 m は礫のみからなる。攪乱されているため、砂が流出した可能

性がある。 

14.55～14.86 m：砂。粗砂～中砂よりなり、オリ～ブ黒色を呈する。淘汰は良好である。ラミ

ナが認められる。 

14.86～15.88 m：砂礫。最大径 18 cm の亜角礫を主体とし、粗砂～中砂を基質とする。礫種は

安山岩、黒色および赤色の火山岩、緑色の凝灰岩などである。締りは非常に良

好で、指圧で変形しない。15.70、15.36 m付近に礫が定向配列する傾向が認

められる。15.10～15.23 m、15.82～15.88 m は攪乱されている。 

15.88～16.02 m：礫混じり砂質シルト。暗緑灰色の砂質シルトで、最大径２cm の亜円礫を含

む。礫種は安山岩と白色の火山岩等である。上方細粒化し、上部５cm に礫を

含まない。 

16.02～16.55 m：砂礫。最大径４cm の亜角～亜円礫を主体とし、中砂～細砂を基質とする。

礫種は安山岩、白色の火山岩などである。基質が黄褐色を帯びて酸化してい

る。16.33 m 以深は硬く指圧変形しない。 

16.55～17.50 m：軽石質凝灰角礫。最大径６cm の亜角～亜円礫を主体とし、砂～シルトを基

質とする。礫種は軽石、安山岩、白色の火山岩、砂岩などで、下部（17.18～

17.50 m）は安山岩礫を主体とし、礫径が上方細粒化する。上部（16.55～

17.18 m）は軽石礫を主体とし、基質と一体となり礫形の判別が難しい箇所が

ある。 

17.50～17.90 m：礫混じり砂質シルト。暗緑灰色の砂質シルトで、最大径２cm の亜角～亜円

礫を含む。礫種は安山岩、白色の火山岩などである。淘汰不良である。締りは

悪く指圧で容易に変形する。 

17.90～18.15：砂。緑灰色の中砂で、概ね淘汰良好である。18.04 m に最大径５mm の細礫を含

む。上部（17.90～18.00 m）にはラミナが認められる。締りは悪く、指圧で崩

れる。下位層との境界面の傾斜は約 10 度である。 

18.15～18.18 m：砂質シルト。緑灰色の砂質シルトで、ラミナがわずかに認められる。締りは

悪く指圧で容易に変形する。 

18.18～18.95 m：礫混じりシルト質砂。オリ～ブ灰色のシルト質砂で、最大径５cm の亜角～

亜円礫を含む。礫種は安山岩、緑色の火山岩、下部には軽石も認められる。淘
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汰不良である。締りは上部ほど不良である。指圧で容易に変形する。 

18.25～18.52 m：礫支持である。 

18.80～18.95 m：礫を含まない。 

18.88～18.89：湾曲する明緑灰色の粘土の薄層を狭在する。層理面の傾斜は約

10 度である。 

18.95～19.16 m：砂質シルト。オリーブ灰色の砂質シルトでラミナが発達している。19.02 m

に径１cm未満の軽石礫を狭在している。19.05 m 以深に偽礫と考えられる同質

の塊（最大径 3 cm）を含む。下位層との境界が凹凸している。 

19.16～19.73 m：礫混じりシルト質砂。概ね灰色のシルト質砂で、最大径 10 cm の亜角～亜円

礫を含む。礫種は安山岩、凝灰岩、赤色の火山岩などである。淘汰は悪い。締

りはあまり良くない。19.54～19.70 m は若干褐色を帯び、酸化している。 

19.73～20.85 m：軽石質砂～シルト互層。軽石を多く含み、砂とシルトが数 cm～20 cm 間隔で

互層する。軽石を主体とする最大径１cm の亜円礫が混じる。20.34～20.65 m

はラミナが発達している。20.66～20.69 m と 21.20 m などシルトの一部に炭

が濃集し、腐植質となる。 

19.73～20.06 m：礫混じり砂。緑灰色の粗砂～中砂を主体とし、最大径１cm

の亜円礫を上部（19.73～19.88 m）にのみ含む。礫と粗砂は軽

石が主体で、砂岩、安山岩などを含む。砂はわずかに上方細粒

化が認められる。指圧でやや変形する。 

20.06～20.08 m：シルト。明緑灰色のシルト。20.07 m は深緑色の幅１mm の粘

土層で、やや湾曲する。下位層から漸移する。 

20.08～20.34 m：礫混じり砂。灰色の粗砂～中砂を主体とし、下部（20.27～

20.34 m）に最大径１cm の軽石礫を多量に含む。締りは良好で

わずかに指圧変形する。下位層との境界面の傾斜は約 10 度で

ある。 

20.34～20.38 m：砂～シルト互層礫を含まず砂とシルトが数 mm 間隔で互層し

ラミナが発達している。 

20.38～20.55 m：軽石礫と砂の互層。最大径５mm の軽石と中砂～細砂が数 mm

～１cm 間隔で互層している。20.48 m に最大径４cm の木片を含

む。20.50～20.55 m に炭の濃淡によるラミナが認められる。 

20.66～20.69 m：腐植質シルト。やや腐植質なシルトで褐灰色を呈する。炭片

を伴う。 

20.85～21.27 m：礫混じり砂～シルト互層。軽石を主体とする礫混じりの細砂とシルトが互層

している。 

21.20 m：褐灰色の腐植質シルトをレンズ状に挟む。 
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21.27～21.36 m：腐植質シルト。緑灰色のシルトで、散在する炭片周辺が褐色を帯びる。ラミ

ナが発達し、低角度（深度 21.25 m で約 25度、深度 21.32ｍで 15度）に傾斜

する。 

21.36～21.40 m：砂質シルト。緑灰色の砂質シルトである。非常に締りが悪い。 

21.40～21.55 m：礫。最大径４cm の亜角～亜円礫よりなる。礫種は安山岩、溶岩、凝灰岩、

赤色の火山岩などである。攪乱されている。 

21.55～21.59 m：腐植質シルト。基底部に炭が濃集する腐植質シルトで、灰～褐灰色を呈す

る。 

21.59～21.75 m：砂～シルト互層。暗緑灰色の中砂と明緑灰色の砂質シルトが数 cm 間隔で互

層する。 

21.75～22.41 m：砂礫。最大径６cm の亜角礫を主体とし、粗砂～中砂を基質とする。礫種は

安山岩、凝灰岩、軽石、シルト岩、赤色の火山岩などである。 

21.90～22.24 m：基質が粗砂から中砂へ、礫径が 1.5 cm～２mmへと上方細粒化が認められ

る。 

22.24～22.31 m：炭化した木片で、繊維方向はほぼ水平を示す。 

22.31～22.41 m：最大径５mm の細礫から細砂へ上方細粒化している。下位層との境界面の傾

斜は約 20 度である。 

22.41～22.44 m：腐植質シルト。赤灰色のシルトで、上面付近に炭の濃集がみられる。 

22.44～23.40 m：砂。粗砂と細砂が互層する砂で、ラミナが発達する。炭片の散在部、濃集

部、軽石の密集層を挟む。 

22.44～22.51 m：粗砂～中砂でやや褐灰を帯びる。 

22.51ｍ：幅約５mm の炭濃集層が狭在する。低角（約 35度）に傾斜する。 

22.51～22.60 m：緑灰色の細砂で、淘汰良好である。 

22.60～22.80 m：暗緑灰色の中砂で、淘汰良好である。ラミナが発達する。 

22.80～23.15 m：緑灰～暗オリ～ブ灰色の粗砂で、22.86～22.88 m には軽石

が密集している。 

23.15～23.21 m：細砂でオリ～ブ灰色と褐灰色部が互層し、ラミナを形成して

いる。 

23.21 m：径１cm 以下の炭片及び幅２mm 以下の炭が濃集する。 

23.21～23.25 m：中砂で暗緑灰色～灰色を呈する。 

23.25～23.32 m：粗砂で暗緑灰色～灰色を呈する。木片と軽石が散在する。 

23.32～23.40 m：灰色の中砂で、最大径５mm の細礫を基底部に含む。礫種は

安山岩、白色および赤色の火山岩などである。 

23.40～24.63 m：砂礫。最大径 11 cm の亜角～亜円礫を主体とし、基質は粗砂である。礫種は

安山岩、安山岩質溶岩、凝灰岩などである。24.06～24.12 m と 24.20～24.28 
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m はほとんど礫を含まず、粗砂よりなる。 

24.63～27.06 m：礫混じり砂。暗緑灰色の中砂を主体とし、最大径 10 cm の亜角～亜円礫を伴

う。礫種は溶岩、安山岩、赤色の火山岩、凝灰岩などである。上方細粒化の認

められるユニットが複数個所、また一部にラミナが認められる。 

24.63～24.90 m：最大径５mm の亜円礫から、ややシルト質な細砂に上方細粒

化が認められる。礫種は安山岩などである。 

25.20～25.24 m：最大径５mm の軽石が密集する。 

25.40～25.65 m：断続的だがラミナが認められる。 

25.50～25.90 m：礫径が約５cm から５mmへ上方細粒化するとともに、上方ほ

ど礫率が下がり砂主体となる。 

26.70～27.00 m：細礫支持から粗砂支持に上方細粒化している。 

27.06～27.60 m：砂礫。最大径５cm の亜角～亜円礫を主体とし、細礫～粗砂を基質とする。

礫種は安山岩、溶岩を主体とし、凝灰岩、黄土色のシルト岩などである。下部

（27.45 m 以深）は礫径の最大が３cm と比較的細粒である。下位層との境界は

明瞭である。締りは非常に良好である。 

27.60～29.00 m：礫混じり砂－シルト互層。緑灰色の砂～砂質シルト互層で一部に礫を含むが

全体的に各層で淘汰良く、ラミナが認められる。28.03～28.13 m、28.13～

28.50 m で上方細粒化するユニットが認められる。 

27.60～27.71 m：シルト質砂でややラミナが認められる。 

27.71～27.80 m：細砂でラミナがよく発達する。 

27.80～28.03 m：シルト質砂。 

28.03～28.13 m：砂。ややラミナが認められる。粗砂から細砂に上方細粒化が

認められる。 

28.13～28.27 m：砂質シルト。 

28.27～28.40 m：中砂。ラミナが発達する。 

28.40～28.50 m：最大径２cm の亜角～亜円礫が密集する。礫種は凝灰岩、安

山岩、頁岩などである。 

28.50～28.60 m：中砂。わずかにラミナが認められる。軽石をまれに含む。 

28.60～28.76 m：砂質シルト。砂質シルトを主体とし、砂の薄層が狭在する。

ラミナが発達する。深度 28.70 m のラミナの傾斜は約５度であ

る。 

28.76～29.00 m：礫混じり砂。粗砂～中砂を主体とし、最大径３cm の亜円礫

を含む。礫種は軽石、赤色の火山岩などである。 

29.00～30.40 m：砂礫。最大径 13 cm の亜角～亜円礫を主体とし、粗砂～中砂を基質とする。

礫種は安山岩を主体とし、安山岩質溶岩、砂岩、凝灰岩、シルト岩などであ
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る。基質の締りは比較的良好で指圧でやや変形する程度である。 

30.40～30.71 m：礫混じり砂。粗砂～中砂を主体とし、最大径５mm 以下の亜角～亜円礫を含

む。礫種は軽石、安山岩などである。白色の軽石礫が崩れ、基質と一体となり

礫形の判別が難しい。締りは悪く軟弱である。 

30.71～30.80 m：砂礫。最大径６cm の亜角～亜円礫を主体とし、粗砂を基質とする。礫種は

安山岩、緑白色の凝灰岩である。 

30.80～31.13 m：（凝灰質）砂質シルト。緑灰色の砂質シルトで、径２mm 以下の軽石が密集

する薄層を 30.85 m、31.07 m に挟在する。締りは良好で、指圧でほとんど変

形しない。 

31.13～31.73 m：砂。中砂でラミナが非常によく発達している。31.36 m のラミナの傾斜は 10

度である。 

31.62 m、31.64 m：幅５mm 以下の黒色層が認められ、非常に硬い。風化また

はラミナの線状模様が認められる。 

31.64～31.74 m：２mm 以下の軽石が密集している。 

31.73～31.95 m：砂～礫互層。細砂を主体とし、最大径４cm の礫支持層が数 cm 間隔で互層し

ている。 

31.73～31.77 m：細砂。 

31.77～31.80 m：礫混じり砂。最大径４cm の亜円礫を含む。礫種はシルト

岩、安山岩などである。 

31.80～31.85 m：細砂。 

31.85～31.88 m：砂礫。最大径５mm の亜角礫を主体とし、基質は粗砂であ

る。礫種は安山岩、凝灰岩、白色の火山岩などである。 

31.88～31.95 m：粗砂～中砂。粗砂から中砂に上方細粒化が認められる。また

基底部に最大径５mm の安山岩、白色の火山岩の亜角礫を伴う。 

31.95～32.19 m：凝灰質砂礫。最大径３cm の亜角～亜円礫を主体とし、緑灰色のシルト質砂

を基質とする。礫種は安山岩、砂岩、安山岩質溶岩、軽石、頁岩などである。

基質はややガラス質で凝灰質である。締りは非常によく、指圧ではほとんど変

形しない。礫は下部（32.0～32.19 m）に密集し、上部には含まれない。 

32.19～32.22 m：砂。暗緑灰色の中砂で、最大径３mm の軽石礫がわずかに混じる。 

32.22～32.25 m：軽石礫。最大径６mm～粗砂サイズの軽石よりなる。 

32.25～32.64 m：火山灰。ラミナの発達する火山灰。32.49～32.55 m は赤みを帯び、緻密で

ある。基底部に粗砂サイズの軽石の密集層（幅５mm 以下）が狭在する。上部

（32.25～32.48 m）は粒度のコントラストがあり、１cm 以下の細礫を含む。

礫形は亜角～亜円で礫種は砂岩、安山岩、凝灰岩などである。ラミナの傾斜は

32.44 m で約５度、32.55 m で約 10 度である。 
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32.64～33.26 m：礫混じり凝灰質砂。中砂を主体とし、最大径 1.5 cm の亜角～亜円礫を含

む。礫種は 33.0 m 以深は軽石を主体とし、礫率が高い。33.0 m 以浅は礫率が

低く、礫種は安山岩、凝灰岩などである。非常に締りがよく指圧では変形しな

い。32.88 m の面構造を境に色調が灰色から暗灰色に変化する。 

33.26～34.12 m：砂礫。最大径 5 cm の亜角～亜円礫を主体とし、細礫～粗砂を基質とする。

礫種は黒色および赤色の安山岩、凝灰岩、砂岩などである。33.20～33.64 m

は最大礫径が５cm から数 mmへと上方細粒化している。 

34.12～34.65 m：礫混じり砂。粗砂～中砂を主体として最大径１cm の細礫を含む。礫種は安

山岩を主体とし礫形は亜角礫である。幅１cm 以下の黒色の細粒砂層が狭在し

ている。 

34.63～34.65 m：最大径２mm の軽石が密集している。 

34.65～34.85 m：シルト。明緑灰色～灰色のシルトである。まれに含まれる粗砂が強風化しそ

の周辺が褐色を帯びる。締りは良好である。 

34.85～35.23 m：礫混じり砂。粗砂～中砂を主体とし、最大径７cm の亜角礫を含む。礫種は

赤色の火山岩、安山岩などである。34.88 m は基質が幅約１cmほど黒色となっ

ている。 

35.23～35.49 m：砂。中砂～細砂よりなる。下部の暗オリ～ブ灰色の中砂から上部の緑灰色の

細砂に漸移する。 

35.49～35.65 m：シルト。緑灰色のシルトで、斑状に褐色の色ムラが認められる。 

35.65～36.00 m：砂質シルト。概ね緑灰色の砂質シルトで、35.80～35.84 m に最大径５mm の

軽石の密集層がある。35.88～35.93 m は暗緑灰色部の構造が乱れ、斑となっ

ている。 
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図 33 ARY24-B1コア柱状図 
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図 34 ARY24-B1コア写真 

（Ａ）0-15 m。 

 

A 



 79 

 

図 34 ARY24-B1コア写真 

（Ｂ）15-30 m。 

 

B 
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図 34 ARY24-B1コア写真 

（Ｃ）15-30 m。 

 

 

C 



 81 

ARY24-B2（孔口標高 72.37 m，掘進長 24.00 m；図 35 及び図 36） 

0.00～0.24 m：砂質シルト。褐色の砂質シルトで植物根が混じる。締りは不良である。堆積

構造は認められない。 

0.24～0.70 m：礫まじりシルト質砂。褐色～黄褐色のシルト質砂で、最大径６cm の亜角～亜

円礫を含む。礫種は安山岩が主体である。堆積構造は特に認められないが、

0.44～0.58 m は上方細粒化している。締りは上部（0.24～0.44 m）で悪く、

下部は指圧でやや変形する程度である。  

0.70～1.70 m：シルト質砂礫。最大径 25 cm の亜角～亜円礫を主体とする。基質は褐色のシ

ルト質砂で、締りは不良である。淘汰は悪い。礫種は安山岩が主体で、赤色

と黒色のラミナのある火山岩、風化した凝灰岩などである。 

1.70～1.84 m：凝灰質砂礫。砂礫を主体とし、基質が明褐灰色の凝灰質砂質シルトである。

上下位層と比べて礫率が低い。上位層との境界は不明瞭で、礫率が漸移す

る。締りは不良である。 

1.84～4.24 m：砂礫。最大径 10 cm の亜角～亜円礫を主体とし、粗砂基質である。礫種は安

山岩が主体で、シルト岩、凝灰岩などである。凝灰岩の風化が著しく、礫表

面付近は赤褐色の沈着が目立つ。締りは上部（2.6 m 以浅）では柔らかく、

下部では良好で、指圧でやや変形する程度である。 

4.24～4.32 m：礫混じり砂。粗砂を主体とし、最大径４cm の亜角～亜円礫が混じる。礫種は

安山岩を主体とし、シルト岩も含まれる。粗砂の薄層が赤褐色を帯び、ラミ

ナのように見える。 

4.32～4.66 m：砂礫。最大径 12 cm の亜角～亜円礫を主体とし、粗砂を基質とする。礫種は

安山岩が多く、一部に凝灰岩を含む。締まりは比較的良好で指圧でやや変形

する程度である。 

4.66～4.73 m：礫混じり砂。中砂を主体とし、最大径 10 cm の亜角礫を含む。礫種は安山

岩、シルト岩、長石などである。ラミナが発達する。 

4.73～4.76 m：砂。にぶい黄褐色の細砂よりなる。上部５mmほどは若干だが細粒でシルト質

となる。締まりは比較的良好で指圧でやや変形する程度である。 

4.76～5.04 m：砂礫。最大径７cm の亜角～亜円礫を主体とし、粗砂～中砂を基質とする。礫

種は安山岩が多く、安山岩質溶岩がまれに混じる。締まりは比較的良好で指

圧でやや変形する程度である。 

5.04～5.10 m：礫混じり砂。褐色の中砂を主体とし、最大径５mm の亜円礫をまれに含む。礫

種は軽石質凝灰岩である。わずかにラミナが認められ、傾斜は約 30 度であ

る。下位層との境界は明瞭で湾曲している。 

5.10～6.18 m：砂礫。最大径 11 cm の亜角～亜円礫を主体とし粗砂を基質とする。礫種は安

山岩、凝灰岩、シルト岩などである。5.70 m 以深は基質が白みを帯び、締り
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良好で指圧ではほとんど変形しない。 

6.18～6.28 m：礫混じり砂。粗砂～中砂を主体とし、最大径３cm の亜角～亜円礫を含む。礫

種は安山岩が主体で、シルト岩なども含む。下部（6.24～6.28 m）は礫率が

高くまた、礫が低角度に定向配列している。指圧でやや変形する。 

6.28～6.48 m：礫混じり凝灰質砂。にぶい黄褐色のシルト質砂を主体とし、最大径 20 cm の

亜円礫を含む。礫種は軽石、安山岩などである。しまりはやや悪く指圧で容

易に変形する。基底部に木片を含む。 

6.48～6.66 m：軽石質砂。灰白色で粗砂～中砂を主体とする。風化したシルト状の軽石の濃

集層を挟むほか、全体的にややシルト質である。ラミナが発達している。締

りは不良である。 

6.66～11.77 m：砂礫。最大径 25 cm の亜角～亜円礫を主体とし、粗砂～中砂を基質とする。

礫種は安山岩、シルト岩、凝灰岩、白色の火山岩などである。締りは良好で

指圧でほとんど変形しない。 

9.54 m：幅２mm のシルトの薄層が狭在する。 

9.80～10.40 m：粗砂基質支持である。 

11.40～11.42 m：やや明色の砂質シルトが狭在する。 

11.77～11.79 m：粘土。にぶい橙色の粘土でわずかにラミナが認められる。軟らかく指圧で

容易に変形する。 

11.79～11.93 m：礫混じり砂～シルト互層。全体的ににぶい橙色を呈し、比較的明色のシル

トと暗色の砂が数 mm～約１cm 間隔で互層している。砂層に最大径５mm の細

礫が混じるほか、最大径４cm の軽石と溶岩礫をまれに含む。ラミナが発達し

下部ほど傾斜が高角度である（上部で約 10 度、下部で約 30 度）。 

11.93～12.52 m：砂礫。最大径７cm の亜角～亜円礫を主体とし、鈍い黄橙色の細砂を基質と

する。礫率が非常に高く基質はわずかである。礫種は安山岩を主体とし、シ

ルト岩なども含まれる。 

12.52～12.56 m：砂。にぶい褐色の粗砂よりなる。わずかにラミナが認められ層理面は低角

度に傾斜している。締りは良好で、指圧でほとんど変形しない。 

12.56～13.17 m：砂礫。最大径７cm の亜角～亜円礫を主体とし、粗砂を基質とする。礫種は

安山岩が主体で、安山岩質溶岩と凝灰岩が含まれる。下部から上部にかけて

礫径が７cm から１cmへ上方細粒化し、上位の砂に漸移する。上部の細礫は

定向配列する傾向が認められる。 

13.17～13.47 m：礫混じり砂。粗砂を主体とし最大径２cm の亜円礫を伴う。礫種は赤色の火

山岩、凝灰岩などである。わずかにラミナ（約 20～25度）が認められる。

下位層との境界が明瞭で中角度（約 30 度）に傾斜する。締りは良好で指圧

でほとんど変形しない。 
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13.47～13.73 m：礫混じりシルト質砂。褐灰色のシルト質な中砂～細砂を主体とし、最大径

２cm亜円礫が混じる。礫種は赤色の火山岩、安山岩質溶岩、シルト岩などで

ある。ラミナが認められる。 

13.73～13.80 m：砂礫。最大径１cm の亜角～亜円礫を主体とし、中砂を基質とする。基質は

わずかである。礫種は安山岩、凝灰岩などである。非常に硬い。下位層との

凶器は明瞭で高角度（約 50 度）である。 

13.80～13.90 m：シルト質砂。にぶい黄橙色のシルト質な細砂である。淘汰は良好である。

堆積構造は特に認められない。締りは比較的良好で指圧でやや変形する。 

13.90～14.00 m：砂質シルト。にぶい黄橙色の砂質シルトで炭片が混じる。締りは不良であ

る。 

14.00～14.24 m：礫混じり砂。粗砂を主体とし、最大径５cm の亜角～亜円礫をまれに含む。

礫種は凝灰岩、安山岩などである。ラミナが発達する。締りは比較的良好で

指圧でやや変形する。下位層との境界は約 10 度に傾斜する。 

14.24～14.32 m：砂混じりシルト。にぶい黄橙色のシルトで粗砂を含む。締りは良好で指圧

でほとんど変形しない。 

14.32～15.90 m：砂礫。最大径９cm の亜角～亜円礫を主体とし、粗砂を基質とする。礫種は

安山岩を主体とし凝灰岩、白色の火山岩、シルト岩、泥岩などである。礫表

面が赤褐色を帯び、酸化している。締りは良好で指圧でほとんど変形しな

い。下位層との境界は明瞭で約 25度の傾斜をなす。 

15.90～16.13 m：礫混じり砂質シルト。にぶい黄橙色の砂質シルトで、やや凝灰質である。

上部（15.90～16.00 m）に最大径５mm の細礫が混じる。礫種は安山岩などで

ある。ラミナ（約 20 度）が発達する下部（16.10～16.13 m）は赤褐色を帯

びる。締りは不良である。 

16.13～16.47 m：礫混じり砂。粗砂を主体とし、最大径 10 cm の亜角～亜円礫が混じる。礫

種は安山岩、安山岩質溶岩、白色の火山岩などである。 

16.47～16.79 m：砂礫。最大径５cm の亜角～亜円礫を主体とし、粗砂を基質とする。扁平な

礫が定稿配列する傾向にある。締りは良好で指圧でほとんど変形しない。 

16.79～17.02 m：砂－シルト互層。砂とシルトまたは砂質シルトが約１～２cm 間隔で互層

し、ラミナを形成している。酸化鉄の濃淡による縞もあり、下部（16.88～

17.02 m）で黒色、上部（16.79～16.86 m）で褐色となっている。 

17.02～19.52 m：砂礫。最大径 11 cm の亜角～亜円礫を主体とし、粗砂を基質とする。礫種

は安山岩、安山岩質溶岩、赤色の火山岩、凝灰岩などである。締りは硬く、

指圧でほとんど変形しない。 

19.00～19.20 m：礫径が４cm未満と比較的小さくまた赤色の火山岩の礫率が高い。 

19.52～20.00 m：礫混じり砂質シルト。褐灰～灰黄褐色の砂質シルトで、含まれる礫は主に
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最大径１cm の亜角礫である。19.60～19.65 m にだけ径約４cm の比較的大き

い礫が含まれる。礫種は安山岩が主体で、赤色の火山岩、凝灰岩、軽石など

である。締りは不良である。 

20.00～24.00 m：砂礫。最大径 25 cm の亜角～亜円礫を主体とし粗砂～中砂を基質とする。

礫種は安山岩、安山岩質溶岩、凝灰岩、赤色の火山岩、泥岩、シルト岩など

である。締りは概ね良好だが、一部極端に軟弱な箇所を含む。 

20.00～20.13 m：粗砂を主体とする。基質は概ね褐色だが一部に細粒部でにぶ

い黄橙色を呈する。 

22.15～22.65 m：基質が黄橙色を呈し、ややシルト質で締りが悪い。 

23.89～23.82 m：中砂の基質支持で黄橙色を呈する。  
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図 35 ARY24-B2コア柱状図 
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図 36 ARY24-B2コア写真 

（Ａ）0-15 m。 

 

A 
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図 36 ARY24-B2コア写真 

（Ｂ）15-24 m。 

 

 

B 
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c）地質踏査 

平川市尾崎地区の浅井川沿いの２箇所の露頭及び新屋地区の小河川沿いの 1箇所の露頭におい

て、露頭壁面の清掃、露頭観察を行い、柱状図を作成した。この調査では特に、凝灰質砂礫

（To-H）の下限を確認することに重点を置いた。ルートマップを図 37 に示す。 

柱状図を作成した露頭の位置や標高については、GNSS測量によって計測した。OZK-Oc1露頭及

び OZK-Oc2露頭では、露頭上端として扇状地面上を、露頭下端として露頭基部のハンドオーガー

掘削地点脇を測量した。ARY-Oc1露頭では、露頭上端として扇状地面上を、露頭下端として露頭

基部の地表面を測量した。加えて、露頭の上部にみられた凝灰質砂礫（To-H）の基底部について

も測量を行った。 

 

OZK-Oc1露頭 

浅井川沿いの露頭のうち、東側の露頭（OZK-Oc1）は東北自動車道の東側に位置する。OZK-Oc1

地点では，高さ約８m の崖の上部に灰白色の凝灰質砂礫が連続して露出している。令和５年度の

調査では、本露頭の凝灰質砂礫が十和田八戸火砕流堆積物（To-H）に対比される可能性が高いこ

とが示された。崩積土を除去して崖の基部までの地層を観察したが、凝灰質砂礫の下限は確認で

きなかった（図 38）。露頭前でハンドオーガーによる掘削を行った結果、地表から 1.45 m にお

いて、凝灰質砂礫の下位に位置する腐植質シルト層を見出した（図 39）。OZK-Oc1 地点の柱状図

を図 40 に、露頭の地質記載を以下に示す。 

 

・地質記載 

0.00～0.30 m：砂混じりシルト（表土）。黒褐色を呈する。 

0.30～8.20 m：凝灰質砂礫。灰白色を呈し、軽石質な凝灰質砂礫からなる。上部 20 cm 程度

は風化により橙色を帯びる。 

以下、ハンドオーガーによる。 

7.70～9.15 m：凝灰質砂礫。灰白色～灰色を呈し、軽石質な凝灰質砂礫からなる。 

9.15～9.45 m：腐植質シルト。黒褐色を呈し、木片を多く含む。 

9.45 m～   ：礫混じり砂。 
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図 37 ルートマップ 

平川市（2012）「弘前広域都市計画図（平川市）」に加筆した。 
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図 38  OZK-Oc1露頭の柱状図作成位置の全景 

 

 

図 39  OZK-Oc1露頭の火砕流堆積物に覆われる腐植質シルト 
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図 40  OZK-Oc1露頭の柱状図 
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OZK-Oc2露頭 

浅井川沿いの西側の露頭（OZK-Oc2）は東北自動車道の西側に位置し、平賀小学校との間に位

置する。ここでは、高さ約６m の崖の上部に灰白色の凝灰質砂礫（To-H）が連続して露出する。

崩積土を除去して崖の基部まで露頭を観察したものの、凝灰質砂礫の下限は確認されなかった

（図 41）。そこで、露頭基部でハンドオーガーによる掘削を行った結果、地表から深度 1.0 m

において、凝灰質砂礫の下位に位置する礫混じり砂層を見出した（図 42）。OZK-Oc2 地点の柱状

図を図 43 に、露頭の地質記載を以下に示す。 

 

・地質記載 

0.00～0.35 m：砂混じりシルト（表土）。黒褐色を呈する。 

0.35～5.85 m：凝灰質砂礫。灰白色を呈し、軽石質な凝灰質砂礫からなる。上部 45 cm 程度

は風化により橙色を帯びる。 

以下、ハンドオーガーによる。 

5.85～6.85 m：凝灰質砂礫。灰白色を呈し、軽石質な凝灰質砂礫からなる。 

6.85 m～   ：礫混じり砂。 
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図 41  OZK-Oc2露頭の柱状図作成位置の全景 

 

 

図 42  OZK-Oc2 地点の火砕流堆積物に覆われる礫まじり砂層 
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図 43  OZK-Oc2露頭の柱状図 
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ARY-Oc1露頭 

新屋地区の引座川支流にあたる小河川沿いの露頭（ARY-Oc1）は、東北自動車道の東側に位置

する。扇状地面を削る沢沿いに、高さ約７m の露頭が認められた。壁面を清掃し、露頭観察を行

った（図 44）。この露頭では、上部の約 2.8 m に凝灰質砂礫（To-H）がみられ、その下位には

砂・シルト互層が分布する。ARY-Oc1 地点の柱状図を図 45に、露頭の地質記載を以下に示す。 

 

・地質記載 

0.00～0.35 m：砂混じりシルト（表土）。黒褐色を呈する。 

0.35～2.77 m：凝灰質砂礫。灰白色を呈し、軽石質な凝灰質砂礫からなる。 

2.77～2.80 m：腐植質シルト。黒色を呈し、木片や植物根を多く含む。上端・下端ともに凹

凸に富み、膨縮が激しい。 

2.80～3.12 m：砂。細粒砂からなり、乱れた褐色シルトの薄層を伴う。 

3.12～3.15 m：砂。粗粒砂からなり、軽石を含む。レンズ状で膨縮する。 

3.15～3.25 m：砂。細粒砂からなり、シルトのラミナを挟む。 

3.25～3.40 m：砂。粗粒砂からなる。レンズ状で膨縮する。 

3.40～3.50 m：砂混じりシルト。 

3.50～3.53 m：腐植質シルト。濃褐色を呈する。側方へ殲滅する。 

3.53～3.58 m：砂。中～細粒砂からなる。レンズ状で側方へ殲滅する。 

3.58～3.71 m：シルト。腐植質な薄層を挟む。 

3.71～3.77 m：砂。粗粒砂からなる。レンズ状で膨縮する。 

3.77～3.80 m：シルト。 

3.80～3.97 m：砂。粗粒砂からなり、ラミナがみられる。 

3.97～4.08 m：シルト。粗粒砂をレンズ状に挟む。 

4.08～4.35 m：腐植質シルト。木片を含む。この層準から植生が生えており、原生の植物片

も含まれる。 

4.35～4.50 m：砂。細粒砂からなり、木片を含む。 

4.50～4.55 m：腐植質シルト。 

4.55～4.80 m：シルト。明褐色～暗灰色を呈する。 

4.80～4.85 m：腐植質シルト。暗褐色～黒色を呈し、膨縮する。 

4.85～5.18 m：礫まじり砂。粗粒砂からなり、礫や軽石を含む。 

5.18～5.40 m：砂。中～細粒砂からなり、粗粒砂をレンズ状に挟む。白色の軽石を含む。 

5.40～5.62 m：シルト。灰色～褐色を呈する。 

5.62～5.68 m：腐植質シルト。黒色を呈する。 

5.68～6.03 m：砂。粗粒砂からなり、極まれに礫を含む。径 12 cm のシルトの疑礫を含む。 

6.03～6.88 m：シルト。灰色～褐色を呈し、炭質物や腐植質シルトの薄層を挟む。最上部に
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層厚１cm 程度以下の不連続な白色テフラを伴う。その下位５cm は腐植質シ

ルトからなる。上端の層理面の走向傾斜は N40°E/15°Eを示す。 

6.88～6.98 m：腐植質シルト。濃褐色～褐色を呈し、木片を含む。 

6.98～7.20 m：砂。細粒砂からなり、灰色～褐色を呈する。  

 

 

 

 

図 44 ARY-Oc1露頭の柱状図作成位置の全景 
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図 45  ARY-Oc1露頭の柱状図 
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d) 試料採取及び分析・測定結果 

ボーリングコア及び露頭から年代試料として、14C年代測定用試料及び火山灰分析用試料を採

取した。14C年代測定の結果を表８、火山灰分析の結果を表９に示す。 

 

i) 14C年代測定 

暦年較正は、較正プログラム OxCal 4.4（Bronk Ramsey, 2009）を用い、較正曲線として 

IntCal20（Reimer et al., 2020）を適用した。今年度採取した試料に加え、令和５年度に採取

した試料についても暦年較正を行った。令和５年度と同一の処理であるが、一部の試料について

は、端数処理の違いにより暦年代に若干（±１年）の変更が生じた。 

 

ii) 火山灰分析 

火山灰分析では火山ガラス及び輝石の屈折率測定を行った。その結果を図 46 及び図 47 に示

す。各試料の観察・分析結果を以下に記す。 

 

ARY24-B1-T1 4.55m 

パミスタイプ火山ガラスを主体としている．有色鉱物としては緑色普通角閃石，直方輝石，単

斜輝石を含む． 火山ガラスの屈折率は 1.503-1.512，直方輝石の屈折率(γ)は 1.705-1.715で

1.705-1.709にまとまる．津軽地方に分布するテフラのうち十和田八戸テフラの特徴(町田・新

井，2003)は本試料の特徴と最も良く一致する．本試料に含まれる火山灰は十和田八戸テフラで

あると考えられる． 

 

ARY24-B1-T2 16.86m 

パミスタイプ火山ガラスを主体としている．有色鉱物としては直方輝石および単斜輝石を含

む．火山ガラスの屈折率は 1.504-1.512，直方輝石の屈折率(γ)は 1.706-1.713 にまとまる．津

軽地方に分布するテフラのうち十和田大不動テフラの特徴(町田・新井，2003)は本試料の特徴と

最も良く一致する．本試料に含まれる火山灰は十和田大不動テフラであると考えられる． 

 

ARY24-B1-T3 19.00m 

バブルウォールタイプおよびパミスタイプ火山ガラスを多く含む．有色鉱物としては直方輝石

および緑色普通角閃石を含む．試料自体極細砂サイズ粒子を含む割合が低く，有色鉱物も混在し

ている程度である．火山ガラスの屈折率は 1.494-1.513 で 1.499-1.508にまとまる．直方輝石の

屈折率(γ)は 1.702-1.706および 1.724-1.729にまとまる．津軽地方に分布する Toyaテフラ以

降に降灰したテフラのうち本試料の特徴と一致するテフラは既往研究には見当たらない．火山ガ

ラスの屈折率が下位 T4 の値とほぼ一致することや，直方輝石の屈折率が Bi-modalであるから，

本試料に含まれるテフラ起源粒子は下位および堆積時周辺に露出する地層からの再堆積粒子であ
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る可能性が高い． 

 

ARY24-B1-T4 20.33m 

パミスタイプのほかバブルウォールタイプおよび低発泡タイプ火山ガラスを多く含む．有色鉱

物としては緑色普通角閃石および直方輝石を含み，黒雲母を混在する．石英も含まれる．火山ガ

ラスの屈折率は 1.494-1.511 で 1.499-1.506にまとまる．有色鉱物としては緑色普通角閃石およ

び直方輝石を含み，黒雲母を混在する．石英も含まれる．直方輝石の屈折率(γ)は 1.702-1.718

とブロードである．津軽地方に分布する Toyaテフラ以降に降灰したテフラのうち本試料の特徴

と一致するテフラは既往研究には見当たらない．  

 

ARY24-B1-T5 30.50m 

バブルウォールタイプおよびパミスタイプ火山ガラスを多く含む．有色鉱物としては直方輝

石，単斜輝石および緑色普通角閃石を含む．火山ガラスの屈折率は 1.494-1.510 で 1.500-1.510

にまとまる．直方輝石の屈折率(γ)は 1.711-1.714 および 1.726-1.730 にまとまる．津軽地方に

分布する Toyaテフラ以降に降灰したテフラのうち本試料の特徴と一致するテフラは既往研究に

は見当たらない． 

 

ARY24-B1-T6 32.23m 

パミスタイプ火山ガラスを主体としている．有色鉱物としては緑色普通角閃石を多く含み，直

方輝石および単斜輝石も含む．火山ガラスの屈折率は 1.499-1.506で 1.499-1.500 および

1.502-1.506にまとまる．直方輝石の屈折率(γ)は 1.709-1.716にまとまり 1.722-1.726程度の

ものを含む．津軽地方に分布する Toyaテフラ以降に降灰したテフラのうち本試料の特徴と一致

するテフラは既往研究には見当たらない． 

ARY24-B1-T4 20.33m、ARY24-B1-T5 30.50m、及び ARY24-B1-T6 32.23m の試料は青森県北部に

分布するテフラのうち恐山火山起源田名部Ａ(Tn-A)テフラの鉱物組成，直方輝石の屈折率などの

特徴(町田・新井，2003)は本試料の特徴と良く一致する．しかし，調査地点付近に降灰した恐山

火山起源のテフラはこれまでに確認されていない．詳細な対比にはこれらのテフラについて火山

ガラスの主成分元素組成などの記載岩石学的特徴を把握する必要がある． 

 

ARY24-B2-T1 1.79m 

バブルウォールタイプ火山ガラスをやや多く含む．有色鉱物としては緑色普通角閃石のほか直

方輝石および単斜輝石を含む．火山ガラスの屈折率は 1.492-1.513 で 1.499-1.505にややまとま

る．直方輝石の屈折率(γ)は 1.706-1.709，1.710-1.715および 1.721-1.726にまとまる．津軽

地方に分布するテフラのうち十和田八戸テフラの特徴(町田・新井，2003)は本試料(直方輝石の

屈折率 1.710-1.715および 1.721-1.726を除く)の特徴と最も良く一致する．本試料には十和田
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八戸テフラが混在していると考えられる． 

 

ARY24-B2-T2 6.53m 

バブルウォールタイプ火山ガラスをやや多く含む．有色鉱物としては緑色普通角閃石のほか直

方輝石および単斜輝石を含む．石英も含まれる．火山ガラスの屈折率は 1.492-1.511 で 1.499-

1.505にややまとまる．直方輝石の屈折率(γ)は 1.708-1.715にまとまり，1.719-1.722 程度の

ものを含む．津軽地方に分布する Toyaテフラ以降に降灰したテフラのうち本試料の特徴と一致

するテフラは既往研究には見当たらない． 

 

ARY24-B2-T4 13.87m 

バブルウォールタイプ火山ガラスをやや多く含む．火山ガラスには褐色を帯びるものが含まれ

る．有色鉱物としては直方輝石および緑色普通角閃石を含む．火山ガラスの屈折率は 1.501-

1.513 で 1.502-1.508にまとまる．直方輝石の屈折率(γ)は 1.709-1.715にまとまり，1.717-

1.722 程度のものを含む．津軽地方に分布する Toyaテフラ以降に降灰したテフラのうち本試料

の特徴と一致するテフラは既往研究には見当たらない． 

 

ARY24-B2-T6 16.95m 

バブルウォールタイプ火山ガラスをやや多く含む．火山ガラスには褐色を帯びるものが含まれ

る．有色鉱物としては直方輝石，単斜輝石および緑色普通角閃石を含む．火山ガラスの屈折率は

1.492-1.511 でブロードである．直方輝石の屈折率(γ)は 1.706-1.714 にまとまり，1.716-

1.721 程度のものを含む．津軽地方に分布する Toyaテフラ以降に降灰したテフラのうち本試料

の特徴と一致するテフラは既往研究には見当たらない． 
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表８ 14C年代測定結果 
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図 46 火山ガラスの屈折率測定結果 

（Ａ－Ｆ）ARY24-B1孔から採取した試料の屈折率測定結果。黒線は To-H 及び To-Ofの示す屈折

率（町田・新井，2003）を示す。 
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図 46 火山ガラスの屈折率測定結果 

（Ｇ－Ｊ）ARY24-B2孔から採取した試料の屈折率測定結果。黒線は To-H 及び To-Ofの示す屈折

率（町田・新井，2003）を示す。 
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図 47 直方輝石の屈折率測定結果 

（Ａ－Ｆ）ARY24-B1孔から採取した試料の屈折率測定結果。黒線は To-H 及び To-Ofの示す屈折

率（町田・新井，2003）を示す。 
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図 47 直方輝石の屈折率測定結果 

（Ｇ－Ｊ）ARY24-B2孔から採取した試料の屈折率測定結果。黒線は To-H 及び To-Ofの示す屈折

率（町田・新井，2003）を示す。 
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e）地層の年代 

i）群列ボーリングコア 

群列ボーリングコアから得られた 14C年代から推定される堆積曲線を図 48に示した。ARY-01

コアから採取した２試料を除くすべてのコアから採取した試料は深度が大きいほど古い年代を示

した。全体の傾向として、16～18 kaごろと 26～30 kaごろに堆積速度が大きかった時期があっ

たことが推定される。 

 

ARY-01（標高 69.80 m） 

深度 2.3 m から深度 7.9 m までは、13,160±40 BP～25,360±87 BPの年代値が得られた（表

７）。深度 8.26 m から 23,670±90 BP、深度 9.44 m からは 22,451±49 BPと上位の試料より新

しい年代を示した。これらの年代は深度 5.75 m、6.09 m、7.9 m から得られた年代より新しいこ

と、深度 8.26 m と深度 9.44 m の示す年代も逆転していることから、堆積時期を示していないと

判断した。深度 2.3 m から深度 7.9 m までの試料が示す年代は採取深度と整合することから、

堆積時期を示していると判断した。堆積曲線からは 29～30 kaごろと 16～18 kaごろに堆積速度

の大きい時期が推定される（図 48）。 

 

ARY-02（標高 68.81 m） 

深度 2.62 m から深度 9.06 m にかけて、13,570±40 BP～25,380±110 BPの年代値が得られた

（表７）。年代に逆転は見られず、採取深度が大きい試料ほど古い年代を示していることから、

各試料の年代は堆積時期を示していると判断した。29 ka 以降はほぼ一定の堆積速度を示すが、

29～30 kaごろに堆積速度の大きい時期が推定される（図 48）。 

 

ARY-03（標高 67.37 m） 

深度 4.18 m から深度 9.33 m にかけて、14,023±44 BP～24,943±92 BPの年代値が得られた

（表７）。年代に逆転は見られず、採取深度が大きい試料ほど古い年代を示していることから、

各試料の年代は堆積時期を示していると判断した。ほぼ一定の堆積速度を示すが、26～29 kaご

ろにやや堆積速度が大きい（図 48）。 

 

ARY-04（標高 64.68 m） 

深度 1.9 m から深度 9.23 m にかけて、13,190±40 BP～25,380±110 BPの年代値が得られた

（表７）。年代に逆転は見られず、採取深度が大きい試料ほど古い年代を示していることから、

各試料の年代は堆積時期を示していると判断した。18～29 ka はほぼ一定の堆積速度を示すが、

18 ka 以降に大きい堆積速度を示す（図 48）。 

 

ARY-05（標高 64.13 m） 
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深度 1.9 m から深度 9.67 m にかけて、9,860±40 BP～24,742±81 BPの年代値が得られた

（表７）。年代に逆転は見られず、採取深度が大きい試料ほど古い年代を示していることから、

各試料の年代は堆積時期を示していると判断した。17～18 ka と 26～29 ka に大きい堆積速度を

示す（図 48）。2.8 m付近に不整合面があり、To-Hは侵食により失われているとみられる。 

 

 

 

図 48 群列ボーリングコアの示す堆積曲線 
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ii）P波探査測線沿いのボーリングコア 

ARY24-B1コアから得られた 14C年代から推定される堆積曲線を図 49に示した。深度 1.15 m

から深度 23.27 m までの試料が 8,472±33 BP～53,224±1,073 BPを示した。深度 27.26 m、深

度 31.61 m、深度 35.52 m から採取した試料は 12,103±56 BP～29,995±83 BPと、上位より新

しい年代を示した。深度 23.27 m までは系統的に深度が深いほど古い年代を示していることか

ら、堆積時期を示していると判断できる。深度 23.27 m の試料が 14C年代測定の測定限界に近い

年代値を示していることから、それより深い深度から採取した試料の示す年代は、測定限界を超

えており、正確な年代値が得られていないと考えられる。堆積速度曲線は 14～15 kaごろに大き

い速度を示すが、ほぼ 0.5 m/千年程度で一定の堆積速度を示す。 

火山灰分析の結果、深度 3.55～4.83 m の凝灰質堆積物は To-H、深度 16.55～17.50 m の凝灰

質堆積物は To-Ofに対比された。To-H 直下で採取した試料の示す 14C年代は 15,343-15,212 cal 

BPであり、To-Hの噴出時期 15.5 ka と比較すると、やや 14C年代が新しいものの、ほぼ矛盾し

ない（Horiuchi et al., 2007）。14～15 kaごろの早い堆積速度は火砕流堆積物の堆積による

ものと考えられる。 

To-Ofの噴出時期は 36 ka と推定されている（工藤・他，2019）。16.55～17.50 m凝灰質堆積

物の上下から採取した試料の示す年代は 31,993-31,675 cal BP～48,583-47,295 cal BPである

ことから、報告されている噴出時期と矛盾しない。To-Of下限の深度の堆積時期を 36 ka とする

と、To-Of堆積後にやや堆積速度が増加したことが推定される。 

ARY24-B2コアは礫層が優勢で有機質な堆積物が含まれていないことから 14C年代測定用の試

料が採取できていない。火山灰分析試料は深度 1.8 m付近から採取した試料は To-Hに対比され

た。深度 6.5 m 以深から採取された試料は火山灰分析の結果、広域テフラや十和田火山起源の火

山噴出物に対比されなかった。ただ、深度 6.5 m から採取した試料（ARY24-B2-T2_6.53m）の直

方輝石の屈折率のピークは To-Ofとよく一致することと、後述する反射断面との対比により、

To-Ofに対比される可能性がある。 
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図 49 ARY24-B1コアの示す堆積曲線 

14C年代測定結果（赤丸）から推定される堆積曲線を黒点線で、To-Ofの噴出時期を考慮した

時の堆積曲線を水色点線で示す。緑色の範囲は反射面①の深度、薄水色線は一定の堆積速度を想

定した場合のおおまかな堆積曲線を示す。 
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iii）扇状地露頭 

ARY-Oc1 

ARY-Oc1露頭から得られた 14C年代から推定される堆積曲線を図 50 に示した。深度 2.77 m か

ら深度 6.9 m までの試料が 12,882±39 BP～14,751±45 BPを示した。深度が深いほど系統的に

古い年代を示していることから、堆積時期を示していると判断できる。深度 0.35～2.77 m の凝

灰質堆積物の直下から採取した試料が 15,398-15,250 cal BPを示すことから、表層から深度

2.77m までの堆積物は To-Hと考えられる。堆積速度曲線は約 1.5 m/千年のほぼ一定の堆積速度

を示す。 

 

OZK-Oc1及び OZK-Oc2 

OZK-Oc1露頭は約 9.15 m、OZK-Oc2露頭は約 6.85m まで凝灰質砂礫が認められる。令和５年度

の火山灰分析によってこれらは To-Hと推定された。OZK-Oc1露頭の凝灰質堆積物直下の腐植質

シルトの示す 14C年代は 16,457-16,310 cal BPであり、To-Hの噴出時期より約 1000 年古く、

火山灰分析の結果を支持する。 

 

 

図 50 ARY-Oc1露頭の示す堆積曲線 

14C年代測定結果（赤丸）から推定される堆積曲線を黒点線で示す。 
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f）地層の対比 

i）群列ボーリング測線の地質構造 

群列ボーリングコアの年代測定の結果、約３万年以降の詳細な堆積過程が明らかとなった。い

ずれのボーリングコアにおいても 18 ka、26 ka、29 ka付近の年代を示す試料が得られた。群列

ボーリング測線の地質断面図にそれらと To-Hの基底面の年代である 15.5 ka を加えた等年代線

を示した（図 51）。 

26～29 ka の地層は隆起側が薄く、低下側が厚い。これは撓曲崖の成長に伴い、低下側に厚く

堆積した可能性が考えられるが、後述するように隆起側が侵食を受けた可能性が否定できない。

そのため、地層の厚みの側方変化が撓曲崖の成長によるものとは断定できない。18～26 ka の堆

積層は ARY-02付近で４m程度の層厚を示す。構成層は礫層が主であり、下層を侵食して堆積し

た河川堆積物である可能性が高い。ARY-03 から ARY-04 を経て ARY-05までこの層の層厚はほぼ

一定である。15.5～18 ka の堆積層は隆起側で１～２m程度であるのに対し、低下側で３m程度

の厚みを持つ。撓曲崖の成長に伴い不等厚に堆積したと考えると、18 ka 以後、15.5 ka 以前に

活動したことが推定される。また、ARY-04 に認められる To-Hを不整合に覆うチャネル堆積物や

ARY-05に認められる湖沼堆積物は撓曲崖の低下側にのみ認められる。これらが堆積した際には

撓曲崖がすでに形成されていたことを示唆する。したがって、To-H 堆積以降の 15.5ka 以後、湖

沼堆積物の示す 11 ka 以前に活動したことを示唆する。なお、その後に活動していないことを堆

積構造から推定することは難しいため、1766年以前の活動であるとは断定できない。 

 

ii）尾崎地区の扇状地堆積物の対比 

OZK-Oc1露頭及び OZK-Oc2露頭の柱状図を浅井川沿いの地形断面に投影し、地質構造を推定し

た（図 52）。村岡・長谷（1990）の黒石断層は、高速道路付近を通過するとされている（図

17）。また、今泉・他（2018）では浅井川付近に活断層線は引かれていないが、その延長部分が

あれば断面図内を通過する可能性が高い。断層が高速道路付近を通過する可能性が考えられる

が、平滑な地形面が連続しており、平野側トレースによる断層変位は認められない。これは、こ

の地形面が火砕流台地として形成されたことと整合的であり、To-Hの堆積した 15.5 ka 以降に

変位していないことを示唆する。また、２地点の To-H基底面を直線でつなぐと、やや下流側に

薄化する傾向を示す、ほぼ地形面と平行な断面が推定された。活断層がこの断面測線を通過する

として、その活断層が東側隆起であったと仮定した場合、断層活動の累積性が認められれば基底

面高度の傾斜は地形面よりも西へ急傾斜することが予想される。基底線は地形面よりも傾斜が緩

いことから、活断層による鉛直変位の累積は認められない、または、凝灰質砂礫（To-H）の堆積

後に断層活動による鉛直変位が生じていないと推定される。ただし、浅井川沿いの２点でのみの

検討であるため、より詳細に検討するためには、複数個所で To-Hの基底面高度を抑える必要が

ある。 
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iii）埋没深度の推定による地層と反射面の対比 

平川市新屋地区で実施した反射法地震探査の結果から、Ｐ波およびＳ波についてそれぞれ良好

な反射断面が得られた。Ｐ波探査深度断面の解釈図では、平野部の地下に連続性の良い明瞭な反

射面が複数認められ、それらは概ね水平ないし西側に緩く傾くような形態を示す（図 30）。反

射面⑦はやや西上がりの形態を示すが、それより下位の反射面では西側に向かって垂れ下がり緩

やかに湾曲している。反射面⑦より上位の反射面は概ね直線的で、ごく緩やかに西に向かって傾

斜している。東側では丘陵にかかる付近で東上がりに傾斜が大きくなり、撓曲上に折れ曲がって

いる。反射面の傾斜は深部の反射面ほど大きく、撓曲変形に累積性があることを示している。一

部には屈曲部を挟んでやや不連続な反射面も認められるが、一部連続する反射面もあり、屈曲部

に断層があったとしても、断層面沿いにおいて、ずれによる鉛直変位はさほど大きくないと推定

される。屈曲の軸付近で反射面の不連続が多い部分を延長していくと、反射法地震探査の受振点

no.1000付近で地表に到達する。Ｓ波探査深度断面の解釈図でも同様に、下位の地層ほど東側に

向かって急傾斜する傾斜変化が読み取れた（図 31）。 

ARY24-B1孔及び ARY24-B2孔をＳ波断面と重ねた図を図 53 に示した。ARY24-B1孔の To-H 及び

T0-Of付近の反射面は乱れており、側方への追跡が難しい。反射面①については、24.63～27.06 

m の礫混じり砂層に相当すると考えられる。反射面①の堆積時期は堆積曲線から推定される平均

堆積速度を外挿すると、６万年前前後と見積もられる。不確定性を持った推定であることから、

幅を持って見積もると５～７万年前の期間には収まると推定される。 

ARY24-B1孔の 33 m前後の火山灰を含む火山性堆積物の層準付近に重なる反射面が存在する。

この反射面は ARY24-B2孔では 17 m付近を通過する。この深度付近に位置する火山性堆積物は

15.90～16.13 m のやや凝灰質な礫混じり砂質シルト、または 16.79～17.02 m のやや凝灰質な砂

-シルト互層である。反射断面との重ね合わせからは、これらの層準が ARY24-B1孔の 31.95～

33.26 m の火山性堆積物に対比されることを示唆する。 

約 0.5 m/千年の堆積速度が過去にも一定であったと仮定すると、八甲田第１期火砕流の噴出

は 0.76 Ma とされることから、深度約 380 m に位置すると推定される。同様に八甲田第２期火砕

流の噴出は 0.30 Ma とされることから、深度約 150 m に位置すると推定される。反射面④と反射

面⑥がそれらの深度該当することから、八甲田第１期火砕流の上面もしくは下面が反射面⑥、八

甲田第２期火砕流の上面もしくは下面が反射面④に対応すると考えられる（図 54）。 
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図 52 浅井川沿いの露頭による地質断面 

PP’断面は赤線は To-Hの基底面を示す。 

 

 

 

図 53 探査測線沿いのボーリング調査結果とＳ波探査結果の対比 
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図 54 地層とＰ波探査結果の対比 
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g）断層形状及び平均変位速度についての検討 

Ｐ波深度断面及びＳ波深度断面を組み合わせた図 54 をもとに、反射面①から反射面⑥までの

屈曲点がおおよそ直線状に配列することから、それらをつなげたラインを断層面と解釈した。こ

の場合、断層は山側隆起の逆断層であり、断層面の傾斜は東傾斜約 60-65°と見積もられる。 

反射面①を指標として平均上下変位速度を算出する。初生的な堆積構造が地形なりに西に傾斜

していたとすると、最も落差の大きい地点で約 30 m の上下変位量が計測された（図 55）。上下

の落差は 44 m と計測される。前述のように反射面①の堆積時期は約５～７万年前と推定される

ことから、平均上下変位速度は 0.9 m/千年より小さく、0.4－0.6 m/千年と求められる。断層面

の傾斜を考慮すると、断層面上のすべり速度は 0.44－0.69 m/千年と求められる。 

これは、新屋地区の群列ボーリング調査から推定された値に比して大きい。これは、群列ボー

リングによって推定された速度は撓曲帯の一部のみを反映しているためと考えられる。地形から

推定される撓曲崖基部の延長部は no.1140付近を通るが、地下の断層の延長は no.1100付近に位

置する。このことは、地表に認められる撓曲崖は撓曲変形の変形帯のうち東半分程度が現れたも

のであり、撓曲崖基部に近い変形帯西側は扇状地堆積物などによって埋積されているとみられ

る。そのため、群列ボーリング調査のみで推定した平均上下変位速度が過小評価となったと考え

られる。このことは、撓曲帯の幅広い断層の場合、地下構造探査を組み合わせ、変形帯全体を捉

えた調査が重要であることを示す。 

 

 

図 55 浅井川沿いの露頭による地質断面 

PP’断面の位置は図 18に示した。赤点線は推定される断層トレースを示す。 
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h）断層長及び活動性についての検討 

地震調査委員会（2004）における評価では、本断層区間の長さは約 23 km と評価されている。

産業技術総合研究所（2022）では、北部の孫内川沿いの地質調査により顕著な変位を示す断層が

確認されなかったことから、本区間の北端は孫内川と推定された。一方、平川市広船付近の平野

部では、山麓扇状地面を変位させる変動地形が認められるが、山地内には続かない。地震調査委

員会（2004）では広船付近の平野部南端が本断層帯の南端とされる。新屋付近で分岐する南南西

に延びるトレースについては、村岡・長谷（1990）で示された黒石断層に沿っており、当該断層

は新館付近の平野と丘陵を境する断層トレースとしてさらに南南西に延びる。そのため、本断層

区間が新屋付近で分岐し、南南西にさらに続く可能性について検討する。 

分岐断層が通ると推定される位置を横切るように新屋地区付近においてＰ波探査を行った結

果、平野側では緩やかに平野側へ傾斜する連続的な地層が認められ、その傾斜は深い地層ほど大

きく傾斜する傾向を示した。平野側の地層に顕著なずれや屈曲は認められず、山地側の断層から

分岐するような断層や平野側の地層を変位させる断層は認められなかった。また、分岐断層と交

差するとみられる浅井川沿いの地形・地質調査の結果、少なくとも To-Hの堆積以降の変位は認

められなかった。本調査では、館側へ断層トレースが続く証拠は確認されなかったことから、南

端は現評価に従い、広船付近とすることが妥当であると考えられる。この時、断層長は約 20 km

と見積もられる。 

本断層帯沿いの平均上下変位速度は、高館付近において 0.3-0.4 m/千年、新屋付近で 0.4-0.6 

m/千年と推定された（図 56）。これらの値を総合すると、本断層帯の平均上下変位速度は 0.3-

0.6 m/千年と推定される。断層面の傾斜を 60-65°としたとき、断層面沿いの平均変位速度は

0.4-0.7 m/千年と見積もられる。松田（1980）によると、断層長約 20 km から、一回の変位量は

約２mと求められるため、平均活動間隔は約３千－５千年と推定される。 
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図 56 津軽山地西縁断層帯（南部）調査結果のまとめ 
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6) 結論並びに今後の課題 

平均変位速度及び地下構造のよくわかっていない津軽山地西縁断層帯（南部）について、地

形・地質調査、群列ボーリング、断層南部におけるＰ波及びＳ波を震源とする反射法地震探査を

行った。その結果、同断層が東に 60－65˚程度で傾斜する東側隆起の逆断層であり、幅広い撓曲

変形を呈することが分かった。また、群列ボーリングの結果、11～16 ka と 16～18 ka に少なく

とも一回活動しており、同断層が後期更新世以降に繰り返し東側隆起の活動をしていることと、

地層の年代から、約 0.4〜0.6 m/千年の上下方向の平均変位速度が見積もられた。さらに、新屋

地区から南南西方向に延びるトレースについては、従来推定されていた活断層トレースの南北に

おいて明瞭な変位が認められなかった。 

本調査によって、過去の活動が 11～16 ka と 16～18 ka に発生していたことが推定された。し

かし、地震調査委員会（2004）に最新活動として示された 1776年の歴史地震に対応する地質学

的証拠は得られなかった。また、断層長から推定される平均活動間隔が３千年－５千年であった

とすると、1776年の歴史地震が最新活動だとした場合でも、11～16 ka 以降に１～２回の活動が

あったことが推定されるが、これらの活動に対応する地質学的証拠もまた得られていない。最新

活動含め、直接的な活動履歴を明らかにすることは本断層帯の課題である。 

本調査は、また、幅広い撓曲変形を示す逆断層の場合、平均変位速度の推定には地下の断層構

造や地質構造の把握が重要であることを示した。撓曲崖の一部の変形のみを基準にした場合、平

均変位速度の過小評価につながる可能性がある。活動性を評価するための情報として平均変位速

度のみが得らえていた場合、過小評価は活動間隔の過小評価となるため、地震発生確率を小さく

見積もることにつながる。平均変位速度を過小評価している断層はないか検証が必要だろう。 
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(e) 結論 

津軽山地西縁断層帯（南部）の平均変位速度推定のため、断層帯南部を対象に空中写真および

地形データを使用し、地形判読を実施した結果、平川市の遠手沢北側に分布する地低位段丘面に

撓曲変形が認められた。この撓曲変形に対し群列ボーリング調査（10 m×５孔）、Ｐ波及びＳ波

による反射法地震探査、隆起側及び低下側でのボーリング調査（総掘削深度 60 m）、ならびに

尾崎地区周辺において地質踏査を実施した。 

群列ボーリング調査の結果、十和田八戸火砕流堆積物の基底面に約 1.9 m の上下変位が認めら

れた。詳細な 14C年代測定の結果推定された堆積構造から、11～16 ka と 16～18 ka に少なくと

も一回活動しており、同断層が後期更新世以降に繰り返し東側隆起の活動をしていることが推定

された。また、Ｐ波及びＳ波を震源とする反射法地震探査及びボーリング調査の結果、同断層が

東に 60－65˚程度で傾斜する東側隆起の逆断層であり、幅広い撓曲変形を呈することが分かっ

た。反射断面の示す地層の変形と推定される堆積年代から、約 0.4〜0.6 m/千年の平均上下変位

速度が見積もられた。さらに、地質調査の結果、新屋地区から南南西方向に延びるトレースにつ

いては、従来推定されていた活断層トレースの南北において明瞭な変形は認められなかった。 

令和４年度の調査結果と総合すると、平均上下変位速度は約 0.4〜0.6 m/千年、本断層帯の断

層長から推定される平均活動間隔は３千年－５千年と推定された。 
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３．２ 横手盆地東縁断層帯（南部）の調査 

 

(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 横手盆地東縁断層帯（南部）の調査 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

学校法人法政大学 

主任研究員 

教 授 

近藤 久雄 

杉戸 信彦 

 

(c) 業務の目的 

これまで地震発生確率が不明と評価されている横手盆地東縁断層帯（南部）において、令和

元～３年度に実施した「活断層評価の高度化・効率化のための調査」（以下、過年度事業）で

新たな調査手法等により平均変位速度や活動間隔が推定されている。本事業では、主に従来の

調査手法である地形地質調査、トレンチ調査、ボーリング調査及び反射法地震探査等を実施し、

既往の平均変位速度や活動間隔の信頼性や妥当性を検証する。 

 

(d) 年度毎の実施業務の要約 

1）令和４年度： 

ドローン LiDAR 計測を 1 箇所以上で実施し、計測データ及び数値標高モデルの解析

により詳細な断層変位地形の把握を行った。また、1箇所以上で反射法地震探査及びボ

ーリング調査を行い、極浅部の断層形状の推定及び平均変位速度等の検討を行った。 

2）令和５年度： 

ドローン LiDAR 計測を 1箇所以上で実施し、詳細な断層変位地形を把握した。1箇所

以上でトレンチ調査、試料分析等を実施し、平均変位速度と活動履歴等について既往調

査研究成果を総合して比較検討した。 

3）令和６年度：なし 

 

(2) 令和６年度の成果 

なし 

 

(3) 令和４〜令和６年度の成果 

(a) 業務の要約 

横手盆地東縁断層帯（南部）（以下、南部区間）を対象として、過年度事業により間接的

な手法で算出された平均活動間隔を直接的な手法によって検証するため、ドローン LiDAR と



 125 

トレンチ調査を実施した。 

令和５年度は、南部区間を構成する金沢断層の北端付近に位置する仙北郡美郷町六郷東

根の上四天地地区において、ドローン LiDAR による地形解析、トレンチ調査を実施し、西側

低下の累積的な撓曲変形を確認した。その結果、約１万年前以降に２回の古地震イベントが

識別され、最新活動は約 4600〜9400年前、先行する活動は約 9600〜11100年前と推定され

た。これらによる活動間隔は、3400±2500 年程度と算出される。撓曲崖の比高と低下側を

埋積する地層の高度差を基に、最新活動に伴う上下変位量は 3.2ｍ、先行する活動に伴う上

下変位量は 2.3ｍ以上と計測される。よって、ここでの最新活動は、西暦 1896 年陸羽地震

に伴うものではないと判断でき、既存文献の地震断層分布と調和的である。さらに、最近２

回の活動間隔は北部区間と南部区間それぞれで従来推定された平均活動間隔よりも長い。

これらの活動は、北部と南部が連動した活動を示す可能性が高く、これまで南部区間で推定

された 1600〜3500年の活動間隔は妥当である可能性が示された。 

 

(b)令和４年度の業務の成果 

1)横手盆地東縁断層帯（南部）の概要 

横手盆地東縁断層帯は、秋田県仙北(せんぼく)郡田沢湖町（現・仙北市田沢湖）付近から

横手盆地東縁に沿い横手市を経て、雄勝(おがち)郡稲川(いなかわ)町（現・湯沢市）付近ま

での約 56kmに延びる活断層帯である（図１〜２）。横手盆地東縁断層帯では、これまで多数

の調査が実施されてきており、構成する活断層のトレースの連続性、深部形状、活動形態、

活動履歴等の特徴に基づき、北部と南部の活動区間に分割されている（例えば、地震調査研

究推進本部地震調査委員会，2005）。横手盆地東縁断層帯では、北部、南部ともに断層の東

側が相対的に隆起する逆断層であるが、それらの断層は変位様式や変位速度等が異なるこ

とから、長大な内陸活断層のセグメント区分の問題を検討しつつ、将来発生する大地震の長

期予測に資する情報を蓄積していくことが重要である。 

本断層帯の最新の地震活動としては、地震調査研究推進本部地震調査委員会（2005）では

次のようにまとめている。北部において 1896年（明治 29年）の陸羽地震（Ｍ7.3）の際に、

北方の駒ケ岳西麓断層群、東方の真昼山地東縁断層帯の一部とともに活動し、その活動時に

は断層の東側が西側に対して、相対的に 2.5～３ｍ程度隆起した。また、北部の平均的な上

下方向のずれの速度は、１ｍ/千年程度の可能性があり、平均活動間隔は 3400年程度であっ

た可能性がある。 

一方、南部区間は、約 5000～6000年前以後に活動したと推定されるが、少なくとも陸羽

地震の際には活動していない。断層帯の北部では、将来発生する大地震の長期評価に資する

過去の断層活動時期については多数の調査が実施されてきたものの、南部では活断層研究

会編(1991)、中田・今泉(2002)、池田・他 (2002)、澤・他(2013)、産業技術総合研究所（2010）

など活断層の分布に関する調査研究が中心であった。活動性評価のための調査としては秋

田県(1998)、秋田県(1999)などがあるものの平均活動間隔や平均的なずれの速度が明らか
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でない。そのため、地震調査研究推進本部地震調査委員会による長期評価では、将来の地震

発生確率は不明とされている。 

過年度事業の「活断層評価の高度化・効率化のための調査」において、横手盆地東縁断層

帯（南部）を対象として、ドローン LiDAR 等の新たな手法とトレンチ、ボーリング、反射法

地震探査等の従来手法を組み合わせ、複数の地点で平均変位速度等を推定した。その結果、

南部区間の平均活動間隔について、盆地内の前縁断層上に相当する鳥海山断層上の湯沢前

森地区において 2900〜3500年、山地／盆地境界断層上に相当する金沢断層上の吉沢川・睦

成地区において 1500〜2100年と推定された。しかし、これらの平均活動間隔は北部で推定

されている 3400年程度と比較して、やや短い間隔となっている（近藤・Arora，2022）。そ

のため、長期評価で実際に採択され地震発生確率の評価等に資するためには、調査手法やデ

ータ、平均活動間隔の算出方法について信頼性や妥当性を検証する必要がある。 

そこで、本事業による調査では、主にトレンチ調査やボーリング・反射法地震探査等の直

接的な手法によって、平均変位速度や平均活動間隔、地震時変位量、極浅部の断層形状を明

らかにするための調査を行う。今年度は、活断層の正確な位置・極浅部の形状や層序を明ら

かにするため、次の２地区で調査を実施した。北部と南部の境界付近に位置する仙北郡美郷

町金沢乗上地区では、ドローン LiDAR、ボーリング調査およびＳ波反射法地震探査を実施し、

盆地内の前縁断層にあたる横手市平鹿地区では、過年度事業の補備調査としてボーリング

調査、Ｓ波反射法地震探査を実施した。 

 

 
2)仙北郡美郷町金沢乗上地区における調査 

美郷町金沢乗上地区は、金沢断層の北端付近に位置し、1896 年陸羽地震で活動した北部

区間と南部区間の境界付近にあたる（図３）。松田・他（1980）は、陸羽地震に伴う地表地

震断層の分布を詳細に明らかにし、地震断層の南端を金沢乗上地区の北方約２km の美郷町

六郷東根蛇沢付近とした。蛇沢周辺の地震時上下変位は、２ｍ程度であったとされている

（松田・他，1980））。一方、現行の長期評価では、さらに南方の横手市金沢本町に至る区間

においても、山崎（1896）による微小な地変の報告があることから、金沢断層の北端付近で

も地表地震断層が出現した可能性を指摘している。また、近藤・Arora（2022）は、さらに

南方の横手市睦成（むつなり）地区におけるトレンチ調査において、西暦 1700年以降の古

地震イベントを検出した。このイベントに伴う水平短縮量は 20cm 程度と微小なため、陸羽

地震に伴う受動的な変位である可能性を指摘している。いずれの指摘についても、松田・他

（1980）による地震断層の南端である美郷町六郷東根蛇沢より南では、陸羽地震に伴って生

じた地表変位は数十 cm 程度以下の微小なものである。よって、本調査の金沢乗上地区にお

いても陸羽地震に伴い同程度の微小な変位が生じた可能性はあるものの、メートルオーダ

ーに及ぶ固有規模の変位は生じなかったものと判断した。そのため、南部区間の活動履歴や

平均変位速度を明らかにする調査地として、断層変位地形の明瞭さや細粒な堆積層の分布

を考慮し、金沢乗上地区を令和４年度の主な調査地として選定した（図３）。 
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a) ドローン LiDAR 等による地形調査 

金沢乗上地区では、山地と盆地の境界付近を延びる断層、および盆地内の前縁（西側）へ

張り出す断層の２条が並走すると推定される（図３）。本調査では、両者の関係や正確な断

層位置の把握、トレンチ調査等の適地選定などを行うため、ドローン LiDAR による 0.1ｍDEM

の作成と地形解析を実施した。ドローン LiDAR による地形陰影図を図４、地形断面図を図５

に示す。 

山地と盆地の境界付近には、西側が相対的に低下する低断層崖が認められ、概ね山麓に沿

って南北走向に延びる（図４,５）。低断層崖の比高は４〜５ｍ程度である（図５：l１〜l３

測線）。陸羽地震の上下変位が北方約２kmの六郷東根蛇沢で２ｍ程度であったことから、こ

の上下変位は複数回のイベントの累積と判断できる。また、西側の盆地内には、南北走向で

延びる撓曲崖が認められる（図６）。撓曲崖の比高は１〜２ｍ程度であるが、低下側と隆起

側で地形面の傾斜が異なるため、上下変位量は後述するボーリング層序とあわせて検討す

る。変形帯の幅は 30〜50ｍと幅広く、地下の断層傾斜が低角度であることが示唆される。 

b) ボーリング調査 

ボーリング調査は、上述の撓曲崖を横断して、地形断面測線の l２測線に沿って４孔の群

列ボーリングを実施した（図４）。MSKN-01孔～MSKN-04孔にみられた地層は、新しいものか

ら主に６つの UnitＩ〜Ⅵ層に区分した。また、UnitⅢ層及びⅤ層は礫の量比や層相を基に、

sub UnitⅢa 層とⅢb 層、Ⅴa 層とⅤb 層にそれぞれ細分した。ボーリング各孔（MSKN-01〜

MSKN-04）の写真を図７、ボーリング柱状図を図８、ボーリングから採取した 14Ｃ年代測定

の結果を表１に示す。以下では、ボーリングみられた地質・層序と年代の概略を既述する。 

UnitⅠ層：本層は、田圃の耕作土等を構成する砂・礫混じりシルトからなり、人工改変土

層である。 

UnitⅡ層：本層は主にシルトからなり、４孔全てに分布する氾濫原堆積層である。一部、

有機質シルト、砂や礫を挟在し、層厚は相対的に低下側である西側で厚くなり、MSKN-01孔

で２ｍ程度である。 

UnitⅢ層：本層は、砂・礫層を主体とする砂礫層(Ⅲa 層)と、シルトを主体とするシルト

層(Ⅲb 層)からなる氾濫原堆積層である。東側の MSKN-3 及び MSKN-4の２孔では、Ⅲa 層の

砂礫を主体とするが、MSKN-3孔では有機質シルトやシルト層が増える。西側の MSKN-1孔及

び MSKN-2孔ではⅢb 層を主体とし、MSKN-2 では砂や細礫など相対的に粗粒な堆積物を多く

挟む。層厚は西に向かい増し、MSKN-01 孔で増す。本ユニットの年代測定の結果は、MSKN-

01 孔から採取された試料が 20460±70 y.B.P.以降、MSKN-04 孔から採取された試料は

20230±70 y.B.P.以降である。以上から本ユニットの堆積年代は 20ka頃と推定される。 

UnitⅣ層：本層は砂・礫層を主体とし、層厚は概ね等層厚で広く分布する。本ユニットの

堆積年代は、MSKN-04孔の試料の年代から 24710±110 y.B.P.および 26700±130 y.B.P.、

MSKN-01孔のⅣ層下部から採取された試料の年代から 28360±150 y.B.P.および28900±150 

y.B.P.頃と推定される。 
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UnitⅤ層：本層は、主に有機質シルトを挟むシルト層からなり、砂・礫が卓越するシルト

(Ⅴa 層)と、細粒な堆積物が卓越する腐植シルト(Ⅴb 層)からなる。両者は指交関係にある

とみられ、境界は不明瞭である。層厚は西（相対的に低下側）に向かい増し、MSKN-01孔で

層厚９ｍ程度まで増加する。本ユニットの年代測定の結果は、MSKN-01孔から採取された試

料はⅤ層最上部で 32590±240 y.B.P.、MSKN-04孔のⅤ層最下部から 42720±780 y.B.P.で

あった。以上から本ユニットの堆積年代は 33〜43ka頃と推定される。 

UnitⅥ層：本層は、主に砂礫からなりシルトを挟在する。MSKN-02 孔では、深さ-15.5ｍ

に剪断が認められる。この剪断面は低角度で傾斜し、他のボーリングではみられないが、出

現位置や後述する反射断面など、調査地の大局的な地質構造からみて、撓曲崖を形成する断

層ないしその一部と判断した。本ユニットの年代測定の結果は、MSKN-04孔から採取された

試料がいずれもスケールオーバーの古い年代を示した。 

以上から、本調査地では 43ka 以降に湿地性の腐植質シルトからなる堆積層と細粒な河川

性の氾濫原堆積層が厚く堆積していることが明らかとなった（図８；MSKN-01 孔）。これは

最終氷期の寒冷期に盆地を埋積した細粒な堆積層と考えられる。28ka 以降には堆積間隙を

伴う不整合が認められ、28〜43ka の間の堆積速度は約 0.5mm/yr である。28ka 以降は堆積

速度がやや低下するものの 20ka頃までは同様の細粒な堆積層が認められる。この間の堆積

速度は、0.2mm/yr 程度と 28〜43ka の半分程度である。最終氷期極相期である 18ka 以降の

堆積速度も同様であり、地表付近の自然堆積層の最上部付近で 1.1ka となり、堆積速度は

0.2mm/yrである。したがって、本調査地では最終氷期に 0.5mm/yr 程度の速度で盆地が埋積

され、最終氷期極相期以降は半分程度の 0.2mm/yrで緩やかに盆地が埋積されたことが明ら

かとなった。 

c) Ｓ波反射法地震探査 

反射法地震探査は、既述のドローン LiDAR および群列ボーリングの測線沿いで長さ 220ｍ

の測線（金沢乗上測線）、さらに南方で長さ 280ｍの測線（吉ヶ沢測線）の２測線で実施し

た（図３）。振源は mini-vib を用いて、発信点、受振点間隔はそれぞれ２ｍである。処理の

模式図を図９、金沢乗上測線および吉ヶ沢測線の時間断面とマイグレーション後時間断面

及び深度断面をそれぞれ図 10および図 11 に示す。 

金沢乗上測線は盆地側の前縁に延びる撓曲崖を横断して設定した。反射断面では、大局的

に西に傾斜する反射面が認められ、盆地を埋積する堆積層、それらに東側隆起の撓曲変形を

生じる断層構造のイメージングがなされた。断面中央付近に位置する撓曲崖の西側では、西

傾斜の反射面群は傾斜が緩やかになり、CDP50 前後以西では概ね水平な反射面群になる（図

10）。一方、断面の東側では、西傾斜の反射面群は中央付近で一部断続的になる。さらに東

側では連続性のよい西傾斜の反射面がみられ、下位のものほどわずかに累積的な増傾斜を

示す。これらの構造は、東に低角度で傾斜する断層と上盤側で形成された撓曲変形と解釈で

きる。さらに詳しい解釈は、地形とボーリングによる地質構造を総合して後述する。 

吉ヶ沢測線は、上述の撓曲崖の南延長に位置する。変位地形としては、金沢乗上測線より
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も明瞭であり、比高 1.5ｍ程度の西側低下の撓曲崖が米軍撮影の空中写真や現地でも認めら

れる（図 11）。ただし、原地形は人工改変により修飾されている。反射断面では、撓曲崖の

通過位置である断面中央付近を境として、東西で明瞭な反射面群の高度差が認められた。東

側では深度 15ｍ（標高 65ｍ）前後に、連続性がよい明瞭な強い反射面がみられる。この反

射面は、CDP150-180 前後で西に撓み下がり、CDP160 付近で不連続となる。さらに西側では、

深度 30〜35ｍ（標高 45〜50ｍ）に強い反射面が認められ、西へ向かって連続的に識別でき

る。この強い反射面は、断面で最も連続的かつ明瞭な反射面であり、同層準の地層ないし地

層境界を反映すると考えられる。よって、撓曲崖付近を境に、この反射面の上下変位は 15

〜20ｍの西側低下であり、地表と比較して累積的な変位・変形を受けているものと判断でき

る。ただし、断層面そのもののイメージングはさほど明瞭ではない。 

以上から、金沢乗上地区のＳ波反射法地震探査において、西側低下の撓曲崖と調和的な構

造が認められ、上下変位の累積性が確認された。 

d) 統合地形地質断面図と上下平均変位速度・最新活動時期・活動間隔 

ドローン LiDAR による地形解析、ボーリングによる地質、金沢乗上測線のＳ波反射法地震

探査を総合して、地形地質断面を作成した（図 12）。ボーリング MSKN-02孔でみられた断層

は、反射断面で推定された断層位置と概ね一致する。また、ボーリング間で対比した地層境

界は、大局的に西側低下であり、ユニットⅤ層とⅥ層の境界は東傾斜の断層を境として、食

い違っている可能性がある。よって、撓曲崖を形成する断層が地下に伏在し、ユニットⅤ層

より上位の地層に撓曲変形を生じていると解釈される。 

ユニットⅤ層とⅥ層の境界は、上下変位 7.8ｍである。この境界の年代として、Ⅴ層最下

部から 42720±780 y.B.P.、下位のⅥ層からは 44ka よりも古くスケールオーバーした年代

が得られた。両地層ともに湿地性と河川性の細粒な堆積層であるため、境界の年代は 43ka

頃と考えられる。したがって、累積上下変位量 7.8ｍを 43ka で除して、0.18mm/yrの上下平

均変位速度が求められる。また、上位のⅣ層とⅤ層の境界は、上下変位 4.8ｍであり、上記

のⅤ層／Ⅵ層境界と累積性を示す。この地層境界は、MSKN-01 孔の試料の年代によって、

28900±150〜32590±240 y.B.Pに限定される。よって、Ⅳ層／Ⅴ層境界を変位基準とした

上下平均変位速度は、0.15〜0.17mm/yrと推定される。さらに、Ⅲ層／Ⅳ層境界を基準とし

て、4.1ｍの上下変位量と 21100±80〜24710±110 y.B.Pの年代を基に、0.16〜0.2mm/yrの

上下変位速度が推定された。これらの値は、概ね互いに整合的であるが、下位のⅤ層／Ⅵ層

の境界を基準とした平均変位速度に比べ、わずかに小さな値となる。以下の検討では、小数

点以下１桁で丸めて、0.2mm/yrを本地区の上下平均変位速度と考える。 

活動履歴については、個別のイベントを識別し、活動時期を解明するための高解像度の地

層は得られなかった。ただし、最新活動時期は次のように推定された。撓曲崖の比高は、測

線沿いで 1.1ｍ程度である。地形面を構成する最も新しい自然の堆積層はユニットⅡであり、

1110±30 y.B.P.（西暦 880〜1020年）の年代値が得られている。ユニットⅡは、群列ボー

リングの全てのコアに概ね等層厚で広く分布しており、撓曲崖を形成する地層のメンバー
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である。よって、最新活動に伴う撓曲変形は、西暦 880〜1020 年以降に生じた可能性があ

る。 

この最新活動の年代は、年代値のみからみれば 1896年陸羽地震に伴い生じた可能性があ

る。また、金沢断層・睦成地区のトレンチ調査では、西暦 1700年以降に生じ、陸羽地震に

伴うとみられる受動的変位に先立ち、約 650〜910年前（西暦 1050〜1300年）に生じたイベ

ントも検出された。金沢乗上地区の最新活動時期は、このイベント年代とも調和的である。

よって、今後の検討によって、最新活動は陸羽地震時か、あるいは 11〜12世紀の歴史時代

かについて、より正確に検討する必要がある。 

さらに、上記の上下変位速度と撓曲崖から推定される地震時上下変位量から平均活動間

隔を算出した。上下変位速度は、前縁断層にあたる撓曲崖トレースのみで 0.2mm/yrである。

地震時変位量は、記述のようにドローン LiDAR の地形断面をもとに 1.1ｍと計測される。こ

の値は、厳密には撓曲崖の地表での比高であり、低下側と隆起側で同勾配の変位基準をもと

に計測されたわけではない。しかし、ボーリングの層序をみるかぎり、地形面を構成するユ

ニットⅡはほぼ等層厚で調査地に広く分布し、低下側のみで厚く堆積する地層は確認され

ない。そのため、人工改変の影響はあるものの、地表での比高 1.1ｍが概ね上下変位量その

ものを示すと考えられる。よって、上下平均変位速度は、1.1ｍを 0.2mm/yr で除して 5500

年が求められる。ただし、この平均活動間隔は前縁断層のみの値であるため、南部区間の活

動間隔としては最大値（最長値）となる。 

 

3)横手市平鹿地区における補備調査 

横手市平鹿地区では、過年度事業において令和元年度にドローン LiDAR による地形解析

とＳ波反射法地震探査、令和２年度にボーリング調査を実施した（図 13）。その結果、西側

低下の撓曲崖及び地層の撓曲変形が見いだされ、最新活動時期が 3600年前もしくは 7200 前

以降と推定された（近藤・Arora,2022）。しかし、この最新活動時期は再堆積した古い年代

値である可能性があり、低い信頼度に留まっていた。また、撓曲崖直下でみられた堆積層の

変形構造と基盤深度は顕著な累積変位を示しておらず、探査測線よりも西側に伏在する断

層の存在が示唆された。この場合、撓曲崖と撓曲変形は、主断層である伏在断層の上盤側で

形成された副次的な構造という判断になり、評価すべき活動間隔や変位速度が異なってく

る。よって、これまでは盆地内の前縁断層としての上下平均変位速度は平鹿地区において算

出できなかった。そのため、令和４年度は、盆地側及び撓曲崖の隆起側で各１孔のボーリン

グを追加掘削するとともに、反射法地震探査測線を盆地側に延長し、断層・変形構造の全体

像を把握するよう努めた。以下では、ボーリング調査及びＳ波反射法地震探査の結果を略述

し、平鹿地区における上下変位速度や平均活動間隔を検討する。 

a) 横手市平鹿地区におけるボーリング調査 

本調査では、盆地内の低下側にあたる YKHS-01孔（深さ-30ｍ）と撓曲崖の隆起側にあた

る YKHS-02 孔（深さ-10ｍ）の２孔を新たに掘削した（図 13）。ボーリング孔に露出した地
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層はこれまでの調査結果と総合して、新しいものからユニットⅠ〜Ⅴ層に区分した。各ボー

リング孔の写真をそれぞれ図 14および図 15、ボーリング柱状図を図 16および図 17、既往

のボーリングを含めた地質断面図を図 18に示す。以下では、ボーリングでみられた地層の

層相と年代を略述する。 

UnitⅠ層：田圃の耕作土直下の砂・礫混じり有機質シルトからなる。一部、砂や礫を挟

在する。撓曲崖を挟んで東西の両側に広く分布し、1.5ｍ程度の上下変位を受けている。既

往のボーリング YH-3孔から 7200±30 y.B.P.の年代値が得られていた。今回、新たに YKHS-

02孔から 1670±30 y.B.P.（西暦 330〜510年）の年代値が得られたため、本層の堆積年代

は約 1700年前頃と推定される。 

UnitⅡ層：シルトを主体とするシルト層 (Ⅱa 層)と、砂・礫層を主体とする砂礫層 (Ⅱ

b 層)からなる。YKHS-02孔の礫は主に風化泥岩からなり、背後の丘陵を構成する地質が給源

とみられる。一方、YKHS-01孔の礫は主に泥岩、安山岩、流紋岩からなり盆地内を流れる大

屋川流域の地質が給源と推定される。層厚は、相対的に低下側にあたる西側の YKHS-01孔で

著しく増す。過年度事業の YH-1孔～YH-3孔では、UnitⅡa 層の年代測定結果は既往の結果

として 3700±30 y.B.P.、及び 12360±660 y.B.P.と 12460±40 y.B.P.の年代を示す。 

UnitⅢ層：シルトを主体とするシルト層 (Ⅲa 層)と、砂・礫層を主体とする砂礫層 (Ⅲ

b 層)からなる。YH-1 孔では、シルトが卓越し砂や礫を挟む。YKHS-02 孔の礫は主に風化泥

岩で背後の地質が給源で、YKHS-01孔の礫は主に泥岩、安山岩、流紋岩からなり大屋川流域

の地質が給源と推定される。各孔の層厚は概ね同じである。UnitⅢ層の年代測定結果は、既

往の YH-1孔～YH-3孔で採取された、43480±660 y.B.P.ないし測定限界より古いスケール

オーバーの年代を示す。 

UnitⅣ層：シルトや有機質シルトを主体とする Ⅳa 層と、砂・礫層を主体とするⅣb 層

からなる。最も東側の YKHS-02 孔にはみられず、撓曲崖の低下側を埋積する地層とみられ

る。YH-1～YH-3孔で採取された UnitⅣ層中の試料の年代測定結果は、いずれも測定限界よ

り古い年代を示す。 

UnitⅤ層：主に有機質シルトを挟むシルト層からなるが、砂・礫層を多く挟むシルト層

(Ⅴa 層)と、主に低下側に分布し礫を主体とする礫層(Ⅴb 層)からなる。その層厚は西（相

対的に低下側）に向かい増す。YKHS-01孔の礫は主に泥岩、安山岩、流紋岩からなり大屋川

流域の地質が給源と推定される。UnitⅤ層の年代測定は、YH-1孔～YH-3孔で採取された試

料がいずれも測定限界より古い年代を示す。 

以上をまとめると、層序や層相は既往のボーリングと調和的であり、盆地内の断層低下

側で掘削した YKHS-01孔では、深さ 30ｍ（標高 34ｍ）まで後期更新統の砂礫層が堆積する

ことが明らかとなった（図 18）。一方、隆起側にあたる YH-1～YH-3孔では、深さ 10ｍ程度

（標高 58ｍ）で基盤の中新統・シルト岩が確認されている。この約 20ｍ以上の基盤の高度

差は、撓曲崖の西側に伏在する逆断層で形成されたとみられる。この点については、後の反

射法地震探査の結果も含めて検討する。 
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b) 横手市平鹿地区におけるＳ波反射法地震探査 

令和４年度の探査測線は、既往の探査測線を西側の盆地側へ延長して検討するため、長

さ 340ｍの測線で実施した（図 13）。探査の仕様は既述の美郷町金沢乗上地区と同様である。

探査結果の時間断面、マイグレーション後時間断面、マイグレーション後深度断面をそれぞ

れ図 19に示す。 

探査の結果、反射面群に顕著な不連続や曲率の変化が認められ、断面の中央付近から東

へ傾き下がる断層がイメージングされた。盆地側では概ね水平な反射面群がみられ、盆地を

埋積する堆積層に相当する。また、断面の東端付近から西へ向かって傾きさがる反射面もみ

られ、断層の上盤側で生じた変形構造とみられる。 

c)統合地形地質断面図と上下平均変位速度・最新活動時期・活動間隔 

令和元年度から令和４年度までに得られた、群列ボーリングとＳ波反射法地震探査の結

果を統合して、地形地質断面図を作成した。地形断面は、国土地理院・地理院地図の５ｍDEM

から作成した。地形地質断面図を図 20に示す。 

統合した地形地質断面図では、今回実施したＳ波反射法地震探査でイメージングされた

断層を境として、明瞭な基盤の高度差が明らかとなった（図 20）。ボーリングの項で記述し

た通り、隆起側では深さ 10ｍ程度（標高 58ｍ）で基盤の中新統・シルト岩が確認されてい

る。一方、低下側ではボーリングでは基盤岩まで到達していないものの、深さ 55ｍ（標高

10ｍ）付近に顕著な反射面がみられ、これが基盤岩に相当するとみられる。よって、伏在断

層及び撓曲崖を挟んだトータルの基盤上面の累積変位は、約 50ｍに達すると考えられる。

さらに、上位のユニットⅢb 層は砂礫からなり、その下面が断層を境に 25〜29ｍの累積上下

変位を示す。Ⅲb 層は 40〜43ka の年代値が得られているため、累積上下変位量を除して、

0.6〜0.7mm/yrの上下平均変位速度が明らかになった。 

また、最新活動は撓曲崖と調和的な西側低下がユニットⅡa 層でみられ、上面の上下変

位は 1.5ｍである（図 18，図 20）。Ⅰ層から 1670±30 y.B.P.（西暦 330〜510年）が得られ

たため、最新活動時期はこれ以降に限定された。この年代は、従来の最新活動が約 7000年

前以降とされた推定値よりも新しく、また、金沢断層の横手市睦成地区トレンチ調査で推定

された、約 650〜910年前（西暦 1050〜1300年）のイベント年代とも矛盾しない。この最新

活動時期については、さらに確実度が高いデータによって検討を続ける必要がある。 

さらに、上下平均変位速度と地震時変位量を基に、平均活動間隔の算出を行った。0.6〜

0.7mm/yr の上下平均変位速度と最新活動に伴う上下変位を 1.5ｍとした場合、平均活動間

隔は、2100〜2500 年と算出される。ただし、この上下変位は撓曲崖沿いのみで計測できた

ものであり、西側の伏在断層では不明である。よって、平均活動間隔としては最小値となる。

このように、Wallace（1970）の関係式を用いた場合、地震時変位量が小さければ平均活動

間隔は短く、逆に大きければ平均活動間隔は長く算出される。これは、相対的に小規模な地

震がより高頻度で生じるＧ-Ｒ則と矛盾しないが、正確な活動間隔を算出するためには、平

均変位速度だけでなく地震時変位量も正確に求め、それらのばらつきも含めて評価する必
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要がある。 

 

(c)結論ならびに今後の課題 

横手盆地東縁断層帯（南部）を対象として、過年度事業により間接的な手法で算出され

た平均活動間隔を直接的な手法によって検証するため、上下平均変位速度、地震時変位量、

極浅層の断層構造、平均活動間隔等を明らかにする調査を実施した。 

南部区間を構成する金沢断層北端に位置する美郷町金沢乗上地区では、ドローン LiDAR

による地形解析、ボーリング調査、Ｓ波反射法地震探査を実施し、西側低下の撓曲崖および

地層の撓曲変形を確認した。その結果、地表でみられる比高 1.1ｍの撓曲崖の地下では、43ka

以降に堆積した盆地を埋積する細粒堆積層が厚く分布し、それらの地層に累積的な上下変

位が認められた。年代が異なる３つの層準を変位基準として、上下平均変位速度は 0.2mm/yr

であることを明らかにした。また、最新活動に伴う上下変位量は撓曲崖の比高と同程度とみ

なすことができ、1.1ｍの上下変位量と上下平均変位速度を基に、間接的な平均活動間隔と

して 5500年が得られた。ただし、撓曲崖を形成する活断層は、盆地内を延びるトレースで

あり、盆地と山麓の境界付近にも低断層崖が並走して延びる。そのため、これらの平均活動

間隔や平均変位速度等は、金沢乗上地区における金沢断層の最小値となる。また、最新活動

時期は、西暦 880〜1020年以降に生じた可能性が明らかとなった。このイベントは、1896年

陸羽地震に伴う地表変位、もしくは睦成地区のトレンチ調査で検出された西暦 1050〜1300

年のイベントに対応する可能性がある。 

横手市平鹿地区では、既往のドローン LiDAR 調査、ボーリング調査、Ｓ波反射法地震探

査に加えて、新たにボーリング調査とＳ波反射法地震探査を実施した。過年度事業で推定さ

れた撓曲崖の地下では、基盤岩に顕著な累積を伴う上下変位が認められず、さらに西側の盆

地内に伏在する逆断層の存在が指摘されていた。そのため、既往の探査測線を西側の盆地内

へ延長する形で測線を設定した。また、この探査測線の西端付近と既往の群列ボーリング調

査の東延長において、それぞれ１孔のボーリング調査を追加した。その結果、平鹿地区にお

ける地形地質断面をより高い信頼度で作成することが可能となった。その結果、中新統・シ

ルト岩からなる基盤岩の上面高度には、反射法地震探査でみられる伏在逆断層を境として、

比高 50ｍ以上の高度差が認められた。堆積層中の 40〜43ka の層準には、25〜29ｍの上下変

位が計測でき、これらを基に 0.6〜0.7mm/yrの上下平均変位速度が推定された。この値は、

周辺で実施された既往の平均変位速度と調和的である。さらに、撓曲崖を横断する断面で

は、最新活動に伴う上下変位 1.5ｍが西暦 330〜510 年以降に生じた可能性が明らかになっ

た。この地震時上下変位量と 0.6〜0.7mm/yr の上下平均変位速度を基に、平均活動間隔は

2100〜2500 年と算出された。ただし、地震時変位量は撓曲崖を横断する範囲のみで計測さ

れ、伏在逆断層の地震時変位量については不明なため、この平均活動間隔は最小値となる。 

以上、令和４年度は、南部区間の北端付近の金沢断層および盆地内を延びる大森山断層

において、新たな平均変位速度と活動間隔、最新活動時期、地震時変位量等が得られた。令
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和５年度は、これらの評価パラメーターの妥当性と信頼度について、トレンチ調査等の直接

的な手法から求める活動時期や活動間隔によって検証する。 
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表１ 美郷町金沢乗上地区における放射性炭素同位体年代測定の結果 
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図１ 横手盆地東縁断層帯と南部区間の位置 

活断層分布は本研究及び産総研活断層データベース（産業技術総合研究所、2020）

による。基図は産総研・地質調査総合センターのシームレス地質図。 
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図２ 横手盆地東縁断層帯（南部区間）の分布と調査位置 

地形陰影図は２ｍDEMを使用。近藤・Arora（2022）に加筆。 
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図３ 美郷町金沢乗上地区周辺の活断層分布 

基図は、地理院地図による活断層図。 
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図４ 金沢乗上地区におけるドローン LiDAR による地形陰影図 

0.1ｍDEMによる地形陰影図。赤丸はボーリングの位置、オレンジ色線は図５の地形

断面測線の位置。位置は図３を参照。 
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図５ ドローン LiDAR による 0.1ｍDEMに基づく地形断面図 

ｌ１、ｌ２、ｌ３測線の位置は、図４を参照。 
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 図６ 金沢乗上地区における東側隆起の撓曲崖 

写真は東へ向かって撮影。 
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図７ 金沢乗上地区におけるボーリングコアの写真 
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図７ 金沢乗上地区におけるボーリングコアの写真（続き） 
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図７ 金沢乗上地区におけるボーリングコアの写真（続き） 
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図７ 金沢乗上地区におけるボーリングコアの写真（続き） 
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図７ 金沢乗上地区におけるボーリングコアの写真（続き） 
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図７ 金沢乗上地区におけるボーリングコアの写真（続き） 
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図８ 金沢乗上地区におけるボーリングコアのスケッチ 
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図８ 金沢乗上地区におけるボーリングコアのスケッチ（続き） 
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図８ 金沢乗上地区におけるボーリングコアのスケッチ（続き） 
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図８ 金沢乗上地区におけるボーリングコアのスケッチ（続き） 
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図９ 反射法地震探査の解析処理フローチャート 
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図 10 金沢乗上測線におけるＳ波反射法地震探査の結果 
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図 11 吉ヶ沢川測線におけるＳ波反射法地震探査の結果 
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図 12 金沢乗上地区における統合地形地質断面図 
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図 13 横手市平鹿地区におけるボーリング・反射法地震探査測線の位置 
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図 14 横手市平鹿地区におけるボーリングコアの写真（YKHS-01孔） 
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図 14 横手市平鹿地区におけるボーリングコアの写真（YKHS-01孔）（続き） 
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図 15 横手市平鹿地区におけるボーリングコアの写真（YKHS-02孔） 
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図 16 横手市平鹿地区におけるボーリングコアの柱状図 
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図 17 横手市平鹿地区におけるボーリングコアの写真 

 

  



 162 

 

図 18 横手市平鹿地区における地質断面図 

YKHS-01孔および YKHS-02孔は本事業、YH-1〜3孔は過年度事業（近藤・Arora，2022）に

よるボーリング。 
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図 19 横手市平鹿地区におけるＳ波反射法地震探査の結果 

測線位置は図 13 に示す。 
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図 20 横手市平鹿地区における統合地形地質断面図 
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(d)令和５年度の業務の成果 

1)横手盆地東縁断層帯（南部）の概要 

横手盆地東縁断層帯は、秋田県仙北(せんぼく)郡田沢湖町（現・仙北市田沢湖）付近から

横手盆地東縁に沿い横手市を経て、雄勝(おがち)郡稲川(いなかわ)町（現・湯沢市）付近ま

での約 56km に延びる活断層帯である（図 21〜22）。横手盆地東縁断層帯では、これまで多

数の調査が実施されてきており、構成する活断層のトレースの連続性、深部形状、活動形態、

活動履歴等の特徴に基づき、北部と南部の活動区間に分割されている（例えば、地震調査研

究推進本部地震調査委員会，2005）。横手盆地東縁断層帯では、北部、南部ともに断層の東

側が相対的に隆起する逆断層であるが、それらの断層は変位様式や変位速度等が異なるこ

とから、長大な内陸活断層のセグメント区分の問題を検討しつつ、将来発生する大地震の長

期予測に資する情報を蓄積していくことが重要である。 

本断層帯の最新の地震活動としては、地震調査研究推進本部地震調査委員会（2005）では

次のようにまとめている。北部において 1896年（明治 29年）の陸羽地震（Ｍ7.3）の際に、

北方の駒ケ岳西麓断層群、東方の真昼山地東縁断層帯の一部とともに活動し、その活動時に

は断層の東側が西側に対して、相対的に 2.5～3.0ｍ程度隆起した。また、北部の平均的な

上下方向のずれの速度は、１ｍ/千年程度の可能性があり、平均活動間隔は 3400年程度であ

った可能性がある。 

一方、南部区間は、約 5000～6000年前以後に活動したと推定されるが、少なくとも陸羽

地震の際には活動していない。断層帯の北部では、将来発生する大地震の長期評価に資する

過去の断層活動時期については多数の調査が実施されてきたものの、南部では活断層研究

会編(1991)、中田・今泉(2002)、池田・他 (2002)、澤・他(2013)、産業技術総合研究所（2010）

など活断層の分布に関する調査研究が中心であった。活動性評価のための調査としては秋

田県(1998)、秋田県(1999)などがあるものの平均活動間隔や平均的なずれの速度が明らか

ではない。そのため、地震調査研究推進本部地震調査委員会による長期評価では、将来の地

震発生確率は不明とされている。 

過年度事業の「活断層評価の高度化・効率化のための調査」において、横手盆地東縁断層

帯（南部）を対象として、ドローン LiDAR 等の新たな手法とトレンチ、ボーリング、反射法

地震探査等の従来手法を組み合わせ、複数の地点で平均変位速度等を推定した（Arora et 

al., 2021；近藤・Arora，2022）。その結果、南部区間の平均活動間隔について、盆地内の

前縁断層上に相当する鳥海山断層上の湯沢前森地区において 2900〜3500年、山地／盆地境

界断層上に相当する金沢断層上の吉沢川・睦成地区において 1600〜1900 年と推定された。

しかし、これらの平均活動間隔は北部で推定されている 3400年程度と比較して、やや短い

間隔となっている（近藤・Arora，2022）。そのため、長期評価で実際に採択され地震発生確

率の評価等に資するためには、調査手法やデータ、平均活動間隔の算出方法について信頼性

や妥当性を検証する必要がある。 

そこで、本事業による調査では、主にトレンチ調査やボーリング・反射法地震探査等の直
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接的な手法によって、平均変位速度や平均活動間隔、地震時変位量、極浅部の断層形状を明

らかにするための調査を行った。令和５年度は、北部と南部の境界付近に位置する仙北郡美

郷町上四天地地区において、ドローン LiDAR とトレンチ調査を実施した。 

 

 
2)仙北郡美郷町上四天地地区における調査 

美郷町六郷東根上四天地地区（以下、上四天地地区）は、金沢断層の北端付近に位置し、

1896年陸羽地震で活動した北部区間と南部区間の境界付近にあたる（図 22）。松田・他（1980）

は、陸羽地震に伴う地表地震断層の分布を詳細に明らかにし、地震断層の南端を美郷町六郷

東根蛇沢付近とした。蛇沢の北方約１km の丸子川周辺では、地震時上下変位は２ｍ程度で

あったとされている（松田・他，1980）。今回調査を実施した上四天地地区は、蛇沢集落の

南へ約１km に位置する。一方、現行の長期評価では、さらに南方の横手市金沢本町に至る

区間においても、山崎（1896）による微小な地変の報告があることから、金沢断層の北端付

近でも地表地震断層が出現した可能性を指摘している。また、近藤・Arora（2022）は、さ

らに南方の横手市睦成（むつなり）地区におけるトレンチ調査において、西暦 1700年以降

の古地震イベントを検出した。このイベントに伴う水平短縮量は 20cm 程度と微小なため、

陸羽地震に伴う受動的な変位である可能性を指摘した。いずれの指摘についても、松田・他

（1980）による地震断層の南端である美郷町六郷東根蛇沢より南では、陸羽地震に伴って生

じた地表変位は数十 cm 程度以下の微小なものである。よって、蛇沢以南では、メートルオ

ーダーに及ぶ固有規模の変位は生じなかったものと判断した。そのため、南部区間の活動履

歴や平均変位速度を明らかにする調査地として、令和４年度の金沢乗上地区に続き、金沢断

層の北端を主な調査地として選定した（図 22）。 

 

a) ドローン LiDAR 等による地形調査 

上四天地地区周辺では、大局的には真昼山地と横手盆地の境界付近を延びる断層が推定

されている（図 22；澤・他，2013）。さらに詳細には、谷を湾曲して延びる東側の断層、お

よび盆地内の前縁（西側）へ張り出す断層の２条が推定された。本調査では、両者でトレン

チ調査を実施し、地層の撓曲変形や年代を調べるとともに、ドローン LiDAR による 0.1ｍDEM

の作成と地形解析を実施した。ドローン LiDAR による地形陰影図を図 23 に示す。 

山地と盆地の境界付近には、西側が相対的に低下する低断層崖が認められ、上四天地集落

がある谷中へ、東へ向かって湾曲する断層トレースが推定された（図 23）。また、西側の盆

地内には、谷中から西へ向かって張り出す扇状地面上に、西側低下の撓曲崖がみられる。た

だし、この撓曲崖は米軍撮影の空中写真では明瞭に視認されるが、現在は圃場整備によって

著しく人工改変を受け、正確な位置が不明確である。谷中に推定されたトレースを横断して

Ａトレンチ、扇状地面上の撓曲崖付近でＢトレンチを掘削し、断層や地層の撓曲変形の有無

を確認した。 
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b) トレンチ調査 

トレンチ調査は、上述の通り、２つのトレンチを掘削した。Ａトレンチは、撓曲崖を横断

して、長さ 48ｍ、幅６ｍ、深さ３ｍ程度で掘削した。Ｂトレンチは、米軍撮影の空中写真

でみられる撓曲崖の推定位置に、長さ 15ｍ、幅６ｍ、深さ３ｍ程度で追加掘削した。トレ

ンチ壁面には、下位から湖沼性堆積物（Ｆ層）、扇状地礫層（Ｅ層）、低下側を埋積するチャ

ンネル堆積物（Ｄ層）、低下側を埋積するチャンネル堆積物（Ｃ層）、人工改変土層（Ｂ層お

よびＡ層）が露出した。両トレンチともに明瞭な剪断を伴う断層は認められなかったもの

の、ＡトレンチではＦ層に背斜状の変形が認められ、ＡトレンチとＢトレンチを横断する地

形地質断面では、Ｃ層より下位の地層に西側低下の累積的な撓曲変形が認められた。トレン

チ壁面の写真を図 24〜27、スケッチを図 28〜31、地形地質断面を図 32、地質・層序を表２、

トレンチから採取した 14Ｃ年代測定の結果を表３に示す。年代値の暦年較正は、Ramsey 

(1995；2009)を基に Reimer et al. (2020)の較正曲線を使用し、2σに対応する暦年代を西

暦もしくは calBPで表記する。以下では各地層の層相と年代を略述する。 

 

i）トレンチの層序と年代 

Ａ層：本層は、表土および耕作土を構成する砂礫混じりシルトからなり、褐色を呈する人

工改変土層である。層厚 20～50㎝で広く分布する。巨礫をあまり含まない。 

Ｂ層：本層はシルト混じり砂礫からなり、黒褐色を呈する埋め土である。Ｂトレンチの西

側のみに層厚 80～100㎝で分布する。φ2-200 mmの亜円～亜角礫を含み、非常に淘汰が悪

い。陶器の破片を含み、Ｂトレンチのグリッド 6 付近では、人口の水路の痕跡が見られる。

Ｂ層からは 910±30 y.B.P.（西暦 1040〜1214年）の年代が得られた。 

Ｃ層：本層は、シルト混じり砂礫を主体とし、青灰～淡褐色を呈するチャンネル堆積物で

ある。Ｂトレンチのみに層厚 40～120㎝で分布する。φ5-350 mmの亜角～角礫を主とし、

非常に淘汰が悪い。礫は安山岩を主とし、扁平状の礫を多く含む。複数のチャネル堆積物が

累重して堆積しており、グリッド 1～8 付近では巨礫を含まない。Ｃ層からは２試料の年代

測定値が得られ、それらは 3910±30 y.B.P.（4240〜4420 calBP）および 4150±30 y.B.P. 

（4580〜4830 calBP）である。よって、Ｃ層は約 4200〜4800年前に堆積した。 

Ｄ層：本層はシルト混じり砂礫～砂からなり、青灰色を呈する扇状地性堆積物である。両

トレンチに層厚 50～220 ㎝で広く分布する。シルト混じり砂層にレンズ状に砂礫が挟在す

る。Ａトレンチでは大部分が酸化色を帯びる。一方、Ｂトレンチの東側では、礫をあまり含

まずシルト～砂を主体として分布し、ローム質である。構成する礫は安山岩礫に加え、凝灰

岩礫やスコリアを含む。部分的にマンガンが薄層状に濃集する。また、腐植質シルト層を複

数挟み、木材片を含む。礫は風化しており、ねじり鎌で削ることが出来る程度に脆い。Ｄ層

からは６試料の年代値が得られた。６試料のうち５試料については、8270±30 y.B.P.〜8760

±30 y.B.P.と概ね整合的な年代値である。一方、ＡトレンチのＤ層上部からは 3600±30 

y.B.P.と著しく若い年代が得られた。これは層序や他の年代値と矛盾し、新しい根やフミン
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酸などが混入したとみられる。そのため、Ｄ層の堆積年代を示す試料ではないと判断した。

この場合、Ｄ層は 8270±30 y.B.P.（9130〜9410 calBP）から 8760±30 y.B.P.（9560〜9900 

calBP）にかけて、約 9100〜10000年前にかけて堆積したと考えられる。 

Ｅ層：本層は、主にシルト～シルト混じり砂礫からなり、青灰色を呈するチャンネル堆積

物である。Ｂトレンチのみに層厚 20～120㎝で分布し、全体に西へ傾斜してグリッド 9～10

付近でトレンチ底面に交差する。流路の流向は壁面に直交方向（南北方向）であり、複数の

チャネル堆積物からなる。礫はφ10～40 mm 程度の円礫～亜円礫からなり、礫種は安山岩、

凝灰岩、シルト岩、スコリア等である。礫は風化し、ねじり鎌で削ることが出来る程度に脆

い。Ｅ層からは年代試料が得られなかった。 

Ｆ層：本層は、粘土混じり砂礫～粘土からなる湖沼性堆積物である。Ａトレンチの広範と

Ｂトレンチの東端のみに層厚 60～80㎝で分布する。青白色〜白色の粘土を主体とし、レン

ズ状の砂礫を挟んで互層状となる。礫はφ10～30 mm 程度の亜円～円礫を主とする。礫種は

主に凝灰岩であり、風化してねじり鎌で削ることが出来る程度に脆い。Ｆ層からは、Ａトレ

ンチから２試料、Ｂトレンチから２試料の年代値が得られた。これらのうち、Ｂトレンチの

１試料のみ層序と矛盾する 13520±50 y.B.P.の古い年代値がみられ、古い試料の再堆積と

判断される。他の３試料は、9570±30〜10120±40 y.B.P.と調和的な年代値が得られてい

る。よって、Ｆ層は、9570±30 y.B.P.（10700〜11100 calBP）から 10120±40 y.B.P. （11500

〜11900 calBP）にかけて、約 10700〜11900年前にかけて堆積したと考えられる。 

以上から、調査地は完新世の約１万年前以降に湖沼の環境であり、その後、複数の扇状地

が約 9100〜10000年前、約 4200〜4800年前の異なる時代に発達したことが明らかとなった。 

 

ii）イベント層準の認定と発生年代 

地形地質断面図では、調査地に生じた西側低下の累積的な撓曲変形が認められ、Ｂトレン

チでは低下側を埋積する地層も確認できた。撓曲変形の変形帯の幅は、Ａトレンチの西端付

近からＢトレンチの中央付近に至る約 60ｍと幅広い。これらの地層の変形と低下側をアバ

ットする地質構造を基に、最近２回のイベントが識別される。以下では、それらの根拠と層

準について記載する。 

イベント１：イベント１は、Ｄ層・扇状地礫層が堆積後、Ｃ層・チャンネル堆積物の堆積

前に生じた。Ｄ層は調査地周辺に広範に分布し、隆起側の地形面を構成する地層である。Ａ

トレンチとＢいずれの壁面にも露出する。一方、Ｃ層はＢトレンチのみで確認され、緩やか

に東へ向かって傾斜して下位のＤ層にアバットする。東延長はＢトレンチの範囲外である

ものの、Ａトレンチには露出せず、傾斜を東へ延長しても撓曲崖の基部までに到達しない。

よって、Ｃ層は、Ｂトレンチの東延長で撓曲崖の基部に至る間でせん滅するとみられる。ア

バットする構造は、南壁面のＤ層内部構造が西側低下の撓曲変形を受けているのに対し、Ｃ

層の内部に共在する腐植質シルト層が標高 80.22ｍ付近で概ね水平に堆積することから判

断できる。変形帯の幅を考慮して、地形地質断面上で計測できるＤ層の上下変位は、西傾斜



 169 

の堆積構造を加味して、西側低下 3.2ｍである。以上から、イベント１は、Ｄ層・扇状地礫

層の堆積後、Ｃ層・チャンネル堆積物の堆積前に、地震時上下変位 3.2ｍを伴って生じた。 

イベント１の発生年代は、Ｃ層とＤ層の堆積年代から限定される。Ｄ層の堆積年代を示す

試料のうち、最も新しい年代は 8270±30 y.B.P.（9130〜9410 calBP）である。また、Ｃ層

の最も古い年代は、4150±30 y.B.P. （4580〜4830 calBP）である。よって、イベント１の

発生年代は、4580〜9410 calBPの間となり、約 4600〜9400年前に生じたと推定される。 

松田・他（1980）がまとめた 1986年陸羽地震の地表変位は、調査地である上四天地地区

では知られていない。イベント１に伴う上下変位は、幅広い撓曲変形とはいえ、上下変位

3.2ｍと十分に視認できる大きさである。松田・他（1980）は、地表地震断層の出現位置や

変位量を地元住民への丹念な聞き取りと地表踏査によるものであり、３ｍの顕著な地震時

変位が見過ごされたとは考えにくい。また、イベント１の発生年代は、陸羽地震よりも古い

時期に限定された。よって、本調査によるイベント１は、陸羽地震に伴う上下変位ではなく、

それ以前に生じたイベントと判断できる。 

イベント２：イベント２は、Ｆ層・湖沼性堆積物の堆積後、Ｅ層・扇状地礫層の堆積前に

生じた。Ｆ層は両トレンチでみられ、一部が上位のＤ層に浸食される。Ｂトレンチでは、壁

面の南端付近に露出し、上位よりも急斜する。上位のＥ層との境界の傾斜は 20°Ｗ程度で

あり、湖沼性堆積物の初生的な傾斜がほぼ水平であるのに対し、強い変形を受けたことを示

す。Ｂトレンチ内のＦ層は白色の粘土を主体とし、腐植質な部分が示す内部構造は不明瞭な

がら 20°Ｗ程度とＦ層上面と概ね平行である。Ｂトレンチでは、Ｆ層の上位をＥ層・チャ

ンネル堆積物がアバットして堆積する。Ｅ層も既述のＣ層と同様に、Ｂトレンチ内で西へ傾

斜して堆積するとともに、東へ向かって層厚が減じる。Ａトレンチ内では、Ｅ層に対比され

る地層は露出せず、下位のＦ層を直接不整合にＤ層が覆っている。よって、Ｅ層は撓曲崖付

近でせん滅し、下位のＦ層にアバットするものと判断できる。Ｆ層の上面はＢトレンチのト

レンチ底付近では概ね水平になり、変形帯を離れたＦ層の累積上下変位は西側低下 5.5ｍで

ある。よって、この累積変位量と上述のイベント１に伴う上下変位量を差し引きして、イベ

ント１に伴う地震時上下変位は 2.3ｍである。以上から、イベント２はＦ層堆積後、Ｅ層堆

積前に地震時上下変位 2.3ｍを伴って生じた。 

イベント２の発生年代は、Ｆ層とＤ層の堆積年代から限定される。Ｆ層の最も新しい年代

値として 9570±30 y.B.P.（10700〜11100 calBP）が得られた。上位のＥ層からは堆積年代

を示す年代試料は得られていない。さらに上位のＤ層の最も古い年代として、8760±30 

y.B.P.（9560〜9900 calBP）が得られた。イベント２はＦ層堆積後、Ｅ層堆積前であること

から、発生年代は 9560〜11100 calBPに限定され、約 9600〜11100年前に生じたと推定さ

れる。 

以上のイベント１および２の発生年代をもとに、上四天地地区における活動間隔を推定

する。イベント１の年代約 4600〜9400 年前とイベント２の年代約 9600〜11100 年前から、

２回のイベントの年代を単純に差し引きした場合、200〜6500年が求まる。ただし、200年
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の発生間隔は、一般に海溝型地震やプレート境界断層並みの短さであり、内陸活断層の平均

変位速度Ｂ級の活動間隔とは考えにくい。そのため、最近２回のイベントから間隔を求める

方法としては妥当ではない。それぞれのイベント年代の中央値で比較した場合、イベント１

は約 7000年前、イベント２は約 10400年となり、両者の発生間隔は約 3400年となる。推定

誤差は、それぞれの誤差の二乗和の平方根から 2500年と求まる。この算出方法では、発生

間隔は 3400±2500年程度と推定される。 

 

3) 上四天地地区における活動間隔と周辺との比較検討 

上四天地地区において最近２回の活動時期が明らかとなり、その活動間隔は活動時期の

範囲中央から算出した場合、3400 年程度と求められる。これは、推定幅が大きいものの、

南部区間で過年度事業で推定された間隔とオーダーとしては同程度である。しかし調査地

点毎に詳しくみると、南部区間の活動間隔 2100〜2500 年（横手平鹿地区）、1600〜1900 年

（吉沢川睦成地区）、2900〜3500年（湯沢前森地区）と比較して、誤差を考慮すれば有意に

長い。 

また、最新の地震時変位は 3.2ｍ、１つ前のイベント２に伴う上下変位は 2.3ｍである。

両イベントの上下変位は、地震断層長に換算して 20〜30kmに相当する。調査地が南部区間

の北端付近に位置することを考慮すれば、これらの顕著な上下変位が南部区間が活動した

際の地震断層末端で生じたとは考えにくい。したがって、イベント１と２はいずれも北部区

間と南部区間が連動した場合の上下変位とみることが妥当である。この解釈に基づけば、こ

こで求められた活動間隔は、北部区間と南部区間の連動間隔を示す可能性がある。 

これらを総合して、北部区間の活動間隔は 3400年程度、南部区間は場所により異なる値

であるものの、1600〜3500 年程度、両区間の連動間隔は 3400±2500 年程度と推定される。

この推定に基づけば、北部区間単独と南部区間単独の活動は同程度か、もしくは南部区間が

やや高頻度であり、数回に１回程度の割合で連動イベントが生じる可能性がある。 

 

(e)結論ならびに今後の課題 

横手盆地東縁断層帯（南部）を対象として、過年度事業により間接的な手法で算出され

た平均活動間隔を直接的な手法によって検証するため、トレンチ・ドローン LiDAR 調査を実

施した。 

南部区間を構成する金沢断層北端に位置する美郷町上四天地地区において、ドローン

LiDAR による地形解析、トレンチ調査を実施し、西側低下の撓曲崖および地層の撓曲変形を

確認した。その結果、最近２回の活動が識別され、最新活動時期は約 4600〜9400年前、１

つ前の活動は約 9600〜11100年前と推定された。これらを基に、活動間隔は 3400±2500年

程度と算出される。また、最新活動に伴う地震時上下変位は 3.2ｍ、１つ前のイベント２に

伴う上下変位は 2.3ｍと計測された。同地区では、1986年陸羽地震に伴い地表地震断層が出

現していないため、上下変位 2.3ｍを伴う最新活動は同地震以前の活動に伴うものと判断さ
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れる。 

上四天地地区で推定された活動間隔は、北部区間と南部区間それぞれで推定されてきた

活動間隔と比較して長い可能性が高い。よって，上四天地地区が南部区間の北端付近に位置

することも考慮すれば、最近２回の活動に伴う顕著な上下変位は、北部区間と南部区間が連

動したイベントを記録している可能性が高い。この場合、北部区間と南部区間はそれぞれ同

程度の頻度、もしくは南部区間がやや高頻度で大地震を生じ、連動イベントはそれらの数回

に１回程度の割合で生じたものと推定される。 

以上、令和５年度は、南部区間の北端付近の金沢断層・美郷町上四天地地区において、

新たな活動時期、活動間隔、地震時変位量が得られた。これまでの結果を総合し、上四天地

地区の活動間隔が北部区間と南部区間の連動間隔を示すと考えた場合、南部区間で推定さ

れた活動間隔は概ね妥当なものである。今後、１回の変位量や活動間隔のばらつきも考慮し

て、直接的な手法と平均的な手法による平均活動間隔の算出について、妥当性を検討する必

要がある。 
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表２ 美郷町上四天地地区における地質・層序表 

 

 

 

  

記号 色 層厚 分布（壁面） 層相

A 表土 砂礫混じりシルト 褐 20～50㎝
Aトレンチ（N，S）

Bトレンチ（N，S）
耕作土～表土。巨礫をあまり含まない。

B 埋め土 シルト混じり砂礫 黒褐 80～100㎝ Bトレンチ（N，S）
Bトレンチの西側に分布する。φ2-200 mmの亜円～亜角礫を含み，非常に淘汰が悪

い。陶器の破片を含み，地点2のグリッド6付近では，人口の水路の痕跡が見られる。

C チャネル堆積物 シルト混じり砂礫 青灰～淡褐 40～120㎝ Bトレンチ（N，S）

Bトレンチに分布する。φ5-350 mmの亜角～角礫を主とし，非常に淘汰が悪い。安山

岩礫を主とし，扁平状の礫を多く含む。複数のチャネル堆積物が重なって堆積してお

り，グリッド1～8付近では巨礫を含まない。

D 扇状地性堆積物 シルト混じり砂礫～砂 青灰 50～220㎝
Aトレンチ（N，S）

Bトレンチ（N，S）

Aトレンチ，Bトレンチに分布する。シルト混じり砂層に，レンズ状に砂礫を挟む。地

点1では大部分が酸化色を帯びる。地点2の東側は，礫をあまり含まず，シルト～砂が

分布し，ローム質である。安山岩礫に加え，凝灰岩礫やスコリアを含む。部分的にマ

ンガンが薄層状に濃集する。また，腐植質シルト層を複数挟み，材片を含む。礫は風

化しており，ねじり鎌で削ることが出来る程度に脆い。

E チャネル堆積物 シルト～シルト混じり砂礫 青灰 20～120㎝ Bトレンチ（N，S）

Bトレンチの東側に分布し，全体に西側に傾斜してグリッド9～10付近でトレンチ底面

に交差する。流路が壁面に直交する（南北方向）複数のチャネル堆積物からなる。礫

はφ10～40 mm程度の円礫～亜円礫からなり，礫種は安山岩，凝灰岩，シルト岩，ス

コリア等である。礫は風化し，ねじり鎌で削ることが出来る程度に脆い。

F 湖沼性堆積物 粘土混じり砂礫～粘土 青灰～白灰 60～80㎝
Aトレンチ（N，S）

Bトレンチ（N，S）

Aトレンチの下部およびBトレンチの東側に分布する。白色の粘土を主とし，レンズ状

の砂礫を挟んで互層状となる。礫はφ10～30 mm程度の亜円～円礫を主とする。礫種

は凝灰岩を主とし，風化してねじり鎌で削ることが出来る程度に脆い。

地質
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表３ 美郷町上四天地地区における放射性炭素同位体年代測定の結果 

斜体の年代は、層序と矛盾する年代値を示す。 

 

 

  

Trench Wall Unit sample type of material
Measured Radiocarbon

Age

Conventional Radiocarbon

Age
cal 13C Pretreatment

B S-wall B MST-2-6 wood 920 30 910 30 95.4% probability|(95.4%) 1040 - 1214 cal AD (910 - 736 cal BP) | -25.43 acid/alkali/acid

B S-wall C MST-2-5 organic sediment 3860 30 3910 30 95.4% probability|(95.4%) 2470 - 2295 cal BC (4419 - 4244 cal BP) | -22.21 acid washes

B S-wall C MST-2-4 organic sediment 4150 30 4150 30 95.4% probability|(95.4%) 2876 - 2626 cal BC (4825 - 4575 cal BP) | -24.84 acid washes

A N-wall D upper MST-1-6 organic sediment 3540 30 3600 30
95.4% probability|(95.1%) 2035 - 1882 cal BC (3984 - 3831 cal BP)

|(0.3%) 1835 - 1831 cal BC (3784 - 3780 cal BP) |
-21.41 acid washes

A N-wall D MST-1-4 charred material 8290 30 8270 30
95.4% probability|(74.8%) 7380 - 7179 cal BC (9329 - 9128 cal BP)

|(20.6%) 7464 - 7396 cal BC (9413 - 9345 cal BP) |
-25.91 acid/alkali/acid

A N-wall D MST-1-3 plant material 8370 30 8360 30 95.4% probability|(95.4%) 7521 - 7344 cal BC (9470 - 9293 cal BP) | -25.62 acid/alkali/acid

A N-wall D MST-1-5 charred material 8380 30 8360 30 95.4% probability|(95.4%) 7521 - 7344 cal BC (9470 - 9293 cal BP) | -26.31 acid/alkali/acid

B S-wall D MST-2-3 organic sediment 8500 30 8510 30 95.4% probability|(95.4%) 7591 - 7526 cal BC (9540 - 9475 cal BP) | -24.69 acid washes

A N-wall D MST-1-1 wood 8820 30 8760 30
95.4% probability|(94%) 7948 - 7653 cal BC (9897 - 9602 cal BP) |(1.4%)

7622 - 7611 cal BC (9571 - 9560 cal BP) |
-28.5 acid/alkali/acid

B S-wall F upper MST-2-2 plant material 9610 30 9570 30 95.4% probability|(95.4%) 9144 - 8792 cal BC (11093 - 10741 cal BP) | -27.33 acid/alkali/acid

B N-wall F upper MST-2-1 organic sediment 13520 50 13520 50 95.4% probability|(95.4%) 14559 - 14181 cal BC (16508 - 16130 cal BP) | -25.01 acid washes

A N-wall F MST-1-7 organic sediment 10010 40 9970 40
95.4% probability|(74.8%) 9561 - 9309 cal BC (11510 - 11258 cal BP)

|(19.3%) 9670 - 9571 cal BC (11619 - 11520 cal BP) |(1.3%) 9737 - 9723
-27.71 acid washes

A N-wall F MST-1-8 organic sediment 10170 40 10120 40
95.4% probability|(82.4%) 9935 - 9652 cal BC (11884 - 11601 cal BP)

|(8.1%) 9629 - 9547 cal BC (11578 - 11496 cal BP) |(3.3%) 9489 - 9455
-28.02 acid washes
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図 21 横手盆地東縁断層帯と南部区間の位置 

活断層分布は本研究及び産総研活断層データベース（産業技術総合研究所、2020）

による。基図は産総研・地質調査総合センターのシームレス地質図。 
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図 22 美郷町上四天地地区周辺の活断層分布 
基図は、地理院地図による活断層図。 
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図 23 上四天地地区周辺のドローン LiDAR による地形陰影図 

赤線は、米軍撮影の空中写真で判読された撓曲崖の変形フロント、赤破線は伏在断

層。基図は、ドローン LiDAR による 0.1mDEM。 
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図 24 上四天地地区Ａトレンチ北壁面の写真 
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図 25 上四天地地区Ａトレンチ南壁面の写真 
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図 26 上四天地地区Ｂトレンチ北壁面の写真 
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図 27 上四天地地区Ｂトレンチ南壁面の写真 
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図 28 上四天地地区Ａトレンチ北壁面のスケッチ 
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図 29 上四天地地区Ａトレンチ南壁面のスケッチ 
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図 30 上四天地地区Ｂトレンチ北壁面のスケッチ 
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図 31 上四天地地区Ｂトレンチ南壁面のスケッチ 
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図 32 上四天地地区における地形地質断面図 
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３．３ 長野盆地西縁断層帯（麻績区間）の調査 

 

（１）業務の内容 

 

 (a) 業務題目 長野盆地西縁断層帯（麻績区間）の調査 

 

 (b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

信州大学 

主任研究員 

教授 

吾妻 崇 

廣内 大助 

 

 (c) 業務の目的 

長野盆地西縁断層帯（麻績区間）（以下、「麻績断層」）は、長野県の東筑摩郡麻績村か

ら同筑北村にかけて、北東－南西方向に伸びる長さ約 17 km の逆断層である。長期評価

では最新活動時期、平均変位速度および平均活動間隔がいずれも不明となっているため、

将来の地震発生確率を算出することができていない。この活断層に沿って分布する河成

段丘がこの活断層によって変位を受けている可能性があるが、これまで詳細な調査が実

施されていない。そこで、断層変位地形の詳細な地形解析を実施して上下変位量を求める

とともに、ボーリング調査等によって変位基準となる地形面の年代を明らかにし、この活

断層の上下成分の平均変位速度の推定を試みる。なお、断層変位地形の変形量計測の一部

には、ドローンを用いて取得された詳細デジタル地形データを用いる。 

 

 (d) 年度毎の実施業務の要約 

  1) 令和４年度 

麻績断層の既往成果の整理を行うとともに、空中写真を用いた地形判読を実施し、予

察的な活断層図を作成した。麻績村下井堀地区においてドローン LiDAR を用いて地形デ

ータを取得し、詳細デジタル標高モデルを作成した。また、同地区においてボーリング調

査を実施し、地質の概要を調査した。 

 

  2) 令和５年度 

令和４年度に作成した下井堀地区及びその他の地区について、地形面の形成年代を明

らかにするためにボーリング調査とトレンチ調査（もしくはピット調査）を実施した。ボ

ーリングコアやトレンチ（ピット）壁面から採取した炭素試料や火山灰試料について分析

を行い、それらの年代を明らかにした。得られた年代データと前年度に明らかにした変位

量データに基づき、麻績断層の平均変位速度（上下成分）を算出した。 

 

 3) 令和６年度 

なし 

 

（２）令和６年度の成果 



 188 

なし 

 

（３）令和４〜６年度の成果 

(a) 業務の要約 

麻績断層は、長野県の東筑摩郡麻績村から同筑北村にかけて、北東－南西方向に伸び

る長さ約 17 km の逆断層である（図１）。令和４年度には、麻績断層の既往成果の整理を

行うとともに、麻績村下井堀地区においてドローン LiDARを用いて地形データを取得し、

詳細デジタル標高モデルを作成した。また、同地区においてボーリング調査を実施し、地

質の概要を調査した。令和５年度には、麻績村下井堀地区において群列ボーリング調査を

実施し、麻績断層の平均変位速度（上下成分）の検討を実施した。 
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図１ 麻績断層の位置（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2015 を編集） 

麻績断層の位置を赤線で示した。 

 

(b) 業務の実施方法 

 1) 既往研究の整理 

令和４年度に、麻績断層に関する既往研究に関する情報について、論文・報告書等を

収集して内容を精査し、これまでに得られている知見を整理する。 

 

2) 調査地の選定 
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令和４年度に、空中写真を用いた地形判読と現地での地形確認調査を実施し、ドロー

ン LiDAR を用いた地形測量及びボーリング調査の実施地点の候補地を選定する。 

 

3) 地形計測と詳細デジタル標高モデルの作成 

令和４年度に、麻績村下井堀地区においてドローン LiDAR を用いて地形計測を実施し、

詳細デジタル標高モデルを作成する。 

 

4) トレンチ（もしくはピット）調査 

 令和５年度に、麻績断層においてトレンチもしくはピットを掘削し、活断層の存在及

びその詳細な位置を確認するとともに、麻績断層の活動履歴に関する情報を取得する。 

 

5) ボーリング調査 

令和４年度と令和５年度に、麻績村下井堀地区においてボーリング調査を実施し、麻

績断層周辺における地質の概要を確認するとともに、平均変位速度の算出に必要な試料

を採取する。 

 

6) 年代測定 

麻績断層の活動履歴及び平均変位速度の検討を行うため、令和５年度に、トレンチ（ピ

ット）調査あるいはボーリング調査によって採取された試料について放射性炭素年代測

定を実施する。 

 

7) 平均変位速度（上下成分）の検討 

令和５年度に、調査によって明らかにされた地形面の上下変位量及び地形面の形成年

代に基づき、麻績断層の平均変位速度（上下成分）について検討する。 

 

 

(c) 業務の成果 

1) 既往研究の整理 

 令和４年度に、麻績断層に関する既往研究に関する情報を、論文・報告書等を収集し

て内容を精査し、これまでに得られている知見を整理した。 

麻績村周辺の活断層については、活断層研究会編（1980，1991）が長さ約３ km の北西

-南東走向のリニアメント（確実度Ⅲ）を図示しているが、詳細な情報は記載していない。

田力・松多（2005）は、麻績村を含めた犀川流域における河成段丘の高度分布から同地域

の地殻変動について論じたが、麻績川沿いには活断層の存在を示していない。田力・他

（2013）は、詳細な空中写真判読の結果に基づき、河谷の屈曲や段丘面上の低断層崖、狭

長なバルジと凹地などの断層変位地形を見出し、長野盆地西縁断層帯に連続するような

北東-南西走向のリニアメントを図示した。麻績村誌（上巻）（麻績村誌編纂会編，1989）

には、田力・他（2013）が示したリニアメント付近に北北東-南南西走向の市野川断層を

図示するとともに、その露頭スケッチを示した。また、このリニアメントの南東延長に当

たる麻績川右岸において、やや不明瞭な撓曲崖や逆向きの傾動といった断層変位地形が
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存在することを指摘した。さらに、田力・他（2013）は、麻績川支流の東条川沿いにおい

て、段丘面の背斜状変形、支流扇状地末端の撓曲、閉塞凹地等の断層変位地形を見出し、

ここに南北走向で西側隆起の活断層の存在を推定した。この東条川沿いの活断層は、５万

分の１地質図「坂城」（加藤，1980）に示されている七ツ松断層及び七ツ松向斜と並走す

る。 

麻績村周辺では、1890 年 1 月 7 日にマグニチュード 6.2 の地震が発生し、山崩れや道

路の破損、家屋・土蔵の被害が報告されている（宇佐美ほか，2013）．また、1967 年 1 月

16 日にマグニチュード 5.2 の地震が聖高原周辺で発生しているが、被害の報告はない。 

 

2) 調査地の選定 

令和４年度に、空中写真を用いた地形判読と現地での地形確認調査を実施し、地形断

面計測を行う測線の位置を検討した。 

 

3) 地形計測と詳細デジタル標高モデルの作成 

令和４年度に、麻績村下井堀地区においてドローン LiDAR を用いて地形計測を実施し、

詳細デジタル標高モデルを作成した。 

ドローン LiDAR 計測の仕様を表１に示す。計測点間隔については、データ密度が 0.25 

m×0.25 m に１点以上を満たす距離で設定した。対地高度は、計測範囲の地形条件、IMU

やレーザースキャナーの性能を踏まえて決定した。飛行速度、レーザー拡散角、スキャン

回転数などは、設定した計測点間隔を満たすように個別に設定した。 

飛行計画は、現地において、測量範囲、測量範囲内の建造物・交通状況・電線および

高圧線の設置箇所を確認して作成し、飛行高度、速度、ルートは視認性を必要とされる三

次元計測データの規格を満たすように設定した。計測範囲を図２に示す。 

ドローンの飛行は、策定した飛行計画に基づき、自動航行ソフトに入力された飛行経

路に沿って、自動航行で行った。使用したドローンは DJI 社の Matrice300RTK である。

飛行経路にはラップ範囲を設け、隙間なくデータを採取するため、測量範囲を折り返しな

がら連続的に計測を行った。 

ドローン LiDAR 計測によって得られたレーザー測距データ、GPS データ、IMU データに

基づき、現地の地形のオリジナルデータを作成した（図３）。点密度は 100 点/m2を満たす

ものとした。オリジナルデータについて、コース間検証、調整点を用いた検証、検証点を

用いた検証、点密度の検証等の精度検証を行った。 

オリジナルデータから、建物、樹木等の地物を取り除いたグラウンドデータを作成し

た。自動フィルタリングで大まかに地物を取り除いた後、簡易オルソ画像を参照して、自

動フィルタリングで除去できなかった余分な点を細かく除去した。 

グラウンドデータから、数値データを格子状に並べたグリッドデータを作成した。必

要に応じて、傾斜変換点やフィルタリングで除去された欠損範囲をブレークラインで補

った。その上で、不規則三角形網（TIN）による補完法を用いて、内挿補完を行った。デ

ータ補完後、格子間隔を 0.25 m メッシュとしてグリッド形式のデジタル標高モデル（DEM）

を作成した。 

作成したグリッドデータに基づき、等高線図（図４）や陰影段彩図（図５）を作成し
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た。 

 

 

表１ 麻績断層下井堀地区で実施したドローン LiDAR 計測の仕様 

 

システム種別 Terra Lider One 

計測点間隔 進行方向：5.3 cm 横断方向：5.3 cm 

対地高度 70 m 

飛行速度 7.0 m/s 

コース数 66 

コース間重複度 60 % 

レーザー走査角 ±35˚ 

レーザー拡散角 3.0 mrad 以上 

パルスレート 240 kHz 

パルスモード ３パルス 

ビーム径（地上部） 34.21 cm（水平） 3.67 cm（垂直） 

有効計測角 70 deg（水平方向） 

有効計測幅 100 m 

IMU の精度（ロール角） 0.030 deg（RMS） 

IMU の精度（ピッチ角） 0.030 deg（RMS） 

IMU の精度（ヘディング角） 0.180 deg（RMS） 

使用する固定局 電子基準点 R 麻績 
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図２ 麻績断層下井堀地区で実施したドローン LiDAR 計測の実施範囲 

 

 

図３ オリジナルデータを用いて作成した下井堀地区の地形鳥瞰図 
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図４ 下井堀地区の等高線図 
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図５ 下井堀地区の陰影段彩図 

 

 

4) トレンチ（もしくはピット）調査 

 令和５年度に、麻績断層の活動履歴に関する情報を取得するため、トレンチ調査を計

画した。トレンチを掘削する地点について複数の候補地を挙げて用地交渉を行ったが、許

可を得ることができなかったため、ボーリング調査に振り替えることとした。 

 

5) ボーリング調査 

令和４年度と令和５年度に、麻績村下井堀地区においてボーリング調査を実施し、麻

績断層周辺における地質の概要を確認するとともに、地形面の形成年代を推定するため

の地質試料を採取した。ボーリングは令和４年度に５箇所、令和５年度に８箇所の計 13

箇所で実施した（図６）。令和４年度に掘削したボーリングの孔名は R4-No.1 から R4-No.4

および R4-No.7 とした。R4-No.5 と R4-No.6 については、調査数量の関係で掘削地点を

R4-No.7 に変更した。令和５年度に掘削したボーリングの孔名は、R5-No.1 から R5-No.8

とした。掘削方向はいずれも鉛直とした。 
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図６ 下井堀地区のボーリング掘削位置図 

灰色は令和４年度にボーリングを実施した地点を、水色は令和５年度にボーリングを実

施した地点を示す。赤破線は麻績断層が通過すると想定される位置を示す。赤い矢印は撓

曲崖を、大きな黒矢印は地形面の異常な傾斜とその方向を示す。活断層、撓曲崖、地形面

の異常傾斜の位置は、田力・他（2023）に基づく。 

 

 

 

以下に、各地点で掘削されたボーリングコアの層序について記載する。 

 

【R4-No.1】 

R4-No.1 は下井堀地区の集落内を流れる吉田川の右岸に位置する孤立丘の西側で掘削

した（図６）。掘削深度は４m とした。R4-No.1 のボーリングコアの写真を図７に、層序区

分図を図８に示す。 

地表から深度 0.30 m までは暗褐色の表土である。 
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深度 0.30 m から深度 0.80 m までは、径 2〜10 mm の円礫や 20〜30％の細砂〜中砂を

含む茶褐色の礫混じり砂質シルトである。 

深度 0.80 m から深度 1.72 m までは、コア長 5〜45 cm の硬質な安山岩礫を主体とする

灰白色〜褐色のシルト混じり砂礫で、基質はシルト分を 30〜40％含む細凝灰質のシルト

質砂からなる。 

深度 1.72 m から深度 2.15 m にかけては、細粒分を 30〜40％含む細砂〜中砂からなる

灰褐色の凝灰質礫混じり砂で、径 10〜20 mm の円礫を少量含む。このうち、深度 1.80 m

から深度 1.92 m の間には、傾斜 10〜20˚でシルト状の火山灰層を挟む。 

深度 2.15 m から深度 2.77 m にかけては、径 5〜30 mm の円礫を主体とする淡褐色の砂

礫である。基質はシルト混じり中砂〜粗砂で、礫率は 50％程度である。礫種は安山岩、

風化した凝灰岩、泥岩からなる。 

深度 2.77 m から深度 4.00 m までは、暗灰色の泥岩である。泥岩は均質で、固結度は

やや低く、ハンマの打撃で割れる程度の硬さである。傾斜 20˚程度の節理が発達し、節理

面が強く褐色化している。径 20〜30 mm の砂質泥岩の偽礫を含み、玉ネギ状風化がみら

れる。 

 

 

図７ 下井堀地区で掘削したボーリング（R4-No.1）のコア写真 

 

 

図８ 下井堀地区で掘削したボーリングコア（R4-No.1）の層相区分図 
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【R4-No. 2】 

R4-No.2 は R4-No.1 から約 140 m 南側へ移動した地点で掘削した（図６）。掘削深度は

17 m とした。R4-No.2 のボーリングコアの写真を図９に、層序区分図を図 10 に示す。 

地表から深度 0.80 m までは中砂〜粗砂を 20％程度含む暗褐色の砂質シルトで、径 2〜

5 mm 程度の細礫を少量含むほか、深度 0.70 m に安山岩礫を含む。全体に不均質であり、

盛土の可能性もある。打ち込み方式で掘削したため、コアが 30 cm 程度縮んでいる。 

深度 0.80 m から深度 1.25 m にかけては、中砂〜粗砂を 30%程度含む褐色の礫混じり

砂質シルトからなり、径 5〜10 mm の礫を少量含む。このうち、深度 0.80 m から深度 0.85 

m には、径 2〜10 mm のチャートと安山岩の円礫が密集する。 

深度 1.25 m から深度 2.27 m にかけては、淡褐色の砂礫である。径 20〜30 mm の円礫

〜亜円礫を主体とし、コア径を超える大きさの安山岩礫が点在する。基質はシルト混じり

中砂からなる。礫率は 70〜80％であり、礫種は安山岩を主体とし、砂岩、凝灰岩、チャ

ートを含む。 

深度 2.27 m から深度 3.75 m にかけては、淡褐色の礫混じりシルト質砂である。径 10

〜40 mm の円礫〜亜円礫を 20〜30％含んでおり、細粒分は 30〜40％程度である。礫種は

安山岩、砂岩、泥岩、凝灰岩など多種で、チャートの円礫が目立つ。深度 3.55 m 以深で

は、暗紫色のシルトを斑点状に含む。 

深度 3.75 m から深度 4.60 m にかけては、淡褐色の砂礫である。長軸が垂直方向に配

列するコア長 10〜20 cm の安山岩の円礫を主体とする。径 10〜50 mm の円礫〜亜円礫を

含み、礫率は 50〜60％で、基質は中砂〜粗砂である。 

深度 4.60 m から深度 9.00 m にかけては、淡褐色の砂礫である。径 20〜50 mm の円礫

〜亜円礫を主体とし、コア径を超える大きさの安山岩礫を所々に含む。基質は中砂〜粗砂

からなる。礫率は 70〜80％で、礫種は安山岩、砂岩、泥岩、凝灰岩、チャート、ひん岩

など多種である。深度 5.88 m 付近には炭化したクルミを含む。また、深度 7.80 m から

深度 8.00 m にコア長 20 cm の花崗岩を含む。深度 8.57 m から深度 8.68 m に、傾斜 10˚
程度の葉理が発達する凝灰質の中砂〜粗砂を挟む。コア径を超える大きさの砂岩礫であ

る可能性もあるが、この砂よりも上位の砂礫層が強く赤褐色化していることから、薄層と

判断した。 

深度 9.00 m から深度 9.80 m にかけては、灰黄色の砂礫である。コア長 10〜15 cm の

弱風化した円礫を主体とし、礫率は 50％程度である。基質は凝灰質のシルト混じり細砂

〜中砂である。深度 9.70 m から深度 9.80 m にコア長 10 cm の花崗岩を含む。 

深度 9.80 m から深度 10.17 m にかけては、灰白色〜灰黄色の凝灰質シルトである。細

砂〜中砂を 20〜30％含む。 

深度 10.17 m から深度 10.85 m にかけては、灰白色〜灰黄色の凝灰質シルト混じり砂

である。細粒分を 5〜10％含む。深度 10.20 m から深度 10.33 m までは、径 5 mm 前後の

細礫を 30％程度含む。 

深度 10.85 m から深度 11.55 m にかけては、灰白色〜灰黄色の凝灰質砂質シルトであ

る。細砂を 20〜30％程度含み、径 5〜10 mm の円礫を少量含む。深度 10.85 m から深度

11.00 m は、微細砂を少量含む均質なシルトである。 

深度 11.55 m から深度 12.75 m にかけては、黄褐色〜灰黄色の砂礫である。径 20〜50 
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mm およびコア長 5〜10 cm の円礫〜亜円礫を主体とする。基質は中砂〜粗砂で、礫率は 60

〜70％程度である。深度 12.00 m から深度 12.20 m は、径 20〜30 mm の礫を主体とし、

礫率が 30〜40％となる。 

深度 12.75 m から深度 13.20 m までは、灰黄色の礫質砂である。径 20〜50 mm の円礫

〜亜円礫を 20〜30％程度含む。深度 13.20 m 付近にシルトの薄層を挟む。 

深度 13.20 m から深度 17.00 m までは、淡褐色の砂礫である。径 20〜100 mm の円礫〜

亜円礫を主体とし、コア長 10〜20 cm の礫が点在する。礫率は 60〜70％程度で、礫種は

安山岩、砂岩、泥岩、凝灰岩、チャートなど多種である。 

 

図９ 下井堀地区で掘削したボーリング（R4-No.2）のコア写真 
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図 10 下井堀地区で掘削したボーリングコア（R4-No.2）の層相区分図 
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【R4-No.3】 

R4-No.3 は下井堀地区の集落内を流れる吉田川の右岸に位置する逆傾斜した段丘面上

で掘削した（図６）。掘削深度は 3 m とした。R4-No.3 のボーリングコアの写真を図 11 に、

層序区分図を図 12 に示す。 

地表から深度 0.30 m までは、暗褐色の表土である。 

深度 0.30 m から深度 2.20 m までは、細砂〜中砂を 20〜30％含む暗褐色〜灰褐色の砂

質シルトである。全体に径 5 mm 程度の細礫を含み、斑点状に黒褐色のマンガンが濃集す

る。深度 1.50 m から深度 1.70 m に、径 20〜40 mm のチャートと発泡した安山岩の円礫

を含む。 

深度 2.20 m から深度 3.00 m までは、灰褐色のシルト混じり砂礫である。コア長 10〜

40 cm の安山岩の円礫を主体とし、径 10〜20 mm の円礫を含む。礫率は 70％程度である。

基質は、風化により軟質化し、指圧でつぶれて砂質シルト状になる。 

 

 

図 11 下井堀地区で掘削したボーリング（R4-No.3）のコア写真 

 

 

図 12 下井堀地区で掘削したボーリングコア（R4-No.3）の層相区分図 
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【R4-No.4】 

R4-No.4 は下井堀地区の集落内を流れる吉田川の右岸に位置する逆傾斜した段丘面上

で、R4-No.3 から約 30 m 南側へ移動した場所で掘削した。掘削深度は３m とした。R4-No.4

のボーリングコアの写真を図 13 に、層序区分図を図 14 に示す。 

地表から深度 0.45 m までは暗褐色の表土である。 

深度 0.45 m から深度 0.75 m までは、細砂〜中砂を 20〜30％含む暗褐色〜褐灰色の砂

質シルトで、径 5 mm 前後の砂礫を少量含む。 

深度 0.75 m から深度 1.75 m までは、細砂〜中砂を 20％程度含む灰褐色の砂質シルト

で、全体に黒褐色のマンガンが斑状点に濃集する。このうち、深度 1.50 m から深度 1.70 

m に径 20〜30 mm のチャートと安山岩の円礫を含む。 

深度 1.75 m から深度 3.00 m までは、黄褐色〜灰褐色のシルト混じり砂礫であり、径

5〜20 mm の円礫を主体とし、コア長 40 cm の安山岩礫を含む。基質は風化により軟質化

しており、指圧でつぶれ、砂質シルト状になる。礫率は 50〜60％程度である。深度 1.75 

m から深度 2.20 m 付近までは黄褐色化している。 

 

 

図 13 下井堀地区で掘削したボーリング（R4-No.4）のコア写真 

 

 

 

図 14 下井堀地区で掘削したボーリングコア（R4-No.4）の層相区分図 
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【R4-No.7】 

R4-No.7 は、R4-No.1 と R4-No.2 の間で掘削した。R4-No.1 からは約 100 m、R4-No.2 か

らは約 40 m 離れている（図６）。掘削深度は 10 m とした。R4-No.2 と同じ敷地の北縁付

近であり、現況は草地である。図 15 に R4-No.7 のボーリングコアの写真を、図 16 に層

序区分図を示す。 

地表から深度 0.18 m までは暗褐色の表土である。 

深度 0.18 m から深度 0.65 m までは、暗褐色〜褐色の礫混じり砂質シルトである。細

砂〜中砂を 20〜30％程度含む砂質シルトを主体とするが、径 5〜20 mm の亜円〜亜角礫を

含んであり、全体的に不均質である。盛土の可能性もある。 

深度 0.65 m から深度 1.40 m までは、灰褐色の礫混じり砂質シルトである。細砂〜中

砂を 20〜30％程度含む砂質シルトを主体とし、深度 0.75 m から深度 0.85 m に径 20〜40 

mm のチャートと安山岩の円礫を含む。 

深度 1.40 m から深度 3.20 m までは、淡褐色の砂礫である。コア長 5〜30 cm の安山岩

の円礫を主体とする。基質は中砂〜粗砂で、礫率は 60％程度である。 

 

 

図 15 下井堀地区で掘削したボーリング（R4-No.7）のコア写真 
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図 16 下井堀地区で掘削したボーリングコア（R4-No.7）の層相区分図 

 

深度 3.20 m から深度 3.68 m までは、淡褐色の砂礫である。径 10〜30 mm の円礫およ

び径 50 mm 前後の安山岩の円礫を主体とする。基質は中砂〜粗砂で、礫率は 70％である。

礫種は、安山岩、砂岩、チャートを含んでおり、多種である。 

深度 3.68 m から深度 3.95 m までは、灰白色〜褐色のシルト質砂である。細粒分を

20％程度含む中砂を主体とし、層厚 5〜20 mm の凝灰質シルトの薄層を複数挟む。薄層の

傾斜は、水平〜10˚程度である。 

深度 3.95 m から深度 6.40 m までは、淡褐色の砂礫である。径 5〜30 mm の円礫を主

体とし、コア長 5〜10 cm の安山岩礫を所々に含む。基質は中砂〜粗砂で、礫率は 60％程

度である。礫種は、安山岩、ひん岩、泥岩、砂岩、凝灰岩などで、堆積岩は風化により褐

色化している。径 10 mm 以下のチャートの円礫も少量含む。 

深度 6.40 m から深度 7.68 m までは、灰白色の凝灰質砂質シルトである。細砂〜中砂

を 20〜30％含むほか、径 5〜10 mm の円礫を全体に少量含む。深度 7.50 m から深度 7.65 

m にかけては強い褐色を帯び、径 5〜10 mm の礫を密に含むほか、炭化物を所々に含む。 

深度 7.68 m から深度 10.00 m までは、紫灰色〜灰色の凝灰質シルト混じり砂である。

凝灰質の細砂〜中砂で、全体に炭化物や細礫を含んでおり、深度 8.00 m 付近には木片を

含む。深度 9.00 m 以深は青灰色を呈し、シルトの薄層を所々に挟む。 

 

 

【R5-No.1】（図 17、図 18） 

深度 0.00-0.45 m には、暗褐色の砂質シルトが分布する。上部 10cm は暗灰の耕作土で

ある。中砂～粗砂を 20～30％含む。 

深度 0.45-2.07 m には、淡褐色の砂礫が分布する。径 5-10 mm の亜円～円礫を主体と
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し、亜角礫を含む。礫量は 50％程度で、最大礫径は約 60 mm である。基質はシルト分を

10-15％含む中～粗砂である。 

深度 2.07-2.68 m には、灰白色の凝灰質砂質シルトが分布する。シルトを 20％含む凝

灰質な細砂～中砂を主体とする。半固結状で、径 5-10 mm の亜円～亜角礫を少量含む。 

深度 2.68-3.22 m には、淡褐色の砂礫が分布する。 

深度 3.22-3.45 m には、灰白色の凝灰質砂質シルトが分布する。細～中砂を 20％含む

ほか、径 80 mm の安山岩の角礫を含む。 

深度 3.45-6.90 m には、淡褐色の砂礫が分布する。径 10-50 mm の円礫を主体とし、コ

ア長 5-15 cm の安山岩礫を所々に含む。礫量は 80％程度である。深度 6.30-6.43 m は礫

量が少なくなる。 

深度 6.90-7.33 m には、淡褐色の礫質砂が分布する。細粒分を 5％含む中砂を主体と

し、径 5-10 mm の礫を 30％程度含む。 

深度 7.33-21.21 m には、淡褐色の砂礫が分布する。径 20-50 mm の円礫を主体とし、

亜円礫を少量含む。基質は中砂～粗砂で締まっている。礫量は 70～80％で、コア長大の

安山岩、花崗岩、チャートを含む。最大礫径はコア長 20 cm で、礫種は砂岩、安山岩、頁

岩、チャート、花崗岩、閃緑岩を含む。深度 9.00-13.40 m は、コア長大の礫が少ない。

深度 13.40 m 以深では、安山岩を主体とするコア長 5-10 cm の礫を 30％程度含む。 	
深度 21.21-23.00 m には、灰色の泥質な細粒砂岩が分布する。灰黒色の泥質部を礫状

に含む。傾斜 30-50˚の中角の割れ目が発達する。境界部は深度 21.35 m まで砂礫が削り

込み、深度 21.43 m まで全体に強い褐色をおびる。深度 22.76-22.94 m は、網状に割れ

目が発達し、1-2 cm の礫状になる。 
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図 17 下井堀地区で掘削したボーリング（R5-No.1）のコア写真 
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図 18 下井堀地区で掘削したボーリング（R5-No.1）の層序区分図 
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【R5-No.2】（図 19、図 20） 

深度 0.00-0.18 m は、暗褐色の表土である。礫分を含む砂質シルトからなる。 

深度 0.18-0.60 m には、褐色の礫混じりシルト質砂が分布する。径 5～10mm の礫を含

むシルト質中砂である。 

深度 0.60-0.93 m には、灰褐色の砂礫が分布する。礫は径 10～50 ㎜の円礫を主体と

し、基質はシルト質の細砂～中砂である。 

深度 0.93-2.43 m には、淡灰色〜白灰色の凝灰質砂質シルトが分布する。細砂～中砂

を 20％程度含む。深度 1.42-1.46 m、深度 1.73-1.75 m、深度 2.01-2.08 m に、砂礫を挟

む。 

深度 2.43-6.29 m には、灰褐色の砂礫が分布する。礫は径 30～50 ㎜の円礫を主体と

する。基質は細粒分を含む中砂～粗砂からなる。礫量は 70％程度で、礫種は硬質な安山

岩を主体とし、砂岩、凝灰岩、チャートなどを含む。深度 6.20-6.29 m は礫量が少ない。 

深度 6.29-9.00 m には、細粒砂岩と泥岩の互層が分布する。層厚数 cm の細粒砂岩と泥

岩が互層する。境界は傾斜 40˚程度の葉理が発達するが、下部では傾斜 20°程度の低角に

なる。風化により褐色化しており、岩片はやや軟質化している。深度 6.00-7.00 m、深度

7.42-7.82 m、深度 8.26-9.00 m は泥岩優勢となる。 

 

 

図 19 下井堀地区で掘削したボーリング（R5-No.2）のコア写真 
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図 20 下井堀地区で掘削したボーリングコア（R5-No.2）の層相区分図 

 

 

 

【R5-No.3】（図 21、図 22） 

深度 0.00-0.25 m は、暗褐色の表土で、主に砂質シルトからなる掘削土からなる。 

深度 0.25-0.45 m には、暗褐〜褐色の礫混じり砂質シルトが分布する。径 5 mm 程度の

礫および細砂分を 20％程度含む。 

深度 0.45-4.32 m には、灰白色の凝灰質砂質シルトが分布する。細砂分を 20-30％程

度含み、所々砂分が多くなる。深度 1.32-1.90 m 及び深度 3.40-4.32 m では、径 5-10 mm

の亜円礫〜亜角礫を含み、礫混じり砂質シルトとなる。深度 2.63-2.74 m と深度 3.18-

3.40 m に砂礫を挟む。 

深度 4.32-12.35 m には、灰褐色の砂礫が分布する。礫は径 30 mm～コア長 10cm の円

礫を主体とする。基質はシルト質の中砂～粗砂で、礫量は 70～80％である。礫種は安山

岩、砂岩、凝灰岩、泥岩、チャートからなる。深度 5.30-5.70 m では、径 10 mm 以下の礫

を主体とし、礫量は 60％程度となる。深度 8.60 m 以深では、コア長大の礫が少なく、全

体的に礫径が小さくなる。 

深度 12.35-14.00 m には、褐〜灰色の泥質な細粒砂岩と泥岩の互層が分布する。傾斜

40-50˚の層理が発達する。全体に褐色をおび、岩片は風化により軟質化している。深度

12.76-12.77 m の割れ目は粘土化し、砂岩が径 2-5 mm の亜角礫状となる。 
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図 21 下井堀地区で掘削したボーリング（R5-No.3）のコア写真 
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図 22 下井堀地区で掘削したボーリングコア（R5-No.3）の層相区分図 
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【R5-No.4】（図 23、図 24） 

深度 0.00-0.45 m は、暗褐色の表土である。砂分を 30％程度含むシルトからなる。 

深度 0.45-1.50 m には、褐色の礫混じりシルト質砂が分布する。径 5～10 mm の円礫を

少量含むシルト質細砂～中砂が主体である。 

深度 1.50-3.25 m には、褐色の砂礫が分布する。径 20～コア長 10cm 程度の円礫～亜

円礫を主体とする。基質はシルト質細砂～中砂で、礫量は 60％程度である。上部は礫分

が少ない。 

深度 3.25-5.00 m には、褐色の泥質な細粒砂岩が分布する。全体に褐色をおび、強風

化しており、岩片はナイフで削れる程度の硬さである。 

 

図 23 下井堀地区で掘削したボーリング（R5-No.4）のコア写真 

 

 

 

図 24 下井堀地区で掘削したボーリングコア（R5-No.4）の層相区分図 
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【R5-No.6】（図 25、図 26） 

深度 0.00-0.25 m は、暗褐色の表土である。砂質粘土からなる掘削土を主体とする。 

深度 0.25-1.20 m には、淡褐色の礫混じりシルト質砂が分布する。径 5～10 ㎜の礫を

10％程度含む。中砂〜粗砂を 10-20％含む 	
深度 1.20-7.52 m には、灰白～紫灰色の凝灰質砂質シルトが分布する。深度 2.18-2.42 

m、深度 3.28-3.35 m、深度 3.58-3.66 m、深度 5.31-5.32 m に、径 10-20 mm の亜円礫を

主体とする砂礫を挟む。深度 2.52-2.66 m には、シルト質中〜粗砂を挟む。深度 2.95-

4.14 m は、径 5-10 mm の円礫を少量含む。深度 5.11-5.18 m、深度 5.67-5.82 m、深度

6.15-6.20 m には紫灰色のシルト状の火山灰を挟む。深度 6.09-6.15 m には、極細砂状の

火山灰を挟む。深度 6.26-6.60 m には、灰色をおびた木片を少量含む。深度 6.72 m に木

片を含む。深度 6.80-7.38 m は細砂を 20％程度含む砂質シルトとなり、境界部は赤褐色

をおび、傾斜が 40˚程度である。 

深度 7.52-28.85 m には、灰褐色の砂礫が分布する。礫は径 10～50 mm の円礫を主体と

する。礫量は 70～80％程度で、基質は細粒分を含む中砂～粗砂である。深度 11.60 m ま

では径 50cm 以下の礫を主体とする。それ以深はコア長大 10～20 cm の安山岩礫を 20-

30％程度含む。礫種は安山岩、砂岩、泥岩、凝灰岩、チャート、花崗岩、閃緑岩、流紋岩

などを含む。深度 12.92-13.22 m に凝灰質の砂質シルトを挟む。深度 28.24-28.85 m は

暗灰色となる。 

深度 28.85-30.00 m には、灰色の泥質砂岩が分布する。黒色の泥岩をブロック状に含

む。固結度は低く、ナイフで削れる程度である。 
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図 25 下井堀地区で掘削したボーリング（R5-No.6）のコア写真 
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図 26 下井堀地区で掘削したボーリングコア（R5-No.6）の層相区分図 
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【R5-No.7】（図 27、図 28） 

深度 0.00-0.20 m は、暗褐色の表土である。砂分を 30％程度含むシルトを主体とする。 

深度 0.20-0.35 m には、褐色の礫混じりシルト質砂が分布する。径 5-10 mm の円礫を

少量含むシルト質細砂～中砂を主体とする。 

深度 0.35-1.55 m には、褐色の砂礫が分布する。コア長 10-30 cm の安山岩の円礫を主

体とする。基質はシルト質細砂～中砂で、礫量は 60-70％程度である。 

深度 1.55-4.20 m には、褐灰色の凝灰質砂質シルトが分布する。細砂分を 20％程度含

む。上部および下部は径 10-20 cm 程度の礫を少量含む。深度 3.53-3.72 m、3.90-3.98 m

には砂礫を挟む。 

深度 4.20-11.30 m には、灰褐色の砂礫が分布する。径 30～コア長 10 cm の円礫を主

体とする。基質はシルト質中砂～粗砂で、礫量は 70～80％である。礫種は硬質な安山岩、

砂岩、泥岩、チャート、凝灰岩などからなる。深度 8.26-8.38 m に灰白色の凝灰質砂質シ

ルトを挟む。深度 9.67-9.88 m には、灰色の砂質シルトを挟む。 

深度 11.30-12.00 m には、灰色の凝灰質砂質シルトが分布する。凝灰質な細砂〜中砂

を 20％程度含む。深度 11.30-11.56 m は淡褐色を呈し、シルト質の中〜粗砂からなる。

深度 11.71-11.82 m にはシルト状の火山灰層を挟む。 	

	

図 27 下井堀地区で掘削したボーリング（R5-No.7）のコア写真 	
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図 28 下井堀地区で掘削したボーリングコア（R5-No.7）の層相区分図 

 

 

【R5-No.8】（図 29、図 30） 

深度 0.00-0.30 m は、砂質シルトからなる暗褐色の表土である。 

深度 0.30-2.00 m には、灰白〜暗褐色の凝灰質シルトが分布する。細砂分を含み、深

度 1.70-1.90 m にコア長大の安山岩礫を含む。 

深度 2.00-3.00 m には、灰褐色の砂礫が分布する。礫は径 50～コア長 10cm の円礫を

主体とする。基質はシルトを含む細砂～中砂である。 

深度 3.00-4.48 m には、褐色の凝灰質礫質砂が分布する。全体に褐色をおびる。深度

2.40-2.85m は砂礫層で、コア長 30cm の発泡した溶岩を含む。 

深度 4.4-9.30 m には、淡緑色の凝灰質砂質シルトが分布する。細砂分を 30％程度含

む。上部は、径 10cm 以下の礫を少量含む。 

深度 9.24-10.59 m には、淡緑色の砂礫が分布する。礫はコア長 10～30 cm の礫を主体

とし、基質は淡緑色の凝灰質シルトからなる。 

深度 10.59-12.00 m には、紫灰～灰褐色の凝灰質砂質シルトが分布する。深度 11.30m
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までは紫灰色で、それ以深では暗灰〜灰色になる．深度 11.50 m 以深では細砂とシルト

の互層状となり、炭化物を層状に含む。 	
深度 12.00-12.83 m は、礫混じりシルト質砂が分布する。径 2-5 mm 程度の礫を 10-

20％含むシルト質砂〜中砂で、シルト分を 10-20％含む。12.16-12.66 m では砂質シルト

となる。 	
深度 12.83-15.18 m は灰〜褐色の凝灰質砂質シルトが分布する。深度 12.83-13.00 m

は炭化物を多く含む。深度 14.06-14.21 m、深度 14.49-14.55 m には砂礫層を挟む。深度

14.21-14.40 m にはシルトを挟む。 

深度 15.18-25.00 m には、灰〜淡緑色の砂礫が分布する。径 30 mm～コア長 20 cm の

円礫を主体とする。礫量は 60～80％程度で、深度によりばらつきが多い。礫種は硬質砂

岩を主体とし、安山岩、チャート、凝灰岩などを含む。基質は中砂から粗砂を主体とし、

淡く緑色をおびる。深度 15.18～16.77 m は径 20-30 mm 程度の礫を主体とする。軽石を

含み、礫量は 60％程度である。深度 16.77-17.77 m は細砂混じりシルトからなり、炭化

物を全体に含む。深度 24.4 m 以深は礫量が少なくなり、基質が凝灰質シルトとなる。 
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図 29 下井堀地区で掘削したボーリング（R5-No.8）のコア写真 
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図 30 下井堀地区で掘削したボーリングコア（R5-No.8）の層相区分図 
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【R5-No.9】（図 31、図 32） 

深度 0.00-0.20 m は、暗褐色の砂質シルトからなる表土である。 

深度 0.20-0.70 m には、褐色の礫混じりシルト質砂が分布する。径 50 mm の円礫を含

む。 

深度 0.70-1.15 m には、灰褐色の砂礫が分布する。コア長 10 cm 程度の発泡した溶岩

を含む。基質は、凝灰質なシルト質細砂～中砂である。 

深度 1.15-2.50 m には、凝灰質砂質シルトが分布する。全体に褐色をおびる。深度 2.40-

2.85 m には、砂礫層中にコア長 30cm の発泡した溶岩を含む。 

深度 2.50-3.55 m には、灰褐色の砂礫が分布する。径 50～コア長 20 cm の円礫～亜円

礫を含むほか、硬質な安山岩を含む。礫量は 60％程度である。 

深度 3.55-4.10 m には、褐灰色の凝灰質砂質シルトが分布する。砂分を 30％程度ふく

み、上部の凝灰質シルト層に比べて砂質である。 

深度 4.10-9.55 m には、径 30 mm～コア長 35 cm の円礫～亜円礫を主体とする灰色の

砂礫が分布する。礫量は 70％程度である。礫種は発泡した溶岩を主体とし、チャート、

砂岩などを含む。基質は粗砂を主体とし、ややゆるい。所々に木片や腐植物を含む。 

深度 9.55-9.83 m には、暗灰色の泥岩の破砕部が分布する。泥岩は破砕され、径 10 cm

程度の礫状となる。最下部にせん断構造の発達した粘土を挟む。 

深度 9.83-10.35 m には、灰色の砂礫が分布する。径 30 mm～コア長 20 cm の円礫～亜

円礫を主体とし、発泡した溶岩を含む。 

深度 10.35-12.00 m には、灰〜黒褐色の砂岩泥岩互層が分布する。傾斜 20°程度の葉

理が発達する。 
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図 31 下井堀地区で掘削したボーリング（R5-No.9）のコア写真 

 

 

図 32 下井堀地区で掘削したボーリングコア（R5-No.9）の層相区分図 
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3) 年代測定 

R5-No.6 から１試料（OMI_R5-6_C1）、R5-No.9 の深度 3.96-3.97 m（OMI_R5-9_C1）及び

深度 5.95 m（OMI_R5-9_C2）がそれぞれ試料を採取し、AMS 法による放射性炭素年代測定

を実施した。測定は株式会社地球科学研究所に依頼した。測定結果を表１に示す。 

OMI_R5-6_C1 については、腐植質堆積物について分析を実施した。得られた年代は、暦

年較正した２σの値で、38,676-36,660 cal.BP である。 

OMI_R5-9_C1 については、植物片について分析を実施したが、計測限界を超えていた。 

OMI_R5-9_C2 については、腐植質堆積物について分析を実施したが、こちらについて

も計測限界を超えていた。 

 

 

表１ 令和５年度に実施した麻績断層の調査で採取した試料の年代測定結果 

暦年代（cal.BP）は Ramsey (2009)に従い、Intcal20（Reimer et al., 

2020）を用いて算出した。  

 

 

 

7) 平均変位速度（上下成分）の検討 

令和４年度の調査で作成した詳細地形データに基づく地形断面と、ボーリング調査か

ら得られた試料に基づいて推定される地形面の形成年代から、麻績断層の平均変位速度

（上下成分）について検討した。 

今年度に実施した群列ボーリング調査の測線（図 33 の A-A’）では、麻績断層により低

位の地形面が約 9 m 北側隆起の変形を受けていると考えられる（図 34）。低位の地形面の

形成年代については、放射性炭素年代により礫層直上の細粒堆積物に含まれる試料（腐植

質堆積物）から 38,676-36,660 cal.BP という年代が得られている。これらの上下変位量

と地形面の形成年代に基づくと、麻績断層の平均変位速度（上下成分）は 0.25-0.23 m/

千年と算出される。 

一方、昨年度に実施したボーリング調査の結果からは、On-Pm1（約 10 万年前に噴出・

降下）と推定される軽石層に麻績断層を挟んで約 8 m の標高差が認められた（図 35）。こ

の比高は変形量の全てを表していないが、上下変位量及び平均変位速度（上下成分）の最

小値を与えてくれる。これらの値を用いた場合、麻績断層の平均変位速度（上下成分）は

0.08 m/千年以上と見積もられる。 
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図 33 下井堀地区で掘削したボーリング掘削地点と地形断面測線位置 

 

 

図 34 令和５年度に下井堀地区で実施したボーリング調査結果に基づく地形地質断面 
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図 35 令和４年度に下井堀地区で実施したボーリング調査結果に基づく地形地質断面 

 

 

 (d) 結論ならびに残された課題 

UAV を用いたレーザー測量から作成した詳細な地形データと、群列ボーリング調査で

得られた試料に基づく地形面の形成年代から、麻績断層の平均変位速度（上下成分）を算

出した。令和５年度に群列ボーリング調査を実施した低位の地形面での検討に基づくと、

麻績断層の平均変位速度（上下成分）は 0.25-0.23 m/千年と算出される。一方、令和４

年度に群列ボーリングを実施した高位の地形面の下に確認された軽石層（On-Pm1）の標高

差に基づくと、麻績断層の平均変位速度（上下成分）は 0.08 m/千年以上であると推定さ

れる。 

なお、下井堀地区周辺においては、麻績断層の断層トレースが２列で並走しているが、

今回の調査で平均変位速度を推定することができたのはそれらのうちの北側のトレース

だけである。南側のトレースにおける平均変位速度を含めた断層全体の評価については、

さらなる調査を実施して検討する必要がある。 

 

 

(e) 引用文献 
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３．４ 境峠・神谷断層帯（霧訪山－奈良井断層帯）の調査 

 

(1) 業務の内容 

 

 (a) 業務題目 境峠・神谷断層帯（霧訪山－奈良井断層帯）の調査 

 

 (b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 主任研究員 吾妻 崇 

 

 (c) 業務の目的 

境峠・神谷断層帯（霧訪山－奈良井断層帯）（以下、「霧訪山－奈良井断層帯」）は、長

野県中部において北東－南西方向に伸びる長さ約 28 km の右横ずれ断層である。長期評

価では最新活動時期、平均変位速度及び平均活動間隔がいずれも不明となっているため、

将来の地震発生確率を算出することができていない。この活断層に沿っては、段丘地形な

ど年代推定が可能な横ずれの指標となる地形が乏しく、平均変位速度の推定が困難であ

る。そのため、断層運動による水系の屈曲量（D）と活断層よりも上流の長さ（L）との関

係に基づいて、この活断層の横ずれ成分の平均変位速度の推定を試みる。 

 

 (d) 年度毎の実施業務の要約 

  1) 令和４年度 

対象地域の既往成果の整理を行い、都市圏活断層図「塩尻」（中田・他，2007）及び「木

曽駒高原」（岡田・他，2007）に示されている横ずれ変位を受けた水系（40 地点）を、水

系の屈曲量と上流の長さを計測する対象地点とした。選定した地点について、「地理院地

図」を利用して河谷の横ずれ量、断層よりも上流の水系の長さの計測を行い、水系の屈曲

量（D：m）/上流の長さ（L：m）の値（α）を算出した。さらに、横ずれ成分の平均変位

速度が既知の中部地方に分布する活断層の事例を参照して係数 k の値を決定し、霧訪山

－奈良井断層帯の平均変位速度を求めた。 

 

  2) 令和５年度 

なし 

 

  3) 令和６年度 

なし 

 

(2) 令和６年度の成果 

なし 

 

(3) 令和４〜６年度の成果 

(a) 業務の要約 
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霧訪山－奈良井断層帯は、長野県中部に位置する北東－南西走向で長さ約 28 km の右

横ずれ断層である（図１；地震調査研究推進本部地震調査委員会，2005，2006）。この活

断層の横ずれ成分の平均変位速度を推定するため、この活断層を横切る水系の屈曲量と

断層よりも上流側の水系の長さの計測を行った 40 の水系のうち、上流域が侵食小起伏面

に達している 22 水系に限定して屈曲量/上流の長さ（α）の関係を確認したところ、αの

値は 0.018〜0.195（平均値：0.07）であった。跡津川断層帯での既往研究による平均変

位速度とαの値との比較結果（S = (8.6〜29.4）α)に基づくと、当断層帯の横ずれ成分

の平均変位速度は 0.60〜2.06 m/千年となる。 

 

 

図１ 霧訪山－奈良井断層帯の位置（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2006 を編

集） 

霧訪山－奈良井断層帯の位置を赤線で示した。 

 

(b) 業務の実施方法 

1) 既往研究の整理 

a) 霧訪山－奈良井断層帯に関する既往研究 
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霧訪山－奈良井断層帯について、片田・礒見（1962）が 5 万分の１地質図「伊那」に

「奈良井断層帯」の存在を示している。また、片田・礒見（1964）は同断層帯が北東へ延

長することを 5 万分の１地質図「塩尻」に示している。活断層研究会編（1980）は、前者

を奈良井断層、後者を霧訪山断層として図示した。奈良井断層を活動度 B 級の右横ずれ

断層（長さ 10 km）、霧訪山断層を活動度 A〜B 級の右横ずれ断層（長さ 14 km 以上）とし

た。活断層研究会編（1991）においても同様の記載であった。活断層詳細デジタルマップ

（中田・今泉編，2002）では、両断層を合わせた霧訪山断層帯として区分された。都市圏

活断層図「木曽駒高原」（岡田・他，2007）及び「塩尻」（中田・他，2007）では、霧訪山

－奈良井断層とその北側に位置する推定活断層（奈良井川断層）の詳細な活断層トレース

とこれらの活断層を横切る水系の右横ずれを図示した。地震調査研究推進本部地震調査

委員会（2005，2006）は、霧訪山－奈良井断層帯について「右横ずれを主体とする断層か

らなる」と記載した。産業技術総合研究所（2006）は、霧訪山－奈良井断層帯においてト

レンチ調査（２地点）とピット調査（１地点）を実施したが、同断層帯の過去の活動に関

する情報は得られていない。 

 

b) 水系の屈曲量と上流の長さに基づく平均変位速度の推定に関する既往研究 

松田（1966）は、中部地方の跡津川断層の横ずれに関する研究の中で、断層沿いの谷の

屈曲量とその谷の断層線から上流の長さ（谷頭までの距離）との関係について、上流の長

い川ほど概して屈曲量が大きいことを指摘した。この考えは、その後、中央構造線活断層

系（岡田，1970；後藤，1996）、三浦半島活断層群・丹那断層・山崎断層（安藤，1972）、

三峠断層系（植村，1988）、淡路島北部の活断層（吾妻，1997）、六甲断層系（丸山・他，

1997；Maruyama and Lin, 2000）、有馬高槻構造線活断層系（Maruyama and Lin, 2002）

などの横ずれ断層で検証されてきた。その結果、断層による水系の屈曲量（D）と断層よ

りも上流側の水系の長さ（L）によって表される屈曲率α（= D/L）と平均変位速度（S）

との間に相関関係 S = k・αがあることが示された。この関係について、松田（1975）

は、S はαの値と比べて１桁大きくなることから「S = 10α」を提唱した。その後、植村

（1988）は京都北部の活断層においては「S = (１〜５)α」となることを、吾妻（1997）

は淡路島北部の活断層においては「S = (５〜７)α」となることを示した。このように、

平均変位速度（S）と屈曲率（α）の関係には地域性がみられ、その大きな要因は地域に

よる侵食速度の差異であることが指摘されている。産業技術総合研究所（2021）は、中国

地方の横ずれ断層（五日市断層、筒賀断層、地福断層、大原湖断層）について検討し、上

流部が侵食小起伏面に達している水系のみを検討対象とする方法を提案するとともに、

地福断層における平均変位速度（S）と屈曲率（α）の関係に基づいてこの地域における

係数 k の値を k = ２〜５と算出し、この値に基づいて他の横ずれ断層の平均変位速度（横

ずれ成分）を推定した。 

 

2) 侵食小起伏面の抽出 

地形図から等高線を読み取り、霧訪山－奈良井断層帯の周辺に分布する侵食小起伏面

を抽出した。同断層帯周辺では、標高 1000 m から標高 2000 m の間に定高性を持った尾

根が分布しており、これらを侵食小起伏面とした（図２）。 
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3) 水系の選定 

本研究で用いるパラメータのうち、活断層よりも上流の水系の長さについては、上流域

が山稜線に達してしまうと、時間が経過してもそれ以上は長さが増加しないという問題

がある。中国地方の山地には侵食小起伏面が分布しており、そのような場所では現在も水

系の上流側への侵食が継続していると考えられる。本検討では、都市圏活断層図「木曽駒

高原」（岡田・他，2007）及び「塩尻」（中田・他，2007）に水系の横ずれが示されている

40 地点（図３）のうち、上流域が侵食小起伏面に達している 22 水系を選定し、平均変位

速度を検討する対象とした（図４）。 

 

 

図２ 霧訪山－奈良井断層帯周辺における侵食小起伏面の分布 
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図３ 霧訪山－奈良井断層帯における水系屈曲の分布 

岡田・他（2007）及び中田・他（2007）に基づいて作成 

 

 

 

 

 

 

図４ 水系の屈曲量（D）と断層よりも上流の長さ（L）の計測結果 

 

(c) 業務の成果 

1) 霧訪山－奈良井断層帯における水系屈曲率 

上流部が侵食小起伏面に達している 22 の水系について計測した水系の屈曲量、上流の

長さ及びαの値を表１に示す。また、水系の屈曲量と上流の長さとの関係及びαの値を図

５に示す。検討の結果、霧訪山－奈良井断層帯における水系の屈曲について、屈曲率αの

値は最大で 0.195、最小で 0.018 と算出された。 
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表１ 霧訪山－奈良井断層帯における水系の屈曲量と上流の長さ 

αの列の赤文字は最大値、青文字は最小値を示す。 

括弧書きは、奈良井川断層における水系の屈曲に関する値のため、 

ここでは参考値と扱った。 

 

地点

番号 
地点名 

水系の屈曲量（m）

① 

上流の長さ（m）

② 

α 

① /② 

2 鳥居峠 29 372 0.078 

4 贄川 32 688 0.047 

5 贄川 31 1,310 0.024 

6 桑崎 38 1,020 0.037 

8 桑崎 34 1,340 0.025 

10 桑崎 109 831 0.131 

11 桑崎 31 780 0.040 

17 牛首峠 37 501 0.074 

19 山口 61 712 0.086 

20 山口 45 698 0.064 

21 山口 48 979 0.049 

23 中村 51 997 0.051 

24 藤沢 48 1,410 0.034 

25 押野 62 469 0.132 

27 古町 36 2,000 0.018 

30 善知鳥峠 72 493 0.146 

31 上西条 110 563 0.195 

33 みどり湖 76 1,160 0.066 

34 みどり湖 97 785 0.124 

(37) (片平) (36) (1,180) (0.031) 

(38) (片平) (54) (801) (0.067) 

(40) (日出塩) (52) (3,220) (0.016) 
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図５ 霧訪山－奈良井断層帯における水系の屈曲量（D）と上流の長さ（L）との関係 

数字は地形解析を行った地点の番号を示す。各地点の位置は図３及び図４

に示す。 
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2) 中部地方における係数 k の検討 

中部地方に分布する横ずれ断層における係数 k を調べるため、跡津川断層帯（図６）を

対象として検討を行った。跡津川断層帯の横ずれ平均変位速度については、地震調査研究

推進本部地震調査委員会（2004）に従って２〜３ m とした。跡津川断層帯において屈曲

した水系を 5 つ抽出し、その屈曲量（D）と断層よりも上流の水系の長さ（L）を計測し

た。抽出した水系の位置を図７に、計測した結果を表２に、それぞれ示す。その結果、跡

津川断層帯における水系屈曲率（α）は 0.102〜0.232（平均値 0.133）、係数 k は 8.6〜

29.4（平均値 19.0）であった。 

 

 

図６ 霧訪山－奈良井断層帯と跡津川断層帯の位置 

活断層線は産業技術総合研究所の「活断層データベース」による。 

背景地図には「地理院地図」の地形陰影図を使用した。 
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図７ 跡津川断層帯において検討を行った水系の位置 

活断層線は産業技術総合研究所の「活断層データベース」による。 

背景地図には「地理院地図」の標準地図を使用した。 

 

表２ 跡津川断層帯における水系の屈曲量と上流の長さ 

αの列の赤文字は最大値、青文字は最小値を示す。 

地点 地点名 
水系の屈曲量（m） 

①  

上流の長さ（m） 

②  
α 

① /② 

A 有峰 1 120 1,043 0.115 

B 有峰 2 141 1,389 0.102 

C 峠谷 72 649 0.111 

D 角川 1 149 1,106 0.135 

E 角川 2 268 1,157 0.232 

F 荒町 140 1,354 0.103 

 

 

3) 霧訪山－奈良井断層帯の横ずれ平均変位速度の算出 

霧訪山－奈良井断層帯の横ずれ成分の平均変位速度の算出について、上述の水系屈曲

率の平均値（0.07）と、跡津川断層での既往研究による平均変位速度とαの値との比較結

果（S = (8.6〜29.4）α)に基づくと、霧訪山－奈良井断層帯の横ずれ成分の平均変位速

度は 0.60〜2.06 m/千年（平均値は 1.33 m/千年）となる。 
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 (d) 結論ならびに残された課題 

検討対象を上流域が侵食小起伏面に到達している 22 の水系に限定し、霧訪山－奈良井

断層帯における水系の屈曲量（D）と断層よりも上流側の谷の長さ（L）から導き出される

屈曲率（α）を算出したところ、0.018〜0.195（平均値：0.07）であった。 

霧訪山－奈良井断層帯の横ずれ成分の平均変位速度の算出について、上述の水系屈曲

率の平均値（0.07）と、跡津川断層での既往研究による平均変位速度とαの値との比較結

果（S = (8.6〜29.4）α)を用いると、霧訪山－奈良井断層帯の横ずれ成分の平均変位速

度は 0.60〜2.06 m/千年（平均値は 1.33 m/千年）となる。得られた平均変位速度の平均

値は妥当な値と思われるが、誤差幅が非常に大きいため、手法の適用については更なる検

討が必要である。 
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３．５ 身延断層の調査 

 

(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 身延断層の調査 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 研究グループ長 丸山 正 

 

(c) 業務の目的 

 身延断層においては、過去の活動に関する情報が得られておらず、地震発生確率を算

出する上で、これらのデータを取得するための調査が必要とされている。本業務では、

身延断層に関する既存資料を整理した上で、断層変位地形の把握のための既往詳細数値

標高モデルの解析、身延断層の分布や地質構造の把握及び平均変位速度の検討の適地選定のた

めの地形・地質踏査、身延断層の詳細な位置及び形態の検討のためのボーリング調査、及

び変位基準となる地層・地形面の形成年代を推定するための試料分析を実施し、それら

に基づいて信頼度の高い平均変位速度を明らかにすることを目的とする。 

 

(d) 年度毎の実施業務の要約 

1) 令和４年度： 

身延断層の平均変位速度を明らかにすることを目的として、対象地域の既往成果

を整理した上で、これまで身延断層として図示された活断層トレースとその周辺に

おいて既往詳細数値標高モデルの解析を行い、断層変位地形の分布や形態などを把

握した。断層変位地形沿いの地形・地質踏査を実施し、身延断層の分布や地質構造を

把握するとともに、平均変位速度を検討するための調査適地を選定した。断層変位を受

けた段丘面の形成年代を明らかにするため、１箇所で段丘堆積物の詳細な露頭の観

察・地質柱状図の作成を行い、露頭から採取した大型植物化石及び材化石の放射性

炭素年代測定（14C 年代測定）を実施した。断層の詳細な位置及び形態を把握するた

めに１箇所（２孔）でボーリング調査を実施した。ボーリングコア試料について、

地層の年代を検討するため、火山灰分析を実施した。 

2) 令和５年度： 

令和４年度の調査結果を踏まえて選定した調査適地について、詳細な地形・地質

踏査を実施して断層の詳細な位置やずれ量を把握するとともに、14C 年代測定を実

施して平均変位速度を検討した。また、令和４年度に実施したボーリング調査結果

を補完することを目的として、１箇所（２孔）でボーリング調査を実施し、同地点

における活断層としての身延断層の存否を検討した。 

3) 令和６年度： 

なし 
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(2) 令和６年度の成果 

なし 

 

(3) 令和４年度〜令和６年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

 身延断層の活動性を明らかにすることを目的として、令和４年度と令和５年度にかけ

て以下の調査を実施した。 

 令和４年度は、１）既往研究により図示された身延断層とその周辺において、航空レ

ーザ計測デジタル地形データの解析により作成した地形表現図の判読により、断層変位

地形を再検討した。２）断層変位地形沿いの地形・地質踏査を実施し、身延断層の分布

や地質構造を把握するとともに、平均変位速度を検討するための調査適地を選定した。３）断

層変位を受けた段丘面の構成層を明らかにし、その年代を推定するために１箇所で段丘

堆積物の詳細な露頭の観察・地質柱状図の作成を行い、露頭から採取した大型植物化石

及び材化石の 14C 年代測定を実施した。４）断層の詳細な位置及び形態を把握するため

に１箇所（26m×１孔、15m×1 孔）でボーリング調査を実施した。５）ボーリングコア

試料について、細粒堆積物の火山灰分析を実施した。 

 令和５年度は、１）令和４年度の調査に基づいて選定した調査適地において、詳細な

地形・地質踏査を実施した。２）断層変位を受けた可能性のある地形面の形成年代を推

定するために１箇所で地形面を構成する堆積物から採取した材化石について 14C 年代測

定を実施した。３）令和４年度に実施したボーリング調査を補完することを目的として、

１箇所で２孔（48.0m×１孔、12.0m×１孔）のボーリング調査を実施した。 

 

(b) 令和４年度の業務の成果 

1) 身延断層の概要 

 身延断層(地震調査研究推進本部地震調査委員会，2015b)は、山梨県南巨摩郡身延町、

南部町、静岡県富士宮市付近にかけて北北西－南南東方向に延びる断層である（図 1）。

同断層は、関東地域の活断層の地域評価（地震調査研究推進本部地震調査委員会，

2015a）において新たに長期評価対象とされ、地震調査研究推進本部地震調査委員会

（2015b）により評価されている。それによると、身延断層は北部と南部に区分され、

北部は断層の西側が隆起する逆断層、南部は断層の西側が隆起する逆断層成分を伴う左

横ずれ断層であり、地表で確認できる長さは約 20km とされる。ただし、北部と南部の

境界は示されていない。身延断層の断層面は西傾斜と考えられており、北部では深度３

km 以浅の断層面の傾斜角が概ね 30°、南部では相対的に高角の可能性もあるとされて

いる。身延断層では、歴史時代に発生した確かな被害地震は知られていない。本断層が

１つの活動区間として活動した場合、マグニチュード 7.0 程度の地震が発生する可能性

がある。このとき、１回のずれ量は２m 程度で、北部では断層近傍の地表面で断層の西

側が東側に相対的に１m 程度高まる段差や撓みが生じる可能性もある。しかしながら、

身延断層の平均的なずれの速度、平均活動間隔、最新活動時期はいずれも不明であるた

め、地震後経過率を算出することはできないと評価されている。地震調査研究推進本部
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地震調査委員会（2015b）は、身延断層の地震発生確率を算出するうえで、過去の活動

に関するデータを取得するための調査が必要であることと、身延断層南部で近接する富

士川河口断層帯及び沈み込むフィリピン海プレートとの関係性にも留意して、その特性

を調べる必要があるとしている。 

 地震調査研究推進本部地震調査委員会（2015b）による評価の後、水本・他（2016）

により身延断層の断層変位地形の詳細が報告され（図１）、また渡辺・他（2017）によ

り身延断層周辺で新たな断層変位地形が報告された。しかしながら、断層変位を受けた

地形面の形成年代に関する具体的なデータは得られておらず、信頼度の高い平均変位速

度は求められていない。 

 そこで、本研究では、身延断層の活動性、特に平均変位速度を推定することを目的と

して、１）既往研究により図示された身延断層とその周辺において、空中写真及び航空

レーザ計測デジタル地形データの解析により作成した地形表現図の判読による断層変位

地形の再検討、２）断層変位地形沿いの地形・地質踏査による身延断層の分布や地質構

造の把握及び平均変位速度を検討するための調査適地の選定、３）断層変位を受けた段丘面

構成層の詳細な観察・地質柱状図の作成及び段丘面構成層から採取した大型植物化石及

び材化石の 14C 年代測定による段丘面の形成年代の推定、４）断層の詳細な位置及び形

態を把握するためのボーリング調査を実施、５）ボーリングコア試料の分析に基づく段

丘面の形成年代の検討を行った。 
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図１ 身延断層の全体図 

赤色の線：地震調査研究推進本部地震調査委員会（2015b）。黄色の線：水本・他

（2016）。◉：身延断層の端部。図２〜７の範囲をシアン色四角で示す。基図は地理院地

図（陰影起伏図）を使用。 

 

2)調査手法 

a）地形調査 

 既往研究により示された身延断層やその周辺において変位地形の分布や形態を明らか

にするため、身延町ならびに南部町から提供を受けた両町発行の大縮尺地形図（縮尺１

/2,500 及び１/5,000）、国土地理院撮影空中写真、及び同院提供１m グリッド航空レー

ザ詳細地形データならびに産総研所有の１m グリッド航空レーザ詳細地形データの解析

により作成した各種地形表現図（陰影図、傾斜量図、等高線図、地形断面図など）を用

いて地形判読を行った。なお、身延断層沿いの一部は JR 身延線（富士身延鉄道）に近

接しているため、鉄道工事に伴い地形が大きく改変されている可能性がある。人工改変
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の影響を検討するため、富士身延鉄道が開通する前に発行された旧版地図（正式２万分

の１地形図）の読図を行った。 

 

b）地形・地質踏査 

 地形調査で確認・推定した身延断層とその周辺の変動地形の可能性がある地形に沿って、

身延町および南部町発行の縮尺１/2,500及び１/5,000地形図を基図として地形・地質踏

査を行い、断層変位地形や地形面の詳細な分布、地表に露出する地層の分布、地質構造を

確認した。また、断層変位を受けた段丘面を深く開析する谷を踏査し、段丘堆積物の露出状況

が良好かつ 14C年代測定試料が挟在する露頭が見出された南部町中野から同町北原を平均変位速

度の検討のための適地に選定した。露頭については、整形、観察、地質柱状図の作成及び試料

採取を行った。地質柱状図の作成に際して、露頭の標高値の計測は、基準となる場所の標

高を航空レーザ詳細地形データから作成した等高線図から読み取り、そこからレーザー

距離計（レーザーテクロノジー社製 TruPulse360）を使用して行った。さらに、段丘堆

積物中に挟在する大型植物化石の同定を行うとともに、同化石及び材化石について 14C年

代測定を実施した。 

 

c）ボーリング調査 

 身延断層の詳細な位置及び形態とともに、変位を受けた地層の堆積年代と変位量に基

づいて平均変位速度度を検討するため、南部町万沢地区において１箇所（２孔）でボー

リングを掘削し、採取コア径 60mm のオールコア試料を採取した。採取した地層を層相、

締まり具合、色調などに基づき地層区分を行った。また、MN-Br-02 コアの段丘堆積物

を覆う細粒部分について火山灰分析を実施して、段丘堆積物の形成年代を検討した。ボ

ーリング調査の結果に基づき、万沢地区における予察的な地質断面図を作成し、地下地

質を検討した。 

 

3)調査結果 

a）地形調査 

 本調査では、身延断層について大縮尺地形図、空中写真、航空レーザ数値標高データ

から作成した詳細な地形表現図を判読し、これまでに報告されている断層変位地形の確

認と再検討を行った。その結果、身延断層の一部について、報告されているずれの向き

やずれの量について再検討する必要がある地点が見出された。 

 

i）既存報告の確認と再検討 

i-1）万沢付近 

 身延断層の南端部は、南部町井出付近で南に向かって２条に枝分かれする（水本・他，

2016）（図２）。東側と西側のトレースは、それぞれ富士川左岸の南部町十島付近までと

富士川右岸の万沢付近まで延びる可能性が指摘されている。そのうち万沢付近について

は、北西－南東走向の直線的な谷に沿って、複数の段丘面が南西方向に撓み下がる形態

を呈していること、下流側（北東側）の標高が高い段丘面が認められることから、この

直線的な谷には北東側隆起の縦ずれ成分を有する活断層が分布することが報告されてい
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る。ただし、万沢地区の北東側隆起の活断層については、詳細な分布図が示されていな

い。 

 今回、万沢付近の断層変位地形の詳細を明らかにするため、航空レーザ数値標高デー

タから作成した詳細な地形表現図を判読した結果、水本・他（2016）が指摘するように、

南部町万沢の上代（地理院地図では上代、南部町発行富沢町平面図では城台）付近にお

いて、南東に流下する谷の北東側に分布する富士川河床との比高 40〜50m 程度の段丘面

（低位段丘面）が、谷に向かって上に凸の断面形態を示していることを確認した（図

２）。また、谷は大局的には北西－南東走向に延びるが、細かくみると谷の北東側の斜

面及び段丘面の基部は湾曲している（図２の赤波線）。こうした段丘面の断面形態と斜

面及び段丘面の基部の湾曲する平面形態は、この崖が北東傾斜の逆断層により形成され

た南西向きの撓曲崖の可能性が高いことを示している。 

 本研究では、この北東側隆起の活断層の可能性のある崖の成因を明らかにし、活断層

の場合には、その活動性と地下形状を検討することを目的として、後述するように崖の

西側の谷底低地で１孔（MN-Br-01：掘削深度 26m）、北東側の段丘面上で１孔（MN-Br-

02：掘削深度 15m）の計２孔ボーリング調査を行い、コアを採取した（図２）。なお、ボ

ーリング調査を実施した段丘面上には、旧石器時代の集落遺跡（天神堂遺跡）が分布し

ている（山梨県富沢町，1971，富沢町誌編さん委員会，2002）。 
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図２ 万沢付近の地形と活断層 

基図は１m メッシュ航空レーザ数値標高データから作成した陰影図に等高線図を重ねた

ものを使用。等高線間隔は２m。水本ほか（2016）による活断層を黄色波線で、本研究

による活断層を赤波線で示す。右上の地形断面図は１m メッシュ航空レーザ数値標高デ

ータから作成。断面図の位置は地形図中に黒太線で示す。u：相対的隆起側、d：相対的

沈降側。MN-Br-01、MN-Br-02 はボーリング調査地点を示す。ボーリング調査から推定

される地形地質断面図を図 22 に示す。 

 

i-2）井出付近 

 富士川左岸の南部町井出付近では、現河床から 40〜50m の位置に狭小に分布する富士

川本流性の低位段丘面とそれを覆って分布する北側の山地斜面からもたらされた複数の

扇状地面が、南西側隆起を伴う左横ずれ変位を受け、逆向き低断層崖を形成しているこ

とが報告されている（水本・他，2016）（図３）。水本・他（2016）は、この断層崖を境

として扇状地４面の西縁（図３の地点 A）が 20m 程度左横ずれしていることと、低位段

丘面東端部において低位段丘面と沖積低地面とを隔てる侵食崖の北延長部が、断層崖を

境に北西に入り込んでいるような形態（図３の地点 B 付近）を左横ずれの根拠とした。 

 水本・他（2016）により図示された逆向き低断層崖は、JR 身延線の通過位置と一致

しており、断層崖に沿ってトンネル（井出トンネル）や切り通しが形成されている（図

４）。このことは、断層崖周辺の地形が井出トンネル掘削などの鉄道工事により、大規

模な改変を受けた可能性を示している。富士身延鐡道株式會社（1938）や東海旅客鉄道
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株式会社静岡支社（2008）などによると、井出付近の JR 身延線（当時富士身延鉄道）

の運転開始は 1918 年（大正７年）とされている。井出付近の運転開始前の地形は、

1889 年（明治 22 年）測量、1892 年（明治 25 年）発行の正式２万分の１地形図「篠井

山」で窺うことができる。それによると、井出付近の地形の様相は現在とかなり異なっ

ている（図５）。地点 B 付近では、断層崖に沿って東南東に流下する谷とその東で南に

流下する谷が発達しており、水本・他（2016）が左横ずれの根拠の一つとした、断層崖

の延長を境に北西に入り込んでいるような形態を示す侵食崖の北延長部は認め難い。ま

た、扇状地４面西端の左ずれが示された地点 A は、井出トンネル掘削部分に当たるため、

トンネル工事に伴う地形改変があった可能性もある。 

 こうしたことから、井出付近において報告された左ずれとその変位量については、慎

重に検討する必要がある。 

 

 

図３ 井出付近の地形と活断層 
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図４ 井出付近の地形 

基図は、1:5,000 南部町平面図５井出・十島（1976 年現調）を使用。活断層は水本・

他（2016）による。u：相対的隆起側、d：相対的沈降側。 

 

図５ JR 身延線（富士身延鉄道）運転開始前の井出付近の地形 

基図は、1889 年（明治 22 年）測量、1892 年（明治 25 年）発行の正式２万分の１地形

図「篠井山」を使用。活断層は水本ほか（2016）による。 
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i-3）中野付近 

 身延断層の中央部の南部町中野付近では、水本・他（2016）により大縮尺地形図に断

層トレースが図示され、変位地形の特徴が詳しく記載されている（図６）。それによる

と、中野付近では東流する河川により形成された扇状地性の段丘面（中位段丘面）が広

く分布し、それらが南北方向に延びる３条の断層（東から F1、F2、F3）により変位を

受けている。そのうち山地東縁を限るように延びる F3 については、中野峰の窪におい

て中位段丘面上に東向きの明瞭な撓曲崖が認められている。この崖を挟んだ東西両地形

面の傾斜方向と傾斜角がほぼ等しいことから、崖は中位段丘面形成後の断層変位を示し

ていると解釈され、崖を挟んだ地形断面図（図６の P1 断面）から約 13m の上下変位が

見積もられている。このように、水本・他（2016）は、崖の東西両側を一続きの段丘面

（中位段丘面）と解釈しているのに対して、杉山・松田（2014）は、崖の東側、西側に

分布する地層をそれぞれ扇状地堆積物（f）、崩壊性岩屑堆積物（d）として、異なる地

層としている。 

 今回、中野付近について航空レーザ数値標高データから作成した詳細な等高線図を判

読した結果、等高線のパターンが崖の両側で異なっており（崖の西側は東に傾斜するの

に対し、東側では南南東に傾斜）、両者はもともと一続きの段丘面とは考えにくい（図

６）。また、後述するように、中野峰の窪の北方の中野北原付近において崖の東側と西

側の段丘面を構成する堆積物から採取した材化石及び大型植物化石の 14C 年代測定の結

果、西側の段丘面を構成する堆積物が東側のそれに比べて有意に新しいことが確認され

た。このことは、中野峰の窪で撓曲崖とされた東向きの崖については、山地東縁に位置

することから断層変位地形の可能性はあるものの、西側では新しい地形面が覆っている

ため、地形断面図から上下変位量として見積もられた約 13m は、崖の東側の段丘面を変

位基準とした上下変位量としては過大評価している可能性が高い。 
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図６ 中野付近の地形と活断層 

基図は１m メッシュ航空レーザ数値標高データから作成した陰影図に等高線図を重ねた

ものを使用。等高線間隔は２m。航空レーザ数値標高データがない部分は、地理院地図

（標準地図）を表示。活断層は水本・他（2016）による。右上の地形断面図は１m メッ

シュ航空レーザ数値標高データから作成。断面図の位置は地形図中に黒太線で示す。北

原地区における崖の東側の段丘面構成層観察範囲（KH-01）をマゼンタ太線で、崖の西

側の段丘面構成層観察地点（KH-02）を緑の丸で示す。 

 

ii）新たに見出された断層変位地形の可能性のある低崖 

 これまでに活断層として図示された身延断層の北端付近において同断層に近接する３

地点で、新期の地形面に変位を与える活断層の可能性がある低崖が見出された（図７〜

10）。ただし、それらはいずれも認定される長さが極めて短い。以下、各地点の低崖の

地形的特徴を述べる。 
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図７ 身延断層北端部付近の地形と断層変位地形の可能性のある低崖の分布地点（白枠

で示し、「梅平」、「大城」、「鷹取山」がそれぞれ、図８、図９、図 10 に対応） 

基図は１m メッシュ航空レーザ数値標高データから作成した陰影図（一部地理院地図の

陰影起伏図）を使用。地すべり地形は、地すべり地形分布図 WMS サービス（防災科学

技術研究所，2023）を使用。活断層は水本・他（2016）による。図中の身延断層露頭

（黄色の丸）は、活断層研究会編（1991）により河床礫層を変位させる断層が確認さ

れた場所。 

 

ii-1）梅平付近 

 河床礫層を変位させる身延断層の露頭（活断層研究会編，1991）が報告された大城川

と身延断層が延びるとされる相又川の合流点に端を発する波木井川が、その流れの向き

を北から東に変える身延町梅平付近では、同川右岸に比較的広い低地が分布する（図

８）。尾崎・杉山（2018）は、この低地を構成する地層を離水した網状河川堆積物（a）

としている。 

 航空レーザ数値標高データから作成した等高線図の判読によると、波木井川右岸の低

地は連続する明瞭な崖で境された複数の段丘面からなる（図８）。ここでは、東〜北東

向きの２つの顕著な崖で境された段丘面を西から①面、②面、③面とする。緑の矢印で

示す②面と③面を隔てる北東向きの崖は北西－南東に延びることから、波木井川の過去

の侵食崖で説明できる。一方、赤の矢印で示す①面と②面を画する南北方向長さ約 250m

にわたってほぼ直線的に延びる東向きの崖は、東北東に流下する波木井川に対して

120°以上入り込むように分布しており、波木井川の侵食では説明が困難である。この

南北方向の崖の南方延長部の山地には、北向きの谷（谷 a）が発達しているが、その流
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域は小さく、崖がこの谷の侵食により形成されたとも考えにくい（図８）。こうした地

形の特徴から、①面と②面とを境する崖は、もともと一続きの段丘面が南北に延びる西

傾斜の逆断層によって隔てられた断層崖である可能性が高い。①面と②面を横切る地形

断面図によると、両面の比高は３m 程度と見積もられる（図８）。なお、断層変位地形の

可能性のある崖が認められるのは段丘面が分布する長さ約 250m の区間であり、その南

北両延長部の山地内には明瞭な断層変位地形は認められない。 

 尾崎・杉山（2018）によると、断層変位地形の可能性がある東向きの低崖の南北延長

部は、後期中新世から鮮新世の富士川層群身延層波木井砂岩泥岩互層部層（Hm）の分布

範囲に位置する。低崖の南北両延長部には断層は示されていないが、地層の走向は北北

東－南南西〜北北西－南南東で中から高角度で西に傾斜している。こうした地層の走向

は、低崖の延びの方向と調和的である。 

 

 

図８ 身延町梅平付近の詳細地形図 

基図は１m メッシュ航空レーザ数値標高データから作成した等高線図（等高線間隔は１

m）を使用。右上の地形断面図は１m メッシュ航空レーザ数値標高データから作成。断面

図の位置は地形図中に黒太線で示す。 

 

ii-2）大城付近 

 大城川で報告された河床礫層を変位させる身延断層の露頭（活断層研究会編，1991）

から約 2.2km 南西では、大城川左岸に大城川とその支流が形成した段丘面が分布し、大
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城集落が形成されている（図９）。航空レーザ数値標高データから作成した等高線図の

判読によると、段丘面は直線状に延びる明瞭な２つの東向きの崖により、西から①面、

②面、③面の３面に区分される。そのうち、③面は東南東への傾斜を示す等高線のパタ

ーンから、南東に流下する大城川の支流により形成された段丘面と判断される。これに

対して、①面と②面はいずれも北東に傾く等高線のパターンを示しており、大城川によ

り形成された段丘面と考えられる。赤の矢印で示した①面と②面を画する北北西－南南

東に延びる東向きの崖を挟んで両面の傾斜は同じであり（図９右上の断面図の上の図）、

②面が①面を侵食して形成されたものとは考えられない。一方、緑の矢印で示した②面

と③面との境界をなす北西－南東方向に延びる崖の両側では段丘面の傾斜が大きく異な

っている（図９右上の断面図の上の図）ことから、③面は②面を侵食して形成されたも

のであると解釈できる。こうした地形の特徴から、①面と②面とを境する崖はもともと

一続きの北北西－南南東に延びる段丘面が、西傾斜の逆断層によって隔てられた断層崖

である可能性が高い。①面と②面を横切る地形断面図によると、両面の比高は約７m 程

度と見積もられる（図９右上の断面図の下の図）。なお、断層変位地形の可能性のある

崖が認められるのは段丘面が分布する長さ約 150m の区間であり、その南北両延長部の

山地内には明瞭な断層変位地形は認められない。 

 

 
図９ 身延町大城付近の詳細地形図 

基図は１m メッシュ航空レーザ数値標高データから作成した等高線図（等高線間隔は１

m）を使用。右上の地形断面図は１m メッシュ航空レーザ詳数値標高データから作成。断

面図の位置は地形図中に太線で示す（断面図の色と測線の色は同色）。 

 

ii-3）鷹取山西方付近 

 身延山から約 3.2 km 南南西に分布する鷹取山（標高 1,036.6m）の西方では、山頂付



 252 

近に東西方向、南北方向にいずれも最大 300m 程度にわたって緩斜面が発達している。

この緩斜面上に北北西－南南東方向に延びる崖地形が複数認められる（図 10）。崖を横

断する地形断面図によると、複数の崖の西側が相対的に高まり、高まりはバルジ状を呈

している（図 10）。こうした形態的特徴から、いずれの崖も西傾斜の逆断層の可能性が

ある。緩斜面の初生的な平面形態が不明なため、それぞれの崖の変位量を見積もること

は困難であるが、いずれの崖も極めて新鮮であることから、比較的新しい時期に変位が

生じた可能性がある。なお、断層変位地形の可能性のある崖が認められるのは山頂緩斜

面が分布する区間のみであり、その南北両延長部の山地内には明瞭な断層変位地形は認

められない。 

 

 
図 10 鷹取山付近の詳細地形図 

基図は１m メッシュ航空レーザ数値標高データから作成した等高線図（等高線間隔は１

m）を使用。右上の地形断面図は１m メッシュ航空レーザ数値標高データから作成。断面

図の位置は地形図中に黒太線で示す。 

 

b）地形・地質踏査 

 地形調査に基づいて確認・再検討した身延断層及び新たに認定した断層変位地形の可

能性のある崖地形沿いの地形・地質踏査を行い、変位地形の詳細を確認した。踏査の結

果、段丘面を変位させる断層変位地形が明瞭な中野付近では、段丘面を構成する地層中

に 14C 年代測定試料が多数挟在していることが確認されたため、平均変位速度を検討す

るための調査適地に選定した。 

 上述したように、中野北原付近には、水本・他（2016）の F3 による崖の東側と西側

の段丘面を構成する堆積物が観察できる。そのうち、崖の東側では段丘面を深く開析す

る谷沿いに地層がほぼ連続的に露出している（図６の KH-01）。そこでは、下位から基盤

岩の砂岩泥岩互層（波木井砂岩泥岩互層部層、杉山・松田，2014）を覆って段丘堆積物
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が分布する。この段丘堆積物は、下位の亜円礫〜円礫を主体とする地層と上位の亜角礫

を主体とする地層の２層に区分される（図 11，12）。下位の地層は、径 5〜40cm の安山

岩、結晶片岩、凝灰岩、頁岩、砂岩、花崗岩類の礫と粗粒砂〜細礫の基質からなり、砂

のレンズを挟む。こうした層相や礫種から、下位の地層は富士川本流の段丘堆積物と考

えられる。一方、上位の地層は層厚が約 22m であり、径 1〜15cm の安山岩及び玄武岩の

礫を主体とし、砂質シルト層及び腐植質シルト層を挟む。こうした層相及び礫種から、

上位の地層は東流する富士川支流により形成された扇状地性の段丘堆積物と判断される。

また、上位の地層からは材化石や大型植物化石が多数含まれている。そこで、上位の段

丘堆積物について詳細な露頭柱状図を作成し、地層の詳細及び試料の採取位置を記録し

た（図 13）。 

 詳細な地層の観察の結果、上位の段丘堆積物の基底から約 2.5m 上方の砂質シルト層

中から大型植物化石（種実）が２点（KH01-C15 と KH01-C24）採取された（図 14）。そ

れらの鑑定をパリノ・サーヴェイ株式会社に依頼したところ、KH01-C15 はトウヒ属バ

ラモミ節に、KH01-C24 はオニグルミと鑑定された。また、上位の段丘堆積物の基底か

ら約 14.5m、10m、２m から材化石（KH-01-C4、KH-01-C7,KH-01-C21）を採取し、鑑定

を行った大型植物化石（KH01-C15 と KH01-C24）とともに 14C 年代測定を実施した。測

定は株式会社地球科学研究所を介して、Beta Analytic Inc.に依頼した。測定の結果、

上位の段丘構成層は約４万１千年前ごろから３万４千年前ごろに堆積したことが明らか

になった（表１）。 

 水本・他（2016）の F3 の崖の西側の段丘面を構成する地層は、中野北原西方で観察

できる（図６の KH-02）。予察的な観察の結果、地層は角礫を主体とする土石流堆積物か

らなる。上部には基質がシルト質の部分があり、材化石が含まれている。本調査では同

一層準から２試料（KH-02-C1、KH-02-C2）を採取し、Beta Analytic Inc.に依頼して

実施した。測定の結果、崖の西方の段丘堆積物は約１万４千年前ごろに形成されたこと

が明らかになった（表１）。このように、崖の東側と西側で段丘面の形成時期が有意に

異なることが明らかになり、上述した段丘面の平面形態の違いと合わせると、崖の西側

の段丘面は、東側の段丘面より上位のものである可能性が高い。また、崖の東側と西側

の段丘堆積物中から採取された試料の 14C 年代測定値から、中野付近に広く分布する扇

状地性の段丘面（F3 の東側に分布する段丘面）の形成時期が約３万４千年前以後で約１

万４千年前以前と推定される。 

 令和５年度には後述するように、この扇状地性の段丘面の形成時期をより限定するた

めに、中野付近で詳細な地形・地質踏査及び年代測定を実施するとともに、図６右上の

地形断面図に示すように断層による段丘堆積物上面の変位量を正確に計測して、平均変

位速度を検討した。 
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図 11 南部町中野北原における簡易地質柱状図 
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図 12 南部町中野北原に分布する段丘堆積物の写真 

（a）亜円〜円礫からなる段丘堆積物下部（本流性堆積物）の砂礫層と亜角礫を主体と

する同上部（支流性扇状地堆積物）の砂礫層。ハンマー頭部が両地層の境界に位置す

る。（b）段丘堆積物上部の砂礫層。（c）段丘堆積物上部に挟在する腐植質シルト。 
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図 13 南部町中野北原に分布する段丘堆積物上部（扇状地堆積物）の詳細地質柱状図 

詳細地質柱状図作成範囲を図 11 に赤枠で示す。 
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図 14 南部町中野北原に分布する段丘堆積物上部亜から採取された大型植物化石

（KH01-C15、KH01-C24）の写真 

 

表１ 南部町中野北原の段丘堆積物中から採取した試料の AMS 14C 年代測定結果 

試料名 1 

測定 

コード 

Beta-  
試料種 

1 4C 年代 

(BP)  
δ 1 3C 
(‰) 

暦年代（95.4%） 

（ca l  BP） 2 

KH01-C4 653510 材 29,710±180 –29 .04  34 ,560–33,890  (95 .4%)  

KH01-C7 653511 材 32,160±220 –27 .23  36 ,990–36,100  (95 .4%)  

KH01-C15 653486 
植物片 

（種実） 
33,920±260 –25 .08  39 ,650–37,860  (95 .4%)  

KH01-C24 653487 
植物片 

（種実） 
32,380±220 –26 .91  37 ,210–38,210  (95 .4%)  

KH01-C21 653510 材 35,250±320 –26 .21  41 ,050–39,20  (95 .4%)  

KH02-C1 655814 材 12,230±40 –27 .70  14 ,310–14,050  (95 .4%)  

KH02-C2 655815 材 12,160±40 –27 .21  14 ,170–13,990  (86 .7%)  
13 ,930–13,860  (8 .8%)  

1 すべての試料について前処理は酸-アルカリ-酸洗浄。 

2較正曲線データベースは INTCAL20（Reimer et al., 2020）を使用して、OXCal4.4

（Bronk Ramsey, 2009）を用いて暦年較正を行った。 

 

c）ボーリング調査 

 前述したように、万沢の上代付近において、南東に流下する谷の北東側に分布する段

丘面が、谷に向かって上に凸の断面形態を示しており（図２）、その地形学的特徴など

から、この崖が北東傾斜の逆断層により形成された南西向きの撓曲崖の可能性が高いこ

とを示している。この活断層の可能性のある崖の成因を明らかにし、活断層の場合には、

その活動性と地下形状を検討することを目的として、崖の西側の谷底低地で１孔（MN-

Br-01：掘削深度 26m）、北東側の段丘面上で１孔（MN-Br-02：掘削深度 15m）の計２孔

ボーリング調査を行い、コアを採取した（図２）。掘削地点の座標値及び地盤高は、

RTK-GNSS 測量（VRS 方式）により取得した（表２）。 
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表２ ボーリング掘削位置の座標及び地盤高 

孔名 
経緯度 

地盤高（m） 
北緯 東経 

MN-Br-01 35°13′19.064″  138°30′41.021″  111.50 
MN-Br-02 35°13′24.840″  138°30′45.291″  140.00 

 

i）ボーリングコアの地質 

 コアの地質は、MN-Br-01 では表土・盛土の下に砂礫層が確認された（図 15〜18）。

砂礫層は、全体的に黄褐色〜オリーブ褐色を呈し、締まりが良い。ここでは、礫の風化

程度の違いと締まり具合の違いに基づき、砂礫層を上位の砂礫層 2a と下位の砂礫層 2b

に区分した（図 18）。 

 MN-Br-02 では、表土の下に耕作土、風成堆積物、砂層、砂礫層、砂岩泥岩互層が確

認された（図 19〜21）．砂層は、層相から上位の砂層１、下位の砂層２に細分される

（図 21）。砂層１は、葉理の発達する暗褐色の細粒砂層中に、風成堆積物と考えられる

黄褐色の粘土層やシルト層等の細粒堆積物が層状または不規則に挟在する層相を示す。

砂礫層は、礫の円磨度、礫種の構成割合等から富士川本流性の段丘礫層と判断される。

この砂礫層と、MN-Br-01 の砂礫層（砂礫層２）は層相、色調、礫の円磨度、礫種の構

成割合、締まり具合ともに大きく異なる。そのため、両者を区別するため、MN-Br-02

の砂礫層を砂礫層１とした。砂岩泥岩互層は、その岩相及び分布位置から、尾崎・他

（2015）の富士川層群身延層（万沢層）（後期中新世）と考えられる。 

 MN-Br-02 で確認された富士川本流性の段丘礫層と判断された礫層の堆積時期を推定

するため、礫層を覆う耕作土、風成堆積物、砂層（砂層１及び砂層２）を対象として、

深度 0.15〜5.42m において約 10cm 間隔で試料（MN-Br-02-t1-1 から 53 までの 53 試

料、以下 t1-1〜t1-53 と呼ぶ）を採取し、火山灰分析を実施した。分析は、粒子組成分

析及び火山ガラスと普通角閃石の屈折率測定からなり（表３）、火山ガラスの含有率の

比較的多い試料については、ガラスの主成分元素組成分析も併せて実施した。分析は、

株式会社古澤地質に依頼した。 

 本コアで採取された試料には、テフラ起源粒子のうち、バブルウォールタイプ及び低

発泡タイプの火山ガラスが微量含まれる。その含有率は概ね 0.1%以下であるが、採取し

た試料のうち最上部 t1-1 では火山ガラスが 0.7%程度含まれている。このほか試料全体

に緑色普通角閃石が含まれる（表３）。火山ガラスの含有率に明瞭なピークは見られな

いが、t1-16、t1-28、t1-46 及び t1-48 層準などは、上下に比べて微量ながら火山ガラ

スをやや多く含む。これらについて火山ガラスの主成分元素組成分析を行った結果、火

山ガラスの多くは姶良 Tn テフラ（AT テフラ、町田・新井，2003；約３万年前、Smith 

et al., 2013）の特徴と一致することから、AT テフラ起源粒子と考えられる。微量含

まれる火山ガラスの屈折率及び主成分元素組成によると、t1-47 より下位には AT 起源粒

子しか含まれていない。また、これより上位には屈折率が AT テフラと異なる火山ガラス

を含まれており、さらに t-1-20 及び t1-12 には屈折率が 1.510–1.515 と鬼界アカホヤ

テフラ（K-Ah、町田・新井，2003；約 7.2〜7.3 千年前、Smith et al., 2013)と一致

し、同テフラ起源とみられる火山ガラスが含まれていることも明らかとなった。以上か

ら、t1-20 付近を境にこれより下位は AT テフラ降灰以降 K-Ah テフラ降灰以前に堆積し、
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これより上位は K-Ah テフラ降灰以降に堆積した可能性がある。なお、本地点から約

100m 南方でも本調査で対象とした段丘面構成層の上部から AT テフラが検出されている

（富沢町教育委員会，1999）（図 22 上図の No.1 試掘坑）。 
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  図 15 MN-Br-01 コア写真（深度 0.0〜10.0m） 
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図 16 MN-Br-01 コア写真（深度 10.0〜20.0m） 
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図 17 MN-Br-01 コア写真（深度 20.0〜26.0m） 
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図 18 MN-Br-01 コアの地質柱状図 
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図 19 MN-Br-02 コア写真（深度 0.0〜10.0m） 
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図 20 MN-Br-02 コア写真（深度 10.0〜15.0m） 
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図 21 MN-Br-02 コアの地質柱状図 
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表３ MN-Br-2 コアから採取した細粒堆積物の火山灰分析結果 1 

試料番号  

火山ガラスの形態別 

含有量（ / 3 , 000 粒子）  
重鉱物の含有量 

（/3 ,000 粒子）  
β 石英 

（ / 3 , 000  
粒子）  

火山ガラスの 

屈折率（n） 

角閃石の 

屈折率（n 2）  テフラ名  
Bw  Pm O  Opx  Gho  Cum 

MN-Br -2  t 1 -1  5 .0   5 . 0   10 .0   1 . 0   5 . 0   0 . 0   0 . 0   
1 . 494–1 .504  
(1 .511– 1 .512 混

在 )  
1 . 672–1 .691  h i gh -K テフラ (K -

Ah 混在 )  

MN-B r -2  t 1 -2  1 .0   1 . 0   2 . 0   1 . 0   6 . 0   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -3  0 .0   0 . 0   0 . 0   9 . 0   12 .0   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -4  0 .0   0 . 0   0 . 5   1 . 0   9 . 0   0 . 0   0 . 2      

MN-Br -2  t 1 -5  0 .0   0 . 0   4 . 0   0 . 5   3 . 0   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -6  0 .0   0 . 0   1 . 4   0 . 3   1 . 6   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -7  0 .2   0 . 0   0 . 7   0 . 0   1 . 4   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -8  0 .1   0 . 1   0 . 8   0 . 0   1 . 0   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -9  0 .0   0 . 0   0 . 4   0 . 0   2 . 3   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -10  0 .0   0 . 0   0 . 3   0 . 0   1 . 6   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -11  0 .2   0 . 0   0 . 1   0 . 2   2 . 8   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -12  0 .5   0 . 0   0 . 0   0 . 0   1 . 2   0 . 0   0 . 0   1 . 497–1 .505 ,  
1 . 511–1 .515  

1 .672–1 .680 ,  
1 . 682–1 .688  K -Ah 含む  

MN-B r -2  t 1 -13  0 .1   0 . 0   0 . 1   0 . 0   4 . 0   0 . 0   0 . 3      

MN-Br -2  t 1 -14  0 .4   0 . 0   0 . 2   0 . 2   2 . 3   0 . 1   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -15  0 .5   0 . 0   0 . 1   0 . 2   2 . 8   0 . 2   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -16  1 .5   0 . 0   0 . 6   0 . 3   2 . 8   0 . 2   0 . 0   
1 . 496–
1 .501 (1 .504–
1 .505 混在 )  

1 . 675–1 .694  AT 含む  

MN-B r -2  t 1 -17  0 .2   0 . 0   0 . 1   0 . 0   2 . 3   0 . 1   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -18  0 .8   0 . 0   0 . 3   0 . 4   4 . 7   0 . 0   0 . 0   1 . 497–1 .506  1 .670–1 .690   
MN-B r -2  t 1 -19  0 .6   0 . 0   0 . 4   1 . 8   6 . 2   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -20  0 .6   0 . 0   0 . 5   0 . 2   2 . 8   0 . 0   0 . 0   
1 . 495–
1 .501 (1 .510–
1 .511 混在 )  

1 . 669–1 .692  AT (K -Ah 混在？ )  

MN-B r -2  t 1 -21  0 .1   0 . 0   0 . 0   0 . 0   1 . 4   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -22  0 .3   0 . 0   0 . 0   0 . 0   2 . 5   0 . 0   0 . 1      

MN-Br -2  t 1 -23  0 .1   0 . 0   0 . 3   0 . 0   2 . 4   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -24  0 .0   0 . 0   0 . 0   0 . 0   3 . 0   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -25  0 .1   0 . 0   0 . 0   0 . 0   0 . 6   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -26  0 .0   0 . 0   0 . 0   0 . 5   4 . 7   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -27  0 .6   0 . 0   0 . 1   0 . 8   7 . 0   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -28  1 .2   0 . 0   0 . 2   1 . 1   15 .4   0 . 2   0 . 0   1 . 497–1 .501  1 .673–1 .690  AT 含む  
MN-B r -2  t 1 -29  0 .0   0 . 0   0 . 0   0 . 0   1 . 4   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -30  0 .1   0 . 0   0 . 0   0 . 0   1 . 6   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -31  0 .1   0 . 0   0 . 0   0 . 0   2 . 0   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -32  0 .7   0 . 0   0 . 2   0 . 1   4 . 2   0 . 0   0 . 0   1 . 497–1 .501 ,  
1 . 504–1 .505  1 .672–1 .693  

AT (AT 以外テフラ

起源火山ガラス混

在 )  
MN-B r -2  t 1 -33  0 .1   0 . 0   0 . 0   0 . 0   0 . 5   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -34  0 .3   0 . 0   0 . 0   0 . 0   0 . 8   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -35  0 .0   0 . 0   0 . 0   0 . 0   1 . 6   0 . 2   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -36  0 .3   0 . 0   0 . 1   0 . 0   1 . 4   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -37  0 .4   0 . 0   0 . 1   0 . 9   6 . 8   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -38  0 .1   0 . 0   0 . 0   0 . 5   6 . 2   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -39  0 .6   0 . 0   0 . 2   0 . 5   2 . 5   0 . 0   0 . 0   

1 . 497–
1 .501 (1 .502–
1 .503 ,  1 . 507–
1 .508 混在 )  

1 . 673–1 .689   

MN-B r -2  t 1 -40  0 .4   0 . 0   0 . 1   0 . 2   1 . 9   0 . 0   0 . 1      

MN-Br -2  t 1 -41  0 .6   0 . 0   0 . 0   0 . 2   1 . 7   0 . 0   0 . 0   1 . 497–1 .501    

MN-Br -2  t 1 -42  0 .6   0 . 0   0 . 3   0 . 2   3 . 1   0 . 0   0 . 0   1 . 497–1 .501  1 .671–1 .676 ,  
1 . 679–1 .688  

 

MN-B r -2  t 1 -43  0 .0   0 . 0   0 . 1   0 . 1   4 . 8   0 . 2   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -44  0 .1   0 . 0   0 . 0   1 . 3   3 . 4   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -45  0 .3   0 . 0   0 . 0   2 . 4   3 . 0   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -46  0 .5   0 . 0   0 . 5   1 . 0   2 . 5   0 . 0   0 . 0   
1 . 497–
1 .501 (1 .503–
1 .504 混在 )  

1 . 671–1 .691   

MN-B r -2  t 1 -47  0 .3   0 . 0   0 . 0   0 . 1   4 . 8   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -48  0 .6   0 . 0   0 . 4   0 . 2   3 . 4   0 . 0   0 . 0   1 . 496–1 .501  1 .672–1 .690  AT 含む  
MN-B r -2  t 1 -49  0 .1   0 . 0   0 . 1   1 . 9   4 . 4   0 . 1   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -50  0 .0   0 . 0   0 . 1   1 . 5   3 . 6   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -51  0 .1   0 . 0   0 . 1   0 . 8   2 . 7   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -52  0 .0   0 . 0   0 . 3   1 . 0   3 . 4   0 . 0   0 . 0      

MN-Br -2  t 1 -53  0 .1   0 . 0   0 . 3   1 . 3   3 . 6   0 . 0   0 . 0      

 
Bw：バブルウォール 

タイプ  Opx：直方（斜方）輝石  
   

 
Pm：パミスタイプ  Gho：緑色普通角閃石  

   

 
O：低発泡タイプ  Cum：カミングトン閃石  

   
1火山ガラスの主成分化学組成分析を実施した試料を灰色で示す。 

 

ii）推定される地下地質 
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 MN-Br-01 と MN-Br-02 の両コアを横断する地形・地質断面図を図 22 に示す。コア観

察の結果、Mn-Br-01 と MN-Br-02 の層相は大きく異なり、対比可能な層相は得られな

かった。一方、MN-Br-02 孔では深度 12.62m（標高 127.38m）に基盤である富士川層群

身延層（万沢層）の砂岩泥岩互層の上面が位置しているのに対し、MN-Br-01 孔では、

深度 26.0m（標高 85.50m）まで掘削しても基盤岩に到達しなかった。このことから、

MN-Br-01 孔と MN-Br-02 孔との間に、東側が相対的に隆起する断層が存在する可能性

がある。また、MN-Br-01 孔の深度 5.26m 以深の砂礫層中では礫の長軸が高角〜鉛直に

配列しているものが多く、また砂礫層下部（深度約 20.0m 以深）では層理面の傾斜が約

60〜70 傾斜していることから、砂礫層が変形を受けている可能性が高い。 

 後述するように、令和５年度に MN-Br-01 孔と MN-Br-02 孔との間で追加のボーリン

グ調査を実施した結果、MN-Br-01 孔でみられる砂礫は、基盤岩の砂岩泥岩互層中に挟

在する礫岩部層である可能性が高いことが確認された。 

あ 

 

図 22 ボーリング調査から推定される万沢地区における地形・地質断面図 

地質断面図は、上図の測線 A-A’上に MN-Br-01 コア及び MN-Br-02 コアの柱状図を投影

して作成した。上図の範囲を図２に白枠で示す。上図の基図は、山梨県南部町発行１

/5,000 富沢町平面図６を使用。 
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(c) 令和５年度の業務の成果 

1) 身延断層の概要 

 身延断層(地震調査研究推進本部地震調査委員会，2015b)は、山梨県南巨摩郡身延町、

南部町、静岡県富士宮市付近にかけて北北西－南南東方向に延びる断層である（図

23）。同断層は、関東地域の活断層の地域評価（地震調査研究推進本部地震調査委員会，

2015a）において新たに長期評価対象とされ、地震調査研究推進本部地震調査委員会

（2015b）により評価されている。それによると、身延断層は北部と南部に区分され、

北部は断層の西側が隆起する逆断層、南部は断層の西側が隆起する逆断層成分を伴う左

横ずれ断層であり、地表で確認できる長さは約 20km とされる。ただし、北部と南部の

境界は示されていない。身延断層の断層面は西傾斜と考えられており、北部では深度３

km 以浅の断層面の傾斜角が概ね 30°、南部では相対的に高角の可能性もあるとされて

いる。身延断層では、歴史時代に発生した確かな被害地震は知られていない。本断層が

１つの活動区間として活動した場合、マグニチュード 7.0 程度の地震が発生する可能性

がある。このとき、１回のずれ量は２m 程度で、北部では断層近傍の地表面で断層の西

側が東側に相対的に１m 程度高まる段差や撓みが生じる可能性もある。しかしながら、

身延断層の平均的なずれの速度、平均活動間隔、最新活動時期はいずれも不明であるた

め、地震後経過率を算出することはできないと評価されている。地震調査研究推進本部

地震調査委員会（2015b）は、身延断層の地震発生確率を算出するうえで、過去の活動

に関するデータを取得するための調査が必要であることと、身延断層南部で近接する富

士川河口断層帯及び沈み込むフィリピン海プレートとの関係性にも留意して、その特性

を調べる必要があるとしている。 

 地震調査研究推進本部地震調査委員会（2015b）による評価の後、水本・他（2016）

により身延断層の断層変位地形の詳細が報告され、また渡辺・他（2017）により身延

断層周辺で新たな断層変位地形が報告された（図 23）。しかしながら、断層変位を受け

た地形面の形成年代に関する具体的なデータは得られておらず、信頼度の高い平均変位

速度は求められていない。 

 そこで、令和 5 年度は、身延断層の活動性、特に平均変位速度を推定することを目的

として、１）令和４年度の調査に基づいて選定した調査適地において、露頭の観察、ス

ケッチ作成、地質柱状図作成を含む詳細地形・地質踏査、２）断層変位を受けた可能性

のある地形面の形成年代を推定するために１箇所で地形面を構成する堆積物から採取し

た材化石の 14C 年代測定、３）令和４年度に実施したボーリング調査を補完することを

目的として１箇所で２孔（48.0m×１孔、12.0m×１孔）のボーリング調査を実施した。 

 



 270 

 

図 23 身延断層の全体図 

赤色の線：地震調査研究推進本部地震調査委員会（2015b）。黄色の線：水本・他

（2016）、渡辺・他（2017）。◉：身延断層の端部。図 24、27、８、30、34 及び 36 の範

囲を緑色四角で示す。基図は地理院地図（陰影起伏図）を使用。 

 

2) 調査手法 

a) 地形・地質踏査及び年代測定 

 令和４年度に実施した地形調査及び地形・地質概査に基づいて選定した活動性調査適

地を対象として、身延町及び南部町発行の大縮尺地形図（１/2,500 及び１/5,000）を

基図とした詳細な地形・地質踏査を行い、断層変位地形や地形面の分布、地表付近に露出す

る地層の分布及びそれらと身延断層との関係を確認した。とくに令和４年度の調査により、

基盤岩を不整合に覆う富士川本流性の低位段丘堆積物及びそれを覆って分布する支流性の扇状

地堆積物（令和４年度は一括して段丘堆積物としていた）の露出状況が良好かつ 14C年代測定試

料が挟在する露頭が見出され、水本・他（2016）により活断層としての身延断層の分布が示さ
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れた南部町中野北原地区から同町中野清水原地区にかけての区間で重点的に踏査を行った。こ

こでは、観察した露頭について、整形、観察、地質柱状図の作成、スケッチの作成及び 14C年代

測定試料採取を実施した。地質柱状図の作成に際して、露頭の標高値の計測は、基準となる

場所の標高を航空レーザ詳細地形データから作成した等高線図や上述の大縮尺地形図か

ら読み取り、そこからレーザー距離計（Nikon Forestry Pro II J）を使用して行った。

北原地区では、低位段丘堆積物を覆う扇状地堆積物中に挟在する多数の材化石について

14C 年代測定を実施した。また、水本・他（2016）により山地斜面を下刻する小河谷に系統的な

左ずれ屈曲が報告されている断層北部の身延町相又地区において、航空レーザ詳細地形デー

タから作成した地形表現図（陰影図、傾斜図等）を判読するとともに、断層沿いの地質

踏査を行い、最近の活動の有無について検討した。さらに、水本・他（2016）により低位

段丘面を開析する谷の左ずれ屈曲が報告されている断層南部の南部町楮根原戸地区において、

レーザ測量機器を搭載した UAV を用いた測量を行い取得した細密な地形データから詳細な地形

図を作成し、屈曲量を検討した。 

 

b) ボーリング調査 

 身延断層の詳細な位置及び形態を把握し、平均変位速度を検討することを目的として

南部町万沢地区において令和４年度に１箇所（撓曲崖の可能性があると推定した崖の相

対的沈降側と隆起側で１孔ずつの計２孔）でボーリング調査を実施したが、両孔で確実

に対比できる地層が出現しなかった。そのため今年度は両孔の間で２孔（48.0m×１孔、

12.0m×１孔）追加掘削を行い、採取コア径 60mm のオールコア試料を採取した。採取し

た地層を層相、締まり具合、色調などに基づき地層区分を行った。令和４年度及び令和

５年度のボーリング調査の結果を総合して地質断面図を作成し、同地区における活断層

としての身延断層の存否を検討した。 

 

3) 調査結果 

a) 地形・地質踏査及び年代測定 

ⅰ) 中野北原地区 

 中野北原地区では、令和４年度の予察的調査により、基盤岩（上部中新統富士川層群

身延層波木井砂岩泥岩互層部層（杉山・松田，2014）とそれを不整合に覆う堆積物が分

布していることが確認され（図 24の地質柱状図作成ルート KH01）、堆積物を一括して段

丘堆積物として報告した。この段丘堆積物について、本年度詳細な踏査を実施した結果、

富士川の本流性の低位段丘堆積物とそれを覆う支流性の扇状地堆積物に明確に区分でき、

後述するように層相及び 14C 年代測定結果から、さらに扇状地堆積物を下位の扇状地１

堆積物と上位の扇状地２堆積物の２層に細分した。低位段丘堆積物及び扇状地２堆積物

は、令和４年度成果報告書のそれぞれ段丘堆積物下部及び扇状地１堆積物に対応する。

扇状地２堆積物は、令和４年度成果報告書では土石流堆積物とした堆積物である。低位

段丘堆積物、扇状地１堆積物、扇状地２堆積物は、それぞれ低位段丘面、扇状地１面、

扇状地２面を構成している。本調査では、これらの地層と身延断層（水本・他，2016）

の F3断層との関係を検討するために、北原川沿いの数地点で地質柱状図を作成した（図

24 及び図 25）。 
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図 24 中野北原地区から中野清水原の区間の地形、活断層トレース及び調査地点 

基図は南部町発行１/5,000 地形図を使用。図中の U、D はそれぞれ相対的隆起側、沈降

側を示す。 
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図 25 中野北原地区に分布する地層の地質柱状図 

 

 扇状地１堆積物及び扇状地２堆積物中には、多数の材や大型植物化石が挟在しており、

一部については令和４年度に年代測定を行ったが、上述した各地層の堆積年代を把握す

るために、各地層の最上部、中部、最下部から試料を採取し、14C 年代測定を実施した

（表 4）。測定は株式会社地球科学研究所を介して、Beta Analytic Inc.に依頼した。

なお、低位段丘堆積物中からは 14C 年代測定試料は認められなかった。14C 年代測定の結

果、扇状地２堆積物は約１万４千年前から約１万７千年前に、扇状地１堆積物は、約３

万１千年前から約４万７千年前に堆積した地層であり、扇状地１堆積物の最下部の年代

値から低位段丘堆積物は約４万７千年前以前に堆積したと推定される（図 25）。 
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表４ 中野北原地区の扇状地堆積物から採取した試料の AMS14C 年代測定結果 

試料名 1 
測定コード 

Beta- 
試料種 1 4C 年代 (BP) 

δ 1 3C 

(‰) 

暦年代（95.4%） 

（cal BP） 2 

KH02-C1 3 655814 材 12230±40 –27.70 14310-14050 95.4% 

KH02-C2 3 655815 材 12160±40 –27.21 
14170-13990 

13930-13860 

86.7% 

8.8% 

05120601-C2 685239 材 11980±30 –29.57 
14030-13910 

13890-13780 

48.4% 

47.1% 

05120601-C3 685240 材 11940±40 –27.36 

14030-13910 

13890-13740 

13710-13650 

13640-13610 

32.2% 

55.2% 

5.3% 

2.8% 

05120601-C8 685241 材 13440±40 –27.75 16330-16030 95.4% 

05120601-C9 685242 材 13530±40 –27.44 16500-16170 95.4% 

05120601-C12 685243 材 27300±130 –27.06 31600-31110 95.4% 

05120601-C13 685244 材 27160±140 –26.73 31530-31050 95.4% 

05120601-C17 685726 材 32030±230 –27.33 36950-35950 95.4% 

05120601-C29 685245 材 42640±760 –26.31 46810-44230 95.4% 

05120601-C30 685246 材 >43500 –28.15 NA  

KH01-C4 3 653510 材 29710±180 –29.04 34560-33890 95.4% 

KH01-C7 3 653511 材 32160±220 –27.23 36990-36100 95.4% 

KH01-C15 3 653486 
植物片 

（種実） 
33920±260 –25.08 39650-37860 95.4% 

KH01-C24 3 653487 
植物片 

（種実） 
32380±220 –26.91 37210-36210 95.4% 

KH01-C21 3 653510 材 35250±320 –26.21 41050-39720 95.4% 

1前処理はすべての試料について酸-アルカリ-酸洗浄。 

2較正曲線データベースは INTCAL20（Reimer et al., 2020）を使用して、OXCal4.4

（Bronk Ramsey, 2009）を用いて暦年較正を行った。 

3 令和４年度に分析実施。 

 

 F3 断層は、中野北原地区の南では、中位段丘面に約 13m の東向きの崖として認定され

ている（図 24 中の“中野”の北東の位置確実の断層トレース）（水本・他，2016）。な

お、ここで中位段丘面とされている地形面は、本調査の低位段丘面及びそれを覆う扇状

地１面に対応する。F3 断層が実在し、その分布が地形を手がかりに判読されたものとす

ると、今回地質柱状図を作成した北原川沿いでは、鞍部に近接する柱状図作成ルート

05120702 付近を横切るものと推定され（図 24）、そこでは低位段丘堆積物及び扇状地１

堆積物にメートルオーダー以上の変位の存在が予想される。その位置に関しては、この

付近における F3 断層が位置不確実として示されていることを考慮しても、少なくとも

ルート 05120502 とルート 05120601 との間を通過するものと推定される。しかしなが

ら、地質柱状図対比図からはルート 05120502 とルート 05120601 との間で、扇状地１堆

積物基底にメートルオーダーの東側低下の落差は認められない（図 25）。 

 北原川では、同川と国道 52 号線との交差地点から約 70m 北を南端としてそこから約

90m にわたって扇状地１堆積物が連続的に露出していることが認められた（図 24）。そ

の北限は水本・他（2016）により示された F3 断層までは到達しない。この露頭区間に

ついて詳しく観察したところ、礫層とシルト層の互層を主体とする地層には撓みやずれ

は認められなかった（図 26）。したがって、この約 90m の区間には F3 断層は通過してい

る可能性は低いと考えられる。 
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図 26 中野北原地区の北原川沿いに連続的に露出する扇状地１堆積物のスケッチ 

スケッチは長さ約 90m にわたる露頭のうち、北部の 40m 区間を表示している。 

 

ⅱ) 中野清水原地区 

 中野清水原地区では、F1 断層と F2 断層はいずれも中位段丘面に約６m の上下変位を

伴うそれぞれ東向きと西向きの断層崖として認定されている（水本・他，2016）（図

23）。ここでは、F1 断層及び F2 断層の活動性を検討するために、中野清水原地区を東流

する北ノ沢において、低位段丘堆積物と扇状地１堆積物の分布を観察し、地質柱状図を

作成してそれらの分布高度を計測した（図 27 及び図 28）。それらの柱状図を北ノ沢右岸

の地質断面図測線に沿って作成した地形断面図に投影した（図 29）。その結果、F1 断層

の西側では低位段丘堆積物と扇状地１堆積物の分布が認められる一方、東側では低位段

丘堆積物のみが認められ扇状地１堆積物は分布していないことが確認された（図 27）。

このように、崖の両側で変位基準となる地形面が異なることから、F1 断層とされた西向

きの崖が断層崖とは言い切れない。仮に、F1 断層が存在した場合、崖の両側の低位段丘

堆積物の上面の高度差は約７m と見積もられる（図 29）。崖の両側の低位段丘堆積物が

侵食を受けていないとすると、その高度差は F1 断層による落差を示している可能性が

ある。この場合、その平均変位速度の上下成分は約４万７千年前かそれ以前に堆積した

低位段丘堆積物の上面の落差（最大 5.5m 程度）から、0.1m／千年程度以下と推定され

る。 

 F2 断層の東向きの崖については、その両側に低位段丘堆積物と扇状地１堆積物が分布

していることが確認された。ただし、崖の西側にのみ扇状地１堆積物を覆って厚さ約５

m 以上の土石流堆積物が分布しており、F2 断層の約６m の東向きの低崖は土石流堆積物

の末端部に一致している可能性がある。F2 断層が存在し、また北ノ沢周辺の低位段丘堆

積物が大きく侵食されることなく保存されていたと仮定すると、F2 断層を挟んだ低位段

丘堆積物上面（低位段丘面）の東側低下の落差は 5.5m 程度となる（図 29）。このよう

に、F2 断層については、断層活動以外でもその崖の成因が説明可能であるが、断層活動

によるものと仮定した場合、その平均変位速度の上下成分は約４万７千年前かそれ以前

に堆積した低位段丘堆積物の上面の落差（最大 5.5m 程度）から、0.1m／千年程度以下

と推定される。なお、F1 断層は東側上がりで F2 断層は西側上がりであるため、平均変

位速度の上下成分は相殺される。断層の傾斜を地震調査研究推進本部地震調査委員会

（2015b）に従い概ね 30°とした場合、F1 断層、F2 断層ともに平均変位速度の水平短

縮成分は 0.2m／千年程度以下となり、断層全体としては両者を足し合わせた 0.4m／千

年程度以下と推定される。 
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図 27 中野北原地区から中野清水原の区間の地層分布図 

基図は南部町発行１/5,000 地形図を使用。 
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図 28 北ノ沢沿いの地質柱状図 

露頭観察地点を図 27 に示す。 

 

 

図 29 中野清水原地区の地形・地質断面図 

地質断面図測線を図 27 に示す。 

 

ⅲ) 相又地区 

 身延町相又地区では、山地斜面を下刻する小河谷に系統的な左ずれ屈曲が報告されて

おり、身延断層の左ずれによる断層変位地形と解釈されている（水本・他，2016）（図

30）。同地区において航空レーザ計測データから作成した陰影図等の地形表現図を判読

したところ、山地内では地盤データの密度が疎のためやや不等三角網が目立つものの、

小河谷（谷 a〜谷 f）に系統的な左ずれ屈曲は認められなかった（図 31）。また、同地区

の身延断層のトレース（位置不確実）周辺の地質は、中部中新統西八代層群御殿山層榧

の木玄武岩部層と上部中新統富士川層群身延層清子火砕岩部層及び同層波木井砂岩泥岩

互層部層が分布するとされている（杉山・松田，2014）が、踏査の結果断層トレースの

両側で身延層清子火砕岩部層とみられる安山岩質火砕岩が分布し、断層を境に明瞭な地

層の食い違いや異なる地層の接触は認められなかった（図 32）。さらに、水本・他

（2016）では、榧の木峠の南東を流下する湯つぼ沢川に沿って断層（位置不確実）トレ

ースが示されているが、同川の両側約 35m にわたって身延層清子火砕岩部層とみられる

火砕岩が露出しており、そこでは古期の地殻変動に伴う地層の傾斜（回転）が認められ

るものの、新鮮な断層破砕帯等最近の活動を示す証拠は認められなかった（図 33）。 



 278 

 

図 30 身延町相又周辺の断層変位地形（水本ほか，2016） 

図 31 及び図 32 の範囲を黒枠で示す。 
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図 31 相又地区の詳細地形図 

基図は１m メッシュ航空レーザ数値標高データから作成した陰影図。 
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図 32 相又地区の地質踏査結果 

基図は身延町発行１/2,500 地形図。図 33 の露頭位置を赤紫枠で示す。 
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図 33 榧の木峠南東方湯つぼ沢川の露頭スケッチ 

 

ⅳ) 楮根原戸地区 

 楮根原戸地区とのその周辺では、谷の系統的な左ずれ屈曲や閉塞丘が報告され、活断

層としての身延断層の変位によるものと解釈されている（水本・他，2016）（図 34）。

そのうち、原戸地区では低位段丘面形成以降に形成された河谷 A が少なくとも 20m 程度

左ずれ変位したと報告されている。本業務では、河谷 A の屈曲量を正確に計測すること

を目的として、河谷 A 周辺についてレーザ測量機器を搭載した UAVを用いた測量を行った。

測量により取得した細密な地形データから作成した等高線間隔 25cm の地形図を図 35 に示す。

推定される断層トレース付近における河谷 A 付近とその周辺は、耕作や住宅建設のため地

形が改変されており、正確な屈曲量の計測は困難なものの、右岸の谷壁基部の左屈曲は

10m 程度を上回ることはないと見積もられる。一方、左岸側では推定される断層トレー

ス近傍において右岸よりも大きく屈曲しているように見えるが、北西側斜面の崩壊によ

る押し出しの影響を受けている可能性もある。この崩壊の可能性のある区間を除いて、

推定される断層の上流側と下流側で谷壁がもともと直線的に形成されたと仮定すると、

その屈曲量は右岸のそれより小さいように見える。右岸で見積もられた屈曲量が河谷 A

が形成されて以降の身延断層の左横ずれの累積変位とした場合、同地区の低位段丘面の

形成年代が水本・他（2016）により推定された約３万年前、あるいは中野地区のそれと

同時期（約４万７千年前かそれ以前）とすると、平均変位速度の水平（横ずれ）成分は、

0.3m／千年以上、あるいは 0.2m／千年以上と推定される。 



 282 

 

図 34 南部町楮根周辺の断層変位地形（水本ほか，2016） 

レーザ測量機器を搭載した UAVを用いた測量範囲（図 35の範囲）を黄色枠で示す。 
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図 35 レーザ測量機器を搭載した UAVを用いた測量による原戸地区の河谷 A周辺の詳細地形

図 

等高線間隔は 25cm。推定される活断層トレースを赤破線で示す。河谷 Aの谷壁基部を黄破線で

示す。 

 

b) ボーリング調査 

 南部町万沢地区において、２孔（MN-Br-03 及び MN-Br-04）のボーリングを掘削した

（図 36）。当地区では、令和４年度に北西-南東に延びる直線状の谷とその北東に分布す

る段丘面とを境する南西向き斜面が、伏在する北東傾斜の逆断層に伴う撓曲崖の可能性

があると考え、斜面（図 36、図 37）を挟んで相対的沈降側（南西側）とみられる谷底

低地と隆起側（北東側）の段丘面でそれぞれ１孔ボーリングを掘削した。しかしながら、

両孔で確実に対比できる地層が認められず、地下地質の詳細を明らかにすることができ

なかった。そこで、令和５年度は当地区における断層の存在や位置等を検討するため、

令和４年度に掘削した２孔の間を補完する形で斜面基部付近（MN-Br-03 孔）と斜面中

腹付近（MN-Br-04孔）で掘削を行った。各孔の掘削深度は、MN-Br-03孔が 48.0m、MN-

Br-04 孔が 12.0m である。斜面の基部付近で掘削した MN-Br-03 孔で深く掘削した理由

は、撓曲崖を伴う北東傾斜の逆断層が存在する場合、基盤岩がより新しい地層に衝上す

る地質構造やそれを反映した地層の繰り返しが観察できる可能性を考慮したためである。

ボーリング掘削地点の座標及び孔口標高を令和４年度に掘削した２孔と合わせて表５に

示す。 
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図 36 南部町万沢地区とその周辺の地形、推定活断層及びボーリング調査地点 

基図は１m メッシュ航空レーザ数値標高データから作成した傾斜図に南部町発行１

/5,000 地形図を重ねた。地形断面図（測線 A-A’：図 37）及び地質断面図（測線 A-

A”：図 43）の位置を地形図中に赤紫色の線で示す。MN-Br-01〜MN-Br-04 はボーリン

グ調査地点を示す。今年度掘削したボーリング MN-Br-03 孔及び MN-Br-04 孔を黄色で

示す。推定される活断層を橙色の破線で示す。地層の走向・傾斜のうち、傾斜を緑色で

示す。 
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図 37 万沢地区における地形断面 

１m メッシュ航空レーザ数値標高データから作成。断面 A-A’の測線を図 36 に示す。 

 

表５ 万沢地区ボーリング掘削地点の座標、孔口標高及び掘削深度 

孔名 X 座標 1 Y 座標 1 標高（m） 掘削深度（m） 

MN-Br-012 -86316.005 1037.272 111.50 26.0 

MN-Br-022 -86137.999 1145.233 140.00 15.0 

MN-Br-03 -86189.038 964.027 124.40 48.0 

MN-Br-04 -86188.551 1030.345 132.23 12.0 
1 平面直角座標系（VIII）。 

2 令和４年度に調査実施。 

 

ⅰ) ボーリングコアの地質 

 ボーリングコアの観察の結果、MN-Br-03 孔、MN-Br-04 孔ともに上部中新統富士川層

群万沢層砂岩泥岩互層部層（杉山・松田，2014）を基盤として、それを砂礫層が覆って

いる状況が確認された。MN-Br-03孔では、基盤岩は深度 2.21m（標高 122.19m）で出現

し、それを層厚 1.59m の斜面堆積物が覆い、その上位に厚さ 0.62m の表土が認められ

た。一方、MN-Br-04孔では、深度 7.93m（標高 124.30m）で出現した基盤岩を覆って厚

さ 6.90mの富士川の本流性及び支流性の段丘礫層、厚さ 0.64mの斜面堆積物、厚さ 0.4m

の表土が認められた。MN-Br-03 孔、MN-Br-04 孔ともに MN-Br-01 孔で確認された本流

性のものとは異なる砂礫層は認められなかった。両孔のコア写真を図 38〜図 41 に、簡

易柱状図を図 42 に示す。両孔の概要は以下の通りである。 

［MN-Br-03 孔］ 

 本孔では、砂岩泥岩互層の基盤岩（部分的に安山岩質の貫入岩が認められる）を礫混

じりシルト～シルト質の砂礫が薄く覆っている。この砂礫は他の地点で確認されている

支流成・本流成のどちらの砂礫層とも異なっている。斜面の中腹に位置することから、

斜面堆積物であると推測される。基盤岩は風化等により亀裂が発達している箇所も確認
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されたが、全体的には固結しており、顕著な破砕部は認められなかった。 

［MN-Br-04 孔］ 

 本孔では、令和４年度に掘削した MN-Br-02 孔で確認された地層のうち富士川の本流

成の砂礫層が確認されたが、本流成の砂層やローム層は確認されなかった。一方で、

MN-Br-02 孔では確認されなかった支流成の砂礫層が本流成の砂礫層を覆っている。こ

の２つの本流性と支流性の礫層は、礫種や礫径から区別されるが，境界は不明瞭である。 

 

 

図 38 MN-Br-03 コア写真（深度 0.0〜18.0m） 
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図 39 MN-Br-03 コア写真（深度 18.0〜36.0m） 
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図 40 MN-Br-03 コア写真（深度 36.0〜42.0m） 

 

図 41 MN-Br-04 コア写真（深度 0.0〜12.0m） 
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図 42 MN-Br-03 孔と MN-Br-04 孔の簡易柱状図 

 

ⅱ) 地質断面図 

 令和４年度と令和５年度のボーリング調査をもとに作成した地質柱状図を並べた鉛直

誇張５倍の地質断面図を図 43 に示す。地質断面図の測線 A-A”は MN-Br-04 孔を通り、

北西—南東方向に延びる崖を横断する方向に設定した。その他の孔は測線上から離れて

いるため、掘削地点を測線に投影して断面に反映した。測線 A-A”の位置図を図 36 に示

す。この地質断面図と周辺の地形・地質踏査に基づき、万沢地区における活断層の存否

について検討した。 
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図 43 万沢地区における地質断面図 

地形断面図は１m メッシュ航空レーザ数値標高データから作成。断面 A-A”の測線を図

36 に示す。 

 

ⅲ) 推定される地下地質 

 上述したように、本業務でボーリング調査の対象とした直線的の谷とその北東部の段

丘面とを隔てる南西向き斜面は、谷側に向かって撓み下がる断面形状を示していること

から、谷沿いに伏在する北東傾斜の逆断層に伴う撓曲崖の可能性が推定された。その場

合、基盤岩の上面や段丘礫層及び風成層も斜面と調和的な撓曲状の分布を示すことが想

定される。これらの分布を確認するために、MN-Br-01 孔〜MN-Br-04 孔の４孔が掘削さ

れた（そのうち、MN-Br-01 孔及び MN-Br-02 孔は令和４年度掘削）。対比柱状図による

と、MN-Br-03 孔から MN-Br-02 孔にかけては、基盤岩である砂岩泥岩互層と段丘礫層と

の地層境界はほぼ水平であり、撓曲崖状の斜面の断面形態とは非調和である。また、直

線的な谷の東側谷壁基部に逆断層が存在すると仮定すると、ボーリング孔内で基盤岩が

より新しい地層に衝上する構造及びそれを反映した地層の繰り返しや基盤岩中に新鮮な

断層粘土等の破砕帯の存在が想定される。MN-Br-03 孔では、深度 2.21〜48.00m に基盤

岩の分布が確認されたが、上述したような逆断層の存在を示す構造は確認されなかった。

また MN-Br-03 孔では、深度 25.90〜28.68m に破砕帯が存在することが確認されたが、

基質は固結しており、明らかに新しい活動を示す軟質な断層破砕物質は確認されなかっ

た。これらのことから、調査対象とした斜面は逆断層に関連した撓曲変形を示すもので

はないと判断される。斜面が撓曲状の形態を示しているのは、斜面における土塊の移動

や侵食によるものの可能性が高い。 
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 以上のように、万沢地区では、直線的な谷沿いに活断層が存在しない可能性が高いこ

とが判明した。活断層が存在しないとすると、MN-Br-01 孔でボーリングの最深部まで

続いていることが確認された本流性のものとは異なる砂礫層の最深部の標高（約 85m）

が現富士川本流の河床とほぼ同じであることから、谷を埋積した堆積物とは考えにくい。

この礫層は上部では締まりがゆるいものの深部では固結している。また、部分的に層理

面が 60°〜70°程度傾斜している様子が認められた。ボーリングコアは定方位試料では

ないため傾斜方向は不明であるが、この層理面の傾斜角は、谷の東側に露出する砂岩泥

岩互層（60°〜70°程度の西傾斜）のそれと調和的である（図 36）。これらのことから、

MN-Br-01 孔でみられる礫層は基盤岩の砂岩泥岩互層中に挟在する礫岩部層である可能

性が高い。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

 身延断層の平均変位速度を明らかにすることを目的として、令和 4 年度と令和５年度

に以下の調査を実施した。 
 令和４年度には、対象地域の既往成果を整理した上で、これまで身延断層として図示

された活断層トレースとその周辺において既往詳細数値標高モデルの解析により作成し

た地形表現図を判読し、断層変位地形の分布や形態などを把握した。また、断層変位地

形沿いの地形・地質踏査を実施し、身延断層の分布や地質構造を把握するとともに、平均変

位速度を検討するための調査適地を南部町中野付近に選定した。断層変位を受けた段丘面の

形成年代を明らかにするため、中野北原において１箇所で段丘堆積物の詳細な露頭の観

察・地質柱状図の作成を行い、露頭から採取した大型植物化石及び材化石の放射性炭素

年代測定（14C 年代測定）を実施した。さらに、断層の詳細な位置及び形態を把握する

ために南部町万沢の１箇所（２孔）でボーリング調査を実施した。ボーリングコア試料

について、地層の年代を検討するため、火山灰分析を実施した。 
 令和５年度には、令和４年度の予察的調査に基づいて選定した詳細調査地点で、地

形・地質踏査、年代測定及びボーリング調査を実施した。その結果、次のような成果が

得られた。 

1)断層中部付近の南部町中野北原地区において、低位段丘堆積物とそれを被覆する扇状

地堆積物（下位の扇状地１堆積物と上位の扇状地２堆積物）の分布を確認するとともに、

多数の 14C 年代測定を行い、身延断層沿いの地形面の形成時期について初めて具体的な

データを取得した。 

2)中野北原地区から中野清水原地区にかけての区間において、上記地形面及びそれらの

構成層と既往研究の断層変位地形との関係を検討した。３条からなる同地区の断層のう

ち、東側の F1 断層（西側低下）及び中央部の F2 断層（東側低下）が活断層とした場合、

低位段丘堆積物上面の高度差と推定される形成年代から、平均変位速度の上下成分はい

ずれも 0.1m／千年程度以下であり、断層面の傾斜を 30°と仮定すると両断層の水平短

縮速度の総和は 0.4m／千年程度かそれ以下と推定される。なお、西側の F3 断層（東側

低下）については活断層の存在を示す証拠は得られなかった。 

3)低位段丘面を開析する河谷の左屈曲が報告されている断層中央部付近の南部町楮根原

戸地区において、UAV レーザ測量を行い、取得した細密デジタル地形データから作成し
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た詳細地形図を用いて屈曲量を検討した。この屈曲量が身延断層の左横ずれの累積変位

とした場合、同地区の低位段丘面の形成年代が中野地区のそれと同時期とすると、平均

変位速度の水平（横ずれ）成分は、0.2m／千年以上と推定される。 

4）山地斜面を下刻する小河谷に系統的な左ずれ屈曲が報告されている断層北部の身延町相又

地区においては、活断層の存在を示す証拠は得られなかった。 

5)撓曲崖の可能性がある万沢地区の西向き斜面を対象として、令和４年度の補完ボーリ

ング調査を実施した結果、同地区では活断層の存在を示す証拠は得られなかった。 

 本業務の結果、先行研究で活断層として図示されている身延断層のうち、少なくとも

一部については活断層の存在を示す証拠が得られなかった。一方で、令和４年度に報告

したように、活断層としての身延断層から数 km 離れた場所で同断層と平行するように分

布する長さの短い活断層の可能性のある崖地形が段丘面や山頂緩斜面に認められており、

それらの成因を明らかにして、身延断層との関係を解明する必要がある。また、活断層

として報告されている身延断層の東方約２〜３km で同断層と平行する和田断層（渡辺・

他，2017）についても形状や活動性について詳細な検討を行い、身延断層との関係を明

らかにする必要がある。 
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３．６ 屏風山・恵那山-猿投山断層帯（赤河断層帯）の調査 

 

（１）業務の内容 

 

 (a) 業務題目 屏風山・恵那山–猿投山断層帯（赤河断層帯）の調査 

 

 (b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

活断層・火山研究部門 

 

国立大学法人 富山大学 

 

主任研究員 

 

准教授 

 

吾妻 崇 

 

安江健一 

 

 (c) 業務の目的 

屏風山・恵那山–猿投山断層帯（赤河断層帯）（以下、「赤河断層帯」と略す）は、岐阜

県加茂郡白川町から恵那市に至る北西－南東方向に伸びる長さ約 23 km の南西側隆起で

左横ずれ成分を伴う活断層であり、赤河断層、権現山断層、中野方北方の断層よりなる

（図１：地震調査研究推進本部地震調査委員会，2004）。長期評価では平均変位速度、最

新活動時期、平均活動間隔のいずれの情報も得られておらず、将来の地震発生確率が算出

されていない。本研究では、赤河断層帯の南東部において UAV（ドローン）を用いたレー

ザー測量を実施して詳細なデジタル標高モデルを作成し、詳細な断層変位地形に関する

検討を行う。また、ボーリング調査及びトレンチ調査を実施して、赤河断層帯の断層活動

履歴に関する情報を取得する。さらに、断層運動による水系の屈曲量（D）と活断層より

も上流の長さ（L）を計測し、文部科学省研究開発局・産業技術総合研究所（2021）が示

した中国地方における横ずれ断層の平均変位速度の評価手法の検証を試みる。 

 

 (d) 年度毎の実施業務の要約 

  1) 令和４年度 

なし 

 

  2) 令和５年度 

赤河断層帯に関する既往研究の情報を収集し、同断層に関するこれまでの研究成果を

整理した。赤河断層帯の南東部において、UAV を用いたレーザー測量とボーリング調査を

実施し、次年度に実施する活断層調査の実施地点の検討をした。 

 

  3) 令和６年度 

赤河断層帯の断層活動履歴に関する情報を充実させるため、トレンチ調査等を実施し

た。また、横ずれ変位を受けた水系について、水系の屈曲量と上流の長さを計測して水系

の屈曲量（D：m）/上流の長さ（L：m）の値（α）を算出し、横ずれ成分の平均変位速度

が既知の中部地方に分布する活断層の事例を参照した係数 k の値を用いて、赤河断層帯
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の平均変位速度を検討した。 

 

（２）令和６年度の成果 

(a) 業務の要約 

赤河断層帯は、岐阜県東部に位置する北西－南東走向で長さ約 23 km の南西側隆起で

左横ずれ成分を伴う断層帯であり、赤河断層、権現山断層、中野方北方の断層からなる

（図１；地震調査研究推進本部地震調査委員会，2004）。これらのうち、赤河断層の南東

部（図 2）において、トレンチ調査、ピット調査、露頭観察、水系屈曲率に基づく平均変

位速度の検討を実施した。 

 

 

図 1 赤河断層帯の位置（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2004） 
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図 2 令和６年度に赤河断層帯で実施した調査の位置図 

基図には国土地理院活断層図（岡田・他，2006；宮内・他，2017）を用いた。 

 

 

(b) 業務の実施方法 

 1) 露頭観察 

赤河断層帯を構成する活断層のうち、赤河断層の南東部においてトレンチ調査を実施

し、断層の性状を確認する。 

 

 2) トレンチ調査 

赤河断層帯を構成する活断層のうち、赤河断層の南東部においてトレンチ調査を実施

し、断層の性状を確認するとともに活動時期の検討を行う。 

 

 3) ピット調査 

赤河断層帯を構成する活断層のうち、赤河断層の南東部においてピット調査を実施し、

堆積物の厚さや層相を確認する。 

 

4) 年代測定 

トレンチ調査及びピット調査によって採取された試料について年代測定を実施し、赤

河断層帯の活動時期に関する検討を行う。 
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5) 水系屈曲率に基づく平均変位速度の検討 

赤河断層帯を横切る水系の屈曲量（D）と断層よりも上流の水系の長さ（L）を計測し、

S = k・αの関係から赤河断層帯の平均変位速度（横ずれ成分）を検討した。 

 

(c) 業務の成果 

1) 露頭観察 

恵那市長島町久須見の洞地区の道路脇で露頭観察を行った。この地点は、岐阜県博物

館が公開している「岐阜県地質図：ジオランドぎふ」の詳細地質図では、濃飛流紋岩と花

崗岩の境界をなす断層が通過する場所である（図 3）。国土地理院活断層図（岡田・他，

2006）が示す推定活断層はこの地点を通過する位置に引かれているが、岐阜県活断層図

（鈴木・杉戸，2010）が示す推定活断層はこの地点よりも約 100 m 南西側に引かれてい

る（図 4）。 

観察を行った露頭で撮影した写真をオルソ化した画像を図 5 上に、観察結果をまとめ

たスケッチを図 5 下に示す。露頭では数多くの亀裂が観察された。露頭で観察された亀

裂の走向と傾斜を表 1 に示した。 

この露頭では、濃飛流紋岩と花崗岩が分布する。これらの岩石の境界（図 5 下の 15）

は、走向 N87˚W, 傾斜 40˚N の断層で接しているが、断層ガウジは発達していない。一方

で、濃飛流紋岩の中の破砕部（図 5 下の 2、走向 N43˚W, 傾斜 88˚S）には、粘土化した白

色の断層ガウジが観察された。 

 

 

図 3 岐阜県地質図（詳細）による洞地点周辺の地質分布 

図の中央に示された丸印付近が露頭の位置 
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図 4 洞地区の既往文献の活断層位置と詳細観察を実施した露頭の位置 

基図には、恵那市発行の縮尺 2,500 分の 1 地形図を使用した。 

 

 

図 5 洞地区における赤河断層の露頭の写真（オルソ画像）（上）とスケッチ（下） 

スケッチに記された番号は、走向と傾斜を計測した亀裂（表１）の位置を示す。 
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表 1 露頭で観察された亀裂の走向と傾斜 

 

No. 走向・傾斜（真北） No. 走向・傾斜（真北） No. 走向・傾斜（真北） 

1 N61˚W, 78˚S 9 N80˚E, 80˚S 17 N43˚W, 80˚S 

2 N43˚W, 88˚S 10 N27˚E, 70˚S 18 N67˚W, 80˚S 

3 N39˚W, 34˚S 11 N33˚W, 48˚N 19 N5˚W, 38˚N 

4 N33˚W, 48˚S 12 N72˚E, 70˚S 20 N33˚W, 54˚N 

5 N77˚W, 50˚S 13 N69˚E, 24˚S 21 N13˚W, 30˚N 

6 N39˚W, 48˚S 14 N23˚W, 74˚N 22 N56˚W, 64˚S 

7 N18˚W, 42˚S 15 N87˚W, 40˚N － － 

8 N89˚E, 36˚S 16 N69˚W, 84˚S － － 

 

 

 

 

2) トレンチ調査・ピット調査 

当初はトレンチとピットを別の地点で掘削する予定であったが、複数の適地を見つけ

ることができなかったため、一つの谷の両側の谷壁の基部でトレンチ及びピットを掘削

した。現地の状況を確認した結果、谷の南側を大きめに掘削してトレンチとし、北側にピ

ットを掘削することにした（図 6）。 

トレンチの規模は、長さ約 9 m、幅約 6 m、深さ約 2.5 m とした。ピットで観察した壁

面の写真とスケッチを図 7（東壁面）、図 8（西壁面）、図 9（北壁面）に示した。ピット

内で観察された地層は、上位から順に、表土（砂質シルト）、腐植質砂混り粘土（灰〜暗

灰）、砂礫（褐灰）、砂質シルト（暗青灰〜暗緑灰）、礫混じりシルト（黒色）、腐植質粘土

（暗灰〜灰黒色）、シルト（暗灰）及び基盤の花崗岩に区分される。基盤の上面は、谷の

中央に向かって緩やかな勾配で傾き下がっており、一部ではチャネル状の窪みが認めら

れる。 

東壁面と西壁面では、基盤の花崗岩内に多数の亀裂が確認された。トレンチで観察さ

れた亀裂の走向と傾斜を表 2（東壁面）と表 3（西壁面）に示した。一部の亀裂の上端は

チャネル状の窪みの縁へと続いている。 

東壁面と西壁面から、放射性炭素年代測定用の試料を採取した。試料を採取した位置

をそれぞれの壁面のスケッチに示した。また、採取した試料の一覧を表 4 に示した。 
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図 6 トレンチ及びピットの掘削位置図 

現地で実施した測量結果に基づき作成 
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図 7 トレンチ東壁面のスケッチ（上）及びオルソ画像（下） 

 

 

 

図 8 トレンチ西壁面のスケッチ（上）及びオルソ画像（下） 
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図 9 トレンチ北壁面のスケッチ（上）及びオルソ画像（下） 

 

 

 

表 2 トレンチ東壁面で観察された亀裂の走向と傾斜及び粘土の厚さ 

 

No. 走向・傾斜（真北） 粘土の厚さ No. 走向・傾斜（真北） 粘土の厚さ 

1 N11˚E, 86˚S 15 mm 9 N21˚W, 75˚N 15 mm 

2 N21˚W, 66˚N 12 mm 10 N31˚W, 70˚N 5-10 mm 

3 N33˚W, 88˚S 2 mm 11 N21˚W, 62˚N 20 mm 

4 N15˚W, 80˚S 5 mm 12 N12˚E, 52˚S 2 mm 

5 N27˚E, 62˚S 40 mm 13 N79˚W, 56˚S 3 mm 

6 N25˚W, 44˚N 7 mm 14 N27˚W, 68˚N 25 mm 

7 N23˚W, 52˚N 7 mm 15 N29˚E, 84˚S 5 mm 

8 N19˚W, 75˚N 15 mm 16 N7˚W, 66˚S 3 mm 
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表 3 トレンチ西壁面で観察された亀裂の走向と傾斜 

 

No. 走向・傾斜（真北） 粘土の厚さ No. 走向・傾斜（真北） 粘土の厚さ 

1 N70˚W, 78˚S 5 mm 13 N2˚E, 45˚S 3 mm 

2 N88˚W, 57˚N 0-2 mm 14 N16˚E, 70˚N - 

3 N48˚W, 42˚S 0-3 mm 15 N44˚W, 85˚N 0-3 mm 

4 N2˚W, 55˚S 0-2 mm 16 N26˚W, 37˚N 5 mm, 3 mm 

5 N63˚W, 55˚N 0-1 mm 17 N22˚E, 75˚N 0-2 mm 

6 N71˚W, 80˚S 0-3 mm 18 N26˚W, 37˚N 5 mm 

7 N17˚E, 80˚N 0-1 mm 19 N32˚E, 50˚N 0-1 mm 

8 N6˚W, 71˚S - 20 N15˚W, 50˚N 1-5 mm 

9 N9˚W, 55˚S 0-2 mm 21 N16˚E, 47˚N 1 mm 

10 N14˚W, 79˚S - 22 N26˚W, 75˚N 1-2 mm 

11 N11˚W, 64˚S 0-1 mm 23 N15˚W, 79˚S 1-2 mm 

12 N9˚E, 65˚N 1-3 mm － －  

 

 

 

表 4 トレンチ壁面から採取した年代測定用試料 

 

No. 壁面 試料名 層準 試料の種類 

1 西壁面 HTC-1 砂礫 材 

2 西壁面 HTC-2 腐植質砂混り粘土 木炭 

3 西壁面 HTC-3 腐植質砂混り粘土 木炭 

4 西壁面 HTC-4 腐植質砂混り粘土 木炭 

5 西壁面 HTC-5 腐植質砂混り粘土 木炭 

6 西壁面 HTC-6 砂質シルト 木炭 

7 西壁面 HTC-7 砂質シルト 木炭 

8 西壁面 HTC-8 砂質シルト 木炭 

9 西壁面 HTC-9 砂礫 材 

10 西壁面 HTC-10 腐植質砂混り粘土 材 

11 西壁面 HTC-11 腐植質砂混り粘土 材 

12 西壁面 HTC-12 腐植質砂混り粘土 材 

13 西壁面 HTC-13 腐植質砂混り粘土 材 

14 西壁面 HTC-14 礫混じりシルト 材 
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15 西壁面 HTC-15 シルト 材 

16 西壁面 HTC-16 腐植質砂混り粘土 材 

17 北壁面 HTC-17 礫混じりシルト 材（加工木材） 

18 北壁面 HTC-18 シルト 木炭 

19 東壁面 HTC-19 腐植質砂混り粘土 木炭 

20 東壁面 HTC-20 腐植質砂混り粘土 材 

21 東壁面 HTC-21 腐植質砂混り粘土 木炭 

22 東壁面 HTC-22 砂質シルト 木炭 

23 東壁面 HTC-23 腐植質砂混り粘土 木炭 

24 東壁面 HTC-24 砂礫 木炭 

25 東壁面 HTC-25 腐植質砂混り粘土 材 

26 東壁面 HTC-26 砂質シルト 木炭 

27 東壁面 HTC-27 腐植質砂混り粘土 材 

28 東壁面 HTC-28 腐植質砂混り粘土 材 

29 東壁面 HTC-29 腐植質砂混り粘土 バルク 

 

 

 

 

谷の北縁にピットを掘削した。掘削規模は、南北方向に約 5 m、東西方向に約 3 m、深

さ約 2.5 m とした。埋め戻し前に、花崗岩と堆積物の境界部をさらに約 1 m 掘り下げた。

ピットで観察した壁面の写真とスケッチを図 10（東壁面）、図 11（西壁面）、図 12（北壁

面）に示した。ピット内で観察された地層は、上位から順に、表土（砂質シルト）、砂質

シルト（暗灰）、腐植土質砂質シルト（黒灰〜暗灰）、礫質砂混りシルト（灰〜黄灰）、砂

混り腐植質シルト（黒色）、シルト混り砂〜砂礫（赤褐色）、砂混りシルト（灰）、砂・腐

植質混りシルト（灰〜暗灰）、砂混り腐植質シルト（黒）、シルト（青灰）及び基盤の花崗

岩に区分される。 

東壁面と西壁面から、放射性炭素年代測定用の試料を採取した。試料を採取した位置

をそれぞれの壁面のスケッチに示した。また、ピットの壁面から採取した試料の一覧を表

5 に示した。 
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図 10 ピット東壁面のスケッチ（上）及びオルソ画像（下） 
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図 11 ピット西壁面のスケッチ（上）及びオルソ画像（下） 

 

 

 

図 12 ピット北壁面のスケッチ（右）及びオルソ画像（左） 
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表 5 ピット壁面から採取した年代測定用試料 

 

No. 壁面 試料名 層準 試料の種類 

1 西壁面 HPC-1 シルト 腐植質シルト 

2 西壁面 HPC-2 砂混り腐植質シルト 木炭 

3 西壁面 HPC-3 砂・腐植質混りシルト 木炭 

4 西壁面 HPC-4 砂混りシルト 木炭 

5 西壁面 HPC-5 砂混り腐植質シルト 木炭 

6 西壁面 HPC-6 砂混り腐植質シルト 木炭 

7 西壁面 HPC-7 腐植土質砂質シルト 木炭 

8 西壁面 HPC-8 腐植土質砂質シルト 木炭 

9 西壁面 HPC-9 砂質シルト 木炭 

10 西壁面 HPC-10 砂混り腐植質シルト 木炭 

11 北壁面 HPC-11 砂混りシルト 木炭 

12 北壁面 HPC-12 礫質砂混りシルト 木炭 

 

 

 

トレンチ調査とピット調査で観察した結果を合わせて投影した図（東測線、西測線）

を作成し、調査を実施した谷地形を横断した地質構造を検討した。それぞれの測線の位置

を図 13 に、東測線の投影図を図 14 に、西測線の投影図を図 15 に示した。西測線につい

ては、トレンチの西壁面とピットの西壁面のスケッチを反転させて作成した。 

トレンチとピットの間には深さ 3 m 以上の谷構造があり、今回の調査規模ではその基

底まで確認することはできなかった。断層付近は基盤岩が破砕しているために周辺より

も浸食作用を受けやすく、断層に沿って直線的な谷が形成されることがある。今回の調査

地点では、谷地形の縁辺ではなくて深い谷が形成されている部分に断層が通過している

可能性が考えられる。 

投影断面の南北で基盤上面の高さを比較すると、トレンチを掘削した南側が若干高い。

また、トレンチを掘削した範囲では、比較的広い範囲で基盤が侵食されて上面が平坦にな

っている。このことから、土岐砂礫層の高度分布の情報に基づいて赤河断層が南側隆起の

断層活動を行ってきた（木曽、1963；森山、1987）と想定されているように、今回の調査

地点においても南側隆起の断層運動が起こっていることが推定される。 
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図 13 トレンチとピットの投影断面の位置図 

 

 

 

 
図 14 東測線におけるトレンチとピットの投影断面 

 

 

 

図 15 西測線におけるトレンチとピットの投影断面 
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3) 年代測定 

トレンチ及びピットの壁面から採取した炭化物のうち３試料（トレンチ：１試料、ピ

ット：２試料）について、放射性炭素同位体年代を測定した。年代測定は、株式会社地球

科学研究所に依頼した。測定結果を表 6 に示す。 

トレンチについては、東壁面の腐植質砂混り粘土の層準から採取した試料（HTC-25：

木炭）の年代測定を行った。暦年較正した年代値（2σ）は 499-316 cal BP であった（図

16）。 

ピットについては、西壁面の砂質シルトの層準から採取した試料（HPC-4：木炭）及び

シルトの層準から採取した試料（HPC-10：木炭）の年代測定を行った。暦年較正した年代

値（2σ）は、HPC-4 が 1,176-977 cal BP、HPC-10 が 770-672 cal BP であり、上下の層

準で年代が逆転した（図 17）。 

 

表 6 トレンチ及びピットから採取した試料の年代測定結果 

年代測定結果の暦年較正は、Bronk Ramsey（2009）の手法に従い、

INTCAL20（Reimer et al., 2020）を用いて行った。 

 

 

 
図 16 トレンチ東壁面から採取した試料（HTC-25）の年代測定結果 

層序区分の凡例は、図 7 及び図 8 に示す。年代測定結果の詳細については、表 6 に示す。 
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図 17 ピット西壁面から採取した試料（HPC-4、HPC-10）の年代測定結果 

層序区分の凡例は図 10 及び図 11 に示す。年代測定結果の詳細については、表 6 に示す。 

 

 

4) 水系屈曲率に基づく横ずれ平均変位速度 

赤河断層帯の平均変位速度（横ずれ成分）を検討するため、水系屈曲率の検討を行った。

検討対象は、赤河断層の南東部において左横ずれが認められ、上流部が侵食小起伏面に達

している 7 水系を対象とした（図 18）。計測した水系の屈曲量、上流の長さ及びαの値を

表 7 に示す。また、水系の屈曲量と上流の長さとの関係およびαの値を図 19 に示す。検

討の結果、赤河断層の南東部における水系の屈曲について、屈曲率αの値は最大で 0.320、

最小で 0.052 であり（表 7）、平均値は 0.148 と算出された。 

屈曲率αの値から平均変位速度（横ずれ成分）を算出するには、係数 k の値が必要とな

る。係数 k は侵食速度等と関係があると考えられるため、その地域ごとに検討する必要

がある。ここでは、文部科学省研究開発局・産業技術総合研究所（2023）が算出した跡津

川断層の係数 k の平均値 19.0 を中部地方における代表値として用いることとする。 

赤河断層の南東部の横ずれ成分の平均変位速度の算出について、上述の水系屈曲率の

平均値（0.148）と、跡津川断層で算出された係数 k の平均値 19.0 に基づくと、赤河断層

の南東部の横ずれ成分の平均変位速度は 2.8 m/千年（αのばらつきを考慮すると、0.99

〜6.1 m/千年）となる。この値に従えば、赤河断層の南東部が活動度 A 級の活断層とい

うことになるが、これまでに断層変位地形の明瞭さ等から推定されていた活動性（B 級）

よりも高い活動を示すことになる。文部科学省研究開発局・産業技術総合研究所（2023）

でも指摘されているように、本手法については今後も検討を重ねる必要がある。 
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図 18 赤河断層南東部における水系屈曲量と断層よりも上流の水系の長さ 

 

 

表 7 赤河断層における水系の屈曲量と上流の長さ 

αの列の赤文字は最大値、青文字は最小値を示す。 

地点 地点名 
水系の屈曲量（m） 

①  

上流の長さ（m） 

② 

α 

① /② 

A 千田 38 728 0.053 

B 洞 1 21 144 0.146 

C 洞 2 10 63 0.159 

D 井洞 15 235 0.064 

E 下本郷 1 130 406 0.320 

F 下本郷 2 72 446 0.161 

G 下本郷 3 48 357 0.134 
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図 19 赤河断層南東部における水系の屈曲量（D）と断層よりも 

上流の水系の長さ（L）の関係 

 

(d) 結論 

赤河断層帯を構成する活断層（赤河断層，権現山断層，中野方北方の断層）のうち、赤

河断層の南東部において、露頭観察、トレンチ調査、ピット調査を実施した。また、トレ

ンチ及びピットから採取された試料の年代測定を実施した。 

露頭観察では、濃飛流紋岩と花崗岩の境界をなす断層露頭を観察し、亀裂の性状の観察

と走向・傾斜の計測を実施した。観察の結果、粘土化した断層ガウジの存在から、この地

点における最近の断層活動は、地層境界をなす断層よりも数 m 北側の濃飛流紋岩内で生じ

ていた可能性が推定された。しかし、第四紀層と断層との関係など、最近の断層活動を示

す直接的な証拠は得られなかった。 

トレンチ調査とピット調査では、499-316 cal BP、770-672 cal BP、1,176-977 cal BP

の年代を示す地層に断層運動による変位を確認することはできなかった。これらの堆積物

に覆われる基盤の花崗岩に明瞭な断層破砕帯が確認できなかったことから、今回の調査で

掘削することができなかった谷地形の中央部付近を断層が通過している可能性がある。ト

レンチ内では基盤の花崗岩の上面が広く侵食されていることから、南側が隆起する傾向が

あることが推定される。このことは土岐砂礫層の分布高度などから想定されている赤河断

層の運動センスと調和的である。 

赤河断層の南東部を対象として実施した水系屈曲率に基づく横ずれ成分の平均変位速
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度の検討では、水系屈曲率αの平均値（0.148）と、跡津川断層で算出された係数 k の平均

値 19.0 に基づき、横ずれ成分の平均変位速度が 2.8 m/千年と算出された。この値は、断

層変位地形の明瞭さ等からこれまでに推定されていた赤河断層の活動性（B 級）よりも高

い。文部科学省研究開発局・産業技術総合研究所（2023）でも指摘されているように、本

手法については今後も検討を重ねる必要がある。 
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（３）令和４〜６年度の成果 

(a) 業務の要約 

赤河断層帯は、岐阜県東部に位置する北西－南東走向で長さ約 23 km の南西側隆起で

左横ずれ成分を伴う断層帯であり、赤河断層、権現山断層、中野方北方の断層からなる
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（図１；地震調査研究推進本部地震調査委員会，2004）。これらの活断層に関する既往研

究の整理（令和５年度）を行ったほか、赤河断層の南東部において、航空レーザー測量（令

和５年度）、ボーリング調査（令和５年度）、トレンチ調査・ピット調査、露頭観察、水系

屈曲率に基づく平均変位速度の検討（令和６年度）を実施した。また、ボーリング調査及

びトレンチ調査・ピット調査によって採取された試料について放射性炭素同位体年代測

定を実施した。各調査の調査地点を図 20 に示す。 

 

(b) 業務の実施方法 

1) 既往研究の整理 

赤河断層帯において調査を実施するにあたり、この断層帯を構成する各断層の詳細

分布や特徴を明らかにするため、令和５年度に既往研究の整理を行った。活断層図のほ

か、地質図、論文、研究報告書等を対象に文献調査を実施し、赤河断層帯の研究史を整

理するとともに、詳細位置の検討を行った。 

 

2) 航空レーザー測量 

赤河断層帯の構成する活断層のうち、連続する長さが最も長く、恵那市の市街地に近

接する赤河断層の南東部における活断層の詳細位置を明らかにするため、令和５年度に

航空レーザー測量を実施し、詳細な地形データを作成した。 

 

3) ボーリング調査 

横ずれを示す谷の形成年代を検討するため、令和５年度に赤河断層の南東部におい

て谷の堆積物を採取するためのボーリング調査を実施した。また、ボーリングコアから

採取した試料について放射性炭素同位体年代を測定した。 

 

4) トレンチ調査・ピット調査 

赤河断層帯の構成する活断層のうち、連続する長さが最も長い赤河断層の活断層の

活動性を明らかにするため、令和６年度に同断層の南東部においてトレンチ調査とピッ

ト調査を実施した。また、トレンチ及びピットの壁面から採取した試料について放射性

炭素同位体年代を測定した。 

 

5) 露頭観察 

赤河断層帯の各断層の詳細分布位置及び断層性状を明らかにするため、赤河断層帯

を構成する活断層沿いに露頭観察を実施した。令和６年度には、赤河断層の南東部にお

いて断層露頭の詳細観察を実施した。 

 

6) 水系屈曲率に基づく横ずれ平均変位速度の検討 

赤河断層帯の横ずれ平均変位速度を検討するため、令和６年度に赤河断層の南東部

において水系の屈曲量（D）と断層よりも上流の水系の長さ（L）を計測し、中部地方に

おける係数 k の値を用いて、平均変位速度（横ずれ成分）を算出した。 
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図 20 令和５年度及び令和６年度に赤河断層の南東部で実施した各種調査の実施地点 

基図には「地理院地図」の標準地図を用いた。推定活断層（黒破線）の位置は、

地理院活断層図（岡田・他，2006；宮内・他，2017）に従った。 

 

 

(c) 業務の成果 

1) 既往研究の整理 

赤河断層帯を構成する活断層のうち、赤河断層については、河田（1961）が 5 万分の１

地質図の解説書において花崗岩と流紋岩を切る断層として記載し、赤河峠周辺における

同断層の位置を図示した。木曽（1963）は、赤河断層と権現山断層について、恵那盆地の

西縁を限る南西上がりの断層として記載した。活断層研究会編（1980）は、「飯田」に赤

河断層、権現山断層、中野方北方の断層を確実度Ⅰ〜Ⅱの活断層として図示し、それぞれ

の長さ、走向、変位形態、変位基準を記載した。森山（1987）は木曽川・矢作川流域の地

形と地殻変動を論じ、この地域に分布する活断層の特性を整理した。活断層研究会編

（1991）は、権現山断層の形状を変更した。水谷・小井戸（1992）は赤河断層について恵

那市市街地付近から北西方へ 20 km 以上にわたり続く断層とし、その北西部の約 7 km の

区間を図示した。地震調査研究推進本部地震調査委員会（2004）は、屏風山・恵那山断層

帯および猿投山断層帯を構成する活断層を構成する断層帯として赤河断層帯を示し、長

さ約 23 km の南西側隆起で左横ずれ成分を伴う活断層として評価している。岡田・他（2006）

は恵那市中野方町伊勢後付近から加茂郡白川町赤河付近にかけて分布する推定活断層と

して赤河断層を図示している。鈴木・杉戸（2010）は岐阜県の詳細な活断層図を作成し、

赤河断層について長さ 22 km で南西側隆起の縦ずれ運動を主体とする推定活断層である
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が、最近約 10万年間の活動を示す証拠は見つかっていないことを示した。宮内・他（2017）

は、岡田・他（2006）が図示した赤河断層の南東延長にあたる推定活断層を恵那市大井町

付近から中野方町伊勢後付近に図示しているが、その名称は記していない。また、宮内・

他（2017）は既往文献による権現山断層とほぼ同じ位置に推定活断層を図示しているが、

これについても名称は記していない。 

 

2) 航空レーザー測量 

赤河断層帯のうち赤河断層の南東部の２地区で UAV を用いて航空レーザー測量を実

施し、詳細デジタル標高データを作成した。 

千田地区においては、宮内・他（2017）が推定活断層の存在を示した位置よりも南西

側に活断層が存在する可能性があるため、詳細な地形データを作成して検討を行った（図

21）。レーザー測量の計測面積は約 110,000 m3、点群密度は 574 点/m2である。 

上本郷地区においては、水系の左屈曲と鞍部の地形を詳細に検討するため、詳細な地

形データを作成して検討を行った。計測範囲に高圧線が存在していたため、北部と南部に

分けてレーザー測量を行い、計測結果を統合して詳細地形データを作成した（図 22）。レ

ーザー測量の計測面積は、北部が約 58,000 m3、点群密度は 689 点/m2, 北部が約 52,000 

m3、点群密度は 689 点/m2である。なお、上本郷地区の南部にはボーリング調査を実施し

た井洞地区の一部が含まれているため、ボーリング調査結果の地形地質断面の作成にお

いて、レーザー測量の結果を用いた。 
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図 21 赤河断層南東部千田地区の段彩陰影図 

 

 

図 22 赤河断層南東部上本郷地区の段彩陰影図 
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3) ボーリング調査 

赤河断層帯の活動により左横ずれの変位を受けていると推定される水系についてボー

リング調査を実施し、掘削したボーリングコアから採取した試料の年代を測定した。掘削

地点は、恵那市長島町久須見の洞地区と井洞地区である（図 23）。洞地区で２孔（HRA-1、

HRA-2）、井洞地区で３孔（IBR-1〜IBR-3）のボーリングを掘削した。掘削深度は HRA-1 が

9 m、HRA-2 が 5 m、IBR-1 が 8 m、IBR-2 が 9 m、IBR-3 が 9 m である。 

 

【HRA-1】（図 24） 

深度 0.00-0.14 m は、砂礫混じり粘土からなる黒色の表土である。 

深度 0.14-2.21 m には、淡褐色〜黒褐色の砂礫まじり粘土が分布する。粗粒砂や細礫、

炭化物を含み、淘汰が悪い。含水比が高く、軟質である。深度 1.00-1.60 m 及び深度 1.78-

2.21 m は、腐植質で炭化物を多く含む。深度 2.20 m 付近には径 40 mm 程度の岩片を含

む。 

深度 2.21-6.00 m には、淡緑色のシルト混じり砂が分布する。粗粒砂～細礫を含み、不

均質である。下位に向かって粒径が粗くなり、深度 5.00 m 以深では、径 5-20mm の岩片

をまばらに含む。全体的に未固結で、指圧でわずかに凹む程度の硬さである。 

深度 6.00-9.00 m には、淡緑灰色〜褐色の凝灰角礫岩が分布する。濃飛流紋岩の溶結凝

灰岩である。硬質だが、風化して一部粘土状～砂礫状を呈す。粒径は細粒～中粒を主とし、

径 5-30 mm 程度の扁平状の岩片をまばらに含む。深度 6.00～6.48m は比較的新鮮で硬質

であり、深度 6.48-7.25 m は風化して一部粘土状～砂礫状になっている。深度 7.25-9.00 

m では、高角度の亀裂を含み、全体に酸化色を帯びて、コア表面は砂状を呈す。深度 7.25-

7.90 m 付近は、特に強く酸化する。 

 

【HRA-2】（図 25） 

深度 0.00-0.18 m は、砂礫混じり粘土からなる茶褐色の表土である。 

深度 0.18-0.71 m には、黒褐色の砂礫混じり粘土が分布する。植物片や径 2-8 mm の礫

を含み、不均質である。深度 0.45-0.71 m は腐植質である。 

深度 0.71-1.04 m には、茶褐色の砂礫混じり粘土が分布する。黒色の粗粒砂や細礫を

含み、不均質である。指圧で凹む程度の硬さである。 

深度 1.04-5.00 m には、青灰色を呈する濃飛流紋岩の溶結凝灰岩が分布する。最大粒

径径 25 mm 程度の岩片を含み、淘汰が悪い。全体に風化しており、酸化色を呈す。コアは

棒状だが、ハンマー打撃で崩れる程度に脆く、一部角礫岩状～砂状となる。深度 1.04-

3.00 m は、全体に強く酸化しており、コア表面が砂状となる。深度 2.50 m 付近には、高

角度の亀裂を含み、白色鉱物が充填する。深度 3.00-5.00 m は、亀裂を多く含み、亀裂に

沿って酸化する。また、深度 3.80-4.00 m、4.60-4.75 m、4.90-5.00 m においては、全体

的に風化して角礫岩状を呈す。 

 

【IBR-1】（図 26） 

深度 0.00-0.16 m は、シルト質砂からなる淡褐色の表土（耕作土）である。やや不均

質で、細礫や細かい材片を含む。 
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深度 0.16-0.70 m には、黄褐色のシルト混じり砂が分布する。深度 0.16-0.43 m では

細粒砂主体で比較的均質である。その下位の深度 0.43-0.60 m では、炭化物や細礫、腐

植質シルトをまだらに含み、不均質である。深度 0.60-0.70 m では、石英粒を多く含む。 

深度 0.70-2.32 m には、砂まじり粘土〜砂質シルトが分布する。全体に腐植質で植物

片や細礫をまばらに含み、やや不均質である。 

深度 2.32-3.28 m には、緑灰色のシルト質砂が分布する。細粒砂～中粒砂を主とし、

まばらに細礫を含み、やや不均質である。全体に石英粒を含む。 

深度 3.28-4.57 m には、風化花崗閃緑岩の岩片および花崗閃緑岩起源堆積物が分布す

る。礫は角礫状である。指圧で凹まないが、ハンマー打撃で崩れる程度の脆さである。 

深度 4.57-8.00 m には、暗緑色の花崗閃緑岩が分布する。全体に亀裂を含み、風化し

ている。深度 4.57-5.80 m では、強く風化し、部分的に砂礫状となる。深度 5.80-8.00 m

では、コアは棒状を呈するが、水平あるいは高角度の亀裂を含み、亀裂に沿って強く酸化

する。全体に風化しており、コア表面は砂状である。 

 

【IBR-2】（図 27） 

深度 0.00-1.76 m は、淡褐色の表土（耕作土）である。細礫や植物片を多く含み、不

均質な砂礫混じり粘土からなる。含水比が高く、非常に軟質である。 

深度 1.76-3.38 m には、暗褐色の砂礫混じり粘土が分布する。砂、細礫や 1-2 mm の炭

化物を含み、不均質である。全体に腐植質である。深度 2.50-2.55 m には、材が存在す

る。深度 3.00-3.38 m は、細礫をあまり含まず、比較的均質である。 

深度 3.38-4.32 m は、褐色の風化花崗岩起源の堆積物である。礫は径 2-15 mm 程度の

亜角～角礫状で、不均質である。全体に酸化色を呈し、指圧で容易に崩れる程度の硬さで

ある。 

深度 4.32-9.00 m には、褐色〜白色の風化花崗閃緑岩が分布する。全体に強く風化し、

錆色を呈する。コアは棒状だが、風化してコア表面は砂礫状であり、部分的に粘土状とな

り、容易に崩れる程度に脆い。深度 6.00-7.20 m 付近は、特に酸化が著しく、強い錆色を

呈する。深度 7.85-9.00 m では、コア径大の比較的新鮮な岩片をまばらに含む。 

 

【IBR-3】（図 28） 

深度 0.00-0.20 m は、砂礫混じり粘土からなる褐色の表土である。不均質で非常に軟

質である。 

深度 0.20-1.68 m には、淡褐色のシルト混じり砂が分布する。植物片や細礫を多量に

含み、不均質な砂礫混じり粘土を含む。深度 0.20-0.50 m は茶褐色を呈し、深度 0.50-

1.60 m は淡褐色で緑色を帯びる。 

深度 1.68-3.31 m には、暗褐色の粘土混じり砂が分布する。砂は細粒砂主体で比較的

均質である。植物片や材片、細礫を含み、全体的に腐植質である。 

深度 3.31-4.03 m には、淡緑色のシルト混じり砂礫が分布する。砂は花崗閃緑岩起源

で白色の粗粒砂～極粗粒砂を主とする。径 2-5 mm の岩片をまばらに含み、不均質である。

シルトは淡緑色を呈する。 

深度 4.03-9.00 m には、褐色の風化花崗閃緑岩が分布する。全体に強く酸化し、錆色
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で一部砂状～砂礫状となる。指圧で崩れる程度に脆く、岩片は軟質である。深度 4.03-

4.25 m では、比較的新鮮な岩片が見られ、暗緑色を呈する。深度 4.40-4.60 m 及び深度

5.32-5.60 m では、風化が著しく、砂状を呈する。 

 

【年代測定】 

ボーリングコアから採取した試料（６試料）について、AMS 法による放射性炭素年代測

定を行った。年代測定については、株式会社地球科学研究所に測定を依頼した。年代測定

結果を表 8 に示す。 

HRA-1 の深度 2.10-2.15 m から採取した腐植質シルトについて年代測定を実施した。

得られた年代は、暦年較正した２σの値で、905-698 cal BP の範囲である。 

HRA-2 の深度 0.65-0.70 m から採取した腐植質シルトについて年代測定を実施した。

得られた年代は、暦年較正した２σの値で、3,383-3,227 cal BP の範囲である。 

IBR-1 の深度 2.25-2.30 m から採取した腐植質シルトについて年代測定を実施した。

得られた年代は、暦年較正した２σの値で、1,379-1,299 cal BP の範囲である。 

IBR-2 では、深度 2.50-2.55 m から採取した材と、深度 3.28-3.33 m から採取した腐

植質シルトについて年代測定を実施した。得られた年代は、暦年較正した２σの値で、上

位の材は 915-740 cal BP、下位の腐植質シルトは 3,455-3,355 cal BP の範囲である。 

IBR-3 の深度 3.25-3.30 m から採取した腐植質シルトについて年代測定を実施した。

得られた年代は、暦年較正した２σの値で、1,467-1,306 cal BP の範囲である。 

洞地区の２地点で掘削したボーリングの柱状図を、標高を合わせて並べ、年代測定結

果を示した図を図 29 に示した。また、井洞地区で掘削したボーリング３孔の柱状図に地

形断面図に重ね、年代測定結果を示した図を図 30 に示した。 

 

 

図 23 赤河断層南東部で実施したボーリング調査の掘削位置 
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図 24 赤河断層南東部（恵那市長島町久須見）洞地区で掘削した HRA-1 のボーリングコ

ア写真（上）と層相区分図（下） 
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図 25 赤河断層南東部（恵那市長島町久須見）洞地区で掘削した HRA-2 のボーリングコ

ア写真（上）と層相区分図（下） 
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図 26 赤河断層南東部（恵那市長島町久須見）井洞地区で掘削した IBR-1 のボーリングコ

ア写真（上）と層相区分図（下） 

 

 

 



 324 

 

図 27 赤河断層南東部（恵那市長島町久須見）井洞地区で掘削した IBR-2 のボーリングコ

ア写真（上）と層相区分図（下） 
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図 28 赤河断層南東部（恵那市長島町久須見）井洞地区で掘削した IBR-3 のボーリングコ

ア写真（上）と層相区分図（下） 
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表 8 令和５年度に実施した赤河断層帯の調査で採取した試料の年代測定結果 

暦年代（cal BP）は、Ramsey (2009)の手法に従い、INTCAL20（Reimer et al., 

2020）を用いて算出した。  

 

 

 

図 29 赤河断層南東部（洞地区）で掘削したボーリングの柱状図と年代測定結果 

 

 

図 30 赤河断層南東部（井洞地区）で掘削したボーリングの柱状図と年代測定結果 
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4) トレンチ調査・ピット調査 

令和６年度に、赤河断層の南東部でトレンチ調査とピット調査を実施した。当初はト

レンチとピットを別の地点で掘削する予定であったが、複数の適地を見つけることがで

きなかったため、一つの谷の両側の谷壁の基部でトレンチ及びピットを掘削した。現地の

状況を確認した結果、谷の南側を大きめに掘削してトレンチとし、北側にピットを掘削す

ることにした（図 31）。 

 

【トレンチ調査】 

トレンチの規模は、長さ約 9 m、幅約 6 m、深さ約 2.5 m とした。ピットで観察した壁

面の写真とスケッチを図 32（東壁面）、図 33（西壁面）、図 34（北壁面）に示した。ピッ

ト内で観察された地層は、上位から順に、表土（砂質シルト）、腐植質砂混り粘土（灰〜

暗灰）、砂礫（褐灰）、砂質シルト（暗青灰〜暗緑灰）、礫混じりシルト（黒色）、腐植質粘

土（暗灰〜灰黒色）、シルト（暗灰）及び基盤の花崗岩に区分される。基盤の上面は、谷

の中央に向かって緩やかな勾配で傾き下がっており、一部ではチャネル状の窪みが認め

られる。 

東壁面と西壁面では、基盤の花崗岩内に多数の亀裂が確認された。トレンチで観察さ

れた亀裂の走向と傾斜を表 9（東壁面）と表 10（西壁面）に示した。一部の亀裂の上端は

チャネル状の窪みの縁へと続いている。 

東壁面と西壁面から、放射性炭素年代測定用の試料を採取した。試料を採取した位置

をそれぞれの壁面のスケッチに示した。また、採取した試料の一覧を表 11 に示した。 

 

【ピット調査】 

ピットの掘削規模は、南北方向に約 5 m、東西方向に約 3 m、深さ約 2.5 m とした。埋

め戻し前に、花崗岩と堆積物の境界部をさらに約 1 m 掘り下げた。ピットで観察した壁

面の写真とスケッチを図 35（東壁面）、図 36（西壁面）、図 37（北壁面）に示した。ピッ

ト内で観察された地層は、上位から順に、表土（砂質シルト）、砂質シルト（暗灰）、腐植

土質砂質シルト（黒灰〜暗灰）、礫質砂混りシルト（灰〜黄灰）、砂混り腐植質シルト（黒

色）、シルト混り砂〜砂礫（赤褐色）、砂混りシルト（灰）、砂・腐植質混りシルト（灰〜

暗灰）、砂混り腐植質シルト（黒）、シルト（青灰）及び基盤の花崗岩に区分される。 

東壁面と西壁面から、放射性炭素年代測定用の試料を採取した。試料を採取した位置

をそれぞれの壁面のスケッチに示した。また、ピットの壁面から採取した試料の一覧を表

12 に示した。 

 

【年代測定結果】 

トレンチ及びピットの壁面から採取した炭化物のうち３試料（トレンチ：１試料、ピ

ット：２試料）について、放射性炭素同位体年代を測定した。年代測定は、株式会社地球

科学研究所に依頼した。測定結果を表 13 に示す。 

トレンチについては、東壁面の腐植質砂混り粘土の層準から採取した試料（HTC-25：

木炭）の年代測定を行った。暦年較正した年代値（2σ）は 499-316 cal BP であった。 

ピットについては、西壁面の砂質シルトの層準から採取した試料（HPC-4：木炭）及び
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シルトの層準から採取した試料（HPC-10：木炭）の年代測定を行った。暦年較正した年代

値（2σ）は、HPC-4 が 1,176-977 cal BP、HPC-10 が 770-672 cal BP であり、上下の層

準で年代が逆転した。 

 

【総合解釈】 

トレンチ調査とピット調査で観察した結果を合わせて投影した図（東測線、西測線）

を作成し、調査を実施した谷地形を横断した地質構造を検討した。それぞれの測線の位置

を図 38 に、東測線の投影図を図 39 に、西測線の投影図を図 40 に示した。西測線につい

ては、トレンチの西壁面とピットの西壁面のスケッチを反転させて作成した。 

トレンチとピットの間には深さ 3 m 以上の谷構造があり、今回の調査規模ではその基

底まで確認することはできなかった。断層付近は基盤岩が破砕されるために周辺よりも

浸食作用を受けやすく、断層に沿って直線的な谷が形成されることがある。今回の調査地

点では、谷地形の縁辺ではなくて深い谷が形成されている部分に断層が通過している可

能性が考えられる。 

投影断面の南北で基盤上面の高さを比較すると、トレンチを掘削した南側が若干高い。

また、トレンチを掘削した範囲では、比較的広い範囲で基盤が侵食されて上面が平坦にな

っている。このことから、土岐砂礫層の高度分布の情報に基づいて赤河断層が南側隆起の

断層活動を行ってきた（木曽、1963；森山、1987）と想定されているように、今回の調査

地点においても南側隆起の断層運動が起こっていることが推定される。 

断層の活動時期については、499-316 cal BP、770-672 cal BP、1,176-977 cal BP の

年代を示す地層に断層運動による変位を確認することはできなかったことから、これら

の年代以降に赤河断層の活動はなかったと推定することもできるが、活断層の通過位置

が今回の掘削位置から外れている可能性もあるため、確定的な情報とすることはできな

い。 
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図 31 トレンチ及びピットの掘削位置図 

現地で実施した測量結果に基づき作成 
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図 32 トレンチ東壁面のスケッチ（上）及びオルソ画像（下） 

 

 

 

図 33 トレンチ西壁面のスケッチ（上）及びオルソ画像（下） 
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図 34 トレンチ北壁面のスケッチ（上）及びオルソ画像（下） 

 

 

表 9 トレンチ東壁面で観察された亀裂の走向と傾斜及び粘土の厚さ 

 

No. 走向・傾斜（真北） 粘土の厚さ No. 走向・傾斜（真北） 粘土の厚さ 

1 N11˚E, 86˚S 15 mm 9 N21˚W, 75˚N 15 mm 

2 N21˚W, 66˚N 12 mm 10 N31˚W, 70˚N 5-10 mm 

3 N33˚W, 88˚S 2 mm 11 N21˚W, 62˚N 20 mm 

4 N15˚W, 80˚S 5 mm 12 N12˚E, 52˚S 2 mm 

5 N27˚E, 62˚S 40 mm 13 N79˚W, 56˚S 3 mm 

6 N25˚W, 44˚N 7 mm 14 N27˚W, 68˚N 25 mm 

7 N23˚W, 52˚N 7 mm 15 N29˚E, 84˚S 5 mm 

8 N19˚W, 75˚N 15 mm 16 N7˚W, 66˚S 3 mm 
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表 10 トレンチ西壁面で観察された亀裂の走向と傾斜 

No. 走向・傾斜（真北） 粘土の厚さ No. 走向・傾斜（真北） 粘土の厚さ 

1 N70˚W, 78˚S 5 mm 13 N2˚E, 45˚S 3 mm 

2 N88˚W, 57˚N 0-2 mm 14 N16˚E, 70˚N - 

3 N48˚W, 42˚S 0-3 mm 15 N44˚W, 85˚N 0-3 mm 

4 N2˚W, 55˚S 0-2 mm 16 N26˚W, 37˚N 5 mm, 3 mm 

5 N63˚W, 55˚N 0-1 mm 17 N22˚E, 75˚N 0-2 mm 

6 N71˚W, 80˚S 0-3 mm 18 N26˚W, 37˚N 5 mm 

7 N17˚E, 80˚N 0-1 mm 19 N32˚E, 50˚N 0-1 mm 

8 N6˚W, 71˚S - 20 N15˚W, 50˚N 1-5 mm 

9 N9˚W, 55˚S 0-2 mm 21 N16˚E, 47˚N 1 mm 

10 N14˚W, 79˚S - 22 N26˚W, 75˚N 1-2 mm 

11 N11˚W, 64˚S 0-1 mm 23 N15˚W, 79˚S 1-2 mm 

12 N9˚E, 65˚N 1-3 mm － －  

 

表 11 トレンチ壁面から採取した年代測定用試料 

No. 壁面 試料名 層準 試料の種類 

1 西壁面 HTC-1 砂礫 材 

2 西壁面 HTC-2 腐植質砂混り粘土 木炭 

3 西壁面 HTC-3 腐植質砂混り粘土 木炭 

4 西壁面 HTC-4 腐植質砂混り粘土 木炭 

5 西壁面 HTC-5 腐植質砂混り粘土 木炭 

6 西壁面 HTC-6 砂質シルト 木炭 

7 西壁面 HTC-7 砂質シルト 木炭 

8 西壁面 HTC-8 砂質シルト 木炭 

9 西壁面 HTC-9 砂礫 材 

10 西壁面 HTC-10 腐植質砂混り粘土 材 

11 西壁面 HTC-11 腐植質砂混り粘土 材 

12 西壁面 HTC-12 腐植質砂混り粘土 材 

13 西壁面 HTC-13 腐植質砂混り粘土 材 

14 西壁面 HTC-14 礫混じりシルト 材 

15 西壁面 HTC-15 シルト 材 

16 西壁面 HTC-16 腐植質砂混り粘土 材 

17 北壁面 HTC-17 礫混じりシルト 材（加工木材） 

18 北壁面 HTC-18 シルト 木炭 

19 東壁面 HTC-19 腐植質砂混り粘土 木炭 

20 東壁面 HTC-20 腐植質砂混り粘土 材 

21 東壁面 HTC-21 腐植質砂混り粘土 木炭 

22 東壁面 HTC-22 砂質シルト 木炭 

23 東壁面 HTC-23 腐植質砂混り粘土 木炭 

24 東壁面 HTC-24 砂礫 木炭 

25 東壁面 HTC-25 腐植質砂混り粘土 材 

26 東壁面 HTC-26 砂質シルト 木炭 

27 東壁面 HTC-27 腐植質砂混り粘土 材 

28 東壁面 HTC-28 腐植質砂混り粘土 材 

29 東壁面 HTC-29 腐植質砂混り粘土 バルク 
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図 35 ピット東壁面のスケッチ（上）及びオルソ画像（下） 

 

 
図 36 ピット西壁面のスケッチ（上）及びオルソ画像（下） 
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図 37 ピット北壁面のスケッチ（右）及びオルソ画像（左） 

 

表 12 ピット壁面から採取した年代測定用試料 

No. 壁面 試料名 層準 試料の種類 

1 西壁面 HPC-1 シルト 腐植質シルト 

2 西壁面 HPC-2 砂混り腐植質シルト 木炭 

3 西壁面 HPC-3 砂・腐植質混りシルト 木炭 

4 西壁面 HPC-4 砂混りシルト 木炭 

5 西壁面 HPC-5 砂混り腐植質シルト 木炭 

6 西壁面 HPC-6 砂混り腐植質シルト 木炭 

7 西壁面 HPC-7 腐植土質砂質シルト 木炭 

8 西壁面 HPC-8 腐植土質砂質シルト 木炭 

9 西壁面 HPC-9 砂質シルト 木炭 

10 西壁面 HPC-10 砂混り腐植質シルト 木炭 

11 北壁面 HPC-11 砂混りシルト 木炭 

12 北壁面 HPC-12 礫質砂混りシルト 木炭 

 

 

 

表 13 トレンチ及びピットから採取した試料の年代測定結果 
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図 38 トレンチとピットの投影断面の位置図 

 

 

 
図 39 東測線におけるトレンチとピットの投影断面 

 

 

 

図 40 西測線におけるトレンチとピットの投影断面 
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5) 露頭観察 

恵那市長島町久須見の洞地区の道路脇で露頭観察を行った。この地点は、岐阜県博物

館が公開している「岐阜県地質図：ジオランドぎふ」の詳細地質図では、濃飛流紋岩と花

崗岩の境界をなす断層が通過する場所である。国土地理院活断層図（岡田・他，2006）が

示す推定活断層はこの地点を通過する位置に引かれているが、岐阜県活断層図（鈴木・杉

戸，2010）が示す推定活断層はこの地点よりも約 100 m 南西側に引かれている。 

観察を行った露頭で撮影した写真をオルソ化した画像を図 41 上に、観察結果をまとめ

たスケッチを図 41 下に示す。露頭では数多くの亀裂が観察された。露頭で観察された亀

裂の走向と傾斜を表 14 に示した。 

この露頭では、濃飛流紋岩と花崗岩が分布する。これらの岩石の境界（図 41 下の 15）

は、走向 N87˚W, 傾斜 40˚N の断層で接しているが、断層ガウジは発達していない。一方

で、濃飛流紋岩の中の破砕部（図 41 下の 2、走向 N43˚W, 傾斜 88˚S）には、粘土化した白

色の断層ガウジが観察された。 

 

 

図 41 赤河断層の露頭の写真（オルソ画像）（上）とスケッチ（下） 

 

 

表 14 露頭で観察された亀裂の走向と傾斜 

No. 走向・傾斜（真北） No. 走向・傾斜（真北） No. 走向・傾斜（真北） 

1 N61˚W, 78˚S 9 N80˚E, 80˚S 17 N43˚W, 80˚S 
2 N43˚W, 88˚S 10 N27˚E, 70˚S 18 N67˚W, 80˚S 
3 N39˚W, 34˚S 11 N33˚W, 48˚N 19 N5˚W, 38˚N 
4 N33˚W, 48˚S 12 N72˚E, 70˚S 20 N33˚W, 54˚N 
5 N77˚W, 50˚S 13 N69˚E, 24˚S 21 N13˚W, 30˚N 
6 N39˚W, 48˚S 14 N23˚W, 74˚N 22 N56˚W, 64˚S 
7 N18˚W, 42˚S 15 N87˚W, 40˚N － － 

8 N89˚E, 36˚S 16 N69˚W, 84˚S － － 
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6) 水系屈曲率に基づく横ずれ平均変位速度 

赤河断層帯の平均変位速度（横ずれ成分）を検討するため、赤河断層の南東部において

水系屈曲率の検討を行った。検討対象は、文部科学省研究開発局・産業技術総合研究所

（2021）の手法に基づき、左横ずれが認められ、上流部が侵食小起伏面に達している 7 水

系を対象とした（図 42）。計測した水系の屈曲量、上流の長さ及びαの値を表 14 に示す。

また、水系の屈曲量と上流の長さとの関係およびαの値を図 43 に示す。検討の結果、赤

河断層の南東部における水系の屈曲について、屈曲率αの値は最大で 0.320、最小で 0.052

であり（表 15）、平均値は 0.148 と算出された。 

屈曲率αの値から平均変位速度（横ずれ成分）を算出するには、係数 k の値が必要とな

る。係数 k は侵食速度等と関係があると考えられるため、その地域ごとに検討する必要

がある。ここでは、文部科学省研究開発局・産業技術総合研究所（2023）が算出した跡津

川断層の係数 k の平均値 19.0 を中部地方における代表値として用いることとする。 

赤河断層の南東部の横ずれ成分の平均変位速度の算出について、上述の水系屈曲率の

平均値（0.148）と、跡津川断層で算出された係数 k の平均値 19.0 に基づくと、赤河断層

の南東部の横ずれ成分の平均変位速度は 2.8 m/千年（αのばらつきを考慮すると、0.99

〜6.1 m/千年）となる。この値に従えば、赤河断層の南東部が活動度 A 級の活断層とい

うことになるが、これまでに断層変位地形の明瞭さ等から推定されていた活動性（B 級）

よりも高い活動を示すことになる。文部科学省研究開発局・産業技術総合研究所（2023）

でも指摘されているように、本手法については今後も検討を重ねる必要がある。 

 

 

図 42 赤河断層南東部における水系屈曲量と断層よりも上流の水系の長さ 
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表 15 赤河断層における水系の屈曲量と上流の長さ 

αの列の赤文字は最大値、青文字は最小値を示す。 

地点 地点名 
水系の屈曲量（m） 

① 

上流の長さ（m） 

② 

α 

① /② 

A 千田 38 728 0.053 

B 洞 1 21 144 0.146 

C 洞 2 10 63 0.159 

D 井洞 15 235 0.064 

E 下本郷 1 130 406 0.320 

F 下本郷 2 72 446 0.161 

G 下本郷 3 48 357 0.134 

 

 

 

図 43 赤河断層南東部における水系の屈曲量（D）と断層よりも 

上流の水系の長さ（L）の関係 
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(d) 結論 

赤河断層帯を構成する活断層（赤河断層，権現山断層，中野方北方の断層）について、

既往文献を調査し、それぞれの活断層の特性について確認した。これらの活断層のうち、

赤河断層の南東部（恵那市長島町久須見）において、令和５年度に UAV を用いたレーザー

測量（千田地区、上本郷地区）とボーリング調査（洞地区、井洞地区）を、令和６年度に

トレンチ調査・ピット調査（上本郷地区）と露頭観察（洞地区）を実施した。 

令和５年度に実施した UAV を用いたレーザー測量では、千田地区と上本郷地区において

赤河断層に沿った断層変位地形を明らかにすることができ、翌年度のトレンチ調査・ピッ

ト調査の候補地の選定に役立った。 

令和５年度に実施したボーリング調査では、横ずれを示す水系の堆積物の厚さと層相を

確認した。また、ボーリングコアから採取された試料について放射性炭素年代測定を実施

し、水系における堆積物の堆積開始時期について検討した。その結果、洞地区において左

横ずれ変位したことが推定される２本の水系のうち、北西側の水系の堆積物の基底付近で

採取された腐植質シルトから 905-698 cal BP（HRA-1）の年代が、南東側の水系の堆積物

の基底付近で採取された腐植質シルトから 3,383-3,227 cal BP（HRA-2）の年代が、それ

ぞれ得られた。一方、井洞地区の水系の堆積物に含まれる材から 915-740 cal BP の年代

が、堆積物の基底付近から採取された腐植質シルトから 1,379-1,299 cal BP（IBR-1）、

3,455-3,355 cal BP（IBR-2）、1,467-1,306 cal BP（IBR-3）の年代が得られた。 

令和６年度に実施したトレンチ調査とピット調査では、499-316 cal BP、770-672 cal 

BP、1,176-977 cal BP の年代を示す地層に断層運動による変位を確認することはできなか

った。これらの堆積物に覆われる基盤の花崗岩に明瞭な断層破砕帯が確認できなかったこ

とから、今回の調査で掘削することができなかった谷地形の中央部付近を断層が通過して

いる可能性がある。トレンチ内では基盤の花崗岩の上面が広く侵食されていることから、

南側が隆起する傾向があることが推定される。このことは土岐砂礫層の分布高度などから

想定されている赤河断層の運動センスと調和的である。 

令和６年度に実施した洞地区の露頭の詳細観察では、濃飛流紋岩と花崗岩の境界をなす

断層露頭を観察し、亀裂の性状の観察と走向・傾斜の計測を実施した。観察の結果、粘土

化した断層ガウジの存在から、この地点における最近の断層活動は、地層境界をなす断層

よりも数 m 北側の濃飛流紋岩内で生じていた可能性が推定された。しかし、第四紀層と断

層との関係など、最近の断層活動を示す直接的な証拠は得られなかった。 

水系屈曲率を用いた赤河断層の南東部の横ずれ成分の平均変位速度の検討では、水系屈

曲率の平均値（0.148）と、跡津川断層で算出された係数 k の平均値 19.0 に基づくと、赤

河断層の南東部の横ずれ成分の平均変位速度は 2.8 m/千年（αのばらつきを考慮すると、

0.99〜6.1 m/千年）と算出された。この値に従えば、赤河断層の南東部が活動度 A 級の活

断層ということになるが、これまでに断層変位地形の明瞭さ等から推定されていた活動性

（B 級）よりも高い活動を示すことになる。文部科学省研究開発局・産業技術総合研究所

（2023）でも指摘されているように、本手法については今後も検討を重ねる必要がある。 
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３．７ 筒賀断層帯の調査 

 

(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 筒賀断層帯の調査 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

東京大学地震研究所 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

助教 

研究員 

白濱 吉起#1 

レゲット 佳 

#1 2023 年 10 月異動 

 

(c) 業務の目的 

筒賀断層は長さが約 58 km であり、マグニチュード 7.8 程度の地震が発生し、断層の近

傍の地表面において６ｍ程度の右横ずれが生ずる可能性がある。しかし、本断層の最新活動

後の経過率及び将来このような地震が発生する長期確率は不明とされている。過年度事業に

おいて、屈曲量と断層から上流側の谷の長さとの関係から 0.3〜0.05 m/千年の平均横ずれ変

位速度が得られた。しかし、より精度の高い平均変位速度を得るには、流域侵食速度との関

係についての検討や従来手法による推定値との比較が必要である。本事業では、過年度事業

において得られた値及び手法の検証を目的として、新しい調査手法として宇宙線生成核種に

よる流域侵食速度の推定に加え、表面照射年代年代測定を実施する。流域侵食速度と屈曲率

を用いた変位速度推定、及び変位地形による変位速度推定から本断層の平均変位速度につい

ての新期データを取得する。得られた結果を既往研究成果と比較し、データの妥当性や信頼

性、それぞれの手法の適用可能性について検証する。 

 

(d) ３ヵ年の年次実施業務の要約 

1) 令和４年度： 

なし 

2) 令和５年度： 

既存の地形データ・航空写真から地形判読を行い、航空レーザー測量及び地形地質調査

を実施して断層変位地形を把握した。１箇所以上の流域を対象に流域侵食速度推定のための

試料採取を行い、採取した試料について前処理に着手した。また、平均変位速度推定に適し

た１箇所以上を選定し、ボーリング調査またはピット調査に代わり、露頭調査を実施し、試

料採取・分析を行った。 
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3) 令和６年度： 

令和５年度に採取した採取試料の前処理・分析を行ったのち、宇宙線生成核種蓄積量を

計測した。得られた結果から、流域侵食速度に加え、変位速度推定に適した地形面の表面照

射年代を求めた。地形と表面照射年代から平均横ずれ変位速度を推定するとともに、侵食速

度と屈曲率の関係からの推定を実施した。得られた結果と過年度事業の成果を含む既往研究

結果を比較し、それぞれの手法について検討した。 

  

(2) 令和６年度の成果 

（3）に記載。 

 

(3) 令和４～６年度の成果 

(a) 業務の要約 

筒賀断層は長さが約 58 km であり、マグニチュード 7.8 程度の地震が発生する可能性がある。

本断層の最新活動後の経過率及び将来の地震発生確率は不明とされているが、従来手法によって

平均変位速度が報告されており、かつ新しい手法である表面照射年代測定に適した花崗岩が分布

する。本断層を対象として令和５年度から令和６年度かけて新しい手法を適用し平均変位速度の

推定を試みた。令和５年度は、広島県山県郡安芸太田町下殿河内及び上殿地区を対象に航空レー

ザー測量を実施した。得られた詳細地形データから、筒賀断層の詳細なトレースが明らかとなり、

沖積面を下刻する河川のずれとして右横ずれ約 5.5 m、最大のずれ量として約 130 m が判読され

た。沖積面の離水年代を推定するため、面上に露出した巨礫を対象に試料採取を行った。流域平

均侵食速度推定のための試料を河床と山地斜面から採取した。令和６年度に試料の調整と分析を

実施した結果、長田地区から採取された巨礫に対し、表面照射年代が 10.6 ± 1.1 ka と求められ

た。沖積扇状地を下刻する河川のずれと形成年代から、平均変位速度は約 0.5～1.0 m/千年と求

められた。山内・山中（2021）において報告された値とよく一致しており、航空レーザー測量に

よる詳細な地形の把握と表面照射年代測定により、従来手法と遜色ない精度での活動性推定が可

能であることが確認された。一方、流域平均侵食速度を考慮した場合の屈曲率を用いた横ずれ変

位速度の推定を実施した結果、0.05～0.55 m/千年と既往研究結果より小さい値を示すことがわか

った。 

 

(b) 令和４年度の業務の成果 

なし 

 

(c) 令和５年度の業務の成果 

1）調査の概要 
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筒賀断層中央部の安芸太田町上殿（かみとの）地区及び下殿河内（しもとのごうち）地区にお

いて、空中写真及び航空レーザー測量を実施し、得られた詳細標高モデル（１mメッシュ）を用い

て地形判読を行った。その結果、侵食小起伏面を下刻する河川や尾根、沖積扇状地を下刻する河

川に最小値で約 5.5 m、最大値で 130 m 程度の右横ずれが認められた。沖積扇状地面の年代を見

積もるため、扇状地上に露出する巨礫を探索し、宇宙線生成核種を用いた表面照射年代測定のた

めの試料採取を２地点で実施した。また、屈曲量と流域侵食速度の関係を推定するため、３流域

を選定し、河床砂を採取するとともに、山地斜面における侵食速度との比較を行うため、山地内

に見出した露頭１地点から深度別試料を採取した。 

 

2）はじめに 

筒賀断層は広島県山県郡北広島町から安芸太田町、廿日市（はつかいち）市にかけておおよそ

北東－南西方向に伸びる長さ約 58 km の右横ずれを主体とする活断層である（図１）。筒賀断層

は長さが約 58 km であり、マグニチュード 7.8 程度の地震が発生し、断層の近傍の地表面におい

て６ｍ程度の右横ずれが生ずる可能性があるとされる（地震調査研究推進本部地震調査委員会，

2016）。しかし、本断層南部の最新活動後の経過率及び将来このような地震が発生する長期確率

は不明とされている。断層トレースは主に中田・今泉（2002）、今泉・他編（2018）にまとめられ

ている。筒賀断層は主に中国山地の山地内を通り、断層沿いに系統的な河川の右屈曲が認められ

ることから、右横ずれ断層であることは明らかである。今泉・他編（2018）では、活動度はＢ～Ｃ

級とされている。本断層について詳細な地形学的研究を実施し、平均変位速度について検討した

研究としては、山内・山中（2021）による研究が挙げられる。当該研究は筒賀断層西部の段丘面

を指標として横ずれ量と鉛直変位量からネットスリップを算出し、段丘面の形成年代（約 30 ka）

から平均変位速度を 0.5～0.9 m/千年と算出した。このように、本断層帯では従来手法によって

推定された平均変位速度が報告されている。また、筒賀断層中央部に位置する安芸太田町は石英

を豊富に含む花崗岩が主に分布しており、宇宙線生成核種を用いた平均変位速度推定を試みるこ

とも可能である（図２）。以上のことから、本断層帯と評価対象として選定した。 

横ずれ断層においては、流域長と横ずれ変位量の間に(1)式で示す正の相関関係があることが報

告されている（松田，1966；1975）。 

 

𝑆 = 𝑘𝛼 （1） 

 

ここで、Ｓは平均横ずれ変位速度、αは流路長に対する横ずれ変位量の比（屈曲率）、ｋは比例

定数である。令和４年度の調査により筒賀断層では、αが 0.04～0.2、上流域が侵食小起伏面に

達している水系に限定した場合、0.04～0.08 と推定された（産業技術総合研究所, 2022）。比

例定数の値を地福断層の既往研究（山内・白石, 2013）から推定し、平均変位速度を求めると
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0.08～0.4 m/千年と求められ、野坂・集福寺断層帯の集福寺断層から得られた比例定数を用いる

と 0.05～0.3 m/千年と推定された。 

屈折率から推定した横ずれ変位速度は近接した値を示すものの、筒賀断層において段丘面の変

位量と形成年代から推定された平均変位速度 0.5～0.9 m/千年（山内・山中, 2021）と比較する

と屈曲率から求めた値が有意に小さい。この理由の一つとして挙げられるのは流域侵食速度の影

響が考えられる。個々の流域では流域侵食速度含めそれぞれの流域特有の条件を有することが考

えられるが、松田（1975）によって提示された（1）式では、定数ｋとしてそれらが全ての流域

において等しいことが仮定されている。これまでは流域平均侵食速度を定量的に求めることがで

きないため、この仮定の妥当性について検討することが難しかった。しかし、宇宙線生成核種を

活用することで流域平均侵食速度を加味した分析が可能である。流域平均侵食速度（Ｅ）を考慮

すると、（1）式は以下のように変形できる（産業技術総合研究所，2010）。 

 

𝑆 = 𝑘!𝐸𝛼 （2） 

 

流域平均侵食速度を考慮した場合の比例定数ｋ′を見積もることで、流域平均侵食速度の影響に

ついて検討することが可能である。令和４年度の調査では筒賀断層の１流域において試料採取及

び分析を実施したが、検討には複数流域からの採取が必要である。そのため、令和５年度は流域

平均侵食速度のための試料採取を複数地点において実施した。 

また、表面照射年代測定のための試料採取を併せて実施した。安芸太田町上殿地区及び下殿河

内地区周辺では、定高性を示す尾根やそれらに挟まれた河川が明瞭な右横ずれを示す。これらの

横ずれ量が累積し始めた時期がわかれば、平均変位速度の算出が可能である。表面照射年代測定

のための試料として、沖積扇状地面に散在する巨礫から試料採取を行った。 
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図１．筒賀断層の位置 

地震調査研究推進本部地震調査委員会（2016）の図１に加筆。図２の範囲を示した（赤枠）。 
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図２ 調査地域周辺の地質図 

背景は 20万分の１地質図幅「広島」を使用（山田・他，1986）。断層線は活断層データベース

を使用（産業技術総合研究所，2024）。 
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3) 調査手法 

a）筒賀断層安芸太田町周辺における横ずれ変位量の計測 

筒賀断層沿いに分布する横ずれ変位地形を対象とした変動地形学的調査を実施し、横ずれ変位

量の計測を行った。地形判読及び計測には、空中写真に加え航空レーザー測量によって得られた

１mメッシュの詳細標高モデル（1m DEM）を使用した。1m DEMに対して ArcGIS及び QGISを用い

て解析を行い、GIS上で地形判読を行った。 

航空レーザー測量は、広島県山県郡安芸太田町下殿河内及び上殿地区に位置する筒賀断層に沿

った長さ４km、幅１km、面積４km2 の範囲において実施した（図２及び図３）。作業工程を図４、

計測機器を表１、計測諸元を表２、計測諸元の解説を図５に示した。航空レーザー測量は効率的

な計測が可能な固定翼機を用いた。なお、１mメッシュのデータ作成に対して、航空レーザー測量

での地上の点密度は、50 cm四方に１点以上計測する設定とした。 

レーザー測距装置の位置をキネマティック GNSS 測量で求めるための地上基準局として電子基

準点（戸河内Ａ）を使用した。GNSS/IMU計算による解析の結果、データに問題の無いことを確認

した。 

点群データの座標値との標高誤差を調整するために使用する調整点を設置の上、計測を行った。

４か所の調整点での高さ精度検証の結果、高さの位置正確度は 50 cm以内を満たした。また、航

点群データの水平位置正確度評価のために、建物やカーポートなどの屋根形状の４隅の位置をト

ータルステーション及び GNSS機材にて観測した。観測点数は、全 14箇所であり、水平位置点検

の結果、残差が 0.02～0.12 m、水平位置正確度は 0.2 m以内であった。 

得られた航空レーザー計測データを統合解析して点群データの作成を行い、点群データに対し

て調整点成果を用いて点検・調整し、三次元点群データを作成した。三次元点群データからフィ

ルタリング処理を行い、地表面の高さを示すグランウンドデータを作成した（図６）。デジタル

標高データは、グラウンドデータから内挿補間により１m メッシュのグリッドで作成した。内挿

補間については、グラウンドデータから発生させた不整形三角網を用いて、グリッドデータを内

挿する TIN 法によりデジタル標高データを作成した。作成したデジタル標高データから、各種図

を作成し、地形判読に用いた。 

 

b）流域侵食速度と地形形成年代の推定へ向けた試料採取 

i) 河床からの試料採取方法 

流域侵食速度推定のため、流出点より上流の地点において河床砂を約２㎏採取した。採取にあ

たっては、周辺に大規模な崩落個所が認められない箇所を選定した。採取は河床において砂が集

中的に堆積する箇所を選定し、ねじり鎌、スコップを使用し、チャック付きビニール袋に収納し

た（図７）。 

採取箇所の位置座標についてはハンディ GPS を用い、おおよその位置を特定した。谷底部にあ

たり位置精度が悪いことから、周辺地形と地形データと照らし合わせ、できる限り正確な位置を
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特定した。位置座標については±10 m 程度の水平誤差が含まれると考えられるが、宇宙線生成核

種の生成速度を算出するにあたり支障のない誤差である。 

 

ii) 堆積物（巨礫）の試料採取方法 

試料採取に際し、宇宙線生成核種の核種生成速度を定めるために、採取箇所の測量を実施した。

露頭位置の測量は、Leica社の「Viva GS08」及び「GS07」（図８）を用いた GNSS測量により実施

した。 

試料は堆積物（巨礫）から重量 500 g以上を採取した。試料採取では、エンジンカッター、ハ

ンマー、タガネ、スクレーパーを使用した（図９）。ブロック状に切り出した試料は、表層５cm

を確保できるようマジックペンで目印を付け、厚手のチャック付きビニール袋に収納した。 

 

iii) 露頭からの試料採取方法 

試料採取に際し、採取位置の位置座標を特定するための測量を実施した。露頭位置の測量は、

前述と同様の GNSS測量により実施した。また、深度ごとの試料採取箇所は、露頭下方の道路より

レーザーテクノロジー社のレーザー距離計「トゥルーパルス 200」を用いた簡易測量を行い設定し

た。 

露頭壁面からは、重量１kg程度の試料を採取した。試料採取においては、ねじり鎌、三角ホー、

ちりとりを使用し、ちりとりに集めた試料を厚手のチャック付きビニール袋に収納した（図 10）。

試料採取に際し、露頭正面に対して横方向は幅 20 cm 程度水平に削り、深度 10 cm分の試料を採

取した。採取可能な露頭壁面の幅が狭い場合、奥行き方向に水平に採取範囲を拡張した（図 11）。

また、岩石密度を計測するためのブロックサンプリングを一定深度ごとに実施した。 
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図３ 調査地域の地形図 

国土地理院の地理院地図に加筆（左上：白地図．全体：標準地図上に色別標高図（透過率

40％）を重ねた）。断層線は活断層データベースを使用（産業技術総合研究所，2024）。 
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図４ 航空レーザー測量の作業工程 

 

!"#$

%&'()("*
%&+,-.

/01"*
23456718"

19:(;<=
>?+,@A<=

BCDEF:(;<=

GHIJK:(;<=

GCLK:(;<=

MNO.P<=

QR

STU#1:(;



 

 351 

表１ 使用機器一覧 

 

 

表２ 航空レーザー測量の計測諸元 

 

 

 

 

図５ 航空レーザー測量の計測諸元の解説 
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図６ 自動・手動フィルタリング処理のイメージ 

 

 

 
できなかった 
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図７ 河床砂の試料採取の様子 
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図８ 測量機器 
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図９ 堆積物（巨礫）の試料採取状況 
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図 10 露頭からの試料採取状況 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 露頭からの試料採取方法 
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4）調査結果 

a）横ずれ変位量の把握 

航空レーザー測量の結果得られた地形図を図 12 に、測量範囲の空中写真を図 13 に示した。植

生に覆われた丘陵地において筒賀断層による変位地形が明瞭に確認できる（図 12）。判読結果を

図 14 に示した。変位地形の記載に際し、航空レーザー測量範囲の筒賀断層を横切る、あるいは断

層とほぼ直交する流向を持つ河川を西から河川 R1～R15 とした（図 14）。また、断層を横切り横

ずれ変位の認められる尾根を尾根 RD1～RD6とした。航空レーザー測量範囲の地形を西から概観す

ると、上殿中央地区から長田地区付近では、断層は山地内のトレースと沖積扇状地側のトレース

の二条から成る。長田地区から丘陵部に入ると系統的な右屈曲を形成しつつ、複数の尾根や谷を

横切る。下殿河内江河内地区では三角形をした盆地状の平坦面が形成され、北西縁を断層が通り、

再び丘陵部へ入る。江河内地区から東側の丘陵部では垰（たお）地区のある R12 を除きほぼ谷沿

いに断層が延びる。 

中央地区付近では沖積扇状地を通るトレースに沿って撓曲変形が認められる。山地側のトレー

スでは河川 R2 が右屈曲しており、約 86 m の右横ずれが計測されたが、変位基準が不明瞭であり、

信頼性に乏しい。断層は河川 R3 の形成した扇状地を横切ると、尾根 RD1 に逆向き低断層崖を形成

し、約 6.5 m の右横ずれを与えている（図 15）。その東では河川 R4 に約 9.3 m の右横ずれが認

められる。右横ずれ量は尾根 RD1 と同じく 10 m以下であり、同時期に形成された可能性がある。

尾根 RD2 には約 30 m の右横ずれが認められる。その東では段丘化した地形面が河川 R5 の右岸側

にのみ広がっている。右横ずれの動きに伴い、右岸側は侵食されず、河川 R5 の左岸側が攻撃斜面

となり侵食が進んだと考えられる。尾根 RD3 は２段階の屈曲が認められ、断層から遠い尾根を基

準とすると右ずれ量は約 55 m、断層近傍の尾根を基準とすると約 16 m と計測された。河川 R6に

は約 5.5 m の右横ずれが認められ、断層に沿って河川の両岸に崩落地形や尾根の右横ずれ、逆向

き低断層崖が認められる。尾根 RD4 は尾根 RD3同様２段階の屈曲が認められ、断層から遠い尾根

を基準とすると右ずれ量は約 60 m、断層近傍の尾根を基準とすると約 11 m と計測された。河川

R7 は河川 R5同様右岸側に段丘面が保存されており、右岸側の遷急線を基準とすると約 71 m と計

測された。ただし、変位基準が認定しづらいため、大きい誤差を含むと考えられ、信頼性は低い。

河川 R9を東西に挟む尾根 RD5 及び尾根 RD6は断層北側の稜線から約 52～62 m 横ずれしている可

能性がある。しかし、尾根 RD6 は人工改変が進んでいることから、指標の認定が難しく、右横ず

れ量は 50～60 m 程度と見積もられる（図 14）。江河内地区の位置する沖積面では、河川 R10 の右

岸側を基準とすると約 125 m、河川 R11 の左岸側を基準とすると 130 m 程度と計測された。しか

し、これらは指標の認定が難しく、大きい誤差を含む。江河内から東の丘陵では断層は川沿いに

延び断層の南東側の丘陵がシャッターリッジを形成している。垰地区のみ河川 R12 が筒賀断層を

横切るが、河川争奪によって左横ずれを示すように見かけ上左屈曲する。山内・山中（2021）で

は、河川 R12 の断層より下流側と河川 R13 を対比している。その場合のずれ量は 100 m 程度と推

定される。 
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 横ずれ量として最小約 5.5 m（R6）、最大約 130 m（R11）が計測された。最小値は沖積扇状地

形成後、最大値は丘陵地が形成された後のずれ量と推定される。 
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図 15 上殿地区周辺の詳細地形図 
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b)試料採取 

i) 河床からの試料採取 

航空レーザー計測範囲の中で比較的広い流域を持つ河川として、R8、R12 を選択し、流域平均侵

食速度推定のための試料を採取した（図 14 及び表３）。また、R9を東西に挟む RD5 及び RD6は定

高性のある稜線であり、流域堆積が計測しやすい。また、RD5 や RD6の示した横ずれ量（約 50～

60 m）は RD3 や RD4 の示す横ずれ量と同程度の値であることから、ほぼ同時期に横ずれ量の累積

が始まった可能性がある。そのため、R9についても河床砂を採取した（図 14 及び表３）。採取し

た一部の試料については乾燥・分級を実施し、前処理を進めた。 

 

ii) 堆積物（巨礫）からの試料採取 

沖積扇状地を下刻する河川 R4 に 9.3 m の右横ずれ量が計測されたことから、扇状地の形成年代

が得られれば、平均変位速度が推定できる。表面照射年代測定による測定を行うには、できる限

り地形面の改変が少ないことが望ましい。しかし、本地域は圃場整備が進んでおり、原地形なら

びに元の地表面を構成する堆積物が失われている。そこで、周辺を踏査した結果、下殿河内地区

江河内において花崗岩の巨礫が複数認められた。現在は巨礫の頂部付近のみが地表面から露出し

ているが、地元住民への聞き込みから、これらの巨礫はもともと高さ３m 程度の高さがあったも

の、昭和 63 年 7 月 20日～21日の豪雨災害（死者 11 名）の土石流により埋もれたとのことであ

る。これらの巨礫は人力での移動が難しく、圃場整備で動かされた可能性は低く、形成時から存

在していた可能性があるため、試料を採取した。ただし、昭和 63 年の豪雨災害のように土石流堆

積物が供給されやすい場所であるため、それ以前の土石流によって供給された可能性は考慮しな

ければならない。 

選定した巨礫について岩石カッターにより試料を採取した。採取位置を表４に、採取試料の諸

元を表５に示した。 

 

iii) 露頭調査及び深度ごとの試料採取 

河川 R9を対象として、河床砂を採取したが、流域の侵食速度をどの程度反映しているかを検

討する必要がある。そのため、尾根上の STG露頭にて原位置侵食速度推定のための深度別試料を

採取した。調査地点は広島県山県郡安芸太田町下殿河内地区の道路沿いに位置する概ね南向きの

露頭である（図 16）。露頭は高さが約５mあるため、露頭上端より高さ約４m × 幅約 0.5 m の

範囲について観察及び深度ごとの試料採取を行った（図 17）。露頭位置の GNSSによる測量結果

を表６に、採取試料の諸元を表７に示した。 

STG露頭は，広島花崗岩類の分布域に位置する（図２）。本露頭における表土はわずか 10 cm

であり、その下位はすべて風化花崗岩で構成されている。図 18 に露頭の観察結果を記載し、壁

面の模式柱状図を示した。年代測定用試料は深度別に８試料採取し、加えて、岩石密度を計測す

るための試料を３か所から採取した。 
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表３ 河床砂の位置情報 
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表４ 巨礫の位置情報 

 

 

表５ 採取試料一覧 
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図 16 STG露頭概観 

中央の標尺は２m。 
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図 17 STG露頭試料採取箇所 

写真は採取前の画像。 
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図 18 STG露頭柱状図と記載 
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表６ STG露頭の位置情報 

 

 

表７ 採取試料一覧 

 

!"# $%&D $%# ()GH, -.)L0, 12

3433 5 34S3 T89W33 ;<=>?, @343 A433 B

34A3 5 34AC T89WDA3 EcGHI gKL4CMkKSO4AMmKC43 W
QRSTU$%

)T89W33VWXYZ,

34@3 5 34O3 T89W@3 EcGHI @343 S4A3 B

34[3 5 34\3 T89W[3 EcGHI A343 S4[3 B

S4S3 5 S4A3 T89WSS3 EcGHI AC43 S4A3 B

S4A3 5 S4@3 T89WDSA3 EcGHI gKC43MkKSO4AMmL4C W
QRSTU$%

)T89WSS3VWX]Z,

S4\3 5 S4^3 T89WS\3 EcGHI A343 S43C B

A4C3 5 A4[3 T89WAC3 EcGHI A^43 S4S3 B

@4A3 5 @4@3 T89W@A3 EcGHI A@43 S433 B

@4L3 5 O433 T89WD@L3 EcGHI gKC43MkKSO4AMmKL4C W
QRSTU$%

_)T89WO33VWX]Z,

O433 5 O4S3 T89WO33 EcGHI AC43 S4@3 B

`abVcde

Wfgh

ijkR
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5) 結論並びに今後の課題 

広島県安芸太田町上殿及び下殿河内付近において航空レーザー測量を実施し、１m メッシュの

詳細地形データを取得した。取得した地形データから変動地形判読を行い、筒賀断層による横ず

れ量を計測した。その結果、最小値で約 5.5 m、最大値で 130 m 程度の横ずれ量が認められた。最

小値は沖積面が形成されて以降のずれ量を示し、最大値は丘陵形成後の累積した横ずれ量を示す

可能性がある。詳細地形データ及び横ずれ量の計測結果を踏まえ、流域平均侵食速度推定のため

の試料を３地点から３試料、原位置侵食速度推定のための試料を１地点から８試料、地形面の形

成時期を推定するための試料を２地点から２試料採取した。採取した一部の試料について前処理

を進めた。 

令和６年度は採取した試料のうち必要な試料の処理を進め、加速器での測定、流域平均侵食速

度や年代の分析を行う。得られた結果から筒賀断層の平均変位速度について検討する予定である。 
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(d) 令和６年度の業務の成果 

1）調査の概要 

令和５年度に採取した試料について調整を行い、宇宙線生成核種蓄積量について計測・分析を

行った結果、長田地区から採取された巨礫の表面照射年代が、10.6 ± 1.1 ka と求められた。沖

積扇状地を下刻する河川のずれと形成年代から、平均変位速度は約 0.5～1.0 m/千年と求められ、

内・山中（2021）において報告された値とよく一致していた。航空レーザー測量による詳細な地

形の把握と表面照射年代測定により、従来手法と遜色ない精度での活動性推定が可能であること

が確認された。一方、流域平均侵食速度を考慮した場合の屈曲率を用いた横ずれ変位速度の推定

を実施した結果、0.05～0.55 m/千年と既往研究結果より小さい値を示すことがわかった。 

 

1）はじめに 

筒賀断層は広島県山県郡北広島町から安芸太田町、廿日市（はつかいち）市にかけておおよそ

北東－南西方向に伸びる長さ約 58 km の右横ずれを主体とする活断層である（図１）。令和５年

度の調査において、断層中央部の安芸太田町上殿（かみとの）地区及び下殿河内（しもとのごう

ち）地区において、侵食小起伏面を下刻する河川や尾根、沖積扇状地を下刻する河川に最小値で

約 5.5 m、最大値で 130 m 程度の右横ずれが認められた。沖積扇状地面の年代を見積もるため、

宇宙線生成核種を用いた表面照射年代測定のための試料採取を２地点で実施した。また、屈曲量

と流域侵食速度の関係を推定するため、３流域を選定し、河床砂を採取するとともに、山地斜面

における侵食速度との比較を行うため、山地内に見出した露頭１地点から深度別試料を採取した。

本年度は上記に加え、追加試料を上殿地区長田に位置する沖積扇状地において採取した。得られ

た試料から、表面照射年代及び流域侵食速度を求め、横ずれ変位速度を推定した。既往研究の悔

過と比較・検証を行い、結果や手法の妥当性・信頼性について検討した。 

 

2）調査手法 

a) 流域侵食速度と地形形成年代の推定へ向けた試料採取 

i) 河床からの試料採取方法 

流域侵食速度推定のため、流出点より上流の地点において河床砂を約２㎏採取した。採取にあ

たっては、周辺に大規模な崩落個所が認められない箇所を選定した。採取は河床において砂が集

中的に堆積する箇所を選定し、ねじり鎌、スコップを使用し、チャック付きビニール袋に収納し

た（図７）。 

 

ii) 堆積物（巨礫）の試料採取方法 

試料は堆積物（巨礫）を選定し、一か所につき重量 500 g以上を採取した。試料採取では、電

動式岩石カッター、ハンマー、タガネ、スクレーパーを使用した（図 19）。ブロック状に切り出

した試料は、厚手のチャック付きビニール袋に収納した。 



 

 372 

 

図 19 巨礫からの試料の採取 

（Ａ）岩石カッターによる採取の様子。（Ｂ）短冊状に切り出し、礫の頂部から採取。 
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b）宇宙線生成核種蓄積量の計測 

i) 試料の前処理と加速器による測定 

試料調製は東京大学大気海洋研究所の横山研究室に依頼した。試料の粉砕・分級を行った後、

Kohl and Nishiizumi (1992) 及び Yokoyama et al. (2019) に従った化学処理を行った。化学処

理では、酸処理によって石英を単離し、Be キャリアを加えたのち、石英を溶解させた。溶液から

イオン交換によって Beを抽出した。ホウ素除去の処理を行った後、BeO化させ、加速器での測定

のため、カソードに封入した。以下に詳細を記載する。 

 

① 試料の粉砕  

採取した岩石は、ジョークラッシャーを用いて粉砕し、篩で 250 µm から 500 µm の粒径別に分

けた。 

 

② HCl処理 

サンプルを塩酸に入れ、恒温槽の水温設定を 80 ℃にして超音波洗浄を 12時間行った。洗浄が

終了したら溶液を捨て、蒸留水ですすいで乾燥させた。 

 

③ ケイフッ化水素酸処理 

サンプルをケイフッ化水素酸と硝酸の混酸中で攪拌し、石英以外のケイ酸塩鉱物を分解した。 

 

④ HF処理 

サンプルをフッ酸と硝酸の混酸に入れ、超音波洗浄機の恒温槽の水温設定を 85 ℃とし、超音

波洗浄を 15時間行った。その後、溶液を捨て蒸留水ですすぎ、乾燥させた。以上の操作を２～３

回行った。これらの処理によって、石英粒子表面をエッチングし、表面に付着した大気起源の 10Be

をサンプルから取り除いた。また、石英以外の鉱物を分解し、石英のみを抽出した。 

 

⑤ キャリア添加 

電子天秤を用いて、サンプル、テフロンビーカーの重量を計り、濃度 1,021.2 ppm の 9Be キャ

リアを 0.25 mg加えた。また、サンプルとは別に空のテフロンビーカーに同量の Be キャリアを加

えてバックグラウンドサンプルを作成した。 

 

⑥ 石英の溶解 

テフロンビーカーに硝酸とフッ酸を加え、ホットプレートの上に置き、さらにビーカーの上に

テフロン製時計皿を乗せ、180℃で加熱した。石英が分解した後、時計皿を外して溶液を乾固させ

た。乾固後、硝酸、過塩素酸、フッ酸を用いて試料の洗浄を行った。 
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⑦ 陰イオン交換分離 

プラスチックカラムに陰イオン交換樹脂を詰め、濃度の異なる塩酸を流し込み、樹脂のコンデ

ィショニングを行った。続いてサンプルを溶かした溶液を一滴ずつスポイトで滴下し、全てのサ

ンプルを滴下した後、9M塩酸と過酸化水素を流し込み、回収した溶液を乾固させた。 

 

⑧ 陽イオン交換分離 

陽イオン交換樹脂をプラスチックカラムに詰め、塩酸、超純水の順に流し込み樹脂のチューニ

ングを行った。サンプルを溶かした溶液を一滴ずつスポイトで滴下した後、0.5M塩酸と過酸化水

素を流し込んだ。カラムに 1M塩酸を 10mlずつ 8回に分けて流し、4〜6回目のカラムを回収して

Beを抽出した。 

 

⑨ キレート樹脂による Beの精製 

陽イオン交換分離液を蒸発乾固した後、硝酸で溶かした。酢酸ナトリウム溶液で中和し、pHが

1～3 になるように調製した。溶液をキレート樹脂カラムに通液し、Beを吸着させた。0.1M硝酸で

樹脂を洗浄後、6M硝酸で Beを溶離し回収した。 

 

⑩ 沈殿洗浄 

キレート樹脂を用いて回収した Be サンプルを塩酸で溶かし、スポイトで遠沈管へ移した。超純

水とアンモニア水を滴下し、ホットプレート上で湯煎した。沈殿生成後、遠心分離機にかけ、沈

殿を試験管の底に固定させた。上澄み液を捨て、塩酸を滴下し、サンプルを溶かした。以上の操

作を３回繰り返し、ホウ素の除去を行った。  

 

⑪ BeO化 

塩酸で溶解させた Be サンプルを、石英ビーカーに移した。その後ホットプレートを用いて、サ

ンプルを乾固し、電子レンジるつぼ内で加熱し BeO化させた。 

 

⑫ プレス 

プレス治具に銅製カソードをセットした。石英ビーカーに BeO化させた Be サンプルと Nb を加

え、よく掻き混ぜた。掻き混ぜた後、サンプルを銅カソードに入れ、プレスした。 

 

ii) 加速器による測定 

加速器による同位体比の測定は東京大学総合研究博物館タンデム加速器分析室（MALT）に依頼

し 10Be/9Beを測定した。標準試料として、KNB5-3（0Be/9Be = 6.320×10-12）を用いた（Nishiizumi 

et al., 2007）。 
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c）宇宙線生成核種を用いた侵食速度の推定 

i) 山地斜面の侵食速度の推定 

石英が宇宙線に暴露すると、石英中のケイ素や酸素原子と宇宙線との相互作用によって 10Be 

や 26Al などの宇宙線生成核種が生成される。これらの蓄積量を調べることで照射を受けていた

期間やその期間の侵食速度についての情報が得られる（たとえば Gosse and Phillips, 

2001）。宇宙線は地中で指数関数的に減衰するため、地中の核種蓄積量の深度分布もまた、地表

から地下に向かって指数関数的に減少する。露出年代をｔ、地表面の侵食速度をεとすると、

各深度（x cm）の核種蓄積量の時間変化は（1）式によって記述される (Gosse and Phillips, 

2001；松四・他，2007)。 

 

𝑁 = 𝑁"𝑒#$% +
𝑃&'()

𝜆 + 𝜇&'()𝜀
𝑒#*!"#$+-1 − 𝑒#,$-*!"#$./%0

+
𝑃&)01

𝜆 + 𝜇&)01𝜀
𝑒#*!$%&+-1 − 𝑒#($-*!$%&.)%0

+
𝑃4(&%

𝜆 + 𝜇4(&%𝜀
𝑒#*'#!(+-1 − 𝑒#,$-*'#!(./%0 

(1) 

 

このとき、Nは核種蓄積量、N0は岩石中に元々含まれていた核種蓄積量（継承核種）、λは 10Be 

の減衰係数、μは岩石の密度（ρ）と平均減衰長（Λ）の比（ρ/Λ）、Pは地表面における核

種の生成速度を意味する。𝑃spal、𝑃slow、𝑃fastは中性子、slow muon、fast muonの寄与による地表

面における核種生成速度、𝜇spal、𝜇slow、𝜇fastは岩石の密度とそれぞれの平均減衰長の比を示す。

計算に使用した具体的な数値は表３にまとめた（Lal,1991; Braucher et al., 2003; Balco et 

al., 2008; Borchers et al., 2016）。生成速度の計算には CRONUScalc Web Calculator に使

用される MATLAB コードを用いた（Balco et al., 2008）。 

深度ごとに採取した試料から山地斜面の侵食速度を（１）式により求めるには、(１)式より理

論的な深度プロファイルを作成し、試料から得られた蓄積量の深度分布（観測値）とよく一致す

る侵食速度を数値的に定める。このとき、尤度関数として(２)式で示したχ2値が最小になる（尤

度が最大となる）値を求めた。 

 

𝜒5 =23
𝑁6,08&9: −𝑁;0<:)9:

𝜎6
5
5

6

 (2) 

 

𝑁6,08&9: は測定された 10Be蓄積量、𝜎6はそれらの誤差を示す。𝑁;0<:)9: は（１）式など理論的に求めら

れた 10Be蓄積量である。 
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（１）式により山地斜面の削剥速度を求める際には、露出年代は平衡状態に達するまで十分な

期間が経過したことを想定した。誤差範囲の推定のため、モンテカルロ法を用いた解析を行い、

ヒストグラムを作成して誤差範囲を見積もった。 

 

ii) 流域平均侵食速度の推定 

流域平均侵食速度の場合は、継承核種は無視でき（N0 ＝ 0）、十分長い時間（数千年〜数万年）

が経過したことが想定されるため、t→∞とすると，（１）式は（３）式のように単純化できる。 

 

𝑁 =
𝑃&'()

𝜆 + 𝜇&'()𝜀
+

𝑃&)01
𝜆 + 𝜇&)01𝜀

+
𝑃4(&%

𝜆 + 𝜇4(&%𝜀
 (3) 

 

流域の平均的な生成速度を求める際は、10 m メッシュのデジタル標高データを元に地形による

遮蔽効果を考慮して各ピクセルの生成速度を求めた。生成速度の計算には CRONUScalc Web 

Calculator に使用される MATLAB コードを用いた（Balco et al., 2008）。流域全体の生成速

度から範囲内の最頻値と標準偏差を計算し、流域の平均的な生成速度とその誤差範囲とした。流

域平均侵食速度の推定には誤差範囲の推定のため、モンテカルロ法を用いた解析を行い、ヒスト

グラムを作成して誤差範囲を見積もった。 
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表８ 計算に使用したパラメータ 
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d）表面礫法による表面照射年代の推定 

地形面の表面照射年代を推定するため、本調査では表面礫法を用いた。段丘面の露出年代を求

めるには、採取地点の削剥速度と堆積物が運搬されてきた過程で蓄積した核種蓄積量（継承核種

量）のデータが必要である。継承核種量を定めるには、一定深度ごとに砂礫等の堆積物を採取す

る深度断面法が表面礫法以外に挙げられる。この手法では２m 以上の深さから多数の試料を採取

する必要がある。しかし、本調査で対象とした沖積扇状地は直径１m 以上の巨礫を含む礫層で構

成され、人力での掘削は困難である。表面礫法の場合、段丘面表層に分布する礫を採取するため、

必要な労力は大きくない。ただし、段丘面表層から採取した試料のみでは継承核種量定められな

いため、別地点から採取した試料の情報が必要となる。本調査の場合は、下殿河内地区江河内に

て採取した試料と山地斜面の露頭から採取した試料、河床砂の示す蓄積量を比較検討し推定した。 

採取地点の削剥速度については、本調査の対象試料は花崗岩の巨礫であり、離水後流水による

侵食は受けていないと考えられるため、花崗岩の風化速度を削剥速度として与えた。 

 

e）屈曲率を用いた横ずれ変位速度の推定 

横ずれ断層においては、流域長と横ずれ変位量の間に(４)式で示す正の相関関係があることが

報告されている（松田，1966；1975）。 

 

𝑆 = 𝑘𝛼 （4） 

 

ここで、Ｓは平均横ずれ変位速度、αは流路長に対する横ずれ変位量の比（屈曲率）、ｋは比例

定数である。 

松田（1975）によって提示された（４）式では、定数ｋとしてそれらが全ての流域において等

しいことが仮定されている。流域平均侵食速度（Ｅ）を考慮すると、（５）式のように変形でき

る（産業技術総合研究所，2010）。 

 

𝑆 = 𝑘!𝐸𝛼 （５） 

 

本調査では、（５）式を用い、流域平均侵食速度を考慮した場合の平均変位速度を求めた。 
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3）調査結果 

a）試料採取 

i) 堆積物（巨礫）からの試料採取 

航空レーザー測量結果を踏まえ、改めて試料採取地点を検討し、踏査を実施した結果、9.3 m

の右横ずれが計測された河川 R4 に近い河川 R5 の沖積扇状地面に巨礫が散在することを確認し

た。令和５年に採取した巨礫（TTG23-BD1 及び TTG23-BD2）が位置する河川 R10 の扇状地面は昭

和 63 年の豪雨災害に代表されるように土石流堆積物が供給されやすい場所に位置する（図）。

また、河川 R4 及び R5 の沖積扇状地は地形面の保存状態や下刻の程度が類似しており、同じ時期

に形成された可能性が河川 R10 と比較してより高いと考えられる（図 20）。そのため、河川 R5

の沖積扇状地面に認められた巨礫を３点選定し、岩石カッターにより表層５cm から試料を採取

した（図 21）。巨礫は直径１m以上で、基部が埋まっており、転倒の可能性のないものを選定し

た。試料の採取位置を表９に示した。 

 

ii) 河床からの試料採取 

前述のように河川 R5 の沖積扇状地から表面礫法のための試料を採取した。継承核種量を見積

もる指標となりうることから、河川 R5 の堰堤上から流域平均侵食速度推定のための河砂試料を

採取した（図 20 及び表 10）。 

 

表９ 令和６年に採取した巨礫の位置情報 

 

 

表 10 令和６年に採取した河砂の位置情報 
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図 20 河川 R5周辺の地形  

 

 

 

図 21 採取した巨礫 

（Ａ）TTG24-BD1 及び TTG24-BD2。（Ｂ）TTG24-BD3。 
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b）宇宙線生成核種蓄積量の計測結果と継承核種量の推定 

試料採取地点の諸元情報を表 11 に、宇宙線生成核種蓄積量の計測結果を表 12 に示した。各地

点の地形による遮蔽効果は、基盤地図情報（10 mメッシュ）から見通し角を求め、Gosse and 

Phillips (2001)に従って求めた。試料の密度は STG露頭についてはブロック状に採取したサン

プルの体積と重量から求めた。巨礫から採取した試料についてはアルキメデス法により密度を計

測した。 

巨礫の示す密度はほぼ花崗岩の密度に等しい約 2.6 g/cm3を示した。STG露頭から採取した試

料の示す密度は表層付近ほど小さくなる傾向を示し、表層ほど風化が進んでいることを示唆す

る。平均的な密度として、1.6 g/cm3を与えて解析を行った。生成速度はほぼ標高に応じて定ま

るため、採取地点に応じた違いはほとんどない。尾根 RD3 の斜面に近接する地点で採取した

TTG24-BD1～BD3 がやや大きな地形による遮蔽効果を示す。 

各試料の宇宙線生成核種（10Be）蓄積量のヒストグラムを図 22 に示した。下殿河内地区江河内

にて採取した TTG23-BD1 が約 5,800 atoms/g、上殿地区長井にて採取した TTG24-BD1 が約 58,900 

atoms/g、TTG24-BD2 が約 62,500 atoms/g、TTG24-BD3 が約 50,600 atoms/gを示した。山地斜面

の STG露頭で採取した試料は誤差範囲を考慮すれば、概ね表層付近ほど大きい傾向を示し、約

6,200～9,300 atoms/gが得られた。河床砂が示す蓄積量は、TTG23-R2 で約 3,330 atoms/g、

TTG24-R5 で約 3,080 atoms/gと同程度の値を示した。 

TTG23-BD1 と STG露頭の下部から採取した試料はほぼ同じ蓄積量を示す。これは、TTG23-BD1

を採取した巨礫の露出期間が非常に短いことを示唆する。江河内地区では、昭和 63 年豪雨など

の豪雨災害にたびたび見舞われている（加計町編，1997）。こうした豪雨の際に生じた土石流に

よって TTG23-BD1 を採取した巨礫が堆積した可能性が高く、TTG23-BD1 から地形面の形成年代を

見積もることが難しいことが分かった。しかし、TTG23-BD1 が STG露頭の下部と同じ蓄積量を示

すことは、本地域の巨礫の継承核種量を示す試料として有用であることを意味する。巨礫の供給

プロセスとしては斜面崩壊に伴う土石流と考えられる。斜面崩壊の際に崩落するのは主に山地斜

面表層の風化層であると推定され、その場合巨礫の供給元は山地斜面の風化層中の未風化岩体と

考えられる（図 23）。TTG23-BD1 と STG露頭の下部から採取した試料がほぼ同じ蓄積量を示すこ

とは、その推定を支持する結果である。したがって、巨礫から露出年代を推定する際の継承核種

量として、STG露頭から採取した試料の示す継承核種量が適用できる。 

TTG23-BD1～BD3 を採取した上流の河川 R5 及び近傍の河川 R8 の河砂については、流域平均侵

食速度の推定に加え、継承核種量の見積もりのための参考情報を得ることもまた目的の一つとし

て採取した。これらの示す蓄積量は江河内の巨礫から採取した TTG23-BD1 や STG露頭から採取し

た試料の示す値より大きい。今回測定した試料は巨礫であるため、河砂とは異なる侵食・運搬プ

ロセスを経ている可能性が高く、結果として、蓄積量に差が生じたものと考えられる。得られた

蓄積量を巨礫に対しての継承核種量とみなすことはできない。しかし、山地斜面表層では STG露
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頭下部の示す蓄積量より大きい蓄積量が期待されることから、流域の山地斜面表層の平均侵食速

度を反映している値とみなすことについての妥当性を担保する結果であるといえる。 
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表 12 宇宙線生成核種蓄積量 

 

 

 

 

 

図 22 10Beの蓄積量 
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図 23 巨礫の供給過程の概念図 
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c）表面照射年代の推定 

i) 継承核種量の推定 

STG露頭から採取した試料の解析結果を表 13 及び図 24 に示した。モンテカルロ法による継承

核種量の推定の結果、5,000～7,100 atoms/gと求められた。この値は TTG23-BD1 の示す蓄積量

にほぼ等しい。 

本地点の試料は、山地斜面の侵食速度推定を目的に採取したが、航空レーザー測量結果を再検

討すると、本地点を採取した尾根 RD6の稜線上にきわめて平坦な地形が認められ、人工改変を受

けているとみられる（図 14）。改変前の地表面の高度を推定することが難しいことから、侵食

速度の推定は行わなかった。継承核種量の推定については、STG露頭下部の試料の示す核種蓄積

量が重要であるため、表層付近の不確定性による影響は小さいと考えられる。 

 

ii)巨礫による表面照射年代の推定 

TTG24-BD1 が約 58,900 atoms/g、TTG24-BD2 が約 62,500 atoms/g、TTG24-BD3 が約 50,600 

atoms/gを示した。これらの値は約 10,000 atoms/gの範囲内でばらついており、求められた継

承核種量とオーダーで一致する。このばらつきは巨礫が供給減（山地）に位置していた時の深度

を反映している可能性がある。TTG24-BD1 及び TTG24-BD2 は山地斜面表層の風化層に位置してい

たのに対し、TTG24-BD3 は宇宙線の届かない深部にあったと考えられる。そこで、TTG24-BD1 及

び TTG24-BD2 に対しては、STG露頭から得られた継承核種量を適用し、TTG24-BD3 は継承核種量

がほとんど含まれないと考え、露出年代を求めた。 

表面照射年代を定めるためには、採取地点の削剥速度も重要である。ほぼ未風化の花崗岩の巨

礫から試料を採取したことから、風化に伴う削剥はほとんどないと考えられる。ただ、花崗岩の

剥落速度として 3～7 mm/kyrが報告されていることから（飯島，1974）、風化速度として、0～ 

10 mm/kyrを与えて露出年代を求めた。求めた結果は表 13 及び図 25 に示した。 

モンテカルロ法による解析の結果、TTG24-BD1 が約 11.2 ka、TTG24-BD2 が約 11.9 ka、TTG24-

BD3 が約 10.6 ka を示した。いずれも誤差は±１ky程度である。３試料はほぼ同じ年代を示して

おり、採取した巨礫は同じ時期に堆積したと考えられる。TTG24-BD1 及び TTG24-BD2 について

は、継承核種量の不確定性が含まれていることから、TTG24-BD3 の示す露出年代が地形面の形成

年代とみなせる。したがって、河川 R5 の形成した扇状地面の形成年代は 10.6 ± 1.1 ka と推定

される。 
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表 13 解析結果 

 

 

 

 

 

図 24 STG露頭の解析結果 

（Ａ）STG露頭から採取した試料の示す深度断面。（Ｂ）モンテカルロ法によって得られた継承

核種量のヒストグラム。 
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図 25 巨礫の表面照射年代の解析結果 

モンテカルロ法によって得られた表面照射年代のヒストグラム。（Ａ）TTG24-BD1。（Ｂ）

TTG24-BD2。（Ｃ）TTG24-BD3。 
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d）流域平均侵食速度の推定 

今年度及び昨年度にかけて流域平均侵食速度を見積もるため、河川 R5、R8、R9、R12 から河砂

を採取した。時間的な制約により処理・分析が可能な試料数に限りがあり、継承核種量を見積も

る際の参考にもなりうることから、年代測定試料を採取した地点近傍の上流域にあたる河川 R5

及び R8 から採取した試料（TTG23-R2 及び TTG24-R5）を計測した。結果、前述のように、STG露

頭や TTG23-BD1 より大きい蓄積量を示した。これは採取した試料の粒径が大きく異なることか

ら、流域での生成・運搬プロセスが異なっているためと考えられる。このことは採取した河砂が

土石流などの短時間のイベントによって供給された堆積物ではなく、流域全体から供給された堆

積物であることを支持する結果であるといえる。したがって、本試料から見積もられる侵食速度

は流域山地斜面の平均的な侵食速度とみなすことができる。 

採取した流域については、10 mメッシュの地形データを使用し、流域の平均的な生成速度を

算出した（表 11）。（３）式を用いてモンテカルロ法により侵食速度を求めた結果を図 26に示

した。TTG24-R5 で 106 ± 18 mm/kyr、TTG24-R5 で 117 ± 26 mm/kyrが得られた。過年度事業

では、筒賀断層沿いの流域において約 130 mm/kyrが得られている（産業技術総合研究所，

2022）。誤差範囲を考慮すると、本地域の流域平均侵食速度は 90～140 mm/kyr程度であること

が推定される。 

 

 

図 26 流域の削剥速度の解析結果 

モンテカルロ法によって得られた流域侵食速度のヒストグラム。（Ａ）河川 R5 流域から採取し

た TTG24-R5 の示す流域侵食速度のヒストグラム。（Ｂ）河川 R8 流域から採取した TTG23-R2 の

示す流域侵食速度のヒストグラム。 
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e）地形学的根拠に基づく横ずれ変位速度の推定 

i）地形面からの推定 

河川 R5 の沖積扇状地の地形面の年代が 10.6 ± 1.1 ka と推定された。沖積扇状地を下刻する

河川 R5 は断層と交わる箇所で、流下方向が南東方向から南方向に変わる（図 27A）。しかし、

顕著な屈曲は見られず、横ずれ量の計測は困難である。一方、河川 R5 に隣接する河川 R4 及び

R6には屈曲が認められる（図 27B及び図 27C）。河川 R4 及び河川 R6の屈曲は河川の中心軸を基

準とするとそれぞれ約 9.3 m と約 5.5 m と見積もられる。河川 R4沿いの沖積扇状地の形成時期

は面の保存状態や河川による下刻の程度から、R5 の沖積扇状地と同時期と推定される。一方、

河川 R6のずれは侵食域の河川に生じたずれであり、屈曲が保存されにくい環境にあることか

ら、河川 R4 より短い期間に蓄積したずれと考えることができる。したがって、10.6 ± 1.1 ka

以降の横ずれ量は 5.5 m より大きい可能性が高く、9.3 m 程度であることが推定される。この

時、右横ずれの平均変位速度は 0.5 m/千年より大きく、1.0 m/千年程度と求められる。 

山内・山中（2021）は筒賀断層の平均変位速度として 0.5～0.9 m/千年を報告しており、よく

一致した結果である。本調査では、新しい年代測定手法として表面照射年代測定の適用を試みた

が、従来手法により得られた結果と遜色ない精度で平均変位速度が推定できたことから、活断層

評価に用いる年代測定手法として有用であるといえる。 

 

ii）流域開析量からの推定 

安芸太田町上殿地区から下殿河内地区周辺における筒賀断層沿いの横ずれ変位地形の特徴とし

て、南東側に定高性のある丘陵が形成されている点が挙げられる（図３）。尾根 RD3 と尾根

RD4、尾根 RD5 と尾根 RD6のような対となる尾根はそれぞれ並列してほぼ同じ標高分布を示すと

ともに、ほぼ同じ横ずれ量を示す（図 14）。これは、それらのペアがほぼ同時期に丘陵化しは

じめたことで、同程度の屈曲が蓄積されたことを示唆する。したがって、それらの丘陵化しはじ

めた年代が分かれば、長期的な平均変位速度の推定が可能となる。丘陵化に伴って尾根に挟まれ

た領域の物質が侵食によって取り除かれていったと考えると、尾根に挟まれた流域の開析量は地

形から見積もることが可能であるため、侵食速度が得られれば、大まかにではあるが、形成年代

を求めることができる。 

尾根 RD3 と尾根 RD4 は、尾根 RD5 と尾根 RD6と比較すると屈曲が見積もりやすく、屈曲量も

55～60 m と同程度である。したがって、尾根 RD3 と RD4 とそれに挟まれた流域を対象とし、形

成年代の推定を試みる。尾根 RD3 と尾根 RD4 の高度は現在の沖積面と同じ傾向で河川側に高度を

減ずる（図 27D）。尾根に沿うような地形面を作成し、開析量を求めた。開析量を流域面積で割

ったときの単位面積当たりの平均開析量は約 21 m と求められた。宇宙線生成核種の分析により

本地域の流域平均侵食速度として 90～140 mm/kyrが得られていることから、形成年代は、0.15

～0.23 Ma と推定される。尾根 RD3 と尾根 RD4 の横ずれ量（55～60 m 程度）から、平均変位速度

は 0.2～0.4 m/千年と求められる。 
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これは表面照射年代から推定された値や山内・山中（2021）によって報告された値と比較する

と小さい。この見積もりでは、流域平均侵食速度が丘陵の形成以降、一定であると仮定した。し

かし、宇宙線生成核種によって推定された流域平均侵食速度は、数千～数万年オーダーの平均的

な値を示すにすぎず、それ以前の侵食速度は反映していない。気候変動によって流域平均侵食速

度は変化しうることから、丘陵の形成後、侵食速度が現在よりも大きい時期があれば、今回の想

定より早く侵食がすすんでいたことになるため、丘陵の形成時期はより新しくなる。この時、平

均変位速度は求められた値より大きくなると考えられる。実際に平均変位速度の時間変化が生じ

ている可能性は否定できないが、侵食速度の推定には不確定要素が多いことから、それによる影

響が大きいと考えられる。長期（十数万年オーダー）の侵食速度の変化が見積もれれば、より正

確な値が得られることが期待される。 
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図 27 横ずれ変位量の見積もり 

（Ａ）河川 R4、河川 R5、河川 R6及び尾根 RD3、尾根 RD4周辺の陰陽図。（Ｂ）河川 R4 の右横

ずれ。（Ｃ）河川 R6の右横ずれ。（Ｄ）図Ａ付近の鳥観図。鉛直誇張２倍。赤矢印は断層の位

置を示す。青色のエリアは尾根 RD3 及び尾根 RD4 に挟まれた流域を示す。 
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f）屈曲率を用いた横ずれ変位速度の推定 

産業技術総合研究所（2022）では、筒賀断層における屈曲率（α）として 0.04〜0.08 を報告

した。流域平均侵食速度を考慮しない場合、地福断層から推定された S = (2～5)αの関係式を

用いると、横ずれ成分の平均変位速度は（４）式によって 0.08〜0.4 m/千年と求められた（産

業技術総合研究所，2022）。 

本調査では、流域平均侵食速度として 90～140 mm/kyが得られた。（５）式に当てはめると、

筒賀断層における屈曲率（α）を 0.04～0.08、集福寺断層から得られた k′の値を 0.014～

0.049としたとき（産業技術総合研究所，2022）、横ずれ成分の平均変位速度は 0.05～0.55 m/

千年と求められる。 

屈曲率から推定された値は、表面照射年代から推定された値や山内・山中（2021）によって報

告された値と比較すると小さい。しかし、流域開析量からの推定値 0.2～0.4 m/千年を含む値で

ある。屈曲率を用いた推定の場合、流域開析量からの推定よりもさらに長期的な平均値を示すと

考えられることから、平均変位速度の時間変化を反映している可能性が考えられる。その場合、

最近数万年間で活動が活発化していることを意味する。 

一方、屈曲率を用いた横ずれ変位速度の推定は、流域開析量からの推定同様多くの仮定を含ん

でいることから、用いたパラメータの精度が不足している可能性もまた考えられる。k′は集福

寺断層のみから推定された値に過ぎないため、中国地域に分布する横ずれ断層に対して代表値と

して用いることに対しては検討の余地がある。例えば、筒賀断層の平均変位速度を 0.5～0.9 m/

千年としたとき、は k′は 0.04～0.3 となり、集福寺断層から得られた k′の値（0.014～

0.049）とは異なる。本手法を一般化するにはより多くの事例の収集・蓄積が必要である。 

 

4) 結論並びに今後の課題 

新しい活断層評価手法の検討のため、従来手法によって平均変位速度が報告されており、表面

照射年代測定に適した花崗岩が分布する筒賀断層を対象として、令和５年度から令和６年度にか

けて平均横ずれ変位速度の推定を試みた。 

令和５年度は、広島県山県郡安芸太田町下殿河内及び上殿地区を対象に航空レーザー測量を実

施した。得られた詳細地形データから、筒賀断層の詳細なトレースが明らかとなり、沖積面を下

刻する河川のずれとして右横ずれ約 5.5 m、最大のずれ量として約 130 m が判読された。沖積面

の離水年代を推定するため、面上に露出した巨礫を対象に試料採取を行った。また、継承核種量

の見積りと流域平均侵食速度推定を目的とした試料を、断層を横切る河川と山地斜面から採取し

た。 

令和６年度に試料の調整と分析を実施した結果、下殿河内地区江河内で採取した巨礫、稜線付

近の深度別試料の示す宇宙線生成核種蓄積量がほぼ同じ値を示しており、継承核種量が精度よく

見積もられた。上殿地区長田から採取された巨礫に対し、得られた継承核種量を適用した結果、

露出年代が 10.6 ± 1.1 ka と求められた。沖積扇状地を下刻する河川のずれと形成年代から、
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平均変位速度は約 0.5～1.0 m/千年と求められた。山内・山中（2021）において報告された値と

よく一致しており、航空レーザー測量による詳細な地形の把握と表面照射年代測定により，従来

手法と遜色ない精度での活動性推定が可能であることが確認された。 

一方、流域平均侵食速度と開析量から推定されるより長期的な横ずれ変位量はやや不確定性は

あるものの、0.2～0.4 m/千年と推定された。流域平均侵食速度を考慮した場合の屈曲率を用い

た横ずれ変位速度の推定を実施した結果、0.05～0.55 m/千年と、いずれも変位地形から推定し

た結果より小さい値を示した。これらの値は仮定を多く含むことから、本手法を一般化するには

より多くの事例の収集・蓄積が必要である。 
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３．８ 弥栄断層の調査 

 

（１）業務の内容 

 

 (a) 業務題目 弥栄断層の調査 

 

 (b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 主任研究員 吾妻 崇 

 

 (c) 業務の目的 

弥栄断層は、島根県鹿足郡津和野町から同益田市を経て、浜田市金城町にかけて北東－

南西方向に伸びる長さ約 53 km の右横ずれ断層である（地震調査研究推進本部地震調査

委員会，2016a,b）。長期評価では最新活動時期と平均活動間隔に基づいて将来の地震発生

確率を算出されているが、詳細な活断層調査の実績がごく限られているため、その誤差幅

が大きい。本研究では、弥栄断層の北半部において航空レーザー測量を実施して詳細なデ

ジタル標高モデルを作成するとともに、南半部のデータを編集して弥栄断層全体のデジ

タル標高モデルを整備し、詳細な断層変位地形に関する検討を行う。また、トレンチ調査

等を実施して、弥栄断層の断層活動履歴に関する情報の充実を図る。さらに、断層運動に

よる水系の屈曲量（D）と活断層よりも上流の長さ（L）を計測し、産業技術総合研究所

（2021）が示した中国地方における横ずれ断層の平均変位速度の評価手法の検証を試み

る。 

 

 (d) 年度毎の実施業務の要約 

  1) 令和４年度 

弥栄断層に関する既往研究を収集し、同断層に関するこれまでの研究成果を整理した。

弥栄断層の北半部において航空レーザー測量を実施し、デジタル標高モデルを作成した。

デジタル標高モデルを用いて作成した地形陰影図等を用いて、断層変位地形及び次年度

に実施する活断層調査の実施地点の検討を行った。また、横ずれ変位を受けた水系につい

て、水系の屈曲量と上流の長さを計測して水系の屈曲量（D：m）/上流の長さ（L：m）の

値（α）を算出し、横ずれ成分の平均変位速度が既知の中国地方に分布する活断層の事例

を参照して係数 k の値を決定し、弥栄断層の平均変位速度を検討した。 

 

  2) 令和５年度 

弥栄断層の断層活動履歴に関する情報を充実させるため、トレンチ調査等を実施した。

また、既存データのデジタル標高モデルと前年度に作成したデジタル標高モデルを編集

して、弥栄断層全体のデジタル標高モデルを構築した。これらの成果を取りまとめて、弥

栄断層の断層活動履歴と平均変位速度を明らかにした。 

 

  3) 令和６年度 
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なし 

 

(2) 令和６年度の成果 

なし 

 

(3) 令和４〜６年度の成果 

(a) 業務の要約 

弥栄断層は、島根県西部に位置する北東－南西走向で長さ約 53 km の右横ずれ断層で

ある（図１；地震調査研究推進本部地震調査委員会，2016b）。令和４年度に、この活断層

及び地形・地質に関する既往研究を収集し、弥栄断層に関するこれまでの研究成果を整理

した。令和４年度に、弥栄断層の北半部において航空レーザー測量を実施し、デジタル標

高モデルを作成した。令和５年度に、南半分における既存のデジタル標高モデルを入手

し、弥栄断層全体のデジタル標高モデルを構築した。令和４年度に、航空レーザー測量に

よって得られたデジタル標高モデルを用いて、断層変位地形の分布と形態の検討ならび

にトレンチ調査の実施地点の検討を行った。令和５年度にトレンチ調査を実施して、弥栄

断層の活動時期について検討した。また、令和４年度には、横ずれ変位を受けた水系につ

いて、水系の屈曲量と上流の長さを計測して水系の屈曲量（D：m）/上流の長さ（L：m）

の値（α）を算出し、横ずれ成分の平均変位速度が既知の中国地方に分布する活断層の事

例を参照して係数 k の値を決定し、弥栄断層の平均変位速度を検討した。 

 

 

図１ 弥栄断層の位置（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2016b を編集） 

弥栄断層の位置を赤線で示した。 
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(b) 業務の実施方法 

 1) 既往研究の整理 

令和４年度に、弥栄断層に関する既往研究を収集し、同断層に関するこれまでの研究

成果を整理する。 

 

 2) 航空レーザー測量 

令和４年度に、弥栄断層の北半部において、航空レーザー測量を実施し、詳細なデジ

タル標高モデルを作成する。 

 

 3) 調査候補地の検討 

令和４年度に、航空レーザー測量の結果及び現地踏査の結果に基づき、次年度に実施

する活断層調査の実施地点の検討を行う。 

 

4) トレンチ調査 

令和５年度に、トレンチ調査を実施し、同断層の活動時期に関する情報を収集する。 

 

5) 年代測定 

令和５年度に、断層活動時期に関する検討を行うため、トレンチ調査で採取された地

質試料の年代測定を行う。 

 

6)断層活動時期の検討 

令和５年度に実施するトレンチ調査等の結果に基づき、弥栄断層の活動時期及び平均

変位速度について検討する。 

 

7) 水系屈曲率の計測と横ずれ平均変位速度の検討 

弥栄断層によって横ずれ変位を受けた水系について、水系の屈曲量と上流の長さを計

測して水系の屈曲量（D：m）/上流の長さ（L：m）の値（α）を算出し、横ずれ成分の平

均変位速度が既知の中国地方に分布する活断層の事例を参照して係数 k の値を決定し、

弥栄断層の平均変位速度を検討する。 

 

(c) 業務の成果 

1) 既往研究の整理 

令和４年度に、弥栄断層及び水系の屈曲量と上流の長さに基づく平均変位速度の推定

に関する文献を収集し、既往研究の整理を行った。 

 

a) 弥栄断層に関する既往研究 

弥栄断層周辺においては、活断層研究会編（1980，1991）の「浜田」から「広島」にか

けて、確実度Ⅱ〜Ⅲの活断層（弥畝山西）が図示されていた。この文献の記載には、活断

層の長さが「約８km 以上」と記されているが、地図上の計測では約 16 km に及ぶ。断層

北部の確実度Ⅱの区間では北西側上がりの上下変位が図示されており、断層形態は山地
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斜面における逆向き断層崖と記されているが、変位量等の情報については記されていな

い。その後、中田・今泉編（2002）が、長さ約 50 km の弥栄断層帯を記載した。金折・遠

田（2007）は、中国地方西部に認められる山口-出雲地震帯と活断層の関係について論じ、

その中で全長 47 km に及ぶ弥畝山西断層系（弥畝山西断層・都茂断層・日原断層・青野山

北西断層・徳佐-地福断層・迫田-生雲断層）の分布とその特徴を示した。田力・他（2012）

は詳細な空中写真判読の結果に基づき、長さ 55 km の弥栄断層帯における断層変位地形

の特徴を明らかにした。地震調査研究推進本部地震調査委員会（2016a,b）は、弥栄断層

について、長さが約 53 km で、右横ずれを主体とする断層であるとした。また、弥栄断層

の過去の断層活動について、トレンチ調査結果（古松，2010）に基づいて最新活動時期が

「約１万１千年前以後、約３百年前以前」であると評価し、平均変位速度（右ずれ成分）

が「0.4-1.2 m/千年程度」、平均活動間隔は「約４千年-１万３千年」の可能性があるとし

ている。しかし、過去の活動に関する信頼性の高いデータがほとんど得られていないた

め、地震発生確率は評価されていない。 

 

 b) 水系の屈曲量と上流の長さに基づく平均変位速度の推定に関する既往研究 

松田（1966）は、中部地方の跡津川断層の横ずれに関する研究の中で、断層沿いの谷の

屈曲量とその谷の断層線から上流の長さ（谷頭までの距離）との関係について、上流の長

い川ほど概して屈曲量が大きいことを指摘した。この考えは、その後、中央構造線活断層

系（岡田，1970；後藤，1996）、三浦半島活断層群・丹那断層・山崎断層（安藤，1972）、

三峠断層系（植村，1988）、淡路島北部の活断層（吾妻，1997）、六甲断層系（丸山・他，

1997；Maruyama and Lin, 2000）、有馬高槻構造線活断層系（Maruyama and Lin, 2002）

などの横ずれ断層で検証されてきた。その結果、断層による水系の屈曲量（D）と断層よ

りも上流側の水系の長さ（L）によって表される屈曲率α（= D/L）と平均変位速度（S）

との間に相関関係 S = k・αがあることが示された。この関係について、松田（1975）は

S はαの値と比べて１桁大きくなることから「S = 10α」を提唱した。その後、植村（1988）

は京都北部の活断層においては「S = (１〜５)α」となることを、吾妻（1997）は淡路島

北部の活断層においては「S = (５〜７)α」となることを示した。このように、平均変位

速度（S）と屈曲率（α）の関係における係数 k の値には地域差がみられ、その大きな要

因は地域による侵食速度の差異であることが指摘されている。産業技術総合研究所（2021）

は、中国地方の横ずれ断層（五日市断層、筒賀断層、地福断層、大原湖断層）について検

討し、上流部が侵食小起伏面に達している水系のみを検討対象とする方法を提案すると

ともに、地福断層における平均変位速度（S）と屈曲率（α）の関係に基づいて中国地方

における地域における係数 k の値を k = ２〜５と算出し、この値に基づいて他の横ずれ

断層の平均変位速度（横ずれ成分）を推定した。 

 

2) 航空レーザー測量 

弥栄断層の詳細な断層変位地形を検討するため、令和４年度に航空レーザー測量を実

施して、詳細なデジタル標高モデルを作成した。令和５年度には南半部のデジタル標高デ

ータを入手し、弥栄断層全体のデジタル標高モデルを構築した。 

弥栄断層周辺については、北半部においては未計測の地域が多く残されていたため、
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北半部で航空レーザー測量を実施した。地形計測及びモデル作成を実施したのは、弥栄断

層に沿った約 72 km2（北東-南西方向：約 16 km、北西-南東方向：約 4.5 km）の範囲で

ある（図２）。レーザー測量の機材には、Teledyne Geospatial 社の Galaxy2000（Maximum 

Pulse Rate 200 kHz）を用いた。計測は 2022 年 12 月に実施した。今回実施した航空レ

ーザー測量の航跡図を図３に、航空レーザー測量の計測諸元を表１に、それぞれ示す。 

精度検証は、垂直方向については調整用基準点を用いて実施した（較差の平均 25 cm

以内）。水平方向については、建物の四隅の実測から算出した重心位置と航空レーザー測

量から算出した建物の重心位置の比較に基づいて検証した（３地点で実施し、いずれも

20 cm 以下）。 

精度検証が終了したデータに基づき、オリジナルデータを作成した。オリジナルデー

タから建物、樹木等の地表を遮蔽するデータを除去（フィルタリング処理）して地表面の

計測データ（グラウンドデータ）を作成した。メッシュデータは、グラウンドデータから

内挿補完により作成した。標高値の内挿方法は TIN（線形補完）を用いて、１m 間隔のメ

ッシュデータ（デジタル標高モデル）を作成した。 

作成されたデジタル標高モデルを用いて、等高線図や地形陰影図（図４）を作成し、

作成されたデータに問題がないことを確認した。 

 

 

図２ 弥栄断層において航空レーザー測量を実施した範囲 

赤線は地震調査研究推進本部地震調査委員会（2016a）による弥栄断層の位置を示す。 
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表１ 弥栄断層で実施した航空レーザー測量の計測諸元一覧表 

項目 パラメータ設定値 

対地高度 600 m 

海抜高度 750〜1000 m 

飛行速度 50 m/s 

コース数 15 

計測延長 305 km 

コース間重複 50 % 

パルスレート 100 kHz 

スキャン角 60˚ 
ビーム径 0.14 m 

パルスモード 波形記録方式 

平均計測密度（進行方向） 0.56 m 

平均計測密度（進行直交方向） 0.63 m 

点密度 2.83 点/m2 

 

 

 

 

図３ 弥栄断層で実施した航空レーザー測量の航跡図 

背景地図には「地理院地図」の標準地図を用いた。 

赤線の矩形はデジタル標高モデルを作成した範囲を示す。 
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図４ 弥栄断層の北半部で作成したデジタル標高モデルによる地形陰影図 

背景地図には「地理院地図」の標準地図を用いた。 

青線の矩形は図５の範囲を示す。 
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3) 調査候補地の検討 

作成された詳細な地形陰影図や等高線図を用いて弥栄断層の断層変位地形を確認する

とともに、次年度に活動履歴解明のための調査を実施する地点の検討を行った。その結果、

今回の調査で航空レーザー測量を実施した範囲において５箇所の調査候補地を抽出した

（図５）。調査候補地は、北東から南西に向かって順に、程原地点（調査候補地１）、田野

原地点（調査候補地２）、板井川地点（調査候補地３）、宇津川地点（調査候補地４）、丸茂

地点（調査候補地５）である。調査候補地１と２は浜田市内に、その他の調査候補地は益

田市内に位置する。 

 

 

図５ 弥栄断層の北半部で抽出した調査候補地の位置図 

背景地図には「地理院地図」の標準地図を用いた。 
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a）調査候補地１（程原） 

調査候補地１は、浜田市程原地区である。この地点では南側の山地斜面から流れ下る

谷が逆向き断層崖によって流路を北東へと向きを変えている（図６）。流路に沿った土地

が圃場整備されていないため、表層付近まで地層が保存されている可能性が高い。調査候

補地の南西側は断層が丘陵を横切って鞍部を形成しており、断層の通過位置を限定しや

すいことも条件として好ましい。一方、掘削地点までのアクセスについて、途中、道幅が

狭い道路が所々にあるため、大型重機の搬入が可能かどうか事前に確認する必要がある。 

 

 

図６ 弥栄断層程原地区付近の地形陰影図と調査候補地１の位置 

地形陰影図は、今回実施した航空レーザー測量による計測データを用いて作成

した。赤破線は、活断層が通過すると想定される位置を示す。黄緑色の四角は、

この地区でトレンチ調査を実施する候補地点を示す。 
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b）調査候補地２（田野原） 

調査候補地２は、浜田市田野原地区である。この地点では南東から北西に向かって傾

き下がる山地斜面の途中に逆向き断層崖が形成されている。断層崖に沿って谷地形が形

成され（図７）、谷底には堰き止めによって湿地が形成されており、炭化物を多く含む細

粒な堆積物が分布していることが予想される。山間部に位置しているため、人工改変が少

なく、表層付近まで地層が保存されている可能性が高い。調査候補地の南西側は断層が丘

陵を横切って鞍部を形成しており、断層の通過位置を限定しやすいことも条件として好

ましい。一方、掘削地点までのアクセスについて、途中から未舗装の林道に入る必要があ

り、大型重機の搬入が可能かどうか事前に確認する必要がある。 

 

 

図７ 弥栄断層田野原地区付近の地形陰影図と調査候補地２の位置 

地形陰影図は、今回実施した航空レーザー測量による計測データを用いて作成

した。赤破線は、活断層が通過すると想定される位置を示す。黄緑色の四角は、

この地区でトレンチ調査を実施する候補地点を示す。 
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c）調査候補地３（板井川） 

調査候補地３は、益田市板井川地区である。この地点は南東から北西に向かって流れ

る谷と、断層に沿って南西から北東に流れる谷の合流点に位置する（図８）。この合流点

には段丘面が形成されており、この段丘面を構成する堆積物と断層構造との関係を掘削

調査によって確認できることが期待される。また、この地点付近における弥栄断層の活断

層トレースは、地質図に示されている地質断層（弥畝山西断層）と一致することから、周

辺の地質情報に基づいて活断層が通過する位置を絞り込むことができる可能性がある。

一方、段丘面は既に圃場整備が行われており、地表付近の地層が改変されている可能性が

高い。 

 

 

図８ 弥栄断層板井川地区付近の地形陰影図と調査候補地３の位置 

地形陰影図は、今回実施した航空レーザー測量による計測データを用いて作成

した。赤破線は、活断層が通過すると想定される位置を示す。黄緑色の四角は、

この地区でトレンチ調査を実施する候補地点を示す。 
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d）調査候補地４（宇津川） 

調査候補地４は、益田市宇津川地区である。この地点では断層に沿って北東-南西方向

の直線的な谷地形がみられる（図９）。この谷が屈曲する地点付近には孤立丘（閉塞丘）

状の尾根地形と上流部が失われた谷地形が分布する。主要な道路からのアクセスがよく、

大型重機や資材を搬入するには都合が良い場所である。一方、直線的な谷の谷底は人工改

変が進んでおり、地表付近の地層が失われている可能性が高い。 

 

図９ 弥栄断層宇津川地区付近の地形陰影図と調査候補地４の位置 

地形陰影図は、今回実施した航空レーザー測量による計測データを用いて作成

した。赤破線は、活断層が通過すると想定される位置を示す。黄緑色の四角は、

この地区でトレンチ調査を実施する候補地点を示す。 
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e）調査候補地５（丸茂） 

調査候補地５は、益田市丸茂地区である。この地点では断層に沿って北東-南西方向の

直線的な谷地形がみられる（図 10）。谷地形の南西側は上流が失われた載頭谷となってい

る。この谷が屈曲する地点付近には孤立丘（閉塞丘）状の尾根地形と上流部が失われた谷

地形が分布する。水系の屈曲や段丘面の変形といった最近の断層活動を示唆する断層変

位地形は認められない。主要な道路からのアクセスがよく、大型重機や資材を搬入するに

は都合が良い場所である。一方、人工改変が進んでおり、地表付近の地層が失われている

可能性が高い。また、南西側には新期の堆積物で埋められた盆地が広がっており、活断層

の通過位置を特定するのが困難な場所であるため、トレンチを掘削する前にボーリング

調査を実施して断層の通過位置を確認する必要がある。 

 

 

図 10 弥栄断層丸茂地区付近の地形陰影図と調査候補地５の位置 

地形陰影図は、今回実施した航空レーザー測量による計測データを用いて作成

した。赤破線は、活断層が通過すると想定される位置を示す。黄緑色の四角は、

この地区でトレンチ調査を実施する候補地点を示す。 

 

 

 

 

 

 



 410 

4) トレンチ調査 

弥栄断層の活動履歴を明らかにするため、同断層の中部に位置する益田市美都町仁川

（図 11）において、トレンチ調査を計画した。調査地の選定については、昨年度に実施

した航空レーザー測量により作成された詳細地形データを用いた検討と、現地における

地形地質調査の結果に基づいて決定した。調査を実施している途中で掘削地点周辺に埋

設管が存在することが明らかになったため、掘削範囲を分割し、３つのピットと掘削する

こととした（図 12）。 

 

図 11 トレンチ調査掘削予定地点（益田市美都町仁川）周辺の地形 

 

 

図３ ピット配置図 
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以下に、ピット A、B、C の順に観察結果を記載する。 

 

【ピット A】 

ピット A は幅約 10 m にわたって壁面を削るように掘削した。地表下への掘削は約 1.5 

m である。観察面では南西壁面のみである。壁面の写真を図 13 に、スケッチと年代測定

結果を図 14 に示す。壁面では基盤の三郡層群（堆積岩）が破砕されている構造が確認さ

れた。破砕が著しいところでは、岩石が砂状になっていた。破砕部の上端は斜面堆積物で

覆われており、斜面堆積物に変位は認められなかった。この破砕部が弥栄断層の本体であ

るかどうか不明であるが、少なくともこの破砕部が活動していない期間を明らかにする

ため、試料を採取して年代測定を実施した。また、破砕部の中に存在する炭化物について

は、断層活動が生じた際に破砕部に巻き込まれた可能性があるため、それらについても試

料を採取し、年代測定を行った。 

 

図 13 ピット A（南西壁面）の壁面写真 

 

 

図 14 ピット A（南西壁面）のスケッチと年代測定結果 
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【ピット B】 

ピット B は幅約 10 m にわたって地表下約 3.5 m まで掘削した。観察面は南西壁面のみ

である。壁面の写真を図 15 に、スケッチを図 16 に示す。年代測定を行うための試料は

採取しなかった。 

 

図 15 ピット B（南西壁面）の壁面写真 

 

図 16 ピット B（南西壁面）のスケッチ 
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【ピット C】 

詳細な地形解析の結果からはピット A もしくはピット B 付近を断層が通過する可能性

が高いと考えたが、念の為、直線谷の南東縁に沿って断層が通過していないか確認するた

めピット C を掘削した。谷壁の基盤にアバットするように堆積した土石流堆積物が観察

された。堆積物中に腐植物が確認されたため、それらを採取して年代測定を実施した。観

察を行った南西壁面の写真を図 17 に、スケッチと年代測定結果を図 18 に示す。 

 

図 17 ピット C（南西壁面）の壁面写真 

 

 

図 18 ピット C（南西壁面）のスケッチと年代測定結果 
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5) 年代測定 

令和５年度に掘削したピット A から採取した４試料とピット C から採取した５試料に

ついて AMS 法による放射性炭素年代測定を実施した。年代測定は株式会社加速器分析研

究所に依頼した。年代測定結果については、Ramsey（2009）の手法に従い、Intcal20（Reimer 

et al. 2020）を用いて暦年較正を行い、２σの範囲を示した値を用いることとする。 

ピット A から採取した試料のうち２試料の分析結果は「Modern」であった。おそらく、

地表から混入した炭化物や土壌を測定してしまったものと思われる。それ以外の年代測

定結果のうち、水平グリッドの 0 と 1 の間から採取した試料からは、423-151 cal BP の

年代が得られた。また、水平グリッドの 2 と 3 の間から採取した試料からは、1,736-1,615 

cal BP の年代が得られた。 

ピット C から採取した試料のうち３試料の分析結果は「Modern」であった。堆積物の

層相からみてピット C で観察される地層は土石流堆積物と考えられるため、ごく最近に

発生した土石流によって堆積した可能性が考えられる。そのほかの２試料については地

表下約 1.5 m から採取した試料から 3,209-3,004 cal BP の年代が得られた。また、地表

下 2.3 m 付近から採取した試料から 912-753 cal BP の年代が得られた。両者は層位的に

も逆転してしまうため、何らかの撹乱を受けて堆積した地層に含まれていた試料と思わ

れる。 

 

6)断層活動時期の検討 

ピット A における観察結果から、観察壁面に見られる破砕部は 423-151 cal BP 以降に

は活動していないことが確認された。ピット A から得られたもう一つの年代値 1,736-

1,615 cal BP については、この破砕部から離れた位置から採取されたため、断層構造を

覆う地層と断定することはできない。 

ピット C では、断層構造は確認できなかった。谷壁をなす基盤には破砕された痕跡が

認められないため、調査地に見られる直線谷の南東縁を断層が通過する可能性が極めて

低いと考えられる。 

 

7) 水系の屈曲率に基づく横ずれ平均変位速度の検討 

弥栄断層周辺の地形解析を行い、断層運動によって屈曲した水系を抽出し、屈曲量と

上流の長さを計測して水系の屈曲量（D：m）/上流の長さ（L：m）の値（α）を算出した

後、中国地方に分布する活断層の事例を参照した係数 k の値を用いて、弥栄断層の平均

変位速度を検討した。 

弥栄断層及びそこから分岐した活断層による右横ずれの変位を受けた 42 の水系を抽

出し、その屈曲量（m）と断層よりも上流側の水系の長さ（m）を計測した。産業技術総合

研究所（2021）の手法に従い、上流部が侵食小起伏面に達している水系のみを対象にしよ

うとしたが、該当する水系がほとんど無いため、右横ずれ変位を認めることができた水系

を全て取り上げた。計測した地点及び計測した結果を、図 19 と表３に示す。また、水系

の屈曲量と上流の長さの関係を示したグラフを図 20 に示す。 
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図 19 弥栄断層の平均変位速度を算出するため、検討対象として抽出した水系の分布 

背景地図には国土地理院発行の「数値地図 25000（地図画像）浜田」（2002）を使

用した。活断層トレースは暫定的なものであり、今後の検討で変更する可能性が

ある。 
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表 3 弥栄断層における水系の屈曲量と上流の長さ 

 

 

No. 地点名 屈曲量(m)① 上流の長さ(m)② 屈曲率α（①/②） 

1 波佐（小角川） 648 648 1.000 

2 笹目原 473 1134 0.417 

3 三里 78 193 0.404 

4 三里 75 288 0.260 

5 横谷（横谷川） 437 1195 0.366 

6 三里 127 205 0.620 

7 横谷 50 784 0.064 

8 横谷 118 149 0.792 

9 横谷 73 701 0.104 

10 程原上 158 597 0.265 

11 程原上 348 501 0.695 

12 程原下 145 676 0.214 

13 程原下 120 700 0.171 

14 程原-田野原 

- 

78 2648 0.029 

15 程原-田野原 

 

311 1051 0.296 

16 程原-田野原 

 

95 1644 0.058 

17 程原-田野原 

 

103 605 0.170 

18 柿ノ木原 20 1554 0.013 

19 板井川 311 899 0.346 

20 横見 352 478 0.736 

21 堀越二反田 342 2492 0.137 

22 丸茂郷 304 2451 0.124 

23 都茂郷 92 295 0.312 

24 都茂郷 46 848 0.054 

25 下組 776 1329 0.584 

26 奧溢 138 1910 0.072 

27 久保溢 69 1220 0.057 

28 久保溢 71 1737 0.041 

29 久保溢 46 138 0.333 

30 久保溢 99 101 0.980 

31 久保溢 104 289 0.360 

32 迫溢 62 1396 0.044 

33 迫溢 156 764 0.204 

34 東長沢 32 267 0.120 

35 東長沢 54 159 0.340 

36 東長沢 81 198 0.409 

37 長沢町 70 400 0.175 

38 長沢町 136 623 0.218 

39 相撲ヶ原 53 1044 0.051 

40 相撲ヶ原 56 131 0.427 

41 須川 59 266 0.222 

42 小直 143 3553 0.040 

平均 0.293 
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図 20 弥栄断層における水系の屈曲量（D）と上流の長さ（L）との関係 

数字は地形解析を行った地点の番号を示す。各地点の位置は図 19 に示す。 

 

弥栄断層における水系の屈曲量（D）と断層よりも上流側の谷の長さ（L）から導き出さ

れる屈曲率（α）は 0.013〜1.000（平均値：0.293）であった。 

弥栄断層の横ずれ成分の平均変位速度の算出について、上述の屈曲率の平均値と、弥栄

断層と同じく中国地方に分布する地福断層での既往研究（山内・白石、2013）による平均

変位速度とαの値との比較結果から導き出される係数 k の値（k = ２〜５；産業技術総

合研究所，2021)に基づくと、弥栄断層の横ずれ成分の平均変位速度は 0.59〜1.47 m/千

年（平均値：1.03 m/千年）となる。一方、野坂・集福寺断層帯（集福寺断層）で実施し

た結果から得られた係数 k の値（k = 1.37〜4.3；産業技術総合研究所，2021）に基づく

と、弥栄断層の横ずれ成分の平均変位速度は 0.40〜1.26 m/千年（平均値：0.83 m/千年）

と算出された。これらの値はいずれの値も地震調査研究推進本部地震調査委員会（2016a）

が示した弥栄断層の平均変位速度と近似した値であるが、依然として広い誤差幅を有し

ており、より精度をあげる必要がある。 
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(d) 結論ならびに残された課題 

弥栄断層に関する既往研究を収集し、これまでの研究成果を整理した。これまでに実施

された複数の研究では、この活断層は全体の長さ 50 km を超える長大な活断層であるこ

とが報告されているが、過去の活動に関する調査はまだ不十分である。 

令和４年度の調査では、弥栄断層の北半部の長さ約 16 km の範囲において航空レーザ

ー測量を実施し、デジタル標高モデルを作成した。令和５年度に弥栄断層の南半部におけ

る既存のデジタル標高モデルを入手し、弥栄断層全体のデジタル標高モデルを構築した。 

作成したデジタル標高モデルを用いて、弥栄断層に沿って分布する断層変位地形の分

布と形態の検討ならびにトレンチ調査の実施地点の検討を行った。令和５年度にトレン

チ調査を実施して弥栄断層の活動履歴に関する情報を収集する予定であったが、調査地

の制約によってピット調査に切り替えることとなった。ピット A の観察結果から観察壁

面に現れた破砕部は 423-151 cal.BP 以降には活動していないことが確認された。しかし、

この年代では弥栄断層の活動時期を精度よく求めるのに十分な結果とは言えない。 

令和４年度に、産業技術総合研究所（2021）の手法にしたがって横ずれ変位を受けた水

系の屈曲率に基づいて平均変位速度を検討し、0.59〜1.47 m/千年（平均値：1.03 m/千

年）、もしくは 0.40〜1.26 m/千年（平均値：0.83 m/千年）の結果を得た。これらの値は

地震調査研究推進本部地震調査委員会（2016a）が示した値と近似しているが、誤差幅を

狭めるためにさらに手法の精度を上げる必要がある。 
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３．９ 布田川断層帯（宇土半島北岸区間）の調査 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 布田川断層帯（宇土半島北岸区間）の調査 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

主任研究員 

研究グループ長 

大上隆史 

丸山 正 

(c) 業務の目的 

 布田川断層帯（宇土半島北岸区間）（以下、宇土半島北岸区間とする）は、主として重力

異常の急変帯の分布に基づいて、地下に伏在する活断層として推定されている。宇土半島北

岸区間では、断層帯の南西端よりも南西でも重力異常の急変帯が連続するようにみえるた

め、断層帯はさらに南西の島原湾内に延長する可能性がある。また、宇土半島北岸区間にお

いては、過去の活動に関する資料が得られていない。本研究では、宇土半島北岸区間が推定

されている海域及びその南西側の島原湾において高分解能の音波探査や重力探査を実施す

ることによって、活断層の正確な位置・連続性、南西端の位置に関する資料を取得する。ま

た、新規手法である海上ボーリング調査を実施して、その結果を高分解能の音波探査で取得

した探査記録断面と組み合わせることにより、宇土半島北岸区間の活動性に関する資料を

取得する。 

(d) ３ヵ年の年次実施業務の要約 

1) 令和４年度： 

 宇土半島北岸区間が推定されている海域及びその南西側の島原湾において、活断層の正

確な位置・連続性、南西端の位置に関する資料を取得するため、高分解能の音波探査を 70 

km 以上の測線において実施した。 

2) 令和５年度： 

 令和４年度に取得した音波探査記録を踏まえて、宇土半島北岸区間の南西延長部が分布

する島原湾南西部の海域を対象として、断層の正確な位置・連続性及び南西端の位置に関す

る資料を取得するため、高分解能の音波探査を 40 km 以上の測線において実施した。 

3) 令和６年度： 

 宇土半島北岸区間の活動性についての資料を取得するため、海上ボーリング調査等によ

って海底面下の堆積物を採取して、断層近傍の層序を検討した。その結果を高分解能の音波

探査で取得した探査記録断面と組み合わせることによって、宇土半島北岸区間の過去の活
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動について検討した。 

 

(2) 令和６年度の成果 

(a) 業務の要約 

本研究では、令和４年度及び令和５年度に取得した音波探査記録の検討結果を踏まえて、

宇土半島北岸区間の過去の活動について検討するため、断層帯を構成する海底活断層の近

傍において 1地点を選定して海上ボーリング調査を実施した。今回の調査では、複数条の

海底活断層のうち、第四紀層及び海底面付近までを累積的に変位させる 1条の断層を主た

る対象とした。海上ボーリング調査では、連続的な堆積物コア試料（掘削長 33 ｍ）を採

集し、肉眼観察等による岩相解析、放射性炭素年代測定及び火山灰分析を実施した。その

結果にもとづいて、宇土半島北岸区間を構成する海底活断層の近傍における層序を編年し

た。堆積物コア試料の分析によれば、海底面下には、上位から順に、後期更新世末（後氷

期）〜完新世の堆積物、阿蘇 4火砕流（Aso-4、約 9 万年前）以降の後期更新世の堆積物、

Aso-4 の火砕物、阿蘇 3火砕流（Aso-3、約 13万年前）以降の中期更新世末〜後期更新世

の堆積物が分布する。これらの堆積物の分布は本研究で取得した音波探査記録の音響的層

序と概ね一致する。これらの地層は対象断層を挟んで北側が南側に対して相対的に沈降し

ており、Aso-3 以降の堆積物が上下方向に約 11 ｍ、Aso-4火砕物が上下方向に約 10 mず

れている。また、完新世の堆積物が上下方向に 0.8 m 程度ずれている。以上のことから、

対象断層の平均上下変位速度を 0.08 m/ky以上、あるいは約 0.11 m/kyと求めることがで

きる。最新のイベント層準付近から得られた貝化石の放射性炭素年代は 5.3〜5.7 cal kBP

を示す。また、後期更新世末（後氷期）以降に形成された地層（いわゆる沖積層）の基底

が断層を挟んで約 3 ｍの高度差を持ち、基底面直上の堆積物の放射性炭素年代は 18.2 cal 

kBPを示す。このことは、18.2 cal kBP以降に一つ前の活動があったことを示唆する。以

上のことから、最新活動時期が 5.3〜5.7 cal kBP 前後であったと考えられ、一つ前の活

動が少なくとも 18.2 cal kBP以降であった可能性がある。また、対象断層における１回

の活動に伴う上下変位量は 0.8 m程度であったと考えられる。さらに、宇土半島北岸区間

を構成する北傾斜の正断層群について検討した結果、１回の変位量が４m 程度であり、平

均上下変位速度が 0.36〜0.54 m/kyである可能性があることが示された。 

令和６年度には、令和４年度と令和５年度に実施した高分解能音波探査を踏まえて１地

点で海上ボーリングを実施し、その結果にもとづいて宇土半島北岸区間の過去の活動につ

いて検討して以下の知見を得た。宇土半島北岸区間の最新活動時期は 5.3〜5.7 cal kBPと

考えられ、１つ前の活動は 18.2 cal kBP以降であった可能性がある。対象とした断層の

平均上下変位速度は 0.08〜0.11 m/ky、一回の変位量（上下）は 0.8 m程度と推定される。

これらにもとづくと、平均活動間隔を 10〜7.3 kyと求めることができる。以上のように、

高品質の音波探査記録と１地点の海上ボーリング調査を組み合わせた調査を実施するこ

とにより、海底活断層の過去の活動を高い精度で検討し、長期評価に関係するパラメータ
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を取得可能であることが示された。 

(b) 業務の成果 

1) はじめに 

布田川断層帯は、熊本県阿蘇郡南阿蘇村から、上益城郡益城町木山付近及び宇土半島の北

岸を経て、大矢野島の北西端の沖合に至る、概ね東北東−西南西方向に延びる断層帯である

（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2013）。地震調査研究推進本部地震調査委員会

（2013）によれば、布田川断層帯は、布田川区間、宇土区間、宇土半島北岸区間によって構

成されている。これらのうち、宇土区間の一部と宇土半島北岸区間については、重力異常の

急変帯の分布などから、地下に伏在する活断層として推定されたものである（図１、図２）。 

 

 

図１ 布田川断層帯宇土半島北岸区間の位置図 

地震調査研究推進本部地震調査委員会（2013）の図２を編集。断層トレースのう

ち、重力異常の急変帯にもとづいて推定された区間（宇土半島北岸区間、宇土区

間の一部）は薄い太線で示されている。 
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図２ 布田川断層帯付近の重力異常 

地震調査研究推進本部地震調査委員会（2013）の図３。布田川断層の地表トレー

スは赤線で、伏在活断層が推定される場所は薄い太赤線で示されている。（上）

布田川断層帯周辺地域の短波長（＜100 km）重力異常図。（下）布田川断層帯周

辺地域の短波長（＜100 km）重力異常の勾配。青色の濃い部分ほど急勾配である

ことを示す。 
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地震調査研究推進本部（2013）による本断層帯の評価の概要は以下の通りである。宇土半

島北岸区間は、宇土市住吉町から宇土半島北岸に沿って大矢野島の北西端の沖合に至る、長

さ約 27 km 以上の可能性がある断層である（図１）。宇土半島北岸区間は、宇土半島北岸に

沿って分布する宇土半島北岸断層によって構成されている。宇土半島北岸の宇城市三角町

大田尾の沖合では、海底面付近までを変位が及ぶ北傾斜の正断層が報告されている（産業技

術総合研究所・他，2010；杉山・他，2010）。このことから、宇土半島北岸断層は、断層を

挟んで南東側が相対的に隆起する正断層成分を伴う可能性がある。一方、この断層の横ずれ

成分は不明である。宇土半島北岸区間の南西端については、宇土半島の北岸に沿って認めら

れる顕著な１条の重力異常の急変帯が２条に分岐する手前の、大矢野島の北西端の沖合付

近と評価されている（図２）。ただし、重力異常の急変帯はさらに南西に続くため、宇土半

島北岸区間はさらに南西に延長する可能性がある。また、宇土半島北岸区間における過去の

活動について、具体的な資料が得られていない。 

以上のように、宇土半島北岸区間は、主として重力異常の急変帯の分布にもとづいて推定

された断層であり、断層の正確な位置・連続性、南西端の位置や、断層の過去の活動につい

ての資料がほとんど存在していない状況であった。そこで、本プロジェクトにおいては、令

和４年度には、断層の正確な位置・連続性を検討するため、断層が推定されている海域（宇

土半島及び大矢野島の北岸）を主たる対象として、高分解能の音波探査を高い測線密度で実

施した（文部科学省研究開発局・産業技術総合研究所，2023）。その結果、宇土半島及び大

矢野島の北岸に沿う海域に、第四紀層に対比される地層を累積的に変形させる海底活断層

が分布していることを初めて明らかにした。令和５年度には、令和４年度の探査結果を踏ま

えて島原湾南西部海域において追加の高分解能の音波探査を実施し、断層の南西延長部及

び南西端の位置を検討した。その結果、宇土半島北岸区間を構成する断層が，地震調査研究

推進本部地震調査委員会（2013）が示した断層の端点から西側の海域に約 11 km 延長して

おり、湯島の北岸海域及び「湯島瀬戸」の海釜の南縁を通過し、島原半島の湯島の約 6.5 km

西北西の海域まで延びることを示した（文部科学省研究開発局・産業技術総合研究所，2024）。

令和４年度及び令和５年度に実施した高分解能の音波探査で得られた探査記録は、宇土半

島北岸区間を構成する海底活断層が第四紀層と推定される地層を累積的に変位させている

こと、その変位は海底面付近に達していることを示している。そこで、令和６年度には海底

活断層近傍の層序や堆積環境を明らかにして断層の過去の活動を具体的に検討するため、

海底面下の堆積物を連続的に採取するための海上ボーリング調査を実施した。 
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2) 調査手法 

a) 海上ボーリング調査 

ⅰ) 掘削地点の選定 

海上ボーリング調査の実施にあたり、令和４年度及び令和５年度に実施した高分解能の

音波探査で取得した探査記録にもとづくサイトサーヴェイを行い、掘削候補地点を選定し

た。音波探査記録によれば、本断層帯は複数条の海底活断層によって構成されている（図 3。

文部科学省研究開発局・産業技術総合研究所，2023，2024）。これらのうち、断層帯の過去

の活動、特に活動履歴と平均変位速度に関する検討に適したサイトとして、D10 測線の F2

断層の近傍を選定した（図 4）。この場所を選定した理由は以下の通りである。①F2 断層は

第四紀層と推定される地層を累積的に変位させているため、この断層が第四紀後期を通じ

て活動を繰り返してきたことを確認することができる。②断層変位は海底面付近の地層（沖

積層と推定される）にも認められるが、その変位は最新活動によるものであると推察され

る。よって、この地点で調査を実施することによって最新活動時期について検討できる可能

性が高い。③本研究で取得した F2 断層近傍の音波探査記録は、断層を挟む地層の対比を行

う上で十分な品質を有しているため、1地点の掘削にもとづいて過去の断層活動について検

討できる可能性が高い。以上のことから、F2 断層のうち、海底面付近までを変位させる断

層を評価対象として、評価対象断層の低下側の 1地点（D10 測線の CMP1580付近。熊本県宇

城市三角町中村小田良の沖合、水深約 32.6 ｍの地点）を掘削候補地点に選定した。掘削長

については、断層を挟んで確実に対比可能な地層が取得できるように、海底面から約 33 ｍ

の堆積物コア試料を取得することとした。 

 

ⅱ) 海上ボーリング調査の工法及び掘削地点の測位 

掘削候補地点の水深（32.6 m）、島原湾の海況（潮位差及び潮流が大きいこと）を考慮し、

本研究における海上ボーリング調査は掘削自在型試錐工法によって実施することとした。

傾動自在型試錐工法による海上ボーリング調査では、水深 50 m までの海域において、海水

面から最大で 100 m 程度までの掘削が可能である。また、この工法では海底面に仮設した

ガイドパイプ（海面から海底面まで、サンプラー・ケーシングパイプ等を通すための管）に、

クレーン台船（以下「掘削船」）に艤装したボーリングマシンを接合させて掘削を実施する。

作業時間外にはガイドパイプとボーリングマシンを切り離しておくことが可能であり、荒

天時にはガイドパイプを残して掘削船を避難（帰港）させることができるため、安全に施行

できる利点を持つ。 

掘削地点の位置（座標）は、GNSS測位による測量によって決定した。GNSS測位は海況が

穏やかな時間帯に、海底面からの長さが分かっているガイドパイプ天端において複数回実

施して、平面座標及び標高を求めた。 
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図３ 宇土半島北岸区間の地質構造図 

令和４年度及び令和５年度に実施した音波探査測線及び、それらの結果にもとづ

く宇土半島北岸区間を構成する海底活断層の分布。 

 



 427 

 

 

図４ D10 測線で取得したマイグレーション断面 

令和４年度に実施した高分解能の反射法音波探査で取得したマイグレーション断

面。F2 断層のうち、海底面付近までを累積的に変位させる F2-1 断層を検討対象

に選定し、その過去の活動を検討するため、断層の低下側の１地点において海上

ボーリング調査を実施した。 
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図５ 海上ボーリング調査の現場写真（上：調査船、下：ボーリング櫓） 
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図５ 傾動自在型試錐工法の概念図 
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b) 堆積物コア試料の分析 

海上ボーリング調査で採取した堆積物コア試料は、現場作業中は掘削船上に保管し、現場

で掘削状況及び岩相の概略を記載した。現場作業完了後に港で掘削船から降ろし、陸路にて

産総研に運搬した。 

産総研では、X線 CT 装置によるスキャン（以下、「CTスキャン」）、半裁、写真撮影、肉眼

観察、年代分析用試料のサンプリング、帯磁率測定を実施した。CT スキャンには Supria 

Grande，（日立製作所製）を用いてスライス幅 0.625 mm で DICOM 互換形式のデータを取得

し、画像処理ソフトウェア ImageJ（Schneider et al., 2012）によって CT 像を作成した。

帯磁率は、半裁後の堆積物コア試料（ハーフコア）を対象として、MSCL-S（Geotek社製）に

装着した帯磁率計（MS2C及び MS3、Bartington 社製）を用いて、2 cm 間隔で測定した。 

沖積層に対比される地層の形成年代を推定するため、放射性炭素年代測定を実施した。貝

化石については、現地生であると期待される、破損の少ない個体を測定対象とした。陸域で

形成された堆積物中については、有機質シルト層を測定対象とした。放射性炭素年代測定

は、東京大学大気海洋研究所高解像度環境解析研究センターのシングルステージ加速器質

量分析計によって実施した。得られた放射性炭素年代については、較正プログラム OxCal

（Version 4.4. Bronk Ramsey, 2009）を使用して、暦年較正を行った。その際、貝化石か

ら得られた放射性炭素年代については Marine20（Heaton et al., 2020）の較正曲線を、有

機質シルト層から得られた放射性炭素年代については IntCal20（Reimer et al, 2020）の

較正曲線を用いた。貝化石から得られた放射性炭素年代の暦年較正の際、ローカルな海洋リ

ザーバー効果の補正値（ΔR）はゼロとした。 

更新世に形成されたと推定される地層の形成年代を推定するため、火山灰分析を実施し

た。火山灰分析は、阿蘇 4火砕流（Aso-4）と推定される火砕物については、火砕物中の軽

石と、主として細粒火山ガラスによって構成されるシルト〜極細砂層を対象とした。それら

に加えて、シルト層中に挟在する砂質シルト層を火山灰分析の対象とした。火山灰分析は株

式会社古澤地質において、鉱物組成、火山ガラスの屈折率、斜方輝石の屈折率、SEM-EDXに

よる火山ガラスの化学組成の分析を行った。 
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3) 調査結果 

a) 海上ボーリング調査の結果 

本調査では、熊本県宇城市三角町中村小田良の沖合の地点（GS-ODR-1）において海上ボー

リング調査を行い、海底面下 33.41 m までの堆積物コア試料を取得した（図 6、図 7）。現場

作業は 2024 年 11 月 18 日〜12 月 18 日の期間に実施した。GNSS 測量によって求めた GS-

ODR-1 地点の孔口の座標は 32°39′32.4360″N、130°29′09.6288″Eであり、標高は−32.6

ｍである。採取した堆積物コアの写真を図 8に、CT 像を図 9に、柱状図を図 10 に示す。 

 

 

図６ 海上ボーリング掘削地点の位置図 
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図 7 海上ボーリング掘削地点周辺のマイグレーション断面（D10 測線） 
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図 8 GS-ODR-1 地点で取得した堆積物コア試料の写真（0.0〜20.0 m）） 
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図８（つづき） GS-ODR-1 地点で取得した堆積物コア試料の写真（20.0〜34.4 m）  
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図９ GS-ODR-1 地点で取得した堆積物コア試料の CT 像（0.0〜20.0 m）  
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図 9（つづき） GS-ODR-1 地点で取得した堆積物コア試料の CT 像（20.0〜34.4 m）  
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図 10 GS-ODR-1 地点で取得した堆積物コア試料の柱状図、CT 値、帯磁率 
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堆積物コア試料の肉眼観察に加えて、CTスキャンで得られた CT 像の観察にもとづいて柱

状図を作成した（図 10）。また、沖積層と推定される地層から取得した貝化石（３試料）及

び有機質シルト（２試料）を対象に、放射性炭素年代測定を実施した（表１）。さらに、更

新統と推定される火砕物（１層準）、細粒火山ガラス（１層準）、及びシルト層に挟在する砂

質シルト層（４層準）を対象とした火山灰分析を実施した（表２）。堆積物コアの物性変化

を把握するため、CTスキャンで得られた DICOM データから堆積物の CT 値（X線の吸収率を

反映）の鉛直変化を求め、図 10 に示した。同様に、堆積物の帯磁率の鉛直変化を図 10 に示

した。 

 

表１ 放射性炭素年代測定結果 

 

 

表２ 火山灰分析結果 
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上述の分析結果にもとづいて、GS-ODR-1 地点の堆積物・火砕物のユニットを上位から大

きく堆積ユニットＡ〜Ｄに区分した。堆積ユニットＡ，Ｃ、Ｄはそれぞれサブユニット A1・

A2、サブユニット C1・C2、サブユニット D1〜D4 に細分される。以下に各ユニットの特徴を

述べる。 

 

堆積ユニットＡ（コア深度 0.00〜5.85 m） 

粗粒砂及び貝殻片を主体とする。最上部の 0.00〜0.65 m は流失しており、0.65〜0.77 m

まではガイドパイプの内側から剥がれたと推察される金属片が混入している。コア深度

4.15 m付近の侵食面を境に、上位をサブユニット A1（コア深度 0.00〜4.15 m）,下位をサ

ブユニット A2（コア深度 4.15〜5.85 m）に細分した。 

サブユニット A1 は、下位のサブユニット A2 に侵食面を介して累重し、基底付近は径 3〜

6 mm 大の礫及び貝化石を主体とする砂礫層であり、径 10 cm程度の軽石粒子を含む。サブ

ユニット A1中からは、コア深度 3.28 mから採取した貝化石（スダレモシオ、水深 15−100

ｍの範囲の砂礫底で生息することが知られる二枚貝）から 5.36 cal kBPの放射性炭素年代

が、コア深度 3.44 mから採取した貝化石（ホクロガイ、水深 10−100ｍの貝殻混じりの粗砂

底で生息することが知られる二枚貝）から 5.34 cal kBP の放射性炭素年代が、コア深度

3.49 ｍから採取した貝化石（スダレモシオ、前述の通り）から 5.66 cal kBPの放射性炭素

年代が得られた。堆積ユニット Aには多くの貝化石が含まれており、一般に、こうした地層

中の貝化石は再移動してきたもの、すなわち、貝化石の示す年代値が地層の形成年代よりも

古い可能性がある。しかし、本研究では、いずれも破損が少なく、化石を包含する地層の堆

積環境と生息環境が一致する貝化石を、近接した層準（コア深度 3.28〜3.49ｍ）から選定

した。その結果、得られた年代の幅は 300 年程度と小さいことから、いずれの貝化石も大き

く再移動を受けていない、すなわち、貝化石から得られた放射性炭層年代は地層の形成年代

を示していると考えられる。 

サブユニット A2 は下位の堆積ユニット Bに侵食面を介して累重する地層で、淘汰の悪い

貝化石が混じる粗粒砂主体の砂礫層である。コア深度 4.55 ｍ付近及び 4.95 m付近には径

5 cm程度の軽石礫が含まれる。 

 本ユニットは現在の海底面を構成する貝化石まざりの地層であり、5.34〜5.66 cal kBP

の年代を示すことから、完新世における砂礫質の湾底堆積物であると判断される。軽石礫が

含まれていることから、周辺の海域で潮流あるいは波浪による侵食・運搬作用があったと推

察される。 

 

堆積ユニットＢ（コア深度 5.85〜7.32 m） 

リズミカルな平行葉理が発達した未固結の砂質シルト〜シルト質細砂を主体とする。シ

ルト質細砂には軽石粒が含まれる。下位の堆積ユニット C との境界は整合的であると推察

される。コア深度 6.90〜7.20 m は堆積後に流動等で乱れたと推察される構造が見られる。
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コア深度 6.20〜6.45 m には植物根が認められる。貝化石は確認できない。本ユニットの基

底付近（コア深度 7.20 m）のシルト層からは 18.17 cal kBPの放射性炭素年代を、本ユニ

ットの最上部（コア深度 5.90 m）のシルト層からは 17.75 cal kBPの放射線炭素年代が得

られた。 

本ユニットは、リズミカルな平行葉理が発達する砂質シルト〜シルト質細砂を主体とす

ること、貝化石を含まない、という特徴を持つ。また、18.17〜17.75 cal kBPの放射性炭

素年代が得られていることから、本ユニットは後氷期の海面上昇期に、潮汐の影響を受ける

河口付近で形成された堆積物であると推察される。一般的な日本の沖積低地の層序を参考

にすれば、本ユニット及び堆積ユニット Aはいわゆる沖積層に対比される。 

 

堆積ユニットＣ（コア深度 7.32〜14.12 m） 

本ユニットは、後述するように Aso-4 火砕流で形成された火砕物（サブユニット C2：コ

ア深度 9.60〜14.12 m）と、Aso-4 の軽石を多量に含む砂礫層（サブユニット C1）からなる。 

サブユニット C2 は基底（コア深度 14.00〜14.12 m）は径 2〜15 mm 大の岩片（角礫）を

主体とする礫層からなる。その上位には上方粗粒化を示す角閃石を含む多量の軽石（径 8 mm

〜数 cm 大が主体）及び岩片（1〜6 mm 大が主体）によって構成される淘汰の悪い火砕物（コ

ア深度 10.50〜14.00 m）が覆う。コア深度 12.00〜13.00 m の区間にはパイプ状の構造が認

められる。サブユニット C1 の最上部（コア深度 9.60〜10.50 m）はラミナの発達する砂質

シルト（火山ガラスを主体とする）及び円磨を受けた軽石礫によって構成される。サブユニ

ット C2 下部に含まれる軽石（コア深度 13.30〜13.35m の軽石粒）、サブユニット C2 上部の

砂質シルト（コア深度 10.47〜10.49 m）に含まれる火山ガラスは、いずれも Aso-4 の特徴

と一致する。 

サブユニット C1 は下位のサブユニット C2 に侵食面を介して累重し、径 5 cm程度までの

軽石粒子を多量に含む中粒砂を主体とする、ラミナ（一部は斜交葉理）が発達する砂礫層で

ある。 

本ユニット下部のサブユニット C2 は、岩相及び火山灰分析の結果から Aso-4 の火砕物に

対比できる。C2 上部の細粒層は Aso-4 の軽石・火山ガラスからなるため、Aso-4 の噴出直後

に水域に形成された堆積物と考えられる。サブユニット C1 に含まれる軽石粒子は Aso-4火

砕物が再移動した粒子と推察され、直上の堆積ユニット Bからは 18.17 cal kBPの放射性

炭素年代が得られている。これらのことに加えて、ラミナの発達する砂礫層であることか

ら、サブユニット C1 は Aso-4 以降の後期更新世に形成された河川堆積物であると考えられ

る。 

 

堆積ユニットＤ（コア深度 14.15〜33.41 m） 

堆積ユニットＣの下位の地層を堆積ユニットＤと区分した。本ユニットは 4 つのサブユ

ニット（上位から D1〜D4）に細分される。 
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サブユニット D1（コア深度 14.15〜16.05 m）は本ユニットの最上部をなし、有機質シル

トと斜交葉理の発達する砂層の互層からなる。貝化石は確認できない。最上部（コア深度

14.15〜14.40 m）はやや固結して、クラックが発達する。 

サブユニット D2（コア深度 16.05〜22.00 m）は生痕化石（サンドパイプを含む）及び貝

化石、植物片を含む未固結のシルト〜砂質シルトを主体とする。下位のサブユニット D3 と

は漸移的であるが、サブユニット D3 に比べて粗粒である。上部（コア深度 16.05〜19.00 m）

にはラミナや微細砂層が挟まれている。コア深度 19.40-19.45 m の砂質シルト中には阿蘇 3

火砕流（Aso-3）の特徴を有する火山灰が含まれる。 

サブユニット D3（コア深度 22.00〜29.15 m）は未固結の塊状のシルト層からなる。肉眼

では明瞭なサンドパイプ等の生痕化石は認められないが、CT 像には生痕を確認できる。ま

た、貝の破片が確認できる。下位のサブユニット D4 とは漸移的であるが、サブユニット D4

に比べると細粒である。コア深度 27.10〜27.13 m の砂質シルト中には、阿蘇 3火砕流（Aso-

3）の特徴を有する火山灰が含まれる。 

サブユニット D4（コア深度 29.15〜33.41 m）は未固結の塊状のシルトを主体とし、一部

に平行葉理が発達する。また、貝の破片が確認できる。コア深度 29.85〜29.90 m の砂質シ

ルトには、阿蘇 3火砕流（Aso-3）の特徴を有する火山灰が含まれる。また、コア深度 32.60

〜32.65 m の砂質シルト中には、阿蘇 3火砕流（Aso-3）及び阿蘇 2火砕流（Aso-2）の特徴

を有する火山灰が含まれる。 

本ユニットには Aso-3 の特徴を有する火山灰が混入していることから、Aso-3噴出以降に

形成された堆積物に対比される。貝が混ざる相対的に粗粒で平行葉理が認められるシルト

層（サブユニット D4）、貝が混ざる塊状で相対的に細粒なシルト層（サブユニット D3）、貝

やサンドパイプが認められる相対的に粗粒なシルト〜砂質シルト層（サブユニット D2）は、

海水準の上昇〜内湾の埋積までの一連の内湾堆積物である可能性がある。すなわち、サブユ

ニット D4から D3 の形成期には海水準上昇によって水深が増加し、サブユニット D3から D2

の形成期には河口から植物片を含む砕屑物が供給されるようになり、同時に内湾が埋積さ

れることによって水深が減少していった、と解釈できる。サブユニット D1 は内湾が埋積さ

れた後に河口付近に堆積した河川〜氾濫原堆積物であると考えられる。サブユニット D1 の

最上部が固結しクラックが発達していることは、上位の堆積ユニット C（Aso-4）に覆われ

る際に、地表面が火砕物の熱による変性を受けたことを示唆する。すなわち、Aso-4噴出時

に、GS-ODR-1 地点が陸化していた可能性を示す。 
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b) 高分解能反射法音波探査の結果と海上ボーリング調査結果の比較 

GS-ODR-1 地点で実施した海上ボーリング調査の結果を、D10 測線で実施した高分解能反

射法音波探査で取得したマイグレーション断面に重ね合わせた（図 11，図 12）。海上ボーリ

ング調査の結果と比較するため、D10 測線のマイグレーション断面について P 波速度を

1,500 m/sと仮定して、時間断面を深度断面に読み替えた。 

D10 測線のマイグレーション断面の音響的特徴について、GS-ODR-1 地点の海上ボーリン

グ調査による堆積ユニット区分・堆積物の物性の鉛直変化と比較した（図 12）。マイグレー

ション断面における連続性が良好な反射面や内部反射面の特徴が変化する境界面は、堆積

物コア試料の岩相境界の深度とほぼ調和的である。そこで特徴的な反射面及び境界面にも

とづいて、音響層序ユニットを上位から A〜Dに区分した。以下にその特徴を述べる。 

 

音響層序ユニット A 

音響層序ユニット A は海底面とほぼ平行に成層した内部反射面を有する。下位の音響層

序ユニット Bにダウンラップ（オンラップと解釈される部部もある）して殲滅、あるいはオ

ーバーラップする。本ユニットは GS-ODR-1 地点における堆積物ユニット Aに対応する。 

本ユニットは海底面直下に分布すること、堆積物ユニット Aに対応することから、完新世

の砂礫質な内湾底堆積物であると考えられる。下位の音響層序ユニット B にダウンラップ

していることから、本ユニットは完新世の高海面期に発達した可能性がある。 

 

音響層序ユニット B 

音響層序ユニット B は概ね平行な内部反射面を持ち、下位のユニットがつくる谷状の地

形を埋積するように分布する。下位の地層にオンラップする構造が認められる。本ユニット

は GS-ODR-1 地点における堆積物ユニット Bに対応する。 

本ユニットは堆積物ユニット B に対応することから、後氷期以降に形成された堆積物で

あると判断される。谷状の地形を埋積し、下位の地層にオンラップすることから、本ユニッ

トは海水準の上昇期にアグラデーションしながら発達したと推察される。 

 

音響層序ユニット C 

音響層序ユニット Cは、ややカオティックな内部反射面を持ち、下位の音響層序ユニット

Dにオーバーラップする。上面は起伏を持ち、侵食を受けていると推察される。本ユニット

は GS-ODR-1 地点における堆積物ユニット Cに対応する。 

本ユニットは堆積物ユニット Cに対応することから、Aso-4 の火砕物及びその再移動堆積

物と解釈される。 
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図 11 D10 測線におけるマイグレーション断面の解釈図 
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図 12 GS-ODR-1 地点における堆積層ユニット区分を踏まえた音響層序区分 
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音響層序ユニット D 

音響層序ユニット Dは概ね平行な内部反射面が発達する。ユニット内部に、少なくとも２

枚の侵食面が確認できる。本ユニットは GS-ODR-1 地点における堆積物ユニット Dに対応し

ており、２枚の反射面の層準は、堆積サブユニット D2/D3境界及び D3/D4境界に対応する。

堆積物コア試料の肉眼観察によれば概ね塊状のシルト層からなるサブユニット D3 において

は、CT 値及び帯磁率の変化に対応した内部反射面が認められる。 

本ユニットは堆積物ユニット Dに対応することから、Aso-3 以降に形成された内湾及び河

口低地の堆積物と解釈される。マイグレーション断面で侵食面と半産される層準において、

堆積物コア試料では侵食面を確認することができなかった。ただし、マイグレーション断面

における侵食面に対応した岩相の変化を認めることができ、これらは Aso-3 噴出以降の海

面上昇〜内湾の埋積に対応すると考えられる。こうした時期に形成される侵食面であると

すれば、本ユニット中の侵食面は海進面である可能性がある。 
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c) 対象断層の過去の活動の検討 

ⅰ) 平均的なずれの速度 

D10 測線で取得したマイグレーション断面と海上ボーリング調査の結果にもとづいて、対

象断層の上下変位量及び平均上下変位速度を検討した。対象断層は音響層序ユニット D か

らユニット Aの下部までを累積的に変位させている（図 11，図 13）。 

音響層序ユニット Dに発達する２枚の侵食面は、若干の起伏を持つが、海進に伴って概ね

水平に形成されたと推察される。これらの侵食面は対象断層を挟んで、堆積サブユニット

D3/D4境界付近の侵食面が約 11.4 m、D2/D3境界付近の侵食面が約 10.5 m の高度差を持つ

（図 12）。堆積ユニット Dには Aso-3 に対比される火山灰が混入していることから、これら

の地層の形成年代は Aso-3 の噴出（130 ka。町田・新井編，2003）以降である。以上のこと

から、ユニット D 形成以降の平均上下変位速度は 0.081〜0.088 m/ky以上と求めることが

できる。 

音響層序ユニット C の基底面に着目すると、ユニット C はユニット D をオーバーラップ

しており、ユニット C/D 境界は滑らかで、かつ、ユニット D最上部の内部反射面と平行であ

る（図 12）。これらのことは、ユニット Dの上面はほとんど侵食を受けていないことを示唆

している。GS-ODR-1 地点では、ユニット D最上部を構成する堆積物（堆積サブユニット D1）

は主として有機質シルトによって構成されており、当時は河口付近の低地であったと推察

される。すなわち、ユニット C（Aso-4 の火砕物）は、ほぼ水平に形成されていた河口低地

を覆って形成されたと考えられる。ユニット C/D 境界は、対象断層を挟んで 10.5 m の高度

差を持つ。ユニット C/D 境界の形成年代は Aso-4 の噴出年代（85〜90 ka。町田・新井編，

2003）とほぼ等しいと考えられるため、ユニット C/D 境界以降の平均上下変位速度は、0.12 

m/ky 程度と求められる。 

上記に加えて、音響層序ユニット Bの基底面には約 1.8 m、音響層序ユニット A下部には

0.8 m程度の高度差が認められる（図 14、図 15，図 16）。これらに高度差は１回ないし２回

程度の断層変位によって生じたものであると推定されるため、ここでは平均変位速度は計

算しない。 
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図 13 F2-1 断層を挟んだユニットＣ基底及びユニットＤのずれ 

  



 448 

ⅱ) 活動時期 

対象断層は音響層序ユニット A を変位させているため、本断層帯は完新世にも活動して

いることが確実である（図 14）。対象断層の近傍では、ユニット Aのうち、海底面下 3.5 m

よりも深部の内部反射面を見ると、断層を挟む高度差がほぼ一定（0.8 m程度）である（図

14）。他方で、GS-ODR-1 地点付近における海底面下 3.0〜3.5 m の領域に着目すると、深度

3.5 m付近に認められるピーク（正）の反射面が 0.8 m程度の高度差を持つのに対し、深度

3.0 m付近に認められる反射面は平滑化されて高度差が 0.2 m程度にまで減少する。これら

のことから、対象断層の最新活動は、深度 3.5 m 程度までの反射面に対応する地層の形成

より後に推定される。また、深度 3.0 m 付近の反射面ではすでに埋め戻しが進んでいるた

め、少なくとも深度 3.0 m 付近の反射面に対応する地層の形成前に最新活動があったと考

えられる。GS-ODR-1 地点のコア深度 3.28〜3.49ｍから得られた貝化石が 5.34〜5.66 cal 

kBPの放射性炭素年代を示すことから、最新活動時期は、5.3〜5.7 cal kBP 前後であると

考えられる（図 15）。また、海底面下 3.5 m より深部のユニット Aの変形が１回の活動によ

るものとすれば、最新活動の１回に伴う上下方向のずれは 0.8 m程度であったことになる。 

音響層序ユニット Bの基底面に着目すると、断層を挟んで 1.8 m程度の高度差が認めら

れる（図 16）。この高度差はユニット A下部に認められる高度差より２倍以上の大きさであ

る。よって、音響層序ユニット Bの形成開始後に、少なくとも２回以上の断層活動があった

可能性がある。GS-ODR-1 地点におけるユニット Bの基底付近のシルト層が 18.17 cal kBP

の放射性炭素年代を示すことから、少なくとも 18.2 cal kBP以降に１つ前の活動を含む１

回以上の活動があったと推察される。 

 

ⅲ) １回のずれの量と平均活動間隔 

対象断層による１回のずれの量は、最新活動に伴うユニット A下部の変形にもとづけば、

0.8 m程度（上下方向）であると考えられる（図 14）。また、ユニット D及びユニット C基

底面の形成以降の平均上下変位速度が 0.08〜0.12 m/ky と推定されることから、平均活動

間隔は 6.7〜10.0 kyと求められる。 
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図 14 F2-1 断層を挟んだユニットＡ下部のずれ 

  

〜0.8 m のずれ 
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図 15 F2-1 断層を挟んだユニットＡ下部のずれと年代測定結果 
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図 16 F2-1 断層を挟んだユニットＢ基底（沖積層基底面）のずれ 
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d) 断層帯の過去の活動の検討 

高分解能の音波探査の結果によれば、宇土半島北岸区間を構成する海底活断層は複数条

に分岐している。本研究では、これらのうち海底面付近までを変位させる１条の断層（F2-

１断層）に着目して、過去の活動の検討を進めた。しかし、検討したパラメータのうち、特

に平均上下変位速度と１回のずれ量については、断層帯全体の値としては過少評価の可能

性がある。そこで、ここでは対象断層について求めた平均上下変位速度及び１回のずれ量

が、断層帯全体のそれらのパラメータとの違いについて検討した。 

D10 測線においては、宇土半島北岸区間を構成する北傾斜の正断層としては、F1 断層と、

検討対象とした断層を含む F2 断層（３条の断層が確認できる）が存在する（図 17）。これ

らのうち、F2 断層によるユニット Aの変位に着目すると、F2-1 断層の変位量は 0.8 m程度

であり、ひとつ北側の F2-2 断層では 0.3 m程度の北側が低下する撓みが、最も北側の F2-

3 断層では 0.5 m程度の北側が低下する撓みが認められる（図 17）。これらを合算すると、

最新活動の１回に伴う F2 断層の上下変位量は 1.6 m 程度であったと見積もることができ

る。 

他方で、F1 断層近傍に着目すると、ユニット Aまたはユニット Bに対比される堆積体（前

述のように、ユニット A及びユニット Bはいわゆる「沖積層」に対比される。以下、「ユニ

ット A・B」と呼ぶ）が、断層を境にして基盤岩に接している（図 18）。ユニット A・Bの基

底面は低海面期に形成された侵食面であると推定され、その基底面は F1 断層を挟んで南側

に滑らかに続いていた可能性がある。F1 断層を挟んで、断層の北側に分布するユニット A・

Bの基底面と、断層の南側の地形面（基盤岩上面）の高度差は約 5.4 m である（図 18）。こ

の高度差がユニット Bの形成以降の F1 断層による上下変位によるものとすれば、本研究に

よる検討対象の断層 F2-1付近におけるユニット B基底面の高度差が 1.8 m程度であること

から、F1 断層の変位量は F2-1 断層の３倍程度であったことを指摘できる。F2−1 断層にお

ける最新活動 1回に伴う上下変位量が 0.8 m程度であることから、F1 断層における 1回の

上下変位量は 2.4 m 程度であった可能性がある。以上にもとづけば、北傾斜の正断層（F1

断層及び F2 断層）による１回の活動に伴う上下変位量は 4 m程度であった可能性がある。 

平均変位速度について、F2 断層を構成する３条の断層によるユニット D 中の侵食面の上

下変位量及びユニット C基底面の変位量の合計は、それぞれ 16.0〜15.5 m 及び約 15.5 m

である（図 19）。F1 断層の変位量が F2-1 断層の変位量の３倍程度であるとすれば、F1 断層

によるユニット D 中の侵食面の上下変位量及びユニット C基底面の変位量はそれぞれ 34.2

〜31.5 m 及び約 31.5 m と見積もられる。ユニット Dは Aso-3噴出（130 ka）以降に形成さ

れ、ユニット C基底面が Aso-4噴出時（85−90 ka）と考えられるため、F2 断層全体及び F1

断層の平均変位速度は 0.12〜0.18 m/ky及び 0.24〜0.37 m/kyと概算して求めることがで

きる。また、北傾斜の正断層（F1 断層及び F2 断層）による平均上下変位速度は、0.36〜0.55 

m/kyである可能性がある。 
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図 17 F2 断層による挟んだユニットＡ下部のずれ 

  



 454 

 

図 18 ユニットＡ及びユニットＢ基底（沖積層基底面）のずれ 
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図 19 F2 断層によるユニットＣ基底及びユニットＤのずれ 
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4) まとめ 

宇土半島北岸区間の過去の活動を検討するため、令和４年度及び令和５年度に実施した

高分解能の反射法音波探査の結果を踏まえて、宇土半島北岸区間を構成する海底活断層近

傍の１地点で海上ボーリング調査を実施し、深度 33.41 m までの堆積物コア試料を採取し

た。また、取得した堆積物コア試料を分析することにより、断層近傍に分布する地層の形成

年代および形成環境を具体的に明らかにした。 

海上ボーリング調査の結果を踏まえて、高分解能の反射法音波探査によって取得したマ

イグレーション断面にもとづいて、断層近傍の地質構造を検討した。その結果、検討対象と

した１条の海底活断層に関して、平均変位速度が 0.08〜0.12 m/ky、最新活動時期が 5.3〜

5.7 cal kBP頃、１回前の活動が 18.2 cal kBP以降、１回の変位量が 0.8 m/ky 程度、平均

活動間隔が 6.7〜10.0 kyであると推定される。さらに、宇土半島北岸区間を構成する北傾

斜の正断層群について検討した結果、１回の変位量が４m程度であり、平均上下変位速度が

0.36〜0.54 m/kyである可能性があることが示された。 
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（3） 令和４年度〜令和６年度の成果業務の内容 

(a) 業務の要約 

1) 令和４年度： 

 宇土半島北岸区間が推定されている海域及びその南西側の島原湾において、活断層の正

確な位置・連続性、南西端の位置に関する資料を取得するため、高分解能の音波探査を 70 

km 以上の測線において実施した。 

2) 令和５年度： 

 令和４年度に取得した音波探査記録を踏まえて、宇土半島北岸区間の南西延長部が分布

する島原湾南西部の海域を対象として、断層の正確な位置・連続性及び南西端の位置に関す

る資料を取得するため、高分解能の音波探査を 40 km 以上の測線において実施した。 

3) 令和６年度： 

 宇土半島北岸区間の活動性についての資料を取得するため、海上ボーリング調査等によ

って海底面下の堆積物を採取して、断層近傍の層序を検討した。その結果を高分解能の音波

探査で取得した探査記録断面と組み合わせることによって、宇土半島北岸区間の過去の活

動について検討した。 
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(b)令和４年度の業務の成果 

1) はじめに 

布田川断層帯は、熊本県阿蘇郡南阿蘇村から、上益城郡益城町木山付近及び宇土半島の北

岸を経て、大矢野島の北西端の沖合に至る、概ね東北東−西南西方向に延びる断層帯である

（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2013）。地震調査研究推進本部地震調査委員会

（2013）によれば、布田川断層帯は、布田川区間、宇土区間、宇土半島北岸区間によって構

成されている。これらのうち、宇土区間の一部と宇土半島北岸区間については、重力異常の

急変帯の分布などから、地下に伏在する活断層として推定されたものである（図１、２）。 

 

 

図１ 布田川断層帯宇土半島北岸区間の位置図 

地震調査研究推進本部地震調査委員会（2013）の図２を編集。断層トレースのう

ち、重力異常の急変帯にもとづいて推定された区間（宇土半島北岸区間、宇土区

間の一部）は薄い太線で示されている。 
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図２ 布田川断層帯付近の重力異常 

地震調査研究推進本部地震調査委員会（2013）の図３。布田川断層の地表トレー

スは赤線で、伏在活断層が推定される場所は薄い太赤線で示されている。（上）

布田川断層帯周辺地域の短波長（＜100 km）重力異常図。（下）布田川断層帯周

辺地域の短波長（＜100 km）重力異常の勾配。青色の濃い部分ほど急勾配である

ことを示す。 

  



 461 

宇土半島北岸区間は、宇土市住吉町から宇土半島北岸に沿って大矢野島の北西端の沖合

に至る、長さ約 27 km 以上の可能性がある断層である（図１）。宇土半島北岸区間は、宇土

半島北岸に沿って分布する宇土半島北岸断層によって構成されている。宇土半島北岸の宇

城市三角町大田尾の沖合では、海底面付近までを変位が及ぶ北傾斜の正断層が報告されて

いる（産業技術総合研究所・他，2010；杉山・他，2010）。このことから、宇土半島北岸断

層は、断層を挟んで南東側が相対的に隆起する正断層成分を伴う可能性がある。この断層の

横ずれ成分は不明である。宇土半島北岸区間の南西端については、宇土半島の北岸に沿って

認められる顕著な１条の重力異常の急変帯が２条に分岐する手前の、大矢野島の北西端の

沖合付近とされている（図２）。ただし、重力異常の急変帯はさらに南西に続くため、宇土

半島北岸区間はさらに南西に延長する可能性がある。また、宇土半島北岸区間においては、

過去の活動についての資料が得られていない。 

以上のように、宇土半島北岸区間は、主として重力異常の急変帯の分布にもとづいて推定

された断層であり、断層の正確な位置・連続性、南西端の位置に関する資料がほとんど存在

しない。また、過去の活動についての資料が得られていない。そのため、令和４年度には、

断層が推定されている海域（宇土半島及び大矢野島の北岸）において、高分解能の音波探査

を高い測線密度で実施して、断層の正確な位置・連続性を検討するとともに、採泥調査のサ

イトサーベイを行った。また、宇土半島北岸断層帯の南西端付近から２条に分岐する重力異

常の急変帯が分布する海域においても高分解能の音波探査を実施し、断層の南西端の位置

を検討した。後述するように、従来の海底活断層調査で用いられてきた高分解能マルチチャ

ンネル反射法音波探査では、一般に後期更新世〜中期更新世の堆積物の堆積構造・変形構造

の把握が困難であった。本研究では、新規手法として従来よりも高出力かつ多チャンネルの

高分解能マルチチャンネル反射法音波探査を実施し、より効果的に地下構造を把握するこ

とを試みた。 
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2) 調査手法 

前述したように、令和４年度には、宇土半島北岸区間の正確な位置・連続性、南西端の位

置の検討と、令和６年に計画している採泥調査のサイトサーベイを目的として、宇土半島北

岸区間が推定されている海域及びその南西側の島原湾において、高分解能の音波探査を実

施した（図３、４）。音波探査の実施期間は、2022 年 11月 14日から 2022 年 11月 21日ま

での期間である。 

宇土半島北岸区間が推定されている海域においては、宇土半島及び大矢野島の北岸に沿

って、顕著な１条の重力異常の急変帯が認められている。また、既存の音波探査記録（産業

技術総合研究所・他，2010）等の資料によれば、島原湾の中央部から宇土半島の北岸に至る

海域には第四紀の堆積物が広く分布している。一方で、陸域の海岸線付近には白亜紀〜古第

三紀の堆積岩、新第三紀（鮮新世）の堆積岩、新第三紀の火成岩等が露出している。これら

のことから、宇土半島北岸の海岸線に沿って、第四紀の堆積物の南限を画する地質境界断層

が分布していると推定される。また、この顕著な重力異常の急変帯は、この断層が物質境界

をなしていることを強く示唆する。この地質境界断層の位置及び活動性を検討するために

は、可能な限り宇土半島及び大矢野島の北岸の海岸線まで接近するような音波探査測線を

配置する必要がある。 

また、前述したように、産業技術総合研究所・他（2010）及び杉山・他（2010）は、宇城

市三角町大田尾の沖合において海底面付近までの第四紀の堆積物を変位させる北側傾斜の

正断層を報告している。この海底活断層は宇土半島北岸区間を構成する活断層と考えられ

る。よって、宇土半島北学区間の位置・連続性と、過去の断層活動を検討するためには、こ

の断層の位置・連続性を把握できるように音波探査測線を配置する必要がある。 

産業技術総合研究所・他（2010）が実施した探査では、宇土市赤瀨町より東側の領域（完

新世の河川デルタの堆積体が発達している領域）は、音波散乱層のために高分解能マルチチ

ャンネル反射法音波探査で海底面下の構造を把握することができなかった。そのため、宇土

市赤瀨町より東側の音波散乱層が予想される領域においては、新たに音波探査を実施して

も断層の位置・形状を把握するための資料を取得することが困難であると推察される。 

産業技術総合研究所・他（2010）は、音源に出力 300 Jのブーマーを使用した高分解能マ

ルチチャンネル音波探査を実施した。この調査で取得された探査記録を用いることによっ

て、海底面下 50 m程度までの地下構造を対象として，高い分解能で堆積構造及び変形構造

を検討することができた（文部科学省研究開発局・産業技術総合研究所，2022）。しかし、

それ以深の地質構造については、弾性波が十分に到達していなかったり、多重反射波の影響

があったりしたことにより、地質構造を検討することが困難であった。前述のように、宇土

半島北岸区間は顕著な重力異常の急変帯によって特徴づけられるが、このような重力構造

は，宇土半島の北岸に沿って推定される地質境界断層が物質境界となっていることを強く

示唆している。宇土半島北岸区間では、その南西端よりも南西側の領域にも重力異常の急変

帯が連続しているようにみえることから、断層がさらに南西側に延びる可能性がある。その
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ため断層の南西端の位置を明らかにするためには、地質境界断層の周辺においてより深部

までを把握可能な探査記録を取得し、この海域における重力異常の急変帯と地質構造の関

係を把握する必要がある。同時に、この断層の活動性を検討するためには、第四紀の堆積物

の堆積構造・変形構造を把握するのに十分な分解能を持つ探査記録を取得するための調査

が必要である。 

以上を踏まえて、本研究では、図３及び図４に示すように、宇土半島北岸区間が推定され

ている宇土半島及び大矢野島の北岸においては、音波散乱層が推定される領域を避けて、推

定断層を横断する方向に、可能な限り海岸線まで接近するような測線を、１〜２ km程度の

間隔で配置した（西側から順に、D10、D９、D８、D７、D６、D５、D４、D３測線）。また、

宇土半島北岸区間の南西端よりも西側の海域においては、断層の南西端の位置を検討する

ため、大矢野島北西端付近から西方向側及び南西方向に延長するようにみえる重力異常の

急変帯を横断するように測線を配置した（西側から順に、D２、D１、D201 測線）。測線間の

対比を目的として、これらの測線を横断する検測線を配置した（D101 測線）。また、以上の

測線において、活断層の評価に必要とされる高い分解能を有しながら、従来の海底活断層調

査における探査よりも深部までの地質構造を把握するため、出力 2000 Jのスパーカーを音

源とした高分解能マルチチャンネル反射法音波探査を実施した。本研究で実施した高分解

能マルチチャンネル反射法音波探査の仕様を表 1に示す。各種ノイズを効果的に抑制し、深

部までの構造を把握するため、受振装置にはチャンネルインターバル 2.5 m、チャンネル数

24 chのストリーマーケーブルを使用した。音源及び受振点の座標を精密に決定するため、

音源装置及びテールブイにそれぞれ GNSS 装置を設置した。また、ストリーマーケーブルの

たるみ補正を行うため、探査の際にはストリーマーケーブルに小型の深度ロガーを装着し

て、ケーブルの水深を観測した。 
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図３ 令和４年度の音波探査における測線配置図 

薄いグレーの太線で、布田川断層帯宇土半島北岸区間及び宇土区間の一部（重力異常の急変帯にもとづいて推定された区間）の地表トレ

ースを示す（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2013）。基図は 20 万分の 1日本シームレス地質図 V2（産総研地質調査総合センタ

ー，2022）、国土地理院が公開している国土基盤情報の DEM、海底地形デジタルデータ M7000 シリーズ（日本水路協会）から作成。  
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図４ 令和４年度の音波探査における測線配置図 

薄い太線で、布田川断層帯宇土半島北岸区間及び宇土区間の一部（重力異常の急変帯にもとづいて推定された区間）の地表トレースを示

す（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2013）。基図には 20 万分の 1重力図（森尻・他，2001；村田・他，2004）を使用した。  
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表１ 本研究における高分解能マルチチャンネル反射法音波探査の仕様 

項目 スペック 

音源 Dura-Spark UHD（AAE） 

エネルギーソース CSP-Nv2400（AAE） 

受振ケーブル Sealink solid streamer (SeaMap） 

チャンネル数 24 

チャンネル間隔 2.5 m 

探鉱機 NTRS recording system（SeaMap） 

サンプリング間隔 0.125 ms 

収録長 512 ms 

深度ロガー DST-centi （Star Oddi） 

深度ロガー位置 １, ６, 12, 18, 24 ch（合計５ヶ所） 

音響測深機 PDR-1200 （千本電機） 

GNSS A100（Hemisphere GNSS） 
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音波探査で取得した探査記録については、船上でニアトレースギャザー及び簡易重合断

面を作成した後、測位記録にもとづいて各種ノイズ抑制処理、速度解析、マイグレーション

処理、重合処理を行って、マイグレーション断面（時間断面及び深度断面）を作成した。図

５に本調査における処理フローを示す。 

 

 

 

図５ 音波探査記録の解析フロー 
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3) 調査結果 

本調査で実施した高分解能マルチチャンネル反射法音波探査によって、海底面下 200 m程

度までの地下構造を検討可能なマイグレーション断面が得られた。調査海域における音響

層序について、マイグレーション断面及び速度解析結果にもとづき、既存の調査研究を参考

に整理した。本報告書では、マイグレーション断面については時間断面として表示し、深度

については水中及び堆積物中の P波速度を 1,500 m/sと仮定して概算した。 

a) 層序区分 

調査海域の周辺の陸域における層序について、長尾（1922）、大塚（1966，1970）、長谷・

岩内（1993）、大塚・他（1995）をはじめとする調査研究が行われており、7 万 5 千分の１

地質図幅「口之津」（赤木，1936）及び 20万分の１地質図幅「八代及び野母崎の一部」（斎

藤・他，2010）が取りまとめられている。海域（島原湾）においては、松石・松本（1969）、

松岡・岡村（2000）、産業技術総合研究所・他（2010）、文部科学省研究開発局・産業技術総

合研究所（2020，2021，2022）をはじめとする調査研究が行われている。これらによれば、

海域においては島原湾の中央部から南縁付近まで、後期更新世以降の堆積物を含む第四紀

層が分布していると考えられる。また、陸域における地質については、最近の地質図類（斎

藤・他，2010；産総研地質調査総合センター，2022）を参考にすると、陸域に分布する主な

地層として、堆積岩類としては、教良木層（古第三紀始新世）及び口之津層群（鮮新世〜更

新世）が、火山岩類としては、三角火山岩類（鮮新世）、大岳火山（前期更新世）、上原溶岩

（更新世）が分布している（図６）。 

本研究では、斎藤・他（2010）を参考に、陸域に分布する堆積岩類について、古第三系の

教良木層（Ky）、新第三系の口ノ津層群下部（Knl）、更新統の口之津層群上部（Knu）に区分

した（図６，７）。口ノ津層群上部を覆う上原（うわはる）溶岩（Knb）については、斎藤・

他（2010）に倣って、口之津層群を構成する地層として整理した（図６，７）。火山岩類に

ついては鮮新統の三角火山岩類（Mv）及び下部更新統の大岳火山（Ov）に区分した（図６，

７）。また、主として海域に分布する第四系の地層を第四紀期層（Q）とした。本調査で取得

したマイグレーション断面においては、基本的には陸域と同様に層序区分を行った。ただ

し、口之津層群下部及び上部については、一括して口之津層群（Kn）とした。また、大岳火

山（Ov）及び上原溶岩（Knb）は調査対象海域では確認できなかった。第四紀層（Q）につい

ては、不整合面等にもとづいてサブユニットに細分することができるが、本報告書では一括

して記述する。 
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図６ 調査対象海域の周辺における陸域の地質 

産総研地質調査総合センター（2022）にもとづいて作成。Ky：教良木層。Mv：三角火山岩類。Ov：大岳火山。Knb：上原溶岩。Knl：口之

津層群下部。Knu：口之津層群上部。  
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図７ 調査対象海域及びその周辺における層序区分 
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本研究で実施した高分解能音波探査探査測線の位置図を図８に、取得したマイグレーグ

レーション断面を図９〜21 に示した。各測線の解釈の詳細については次節で述べるが，以

下には、本研究で取得したマイグレーション断面における各ユニットの特徴について述べ

る。 

 

【教良木層（Ky）】本研究で実施した音波探査では、陸域における地質を参考にすると、D10

（図８）測線、D９測線（図９）、D７測線（図 12）における宇土半島・大矢野島側（断層

の隆起側）に分布していると推定される。本研究で取得したマイグレーション断面にでは、

その内部構造を把握できない。 

 

【三角火山岩類（Mv）】本研究で実施した音波探査では、陸域における地質を参考にすると、

D８測線（図 11）、D６測線（図 13）、D５測線（図 14）における宇土半島・大矢野島側（断

層の隆起側）及び D２測線（図 17）における共通反射点（以下、「CMP」とする。）5000 付

近の（黒島の西方沖）に分布していると推定される。三角火山岩類は、教良木層及び口之

津層群に貫入して分布していると考えられる。本研究で取得したマイグレーション断面

では、その内部構造を把握できない。 

 

【口之津層群（Kn）】本研究で実施した音波探査では、D４測線（図 15）、D３測線（図 16）、

D２測線（図 17）、D１測線（図 18）、D201（図 19）における大矢野島及び天草上島側（断

層の隆起側）に分布している。内部反射面は明瞭で、反射面の反射強度は概ね均質である。

層理面は概ね互いに平行に発達している。調査海域においては断層構造、褶曲構造、南側

への単斜構造を確認できる。 

 

【第四紀層（Q）】本研究で実施した音波探査では、全ての測線において測線の北側（断層の

沈降側）に分布している。D２測線（図 17）、D１測線（図 18）、D201 測線（図 19）におい

ては、断層の隆起側においても層厚 20 m程度で断片的に分布していることを確認できる。

内部反射面が明瞭で、反射強度が強い層準と弱い層準が交互に発達している。また、斜交

層理や侵食面を伴う堆積構造、海釜あるいは潮汐チャネルを充填する地層などの発達が

認められる。こうした特徴は、第四紀の後期における海水準変動のサイクルに対応した堆

積環境の変化を反映したものと推察される。後述するように、研究対象海域に分布する断

層によって、第四紀層が変形や変位を受けていることを確認できる。 
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b) 地質構造 

本調査における高分解能マルチチャンネル反射法音波探査の測線配置図を図８に、取得

したマイグレーション断面ならびに解釈断面を図 10〜21 に示す。以下には、調査海域の東

側（D10 測線）から西側（D201）の順番に、断層を横断するように南北方向に配置した各測

線（図９〜19）における地質構造の特徴を述べる。また、東西方向の検測線のうち、断層を

横断する部分（D101-１及び D101-２）の特徴についても述べる（図 20、21）。解釈断面には、

第四紀層を変形させていることが確認できた断層を赤実線で、第四紀層を変形させている

ことが確認できない断層を黒実線で示した。また、これらの断層のうち、やや不明瞭なもの

や推定断層については破線で示した。断面及び本文には、水中及び堆積物中の P 波速度を

1,500 m/sと仮定して深度を記入した。 

 

 

図 8．令和４年度に実施した音波探査の測線配置図（詳細図） 

薄いグレーの太線は地震調査研究推進本部地震調査委員会（2013）による重力異常

の急変帯から推定された宇土半島北岸区間のトレース。陸域の地質は産総研地質

調査総合センター（2022）にもとづく（地質に関する凡例については図６を参照）。  
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【D10 測線】D10 測線では、CMP2200 付近に、地層境界をなす北傾斜の断層（F１）が認めら

れる（図９）。この断層の北側は第四紀層、南側は教良木層であると解釈される。往復走

時 0.1秒（海水面下約 75 m）よりも浅い領域では、この断層による地層の変形は確認で

きない。一方で、0.1秒（海水面下約 75 m）よりも深い領域では、この断層は複数条に枝

分かれして、CMP2000〜2200 の範囲の第四紀層を引きずり上げるように累積的に変形させ

ている。また、CMP1600 付近、CMP1400 付近、CMP1200 付近には、第四紀層を累積的に変

位させている北傾斜の正断層群（F２）が認められる。CMP950 付近及び CMP1000 付近には、

第四紀層を累積的に変位させている南傾斜の正断層が認められる。 

 

【D９測線】D９測線では、CMP2450 付近に地質境界をなす北傾斜の断層（F１）が認められ

る（図 10）。この断層の北側は第四紀層、南側は教良木層であると解釈される。この断層

は CMP2250-2400 の範囲に分岐断層を発達させており、CMP2000〜2450 の範囲で第四紀層

を累積的に引きずり上げるように変形させている。CMP1500 付近、CMP1200 付近、CMP1000

付近には第四紀層を累積的に変位させている南傾斜の正断層群（F２）が認められる。

CMP700 付近には第四紀層を累積的に変位させている北傾斜の正断層が認められる。

CMP600 付近には第四紀層を累積的に変位させている南傾斜の正断層が認められる。 

 

【D８測線】D８測線では、CMP8400 付近に地質境界をなす北傾斜の断層（F１）が認められ

る（図 11）。この断層の北側は第四紀層、南側の表層（往復走時 0.05秒（海水面下約 37.5 

m）付近まで）は第四紀層の可能性がある地層、深部は三角火山岩類であると解釈される。

断層は CMP8250〜8400 の範囲で複数条に分岐しており、第四紀層を累積的に引きずり上

げるように変形させている。CMP7100 付近には第四紀層を累積的に変位させている北傾斜

の正断層（F２）が認められる。CMP5200 付近には第四紀層を累積的に変位させている高

角の北側低下の断層が、CMP4400 付近には第四紀層を変位させている南傾斜の正断層が認

められる。CMP2300〜3300 の範囲には雲仙断層群南東部を構成する南傾斜及び北傾斜の正

断層群が認められる。  
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図９ D10 測線のマイグレーション断面（上）及び解釈図（下） 
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図 10 D９測線のマイグレーション断面（上）及び解釈図（下） 
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図 11 D８測線のマイグレーション断面（上）及び解釈図（下） 
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【D７測線】D７測線では、CMP3320 付近に地質境界をなす北傾斜の断層（F１）が認められ

る（図 12）。この断層の北側は第四紀層、南側の表層（往復走時 0.08 秒付近（海水面下

約 60 m）まで）は第四紀層の可能性がある地層が分布し、深部は教良木層であると解釈

される。F１断層の北側では、CMP3280〜3320 の領域で第四紀層が F１断層によって累積的

に引きずり下げられるように変形を受けており、その北端付近（CMP3270 付近）には第四

紀層を変形させる南傾斜の正断層が認められる。F１断層の南側では、CMP3320〜3420 に

は北傾斜の正断層群が推定され、この断層は深部で F１断層に収斂していると解釈される。

CMP2700 付近及び CMP2450 付近には第四紀層を累積的に変位させている北傾斜の正断層

群（F２）が認められる。 

 

【D６測線】D６測線では、CMP3400 付近に地質境界をなす北傾斜の断層（F１）が認められ

る（図 13）。この断層の北側は第四紀層、南側の表層（往復走時 0.07秒（海水面下約 52.5 

m）付近まで）は第四紀層の可能性がある地層が分布し、深部は三角火山岩類が分布して

いると解釈される。やや不明瞭であるが、F１断層の南側では、CMP3450 付近、CMP3520 付

近に北傾斜の断層が認められる。これらの断層は、深部で F１断層に収斂している可能性

がある。やや不明瞭であるが、これらの北傾斜の断層は、往復走時 0.07秒（海水面下約

52.5 m）付近よりも浅い領域で、第四紀層の可能性がある地層を変位させ、断層の北側を

相対的に沈降させている。CMP2700 付近には第四紀層を変位させる南傾斜の正断層が認め

られる。 

 

【D５測線】D５測線では、CMP3270 付近に地質境界をなす北傾斜の断層（F１）が認められ

る（図 14）。断層の北側は第四紀層、南側の表層（往復走時 0.11 秒（海水面下 82.5 m）

付近まで）は第四紀層の可能性がある地層が分布し、深部は三角火山岩類が分布している

と解釈される。やや不明瞭であるが、CMP3200〜3270 の間は第四紀層が累積的に引きずり

上げられるような変形を受けている。 

 

【D４測線】D４測線では、CMP4800 付近に地質境界をなす北傾斜の断層（F１）が認められ

る（図 15）。断層の北側には第四紀層が、南側には口之津層群が分布していると解釈され

る。F１断層の海底面への延長部では、断層の北側が低下する崖地形が認められる。F１断

層の南側においては、やや不明瞭だが F１断層が断層の下盤側に分岐し、CMP4850 付近に

おいては口之津層群を切っている。CMP4500〜4250 には、第四紀層を累積的に変位させて

いる北傾斜の正断層群（F３）が認められる。CMP4150 付近には、第四紀層を累積的に変

位させている南傾斜の正断層が認められる。CMP3900 付近には、第四紀層を累積的に変位

させている北傾斜の正断層（F４）が認められる。 
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図 12 D７測線のマイグレーション断面（上）及び解釈図（下） 
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図 13 D６測線のマイグレーション断面（上）及び解釈図（下） 
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図 14 D５測線のマイグレーション断面（上）及び解釈図（下） 
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図 15 D４測線のマイグレーション断面（上）及び解釈図（下）  
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【D３測線】D３測線では、CMP4450 付近に地質境界をなす北傾斜の断層（F１）が認められ

る（図 16）。断層の北側には第四紀層が、南側には口之津層群が分布していると解釈され

る。CMP4250〜4450 の間では、第四紀層が累積的に F１断層によって引きずり下げられる

ような変形を受けており、この変形帯には北傾斜の正断層が発達している。また、F１断

層の海底延長部には北側が南側に対して相対的に低下する段差が認められることから、

この断層が海底面までを変位させている可能性がある。F１断層の南側の領域では、F１断

層が断層の下盤側に分岐し、口之津層群を切っている。ただし、この分岐した断層が活断

層である根拠は確認できない。CMP2650 付近には、第四紀層を累積的に変位させる北側低

下の高角の断層（F４）が認められる。F４断層の海底面への延長部には砂堆が分布してい

るが、この砂堆は F４断層による変位を受けていない。CMP1700 付近には、第四紀層を変

位させる南傾斜の正断層（F５）が認められる。F５断層による変形は往復走時 0.12秒（海

水面下約 90 m）よりも浅部においては不明瞭である。口之津層群を変形させる構造とし

て、CMP5600 付近に軸を持つ向斜（Sc１）が認められる。 

 

【D２測線】D２測線では、CMP2920 付近に地質境界をなす北傾斜の断層（F１）が認められ

る（図 17）。断層の北側には第四紀層が、南側には口之津層群が分布していると解釈され

る。CMP2800〜2920 の間では、第四紀層が F１断層によって累積的に引きずり下げられる

ような変形を受けている。F１断層の海底延長部には北側が南側に対して低下する段差が

認められることから、この断層が海底面までを変位させている可能性がある。CMP3000 付

近には口之津層群を切る北傾斜の正断層が認められるが、これが活断層である根拠は確

認できない。CMP3200 付近には口之津層群を変位させる南フェルゲンツの向斜軸が認めら

れ、その向斜軸面に北傾斜の正断層が推定される。この推定断層が活断層である根拠は確

認できない。口之津層群を変位させる構造として、CMP4200 付近に軸を持つ向斜（Sc１）、

CMP4600 付近に軸を持つ背斜（Ac１）が認められる。やや不明瞭であるが、CMP4700〜5300

の領域では口ノ津層群に三角火山岩類が貫入していると解釈される。 

 

【D１測線】D１測線では、D１-２測線の CMP450 付近に地質境界をなす高角の断層（F１）が

認められる（図 18）。断層の北側には第四紀層が、南側には口ノ津層群が分布していると

解釈される。D１-２測線の CMP550〜450 の間は、第四紀層が累積的に引きずり上げられる

ような変形を受けている。D１-１測線の CMP5700 付近及び CMP5600 付近には北傾斜の正

断層が認められる。これらが第四紀層を変位させている断層かどうか確認できない。口之

津層群中には、CMP3650 付近及び CMP3150 付近に、断層の北側が南側に対して相対的に沈

降する断層が発達している。また、CMP3850 付近に軸を持つ向斜（Sc１）、CMP3300 付近に

軸を持つ背斜（Ac１）が認められる。 
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図 16 D３測線のマイグレーション断面（上）及び解釈図（下） 

  



 484 

 

図 17 D２測線のマイグレーション断面（上）及び解釈図（下） 
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図 18 D１測線のマイグレーション断面（上）及び解釈図（下） 
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【D201 測線】D201 測線では、CMP4700 付近に地質境界をなす高角の断層（F１）が認められ

る（図 19）。F１断層の北側には第四紀層が、南側には口之津層群が分布していると解釈

される。CMP4700〜4600 の間には、口之津層群が F１断層によって引きずり下げられるよ

うな変形が認められる。CMP5200〜4700 の間には、やや不明瞭であるが、第四紀層が F１

断層によって引きずり下げられるような変形が認められる。CMP5150 付近、CMP5500 付近、

CMP5650 付近には、第四紀層を累積的に変位させる北傾斜の正断層群（F６）が認められ

る。口之津層群には、CMP3950〜3400 の間及び CMP600〜300 の間に断層が発達している。

これらの断層による第四紀層の変形は確認できない。 

 

【D101-１測線】D101-１測線では、やや不明瞭であるが、CMP3300 付近に地質境界をなす F

１断層が分布していると推定される（図 20）。やや不明瞭だが、F１断層は第四紀層を変

位させていると推定される。D101-1 測線のマイグレーション断面において F１断層が不

明瞭なのは、断層近傍の地質構造が複雑であることに加えて、推定される断層トレースと

測線が低角で交差しているためである可能性がある。この測線における F１断層は不明瞭

であるが、内部反射面の特徴から、少なくとも CMP3300 より東側には第四紀層が、少なく

とも CMP2850 よりも西側には口之津層群が分布していると解釈される。CMP3950 付近、

CMP4050 付近、CMP4200 付近には、第四紀層を累積的に変位させる西傾斜の正断層群が認

められる。CMP4300 付近には、第四紀層を累積的に変位させる東傾斜の正断層（F６）が

認められる。 

 

【D101-２測線】D101-２測線では、CMP1500 付近に第四紀層を累積的に変位させる東傾斜の

正断層（F４）が認められる（図 22）。CMP2270 付近に第四紀層を累積的に変位させる西傾

斜の正断層（F５）が認められる。 
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図 19 D201 測線のマイグレーション断面（上）及び解釈図（下） 
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図 20 D101-１測線のマイグレーション断面（上）及び解釈図（下） 
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図 21 D101-２測線のマイグレーション断面（上）及び解釈図（下） 
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c) 地質構造の空間分布、活動様式、活動性 

本調査で取得したマイグレーション断面の解釈にもとづいて、測線間で追跡可能な断層

及び背斜・向斜軸をつなげて地質構造図を作成した（図 22、図 23）。 

地質境界をなす F１断層は、宇土半島の北岸に沿って、D10 測線の南端付近（宇城市三角

町太田尾の沖合）から、三角ノ瀬戸を超えて、大矢野島の北岸に沿って D３測線の CMP4450

付近（上天草市大矢野町上、野釜島の約 2.5 km 北方の沖合）まで概ね北東−南西走向に延び

る。F１断層は、D３測線から走向を東西に転じて、湯島（上天草市大矢野町湯島）の北岸を

通過して、少なくとも D201 測線の CMP4700 付近（湯島の約 1.0 km 西方の沖合）まで連続

しているとみられる。D10 測線から D３測線に至る海域においては、F１断層は宇土半島北岸

区間が推定された領域（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2013）に沿って認められた

（図 22）。地震調査研究推進本部地震調査委員会（2013）は、顕著な重力異常の急変帯が２

条に分岐する手前（本調査における D３測線付近）を宇土半島北岸区間の南西端とした。重

力異常の急変帯は、宇土半島北岸区間の南西端付近から、東西方向及び北東−南西方向に分

岐して延びているようにみえる（図 22）。本調査の結果によれば、これらの２条に分岐した

重力異常の急変帯のうち、東西方向に延びる重力異常の急変帯に沿って、F１断層が分布し

ている。一方で、分岐して北東−南西方向に延びる重力異常の急変帯においては、その重力

異常の急変に対応する地質構造は本研究では確認できなかった。 

F１断層は北傾斜の断層で、断層の北側には第四紀層が、断層の南側には教良木層、口之

津層群、三角火山岩類を主体とする基盤岩が分布している。F１断層は、断層の北側が相対

的に低下する正断層成分を有していると判断されるが、断層の下盤側（隆起側）における第

四紀層の分布が限定的であるため、F１断層の活動性を定量的に検討することは困難である

と考えられる。他方で、F１断層は、断層近傍の第四紀層を累積的に引きずり上げたり、引

きずり下げたりするように変形させている。このことは、F１断層が第四紀において繰り返

し活動してきた活断層であることを示している。また、このような第四紀層の変形様式は、

F１断層が横ずれ成分を有していることを強く示唆している。 

F１断層の低下側（北側）には、第四紀層を累積的に変位させる複数条の活断層が F１断

層に並走して発達している。これらの活断層は、全体としては F１断層と同様に断層の北側

を低下させる正断層（F２断層、F３断層、F４断層、F６断層）を主体とするが、断層の南側

を低下させる正断層（F５断層）も分布している。マイグレーション断面では、これらの断

層の横ずれ成分を示す構造は確認できない。断層の断面形状にもとづけば、第四紀層を変位

させるこれらの活断層は、深部で F１断層に収斂していると考えられる。前述のように、F

１断層の過去の活動を直接的に検討することは困難であると考えられるが、F２〜F５断層

を対象とした調査を実施することによって、宇土半島北岸区間の過去の地震活動を評価で

きる可能性高い。 

F１断層の隆起側（南側）には、基盤岩（主に口之津層群）を変位させる断層及び褶曲が

発達している。特に、D３測線から D201 測線の範囲においては、F１断層の南側の領域に分
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布する口之津層群が褶曲または南に単斜していることを確認できる。Sc１向斜は、D３測線

から D２測線を経て、D１測線に連続し、D201 測線では確認できなくなる向斜であり、口之

津層群を変形させている。その向斜軸は東西〜東北東−西南西方向に伸びており、7 万 5 千

分の１地質図「口之津」（赤木，1936）を参考にすれば、Sc１向斜の東側延長部は大矢野島

に連続し、陸域に分布する口ノ津層群相当層を変形させていると推察される。Ac１背斜は、

Sc１向斜に並走し、D２測線から D１測線に伸びて、D201 測線では背斜としては認識できな

くなる向斜であり、口之津層群を変形させている。D１測線においては Ac１背斜の北西翼が

南東翼よりも急傾斜となっており、北東翼の基部には断層が発達している。D２測線におい

ては、背斜の南翼を構成する口ノ津層群に三角火山岩類が貫入している（図 17）。Ac２背斜

は、D１測線から D101-１測線を経て D201 測線に連続する背斜であり、口ノ津層群を変形さ

せている。Ac２背斜の南西翼には断層が発達している。D１測線及び D201 測においては、背

斜の北東翼が F１断層に切断されている。D２測線においても F１断層の近傍に背斜が形成

されており（図 17）、Ac２背斜は湯島付近を経て D２測線における F１断層近傍の背斜にま

で連続する可能性がある。ただし、D１測線から D２測線の間の海域の測線密度が低いため

に、構造が連続することを判断することは困難である。また、これらの構造（Sc１向斜、Ac

１背斜、Ac２背斜）が活構造であることを示す資料は得られていない。 
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図 22 宇土半島北岸区間及びその周辺の地質構造図 

薄いグレーの太線は地震調査研究推進本部地震調査委員会（2013）による宇土半島北岸区間。陸域の地質は産総研地質調査総合セ

ンター（2022）にもとづく（地質に関する凡例の説明は図６を参照）。 
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図 23 宇土半島北岸区間及びその周辺の地質構造図 

薄いグレーの太線は地震調査研究推進本部地震調査委員会（2013）による宇土半島北岸区間。基図には 20 万分の１重力図（森尻・

他，2001；村田・他，2004）を使用した。  
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d）宇土半島北岸区間の連続性、端点の位置 

宇土半島北岸区間は、宇土半島及び大矢野島の北岸に沿って分布する顕著な１条の重力

異常の急変帯に沿って推定されたものである。本調査で実施した高分解能マルチチャンネ

ル反射法音波探査によって得られたマイグレーション断面によれば、宇土半島及び大矢野

島の北岸に推定された宇土半島北岸区間のトレースに沿って、地質境界をなす F１断層が連

続的に分布している（図 21）。前述のように、F１断層は第四紀層を累積的に変形させてい

るため、活断層であると判断される。重力異常の急変帯は大矢野島の北西端の沖合で２条に

分岐するが、F１断層は東西方向に分岐して延びる重力異常の急変帯に沿って分布している

と判断される（図 21）。F１断層は、湯島の北岸を通過し、少なくとも湯島の約 1.0 km 西方

の沖合までは連続していると考えられる（図 21、図 22）。F１断層の端点位置は、本調査で

最も西側で配置した探査測線（D201 測線）よりも西側であると判断されるため、本調査で

取得した探査記録からは断層の西端位置をこれ以上絞り込めない。一方で、断層の北東側の

端点については、本研究で最も東側に配置した測線（D10 測線、宇城市三角町太田尾の沖合）

までは F１断層が連続的に捉えられている。前述のように、それよりも東側の領域では音波

散乱層が想定されたため、本研究では探査を実施していない。 

F１断層の北側の海域には、F１層と並走して、第四紀層を累積的に変位させる複数条の海

底活断層（F２断層、F３断層、F４断層、F５断層、F６断層）が確認できる。これらの断層

の分布は断続的であり、D２測線及び D５測線を配置した海域においては確認できない。断

層の断面形状によれば、これらの断層は深部で F１断層に収斂していると考えられる。すな

わち、これらの活断層及び F１断層は一連の断層帯（宇土半島北岸区間）を構成していると

判断させる。 

以上をまとめると、宇土半島北岸区間は、第四紀層の南縁を限る F１断層と、F１断層の

下盤側（北側）の海域に断続的に分布する海底活断層群によって構成されている。これらの

断層は、宇城市三角町太田尾の沖合から、宇土半島及び大矢野島に沿って北東―南西方向に

延び、野釜島の約 2.5 km 北方の沖合（D３測線付近）から走向を東西方向に転じて、湯島の

北岸を経て、少なくとも湯島の約 1.0 km 西方の沖合まで連続する。宇土半島北岸区間の西

端については、地震調査研究推進本部地震調査委員会（2013）によれば、大矢野島の北西端

の沖合の海域とされていた。本調査によって、宇土半島北岸区間はさらに西側に少なくとも

約 7 km 延びていることが示された。断層はさらに西方（島原半島の方向）に延びている可

能性がある。宇土半島北岸区間の東端については、本研究で音波探査を実施した範囲に断層

が分布しており、少なくとも宇城市三角町太田尾の沖合まで連続していることが示された。 
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4) まとめ 

宇土半島北岸区間の正確な位置・連続性、南西端の位置に関する資料を取得するため、宇

土半島北岸区間が推定されている海域及びその南西側の島原湾において、高分解能の音波

探査を実施し、海底面下 200 m 程度までの地質構造を検討可能な高品質な音波探査記録断

面を取得した。 

本研究で取得したマイグレーション断面によれば、重力異常の急変帯に沿って宇土半島

北岸区間が推定されている海域（宇土半島及び大矢野島の北岸）において、第四紀層の分布

の南限を画する F１断層が連続的に分布し、この断層によって第四紀層が累積的に変形を受

けていることが初めて確認できた。また、F１断層に深部で収斂していると考えられる複数

条の海底活断層が存在することを確認できた。地震調査研究推進本部地震調査委員会（2013）

によって宇土半島北岸区間が推定された領域よりも南西側の島原湾においては、重力異常

の急変帯が西方向及び南西方向の 2 条に分岐している。宇土半島北岸区間の西側延長部の

海域で取得したマイグレーション断面によれば、西方向に分岐して延びる重力異常の急変

帯に沿って断層が連続しており、断層は湯島の北岸を経て、少なくとも湯島の約 1.0 km 西

方の沖合まで連続している。また、断層の西端は、今年度の探査範囲よりさらに西側に位置

していると判断される。他方で、南西方向に分岐して延びる重力異常の急変帯については、

重力異常の急変帯に対応する断層等の地質構造は、本研究では確認できなかった。 

本研究では、沿岸海域における海底活断層調査で一般的な音波探査よりも、高い出力を持

つ音源装置、多チャンネルかつ深度ロガーを取り付けた受振器を用いて、高分解能マルチチ

ャンネル反射法音波探査を実施した。また、探査の際には、音源及びテールブイにおいて

GNSS 測位を行うことによって、音源及び受振点の座標を精密に決定した。これによって、

海底活断層調査に必要な分解能を維持しながら、深部（海底面下 200 m程度）までの地質構

造を検討可能な、S/N 比の高いマイグレーション断面を取得できることを示した。こうして

得られた探査記録を用いることによって、宇土半島北岸区間を構成する断層の分布・性状、

連続性及び活動性について、信頼性の高い資料を取得できることを実証した。今後の海底活

断層調査においては、ターゲットとする地質構造や調査海域に応じて、本調査と同様の仕様

による高分解能マルチチャンネル反射法音波探査が、調査手法の有力な選択肢の 1 つに加

わることになると考えられる。 
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(b)令和５年度の業務の成果 

1) はじめに 

布田川断層帯は、熊本県阿蘇郡南阿蘇村から、上益城郡益城町木山付近及び宇土半島の北

岸を経て、大矢野島の北西端の沖合に至る、概ね東北東−西南西方向に延びる断層帯である

（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2013）。地震調査研究推進本部地震調査委員会

（2013）によれば、布田川断層帯は、布田川区間、宇土区間、宇土半島北岸区間によって構

成されている。これらのうち、宇土区間の一部と宇土半島北岸区間については、重力異常の

急変帯の分布などから、地下に伏在する活断層として推定されたものである（図 24、25）。 

 

 

図 24 布田川断層帯宇土半島北岸区間の位置図 

地震調査研究推進本部地震調査委員会（2013）の図２を編集。断層トレースのう

ち、重力異常の急変帯にもとづいて推定された区間（宇土半島北岸区間、宇土区

間の一部）は薄い太線で示されている。 
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図 25 布田川断層帯付近の重力異常 

地震調査研究推進本部地震調査委員会（2013）の図３。布田川断層の地表トレー

スは赤線で、伏在活断層が推定される場所は薄い太赤線で示されている。（上）

布田川断層帯周辺地域の短波長（＜100 km）重力異常図。（下）布田川断層帯周

辺地域の短波長（＜100 km）重力異常の勾配。青色の濃い部分ほど急勾配である

ことを示す。 
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地震調査研究推進本部地震調査委員会（2013）による本断層帯の評価の概要は以下の通り

である。宇土半島北岸区間は、宇土市住吉町から宇土半島北岸に沿って大矢野島の北西端の

沖合に至る、長さ約 27 km 以上の可能性がある断層である（図 24）。宇土半島北岸区間は、

宇土半島北岸に沿って分布する宇土半島北岸断層によって構成されている。宇土半島北岸

の宇城市三角町大田尾の沖合では、海底面付近までを変位が及ぶ北傾斜の正断層が報告さ

れている（産業技術総合研究所・他，2010；杉山・他，2010）。このことから、宇土半島北

岸断層は、断層を挟んで南東側が相対的に隆起する正断層成分を伴う可能性がある。一方、

この断層の横ずれ成分は不明である。宇土半島北岸区間の南西端については、宇土半島の北

岸に沿って認められる顕著な１条の重力異常の急変帯が２条に分岐する手前の、大矢野島

の北西端の沖合付近と評価されている（図 25）。ただし、重力異常の急変帯はさらに南西に

続くため、宇土半島北岸区間はさらに南西に延長する可能性がある。また、宇土半島北岸区

間における過去の活動について、具体的な資料が得られていない。 

以上のように、宇土半島北岸区間は、主として重力異常の急変帯の分布にもとづいて推定

された断層であり、断層の正確な位置・連続性、南西端の位置や、断層の過去の活動につい

ての資料がほとんど存在していない状況であった。そこで、本プロジェクトにおいては、令

和４年度には、断層の正確な位置・連続性を検討するために、断層が推定されている海域

（宇土半島及び大矢野島の北岸）を主たる対象として、高分解能の音波探査を高い測線密度

で実施した（文部科学省研究開発局・産業技術総合研究所，2023）。その結果、宇土半島及

び大矢野島の北岸に沿う海域に、第四紀層に対比される地層を累積的に変形させる海底活

断層が分布していることが初めて明らかになった。令和４年度の探査の結果によれば、宇土

半島北岸から大矢野島の北岸にかけて分布する海底活断層は、島原湾の南部においてはさ

らに西側に延び、湯島（熊本県上天草市大矢野町湯島）の北岸を通って、島原半島方面に延

長していると推定される。宇土半島北岸区間の南西延長部の位置・形状と、断層帯の南西端

の位置を検討するためには、島原湾南西部海域（大矢野島〜湯島〜島原半島にかけて海域）

における地下構造に関する資料を充実させることが重要である。そのため、令和５年には、

令和４年度の探査結果を踏まえて、島原湾南西部海域において追加の高分解能反射法音波

探査を実施し、断層の南西延長部及び南西端の位置を検討した。後述するように、令和４年

度に実施した探査と同様に、表層（完新世及び後期更新世の堆積物）から深部（中期更新世

〜新第三紀の堆積物）に至る地質構造を高い分解能で把握することを目指して、従来の海底

活断層調査よりも高出力かつ多チャンネルの高分解能マルチチャンネル反射法音波探査を

実施した。 
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2) 調査手法 

前述のように、令和５年度には、宇土半島北岸区間のうち、同断層帯の南西延長部を主な

対象として、海底活断層の正確な位置・連続性、断層帯の南西端の位置を検討するため、島

原湾南西部（大矢野島と島原半島に挟まれた海域）において、高分解能の反射法音波探査を

実施した（図 26、27）。音波探査の実施期間は、2023 年 11月 4日から 2023 年 11月 9日ま

での期間である。 

宇土半島北岸区間が推定されている海域においては、宇土半島及び大矢野島の北岸に沿

って、顕著な１条の重力異常の急変帯が認められている。また、既存の音波探査記録（産業

技術総合研究所・他，2010）等の資料によれば、島原湾の中央部から宇土半島の北岸に至る

海域には第四紀の堆積物が広く分布している。本プロジェクトでは、令和４年度には宇土半

島北岸区間が推定されている海域を対象として実施した高分解能の反射法音波探査を実施

し、宇土半島及び大矢野島の北岸に沿って海底活断層が分布していることを明らかにした

（文部科学省研究開発局・産業技術総合研究所，2023）。さらに、海底活断層は大矢野島の

北西端付近から、湯島（熊本県上天草市大矢野町）の北岸を通過して、島原半島方面に延び

ていることが明らかになった。その結果、宇土半島北岸区間の南西端は、令和４年度に最も

西側に配置した探査測線（D201 測線）よりも西側（島原半島側）に位置すると推定される。

断層帯の端点の位置を絞り込むためには、可能な限り島原半島に近い海域において探査を

実施することが重要である。また、大矢野島の北西端よりも西側の海域に分布する断層の詳

細な位置形状を明らかにするためには、大矢野島の西側及び湯島周辺において追加の探査

を行うことが重要である。そのため、これらの海域において、断層帯の南西端を絞り込み、

海底活断層の詳細な位置形状を把握することを目的として、推定される断層を横断する探

査測線を４測線（西側から順に、D301、D302、D303、D304）設定した。また、検測線として、

それらの測線に交差する探査測線を 1測線（D401）設定した。 

沿岸海域における海底活断層調査においては、音源に出力 300J 程度のブーマーを使用し

た高分解能マルチチャンネル反射法音波探査（村上・他，2004）による地下構造の検討が一

般的である。島原湾においては、産業技術総合研究所・他（2010）が音源に出力 300 Jのブ

ーマーを使用した高分解能マルチチャンネル反射法音波探査を実施した。この探査記録に

よって、海底面下 50 m程度までの地下構造について高い分解能で堆積構造及び変形構造が

検討できたが、それ以深の地質構造については、弾性波が十分に到達していなかったり、多

重反射波の影響があったりして、地質構造を検討することが困難であった（文部科学省研究

開発局・産業技術総合研究所，2022）。そのため、令和４年度に実施した島原湾における音

波探査では、音源に出力 2000J のスパーカーを使用した高分解能マルチチャンネル反射法

音波探査を実施し、海底面下 200 m 程度までの地質構造を高い分解能で把握し、新第三系

及び第四系の変形構造や断層形状を検討した。今年度の探査においても、新第三系及び第四

系の変形構造等を把握できるように、令和４年度と同様に音源に出力 2000J のスパーカー

を使用した高分解能マルチチャンネル反射法音波探査を実施することとした。本研究で実
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施した高分解能マルチチャンネル反射法音波探査の仕様を表２に示す。各種ノイズを効果

的に抑制し、深部までの構造を把握するため、受振装置にはチャンネルインターバル 2.5 m、

チャンネル数 72 ch のストリーマーケーブルを使用した。音源及び受振点の座標を精密に

決定するため、音源装置及びテールブイにそれぞれ GNSS 装置を設置した。また、ストリー

マーケーブルのたるみ補正を実施するため、探査の際にはストリーマーケーブルに小型の

深度ロガーを装着して、ケーブルの水深を観測した。 
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図 26 令和５年度の音波探査における測線配置図 

薄い赤太線で、布田川断層帯宇土半島北岸区間及び宇土区間の一部（重力異常の急変帯にもとづいて推定された区間）の地表トレースを

示す（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2013）。今年度の探査測線（D301〜D304及び D401）を紅色の太実線で示す。基図は 20 万

分の 1日本シームレス地質図 V2（産総研地質調査総合センター，2022）、国土地理院が公開している国土基盤情報の DEM、海底地形デジタ

ルデータ M7000 シリーズ（日本水路協会）から作成。  
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図 27 令和５年度の音波探査における測線配置図 

薄い赤太線で、布田川断層帯宇土半島北岸区間及び宇土区間の一部（重力異常の急変帯にもとづいて推定された区間）の地表トレースを

示す（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2013）。今年度の探査測線（D301〜D304及び D401）を紅色の太実線で示す。基図には 20

万分の 1重力図（森尻・他，2001；村田・他，2004）を使用した。  
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表２ 本研究における高分解能マルチチャンネル反射法音波探査の仕様 

項目 スペック 

音源 Dura-Spark UHD（AAE） 

エネルギーソース CSP-Nv2400（AAE） 

受振ケーブル Sealink solid streamer (SeaMap） 

チャンネル数 72 

チャンネル間隔 2.5 m 

探鉱機 NTRS recording system（SeaMap） 

サンプリング間隔 0.125 ms 

収録長 700 ms 

深度ロガー DST-centi （Star Oddi） 

深度ロガー位置 １, ６, 12, 24, 36, 48, 60, 66 72 ch（合計９ヶ所） 

音響測深機 PDR-1300 （千本電機） 

GNSS A100（Hemisphere GNSS） 
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音波探査で取得した探査記録については、令和 4年度の調査（文部科学省研究開発局・産

業技術総合研究所，2023）と同様に、船上でニアトレースギャザー及び簡易重合断面を作成

した後、測位記録にもとづいて各種ノイズ抑制処理、速度解析、マイグレーション処理、重

合処理を行って、マイグレーション断面（時間断面及び深度断面）を作成した。図 28 に本

調査における処理フローを示す。 

 

 

 

図 28 音波探査記録の解析フロー 
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3) 調査結果 

本調査で実施した高分解能マルチチャンネル反射法音波探査によって、海底面下 200 m程

度までの地下構造を検討可能なマイグレーション断面が得られた。調査海域における音響

層序について、マイグレーション断面及び速度解析結果にもとづき、既存の調査研究を参考

に整理した。本報告書では、マイグレーション断面については時間断面を表示し、深度につ

いては水中及び堆積物中の P波速度を 1,500 m/sと仮定して概算した。 

a) 層序区分 

層序区分については、令和４年度の調査（文部科学省研究開発局・産業技術総合研究所，

2023）と同様に、既存の調査研究にもとづいて区分した（図 29、30）。調査海域の周辺の陸

域の層序区分については、長尾（1922）、大塚（1966，1970）、長谷・岩内（1993）、大塚・

他（1995）、7万 5千分の１地質図幅「口之津」（赤木，1936）及び 20万分の１地質図幅「八

代及び野母崎の一部」（斎藤・他，2010）である。海域（島原湾）の層序区分については、

松石・松本（1969）、松岡・岡村（2000）、産業技術総合研究所・他（2010）、文部科学省研

究開発局・産業技術総合研究所（2020，2021，2022）を参照した。これらの資料によれば、

海域においては島原湾の中央部から南縁付近まで、後期更新世以降の堆積物を含む第四紀

層が分布していると考えられる。また、陸域に分布する主な地層として、堆積岩類としては、

教良木層（古第三紀始新世）及び口之津層群（鮮新世〜更新世）が、火山岩類としては、三

角火山岩類（鮮新世）、大岳火山（前期更新世）、上原溶岩（更新世）が分布している（図 29）。 

本研究では、斎藤・他（2010）を参考に、陸域に分布する堆積岩類について、古第三系の

教良木層（Ky）、新第三系の口ノ津層群下部（Knl）、更新統の口之津層群上部（Knu）に区分

した（図 29、30）。口ノ津層群上部を覆う上原（うわはる）溶岩（Knb）については、斎藤・

他（2010）に倣って、口之津層群を構成する地層として整理した（図 29、30）。火山岩類に

ついては鮮新統の三角火山岩類（Mv）及び下部更新統の大岳火山（Ov）に区分した（図 29、

30）。また、主として海域に分布する第四系の地層を第四紀層（Q）とした。本調査で取得し

たマイグレーション断面においては、基本的には陸域と同様に層序区分を行った。ただし、

口之津層群下部及び上部については、一括して口之津層群（Kn）とした。また、教良木層（Ky）、

大岳火山（Ov）及び上原溶岩（Knb）は今年度に取得したマイグレーション断面では確認で

きなかった。第四紀層（Q）については、不整合面等にもとづいてサブユニットに細分する

ことができるが、本報告書では一括して記述する。 
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本研究で実施した高分解能音波探査探査測線の位置図を図 31 に、取得したマイグレーグ

レーション断面を図 32〜36 に示した。各測線の解釈の詳細については次節で述べるが、以

下には、本研究で取得したマイグレーション断面における各ユニットの特徴について述べ

る。 

 

【口之津層群（Kn）】本研究で実施した音波探査の D301、D302、D303、D304 測線において、

主に断層の隆起側（南側）に分布している。内部反射面は明瞭で、反射面の反射強度は概

ね均質である。層理面は概ね互いに平行に発達している。調査海域においては断層構造、

褶曲構造、南側への単斜構造を確認できる。 

 

【第四紀層（Q）】本研究で実施した音波探査の D301、D302、D303、D304 測線において、主

に断層の低下側（北側）に分布している。また、検測線の D401 測線においては、測線の

全域に分布している。内部反射面は、反射強度が強い層準と弱い層準が交互に発達してお

り、斜交層理や侵食面を伴う堆積構造、海釜あるいは潮汐チャネルを充填する地層などの

発達が認められる。こうした特徴は、第四紀後期における海水準変動のサイクルに対応し

た堆積環境の変化を反映したものと推察される。後述するように、研究対象海域に分布す

る断層によって、第四紀層が変形や変位を受けていることを確認できる。 
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図 29 調査対象地域の周辺における陸域の地質。 

産総研地質調査総合センター（2022）にもとづいて作成。Ky：教良木層。Mv：三角火山岩類。Ov：大岳火山。Knb：上原溶岩。Knl：口之津層群下部。

Knu：口之津層群上部。今年度の探査測線（D301〜D304及び D401）を紅色の太実線で示す。
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図 30 調査対象海域及びその周辺における層序区分 
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b) 地質構造 

本調査における高分解能マルチチャンネル反射法音波探査の測線配置図を図 31 に、取得

したマイグレーション断面ならびに解釈断面を図 32〜36 に示す。以下には、調査海域の東

側（D304 測線）から西側（D301）の順番に、断層を横断するように配置した各測線（図 32

〜35）における地質構造の特徴を述べる。また、東西方向の検測線（D401）の特徴について

も述べる（図 36）。解釈断面には、第四紀層を変形させていることが確認できた断層を赤実

線で、第四紀層を変形させていることが確認できない断層を黒実線で示した。断面及び本文

には、水中及び堆積物中の P波速度を 1,500 m/sと仮定して深度を記入した。 

 

 

図 31 令和５年度に実施した音波探査の測線配置図 

今年度の探査測線（D301〜D304及び D401）を紅色の太実線で示した。薄い赤太線は地

震調査研究推進本部地震調査委員会（2013）による重力異常の急変帯から推定された

宇土半島北岸区間のトレース。陸域の地質は産総研地質調査総合センター（2022）にも

とづく（地質に関する凡例については図 29 を参照）。  
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【D304 測線】D304 測線では、CMP3000 付近に地質境界をなす北傾斜の正断層（F１）が認め

られる（図 32）。この断層の北側は第四紀層、南側は主に口之津層によって構成されてい

ると解釈される。また、CMP6500〜8400 の表層（往復走時 0.05秒（海水面下約 37.5 m）

付近まで）は第四紀層の可能性がある地層が分布していると解釈される。F1 断層の北側

の CMP2700〜3000 の領域では第四紀層が F1 断層によって累積的に引きずり上げられるよ

うな変形を受けている。海底面付近では、F1 断層の南側に第四紀層が分布しないため、

F1 断層の具体的な変位は確認できない。ただし、F1 断層付近の海底面には比高 5 ｍ程度

の崖地形が発達している。この崖地形は海底侵食によって生じた地形である可能性は否

定できないが、初生的には断層の上下変位によって生じた断層崖である可能性がある。

CMP2100 付近には北傾斜の正断層（F5）が認められる。CMP1750 付近、CMP1550 付近、CMP1480

付近に北傾斜の正断層が認められる。これらの断層は第四紀層を累積的に上下に変位さ

せる活断層である。ただし、海底面直下の堆積体（最大層厚 12 ｍ程度の第四紀層）はこ

れらの断層による変位を受けていない。CMP580 付近には南傾斜の正断層（F7）が認めら

れる。F8 断層は第四紀層を累積的に上下に変位させている活断層である。F7 断層は海底

面に達していると推察されるが、海底面の変位は確認できない。なお、F7 断層の北側の

海底面付近にはノコギリの刃状の非対称な断面形をもつ堆積体（比高 8〜10 ｍ、みかけ

の波長 250 ｍ程度）が認められ、これらは潮流によって発達した sand waveである可能

性がある。 

 

【D303 測線】D303 測線（図 33）は南側（D303-2 測線）及び北側（D303-1 測線）に分けて

観測を実施した。D303-1 測線においては、CMP3600 付近に地質境界をなす北傾斜の正断層

（F１）が認められる。この断層の北側は第四紀層、南側は主に口之津層によって構成さ

れていると解釈される。F1 断層の北側の CMP3600〜3750 の領域では第四紀層が F1 断層に

累積的に引きずりあげられるような変形を受けている。また、F1 断層は海底面に達して

おり、F1 断層の南側（隆起側）の表層に分布する第四紀層（層厚 8 ｍ程度）を切断し、

海底面に比高 3 ｍ程度の崖地形を生じさせている。CMP3750〜4150 の領域には南傾斜の

正断層を主体とする断層群が認められ、これらの断層は第四紀層を累積的に上下に変位

させ、断層の上端は海底面に達している。これらの断層群は深部で F1 断層に収斂してい

ると推察される。CMP4450 付近には、断層を挟んで南側を相対的に沈降させる活断層が認

められる。この活断層は第四紀層を変位させており、上端は海底面に達している。CMP4730

付近及び CMP4930 付近には北傾斜の正断層（F5）が認められる。F5 断層は第四紀層を変

位させており、断層の上端は海底面に達して、海底面に変位を生じさせている可能性があ

る。CMP5300 付近には断層の南側を相対的に沈降させる断層（F7）が認められる。F7 断層

は第四紀層を変位させており、断層の上端は海底面付近まで達していると推察されるが、

海底面直下の堆積体（層厚 5 ｍ程度）には変位を確認できない。また、D303-2 測線の

CMP700〜1200 の領域では、海底面付近にノコギリの刃状の非対称な断面形をもつ堆積体
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（比高 9〜10 ｍ、見かけの波長 100〜150 ｍ）が認められ、これらは潮流によって発達し

た sand waveである可能性がある。 

 

【D302 測線】D302 測線では、CMP2500 付近に地質境界をなす北傾斜の断層（F１）が認めら

れる（図 34）。この断層の北側は主に第四紀層、南側は主に口之津層によって構成されて

いると解釈される。F1 断層の北側では、断層の近傍で第四紀層が引きずり上げられるよ

うな変形を受けている。F1 断層は海底面付近まで達しており、海底面にはやや不明瞭で

あるが北向きのゆるやかな崖地形が認められる。CMP1970 付近及び CPM1700 付近には北傾

斜の断層（F6）が認められる。F6 断層は第四紀層を累積的に上下に変位させる活断層で

あり、断層の上端は海底面付近に達している。本測線においては F6 断層が分布する領域

の海底面は起伏があり、海底面が擾乱を受けている可能性があるため、F6 断層による海

底面付近の変位については詳細に検討することができない。 

 

【D301 測線】D301 測線では、CMP3120 付近に、地層境界をなす北傾斜の断層（F１）が認め

られる（図 35）。この断層の北側は第四紀層、南側は口之津層によって構成されていると

解釈される。本測線では、F1 断層付近の探査記録がやや不明瞭であり、特に往復走時 0.04

秒（海水面下約 30 m）よりも浅い領域の地層及び地形の変形の検討が困難である。すな

わち、本測線においては、F1 断層が活断層であることは確認できない。CMP3450 付近、

CMP3580 付近、CMP3700 付近には、北傾斜の正断層（F6）が認められる。F6 断層のうち、

少なくとも CMP3700 付近の断層は第四紀層を累積的に上下に変位させていることから、

F6 断層は活断層であると考えられる。CMP4080 付近及び CMP4220 付近には、北傾斜の正

断層が認められる。これらの断層は、第四紀層に埋積された谷地形を上下に変位させてい

るが、谷地形を埋積する第四紀層（最大層厚は約 60 ｍ）には断層変位を確認できない。 

 

【D401 測線】D401 測線では、CMP4100 付近に西傾斜の正断層（F7）が認められる（図 36）。

本測線に認められる地層は第四紀層と解釈される。 
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図 32 D304 測線のマイグレーション断面（上）及び解釈図（下） 
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図 33 D303 測線のマイグレーション断面（上）及び解釈図（下） 
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図 34 D302 測線のマイグレーション断面（上）及び解釈図（下）  
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図 35 D301 測線のマイグレーション断面（上）及び解釈図（下） 
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図 36 D401 測線のマイグレーション断面（上）及び解釈図（下） 
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c) 地質構造の空間分布、活動様式、活動性 

本調査及び令和４年度の調査で取得したマイグレーション断面の解釈にもとづいて、測

線間で追跡可能な断層及び背斜・向斜軸をつなげて地質構造図を作成した（図 37、38）。 

地質境界をなす F１断層は、宇土半島の北岸に沿って、D10 測線（令和４年度）の南端付

近（宇城市三角町太田尾の沖合）から、三角ノ瀬戸を超えて、大矢野島の北岸に沿って D３

測線（令和４年度）の CMP4450 付近（上天草市大矢野町上、野釜島の約 2.5 km 北方の沖合）

まで概ね北東−南西走向に延びる。F１断層は、D３測線から走向を東西に転じて、湯島（上

天草市大矢野町湯島）の北岸及び湯島北西に発達する海釜の南縁（D303 測線の CMP3600 付

近。図 33）を通過し、少なくとも D301 測線（図 35）の CMP3120 付近（湯島の約 4.0 km 西

方の沖合）まで連続しているとみられる。令和４年度の調査によって、F１断層は宇土半島

北岸区間が推定された領域（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2013）に沿って分布す

ることが確認されている（文部科学省研究開発局・産業技術総合研究所，2023）。地震調査

研究推進本部地震調査委員会（2013）は、顕著な重力異常の急変帯が２条に分岐する手前（令

和４年度の D３測線付近）を宇土半島北岸区間の南西端としている。重力異常の急変帯は、

宇土半島北岸区間の南西端付近から、東西方向及び北東−南西方向に分岐して延びているよ

うにみえる（図 37）。令和４年度の調査における検討結果、これらの２条に分岐した重力異

常の急変帯のうち、東西方向に延びる重力異常の急変帯に沿って F１断層が分布しているこ

とが明らかになった（文部科学省研究開発局・産業技術総合研究所，2023）。分岐して北東

−南西方向に延びる重力異常の急変帯において探査測線（D304 測線、図 32）を設定して再検

討を行ったが、令和４年度の調査の結果と同様、本調査においても、重力異常の急変に対応

する地質構造は確認できなかった。 

F１断層は、断層の北側が相対的に低下する正断層成分を有しているが、断層の下盤側（隆

起側）における第四紀層の分布が限定的であるため、F１断層の過去の活動の検討が困難で

ある。他方で、F１断層は、断層近傍の第四紀層を累積的に引きずり上げたり、引きずり下

げたりするように変形させている。このことは、F１断層が第四紀において繰り返し活動し

てきた活断層であることを示している。また、このような第四紀層の変形様式は、F１断層

が横ずれ成分を有していることを強く示唆している。さらに、本調査における D303 測線に

おいては、F1 断層の両方に第四紀層が分布しており、F1 断層は第四紀層を切断して、海底

面に段差を生じさせている（図 33）。このことは第四紀において F1 断層が活動したことを

直接的に示している。 

F１断層の低下側（北側）には、第四紀層を累積的に変位させる複数条の海底活断層が F

１断層に並走して発達している。これらの活断層は、全体としては F１断層と同様に断層の

北側を低下させる正断層（F２断層、F３断層、F５断層、F６断層）を主体とするが、断層の

南側を低下させる正断層（F４断層、F７断層）も分布している。マイグレーション断面では、

これらの断層の横ずれ成分を示す構造は確認できない。断層の断面形状にもとづけば、第四

紀層を変位させるこれらの活断層は、深部で F１断層に収斂している可能性が高い。前述の
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ように、ほとんどの測線において F１断層の隆起側に第四紀層が分布しないため、F１断層

を対象として過去の活動を直接的に検討することは困難であると考えられる。F２〜F７断

層を対象とした調査を実施することによって、宇土半島北岸区間の過去の地震活動を評価

できる可能性がある。 
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図 37 宇土半島北岸区間及びその周辺の地質構造図 

薄い赤太線は地震調査研究推進本部地震調査委員会（2013）による宇土半島北岸区間。陸域の地質は産総研地質調査総合センター

（2022）にもとづく（地質に関する凡例の説明は図 29 を参照） 
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図 38 宇土半島北岸区間及びその周辺の地質構造図 

薄い赤太線は地震調査研究推進本部地震調査委員会（2013）による宇土半島北岸区間。 
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d）宇土半島北岸区間の連続性、端点の位置 

宇土半島北岸区間は、宇土半島及び大矢野島の北岸に沿って分布する顕著な１条の重力

異常の急変帯に沿って推定されたものであるが、令和４年度に実施した高分解能マルチチ

ャンネル反射法音波探査によって、宇土半島及び大矢野島の北岸に推定された宇土半島北

岸区間のトレースに沿って、地質境界をなす F１断層が連続的に分布していることが明らか

になった（図 37、38）。重力異常の急変帯は大矢野島の北西端の沖合で２条に分岐するが、

F１断層は東西方向に分岐して延びる重力異常の急変帯に沿って分布していると判断され

る。F１断層は、湯島の北岸を通過し、少なくとも湯島の約 6.0 km 西方の沖合まで連続して

いると考えられる。F１断層によって第四紀層が累積的に引きずり上げたり引きずり下げた

りされていること、D303 測線（図 33）においては第四紀層を切断して海底面に高度差を生

じさせていることから、F1 断層は活断層であると判断される。ただし、本調査で最も西側

に配置した D301 測線（図 35）においては、得られたデータの品質から、F１断層の第四紀

における活動の有無を検討できなかった。すなわち、F１断層が活断層であることが確認で

きたのは本調査における D302 測線（図 34）までの領域である。よって、活断層としての F1

断層の西側端点は、D302 測線と D301 測線に挟まれた海域に位置していると判断される。一

方で、断層の北東側の端点については、令和４年度の調査において最も東側に配置した測線

（D10 測線、宇城市三角町太田尾の沖合）までは F１断層が連続的に捉えられている。これ

よりも東側の領域については、音波散乱層が想定されるため、令和４年度の調査及び本調査

では探査を実施していない。 

F１断層の北側の海域には、F１層と並走して、第四紀層を累積的に変位させる複数条の海

底活断層（F２断層、F３断層、F４断層、F５断層、F６断層、F７断層）が確認できる。これ

らの断層の分布は断続的であるが、断層の断面形状によれば、これらの断層は深部で F１断

層に収斂していると考えられる。すなわち、これらの活断層及び F１断層は一連の断層帯（宇

土半島北岸区間）を構成していると推察される。これらの海底活断層のうち、最も西側に分

布している F6 断層においては、本調査における D301 測線（図 35）及び D302 測線（図 34）

において第四紀層が累積的に変位を受けていることを確認できる。よって、F6 断層は少な

くとも D301 測線までは延びており、その端点はさらに西側に位置していると判断される。

本調査において F6 断層が確認できる最も西側の地点は、湯島の約 6.0 km 西北西の海域（島

原半島の約 1.3 km 東側の沖合。D301 測線の CMP3700 付近）に位置する。既存の活断層に関

する資料（例えば、活断層研究会，1991；今泉・他，2018）には、本断層帯の島原半島側の

陸域延長部に活断層の分布が示されていない。そのため、断層帯の端点が、F6 断層が確認

できた最も西側の地点と島原半島の海岸線の中間に位置すると仮定すれば、断層帯の西側

端点は湯島の約 6.5 km 西北西の海域（島原半島の約 0.6 km 沖合）と推定される。 

以上をまとめると、宇土半島北岸区間は、第四紀層の南縁を限る F１断層と、F１断層の

下盤側（北側）の海域に断続的に分布する海底活断層群によって構成されている。これらの

断層は、宇城市三角町太田尾の沖合から、宇土半島及び大矢野島に沿って北東―南西方向に
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延び、野釜島の約 2.5 km 北方の沖合（令和４年度の D３測線付近）から走向を東西方向に

転じて、湯島の北岸を経て、少なくとも湯島の約 6.5 km 西北西の沖合まで連続する。宇土

半島北岸区間の西端については、地震調査研究推進本部地震調査委員会（2013）によれば、

大矢野島の北西端の沖合の海域とされていた。本調査によって、宇土半島北岸区間はさらに

西側に少なくとも約 11 km 延びていることが明らかになった。宇土半島北岸区間の東端に

ついては、令和４年度の調査及び本調査で音波探査を実施した範囲に断層が分布すること

が確認されることから、少なくとも宇城市三角町太田尾の沖合まで連続している。 

 

4) まとめ 

宇土半島北岸区間の正確な位置・連続性、南西端の位置に関する資料を取得するため、令

和４年度に実施した探査結果を踏まえて、宇土半島北岸区間の南西延長部が分布する島原

湾南西部の海域において、高分解能の音波探査を実施し、海底面下 200 m 程度までの地質

構造を検討可能な高品質な音波探査記録断面を取得した。 

本調査で取得したマイグレーション断面と、令和４年度の調査で得られた成果を組み合

わせて、宇土半島北岸区間の南西延長部を構成する海底活断層の位置形状を明らかにした。

断層は湯島の北岸を経て、少なくとも湯島の約 6.5 km 西北西の海域まで延びていると推定

される。 

本研究では、令和４年度の調査と同様に、沿岸海域における海底活断層調査で一般的な音

波探査よりも高い出力を持つ音源装置、多チャンネルかつ深度ロガーを取り付けた受振器

を用いた高分解能マルチチャンネル反射法音波探査を実施した。また、探査の際には、音源

及びテールブイにおいて GNSS測位を行うことによって、音源及び受振点の座標を精密に決

定した。これによって、海底活断層調査に必要な分解能を維持しながら、深部（海底面下 200 

m程度）までの地質構造を検討可能な、S/N 比の高いマイグレーション断面を取得できるこ

とを示した。こうして得られた探査記録を用いることによって、宇土半島北岸区間を構成す

る断層の分布・性状、連続性及び活動性について、信頼性の高い資料を取得できることを実

証した。島原湾南西部のように、海底地形及び地質構造が複雑な海域では、本調査で実施し

たような高分解能マルチチャンネル反射法音波探査が有力な選択肢となることを示した。

他方で、海岸線が複雑に入り組む領域では、受信器を曳航しながら海岸線付近までの探査を

行うことが困難であるため、海岸線付近については送受震一体型の装置による高分解能音

波探査、あるいは、海底地形調査を組み合わせて調査を実施することが効果的であると考え

られる。 

 

 

  



 523 

(b) 令和６年度の業務の成果 

1) はじめに 

布田川断層帯は、熊本県阿蘇郡南阿蘇村から、上益城郡益城町木山付近及び宇土半島の北

岸を経て、大矢野島の北西端の沖合に至る、概ね東北東−西南西方向に延びる断層帯である

（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2013）。地震調査研究推進本部地震調査委員会

（2013）によれば、布田川断層帯は、布田川区間、宇土区間、宇土半島北岸区間によって構

成されている。これらのうち、宇土区間の一部と宇土半島北岸区間については、重力異常の

急変帯の分布などから、地下に伏在する活断層として推定されたものである（図 39、40）。 

 

 

図 39 布田川断層帯宇土半島北岸区間の位置図 

地震調査研究推進本部地震調査委員会（2013）の図２を編集。断層トレースのう

ち、重力異常の急変帯にもとづいて推定された区間（宇土半島北岸区間、宇土区

間の一部）は薄い太線で示されている。 
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図 40 布田川断層帯付近の重力異常 

地震調査研究推進本部地震調査委員会（2013）の図３。布田川断層の地表トレー

スは赤線で、伏在活断層が推定される場所は薄い太赤線で示されている。（上）

布田川断層帯周辺地域の短波長（＜100 km）重力異常図。（下）布田川断層帯周

辺地域の短波長（＜100 km）重力異常の勾配。青色の濃い部分ほど急勾配である

ことを示す。 
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地震調査研究推進本部（2013）による本断層帯の評価の概要は以下の通りである。宇土半

島北岸区間は、宇土市住吉町から宇土半島北岸に沿って大矢野島の北西端の沖合に至る、長

さ約 27 km 以上の可能性がある断層である（図 39）。宇土半島北岸区間は、宇土半島北岸に

沿って分布する宇土半島北岸断層によって構成されている。宇土半島北岸の宇城市三角町

大田尾の沖合では、海底面付近までを変位が及ぶ北傾斜の正断層が報告されている（産業技

術総合研究所・他，2010；杉山・他，2010）。このことから、宇土半島北岸断層は、断層を

挟んで南東側が相対的に隆起する正断層成分を伴う可能性がある。一方、この断層の横ずれ

成分は不明である。宇土半島北岸区間の南西端については、宇土半島の北岸に沿って認めら

れる顕著な１条の重力異常の急変帯が２条に分岐する手前の、大矢野島の北西端の沖合付

近と評価されている（図 40）。ただし、重力異常の急変帯はさらに南西に続くため、宇土半

島北岸区間はさらに南西に延長する可能性がある。また、宇土半島北岸区間における過去の

活動について、具体的な資料が得られていない。 

以上のように、宇土半島北岸区間は、主として重力異常の急変帯の分布にもとづいて推定

された断層であり、断層の正確な位置・連続性、南西端の位置や、断層の過去の活動につい

ての資料がほとんど存在していない状況であった。そこで、本プロジェクトにおいては、令

和４年度には、断層の正確な位置・連続性を検討するため、断層が推定されている海域（宇

土半島及び大矢野島の北岸）を主たる対象として、高分解能の音波探査を高い測線密度で実

施した（文部科学省研究開発局・産業技術総合研究所，2023）。その結果、宇土半島及び大

矢野島の北岸に沿う海域に、第四紀層に対比される地層を累積的に変形させる海底活断層

が分布していることを初めて明らかにした。令和５年度には、令和４年度の探査結果を踏ま

えて島原湾南西部海域において追加の高分解能の音波探査を実施し、断層の南西延長部及

び南西端の位置を検討した。その結果、宇土半島北岸区間を構成する断層が，地震調査研究

推進本部地震調査委員会（2013）が示した断層の端点から西側の海域に約 11 km 延長して

おり、湯島の北岸海域及び「湯島瀬戸」の海釜の南縁を通過し、島原半島の湯島の約 6.5 km

西北西の海域まで延びることを示した（文部科学省研究開発局・産業技術総合研究所，2024）。

令和４年度及び令和５年度に実施した高分解能の音波探査で得られた探査記録は、宇土半

島北岸区間を構成する海底活断層が第四紀層と推定される地層を累積的に変位させている

こと、その変位は海底面付近に達していることを示している。そこで、令和６年度には海底

活断層近傍の層序や堆積環境を明らかにして断層の過去の活動を具体的に検討するため、

海底面下の堆積物を連続的に採取するための海上ボーリング調査を実施した。 
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2) 調査手法 

a) 海上ボーリング調査 

ⅰ) 掘削地点の選定 

海上ボーリング調査の実施にあたり、令和４年度及び令和５年度に実施した高分解能の

音波探査で取得した探査記録にもとづくサイトサーヴェイを行い、掘削候補地点を選定し

た。音波探査記録によれば、本断層帯は複数条の海底活断層によって構成されている（図 41。

文部科学省研究開発局・産業技術総合研究所，2023，2024）。これらのうち、断層帯の過去

の活動、特に活動履歴と平均変位速度に関する検討に適したサイトとして、D10 測線の F2

断層の近傍を選定した（図 42）。この場所を選定した理由は以下の通りである。①F2 断層は

第四紀層と推定される地層を累積的に変位させているため、この断層が第四紀後期を通じ

て活動を繰り返してきたことを確認することができる。②断層変位は海底面付近の地層（沖

積層と推定される）にも認められるが、その変位は最新活動によるものであると推察され

る。よって、この地点で調査を実施することによって最新活動時期について検討できる可能

性が高い。③本研究で取得した F2 断層近傍の音波探査記録は、断層を挟む地層の対比を行

う上で十分な品質を有しているため、1地点の掘削にもとづいて過去の断層活動について検

討できる可能性が高い。以上のことから、F2 断層のうち、海底面付近までを変位させる断

層を評価対象として、評価対象断層の低下側の 1地点（D10 測線の CMP1580 付近。熊本県宇

城市三角町中村小田良の沖合、水深約 32.6 ｍの地点）を掘削候補地点に選定した。掘削長

については、断層を挟んで確実に対比可能な地層が取得できるように、海底面から約 33 ｍ

の堆積物コア試料を取得することとした。 

 

ⅱ) 海上ボーリング調査の工法及び掘削地点の測位 

掘削候補地点の水深（32.6 m）、島原湾の海況（潮位差及び潮流が大きいこと）を考慮し、

本研究における海上ボーリング調査は掘削自在型試錐工法によって実施することとした（図

43、44）。傾動自在型試錐工法による海上ボーリング調査では、水深 50 ｍまでの海域にお

いて、海水面から最大で 100 m程度までの掘削が可能である。また、この工法では海底面に

仮設したガイドパイプ（海面から海底面まで、サンプラー・ケーシングパイプ等を通すため

の管）に、クレーン台船（以下「掘削船」）に艤装したボーリングマシンを接合させて掘削

を実施する。作業時間外にはガイドパイプとボーリングマシンを切り離しておくことが可

能であり、荒天時にはガイドパイプを残して掘削船を避難（帰港）させることができるため、

安全に施行できる利点を持つ。 

掘削地点の位置（座標）は、GNSS測位による測量によって決定した。GNSS測位は海況が

穏やかな時間帯に、海底面からの長さが分かっているガイドパイプ天端において複数回実

施して、平面座標及び標高を求めた。 
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図 41 宇土半島北岸区間の地質構造図 

令和４年度及び令和５年度に実施した音波探査測線及び、それらの結果にもとづ

く宇土半島北岸区間を構成する海底活断層の分布。 
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図 42 D10 測線で取得したマイグレーション断面 

令和４年度に実施した高分解能の反射法音波探査で取得したマイグレーション断

面。F2 断層のうち、海底面付近までを累積的に変位させる F2-1 断層を検討対象

に選定し、その過去の活動を検討するため、断層の低下側の１地点において海上

ボーリング調査を実施した。 
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図 43 海上ボーリング調査の現場写真（上：調査船、下：ボーリング櫓） 

 



 530 

 

図 44 傾動自在型試錐工法の概念図 
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b) 堆積物コア試料の分析 

海上ボーリング調査で採取した堆積物コア試料は、現場作業中は掘削船上に保管し、現場

で掘削状況及び岩相の概略を記載した。現場作業完了後に港で掘削船から降ろし、陸路にて

産総研に運搬した。 

産総研では、X線 CT装置によるスキャン（以下、「CTスキャン」）、半裁、写真撮影、肉眼

観察、年代分析用試料のサンプリング、帯磁率測定を実施した。CT スキャンには Supria 

Grande，（日立製作所製）を用いてスライス幅 0.625 mm で DICOM 互換形式のデータを取得

し、画像処理ソフトウェア ImageJ（Schneider et al., 2012）によって CT像を作成した。

帯磁率は、半裁後の堆積物コア試料（ハーフコア）を対象として、MSCL-S（Geotek社製）に

装着した帯磁率計（MS2C及び MS3、Bartington社製）を用いて、2 cm 間隔で測定した。 

沖積層に対比される地層の形成年代を推定するため、放射性炭素年代測定を実施した。貝

化石については、現地生であると期待される、破損の少ない個体を測定対象とした。陸域で

形成された堆積物中については、有機質シルト層を測定対象とした。放射性炭素年代測定

は、東京大学大気海洋研究所高解像度環境解析研究センターのシングルステージ加速器質

量分析計によって実施した。得られた放射性炭素年代については、較正プログラム OxCal

（Version 4.4. Bronk Ramsey, 2009）を使用して、暦年較正を行った。その際、貝化石か

ら得られた放射性炭素年代については Marine20（Heaton et al., 2020）の較正曲線を、有

機質シルト層から得られた放射性炭素年代については IntCal20（Reimer et al, 2020）の

較正曲線を用いた。貝化石から得られた放射性炭素年代の暦年較正の際、ローカルな海洋リ

ザーバー効果の補正値（ΔR）はゼロとした。 

更新世に形成されたと推定される地層の形成年代を推定するため、火山灰分析を実施し

た。火山灰分析は、阿蘇 4火砕流（Aso-4）と推定される火砕物については、火砕物中の軽

石と、主として細粒火山ガラスによって構成されるシルト〜極細砂層を対象とした。それら

に加えて、シルト層中に挟在する砂質シルト層を火山灰分析の対象とした。火山灰分析は株

式会社古澤地質において、鉱物組成、火山ガラスの屈折率、斜方輝石の屈折率、SEM-EDXに

よる火山ガラスの化学組成の分析を行った。 
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3) 調査結果 

a) 海上ボーリング調査の結果 

本調査では、熊本県宇城市三角町中村小田良の沖合の地点（GS-ODR-1）において海上ボー

リング調査を行い、海底面下 33.41 m までの堆積物コア試料を取得した（図 45、図 46）。現

場作業は 2024 年 11月 18日〜12月 18日の期間に実施した。GNSS測量によって求めた GS-

ODR-1 地点の孔口の座標は 32°39′32.4360″N、130°29′09.6288″Eであり、標高は−32.6

ｍである。採取した堆積物コアの写真を図 47 に、CT像を図 48 に、柱状図を図 49 に示す。 

 

 

図 45 海上ボーリング掘削地点の位置図 
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図 46 海上ボーリング掘削地点周辺のマイグレーション断面（D10 測線） 

 

  



 534 

 

図 47 GS-ODR-1 地点で取得した堆積物コア試料の写真（0.0〜20.0 m）） 
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図 47（つづき） GS-ODR-1 地点で取得した堆積物コア試料の写真（20.0〜34.4 m）  
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図 48 GS-ODR-1 地点で取得した堆積物コア試料の CT像（0.0〜20.0 m）  
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図 48（つづき） GS-ODR-1 地点で取得した堆積物コア試料の CT像（20.0〜34.4 m）  
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図 49 GS-ODR-1 地点で取得した堆積物コア試料の柱状図、CT値、帯磁率 
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堆積物コア試料の肉眼観察に加えて、CTスキャンで得られた CT像の観察にもとづいて柱

状図を作成した（図 49）。また、沖積層と推定される地層から取得した貝化石（３試料）及

び有機質シルト（２試料）を対象に、放射性炭素年代測定を実施した（表３）。さらに、更

新統と推定される火砕物（１層準）、細粒火山ガラス（１層準）、及びシルト層に挟在する砂

質シルト層（４層準）を対象とした火山灰分析を実施した（表４）。堆積物コアの物性変化

を把握するため、CTスキャンで得られた DICOMデータから堆積物の CT値（X線の吸収率を

反映）の鉛直変化を求め、図 49 に示した。同様に、堆積物の帯磁率の鉛直変化を図 49 に示

した。 

 

表３ 放射性炭素年代測定結果 

 

 

表４ 火山灰分析結果 
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上述の分析結果にもとづいて、GS-ODR-1 地点の堆積物・火砕物のユニットを上位から大

きく堆積ユニットＡ〜Ｄに区分した。堆積ユニットＡ，Ｃ、Ｄはそれぞれサブユニット A1・

A2、サブユニット C1・C2、サブユニット D1〜D4 に細分される。以下に各ユニットの特徴を

述べる。 

 

堆積ユニットＡ（コア深度 0.00〜5.85 m） 

粗粒砂及び貝殻片を主体とする。最上部の 0.00〜0.65 m は流失しており、0.65〜0.77 m

まではガイドパイプの内側から剥がれたと推察される金属片が混入している。コア深度

4.15 m 付近の侵食面を境に、上位をサブユニット A1（コア深度 0.00〜4.15 m）,下位をサ

ブユニット A2（コア深度 4.15〜5.85 m）に細分した。 

サブユニット A1 は、下位のサブユニット A2 に侵食面を介して累重し、基底付近は径 3〜

6 mm 大の礫及び貝化石を主体とする砂礫層であり、径 10 cm程度の軽石粒子を含む。サブ

ユニット A1中からは、コア深度 3.28 m から採取した貝化石（スダレモシオ、水深 15−100

ｍの範囲の砂礫底で生息することが知られる二枚貝）から 5.36 cal kBPの放射性炭素年代

が、コア深度 3.44 m から採取した貝化石（ホクロガイ、水深 10−100ｍの貝殻混じりの粗砂

底で生息することが知られる二枚貝）から 5.34 cal kBP の放射性炭素年代が、コア深度

3.49 ｍから採取した貝化石（スダレモシオ、前述の通り）から 5.66 cal kBPの放射性炭素

年代が得られた。堆積ユニット Aには多くの貝化石が含まれており、一般に、こうした地層

中の貝化石は再移動してきたもの、すなわち、貝化石の示す年代値が地層の形成年代よりも

古い可能性がある。しかし、本研究では、いずれも破損が少なく、化石を包含する地層の堆

積環境と生息環境が一致する貝化石を、近接した層準（コア深度 3.28〜3.49ｍ）から選定

した。その結果、得られた年代の幅は 300 年程度と小さいことから、いずれの貝化石も大き

く再移動を受けていない、すなわち、貝化石から得られた放射性炭層年代は地層の形成年代

を示していると考えられる。 

サブユニット A2 は下位の堆積ユニット Bに侵食面を介して累重する地層で、淘汰の悪い

貝化石が混じる粗粒砂主体の砂礫層である。コア深度 4.55 ｍ付近及び 4.95 m 付近には径

5 cm程度の軽石礫が含まれる。 

 本ユニットは現在の海底面を構成する貝化石まざりの地層であり、5.34〜5.66 cal kBP

の年代を示すことから、完新世における砂礫質の湾底堆積物であると判断される。軽石礫が

含まれていることから、周辺の海域で潮流あるいは波浪による侵食・運搬作用があったと推

察される。 

 

堆積ユニットＢ（コア深度 5.85〜7.32 m） 

リズミカルな平行葉理が発達した未固結の砂質シルト〜シルト質細砂を主体とする。シ

ルト質細砂には軽石粒が含まれる。下位の堆積ユニット C との境界は整合的であると推察

される。コア深度 6.90〜7.20 m は堆積後に流動等で乱れたと推察される構造が見られる。
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コア深度 6.20〜6.45 m には植物根が認められる。貝化石は確認できない。本ユニットの基

底付近（コア深度 7.20 m）のシルト層からは 18.17 cal kBPの放射性炭素年代を、本ユニ

ットの最上部（コア深度 5.90 m）のシルト層からは 17.75 cal kBPの放射線炭素年代が得

られた。 

本ユニットは、リズミカルな平行葉理が発達する砂質シルト〜シルト質細砂を主体とす

ること、貝化石を含まない、という特徴を持つ。また、18.17〜17.75 cal kBPの放射性炭

素年代が得られていることから、本ユニットは後氷期の海面上昇期に、潮汐の影響を受ける

河口付近で形成された堆積物であると推察される。一般的な日本の沖積低地の層序を参考

にすれば、本ユニット及び堆積ユニット Aはいわゆる沖積層に対比される。 

 

堆積ユニットＣ（コア深度 7.32〜14.12 m） 

本ユニットは、後述するように Aso-4 火砕流で形成された火砕物（サブユニット C2：コ

ア深度 9.60〜14.12 m）と、Aso-4 の軽石を多量に含む砂礫層（サブユニット C1）からなる。 

サブユニット C2 は基底（コア深度 14.00〜14.12 m）は径 2〜15 mm 大の岩片（角礫）を

主体とする礫層からなりる。その上位には上方粗粒化を示す角閃石を含む多量の軽石（径 8 

mm〜数 cm 大が主体）及び岩片（1〜6 mm 大が主体）によって構成される淘汰の悪い火砕物

（コア深度 10.50〜14.00 m）が覆う。コア深度 12.00〜13.00 m の区間にはパイプ状の構造

が認められる。サブユニット C1 の最上部（コア深度 9.60〜10.50 m）はラミナの発達する

砂質シルト（火山ガラスを主体とする）及び円磨を受けた軽石礫によって構成される。サブ

ユニット C2 下部に含まれる軽石（コア深度 13.30〜13.35m の軽石粒）、サブユニット C2 上

部の砂質シルト（コア深度 10.47〜10.49 m）に含まれる火山ガラスは、いずれも Aso-4 の

特徴と一致する。 

サブユニット C1 は下位のサブユニット C2 に侵食面を介して累重し、径 5 cm程度までの

軽石粒子を多量に含む中粒砂を主体とする、ラミナ（一部は斜交葉理）が発達する砂礫層で

ある。 

本ユニット下部のサブユニット C2 は、岩相及び火山灰分析の結果から Aso-4 の火砕物に

対比できる。C2 上部の細粒層は Aso-4 の軽石・火山ガラスからなるため、Aso-4 の噴出直後

に水域に形成された堆積物と考えられる。サブユニット C1 に含まれる軽石粒子は Aso-4火

砕物が再移動した粒子と推察され、直上の堆積ユニット Bからは 18.17 cal kBPの放射性

炭素年代が得られている。これらのことに加えて、ラミナの発達する砂礫層であることか

ら、サブユニット C1 は Aso-4 以降の後期更新世に形成された河川堆積物であると考えられ

る。 

 

堆積ユニットＤ（コア深度 14.15〜33.41 m） 

堆積ユニットＣの下位の地層を堆積ユニットＤと区分した。本ユニットは 4 つのサブユ

ニット（上位から D1〜D4）に細分される。 
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サブユニット D1（コア深度 14.15〜16.05 m）は本ユニットの最上部をなし、有機質シル

トと斜交葉理の発達する砂層の互層からなる。貝化石は確認できない。最上部（コア深度

14.15〜14.40 m）はやや固結して、クラックが発達する。 

サブユニット D2（コア深度 16.05〜22.00 m）は生痕化石（サンドパイプを含む）及び貝

化石、植物片を含む未固結のシルト〜砂質シルトを主体とする。下位のサブユニット D3 と

は漸移的であるが、サブユニット D3 に比べて粗粒である。上部（コア深度 16.05〜19.00 m）

にはラミナや微細砂層が挟まれている。コア深度 19.40-19.45 m の砂質シルト中には阿蘇 3

火砕流（Aso-3）の特徴を有する火山灰が含まれる。 

サブユニット D3（コア深度 22.00〜29.15 m）は未固結の塊状のシルト層からなる。肉眼

では明瞭なサンドパイプ等の生痕化石は認められないが、CT 像には生痕を確認できる。ま

た、貝の破片が確認できる。下位のサブユニット D4 とは漸移的であるが、サブユニット D4

に比べると細粒である。コア深度 27.10〜27.13 m の砂質シルト中には、阿蘇 3火砕流（Aso-

3）の特徴を有する火山灰が含まれる。 

サブユニット D4（コア深度 29.15〜33.41 m）は未固結の塊状のシルトを主体とし、一部

に平行葉理が発達する。また、貝の破片が確認できる。コア深度 29.85〜29.90 m の砂質シ

ルトには、阿蘇 3火砕流（Aso-3）の特徴を有する火山灰が含まれる。また、コア深度 32.60

〜32.65 m の砂質シルト中には、阿蘇 3火砕流（Aso-3）及び阿蘇 2火砕流（Aso-2）の特徴

を有する火山灰が含まれる。 

本ユニットには Aso-3 の特徴を有する火山灰が混入していることから、Aso-3噴出以降に

形成された堆積物に対比される。貝が混ざる相対的に粗粒で平行葉理が認められるシルト

層（サブユニット D4）、貝が混ざる塊状で相対的に細粒なシルト層（サブユニット D3）、貝

やサンドパイプが認められる相対的に粗粒なシルト〜砂質シルト層（サブユニット D2）は、

海水準の上昇〜内湾の埋積までの一連の内湾堆積物である可能性がある。すなわち、サブユ

ニット D4 から D3 の形成期には海水準上昇によって水深が増加し、サブユニット D3 から D2

の形成期には河口から植物片を含む砕屑物が供給されるようになり、同時に内湾が埋積さ

れることによって水深が減少していった、と解釈できる。サブユニット D1 は内湾が埋積さ

れた後に河口付近に堆積した河川〜氾濫原堆積物であると考えられる。サブユニット D1 の

最上部が固結しクラックが発達していることは、上位の堆積ユニット C（Aso-4）に覆われ

る際に、地表面が火砕物の熱による変性を受けたことを示唆する。すなわち、Aso-4噴出時

に、GS-ODR-1 地点が陸化していた可能性を示す。 
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b) 高分解能反射法音波探査の結果と海上ボーリング調査結果の比較 

GS-ODR-1 地点で実施した海上ボーリング調査の結果を、D10 測線で実施した高分解能反

射法音波探査で取得したマイグレーション断面に重ね合わせた（図 50，図 51）。海上ボーリ

ング調査の結果と比較するため、D10 測線のマイグレーション断面について P 波速度を

1,500 m/sと仮定して、時間断面を深度断面に読み替えた。 

D10 測線のマイグレーション断面の音響的特徴について、GS-ODR-1 地点の海上ボーリン

グ調査による堆積ユニット区分・堆積物の物性の鉛直変化と比較した（図 51）。マイグレー

ション断面における連続性が良好な反射面や内部反射面の特徴が変化する境界面は、堆積

物コア試料の岩相境界の深度とほぼ調和的である。そこで特徴的な反射面及び境界面にも

とづいて、音響層序ユニットを上位から A〜Dに区分した。以下にその特徴を述べる。 

 

音響層序ユニット A 

音響層序ユニット A は海底面とほぼ平行に成層した内部反射面を有する。下位の音響層

序ユニット Bにダウンラップ（オンラップと解釈される部分もある）して殲滅、あるいはオ

ーバーラップする。本ユニットは GS-ODR-1 地点における堆積物ユニット Aに対応する。 

本ユニットは海底面直下に分布すること、堆積物ユニット Aに対応することから、完新世

の砂礫質な内湾底堆積物であると考えられる。下位の音響層序ユニット B にダウンラップ

していることから、本ユニットは完新世の高海面期に発達した可能性がある。 

 

音響層序ユニット B 

音響層序ユニット B は概ね平行な内部反射面を持ち、下位のユニットがつくる谷状の地

形を埋積するように分布する。下位の地層にオンラップする構造が認められる。本ユニット

は GS-ODR-1 地点における堆積物ユニット Bに対応する。 

本ユニットは堆積物ユニット B に対応することから、後氷期以降に形成された堆積物で

あると判断される。谷状の地形を埋積し、下位の地層にオンラップすることから、本ユニッ

トは海水準の上昇期にアグラデーションしながら発達したと推察される。 

 

音響層序ユニット C 

音響層序ユニット Cは、ややカオティックな内部反射面を持ち、下位の音響層序ユニット

Dにオーバーラップする。上面は起伏を持ち、侵食を受けていると推察される。本ユニット

は GS-ODR-1 地点における堆積物ユニット Cに対応する。 

本ユニットは堆積物ユニット Cに対応することから、Aso-4 の火砕物及びその再移動堆積

物と解釈される。 
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図 50 D10 測線におけるマイグレーション断面の解釈図 
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図 51 GS-ODR-1 地点における堆積層ユニット区分を踏まえた音響層序区分 
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音響層序ユニット D 

音響層序ユニット Dは概ね平行な内部反射面が発達する。ユニット内部に、少なくとも 2

枚の侵食面が確認できる。本ユニットは GS-ODR-1 地点における堆積物ユニット Dに対応し

ており、2枚の反射面の層準は、堆積サブユニット D2/D3境界及び D3/D4境界に対応する。

堆積物コア試料の肉眼観察によれば概ね塊状のシルト層からなるサブユニット D3 において

は、CT値及び帯磁率の変化に対応した内部反射面が認められる。 

本ユニットは堆積物ユニット Dに対応することから、Aso-3 以降に形成された内湾及び河

口低地の堆積物と解釈される。マイグレーション断面で侵食面と半産される層準において、

堆積物コア試料では侵食面を確認することができなかった。ただし、マイグレーション断面

における侵食面に対応した岩相の変化を認めることができ、これらは Aso-3 噴出以降の海

面上昇〜内湾の埋積に対応すると考えられる。こうした時期に形成される侵食面であると

すれば、本ユニット中の侵食面は海進面である可能性がある。 
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c) 対象断層の過去の活動の検討 

ⅰ) 平均的なずれの速度 

D10 測線で取得したマイグレーション断面と海上ボーリング調査の結果にもとづいて、対

象断層の上下変位量及び平均上下変位速度を検討した。対象断層は音響層序ユニット D か

らユニット Aの下部までを累積的に変位させている（図 50，図 52）。 

音響層序ユニット D に発達する 2 枚の侵食面は、若干の起伏を持つが、海進に伴って概

ね水平に形成されたと推察される。これらの侵食面は対象断層を挟んで、堆積サブユニット

D3/D4境界付近の侵食面が約 11.4 m、D2/D3境界付近の侵食面が約 10.5 m の高度差を持つ

（図 51）。堆積ユニット Dには Aso-3 に対比される火山灰が混入していることから、これら

の地層の形成年代は Aso-3 の噴出（130 ka。町田・新井編，2003）以降である。以上のこと

から、ユニット D 形成以降の平均上下変位速度は 0.081〜0.088 m/ky以上と求めることが

できる。 

音響層序ユニット C の基底面に着目すると、ユニット C はユニット D をオーバーラップ

しており、ユニット C/D 境界は滑らかで、かつ、ユニット D最上部の内部反射面と平行であ

る（図 51）。これらのことは、ユニット Dの上面はほとんど侵食を受けていないことを示唆

している。GS-ODR-1 地点では、ユニット D最上部を構成する堆積物（堆積サブユニット D1）

は主として有機質シルトによって構成されており、当時は河口付近の低地であったと推察

される。すなわち、ユニット C（Aso-4 の火砕物）は、ほぼ水平に形成されていた河口低地

を覆って形成されたと考えられる。ユニット C/D 境界は、対象断層を挟んで 10.5 m の高度

差を持つ。ユニット C/D 境界の形成年代は Aso-4 の噴出年代（85〜90 ka）とほぼ等しいと

考えられるため、ユニット C/D 境界以降の平均上下変位速度は、0.12 m/ky程度と求められ

る。 

上記に加えて、音響層序ユニット Bの基底面には約 1.8 m、音響層序ユニット A下部には

0.8 m程度の高度差が認められる（図 53、図 54，図 55）。これらに高度差は 1回ないし 2回

程度の断層変位によって生じたものであると推定されるため、ここでは平均変位速度は計

算しない。 
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図 52 F2-1 断層を挟んだユニットＣ基底及びユニットＤのずれ 
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ⅱ) 活動時期 

対象断層は音響層序ユニット A を変位させているため、本断層帯は完新世にも活動して

いることが確実である（図 53）。対象断層の近傍では、ユニット Aのうち、海底面下 3.5 m

よりも深部の内部反射面を見ると、断層を挟む高度差がほぼ一定（0.8 m程度）である（図

53）。他方で、GS-ODR-1 地点付近における海底面下 3.0〜3.5 m の領域に着目すると、深度

3.5 m 付近に認められるピーク（正）の反射面が 0.8 m程度の高度差を持つのに対し、深度

3.0 m 付近に認められる反射面は平滑化されて高度差が 0.2 m程度にまで減少する。これら

のことから、対象断層の最新活動は、深度 3.5 m 程度までの反射面に対応する地層の形成

より後に推定される。また、深度 3.0 m 付近の反射面ではすでに埋め戻しが進んでいるた

め、少なくとも深度 3.0 m 付近の反射面に対応する地層の形成前に最新活動があったと考

えられる。GS-ODR-1 地点のコア深度 3.28〜3.49ｍから得られた貝化石が 5.34〜5.66 cal 

kBPの放射性炭素年代を示すことから、最新活動時期は、5.3〜5.7 cal kBP 前後であると

考えられる（図 54）。また、海底面下 3.5 m より深部のユニット Aの変形が 1回の活動によ

るものとすれば、最新活動の 1回に伴う上下方向のずれは 0.8 m程度であったことになる。 

音響層序ユニット Bの基底面に着目すると、断層を挟んで 1.8 m程度の高度差が認めら

れる（図 55）。この高度差はユニット A下部に認められる高度差より 2倍以上の大きさであ

る。よって、音響層序ユニット Bの形成開始後に、少なくとも 2回以上の断層活動があった

可能性がある。GS-ODR-1 地点におけるユニット Bの基底付近のシルト層が 18.17 cal kBP

の放射性炭素年代を示すことから、少なくとも 18.2 cal kBP以降に 1つ前の活動を含む 1

回以上の活動があったと推察される。 

 

ⅲ) １回のずれの量と平均活動間隔 

対象断層による１回のずれの量は、最新活動に伴うユニット A下部の変形にもとづけば、

0.8 m程度（上下方向）であると考えられる（図 53）。また、ユニット D及びユニット C基

底面の形成以降の平均上下変位速度が 0.08〜0.12 m/ky と推定されることから、平均活動

間隔は 6.7〜10.0 kyと求められる。 
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図 53 F2-1 断層を挟んだユニットＡ下部のずれ 

  

〜0.8 m のずれ 
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図 54 F2-1 断層を挟んだユニットＡ下部のずれと年代測定結果 
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図 55 F2-1 断層を挟んだユニットＢ基底（沖積層基底面）のずれ 
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d) 断層帯の過去の活動の検討 

高分解能の音波探査の結果によれば、宇土半島北岸区間を構成する海底活断層は複数条

に分岐している。本研究では、これらのうち海底面付近までを変位させる１条の断層（F2-

1 断層）に着目して、過去の活動の検討を進めた。しかし、検討したパラメータのうち、特

に平均上下変位速度と１回のずれ量については、断層帯全体の値としては過少評価の可能

性がある。そこで、ここでは対象断層について求めた平均上下変位速度及び１回のずれ量

が、断層帯全体のそれらのパラメータとの違いについて検討した。 

D10 測線においては、宇土半島北岸区間を構成する北傾斜の正断層としては、F1 断層と、

検討対象とした断層を含む F2 断層（３条の断層が確認できる）が存在する（図 56）。これ

らのうち、F2 断層によるユニット Aの変位に着目すると、F2-1 断層の変位量は 0.8 m程度

であり、ひとつ北側の F2-2 断層では 0.3 m程度の北側が低下する撓みが、最も北側の F2-

3 断層では 0.5 m程度の北側が低下する撓みが認められる（図 56）。これらを合算すると、

最新活動の１回に伴う F2 断層の上下変位量は 1.6 m 程度であったと見積もることができ

る。 

他方で、F1 断層近傍に着目すると、ユニット Aまたはユニット Bに対比される堆積体（前

述のように、ユニット A及びユニット Bはいわゆる「沖積層」に対比される。以下、「ユニ

ット A・B」と呼ぶ）が、断層を境にして基盤岩に接している（図 57）。ユニット A・Bの基

底面は低海面期に形成された侵食面であると推定され、その基底面は F1 断層を挟んで南側

に滑らかに続いていた可能性がある。F1 断層を挟んで、断層の北側に分布するユニット A・

Bの基底面と、断層の南側の地形面（基盤岩上面）の高度差は約 5.4 m である（図 57）。こ

の高度差がユニット Bの形成以降の F1 断層による上下変位によるものとすれば、本研究に

よる検討対象の断層 F2-1 付近におけるユニット B基底面の高度差が 1.8 m程度であること

から、F1 断層の変位量は F2-1 断層の３倍程度であったことを指摘できる。F2−1 断層にお

ける最新活動１回に伴う上下変位量が 0.8 m程度であることから、F1 断層における１回の

上下変位量は 2.4 m 程度であった可能性がある。以上にもとづけば、北傾斜の正断層（F1

断層及び F2 断層）による１回の活動に伴う上下変位量は 4 m 程度であった可能性がある。 

平均変位速度について、F2 断層を構成する３条の断層によるユニット D 中の侵食面の上

下変位量及びユニット C基底面の変位量の合計は、それぞれ 16.0〜15.5 m 及び約 15.5 m

である（図 58）。F1 断層の変位量が F2-1 断層の変位量の３倍程度であるとすれば、F1 断層

によるユニット D 中の侵食面の上下変位量及びユニット C基底面の変位量はそれぞれ 34.2

〜31.5 m 及び約 31.5 m と見積もられる。ユニット Dは Aso-3噴出（130 ka）以降に形成さ

れ、ユニット C基底面が Aso-4噴出時（85−90 ka）と考えられるため、F2 断層全体及び F1

断層の平均変位速度は 0.12〜0.18 m/ky及び 0.24〜0.37 m/kyと概算して求めることがで

きる。また、北傾斜の正断層（F1 断層及び F2 断層）による平均上下変位速度は、0.36〜0.55 

m/kyである可能性がある。 
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図 56 F2 断層による挟んだユニットＡ下部のずれ 
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図 57 ユニットＡ及びユニットＢ基底（沖積層基底面）のずれ 
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図 58 F2 断層によるユニットＣ基底及びユニットＤのずれ 
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4) まとめ 

宇土半島北岸区間の過去の活動を検討するため、令和４年度及び令和５年度に実施した

高分解能の反射法音波探査の結果を踏まえて、宇土半島北岸区間を構成する海底活断層近

傍の１地点で海上ボーリング調査を実施し、深度 33.41 m までの堆積物コア試料を採取し

た。また、取得した堆積物コア試料を分析することにより、断層近傍に分布する地層の形成

年代及び形成環境を具体的に明らかにした。 

海上ボーリング調査の結果を踏まえて、高分解能の反射法音波探査によって取得したマ

イグレーション断面にもとづいて、断層近傍の地質構造を検討した。その結果、検討対象と

した１条の海底活断層に関して、平均変位速度が 0.08〜0.12 m/ky、最新活動時期が 5.3〜

5.7 cal kBP頃、１回前の活動が 18.2 cal kBP以降、１回の変位量が 0.8 m/ky程度、平均

活動間隔が 6.7〜10.0 kyであると推定される。さらに、宇土半島北岸区間を構成する北傾

斜の正断層群について検討した結果、１回の変位量が４m程度であり、平均上下変位速度が

0.36〜0.54 m/kyである可能性があることを示した。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

令和４年度には宇土半島北岸区間が推定されている海域と、その南西側の島原湾におい

て実施した高分解能の音波探査によって、宇土半島北岸区間を構成する海底活断層が実在

していること、その正確な位置・連続性が初めて明らかにした。宇土半島北岸区間を構成す

る断層は，地震調査研究推進本部地震調査委員会（2013）が示した断層の端点から西側の海

域に延びており、湯島の北岸を経て、少なくとも湯島の約 1.0 km 西方の海域まで連続して

いる。また、断層がさらに島原半島の方向に延びている可能性を示した。 

令和５年度には、追加の高分解能の音波探査を実施して、断層帯の南西端の位置を検討し

た。宇土半島北岸区間を構成する断層は、地震調査研究推進本部地震調査委員会（2013）が

示した断層の端点から西側の海域に約 11 km 延長しており、湯島の北岸海域及び湯島瀬戸

の海釜の南縁を通過し、島原半島の湯島の約 6.5 km 西北西の海域まで延びていることが明

らかになった 

令和６年度には、宇土半島北岸区間の過去の活動についての資料を得るため、１地点で海

上ボーリング調査を実施して、海底活断層近傍に分布する地層の形成年代を明らかにした。

令和４年度・令和５年度に実施した高分解能の音波探査の結果と海上ボーリング調査の結

果を組み合わせることによって、宇土半島北岸区間を構成する１条の海底活断層を対象と

して、平均上下変位速度、最新活動時期、１つ前の活動時期、１回の変位量（上下）、平均

活動間隔についてのパラメータを初めて取得した。さらに、北傾斜の断層群を対象として、

断層帯全体における１回の活動に伴う変位量（上下）、平均上下変位速度を示した。 

本研究では、３ヶ年の計画で、これまで断層の詳細な位置及び過去の活動に関する具体的

な試料がほとんど得られていなかった海底活断層を対象として高分解能の音波探査と海上

ボーリング調査を実施することによって、断層の詳細な位置・形状、端点位置、過去の活動
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に関するパラメータを初めて明らかにすることができた。音波探査においては、従来の沿岸

域で一般的な音波探査に比べて、より深部まで、より高品質な断面を取得可能な新しい高分

解能の音波探査を初めて国内の海底活断層調査に適用した。これにより、海底面下 300 m程

度までの地下構造を明瞭に捉えることが可能となり、過去の断層活動を検討するための掘

削調査にむけたサイトサーヴェイを効率的に実施することに繋がった。また、高品質な音波

探査が取得できたことによって、１地点における海上ボーリング調査にもとづいて、過去の

活動に関する詳細な検討を、効率的に実施することができた。 

高品質な音波探査と海上ボーリング調査を組み合わせることによって、水深 50 m までの

沿岸海域に分布する海底活断層について、主として上下方向のずれについて解明する技術

が確立しつつある。本研究で対象とした宇土半島北岸区間のように、断層が複数条に分布し

ている場合には、１条の断層の評価にとどまらず、断層帯全体としての評価を行うための工

夫が必要となる。そのためには、本研究で取得した高分解能の探査に加えて、より深部（500m

〜数 km）を対象とした探査を組み合わせて、震源断層の構造を把握した上で評価すること

が必要と考えられる。また、細密な海底地形データ等と、より高い分解能を持つ SBP等によ

る音波探査を組み合わせたサイトサーヴェイを行うことによって、最新活動時期をより精

度良く議論できるようになる可能性がある。 

 

 

（謝辞） 

現地調査にあたっては漁業関係者、港湾施設関係者、自治体ならびに海上保安部の方々に

は調査の趣旨をご理解いただき、多大なご協力をいただきました。音波探査の実施にあたっ

ては、川崎地質株式会社の皆様にご協力いただきました。海上ボーリング調査の実施にあた

っては、中央開発株式会社の皆様にご協力いただきました。堆積物コア試料の分析にあたっ

ては、産総研の太田耕輔博士、天野敦子博士、横井久美氏、星住英夫氏、藤原 治博士、東

京大学大学院生（産総研 RA）の根本夏林氏、田畑 薫氏にご協力いただきました。ここに

記して感謝いたします。 

 

  



 559 

(e) 引用文献 

赤木 健，7万 5千分の 1地質図幅「口之津」，地質調査所（現 産総研地質調査総合センタ

ー），1936． 

Bronk Ramsey, C., Bayesian analysis of radiocarbon dates, Radiocarbon, 51, 337-

360, 2009. 

Heaton, T. J., Köhler, P., Butzin, M.,Bard, E., Reimer, R. W., Austin, W. E. N., 

Bronk Ramsey, C., Grootes, P. M., Hughen, K. A., Kromer, B., Reimer, P. J., 

Adkins, J., Burke, A., Cook, M. S., Olsen, J., Skinner, L. C.，Marine20—the 

marine radiocarbon age calibration curve (0–55,000 cal BP), Radiocarbon, 62, 

779–820, 2020. 

長谷義隆・岩内明子，内陸堆積層の分布高度から求めた中部九州地溝内沈降域の変位，地質

学論集，41，p.53-72．1993． 

今泉俊文・宮内崇裕・堤 浩之・中田 高編，「活断層詳細デジタルマップ 新編」，東京大

学出版会，154pp，2018.  

地震調査研究推進本部地震調査委員会，「布田川断層帯・日奈久断層帯の評価（一部改定）」，

66p，2013． 

活断層研究会編，「新編 日本の活断層」，東京大学出版会，440pp，1991． 

町田 洋・新井房夫，「新編 火山灰アトラス［日本列島とその周辺］」，東京大学出版会，336p，

2003． 

松石秀之・松本達郎，南部有明海の海底沖積層—有明海の海底沖積層〔その 2〕−−，九州大

学理学部研究報告，地質学，10，p.91-121，1969． 

松岡裕美・岡村 眞，中央構造線系海底活断層の分布形態とその特徴，月刊地球号外，31，

p.110-116，2000． 

文部科学省研究開発局・産業技術総合研究所，「活断層評価の高度化・効率化のための調査」

令和元年度 成果報告書，2020． 

文部科学省研究開発局・産業技術総合研究所，「活断層評価の高度化・効率化のための調査」

令和２年度 成果報告書，2021． 

文部科学省研究開発局・産業技術総合研究所，「活断層評価の高度化・効率化のための調査」

令和３年度 成果報告書，2022． 

文部科学省研究開発局・産業技術総合研究所，「活断層評価の高度化・効率化のための調査

手法の検証」令和４年度 成果報告書，2023． 

文部科学省研究開発局・産業技術総合研究所，「活断層評価の高度化・効率化のための調査

手法の検証」令和５年度 成果報告書，2024． 

森尻理恵・広島俊男・駒澤正夫・牧野雅彦・村田泰章・名和一成・西島 潤・茂木 透，20

万分の 1 重力図「福岡地域重力異常図（ブーゲー異常）」，産総研地質調査総合センタ

ー，2001． 



 560 

村上文敏・西村清和・松岡弘和・古谷昌明・丸山かおる・半場康弘・立石雅昭，浅海域音波

探査用 12 チャンネル受信ケーブルの作成と海域実験，海洋調査技術学会第 16 回研究

成果発表会講演要旨集，2004． 

村田泰章・名和一成・駒澤正夫・森尻理恵・広島俊男・牧野雅彦・山崎俊嗣・西村 清和・

大熊茂雄・志知龍一，20 万分の 1 重力図「鹿児島地域重力図（ブーゲー異常）」，産総

研地質調査総合センター，2004． 

長尾 巧，天草の地質略報（一），地質学雑誌，29，p.41−56，1922． 

大塚裕之，口之津層群の層序および堆積物—口之津層群の地史学的研究 その 1−−，地質学

雑誌，72，p.271-384，1966． 

大塚裕之，北西部九州有明海南部地域の更新−最新統の層序学的，堆積学的研究，鹿児島大

学理学部紀要（地学・生物学），3，p.35-65，1970． 

大塚裕之・外間喜春・田中利明・後村信幸・竹之内貴裕・上野宏共，島原半島南部の地質の

再検討，鹿児島大学理学部紀要（地学・生物学），28，p.181−241，1995． 

Reimer, P. J., Austin, W. E. N., Bard, E., Bayliss, A., Blackwell, P. G., Bronk 

Ramsey, C., Butzin, M., Cheng, H., Edwards, R. L., Friedrich, M., Grootes, P. 

M., Guilderson, T. P., Hajdas, I., Heaton, T. J., Hogg, A. G., Hughen, K. A., 

Kromer, B., Manning, S. W., Muscheler, R., Palmer, J. G., Pearson, C., van der 

Plicht, J., Reimer, R. W., Richards, D. A., Scott, E. M., Southon, J. R., 

Turney, C. S. M., Wacker, L., Adolphi, F., Büntgen, U., Capano, M., Fahrni, S. 

M., Fogtmann-Schulz, A., Friedrich, R., Köhler, P., Kudsk, S., Miyake, F., 

Olsen, J., Reinig, F., Sakamoto, M., Sookdeo, A. & Talamo, S., The IntCal20 

northern hemisphere radiocarbon age calibration curve (0–55 cal kBP). 

Radiocarbon, 62, 725–757, 2020. 

斎藤 眞・宝田晋治・利光誠一・水野清秀・宮崎一博・星住英夫・濱崎聡志・阪口圭一・大

野哲二・村田泰章，20万分の 1地質図幅「八代及び野母崎の一部」，産総研地質調査総

合センター，2010． 

産総研地質調査総合センター，20 万分の 1 日本シームレス地質図 V2，2022．

https://gbank.gsj.jp/seamless（閲覧日：2023 年 3月 3日）． 

産業技術総合研究所・千葉大学理学部・東海大学海洋学部・地域地盤環境研究所，沿岸海域

における活断層調査「雲仙断層群北部（海域）及び雲仙断層群南東部（海域）」成果報

告書，本文 49p，図表 134p，2010． 

Schneider, C.A., Rasband, W.S, and Eliceiri, K.W., NIH Image to ImageJ: 25 years 

of image analysis. Nature Method, 9, 671-675, 2012. 

杉山雄一・岡村行信・武田伸勝・丸山かおる，九州中部，島原湾と橘湾における雲仙断層群

の音波探査，活断層・古地震研究報告，11，p.149-194，2010． 



 561 

３．10 宮古島断層帯の調査 

 

(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 宮古島断層帯の調査 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

東京大学地震研究所 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

助教 

研究員 

白濱 吉起#1 

レゲット 佳 

#1 2023 年 10 月異動 

 

(c) 業務の目的 

宮古島断層帯は、南西諸島西部の宮古列島に分布しており、分布形状と活動性の違いに

より、断層帯中部と断層帯西部に区分される。断層帯中部はマグニチュード 7.2 程度の地震

が発生する可能性があり、その際に東側が西側に対して相対的に２m程度低くなる段差が生

じる可能性がある。一方、断層帯西部はマグニチュード 6.9 程度の地震が発生する可能性が

あり、その際に東側が西側に対して相対的に１m程度低くなる段差が生じる可能性がある。

しかしながら、本断層帯の両区間とも、平均活動間隔や平均変位速度が明らかではなく、地

震調査研究推進本部地震調査委員会（2010；以下、地震調査研究推進本部と呼ぶ。）では、

将来このような地震が発生する長期確率を求めることができないとされている。本事業で

は、島内及び沿岸の浅海部に延びる活断層を対象に、主に平均変位速度を解明することを目

的とした活断層調査を実施する。新しい調査手法として沿岸部の変位地形の把握のため、浅

海底レーザー測量結果を活用するとともに、編年手法として宇宙線生成核種年代測定を実施

する。 

 

(d) ３ヵ年の年次実施業務の要約 

1) 令和４年度： 

断層帯中部ないし西部における地形地質調査、陸域の断層帯の一部における航空 LiDAR

測量結果、浅海部の断層沿いの一部における浅海底レーザー測量結果により、断層変位地形

を把握した。踏査結果及び得られた地形データから活動性を解明するため、１箇所以上の調

査候補地点を入念に選定した。 

2) 令和５年度： 
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断層変位地形の把握と試料採取候補地点の選定のため、地形地質調査を実施した。ま

た、平均変位速度を含む断層活動性調査に適した１箇所以上を選定し、ボーリング調査、ピ

ット掘削調査、及びトレンチ調査を実施した。隆起海岸地形を対象とした地形・地質調査を

実施した。宇宙線生成核種年代測定及び放射性炭素年代測定のための試料を採取し、採取し

た試料の一部について分析を行った。 

3) 令和６年度： 

断層変位地形の把握のため、地形地質調査を実施した。過年度に採取した試料の調製・

測定を実施し、地形面等の年代について検討した。得られた年代測定結果を基に平均変位速

度等の活動性について検討するとともに、新手法の可用性について検証した。 

  

(2) 令和６年度の成果 

（3）に記載。 

 

(3) 令和４～６年度の成果 

(a) 業務の要約 

宮古島断層帯は、断層長が中部で約 28 km、西部で約 17 km あり、マグニチュード 7.2 程度も

しくはそれ以上の地震が発生する可能性がある。しかし、本断層の最新活動後の経過率及び将来

の地震発生確率は不明とされている。本断層を対象として令和４年度から令和６年度にかけて、

沿岸海域の航空レーザー測深によって得られた詳細地形データに加え、石灰岩から抽出した放射

性塩素同位体（36Cl）を使用した表面照射年代測定を適用し、平均変位速度を含む活動性の推定を

試みた。令和４年度は、陸域では空中写真及び国土地理院の整備する５m メッシュの地形データ

を使用し、沿岸海域では航空 LiDAR 測量ならびに浅海底レーザー測量によって取得された詳細地

形データ（１mメッシュ）を海上保安庁ならびにアジア航測株式会社より借用し、宮古島及び周辺

海域を対象として変動地形及び断層変位地形の判読を行った。令和５年度は、宮古島断層帯の活

動性調査を目的にボーリング・トレンチ調査を含む地形・地質調査を実施し、表面照射年代測定

用試料及び放射性炭素年代測定用試料を採取した。ボーリング・トレンチ調査は宮古島市平良久

貝地区にて実施し、トレンチ掘削箇所において断層活動に伴う沈降運動が少なくとも１回生じた

ことが明らかとなった。令和６年度は、トレンチや海岸から採取した試料について放射性炭素年

代測定を行い、トレンチ調査結果について検討した。また、宮古島に分布する海成段丘や島内で

採取した試料について、試料調製・計測を実施し、表面照射年代測定を行った。その結果、宮古

島断層帯西部、特に腰原断層系の活動時期として、１千５百年前以後、１千２百年前以前に一回、

約１万年前以後、約６千年前以前に一回の活動が推定された。また、おおよそ 0.1 m/千年の平均

上下変位速度が推定された。 

 

(b) 令和４年度の業務の成果 
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1）調査の概要 

本年度は宮古島断層帯中部ならびに宮古島断層帯西部を含む陸域の活断層を対象として、1960

〜1970 年代に撮影された空中写真及び国土地理院の整備する５m メッシュの地形データによる変

動地形の判読を行った。また、地形地質調査、陸域の断層帯の一部における航空 LiDAR測量結果、

浅海部の断層沿いの一部における浅海底レーザー測量結果により、陸域と周辺海域における変動

地形や活断層の分布を明らかにした。踏査結果及び得られた地形データから活動性を解明するた

め、調査候補地点を２地点選定した。 

 

2）はじめに 

a）宮古島断層帯の概要 

宮古島断層帯は宮古列島（宮古島、池間（いけま）島、来間（くりま）島、伊良部島）に分布す

る北西－南東走向を示す複数列の並走した正断層から構成される（図１）。地震調査研究推進本

部（2010）では、長沼断層系、与那原（よなばる）断層系、野原（のばる）断層系からなる宮古島

断層帯中部、腰原（こしばる）断層系、嘉手（かで）断層系、牧山断層、来間断層からなる宮古島

断層帯西部に区分した。地震調査研究推進本部では、主に平成 20 年度に地域地盤研究所・産業技

術総合研究所によって行われた調査研究成果（以下、平成 20 年度追加・補完調査と呼ぶ。）に基

づいて評価を行った。その結果、宮古島断層帯中部は長さ 28 km 以上で、東側が相対的に沈降す

る正断層であり、40〜90万年前以降に形成された友利（ともり）石灰岩を変位させていることか

ら、それ以降に活動したことは確実であるものの、最新活動時期や平均変位速度などの活動性は

不明であるとした。また、宮古島断層帯西部は 12万年前以降に活動した可能性があるが、最近の

活動を示す地形・地質的な痕跡は見つかっておらず、宮古島断層帯中部同様活動性は不明である

とした。 

宮古島に分布する断層の存在は、1960 年代から報告されており（例えば、Doan et al., 1960

など）、活断層研究会編（1980；1991）によって、構成断層が新城（あらぐすく）断層系、福里断

層系、長沼断層系、与那原断層系、野原断層系、腰原断層系、嘉手断層系、来間断層、佐和田断

層、牧山断層の 10 断層に整理された（図２）。今泉・他（2018）では北西－南東走向の長さ約 25 

km の正断層群からなるが、後期更新世の活動を示す確実な痕跡は認められないとしている。活動

履歴の解明を目的とした体系的な活断層調査は平成 20 年度に実施された活断層の追加・補完調査

で行われたものが唯一であるが、年代測定が可能な堆積物に乏しいため、通常のトレンチ調査や

ボーリング調査が難しいとされ、活動性を示す地形・地質学的証拠が得られていない。平成 20 年

度追加・補完調査の成果報告書では宮古島断層帯の活動性を明らかにするための課題の一つとし

て、地形面の年代を定めることが困難であることを挙げている。 

 

b）宮古島の地形と地質 
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宮古島の位置する南西諸島は沖縄トラフと海溝に挟まれた列島を形成している（図３）。沖縄

トラフには海溝の伸びる方向と平行な正断層群が発達する（図４）。一方、南西諸島の分布する

浅海域には海溝の伸びる方向と直交する正断層が発達する。宮古島に認められる正断層群は後者

の正断層の一部を構成している。宮古島周辺海域では宮古列島を取り囲むように水深の浅い（〜

水深 100 m）海域が広がる。特に東〜北東側の海域にはフデ岩や八重干瀬（やびじ）といった裾礁

サンゴ礁が広く発達する（図５）。また、来間島西部にも水深の浅い海域が広がっており、サン

ゴ礁が発達する。宮古列島の北側は沖縄トラフ、南側は海溝に向かって急激に水深が深くなって

おり、沖縄トラフ側には正断層が認められる。 

宮古列島は、宮古島本島、本島北部に位置する池間島、本島北西に位置する伊良部島、本島西

部に位置する来間島からなる（図５）。宮古島本島は大まかには、東西方向、北西－南東方向、北

北東－南南西方向の三辺で囲まれた三角形を呈しており、その標高は南東端ほど高い傾向を示す。

東西方向の海岸線と北西－南東方向の海岸線のうち、南東側の大部分は急崖を形成する。島内に

は北西－南東方向の断層に沿ってリッジやウォールが並走する。地形面は概して平坦であるが、

石灰岩地帯特有の溶食地形であるドリーネやウバーレといった凹地やドライバレーが認められる。

北西側は伊良部島との間の浅い海域に面しており、大浦湾や与那覇湾といった湾状の海岸線が顕

著である。池間島は宮古島本島の北端の西平安名（へんな）岬、世渡崎の延長に位置し、池間大

橋で本島とつながっている。伊良部島は伊良部島と下地島の２つの楕円形をした島が並んでおり、

伊良部大橋によって本島とつながる。伊良部島の北東岸は一部海成段丘面の分布が認められるが、

概して急崖を形成する。伊良部島の平坦面は概ね西へ傾斜し、下地島の平坦面は概ね東へ傾斜す

る。来間島は宮古島本島の南西端から伸びる来間大橋によってつながっており、伊良部島同様北

東側の急崖と西へ傾斜する平坦面が特徴的である。 

宮古島の地質は、大まかには砂岩・泥岩からなる島尻層群、石灰岩からなる琉球層群、地表表

層を覆う風成堆積物から構成される。島尻層群、琉球層群の細分は Doan et al.（1960）によって

なされ、その後、大村（1973）、矢崎（1976；1977）、矢崎・大山（1979；1980）によって、琉球

層群は下位から保良（ぼら）石灰岩、友利（ともり）石灰岩、平良（ひらら）石灰岩、下地島（し

もじしま）石灰岩に細分された。これらは基本的に不整合関係にあるとされているが、沖縄第四

紀調査団（1976）、亀山・首藤（1980）、中森（1982）のように、一連の整合関係にあるとする研

究もある。以降では、地層の分類・呼称は矢崎・大山（1980）に従う。いずれの研究結果において

も共通している地質構造の特徴としては、宮古島が西へ傾斜した傾動地塊を形成していること、

西側ほど地形面を形成する石灰岩層が新しく、覆瓦状に琉球層群が重なっていることが挙げられ

る（図６）。また、更新統に相当する琉球層群が鉛直に近い正断層によって変位していることが

報告されており（地域地盤研究所・産業技術総合研究所，2009ほか）、琉球層群の形成以降に活

動したことは確実とされる（図６）。本田・他（1994）は、琉球層群のナンノ化石層序に基づき最

下部のユニットから 0.89 Ma、最上部のユニットから 0.39 Ma 以前という年代を推定した。その

うちの中部ユニットは友利石灰岩に対比されることから、酸素同位体ステージとの対比により 友
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利石灰岩は 40〜90万年前に堆積したと推定した（地震調査研究推進本部，2010）。宮古島に分布

する石灰岩に対する磁気層序研究によると、宮古島に分布する石灰岩中に松山－ブルン地磁気極

性境界（M-B 境界：781 ka；Gradstein et al., 2012）が存在することが報告されており、上記の

堆積年代と矛盾しない。 

 

3) 調査手法 

a）地形判読 

陸域の地形判読は、国土地理院によって 1967 年及び 1974年に撮影された空中写真を用い、立

体視により行った。また、国土地理院の整備する基盤地図情報数値標高モデル（５mメッシュ）を

使用し、各種地形表現図（陰影起伏図、傾斜量図、段彩図）を活用し判読を行った。判読結果は

ArcGIS 上で整理した（図７）。海域の地形データに関しては、海上保安庁より１m メッシュの詳

細地形データを提供いただいた。また、アジア航測株式会社の所有するアーカイブデータから宮

古島沿岸の１m メッシュの詳細地形データを購入した。結果、新たに計測するよりも広範囲の地

形データを取得でき、宮古島沿岸海域を網羅する判読が実施できた。ただし、地形データは判読

に用いるのみで、宮古島沿岸海域の海底地形の把握が可能な形式で公開しないことを条件に両機

関から地形データを提供いただいているため、本報告書においては、判読結果のみを示す。 

判読においては、各種地形表現図（陰影起伏図、傾斜量図、段彩図）を作成した上で判読を行

った（図８）。本図はアジア航測株式会社の提供範囲に関しては、同社が特許を有する微地形表

現図（特許第 4272146号、特許第 3670274号）を活用した（図８）。なお、本図は判読に用いた

地形表現図の例として示すことを目的としており、位置情報を付記しないことを条件に提示した。

海域の判読においては、主にサンゴ礁の形成する地形を元に行った（図９）。以降のサンゴ礁に

関連する地形名（礁池、礁嶺、礁斜面など）の示す地形については図９に示した。判読では、サン

ゴ礁地形に認められるリニアメントを抽出し、断裂や変位が顕著に認められるものを断層と判断

し、変位が小さいまたは断裂や変位が不明瞭なものは推定断層とした。断層が疑われるが変位が

確認できないものはそのままリニアメントとして示した。 

 

b）地形地質調査による試料採取地点の選定 

平成 20 年度追加・補完調査報告書は、宮古島においては地形面の年代を定めることが課題の一

つであることを挙げている。本調査では、その課題への対応として宇宙線生成核種による年代測

定により地形面の年代を決定することを試みる。宮古島の表層地質は石灰岩で構成されているた

め、石灰岩から抽出できる放射性核種である 36Clが活用できる（Gosse and Phillips, 2001）。

そのための試料採取地点の選定を目的に、地形地質調査を実施した。 

 

4) 調査の結果 

a）地形判読結果 
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判読結果の詳細は図 10〜図 23 に示し、その凡例は図 24に示した。 

 

i）宮古島北東海域 

宮古島本島の北東岸〜八重干瀬〜フデ岩付近の海域を宮古島北東海域とする。八重干瀬北側の

ウツグス・ヌ・ッスゥヒダの更に北側には礁嶺にまで至らない高まりとそれを取り巻く縁脚－縁

溝系が約４km四方広がっている（図 25）。縁脚－縁溝系はサンゴが形成する細長い尾根が礁嶺

から放射状に広がる地形であり（図９）、それらが判読において良好な基準となる。そのため、

正断層による断裂を明瞭に確認でき、断層が密に判読された（図７及び図 10）。顕著な断層は

北北東－南南西走向の西落の正断層で、およそ２km 間隔で並走する。それらと約 50 度で斜交す

る北西－南東走向の正断層群が認められ、概ね北落ちを示す。さらに北北東－南南西走向の小断

層と北西－南東走向の小断層がそれらの大きい変位を示す断層の間に多数認められた。八重干瀬

からフデ岩にかけての宮古島北東海域の北東縁付近においては、八重干瀬北側同様礁嶺とそれを

取り巻く縁脚－縁溝系が発達しており、断層が密に判読された（図 11 及び図 13）。顕著な断層

は北西－南東走向の断層で、それらと斜交する小断層も多数認められた。八重干瀬から池間島ま

での領域では、パッチリーフが多数分布する（図 12、図 13 及び図 25）。その形状や配置には北

西－南東走向のリニアメントが不明瞭ながら認められるが、礁嶺そのものに変位が認められるケ

ースは少ない。礁嶺をとりまく縁脚－縁溝系も発達しておらず、海底が砂地であることから、断

層が判読できていない。 

本海域では、北側に北北東－南南西走向の正断層、北東側に北西－南東走向の正断層が顕著に

認められた。これらのうち北北東－南南西走向の正断層は沖縄トラフ側の崖地形と走向が等しい

ため、沖縄トラフ側に発達する正断層と同じ成因である可能性がある。一方、北西－南東走向の

正断層は宮古鞍部や宮古島断層帯と走向が等しく、それらと同じ成因・性状を有する可能性があ

る。礁嶺や縁脚－縁溝系に認められる断裂・断層はサンゴ礁の成長によって不明瞭になることが

予想されるが、宮古島北東海域において明瞭に認められることは、サンゴの成長速度やサンゴ礁

の成長パターンを考慮すると、過去数千年内に活動した可能性がある（図 26）。 

 

ii）宮古島断層帯東部 

宮古島断層帯東部は福里断層系及び新城断層系からなる（図２、図６、図 20 及び図 21）。宮

古島島内でも標高の高い東端に位置する。東下がりと西下がりの正断層が地溝を形成する。島の

東岸は西への傾動を示すことから、海域に伸びる正断層の存在が疑われるが、海底の地形データ

からは明瞭な断層は認められなかった（図 16、図 17、図 20 及び図 21）。福里断層北部付近で

は、断層に並行する撓曲崖を判読したが、段丘崖の可能性がある。周囲の平坦面は溶食が進んで

いる。福里断層南部断層崖に沿ってリッジが認められるが、溶食によって顕在化した可能性があ

る。これらの断層については、最近の活動を示す根拠がないことから、評価対象断層となってい
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ない（地震調査研究推進本部，2010）。本調査においても、崖地形は明瞭に確認できたものの、

新しい地形面を変位させている箇所は認められなかった。 

 

iii）宮古島断層帯中部 

宮古島断層帯中部は長沼断層系、与那原断層系、野原断層系からなる（図２、図６、図 12、

図 15、図 16 及び図 20）。長沼断層系は池間島から仲原にかけて伸びる北西－南東走向の東落ち

の正断層で、断層に沿ってリッジが認められ、断層の西側は顕著に西に傾動する。 

長沼断層系北部は西平安名岬付近で二条に分かれ、池間島に連続するように見える。西平安名

岬付近の断層を挟んだ地形面にはほとんど落差がなく、リッジによって断層の存在が示唆され

る。城辺付近ではリッジが顕著に発達し、杉型雁行配列を示す。東仲宗根添付近に撓曲崖を判読

したが、段丘崖の可能性がある。 

与那原断層系は西原から仲原にかけて伸びる北西－南東走向の東落ちの正断層で、断層に沿っ

てリッジが認められ、断層の西側は顕著に西に傾動する。全体的に杉型雁行を示す。南側ほどリ

ッジは顕著に発達するが、断層を挟んだ地形面にほとんど落差がない箇所が認められる。 

野原断層は池間島から仲原にかけて伸びる北西－南東走向の東落ちの正断層で、断層に沿って

リッジが認められ、他の断層系同様断層の西側は顕著に西に傾動する。全体的に杉型雁行を示

す。野原岳の南に位置する千代田付近において、リッジを伴わない約 10 m の断層崖が認められ

る。 

上記以外の断層として西原付近で長沼断層系から西北西－東南東走向に分岐する断層が認めら

れる。この断層は大浦湾を横切り、大浦崎の末端付近でやや東方向に走向を変えたあと、伊良部

島の佐良浜港付近に伸びる。北落ちの正断層と考えられ、以降では大浦断層と呼称する。また、

福山付近から平良にかけて長沼断層系、与那原断層系、野原断層系を北東－南西方向に横切る南

東落ちの正断層が認められた。主要な正断層系と比較すると変位量は小さいものの、明瞭な断層

が確認された。以降では平良断層と呼称する。 

長沼断層系、与那原断層系、野原断層系についてのトレースや断層沿いの観察結果は、先行研

究とほぼ同じであり、非常に明瞭なトレースであると言える。長沼断層系、与那原断層系につい

ては、リッジは明瞭なものの、断層を挟んだ地形面に変位が認められない箇所が存在しており、

離水後に大きな変位が生じていない可能性がある。平成 20 年度追加・補完調査による海域の音

波探査では、これらの断層の延長に大きな変位を示す断層が見つかっていない(図 27；地域地盤

研究所・産業技術総合研究所，2009)。一方、野原断層系は千代田付近において平滑な地形面を

変位させている。本地形面の年代は不明であるが、矢崎（1977）の示す野原面相当とすると、後

期更新世以降に活動した可能性がある。ただし、平成 20 年度追加・補完調査では、更に古い地

形面である可能性を指摘している。また、同事業による海域の音波探査において、野原断層系の

延長に大きな変位を示す断層は見つかっていない（図 27）。 
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本研究では、大浦断層及び平良断層の存在を指摘した。大浦断層に関しては、海底のパッチリ

ーフ列や海底地形の落差から推定されるが、サンゴの生育過程や海流の影響によって列状に配列

している可能性は否定できない。平良断層については、後述する佐和田断層と走向が類似する

が、佐和田断層と異なり、南東落ちを示す。地形面の形成年代には慎重な検討が必要であるが、

より平滑な地形面をより新しい地形面と解釈すると、新しいほど変位量が小さい様子が認められ

た。変位の累積性が認められることから、活断層である可能性がある。 

 

iv）宮古島断層帯西部〜宮古島南西海域 

宮古島断層帯西部は伊良部島の牧山断層（図 14及び図 15）、宮古島本島の腰原断層系（図 15

及び図 19）、嘉手断層系（図 19 及び図 20）、来間島の来間断層(図 19)からなる（図２及び図

６）。 

伊良部島の牧山断層は地震本部による評価では、長さ約 1.2 km とされるが、本研究では、白

鳥崎まで伸びると判読した。その根拠としては、白鳥崎において伊良部島を取り巻く環礁が途切

れること、浅海底の地形データから、宮古島北東海域同様、縁脚－縁溝系に断裂が認められるこ

とが挙げられる（図 14）。本断層の活動により、伊良部島が全体的に西へ傾動している可能性

がある。また、佐良浜漁港までのトレースは大浦断層の延長で同じ北落ちの断層であることか

ら、一連の断層である可能性がある。 

伊良部島の北部では北東－南西走向の北落ちの断層が認められた。この断層は断層長が短いと

いうことを理由に評価対象となっていないものの、明瞭な断層崖を有する顕著な断層である。本

調査では、浅海底の詳細地形データの判読により、佐和田断層の西側延長に位置する佐和田の浜

の湾内に僅かな落差が認められた。さらにその延長には、空港をまたいで下地島北側の直線的な

海岸地形があり、環礁部分においてわずかに水深の低下が認められた。こうした特徴から、佐和

田断層は少なくとも下地島の西岸まで延びる可能性があり、その場合、断層長は約 5.5 km と見

積もられる。 

腰原断層系及び嘉手断層系はそれぞれ宮古島の北岸と南岸付近に分布する短い断層である。そ

れらをつなぐような顕著な断層の連続は認められないものの、宮古空港の位置する平坦面には複

数列の背斜状の高まりが認められた。初生的な地形であることは否定できないものの、本研究で

は変動地形と解釈し、地表を断裂させない程度の変位が生じていると推定した。腰原断層系及び

嘉手断層系の分布域は地形面が比較的新しく、変位が西側の断層系ほど累積していないと考えら

れる。 

平成 20 年度に海域の音波探査によって推定された伊良部島と宮古島本島の間に推定された断

層は海底の詳細地形データによっても不明瞭ながら確認できた（図 15 及び図 27）。本断層は牧

山断層と久松付近の断層をつなげるように伸びる。この断層の延長は入江湾付近の断層からその

延長の音波探査によって推定された変位量の大きい断層にあたっており、もし白鳥崎から入江湾

付近の断層まで一連の断層だとするとその長さは約 23 km となる。これらの断層や入江湾付近の
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断層によって変位した周囲の地形面は宮古島でも新しい地形面であることや音波探査によって推

定された変位量の大きい断層が入江湾付近の断層の延長線上に位置することから、活動的な断層

であると推定される。 

伊良部島と宮古島本島から南西側の海域を宮古島南西海域とよぶ（図 14、図 15、図 18、図

19、図 22、及び図 23）。本海域では、平成 20 年度に海域の音波探査によって来間断層に延長す

ると考えられる断層が認められた（図 27）。海底の詳細地形データの判読を行った結果、変位

方向の同じ断層がほぼ同じ位置に認められた（図６及び図 19）。しかし、来間断層までつなが

ることは確認できなかった。また、宮古島南西海域では、パッチリーフ列に沿って断層が存在す

ることが指摘されているが、それらの列は地形的には西落ちであり、音波探査によって示唆され

た断層位置と合わない。また、音波探査によって推定された断層は東落ちであり地形とも矛盾す

る。仮に東落ちの正断層の活動に伴い、隆起側が浅くなりサンゴ礁が西へと拡大することで、西

落ちの地形が形成されるというようなプロセスが生じていれば、パッチリーフ列と断層の不一致

は説明できる。 

来間島からさらに西側の海域では、サンゴ礁が北西－南東方向に分布する（図 22）。そのた

め、同方向のリニアメントが認められるが、周辺海域の卓越流向が同様の方向であるため（海上

保安庁，1986）、単純に断層運動の結果と考えることは難しい。ただ、現世のサンゴ礁において

も北西－南東方向のサンゴ礁の配列が生じていることは、現在陸上において認められるリッジ列

が離水前にすでに生じていたことを示唆する。 

 

v）南西諸島に分布する活断層との関係 

宮古島の陸上部分においては、北西－南東方向の断層の配列が顕著に認められた。一方、宮古

島北東海域においては、北西－南東方向の断層に加え、北東－南西方向の断層が認められた。陸

域においても、佐和田断層や平良断層のような北西－南東方向の断層と斜交する断層が認められ

た。宮古島北東海域や宮古島の北西－南東方向の断層は、海溝に沿った方向の伸長によって生じ

たものであり、北東－南西方向の断層は沖縄トラフの拡大に伴う正断層と考えられる。宮古島の

陸域においては、海溝に沿った方向の伸長応力が強く働いているが、沖縄トラフの拡大に伴う変

形も生じていると推定される。八重干瀬北側の断層分布は沖縄トラフに近いほど、後者の影響が

強く働くことを示唆する。 

Maeda et al.（2019）は北西－南東方向の断層の間隔から、断層の形成に寄与する地殻の厚さ

を推定し、表層３km のみが関与していると推定した。この厚さは地震発生層に到達しておら

ず、起震断層に直接的につながっていないことが示唆される（Maeda et al., 2019）。しかし、

変動地形として現れている以上、変位を生じさせる活動があることは確実であり、その変位がど

の様な頻度や速度で生じるかを知ることは重要である。 

 

b）試料採取候補地点の選定 
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先行研究や本調査による判読結果を踏まえ、対象地域として嘉手断層系の周辺を候補とした。

本断層帯周辺は地形面が比較的新しく、年代測定できる可能性がある。また、音波探査によって

変位が認められた断層の近傍であり、比較的活動的な断層であると考えられる（図 27；地域地

盤研究所・産業技術総合研究所，2009）。 

宮古島上野地区宮国には直線的で明瞭な断層が認められる（図 20）。本地点の年代測定がで

きれば、断層の変位速度を推定することができる。周辺の踏査を行った結果、地形面を構成する

石灰岩が露出する露頭を２地点において確認した（図 28）。令和５年度以降に、これらの地点

を含め、表面照射年代測定のための試料採取を検討した。 

 

5) 結論ならびに今後の課題 

本年度は、宮古島及び周辺海域を対象として変動地形及び断層変位地形の判読を行った。陸域

では、1960〜1970 年代に撮影された空中写真及び国土地理院の整備する５mメッシュの地形デー

タを使用し、沿岸海域では航空 LiDAR測量ならびに浅海底レーザー測量によって取得された詳細

地形データ（１mメッシュ）を海上保安庁ならびにアジア航測株式会社より入手し、それらを使

用した。地形判読の結果、陸域と周辺海域における変動地形や活断層の詳細な分布を明らかに

し、従来指摘されていなかった断層の存在を示した。また、判読結果をもとに地表踏査を行い、

表面照射年代測定を実施するための調査候補地点を２地点選定した。 
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図１ 宮古島の評価対象断層 

地震調査研究推進本部地震調査委員会（2010）より引用。 
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図２ 宮古島に分布する活断層 

活断層データベースを元に作成。地震調査研究推進本部（2010）を参照し、腰原断層系、

嘉手断層系、来間断層、佐和田断層、牧山断層の断層線を追記するとともに、方位記号、

断層名を追記した。 
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図３ 南西諸島周辺海域の地形 

地形データには GEBCO_2022 Grid (sub-ice topo/bathy)を使用した（GEBCO Compilation 

Group，2022）。 
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図４ 南西諸島周辺海域の活断層 

活断層研究会編（1991）より宮古島周辺を抜粋。 
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図５ 宮古島及び周辺海域の地形 

陸域の地形データは国土地理院の数値地形データ（５mメッシュ；国土地理院，2023）、海域の

地形データには GEBCO_2022 Grid (sub-ice topo/bathy)を使用した（GEBCO Compilation 

Group，2022）。 
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図６ 宮古島の地質図 

（Ａ）宮古島の地質図。５万分の１地質図「宮古島」（矢崎・大山，1980）。（Ｂ）宮古島の地

質断面。測線は図 6Aの CC’を参照。 
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図７ 宮古島と沿岸海域の判読結果 

背景は図５と同様。紫の領域がアジア航測株式会社(AAS)提供の地形データにより判読した範

囲。黄緑の範囲が海上保安庁提供(JCG)の地形データにより判読した範囲。Profileは平成 20 年

度追加・補完調査の反射法探査測線。 
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図８ 海域の地形データの例 

海域の地形判読に用いた図の例。アジア航測株式会社提供の地形データより作成。なお、本図は

判読に用いた地形表現図の例として示すことを目的としており、位置情報を付記しないことを条

件に提示している。（Ａ）傾斜量図と段彩図を重ね合わせた図。（Ｂ）アジア航測株式会社の作

成した微地形表現図。 

 

  



 579 

 

図９ サンゴ礁の模式図 

環境省「サンゴ礁保全の取り組み；1−2 サンゴ礁の分布」の図４を引用（2023/04/15 確認） 

（https://www.env.go.jp/nature/biodic/coralreefs/reference/mokuji.html）。 
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図 10 判読結果（25.05°N、125.25°E付近） 

判読した範囲の一部を緯度 0.1 度、経度 0.1 度の区画で拡大した。表示した図の中央位置は図７

に示した。背景は図７と同様。断層線の凡例は図 24を参照。 
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図 11 判読結果（25.05°N、125.35°E付近） 

判読した範囲の一部を緯度 0.1 度、経度 0.1 度の区画で拡大した。表示した図の中央位置は図７

に示した。背景は図７と同様。断層線の凡例は図 24を参照。 
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図 12 判読結果（24.95°N、125.25°E付近） 

判読した範囲の一部を緯度 0.1 度、経度 0.1 度の区画で拡大した。表示した図の中央位置は図７

に示した。背景は図７と同様。断層線の凡例は図 24を参照。 
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図 13 判読結果（24.95°N、125.35°E付近） 

判読した範囲の一部を緯度 0.1 度、経度 0.1 度の区画で拡大した。表示した図の中央位置は図７

に示した。背景は図７と同様。断層線の凡例は図 24を参照。 
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図 14 判読結果（24.85°N、125.15°E付近） 

判読した範囲の一部を緯度 0.1 度、経度 0.1 度の区画で拡大した。表示した図の中央位置は図７

に示した。背景は図７に加え、海域については沿岸の海の基本図「宮古島（海底地形図）」（海

上保安庁，1986）を使用。断層線の凡例は図 24を参照。 
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図 15 判読結果（24.85°N、125.25°E付近） 

判読した範囲の一部を緯度 0.1 度、経度 0.1 度の区画で拡大した。表示した図の中央位置は図７

に示した。背景は図７に加え、海域については沿岸の海の基本図「宮古島（海底地形図）」（海

上保安庁，1986）を使用。断層線の凡例は図 24を参照。 
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図 16 判読結果（24.85°N、125.35°E付近） 

判読した範囲の一部を緯度 0.1 度、経度 0.1 度の区画で拡大した。表示した図の中央位置は図７

に示した。背景は図７に加え、海域については沿岸の海の基本図「宮古島（海底地形図）」（海

上保安庁，1986）を使用。断層線の凡例は図 24を参照。 
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図 17 判読結果（24.85°N、125.45°E付近） 

判読した範囲の一部を緯度 0.1 度、経度 0.1 度の区画で拡大した。表示した図の中央位置は図７

に示した。背景は図７に加え、海域については沿岸の海の基本図「宮古島（海底地形図）」（海

上保安庁，1986）を使用。断層線の凡例は図 24を参照。 
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図 18 判読結果（24.75°N、125.15°E付近） 

判読した範囲の一部を緯度 0.1 度、経度 0.1 度の区画で拡大した。表示した図の中央位置は図７

に示した。背景は図７に加え、海域については沿岸の海の基本図「宮古島（海底地形図）」（海

上保安庁，1986）を使用。断層線の凡例は図 24を参照。 
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図 19 判読結果（24.75°N、125.25°E付近） 

判読した範囲の一部を緯度 0.1 度、経度 0.1 度の区画で拡大した。表示した図の中央位置は図７

に示した。背景は図７に加え、海域については沿岸の海の基本図「宮古島（海底地形図）」（海

上保安庁，1986）を使用。断層線の凡例は図 24を参照。 
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図 20 判読結果（24.75°N、125.35°E付近） 

判読した範囲の一部を緯度 0.1 度、経度 0.1 度の区画で拡大した。表示した図の中央位置は図７

に示した。背景は図７に加え、海域については沿岸の海の基本図「宮古島（海底地形図）」（海

上保安庁，1986）を使用。断層線の凡例は図 24を参照。 
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図 21 判読結果（24.75°N、125.45°E付近） 

判読した範囲の一部を緯度 0.1 度、経度 0.1 度の区画で拡大した。表示した図の中央位置は図７

に示した。背景は図７に加え、海域については沿岸の海の基本図「宮古島（海底地形図）」（海

上保安庁，1986）を使用。断層線の凡例は図 24を参照。 
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図 22 判読結果（24.65°N、125.15°E付近） 

判読した範囲の一部を緯度 0.1 度、経度 0.1 度の区画で拡大した。表示した図の中央位置は図７

に示した。背景は図７に加え、海域については沿岸の海の基本図「宮古島（海底地形図）」（海

上保安庁，1986）を使用。断層線の凡例は図 24を参照。 
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図 23 判読結果（24.65°N、125.25°E付近） 

判読した範囲の一部を緯度 0.1 度、経度 0.1 度の区画で拡大した。表示した図の中央位置は図７

に示した。背景は図７に加え、海域については沿岸の海の基本図「宮古島（海底地形図）」（海

上保安庁，1986）を使用。断層線の凡例は図 24を参照。 
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図 24 拡大した判読結果の凡例 

紫の領域がアジア航測株式会社(AAS)提供の地形データにより判読した範囲。黄緑の範囲が海上

保安庁提供(JCG)の地形データにより判読した範囲。 
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図 25 八重干瀬周辺の空中写真 

地理院地図（電子国土 Web：http://maps.gsi.go.jp/）を用いて、全国最新写真（シームレス）

から作成（2023/04/15参照）。 
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図 26 裾礁の形成過程模式図 

環境省「サンゴ礁保全の取り組み；1−2 サンゴ礁の分布」の図６を引用（2023/04/15参照） 

（https://www.env.go.jp/nature/biodic/coralreefs/reference/mokuji.html）。 
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図 27 平成 20 年度追加・補完調査による音波探査の結果 

平成 20 年度追加・補完調査による音波探査結果の浅部解釈図。（Ａ）Line 1、（Ｂ）Line 2、

（Ｃ）Line 3。 それぞれ平成 20 年度追加・補完調査調査結果報告書の図 19、図 21、図 23 を引

用。 

  

A 

C 

B 
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図 28 試料採取候補地点の様子 

試料採取候補地点の位置は図 20参照。 

  



 599 

(c) 令和５年度の業務の成果 

1）調査の概要 

宮古島断層帯の活動性調査を目的にボーリング・トレンチ調査を含む地形・地質調査を実施し、

表面照射年代測定用試料及び放射性炭素年代測定用試料を採取した。ボーリング・トレンチ調査

は宮古島市平良久貝地区にて実施した。その結果、トレンチ掘削箇所において断層活動に伴う沈

降運動が少なくとも１回生じたことが明らかとなった。また、久貝地区、下里地区、宮国地区に

おいて腰原断層系もしくは嘉手断層系の活動によると推定される隆起海岸地形が認められた。こ

れらの地形について地上レーザー測量を含む地形計測と年代測定試料の採取を実施した。加えて、

西原地区では海成段丘面の露頭から断層変位と推定される変形を見出し、試料採取を実施した。 

 

2）はじめに 

宮古島断層帯は地震調査研究推進本部（2010）では、長沼断層系、与那原（よなばる）断層

系、野原（のばる）断層系からなる宮古島断層帯中部、腰原（こしばる）断層系、嘉手（かで）

断層系、牧山断層、来間断層からなる宮古島断層帯西部に区分される（図１）。地震調査研究推

進本部による評価では、宮古島断層帯中部は長さ 28 km 以上で、東側が相対的に沈降する正断層

であり、40〜90万年前以降に形成された友利（ともり）石灰岩を変位させていることから、そ

れ以降に活動したことは確実であるものの、最新活動時期や平均変位速度などの活動性は不明で

あるとした。また、宮古島断層帯西部は 12万年前以降に活動した可能性があるが、最近の活動

を示す地形・地質的な痕跡は見つかっておらず、宮古島断層帯中部同様活動性は不明であるとし

た。 

令和４年度の調査により、宮古島及び周辺海域の断層や変動地形の分布を明らかにした（図７）。

また、宇宙線生成核種を用いた表面照射年代測定のための試料採取候補地点を選定した。今年度

は宮古島の地形地質調査を実施し、嘉手断層系及び腰原断層系の示す断層変位地形について調査

を行った。特に腰原断層系の分布する久貝地区においてボーリング調査及びトレンチ調査を実施

した。また、宮古島の複数地点において表面照射年代測定のための試料採取を行った。 

 

3) 調査手法 

a）地形判読及び地質踏査による調査地点の選定 

写真判読及び地形データによる判読を行い、宮古島断層帯の活動性推定に適した地点を選定し

た（図 29）。特に、令和５年度の調査によって活動性が高いと推定された腰原断層系及び嘉手断

層系周辺の沿岸部を中心に写真判読及び地形データによる地形判読を行った。その結果、平良周

辺及び宮国周辺に隆起海岸地形や断層変位地形を見出した（図 30 及び図 31）。それらの地点にお

いて地質踏査を実施するとともに、必要な箇所においては VRS測量により地形計測を実施した。 

 

b）ボーリング調査、ピット調査、及びトレンチ調査 
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i）ボーリング調査 

ボーリング調査は、宮古島市久貝地区で実施した（図 32）。掘削は、表層部から全ての深度の

試料を連続的に採取するオールコアボーリング（口径 86 mm）、鉛直掘とした。孔数は４孔（B-1

孔、B-2孔、B-11孔、B-12孔）、総掘削深度は 30 m とした。ボーリング掘削地点の位置や標高

は、VRS測量を実施した。 

採取コアは、水と刷毛を用いてコア表面の汚れを落としたのち、コア箱に入れた状態でスケー

ルなどを入れ、デジタルカメラを用いて写真撮影を行った。その後、現場作業所にてコアを取り

出し、層相、堆積構造、層厚、堆積物の粒径、混入物とその量、色調、火山灰や生痕の有無等を詳

細に記載した。 

 

ii）ピット調査及びトレンチ調査 

ピット掘削及びトレンチ掘削は、ボーリング調査と同様に沖縄県宮古島市平良地区にて実施し

た（図 32）。ピットの形状は長さ２m×幅２m×深さ３m程度、トレンチの形状は、長さ 25 m×幅

４m×深さ３m程度とした。法面の傾斜は、切り土が崩壊しないよう 70°に設定した。 

調査用地はサトウキビ畑であったため、地権者の了解のもとに重機でサトウキビの刈り取り及

び廃棄を実施した。その上で、トレンチ掘削用地、掘削残土置場等の作業用地及び進入路を設定

した。調査用地境界には、関係者以外の者が無断で立ち入らないように、安全ロープ等でバリケ

ードを設置し立ち入り看板を設置した。トレンチ位置の正確な地理座標は VRS 測量により計測し

た。 

トレンチは延びの方向が推定断層走向と直交方向となるよう留意し、設定した。また、基盤標

高の確認のため、トレンチ掘削と合わせて周囲においてピット掘削を実施した（図 32）。掘削し

たトレンチの法面は、地層の観察ができるように、平滑に整形した。その際、掘削時に法面に張

り付いた掘削残土は完全に除去した。最終的な仕上げは全法面についてねじり鎌を用い、壁面水

洗を行った。整形したトレンチ法面には、写真撮影及びスケッチの基準として、水平（横糸）・鉛

直（縦糸）それぞれ１m 間隔でグリッドを設けた。グリッドの水平・垂直はレベルを用いて決定

し、向かい合うトレンチ法面間の垂直線の水平位置を対応させ、両法面の垂直線を結んだ方向が

トレンチと直交するように設定した。 

整形した全ての法面を観察し、スケッチ及び写真撮影を行った。スケッチの縮尺は 1/20 である。

観察は、肉眼で識別でき、かつ所定の縮尺でスケッチに表現できる大きさの単層毎に地層を区分

し、単層毎の岩相・変形構造・堆積構造・地層境界の形状・層位関係・断層・植物遺体等につい

て、観察とスケッチを行った。断層面については、それらの走向・傾斜、切断関係等を詳細に記

載（スケッチ）した。 

整形した法面全てについて、グリッドごとにデジタルカメラを用いて撮影し、これらの写真を

繋げて縮尺 1/20 のモザイク写真を作成した。この際、写真の繋ぎ目が見えないように色調、明る

さとコントラストを調整するとともに、撮影時の歪みや法勾配によるみかけのグリッドサイズを
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補正した。また、デジタルカメラを用いて撮影した写真から、Agisoft 社の metashapeを用いて、

トレンチの 3D データを作成した。 

トレンチ法面からは、放射性炭素年代測定のための試料を採取した。試料採取位置はスケッチ

に記入した。放射性炭素年代測定は、株式会社地球科学研究所に依頼した。 

 

c）宮古島沿岸部の海成段丘・隆起海岸地形の調査 

宮古島沿岸部についての地形判読結果に基づき地質踏査及び地形測量を実施した。地形測量は

複数個所において VRS測量を実施した。久貝地区（伊良部大橋）（図 30）及び宮国地区（深江橋）

（図 31）では、GNSS基準点を初点とし、3Dレーザースキャナーによるレーザー測量を実施した。

本調査で使用した主要機器を表１に示した。 

 

d）年代測定用試料の採取 

年代測定用試料として、表面照射年代測定用試料及び放射性炭素年代測定用試料を採取した。

採取地点は沖縄県宮古島市久貝地区（１地点：隆起ベンチ；図 30）、下里地区（１地点：隆起

ベンチ；図 30）、西原地区（１地点：海成段丘上；図 29）、宮国地区（２地点：隆起ベンチ、

１地点：海成段丘上；図 31）、砂川地区（１地点：海成段丘上；図 29）の、計７箇所である。

宇宙線生成核種（36Cl）を用いた表面照射年代測定用試料として石灰岩を採取し、重量は 500 g

を確保した。放射性炭素年代測定用試料としては生物遺骸、有機質土壌などを 10 g程度確保し

た。 

放射性炭素年代測定用試料の一部については、株式会社地球科学研究所に依頼し分析を行った。

試料採取地点の測量は試料採取地点の標高、緯度・経度（世界測地系）を VRS測量にて測定した。 
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図 29 宮古島の断層分布 

黒四角Ａは図 30、黒四角Ｂは図 31 の範囲を示す。 
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図 30 宮古島平良久貝の変動地形分布図 

黄四角Ａは久貝トレンチ掘削地点の図 32 の範囲を示す。黄四角Ｂは伊良部大橋周辺のレーザー

測量範囲を示す。白丸はパイナガマ公園周辺の隆起海岸地形調査地点。 
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図 31 宮古島宮国周辺の変動地形分布図 

黄四角は深江橋周辺のレーザー測量範囲を示す。白丸は年代測定試料採取地点。 
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図 32 久貝トレンチ周辺調査位置図 

（Ａ）ピット・ボーリング・トレンチ位置図、赤線は断層の推定トレース位置。薄緑の範囲は段

丘面。AA’は図 6B、BB’は図 15 に示す地質断面図の投影面。（Ｂ）VRS測量による計測結

果。測線は図 6Aの AA’。 
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表１ 主要機器一覧表（3D レーザースキャナ関係） 
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4) 調査の結果 

a) 地形判読及び地質踏査による調査地点の選定 

 令和５年度に活動性が高いと推定された腰原断層系及び嘉手断層系周辺の沿岸部を中心に踏査

を行った結果、腰原断層系・嘉手断層系による断層変位地形や隆起海岸地形を複数地点で見出し

た（図 29）。また、長沼断層系における露頭調査、与那原断層系における試料採取を実施し

た。 

 腰原断層系では地形判読の結果、宮古島市平良久貝にて人工改変の少ない断層変位地形を見出

した（図 30 及び図 32）。この地点では、東落ちの正断層が南北方向に延びており、西側が段丘

化している。３本の谷が段丘面を東西に下刻しているが、現在水の流れはなく、すべて風隙を形

成している。谷部に沿う測線で地形計測を実施したところ、推定断層位置から西側に頂点を持つ

形状が認められた（図 32B）。形成された際には西傾斜を有していたと考えられることから、離

水後に生じた断層活動によって隆起したことが推定される。その落差は頂部と東側の東傾斜の崖

の基部で約 0.5 m であった。同じく嘉手断層系の延長における沿岸部の完新世ベンチの変位量が

後述するように１m以下であることから、最近の活動による変位である可能性が高い。そこで、

久貝において地質構造を把握し、活動性を推定するためのボーリング調査、ピット調査、及びト

レンチ調査を実施した。以降では本トレンチを久貝トレンチと呼称する。 

 また、腰原断層系は複数のトレースから構成されるため、各トレースの変位・変状を調査する

ため、沿岸部において地形・地質調査を実施した（図 30）。結果、下里地区パイナガマビーチ

周辺、久貝トレンチ北延長部、伊良部大橋周辺にて隆起ベンチや隆起ノッチなどの隆起海岸地形

を確認した。これらについて VRS測量や地上 LiDAR測量による地形計測及び年代測定試料の採取

を実施した。 

 嘉手断層系においても沿岸部を中心に地形・地質調査を実施した（図 31）。結果深江橋周辺

にて隆起ベンチや隆起ノッチなどの隆起海岸地形を確認した。これらの地形に対しても VRS測量

や地上 LiDAR測量による地形計測及び年代測定試料の採取を実施した。 

 長沼断層系では、宮古島市西原地区の海岸において工事に伴い海成段丘面の露頭が確認され

た。露頭では断層及び地層の変形が認められ、長沼断層系の活動性推定に資する情報が得られる

と判断されたため、調査対象とした。 

その他、砂川地区において与那原断層に沿うリッジ上にて宇宙線生成核種による分析のための

試料を採取した。 

  

b）ボーリング調査、ピット調査、及びトレンチ調査の結果 

i）ボーリング調査の結果 

久貝地区において、石灰岩（基盤岩）及び有機質シルト層の平面・垂直方向の分布を確認する

ため、ボーリング調査を実施した。風隙谷の頂部付近が B-2孔、地形的な東傾斜の斜面の基部付

近が B-1孔、推定断層位置より低下側に位置する２箇所が B-11孔及び B-12孔である。各ボーリ
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ング孔の地質概要としては、各孔とも表層に耕作土、黄褐色～赤褐色の風成堆積物（赤土；大野

越粘土層）が認められ、それらが石灰岩の基盤岩を覆っていた。石灰岩の基盤高度は明瞭に追跡

できる。一方、石灰岩中の層相区分は難しく対比が困難であった。 

４孔のボーリングコアの孔口測量結果を表２に示した。各ボーリングコアの観察結果を以下に

記載する。図 33～図 40 に柱状図及びコア写真を示した。 

 

【B-1孔】 

0.00～0.52 m：耕作土。暗茶～茶灰色を呈する粘土～極細粒砂、シルトからなる。上部は植物

根を多く含み、下部では淘汰が悪く、黒色鉱物、砂粒子が混入する。 

0.52～0.74 m：赤土。黄～赤褐色ローム質粘土からなる。 

0.74～10.20 m：石灰岩。塊状石灰岩及びブロック状石灰岩からなる。 

 

【B-2孔】 

0.00～0.26m：耕作土。軟質な茶色シルトからなる。 

0.26～0.49 m：赤土。しまりの良い茶色シルトからなる。 

0.49～0.62 m：赤土。赤褐色粘土～シルトからなる。植物根を含む。 

0.62～0.76 m：赤土。赤褐色シルトからなる。植物根を含む。 

0.76～0.92 m：赤土。黄～赤褐色粘土からなる。 

0.92～1.82 m：赤土。赤褐色シルトからなる。 

1.82～2.06 m：赤土。暗赤褐色シルトからなる。 

2.06～5.15 m：石灰岩。塊状石灰岩及びブロック状石灰岩からなる。 

 

【B-11孔】 

0.00～0.29 m：耕作土。軟質な茶色シルトからなる。 

0.29～0.45 m：赤土。茶褐色ローム質シルトからなる。しまりが良く、黒色鉱物を含む。 

0.45～0.70 m：赤土。黄～赤褐色ローム質粘土からなる。 

0.70～1.00 m：赤土。赤褐色ローム質シルトからなる。 

1.00～1.50 m：赤土。暗赤褐色ローム質シルトからなる。 

1.50～7.50 m：石灰岩。塊状石灰岩及びブロック状石灰岩からなる。 

 

【B-12孔】 

0.00～0.21 m：耕作土。軟質な茶色シルトからなる。 

0.21～0.32 m：赤土。しまりの良い茶色シルトからなる。 

0.32～0.51 m：赤土。赤褐色シルトからなる。植物根を含む。 

0.51～0.67 m：赤土。赤褐色粘土～シルトからなる。植物根を含む。 
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0.67～1.14 m：赤土。黄～赤褐色粘土からなる。 

1.41～1.85 m：赤土。暗赤褐色シルトからなる。 

2.06～5.15 m：石灰岩。塊状石灰岩及びブロック状石灰岩からなる。 

 

４孔のボーリングコアにおける基盤岩の標高に着目すると、東から 7.41 m（B-11孔）、6.8 m

（B-12孔）、8.13 m（B-1孔）、7.25 m（B-2孔）であった。B-2 地点は風隙における地形的な

頂部であるが、基盤標高はむしろ B-1孔の方が高い。低下側の B-11孔及び B-12孔における基盤

標高は西に向かって低下する傾向が認められた。したがって、B-1孔もしくは B-2孔と B-12孔

の間に断層が存在する可能性が高いと判断し、基盤標高をとらえるためのピット掘削をその周辺

において複数個所実施し、断層位置の特定を試みた。 
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表２ ボーリング数量及び孔口測量結果 

 

※座標系は平面直角座標系第 XVI系を使用した。 

 

  

!"# $# %&'!" # ! " ()!" # *+

,-!./0123$ # $B B&'(& B()))*'+B,* $B-(.&*'&)(( .'.)

# $( +'B+ B())-+'//)( $B-())*',,., ,'-B

# $BB )'+& B().&.'-&/+ $B-().*'+B/ .',B

# $B( )'+& B()),-'-/(. $B-().+'+++/ .'./
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図 33 B-1孔柱状図 
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図 34 B-1孔コア写真 

数字は深度（m） 
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図 35 B-2孔柱状図 
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図 36 B-2孔コア写真 

数字は深度（m） 
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図 37 B-11孔柱状図 
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図 38 B-11孔コア写真 

数字は深度（m） 
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図 39 B-12孔柱状図 
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図 40 B-12孔コア写真 

数字は深度（m） 
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ii）ピット掘削調査及びトレンチ調査の結果 

トレンチ調査地点周辺における測量結果を表３に示した。 

断層はほぼ南北走向と考えられることから、B-11孔及び B-12 の西延長の３か所で試掘を行っ

た（図 32）。その結果、基盤岩の標高は東から 6.41～6.5 m（トレンチ東端）、6.01～6.19 m

（トレンチ中央部）、7.39～7.97 m（トレンチ西端）であることを確認した（表３）。基盤岩の

標高は東端の試掘ピットから中央の試掘ピットへ向けてやや減じ、中央の試掘ピットと西端の試

掘ピットの間で大きく変化することが分かった。そのため、中央の試掘ピットと西端の試掘ピッ

トの間に断層が存在すると判断し、３か所の試掘ピットをつなぐ形でトレンチを掘削した。B-1

地点の基盤標高は 8.13 m といずれの地点よりも高かった。複雑な基盤岩形状が予想されたた

め、基盤標高分布を把握するため、トレンチの南東側でピットＡ、南西側でピットＢ、北西側で

ピットＣ、北東側でピットＤを掘削した。 

 

トレンチ調査結果 

トレンチ壁面スケッチの凡例を図 41、トレンチ壁面の写真及びスケッチを図 42 及び図 43 に

それぞれ示した。トレンチの 3D データを図 44に示した。トレンチ壁面の観察の結果、久貝地区

の層序は、上位から下位にＡ層～Ｆ層の８層に区分した。以下に層相を記す。 

 

Ａ層：赤褐色を呈する砂・礫混じりシルトで、サトウキビ畑の底土である。下位との境界は漸

移する。なお、表層 20 cm 程度は、トレンチ掘削に伴い耕作土と掘削土が混ざることを

避けるため、予め剥ぎ取り、除いている。 

Ｂ層：褐色を呈するシルトからなる。下位との境界は明瞭である。N21付近で C1 層及びＤ層

に大きく食い込む。北壁面の N21～N25、南壁面の S10 ～S14 において楔状に多数下位

層準に食い込む。 

C1 層：本層はトレンチ北壁面（N4～N22）、南壁面（S7～S17）にのみ分布し、トレンチ内で

は北側に向かい幅広く層厚が増す。暗褐色を呈する有機質シルトからなる。植物根痕跡

がみられ、特に上部では密集する。径 0.5～２cm 程度の黒色を呈する酸化鉄またはマン

ガン団塊が散在する。下位のＤ層との境界は漸移するが、北壁面の東端と西端、南壁面

の西端では下位の地層との境界は明瞭である。 

C2 層：本層はトレンチ北壁面（N6～N18）にのみ分布する。褐色を呈する有機質シルトからな

る。上位のＣ層から連続する植物根痕跡がみられる。下位との境界は明瞭である。 

C3 層：本層はトレンチ北壁面（N10～N15）にのみ分布する。暗褐～黒褐色を呈する有機質シ

ルトからなる。上位に比べて粘土分を多く含む。C1～C3 層はＤ層のたわみ下がりを水

平に埋積するような堆積構造を示す。 

Ｄ層：明褐～淡黄褐色を呈する砂質シルトからなる。上部は上位の地層から連続する直物根痕

跡がみられ、やや砂質である。中部はシルトからなる。下部はところどころに石灰岩片
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を含む褐色シルトからなる。層厚は、北壁面では N1～N15まで 1～1.2 m 程度で N15～

N25まで 1.2～1.6 m 程度である。南壁面では S1～S12まで 1～1.2 m 程度で S12～S25

まで 1.2～2.2 m 程度である。それぞれの境界 N15 及び S12付近で見かけ急激に変化す

る。北壁面では N12付近、南壁面では S13付近に向かってたわみ下がる。Ｅ層との境界

はおおむね漸移的であるが、小断層を境として明瞭に区別できる箇所が認められる。基

底は凹凸に富み、S15 や S19 付近などトレンチ底まで大きく入り込む箇所が認められ

る。Ｄ層中の亀裂は不明瞭で上位層まで追跡することは難しい。 

Ｅ層：灰色を呈する礫状の石灰岩からなる。強風化し粘土化した石灰岩や褐色シルトを伴う。

N08、S15、S19、S23.5 などにおいてＤ層が食い込む。 

Ｆ層：白～灰白色を呈する石灰岩からなる。トレンチの西では分布高度が 7.39～7.97 m と高

く、中央付近で約１～２m程度低い。東で再び高くなり標高 6.41～6.5 m と中央付近と

の比高は約 0.2～0.5 m 程度を示す。亀裂が多く、礫状の破砕が集中する区間と亀裂の

少ない未破砕の区間が存在する。 

 

トレンチ壁面において、認められた主な断層もしくは断層破砕帯を f1～f6 断層とした。f1 は

断層破砕帯として認識でき、全体として西に傾斜する。Ｆ層は小断層ごとに西上がりの変位を示

し、全体的には N02～N08、S02～S08にかけて東に向かって高度が低下する。図 43 からわかるよ

うにトレンチ底面では、N12～N13、S12～S14付近において基盤標高が最も低くなっており、地

溝状の凹地が認められる。この地溝を東西に挟む断層としての f2 断層及び f3 断層が認められ

た。S15付近では、大きくＤ層が食い込んでおり、それを形成する fissureとして f4断層を認

定した。北壁面の N21付近ではＢ層が１mほどＤ層まで食い込む。N19～N20付近では基盤標高が

相対的に低くなっておりＤ層が下位層へ食い込む。また、南壁面では S19付近において大きくＤ

層が食い込む。これらの地溝状の変形を形成する断層として f5 断層を認定した。N22～N23付近

では基盤岩の破砕が認められた。また、S21.5付近において、Ｄ層及びＥ層がＦ層に食い込む様

子が認められた。f4断層同様の fissureが存在すると判断し、f6 断層とした。 

 

ピット掘削調査結果 

久貝トレンチ周辺における基盤標高を調査するためのピット掘削の結果、ピットＡ（トレンチ

南東側）では 7.7 m、ピットＢ（トレンチ南西側）では 7.74 m、ピットＤ（トレンチ北東側）で

は 8.26 m の基盤標高があることが分かった（図 45）。ピットＡ及びピットＤの基盤標高はトレ

ンチ東端の基盤標高 6.41～6.5 m よりも高い。地下に谷地形のような東西方向に延びる凹部が存

在し、それを埋積した大野越粘土層上にサトウキビ畑が造成されたことが推定される。トレンチ

はほぼ凹部沿いに掘削したとみられる。 

ピットＣは 3.2 m 以上掘削し、Ｅ層までは確認したものの、基盤岩が露出していない。基盤標

高は 5.13 m を下回ると考えられる。基盤標高図からは谷地形がピットＣに向かって屈曲してい
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る可能性を示唆する。B-2孔において基盤標高は 7.25 m であることから、より大きい西上がり

の変位を有する断層がピットＣより西側を通過している可能性がある（図 45）。 

 

年代測定結果 

トレンチ壁面の３か所から放射性炭素年代測定のための試料を採取した。採取位置は図 43、

測定結果は表４、暦年較正の方法及び結果は表５に示した。MKG-T01 はＥ層から採取し、7247～

7002 cal BP（2σ）、MKG-T02 は C3 層から採取し、14760～14053 cal BP（2σ）、MKG-T03 は

C1 層から採取し、8537～8391 cal BP（2σ）を示した。最も下位から採取した試料が最も若い

年代を示した。有機質な地層から採取した MKG-T02 以外の試料については炭素含有率が小さいた

め、MKG-T02 が示す年代が信頼できると考えると、C3 層の堆積は約 15 ka、C1 層は 8.5 kaごろ

に堆積したと推定される。MKG-T03 以外の試料が再堆積により古い年代を示しているとした場

合、Ｄ層以浅の地層が約 7.2 ka 以降に堆積したと推定される。いずれにせよ C1～C3 層が約 15 

ka 以降に堆積したといえるものの、Ｄ層の堆積時期は不明である。 

 

解釈 

トレンチ壁面では断層による地層の明瞭な変位は認められなかった。しかし、C1 層下位の C2

層及び C3 層は、トレンチ中央部のみ認められ、北壁面及び南壁面に分布する C1 層～C3 層を東

西に追跡すると、Ｄ層との境界で尖滅する。また、C1/C2境界及び C2/C3境界は概ね水平であ

る。トレンチ全般に認められるＤ層はトレンチ中央部に向かってたわみ下がる形状を示し、その

層厚は、トレンチ中央部で薄く、トレンチ両端で厚い傾向を示す。剪断面は認められないもの

の、f1～f6 断層のようにＦ層には多数の亀裂・割れ目やそれに伴う落差が認められた。図 46 の

ように投影地質断面を作成すると、f1 断層付近に向かって半地溝状に東側が低下する様子が認

められる。半地溝状の変形によってトレンチ壁面でみられるＤ層のたわみ構造や層厚変化が生じ

ていると考えられる。したがって、Ｄ層のたわみ変形ののち、凹部を C1～C3 層が埋積したと考

えると、すくなくとも一回のイベントが約 15 ka 以前に生じたと考えられ、Ｄ層の年代として約

7.2 ka 以降を採用した場合、約 7.2 ka 以降に少なくとも一回のイベントが生じたと考えられ

る。活動時期の精度を高めるためにはより多くの年代測定が必要である。 

Ｂ層については N21付近で C1 層及びＤ層に大きく食い込む。この構造が地震に伴う開口亀裂

と解釈すると、本トレンチで確認される最も新しい活動を示す可能性がある。 

  



 622 

表３ 久貝トレンチ周辺測量結果 

 

  

!"# ABC DBC ()*CH,-. /0*CH,-. 12

345 6578974:43; 589<;3:4Z5 54:44< >?@0A"

348 65789ZZ:B<8 589Z5<:477 ;:7;Z >?@0A"

C5D 6578Z43:4<7 589993:BBB Z:Z9 Z:57 EFGHIJKL

C8 6578993:;ZB 58997B:<98 ;:75 9:8B EFGHIJKL

C55D 65789Z3:3Z< 589Z4Z:78; Z:;5 9:35 EFGHIJKL

C58D 65789ZB:B83 5899;7:79 Z:Z< <:Z EFGHIJKL

545@M 65789Z3:987 589999:855 Z:9Z NOHmQRS@M

548@M 65789ZB:<B9 5899<3:<3Z Z:98 NOHmQTUS@M

547@M 65789Z<:;Z5 5899B8:889 Z:;5 NOHmQVS@M

543@M 65789;4:;49 5899B8:<8B Z:;; NOHmWVS@M

54B@M 65789Z;:Z;5 5899<B:49 Z:9; NOHmWTUS@M

54<@M 65789ZZ:Z57 589999:BZ9 Z:9< NOHmWRS@M

549XM 65789ZB:<99 58999<:789 <:35 <:35 NOHmQRSXM

54ZXM 65789Z9:535 5899<3:;88 B:;3 <:5; NOHmQTUSXM

54;XM 65789Z9:;;5 5899B3:747 <:7; 9:7; NOHmQVSXM

554XM 65789Z;:387 5899B3:7;5 <:35 9:;9 NOHmWVSXM

555XM 65789ZZ:3ZB 5899<3:;7 <:45 <:45 NOHmWTUSXM

558XM 65789Z9:<B9 58999<:<<9 <:B <:B NOHmWRSXM

YJZ 65789;3:879 589998:B8 Z:Z 9:9 [\]^_`Fab!cCH]def

YJC 65789;B:4;B 5899<5:3Z< Z:Z3 9:93 [\]^_`Fab!cCH]def
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図 41 トレンチの凡例 
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図 44 久貝トレンチ 3D データ 

（Ａ）3Dモデル。（Ｂ）オルソ画像。（Ｃ）段彩図及び等高線図。（Ｄ）断面図。Ｂ、Ｃ中

の白破線は断面図の位置。断面図の縦軸は標高、横軸は mを示す。 

  

B 

C 

D 
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図 45 久貝トレンチ周辺基盤標高図 

ケバ付きの赤点線は断層の推定位置を示す。 
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表４ 久貝トレンチにおける放射性炭素年代測定結果 

 

 

表５ 久貝トレンチにおける放射性炭素年代測定結果（較正年代） 
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図 46 久貝トレンチ地質断面図 

投影面は図 32 を参照。 
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c) 宮古島沿岸部の海成段丘・隆起海岸地形の調査及び年代測定用試料の採取の結果 

海成段丘・隆起海岸地形の調査及び試料採取を実施した地点は沖縄県宮古島市久貝地区（１地

点：隆起ベンチ）、下里地区（１地点：隆起ベンチ）、西原地区（１地点：海成段丘上）、宮国

地区（２地点：隆起ベンチ、１地点：海成段丘上）、砂川地区（１地点：海成段丘上）の、計５

箇所である。位置図は図 29、図 30、図 31 に示した。 

 

i）宮古島市久貝地区 

久貝地区伊良部大橋周辺では海岸沿いの隆起ベンチ及びノッチの 3Dレーザー測量、露頭観察

及び試料採取を実施した。3Dレーザースキャナーによるレーザー測量結果（総延長 350 m）を図

47、図 48、及び図 49 に示した。測量結果から得られた地形断面を図 50 にまとめた。 

伊良部大橋周辺では、測量範囲の南側では１段のノッチが認められるが（図 50 の測線６及び

測線７）、橋に近づくにつれノッチが２段に分化する（図 50 の測線３～測線５）。伊良部大橋

付近では石灰岩の崩壊跡が認められ、その背後には２段のノッチが認められる（図 50 の測線

２）。さらに北側～東側ではノッチは再び１段となる（図 50 の測線１）。このことから、伊良

部大橋付近を断層が通過する可能性が高いと考えられる。 

放射性炭素年代測定用試料として伊良部大橋南側の多段化する海食洞内にて岩盤に付着する牡

蠣、ビーチロック、異地性のシャコ貝等を採取した（図 51）。今後、採取試料を用いて放射性

炭素年代分析を行うことで腰原断層系の断層活動に伴う離水時期を明らかにすることができる可

能性がある。 

 

ii）下里地区 

下里地区パイナガマ公園とその周辺部では海岸沿いの隆起ベンチの測量、露頭観察及び試料採

取を実施した（図 30）。パイナガマ公園地点の P1 地点では、腰原断層系の断層が隆起ベンチを

変形させている様子を確認できる（図 52A）。また、パイナガマ公園の西側 P2 地点及び P3 地点

では、久貝トレンチの延長部にあたるトレースにおいて離水ベンチとそれを変位させる断層が認

められた（図 52B）。また。測量の結果約 0.5 m の隆起が確認された（図 53）。周辺において年

代測定可能な試料は得られなかったため、隆起時期は不明である。パイナガマ公園地点では、P1

地点においてベンチ表層の石灰岩を計１試料採取した（図 52C）。 

 

iii）西原地区 

西原地区では海岸に面する海成段丘面上において、工事に伴い露出した露頭を対象とし、測

量、露頭観察及び試料採取を実施した。対象とした露頭は、標高５～８m付近の海岸線と平行に

分布する狭小な平坦面に位置し、一部崖錐性の緩斜面や河口付近に形成される緩斜面からなる。

以降では本露頭を西原露頭と呼称する。露頭壁面の写真及びスケッチを図 54及び図 55 に示す。
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観察の結果、西原地区の層序を、上位から下位に A1 層～H3 層の 13 層に区分した。以下に記載

を記す。 

 

Ａ層：褐色を呈する砂・礫混じりシルトで、表土である。下位との境界は漸移する。断層変位は

認められない。 

Ｂ層：灰褐色を呈する礫混じり細粒砂からなる。露頭の西側（N2付近）で下位の地層に割れ目

に沿って落ち込む。下位との境界は明瞭である。断層変位は認められない。 

Ｃ層：灰白色を呈する礫からなる。礫は径２～220 mm、平均径は 50～100 mm の石灰岩の角礫を

主体とする。基質はシルト質細粒砂からなる。下位のＤ層との境界は明瞭である。N2付

近で数 cm 程度の上下変位がみられる２条の断層（西側；N52W82NE、東側；N44W87SW）、

N5～N6 に東低下の２条の明瞭な断層（西側；N40W80S、東側；N29W73NE）が認められる。 

Ｄ層：灰白色を呈する極粗粒砂からなる。石灰岩片が混じる。下位との境界は明瞭である。N2

付近で数 cm 程度の上下変位がみられる２条の断層（西側；N52W82NE、東側；

N44W87SW）、N5～N6 に東低下の２条の明瞭な断層（西側；N40W80S、東側；N29W73NE）が

認められる。 

E1 層：暗褐色を呈する有機質シルトからなる。礫や砂を含む。N2付近で数 cm 程度の上下変位が

みられる２条の断層（西側；N52W82NE、東側；N44W87SW）、N5～N6 に東低下の２条の明

瞭な断層（西側；N40W80S、東側；N29W73NE）が認められる。 

E2 層：黄灰～淡黄灰色を呈する砂礫からなる。石灰岩円礫を主体とし、岩片や角礫を含む。砂

礫層の上部の礫は、おおむね内陸側に傾くようにみえ、下位の礫は海側に傾くようにみ

える。露頭西側では下位のＧ層を削り込む。N2付近で数 cm 程度の上下変位がみられる２

条の断層（西側；N52W82NE、東側；N44W87SW）、N5～N6 に東低下の２条の明瞭な断層

（西側；N40W80S、東側；N29W73NE）が認められる。 

E3 層：暗褐色を呈する有機質シルトからなる。礫や砂を含む。下位との境界は明瞭で、N3 から

西は内陸側に傾き、東は海側に傾く。N2付近で数 cm 程度の上下変位がみられる２条の断

層（西側；N52W82NE、東側；N44W87SW）、N5～N6 に東低下の２条の明瞭な断層（西側；

N40W80S、東側；N29W73NE）が認められる。 

Ｆ層：灰白色を呈する極粗粒砂からなる。石灰岩片が混じる。下位との境界は明瞭で、N3 から

西は内陸側に傾き（層理面；N2W26W）、東は海側に傾く。N2付近で数 cm 程度の上下変位

がみられる２条の断層（西側；N52W82NE、東側；N44W87SW）、N5～N6 に東低下の２条の

明瞭な断層（西側；N40W80S、東側；N29W73NE）が認められる。 

Ｇ層：灰白色を呈する礫からなる。本層の上部は、礫径２～90 mm、平均径は 10 mm の石灰岩の

角礫を主体とする。礫支持で基質は褐色を呈するシルト質細粒砂からなる。中部は石灰

岩片混じりの極粗粒砂で、下部は淡褐～褐白色を呈する礫で、礫径２～120 mm の石灰岩

片、平均径６～20mm、基質支持で基質はシルト質細粒砂からなる。下位との境界は明瞭
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である。N2付近で数 cm 程度の上下変位がみられる２条の断層（西側；N52W82NE、東側；

N44W87SW）、N5～N6 に東低下の２条の明瞭な断層（西側；N40W80S、東側；N29W73NE）が

認められる。 

H1 層：暗褐色を呈する有機質シルトからなる。礫や砂を含む。断層としては、N2付近で数 cm 程

度の上下変位がみられる２条の断層（西側；N52W82NE、東側；N44W87SW）、N5～N6 に東

低下の２条の明瞭な断層（西側；N40W80S、東側；N29W73NE）が認められる。 

H2 層：褐色を呈する砂礫からなる。N2付近で数 cm 程度の上下変位がみられる２条の断層（西

側；N52W82NE、東側；N44W87SW）、N5～N6 に東低下の２条の明瞭な断層（西側；

N40W80S、東側；N29W73NE）が認められる。 

H3 層：暗褐色を呈する有機質シルトからなる。礫や砂を含む。N2付近で数 cm 程度の上下変位が

みられる２条の断層（西側；N52W82NE、東側；N44W87SW）、N5～N6 に東低下の２条の明

瞭な断層（西側；N40W80S、東側；N29W73NE）が認められる。 

 

露頭法面では断層による明瞭な変位が認められた。しかし、東側の断層は崖に面しており、海

側に低下していることから、地すべりの可能性がある。一方の西側の２条の断層は変位量が小さ

いものの上下の変位が認められた。また、E2 層と E3 層との境界から上位の地層はほぼ水平ない

し海側に傾斜し、下位の地層は内陸側に傾斜していること、E3 層を削り込んでいる様子から不

整合と考えられる。E2 層内部の流向は、礫のインブリケーションから下部の礫は海側から、上

部の礫は陸側からの流向が推定される。以上から E2 層は津波堆積物の可能性が考えられる。 

放射性炭素年代測定の結果を表６、表７に示した。年代測定結果は E1 層から採取した試料

MNH-C01 が 1,307～1,178 cal BP（2σ）を示し、H1 層から採取した試料 MNH-C02 が 290 cal BP

～present（2σ）を示した。地層の上下関係と年代が矛盾するため、地層の堆積年代を定めるに

は、より多くの試料の分析が必要である。 

 

iv）宮国地区 

宮国地区深江橋周辺では海岸沿いの隆起ベンチ及びノッチの 3Dレーザー測量、露頭観察及び

試料採取を実施した。3Dレーザースキャナーによるレーザー測量結果（総延長 650 m）を図 56

に示した。深江橋周辺では、隆起ベンチの多段化が認められ、ノッチが２段に分化する様子が確

認された（図 57A及び 57B）。隆起時期を推定するため、隆起ベンチ上に付着したビーチロック

を放射性炭素年代測定用に採取した（図 57C）。 

また、深江橋の東部海岸線において露頭観察及び宇宙線生成核種による表面照射年代測定のた

めの試料採取を実施した（図 58）。試料採取状況を図 58Cに示した。試料として離水ベンチ表

層の石灰岩を１試料採取した。 
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宮国地区では、中位面以上と考えられる海成段丘面上から表面照射年代測定のための試料を採

取した（図 59）。農道脇の露頭では測量、露頭観察及び試料採取を実施した。試料採取状況を

図 59 に示した。 

今後、上記の採取試料の分析を進め、隆起ベンチや海成段丘面の離水時期の推定を試みる予定

である。 

 

v）砂川地区 

砂川地区の海成段丘は宮古島で最も高位に位置する段丘面である。本地点は与那原断層沿いの

ライムストーンウォール直上に位置する。この地点では宮古島島内における石灰岩の削剥速度を

見積もることを目的として試料を採取した。砂川地区では測量、露頭観察及び試料採取を実施し

た。試料採取状況を図 60 に示す。 
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図 47 久貝地区伊良部大橋周辺の 3Dレーザー測量結果（鳥瞰） 
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図 48 久貝地区伊良部大橋周辺の３Dレーザースキャナー測量結果（平面） 
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図 49 久貝地区伊良部大橋周辺の３Dレーザースキャナー測量結果（海岸から） 

赤矢印はノッチの位置を示す。 
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図 50 伊良部大橋周辺の海岸地形断面 

黒矢印はノッチの位置を示す。測線位置は図 22参照。 
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図 51 伊良部大橋周辺の採取試料 

海食洞内の岩盤に付着する牡蠣と異地性のシャコ貝を採取した。 
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図 52 パイナガマビーチ付近の海成段丘と隆起ベンチ 

（Ａ）P1 地点付近の海成段丘の変位。（Ｂ）P2 地点付近の隆起ベンチ。（Ｃ）P1 地点付近の表

面照射年代測定試料採取箇所。赤矢印は断層トレースを示す。 
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図 53 P2 地点の VRS測量による地形断面 
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表６ 西原露頭における放射性炭素年代測定結果 

 

 

表７ 西原露頭における放射性炭素年代測定結果（較正年代） 
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図 56 宮国地区深江橋周辺の３Dレーザースキャナー測量結果（鳥瞰） 
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図 57 隆起ノッチ及びビーチロック 

（Ａ）深江橋から入江方向（北方向）を撮影。（Ｂ）隆起ノッチ。標尺は２m。（Ｃ）採取した

ビーチロック。奥に深江橋を望む。 
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図 58 深江橋付近隆起ベンチ 

（Ａ）深江橋方面から西に撮影。（Ｂ）隆起ベンチ。東に向かって撮影。（Ｃ）試料採取地点。

深江橋方面に向かって撮影。 
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図 59 農道脇露頭の試料採取状況 

 

 

 

図 60 砂川地点の試料採取状況 
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5）結論並びに今後の課題 

宮古島断層帯の活動性調査を目的にボーリング・トレンチ調査を含む地形・地質調査を実施

し、表面照射年代測定用試料及び放射性炭素年代測定用試料を採取した。ボーリング・トレンチ

調査は宮古島市平良久貝地区にて実施した。その結果、トレンチ掘削箇所において断層活動に伴

う沈降運動が少なくとも１回生じたことが明らかとなった。また、久貝地区、下里地区、宮国地

区において腰原断層系もしくは嘉手断層系の活動によると推定される隆起海岸地形が認められ

た。これらの地形について地上レーザー測量を含む地形計測と年代測定試料の採取を実施した。

加えて、西原地区では海成段丘面の露頭から断層変位と推定される変形を見出し、試料採取を実

施した。 

トレンチ壁面から採取した試料は一部矛盾する結果を示し、地層の年代が精度よく推定できて

いない。そのため、令和６年度は未分析の試料について測定し、活動時期を絞り込んだ。また、

隆起ベンチやノッチから採取した試料の分析を進め、各地区における離水時期や活動性について

検討した。 
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(d) 令和６年度の業務の成果 

1）調査の概要 

宮古島断層帯の活動性調査を目的に、令和５年度はボーリング・トレンチ調査を含む地形・地

質調査を実施し、表面照射年代測定用試料及び放射性炭素年代測定用試料を採取した。令和６年

度は、表面照射年代測定用試料及び放射性炭素年代測定用試料について計測及び分析を行い、年

代測定を行った。また、それらが示す年代から本断層帯の活動性評価を行った。また、伊良部島

の下地島空港北西部にて地形・地質調査を行った。その結果、宮古島断層帯西部の、特に腰原断

層系の活動時期として、１千５百年前以後、１千２百年前以前に一回、約１万年前以後、約６千

年前以前に一回の活動が推定された。また、平均上下変位速度として２つのトレースから 0.1 

m/千年程度の値が得られた。 

 

2）はじめに 

宮古島断層帯は、地震調査研究推進本部（2010）では、長沼断層系、与那原（よなばる）断層

系、野原（のばる）断層系からなる宮古島断層帯中部、腰原（こしばる）断層系、嘉手（かで）

断層系、牧山断層、来間断層からなる宮古島断層帯西部に区分される（図１）。地震調査研究推

進本部による評価では、宮古島断層帯中部は長さ 28 km 以上で、東側が相対的に沈降する正断層

であり、40〜90万年前以降に形成された友利（ともり）石灰岩を変位させていることから、そ

れ以降に活動したことは確実であるものの、最新活動時期や平均変位速度などの活動性は不明で

あるとされる。また、宮古島断層帯西部は 12万年前以降に活動した可能性があるが、最近の活

動を示す地形・地質的な痕跡は見つかっておらず、宮古島断層帯中部同様活動性は不明であると

される。 

令和５年度にかけての調査により、宮古島及び周辺海域の断層や変動地形の分布を明らかにし

た（図７）。特に、嘉手断層系の分布するパイナガマビーチ周辺で断層変位した隆起ベンチを見

出した。また、平良久貝においてボーリング調査及びトレンチ調査を実施し、断層活動に伴う沈

降運動が少なくとも１回生じたことが明らかとなった。令和６年度は上記の隆起ベンチやトレン

チ、露頭において採取された年代試料を分析し、宮古島断層帯の活動性について検討した。 

 

3）調査手法 

a）地形地質調査 

令和４年度の調査により伊良部島の北部では佐和田断層の東西延長に北東－南西走向の北落ち

の断層が認められた。少なくとも下地島の西岸まで延びる可能性が地形データから判読された。

断層トレースの観察とマッピングのため、伊良部島下地島空港西側のトレース沿いに調査を行っ

た（図 61）。調査の際には陸上からの観察と水中調査を実施し、海底地形の変形を観察した。 

令和５年度の調査により、西原の断層露頭の観察の結果、長沼断層系が最近活動している可能

性が示された。そこで、長沼断層系沿いの海岸地形に現れた変形の有無について調査したところ、
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池間島北岸において離水ベンチが認められた。それらについてレーザー測距計（BOSCH GLM150-

27C）をもちいて簡易的な地形計測を実施した（図 61）。 
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図 61 令和６年度の宮古島断層帯の調査対象地域 

黒枠はＡが図 64、Ｂが図 72、Ｃが図 73 の範囲を示す。黄色の丸は宇宙線生成核種分析試料の採

取箇所。 
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b）放射性炭素年代測定 

放射性炭素年代測定は、波食ノッチや離水ベンチから採取した生物遺骸、トレンチから採取し

た土壌試料に対して行った。測定は、令和５年度に分析した試料は、株式会社地球科学研究所を

通して Beta Analytic Inc.に依頼し、令和６年度に分析した試料は東京大学大気海洋研究所に依

頼した。暦年較正は OxCal ｖ4.4（Bronk Ramsey, 2009）を使用し、較正曲線として生物遺骸は

Marine20（Heaton et al., 2020）、土壌試料は IntCal20（Reimer et al., 2020）を使用した。

宮古島におけるローカルリザーバー効果は報告されていないため、本調査では考慮していないが、

宮古島近傍では、例えば石垣島においてΔ35±25 yrが報告されている（Hideshima et al., 2001）。

本報告で記載した生物遺骸起源の年代は数十年程度若くなる可能性がある。 

 

c）宇宙線生成核種蓄積量の計測 

石灰岩の場合、宇宙線生成核種として主に方解石から生成される放射性塩素（36Cl）を使用する

ことができる（Gosse and Phillips, 2001；松四，2017）。宮古島に分布する石灰岩を採取し、

36Clを用いた削剥速度と表面照射年代の推定を試みた。 

岩石試料は、Stone（1996）に従って処理を行った。まず、試料はジョークラッシャー及びディ

スクミルを用いて粉砕した。このうち、試験篩を用いて 250-500μm の粒径に分級した試料につい

て、塩素抽出処理を行った。塩素抽出処理は東京大学総合研究博物館タンデム加速器研究施設に

依頼した。また、75μm 以下の粒子を分級し、全岩組成分析を行った。全岩組成分析は日鉄鉱コン

サルタント株式会社を通し、ActLabs社へ依頼した。 

塩素抽出処理は、Stone（1996）に従い、以下のように行った。微粉砕された岩石試料を洗浄し、

希硝酸によるエッチングを行った。その後、秤量した試料を濃硝酸にて酸分解した。キャリアを

加えた後、硝酸銀溶液を加え、塩化銀を生成した。生成した塩化銀は硝酸バリウム処理により脱

硫を行った後、塩化銀を再生成した。この塩化銀を洗浄し、乾燥させて、加速器分析用の塩化銀

粉末を作製した。なお、酸分解後の抽出溶液は、一部を分取し、その他の分析（塩化物分析、全岩

組成分析等）に供した。作業手順のフローチャート及び作業写真は、それぞれ図 62 及び図 63 に

示した。 

塩素の同位体比（36Cl/Cl）の計測は東京大学総合研究博物館タンデム加速器研究施設（MALT）

に依頼した。岩石中に含まれる塩素濃度はいわゆる同位体希釈法（isotope dilution analysis：

Desilets et al., 2006；松四，2017）を用いることで正確な濃度を計測することが可能である。

しかし、MALT では同位体希釈法による計測が難しいため、塩素濃度の分析は同研究施設内の Ion 

Chromatography（IC）を用いて計測した。 
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図 62 塩素 36（36Cl）分析のための前処理のフローチャート 
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図 63 塩素 36（36Cl）分析のための前処理の作業写真 
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d）表面照射年代及び削剥速度の推定 

任意時点での深度ⅹcm の核種濃度 C（atoms/g）の時間変化は(1)式で示した微分方程式によっ

てモデル化できる。 

 

𝜕𝐶(𝑥, 𝑡)
𝜕𝑡 =)𝑃!(𝑥)

!

− 𝐶(𝑥, 𝑡)𝜆 − 𝜀
𝜕𝐶(𝑥, 𝑡)
𝜕𝑥  (1) 

 

ここでｔは時間（yr）、Pi(x)は深度ⅹcm の生成速度、λは 36Cl の減衰係数を示す。36Clの生成過

程は主に５つあり、（1）中性子による核破砕反応、（2）負電荷ミューオンの捕獲のほか、（3）

核破砕反応、（4）低エネルギーミューオン捕獲反応、（5）高エネルギーミューオン相互作用に由

来する熱中性子の 35Clによる捕獲によって生成する（松四，2017）。Piはそれぞれのプロセスに

よって生成される核種の生成速度を示す。本調査では、36Cl の生成速度は CRONUS-Earth Online 

Calculatorを使用して求めた（Marrero et al., 2016; 2021）。 

ここでは、36Cl の半減期を 301 kyr として減衰係数を求め、中性子の平均減衰長を 160 g/cm2

（Lal，1991）、ミューオンの平均減衰長を 1500 g/cm2（Braucher et al.，2003）とした。 

任意時間 tのときの深度ⅹcm 核種濃度 Cは(1)式を時間で積分することで(2)式で表される。 

 

𝐶(𝑥, 𝑡) = 𝐶"𝑒#$% +)
𝑃!(𝑥)

𝜆 + (𝜌/Λ!)𝜀
31 − 𝑒#($'((/*!),)%5

!

 (2) 

 

このとき、ρは岩石の密度（g/cm3）、Λは中性子やミューオンの平均減衰長（g/cm2）を示す。

十分な時間が経過したとき（t → ∞）、（2）式は（3）式のように単純化できる。 

 

𝐶(𝑥, 𝑡) = +)
𝑃!(𝑥)

𝜆 + (𝜌/Λ!)𝜀!

 (3) 

 

（3）式により、削剥速度と核種の生成がつり合い、平衡状態に達した場合の削剥速度を求める

ことができる。平衡状態に達していないと考えられ、削剥速度を求めた地点と同様の削剥作用が

働いていると考えられる場合、得られた削剥速度を（2）式に代入することにより、表面照射年

代が得られる。 

深度ごとに採取した試料から、表面照射年代や削剥速度を（2）式もしくは（3）式により求め

るには、理論的な深度プロファイルを作成し、試料から得られた蓄積濃度の深度分布（観測値）

とよく一致する値を数値的に定める。このとき、尤度関数として（4）式で示したχ2値が最小に

なる（尤度が最大となる）値を求めることで最適解が得られる。 
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𝜒- =)7
𝐶!,/0123 − 𝐶4/56323

𝜎!
9
-

!

 (4) 

 

𝐶!,/0123 は測定された 36Cl蓄積濃度、𝜎!はそれらの誤差を示す。𝐶4/56323 は理論的に求められた 36Cl蓄

積濃度を示す。測定した核種蓄積濃度に加え、生成速度にも誤差が含まれることから、モンテカ

ルロ法により 104個の最適解を求め、ヒストグラムから最頻値と誤差の範囲を求めた。 
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4）調査結果 

a）地形地質調査結果 

伊良部島・下地島 

伊良部島に分布する断層として、佐和田断層が報告されている（活断層研究会編，1991）。地

震調査研究本部では、断層長が短いとして評価対象としていない。しかし、令和４年度における

沿岸海域も含めた地形判読の結果、東西に延長する可能性が高いことが分かった。そこで、延長

部において海底を含む地形調査を実施し、断層変位地形を調査した。 

伊良部島北部では、島を取り巻く環礁に見かけ横ずれしたような屈曲が認められる（図 64）。

これは断層活動に伴う隆起・沈降作用がサンゴ礁の発達に影響を与えた結果生じたと考えられる。

低下側では沈降に伴い、環礁を形成するサンゴ礁が沈み、礁嶺の位置は変化せず海面へ向かって

上方へサンゴ礁が発達する。対して、隆起側では、水位が浅くなることによって、礁嶺の外側へ

とサンゴ礁が発達する。結果、環礁が断層運動によって変位すると、隆起側では環礁の外に向か

って成長するため、断層が横切る地点では幅が変化するか屈曲した分布形態を示すことが考えら

れる。牧山断層の北延長部では、それが顕著に現れており、環礁が断層崖を挟んで見かけ右に屈

曲する。一方、佐和田断層の東延長部では、みかけ左屈曲を示す。つまり、牧山断層の東側、佐和

田断層の北側が沈降する正断層性の活動が推定できる。佐和田断層による変位は牧山断層のそれ

より明らかに小さく、本地点では牧山断層の活動がより活発であると推定される。 

伊良部島西部では、佐和田断層を延長すると、佐和田の湾を南西方向に横切り、下地島北部の

南西走向の直線的な海岸線に一致する。この海岸線のさらに南西延長に位置する環礁は、やや右

に屈曲する。この地点において環礁が細かく分かれて分布するが、北側の延長では非常に連続的

に分布することから、断層活動による変位が疑われる。この下地島北部の直線的な海岸線につい

て調査した結果、離水ベンチとそれを変位させる開口亀裂郡群、海底の波食棚に延びる開口亀裂

を確認した（図 65 及び図 66）。海岸線沿いでは多数の開口亀裂によって変位した離水ベンチや、

海水面から 40 cmほど離水した比較的平坦な離水ベンチが認められた（図 67）。波食棚の調査で

は海岸線に平行に延びる、開口亀裂が連続的に認められた（図 67）。これらはたいていの場合並

列して現れ、幅 20～40 m 程度の範囲に確認された。 

断層の隆起側では、多段化した離水ベンチが認められ、レーザー測距計を使用した簡易的な地

形断面測量により、約４m、約 2.6m、0.7～１mの３段の高度に分布することを確認した（図 68）。

これらは断層活動に伴う隆起によって形成された隆起ベンチの可能性がある。しかし、今回実施

したのは簡易的な測量であるため、検討には断層との位置関係や高度変化などより詳細な情報が

必要である。 

佐和田断層は東西両端において環礁に変位を与えており、断層近傍の波食棚に開口亀裂を形成

させるような変形を生じさせている。また、断層隆起側には隆起ベンチと考えられる地形が認め

られたことから、活断層の可能性がある。伊良部島島内の佐和田断層は長さ３㎞に満たないが、
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北東部の環礁から北西部の環礁まで延長するとその長さは 5.5 km 程度となる。さらに海側へ延長

する可能性は否定できないことから、長さはそれ以上と考えられる。 
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図 64 伊良部島北部の断層分布 

背景は地理院タイルの全国最新写真（シームレス）を使用。断層の凡例は図 24を参照。 
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図 65 伊良部島西部の断層分布 

背景は地理院タイルの全国最新写真（シームレス）を使用。断層の凡例は図 24を参照。図中の

枠線は図 66 の範囲を示す。Ａ及びＤと黒三角は図 67 の撮影位置と撮影方向を示す。 
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図 66 伊良部島北部の断層分布 

背景は地理院タイルの全国最新写真（シームレス）を使用。図中のＢと黒三角は図 67Ｂの撮影

位置と撮影方向を示す。Ｅ～Ｇは図 67Ｅ、Ｆ、及びＧのおおよその撮影位置を示す。 
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図 67 伊良部島西部の断層変位地形 

（Ａ、Ｂ）離水ベンチ上にみられる開口亀裂。多数の開口亀裂が海岸線に沿って分布し、海側に

高度が低下する。赤矢印は開口亀裂の位置を示す。（Ｃ、Ｄ）伊良部島西部に分布する離水ベン

チ。（Ｅ～Ｇ）伊良部島西部海岸沿いの波食棚にみられる開口亀裂。赤矢印は開口亀裂の位置を

示す。 
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図 68 伊良部島西部の多段離水ベンチの地形計測結果 

測線の位置は図 65 に示す。計測時の海水面からの相対高度を計測し、計測時間から潮汐補正を

行った。（Ａ）M0830-01 測線。（Ｂ）M0830-02 測線。  
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池間島 

池間島には長沼断層系の北部に位置する。西原露頭から長沼断層系の活動が示唆されたことか

ら、海岸沿いに地形地質調査を行った。その結果、池間島の海岸線において、離水ベンチとそれ

に対応する離水したノッチが認められた。それらの高度分布を明らかにするため、レーザー測距

計を用いた簡易的な地形測量を行った。 

池間島北岸の砂浜海岸に離水したベンチが連続的に認められた。離水ベンチはおおむね平坦で、

背後の海食崖には波食ノッチが付随していた。ノッチの一部にはビーチロックの付着が認められ

た。海岸の西端から３測線計測を行った結果、M0829-01 測線で 1.9 m、M0829-02 測線及び M0829-

03 測線で 1.2 m の高度（海水面からの相対高度）に分布することを確認した（図 71）。また、砂

浜の東側では、顕著なノッチが離水しており、計測時の海水位から相対高度は約 1.2～1.5 m であ

った。 

これらはほぼ同じ時期に形成されたと考えられるが、現地での観察と地形計測の結果、西から

徐々に高度が下がる傾向が認められた。長さ 300 m の範囲で海水準に違いが生じることは考えに

くいことから、離水後に変位した可能性が考えられる。離水時期は不明であるが、侵食されやす

いビーチロックが残存していることから、完新世以降と推定され、長沼断層系がそれ以降に活動

したことを示唆する。 

判読した断層は M0829-02 測線と M0829-03 測線の間に位置しており、相対高度に違いが認めら

れた M0829-01 測線と M0829-02 測線の間とはずれるが、断層が地表に現れておらず、地表で幅 100

～200 m の撓曲変形を伴うとすると矛盾しない。 

今回は簡易的な測量と予察的な調査を実施したに過ぎないことから、より詳細な検討には、離

水ベンチの高度変化、断層との位置関係、ビーチロックの放射性炭素年代など、より詳細な情報

が必要である。 
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図 69 池間島北縁の調査地点 

背景は地理院タイルの全国最新写真（シームレス）を使用。断層の凡例は図 24を参照。Ａと

Ｅは図 70A及び図 70Eの撮影位置。 
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図 70 池間島北縁の離水ベンチ 

写真のスケールバーは２m。（Ａ）東に向かって撮影。Ｄ及びＣは図 70C及び図 70Dの撮影地

点。（Ｂ）M0829-03 測線位置。南に向かって撮影。（Ｃ）M0829-02 測線位置。南に向かって撮

影。離水ベンチとノッチが認められる。ノッチにはビーチロックの付着が認められた。（Ｄ）

M0829-03 測線位置。南に向かって撮影。離水ベンチとノッチが認められる。（Ｅ）離水したノ

ッチ。南に向かって撮影。 
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図 71 池間島北縁の多段離水ベンチの地形計測結果 

測線の位置は図 69 に示す。計測時の海水面からの相対高度を計測し、計測時間から潮汐補正

を行った。（Ａ）M0829-01 測線。（Ｂ）M0829-02 測線。（Ｃ）M0829-03 測線。 
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b）放射性炭素年代測定結果 

令和５年度では、久貝トレンチで３試料、西原露頭で２試料のみを測定したが、それぞれの地

層の年代を精度良く定めるため、久貝トレンチで 20 試料、西原露頭で５試料を追加で測定した。

また、離水ベンチや多段化したノッチの離水時期を定めるため、久貝や宮国の海岸沿いから採取

した５試料について放射性炭素年代測定を行った。令和５年度に採取・計測した試料を含め、採

取試料のリストを表９にまとめた。測定結果と暦年較正結果を表 10 に示した。 

 

i）久貝トレンチの年代測定結果 

得られた暦年較正結果を久貝トレンチのスケッチ上にプロットした（図 72）。トレンチのＡ層

からは、MKG-TN1、MKG-TN6、MKG-TN7、MKG-TS1 を採取し、それぞれ暦年較正年代として、684-652 

cal BP、1,519-1,363 cal BP、4,858-4,653 cal BP、1,550-1,411 cal BPを示し、652～4,858 cal 

BPの範囲の年代が得られた。 

Ｂ層からは、MKG-T05（開口亀裂から採取）、MKG-TN2、MKG-TN8、MKG-TS2 を採取し、それぞれ

暦年較正年代として、6,187-5,944 cal BP、5,588-5,473 cal BP、7,706-7,585 cal BP、4,862-

4,651 cal BPを示し、4,651～7,706 cal BPの範囲の年代が得られた。 

C1 層からは、MKG-T03、MKG-TN4、MKG-TN9、MKG-TS3 を採取し、それぞれ暦年較正年代として、

8,537-8,391 cal BP、14,805-14,076 cal BP、10,183-9,905 cal BP、11,996-11,756 cal BPを

示し、8,391～14,805 cal BPの範囲の年代が得られた。 

C2 層からは、MKG-TN10、MKG-TN11 を採取し、それぞれ暦年較正年代として、15,861-15,560 cal 

BP、16,824-16,397 cal BPを示し、15,560～16,824 cal BPの範囲の年代が得られた。 

C3 層からは、MKG-T02、MKG-TN12 を採取し、それぞれ暦年較正年代として、14,760-14,053 cal 

BP、18,690-18,284 cal BPを示し、14,053～18,690 cal BPの範囲の年代が得られた。 

Ｄ層からは、MKG-TN13、MKG-TN14、MKG-TS4、MKG-TS5、MKG-TS6 を採取し、それぞれ暦年較正年

代として、15,492-15,132 cal BP、6,395-6,287 cal BP、13,240-13,096 cal BP、13,457-13,304 

cal BP、8,377-8,198 cal BPを示し、6,287～15,492 cal BPの範囲の年代が得られた。 

Ｅ層からは、MKG-T01、MKG-T04を採取し、それぞれ暦年較正年代として、7,247-7,002 cal BP、

7,725-7,580 cal BPを示し、7,002～7,725 cal BPの範囲の年代が得られた。 

トレンチでは、各地層の年代を精度よく推定するため、主に３つの測線を設定し、測線に沿っ

て試料を採取した。それらの年代測定結果（暦年較正済み、2σ）と深度をプロットすると、図 73

のようになった。N5.5 に関しては、下位の地層ほど古い年代を示した。N12.5 では、MKG-T03 や

MKG-T02 が年代の逆転を示し、Ｄ層以深から採取した試料はすべて C2 層から採取した MKG-TN10

及び MKG-TN11、C3 層から採取した MKG-TN12、より新しい年代を示した。S9.5 では、C1 層までは

下位の地層ほど古い年代を示した。Ｄ層においても、MKG-TS4及び MKG-TS5 は C1 層から採取した

MKG-TS3 よりやや古い年代を示した。Ｄ層下位から採取した MKG-TS6 はそれらより新しい年代を

示した。 
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得られた放射性炭素年代測定結果から、各地層の年代を推定する。Ａ層はほぼＢ層から採取さ

れた試料より新しい年代を示している。Ａ層下位から採取した MKG-TN7 とＢ層上位から採取した

MKG-TS1 はほぼ同じ年代を示しており、ＡＢ境界の年代とみなせる。したがって、Ａ層の堆積時期

は６百～４千９百年前と見積もられる。Ｂ層から得られた年代はＡ層から得られた年代より古く、

C1 層から得られた年代より新しく、矛盾がない。したがって、Ｂ層の堆積時期は４千７百～７千

７百年前と見積もられ、少なくとも後述する MKG-TN9 の年代から１万年前より新しいと考えられ

る。 

C1 層から得られた年代は、MKG-T03 と MKG-TN9 で逆転する。N12.5 における結果と比較すると、

IAA によって計測された結果は、AORI において計測された結果より新しい年代を示す傾向が認め

られる。下位の C2 層や C3 層は有機質で、年代測定結果の信頼性が高いことから、 これらの地層

から採取し、AORIによって分析された試料の示す結果を重視すると、C1 層の堆積時期は１万～１

万５千年前と見積もられ、少なくとも MKG-TN8の年代から７千６百年前より古く、MKG-TN10 の年

代から１万６千年前より新しいと考えられる。C2 層については、MKG-TN10 及び MKG-TN11 の示す

年代から、堆積時期は１万６千年前～１万７千年前と見積もられ、少なくとも MKG-TN4 の年代か

ら１千４千年前より古く、MKG-TN12 の年代から１万９千年前より新しいと考えられる。C3 層につ

いては、MKG-TN12 の示す年代から、堆積時期は１万８千年前～１万９千年前ごろと見積もられ、

少なくとも MKG-TN11 の年代から１千６千年前より古いと考えられる。 

Ｄ層及びＥ層については、上位より新しい年代を示す傾向が認められる。S9.5 では、MKG-TS3 よ

りもやや古い年代を示すが、C2 層や C3 層から採取した試料が示す年代より新しい。Ｄ層及びＥ

層は炭素含有率が低く、年代測定が困難であった。そのため、これらは地層の年代を示していな

い可能性が高い。したがって、Ｄ層及びＥ層の年代は１万８千年前より古いとしか言えない。 
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表９ 放射性炭素年代測定試料 
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表 10 暦年較正結果 
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図 73 久貝トレンチの堆積曲線 

（Ａ）N5.5 沿いの 14C年代測定結果。（Ｂ）N5.5 沿いの 14C年代測定結果。（Ｃ）N5.5 沿い

の 14C年代測定結果。背景の色はトレンチ壁面の地層を示す。図 41 を参照。 
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i）西原露頭の年代測定結果 

得られた暦年較正結果を西原露頭のスケッチ上にプロットした（図 74）。露頭のＢ層からは、

MNH-C20 を採取し、暦年較正年代として、259-30 cal BP、E1 層からは、MNH-C04及び MNH-C16 を

採取し、それぞれ暦年較正年代として、1,307-1,178 cal BP、904-729 cal BP、E3 層からは、MNH-

C03 を採取し、暦年較正年代として、285 cal BP～現在、H1 層からは、MNH-C02 を採取し、暦年較

正年代として、290 cal BP～現在、H2 層からは、ビーチロックの礫から MNH-C01 を採取し、暦年

較正年代として、769-534 cal BP、H3 層からは、MNH-C11 を採取し、暦年較正年代として、3,389-

3,240 cal BPが得られた。 

E1 層から採取した２つの試料が年代の逆転を示した。E2 層は E3 層を不整合に覆うことや、内

部の堆積構造から津波堆積物の可能性が考えられた。E1 層はその上位に堆積した有機質シルト層

である。E1 層には、津波によって侵食・運搬された再堆積物が多量に含まれた結果、下位より古

い年代を示している可能性がある。これら二つの年代を無視すれば、H1 層から上位は３百年前以

後、H2 層がおおよそ５百年前から３千年前、H3 層が３千２百年前以前に堆積したことが推定され

る。 
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c）宇宙線生成核種の測定結果 

i）試料採取 

試料は砂川地点（MSG）(図 61)、下里地点（MSS）（図 75）、宮国地点（MMK）（図 76）で採取

した。採取地点の様子は図 77 に示した。 

砂川地点では、深度別の試料を採取し、MSG-L01 を深度 0－5 cm、MSG-L02 を深度 130－140 cm、

MSG-L06 を深度 150－160 cm から採取した（図 77A）。宮国地点では、宮国地点②において MMK-

L11 を地表面から採取し、MMK-L12 を深度 30－40 cm、MMK-L14を深度 90－100 cm、MMK-L18を深

度 220－230 cm から採取した。宮国地点①では、MMK-L01 を地表面から採取した（図 77C）。下里

地点では、MSS-L01 を地表面から採取した。 

 

ii）宇宙線生成核種（36Cl）濃度の測定結果 

試料採取地点の諸情報と宇宙線生成核種（36Cl）濃度の測定結果を表 11 に示した。生成速度の

計算に必要な主要元素組成と微量元素組成はそれぞれ表 12 及び表 13 に示した。36Cl 濃度につい

てはヒストグラムで示した（図 78）。 

各地点の生成速度の計算は、CRONUS Earth Web Calculatorを使用した（Marrero et al., 2016; 

2021）。岩石密度は採取した岩石をアルキメデス法により計測した。本地域の石灰岩には空隙が

多数認められることから、空隙率を 15％とした。この空隙率はボーリングコア試料のうち、細粒

物質が失われていない箇所を参考に算出した。ただし、空隙率は地層や深度に応じて大きくばら

つく。 

砂川地点の 36Cl蓄積濃度は、表層から 1.89～1.19×105 atoms/gと深い試料ほど低い蓄積濃度

を示した（図 79）。また、宮国地点では 1.74～1.00×105 atoms/gと砂川地点と同様にほぼ系統

的に深い試料ほど低い蓄積濃度を示した。地表面から採取した試料は 1.62～2.06×105 atoms/g

の範囲の値を示した。 
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図 75 平良地区周辺の地形と試料採取地点 
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図 76 宮国地区周辺の地形と試料採取地点 

ピンクの網掛けをした領域は離水した環礁と考えられる範囲を示す。 
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図 77 試料採取地点の様子 

（Ａ）砂川地点。（Ｂ）宮国地点②。（Ｃ）宮国地点①。（Ｄ）下里地点。 
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図 78 宇宙線生成核種（36Cl）の濃度 
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図 79 各地点の 36Cl生成速度の深度分布 

（Ａ）砂川地点。（Ｂ）下里地点。（Ｃ）宮国地点①。（Ｄ）宮国地点②。 
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d）宇宙線生成核種を用いた削剥速度及び露出年代の推定 

全ての地点において削剥速度を無視した時の表面照射年代（最小年代）と十分長い時間が経過

し、削剥による核種の除去と照射による生成が地表面において平衡状態に達したときの削剥速度

（最大削剥速度）を求めた（表 14）。 

砂川地点は与那原断層系沿いのライムストーンウォール上から採取した（図 77A）。ライムスト

ーンウォールは、表面が硬化することで侵食によって取り残された地形とされる（荒川・他，1987；

尾方・大坪，2019）。断層沿いに分布するリッジは風成粘土層に覆われず、露出し続けた地形で

あることから、長期的な削剥速度の見積もりに適した場所と考え、採取地点として選定した。本

地点では、十分な期間の削剝により地表面上の 36Cl蓄積濃度は平衡状態に達していると考えられ、

採取した深度別試料の示す 36Cl蓄積濃度と（3）式により求められるモデルカーブとのフィッティ

ングにより、採取地点の削剥速度を求めた（表 14）。 

宮国地点では、２箇所から試料を採取した。宮国地点②とした地点は、離水した環礁と推定さ

れる帯状の丘陵上に位置する（図 76）。人工的に掘削された壁面が露出しており、深度別に試料

を採取した（図 77B）。一方、宮国地点①は、平坦面が顕著な離水ベンチに位置しており、その表

層から試料を採取した（図 77C）。これらの地点については、原地形が確認できることから、表面

照射年代の推定を行った（表 14）。 

下里地点では断層変位が認められる離水ベンチ上から採取した。地形面の保存が良く、原地形

が確認できることから、表面照射年代の推定を行った（表 14）。 
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i）砂川地点の解析結果 

砂川地点は最小年代として 13 ＋1.5/-1.3 kyr、最大削剥速度として 160 ＋30/-20 mm/kyrを

示した。露出年代を 0～200 kyr、削剥速度を 0～200 mm/kyrの範囲で変化させたときに(4)式で

示されるχ2 の分布を図 80 に示した。また、最小年代と最大削剥速度の示すヒストグラムとモデ

ルカーブを図 81 に示した。年代が大きいほど一定の削剥速度に近づき、χ2 が小さくなる傾向を

示している。また、モデルカーブと試料の測定値を比較すると最小年代を推定した場合のカーブ

は MSG-L06 から大きく外れる（図 81）。したがって、本地点は平衡状態に達していると考えるこ

とができ、得られた最大削剥速度が本地点の削剥速度と考えることができる。 

既往研究では、南西諸島における石灰岩の溶食速度として、本研究と同じく 36Clを使用し、50 

mm/kyr程度の値を報告している（Matsushi et al., 2010）。本地点の侵食速度はその３倍程度大

きい。一方、津波石の台座石の比高から見積もった石灰岩の溶食速度は喜界島で 205 mm/kyrと推

定されている（Matsukura et al., 2007）。本地点の侵食速度は後者とオーダーで一致する。 
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図 80 砂川地点の試料から得られた log10（χ2）値の分布 

グラフ範囲内のグリッドごとに(4)式からχ2 をもとめ、常用対数で表示した。黄色ほど小さ

い値を示す。赤の十字は範囲内において最小のχ2値が得られた点を示す。 
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図 81 砂川地点の解析結果 

（Ａ）砂川地点から採取した試料についてモンテカルロ法によって得られた最大侵食速度のヒ

ストグラム。（Ｂ）砂川地点から採取した試料の示す深度断面。最大侵食速度を求めた場合の

モデルカーブとその信頼区間を重ねた。（Ｃ）砂川地点から採取した試料についてモンテカル

ロ法によって得られた最小年代のヒストグラム。（Ｄ）砂川地点から採取した試料の示す深度

断面。最小年代を求めた場合のモデルカーブとその信頼区間を重ねた。 
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ii）宮国地点②の解析結果 

宮国地点②はすべての試料を解析に用いた場合、最小年代として 12 ＋1.5/-1.2 ka、最大削剥

速度として 197 ＋33/-27 mm/kyrを示した。露出年代を 0～200 kyr、削剥速度を 0～400 mm/kyr

の範囲で変化させたときに(4)式で示されるχ2 の分布を図 82 に示した。 

表面照射年代の推定にあたっては、各地点の削剥速度を見積もる必要がある。宮国地点②につ

いては、まず、砂川地点から得られた削剥速度を適用した。また、36Clを用いた日本国内の石灰岩

の溶食速度の推定値として、宮古島周辺では沖縄本島の山里及び本島北部の辺戸においてそれぞ

れ 48 ± 4 mm/kyr、49 ± 3 mm/kyrが報告されている（Matsushi et al., 2010）。そのため、

本地点では、削剥速度として 48 ± 4 mm/kyrを適用した場合の年代を同様に求めた。 

砂川地点で得られた最大削剥速度を参考に 160 ±30 mm/kyrを与えたときに得られる露出年代

のヒストグラムとモデルカーブを図 83A及び図 83Bに示した。また、Matsushi et al. (2010)の

報告した 48 ± 4 mm/kyrの削剥速度をを与えたときの露出年代のヒストグラムとモデルカーブ

を求め、図 83C及び図 83Dに示した。 

削剥速度として 160 ± 30 mm/kyrを与えたときの露出年代は 127 ＋120/-44 ka が得られた。

一方、48 ± 4 mm/kyrを与えたとき、20 ＋5.7/-3.3 ka を示した。フィッティング結果を検討す

ると、前者の方が蓄積濃度の深度分布とよく一致している。この時、露出年代は 83～247 ka の期

間と推定されることから、MIS5 もしくは MIS7 に形成され、離水したと考えられる。 

深度別試料の示す核種濃度とモデルカーブを比較すると、MMK-L12 がやや外れている傾向がみ

られた。そこで、MMK-L12 を除いた時の分析を同様に行った。その場合、最小年代として 12 ＋

1.8/-1.7 ka、最大削剥速度として 173 ＋37/-30 mm/kyrを示した。その時のχ2 の分布を図 84、

ヒストグラムとモデルカーブを図 85 に示した。 

MMK-L12 を除いた場合、削剥速度として 160 ± 30 mm/kyrを与えたときの露出年代は 198 ＋

144/-88 ka が得られた。一方、48 ± 4 mm/kyrを与えたとき、26 ＋12/-5.5 ka を示した。フィ

ッティング結果を検討すると、前者の方が蓄積濃度の深度分布とよく一致している。この時、露

出年代は 110～342 ka の期間と推定されることから、MIS5e、MIS7、もしくは MIS9 に形成され、

離水したと考えられる。 

本地点のχ2 の分布は年代が大きくなるほど小さい値を示す傾向があることから、平衡状態に

達している可能性は否定できない。その場合、これらは露出年代を示しておらず、その場の削剥

速度を示していると考えられる。また、MMK-L12 が想定されるカーブから外れる傾向を示したが、

仮に、深度 70～80 cm付近が地表面にあったときに一度沈水し、その上位にサンゴ礁が発達した

場合、減衰曲線がその深度を境に不連続となる。その場合、すべての試料が過不足なく説明でき

るかもしれない。そのような履歴を持つか否かなど、より詳細な分析には、密に試料を採取し、

分析を行う必要がある。 
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図 82 宮国地点②のすべての試料について求めた log10（χ2）値の分布 

グラフ範囲内のグリッドごとに(4)式からχ2 をもとめ、常用対数で表示した。黄色ほど小さ

い値を示す。赤の十字は範囲内において最小のχ2値が得られた点を示す。 
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図 83 宮国地点②のすべての試料に対する解析結果 

（Ａ、Ｂ）宮国地点②から採取した試料について、削剥速度として 160 ± 30 ㎜/kyrを仮定

した場合のモンテカルロ法によって得られた露出年代のヒストグラム（Ａ）と宮国地点②から

採取した試料の示す深度断面（Ｂ）。深度断面にはモデルカーブとその信頼区間を重ねた。

（Ｃ、Ｄ）宮国地点②から採取した試料について、削剥速度として 48 ± 4 ㎜/kyrを仮定し

た場合のモンテカルロ法によって得られた露出年代のヒストグラム（Ａ）と宮国地点②から採

取した試料の示す深度断面（Ｂ）。深度断面にはモデルカーブとその信頼区間を重ねた。 
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図 84 宮国地点②の MMK-L12 を除いた試料について求めた log10（χ2）値の分布 

グラフ範囲内のグリッドごとに(4)式からχ2 をもとめ、常用対数で表示した。黄色ほど小さ

い値を示す。赤の十字は範囲内において最小のχ2値が得られた点を示す。 
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図 85 宮国地点②の MMK-L12 を除いた試料に対する解析結果 

（Ａ、Ｂ）宮国地点②から採取した MMK-L12 を除く試料について、削剥速度として 160 ± 30 

㎜/kyrを仮定した場合のモンテカルロ法によって得られた露出年代のヒストグラム（Ａ）と

宮国地点②から採取した試料の示す深度断面（Ｂ）。深度断面にはモデルカーブとその信頼区

間を重ねた。（Ｃ、Ｄ）宮国地点②から採取した MMK-L12 を除く試料について、削剥速度とし

て 48 ± 4 ㎜/kyrを仮定した場合のモンテカルロ法によって得られた露出年代のヒストグラ

ム（Ａ）と宮国地点②から採取した試料の示す深度断面（Ｂ）。深度断面にはモデルカーブと

その信頼区間を重ねた。 
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ii）宮国地点①の解析結果 

宮国地点①では、最小年代として 12 ＋2.3/-1.9 ka、最大削剥速度として 159 ＋56/-29 mm/kyr

を示した。露出年代を 0～200 kyr、削剥速度を 0～200 mm/kyrの範囲で変化させたときに(4)式

で示されるχ2 の分布を図 86 に示した。 

本地点の最大削剥速度は砂川地点の示す最大削剥速度よりわずかに小さく、砂川地点の値を代

入して露出年代を求めることはできない。そこで、既往研究で報告されている削剥速度として 48 

± 4 mm/kyrを与えた。その結果、露出年代は 20 ＋9.2/-4.9 ka と推定された（図 87A）。この

時、地表面は露出してから約１m低下したことが考えられる。しかし、本地点では離水ベンチがよ

く保存されており、面が平滑で起伏が小さい。ほとんど削剥を受けていないことも考えられるこ

とから、削剥速度として 0 ～ 20 mm/kyrを適用した場合の露出年代を併せて求めた（図 87B）。

その結果、13 ＋3.1/-2.0 ka が得られた。 

本地点の地形面の保存状態を考慮すると、本地点の露出年代は 11～16 ka と考えられ、完新世

に離水したことが推定される。 
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図 86 宮国地点の MMK-L01 から得られた log10（χ2）値の分布 

グラフ範囲内のグリッドごとに(4)式からχ2 をもとめ、常用対数で表示した。黄色ほど小さ

い値を示す。赤の十字は範囲内において最小のχ2値が得られた点を示す。 
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図 87 MMK-L01 に対する解析結果 

（Ａ）宮国地点①から採取した MMK-L01 について、削剥速度として 48 ± 4 ㎜/kyrを仮定し

た場合のモンテカルロ法によって得られた露出年代のヒストグラム。（Ｂ）宮国地点①から採

取した MMK-L01 について、削剥速度として 0－20 ㎜/kyrを仮定した場合のモンテカルロ法に

よって得られた露出年代のヒストグラム。 
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iii）下里地点の解析結果 

下里地点では、最小年代として 9.6 ＋1.8/-1.7 ka、最大削剥速度として 220 ＋76/-42 mm/kyr

を示した。露出年代を 0～200 kyr、削剥速度を 0～200 mm/kyrの範囲で変化させたときに(4)式

で示されるχ2 の分布を図 88に示した。 

本地点は宮国地点①と同様に地形面の保存状態が良い。そこで、同様の解析を行った。削剥速

度として 48 ± 4 mm/kyrを与えた結果、露出年代は 14 ＋4.4/-3.2 ka と推定された（図 89A）。

また、削剥速度として 0 ～ 20 mm/kyrを適用した場合、10 ＋1.9/-1.6 ka が得られた。 

本地点の露出年代は８～12 ka と考えられ、宮国地点①と同様に、完新世に離水したことが推

定される。 
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図 88 下里地点の MSS-L01 から得られた log10（χ2）値の分布 

グラフ範囲内のグリッドごとに(4)式からχ2 をもとめ、常用対数で表示した。黄色ほど小さ

い値を示す。赤の十字は範囲内において最小のχ2値が得られた点を示す。 
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図 89 MSS-L01 に対する解析結果 

（Ａ）下里地点から採取した MSS-L01 について、削剥速度として 48 ± 4 ㎜/kyrを仮定した

場合のモンテカルロ法によって得られた露出年代のヒストグラム。（Ｂ）削剥速度として 0－

20 ㎜/kyrを仮定した場合のモンテカルロ法によって得られた露出年代のヒストグラム。 
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f）宮古島断層帯の活動性の推定 

i）宮古島断層帯中部 

西原露頭 

露頭法面では断層による明瞭な地層のずれが認められた（図 74）。ずれが認められた地層は

H1 層より上位で 14C年代測定によると、約３百年前以降、つまり 17世紀以後に堆積した地層と

推定される。露頭ではＣ層までの地層がすべての断層によって切断されており、その下位の地層

において顕著な変位の累積性は認められない。したがって、Ｃ層堆積後、Ｂ層堆積前に断層が活

動した可能性がある。ただし、東側の断層（f1a 及び f1b 断層）は崖に面しており、海側に低下

していることから、地すべりの可能性は否定できない。また、f2a 及び f2b 断層もまた、わずか

な変位を示す向かい合った正断層であることから、地滑りの活動に伴う伸張性の変形で生じた可

能性がある。 

西原露頭では、H1 層から E3 層が西側（図 74左）に傾動する様子が認められ、津波堆積物の

可能性がある E2 層との E2/E3境界には傾斜不整合が認められる。これを古地震イベントに伴っ

て形成された構造と考えると、まず、地震に伴い海側の正断層が活動し、地層が西側へと傾動し

たことが考えられる。その後に宮古島近海で発生した津波によって E3 層より上位の地層が侵食

され、E2 層が不整合に堆積したと解釈できる。このイベントは宮古島断層帯中部を構成する長

沼断層系の活動を示している可能性がある。 

E2 層の形成にかかわる 17世紀以後に記録されている津波としては、1771（明和８）年八重山

地震津波が挙げられる（宇佐美，2003）。この津波は、宮古島南東端の東平安名崎や伊良部島に

多数見られる津波石をもたらした津波とされる。本露頭は宮古島東岸に位置しており、その際に

津波を受けた可能性は十分に考えられる。したがって、上下の地層の年代から、E2 層は明和の

大津波による津波堆積物に相当することが示唆される。 

露頭に現れた断層の切断被覆関係により推定されたイベントが最新活動で、傾斜不整合が示す

イベントがその一つ前とすると３百年前以降に２回活動している可能性がある。ただし、断層が

重力変形に伴って形成されたものだとすると、活動は１回のみとなる。いずれにしても、長沼断

層系の最新活動時期は 17世紀以後と推定される。琉球地域の史書の一つである『球陽』には、

1667 年（寛文７年）に宮古島洲鎌地区において地変が生じたことが記録されている（宇佐美，

2003）。本露頭で認められたイベントはその時期と一致しており、長沼断層系もまた活動してい

た可能性がある。 

 

池間島 

池間島において認められた離水ベンチの高度変化は長沼断層系の活動を示している可能性があ

る。離水ベンチの形成年代は不明であるが、地形面の保存状態がよく、ビーチロックが保存され

ていることから、下里の隆起ベンチより新しいことが推定される。西原露頭の示すように長沼断
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層系が 17世紀以降に活動していたとすれば、離水ベンチの高度変化は矛盾なく説明できる。こ

の時、長沼断層系は少なくとも中央部から北部にかけて活動したことが考えられる。 

 

西原露頭及び池間島の調査結果を総合すると、宮古島断層帯中部の長沼断層系の最新活動は

17世紀以降と推定される。それ以外の活動性に関する情報は得られていない。 

 

ii）宮古島断層帯西部 

下里地点の海成段丘 

下里地点では腰原断層系の一つが海成段丘面を変位させる（図 90）。VRS測量により計測する

とその上下変位量は約１mと計測された。図 90 の断層の北延長が図 77Dで示した MSS-L01 を採

取した地点であり、その試料は表面照射年代として８～12 ka を示した。この年代を離水後の経

過時間とみなすと、平均変位速度は 0.08～0.13 mm/kyrと推定される。 
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図 90 下里の海成段丘の変位 

（Ａ）下里の海成段丘の変位。（Ｂ）海成段丘における VRS測量結果。 
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伊良部大橋周辺の多段ノッチ 

伊良部大橋周辺では２段に分化したノッチが認められた（図 91）。海食洞内のほぼ同じ地点

からカキ（MKG-C02）とシャコ貝（MKG-C02）を採取した。また、海食洞内の最深部にビーチロッ

クが残っており、その中の有孔虫（MKG-C01a）と貝殻片（MKG-C01b）を採取した。それらの示す

暦年較正年代は、ビーチロックから採取した試料が 1,126～1,497 cal BPを示し、カキがほぼ同

じ 1,462－1,198 cal BPを示した。シャコ貝はやや新しい 1,115－825 cal BPの年代を示した。

シャコ貝は異地性であり、ビーチロックには再堆積物が含まれることから、付着したカキの示す

年代をノッチの離水年代とすると、１千５百年前以後、１千２百年前以前と推定される。 

離水ノッチの高度は伊良部大橋に近いほど大きく、離れると現生のノッチと区別できず、不明

瞭になることから、伊良部大橋付近を通る腰原断層系の断層が活動したことにより離水したこと

が推定される。その活動は１千５百年前以後、１千２百年前以前に生じたと考えられる。 
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図 91 伊良部大橋の多段ノッチ 

ノッチに付着した貝類及びビーチロック中の有孔虫及び貝殻片の 14C年代を示した。 
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久貝トレンチが示す古地震履歴 

C1 層下位の C2 層及び C3 層は、トレンチ中央部のみ認められ、北壁面及び南壁面に分布する C1

層～C3 層を東西に追跡すると、Ｄ層との境界で尖滅する。また、C1/C2境界及び C2/C3境界は概

ね水平である。トレンチ全般に認められるＤ層はトレンチ中央部に向かってたわみ下がる形状を

示し、その層厚は、トレンチ中央部で薄く、トレンチ両端で厚い傾向を示す。剪断面は認められ

ないものの、f1～f6 断層のようにＦ層には多数の亀裂・割れ目やそれに伴う落差が認められた。

図 46 の投影地質断面から、半地溝を形成する活動によってトレンチ壁面でみられるＤ層のたわみ

構造や層厚変化が生じていると考えられる。したがって、Ｄ層のたわみ変形ののち、凹部を C1～

C3 層が埋積したと考えると、すくなくとも一回のイベントが約１万８千年前以前に生じたと考え

られる。 

Ｂ層については N21付近で C1 層及びＤ層に大きく食い込む。この構造が地震に伴う開口亀裂と

解釈すると、本トレンチで確認される最も新しい活動を示す可能性がある。この時、イベントの

発生時期は C1 層堆積後、開口亀裂を充填した地層の示す年代より前であるから、約１万年前以後、

約６千年前以前に生じたと考えられる。ただし、このイベントの根拠は開口亀裂のみであり、そ

れに伴う地層の変位は認められないか、認識が難しい程度に小さい。したがって、このイベント

の信頼度は低い。 

 

久貝トレンチが示す平均変位速度 

久貝トレンチにおいて、Ｄ層より深い地層に半地溝状の構造が認められた（図 92）。地表では

約 0.5 m の上下変位量が計測された。地質断面から計測すると、Ｄ層上面で約 2.1m、基盤の石灰

岩層上面で約 1.1 m と計測された。基盤岩上面高度は B-2孔と B-11孔でほぼ等しく、地質断面の

範囲内の変形と解釈できる。Ｄ層上面で約 2.1m と基盤岩上面の高度差より大きい値を示すこと

は、地溝部においてＤ層が薄化していることや、低下側で粘土層が薄くなっているためと考えら

れる。Ｄ層の変形は C3 層の堆積した約１万８千年前以前からの活動が反映されていると考えられ

ることから、上下変位量を C3 層の堆積時期で除することで、0.06－0.11 m/千年が求められる。

この値は最大値であり、本断層の平均上下変位速度はこれより小さいと考えられる。 

 

下里の海成段丘面の年代は８～12 ka と求められ、断層の上下変位量から平均上下変位速度は

0.08～0.13 mm/kyrと推定された。伊良部大橋の多段化したノッチからは、１千５百年前以後、１

千２百年前以前に活動したことが推定された。久貝トレンチでは、信頼性が低いイベントである

が、約１万年前以後、約６千年前以前に活動したことが推定され、基盤岩高度の上下変位量から

平均上下変位速度の最大値として 0.06－0.11 m/千年が求められた。それぞれは分岐合流する異

なるトレース上から得られた結果であるが、腰原断層系として一括して解釈すると、活動時期は

１千５百年前以後、１千２百年前以前に一回、約１万年前以後、約６千年前以前に一回活動した
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ことが推定される。また、平均上下変位速度は 0.08～0.13 mm/kyrと 0.06－0.11 m/千年以下の

値が得られた。したがって、腰原断層系の平均上下変位速度はおおよそ 0.1 m/千年と考えられる。 
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図 92 久貝トレンチの地質断面が示す変位量 
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5）結論並びに今後の課題 

a）宮古島断層帯の活動性 

宮古島断層帯中部は平成 20 年度追加・補完調査では、最近の活動は認められないとされてい

た。しかし、本調査において、長沼断層系沿いの断層露頭から 17世紀以降の活動が推定され

た。海岸沿いの離水ベンチの変形もまた認められることから、最近活動していることが示唆され

た。 

宮古島断層帯西部では、特に腰原断層系を中心に調査を行い、その活動時期は１千５百年前以

後、１千２百年前以前に一回、約１万年前以後、約６千年前以前に一回活動したことが推定され

た。また、平均上下変位速度はおおよそ 0.1 m/千年と考えられた。 

平成 20 年度追加・補完調査では、海岸に分布するビーチロックの高度に着目して 2000 年前以

降の活動性について検討した。本調査では、海岸の離水ベンチや離水ノッチに着目し、2000 年

前以降の活動を見出した。宮古島の海岸には、多数の離水ベンチや離水ノッチが認められた。海

食洞を伴う離水ノッチは固着した生物遺骸やビーチロックが残存しており、それらを活用するこ

とで離水時期の推定が可能である。離水ベンチや離水ノッチを活用した網羅的かつ詳細な調査に

より、断層の活動性をより詳細に評価できる可能性がある。 

 

b）年代測定についての課題 

本調査では、宇宙線生成核種として放射性塩素（36Cl）を用いた年代測定を試みた。その結

果、１万年前ごろに離水した海成段丘面の年代測定を行うことができた。本地域において過去数

万年間に形成された地形面であれば、宇宙線生成核種を用いた表面照射年代測定によって年代の

推定が可能性出ることが明らかとなった。ただし、露出年代は削剥速度に影響を受けるため、よ

り精度や信頼性を高めるためには、厳密な削剥速度の推定が必要である。 

本調査のライムストーンウォールから採取した試料は、沖縄本島などで報告されている値より

数倍大きい削剥速度を示した。この削剥速度が宮古島において一般的であるとすれば、MIS5e以

前の地形面については、誤差数万年程度の精度で年代を推定することは難しく、本調査の宮国地

点②が示すように、数十万年程度の幅のある年代しか得ることができないことに留意する必要が

ある。 

 

c）断層帯の平均変位速度と断層長 

本調査では、宮古島に分布する断層のうち２条から平均変位速度を推定した。宮古島断層帯は

十数条の断層が並走するため、これらの値が代表的な平均変位速度とみなせるかは疑問が残る。

厳密な推定には、断層の地下構造を考慮した検討が必要である。 

宮古島断層帯の周辺海域を含めた地形判読の結果、断層が海域に延びる可能性や周辺海域の特

に八重干瀬周辺において活断層と考えられるトレースが多数認められた。宮古島断層帯の主な断

層は沖縄トラフと直交する正断層で、南西諸島列島を胴切りに変位させる変動によって形成され
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たとされる（尾方・大坪，2019）。その場合、断層長は陸域に見えている範囲だけでなく、海域

のトレースも考慮した長さを考慮する必要がある。八重干瀬から東平安名崎までを断層長とする

とその長さは約 40 km となる。 

また、本調査では、沖縄トラフに平行な断層として、平良断層や佐和田断層の存在が明らかと

なった。これらは 10 km には満たないがそれぞれ８km 及び６km 程度の長さを有する。活動性は

北西―南東走向の断層に劣ると考えられるが、地表面に変位を与えうる断層であるため、その活

動性については検討する必要がある。 

 

(e) 結論 

宮古島断層帯は長さが中部で約 28 km、西部で約 17km あり、マグニチュード 7.2 程度もしく

はそれ以上の地震が発生する可能性があるが、本断層の最新活動後の経過率及び将来の地震発生

確率は不明とされている。本断層を対象として令和４年度から令和６年度にかけて新しい手法と

して、沿岸海域の航空レーザー測深に加え、石灰岩から抽出した放射性塩素（36Cl）を使用した

表面照射年代測定を適用し平均変位速度を含む活動性の推定を試みた。 

令和４年度は、陸域では空中写真及び国土地理院の整備する５mメッシュの地形データを使用

し、沿岸海域では航空 LiDAR測量ならびに浅海底レーザー測量によって取得された詳細地形デー

タ（１mメッシュ）を海上保安庁ならびにアジア航測株式会社より入手し、宮古島及び周辺海域

を対象として変動地形及び断層変位地形の判読を行った。地形判読の結果、陸域と周辺海域にお

ける変動地形や活断層の詳細な分布が明らかとなり、従来指摘されていなかった断層の存在を示

した。 

令和５年度は、宮古島断層帯の活動性調査を目的にボーリング・トレンチ調査を含む地形・地

質調査を実施し、表面照射年代測定用試料及び放射性炭素年代測定用試料を採取した。ボーリン

グ・トレンチ調査は宮古島市平良久貝地区にて実施し、トレンチ掘削箇所において断層活動に伴

う沈降運動が少なくとも１回生じたことが明らかとなった。 

令和６年度は、トレンチや海岸から採取した試料について放射性炭素年代測定を行い、トレン

チ調査結果について再検討した。また、宮古島に分布する海成段丘や島内で採取した試料につい

て、前処理・計測を実施し、宇宙線生成核種（36Cl）による表面照射年代測定を行った。その結

果、宮古島断層帯西部の特に腰原断層系の活動時期として、１千５百年前以後、１千２百年前以

前に一回、約１万年前以後、約６千年前以前に一回の活動が推定された。また、平均上下変位速

度はおおよそ 0.1 m/千年と考えられた。 
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３．11 活断層評価の高度化・効率化のための調査手法の検証 

(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 活断層評価の高度化・効率化のための調査手法の検証 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

国立大学法人 東京大学 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

主任研究員 

研究グループ長 

助教 

主任研究員 

主任研究員 

研究員 

近藤久雄 

丸山 正 

白濱吉起#1 

吾妻 崇 

大上 隆史 

レゲット佳 

#1 2023 年 10 月異動 

 

(c) 業務の目的 

３年間の成果を総合して、ドローン・浅海底レーザー計測等による数値標高モデルなど

の最新の地形解析技術や宇宙線生成核種年代測定、海上ボーリングなどの新しい調査手法の

妥当性や信頼性を従来の調査手法等により検証する。また、新たな調査手法の適用を継続

し、平均変位速度等についての新規データ取得を効率的におこなう。さらに、新たな調査手

法の有効性と実用性を様々な断層のずれの種類や地域において検証する。 

 

(d) ３ヵ年の年次実施業務の要約 

1) 令和４年度： 

なし 

2) 令和５年度： 

なし 

3) 令和６年度： 

過年度事業に引き続き新たな調査手法の適用を継続し、調査手法の妥当性や信頼性を検

証した。さらに、それらの有効性と実用性を様々な断層のずれの種類や地域において検証し

た。 

  

(2) 令和６年度の成果 

（3）に記載。 
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(3) 令和４～６年度の成果 

(a) 業務の要約 

本事業では、新しい調査手法として数値地形解析(ドローン・浅海底レーザー計測等)、宇宙

線生成核種年代測定、海上ボーリングを過年度事業より継続して実施した。それらの有効性と課

題を検討した。また、従来の調査手法として、ボーリング(ピット・採泥)調査及びトレンチ調

査、反射法地震探査・音波探査等を実施し、新たな調査手法で得られたデータの妥当性や信頼性

を検討した。さらに、新たな調査手法の有効性と実用性を検証するため、調査対象断層として

様々な断層のずれの種類や地域性を考慮した調査手法を整理した。 

 

(b) 令和６年度の業務の成果 

1）調査手法の検証方法の整理 

本事業では、過年度事業で導入した新たな調査手法の妥当性や信頼性を検証するため、主に

次の３つの方法で具体的な調査データを取得し、比較検討することによって検証をおこなった

（図１，図２）。それらは、α：新たな手法と従来手法を併用して取得した新規データを比較検

討、β：新たな手法の新規データと既往の長期評価データを比較検討、γ：新たな手法を複数の

地点や異なる活断層で実施して比較検討の３つである。 

αによる検証は、津軽山地西縁断層帯（南部）、横手盆地東縁断層帯（南部）、長野盆地西

縁断層帯（麻績区間）、屏風山・恵那山―猿投山断層帯（赤河断層帯）、筒賀断層の５断層を対

象として実施した。これらの断層では、航空・ドローンレーザー計測による数値地形解析、トレ

ンチ調査、ボーリング調査、反射法地震探査、宇宙線生成核種年代測定を組み合わせて、新規の

平均変位速度データを比較検討した。 

βによる検証は、身延断層、弥栄断層の２断層を対象として実施した。これらの断層では、

航空・ドローンレーザー計測による数値地形解析、トレンチ調査、ボーリング調査等を実施し、

既往の長期評価との比較検討をおこなった。 

γによる検証は、境峠・神谷断層帯（霧訪山―奈良井断層帯）、布田川断層帯（宇土半島北

岸区間）、宮古島断層帯の３断層を対象として実施した。これらの断層では、河谷の屈曲率等に

よる平均変位速度推定、海上ボーリング、宇宙線生成核種年代測定等を実施し、異なる断層で同

じ手法で得られた平均変位速度等を比較検討した。 

以下では、それぞれの新たな調査手法毎に得られた成果や検証結果についてまとめる。 

 

2）数値地形解析（ドローン・浅海底レーザー計測等)） 

航空・ドローン浅海底レーザー計測による数値標高モデルを用いた地形解析は、海域の布田川

断層帯（宇土半島北岸区間）を除く、陸域の９断層で実施した。これらのうち、弥栄断層では新

規に航空レーザー計測を実施し、横手盆地東縁断層帯（南部）、身延断層、屏風山・恵那山―猿投

山断層帯（赤河断層帯）では新規にドローンレーザー計測を実施した。宮古島断層帯では、既存
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の浅海底レーザー計測データと陸上の既存数値標高モデルを組み合わせて地形解析等を実施した。

その他の陸上の５断層についても、公的機関が既に実施し公開している航空レーザー計測データ

等を利用させていただき、活断層調査に活用した。これらの結果、これまで把握が困難であった

山間部（森林）や沿岸部等において正確な断層位置が新たに明らかとなり、詳細な掘削調査用地

の選定と具体的な評価データの新規取得が可能であることがあらためて確認された。 

 

3）宇宙線生成核種年代測定 

宇宙線生成核種年代測定は、過年度事業に引き続き Be-10 等を対象とした石英を含む花崗岩分

布地域の活断層である筒賀断層で実施した。さらに、本事業では Cl-36（放射性塩素）を対象とし

て石灰岩分布地域の活断層である宮古島断層帯において、新たに適用を試みた。いずれの断層に

おいても変位基準となる堆積物や地形面の絶対年代を初めて推定することが可能となり、具体的

な平均変位速度のデータが得られた。これらの年代推定は様々な活断層で幅広く適用可能とみら

れるが、事例は未だ少数であるため、今後も引き続き多くの事例の収集と蓄積が必要である。 

 

4）河谷の屈曲率・流域侵食速度等による平均変位速度推定 

本事業では、河谷の屈曲率に基づく平均変位速度の推定を境峠・神谷断層帯（霧訪山―奈良井

断層帯）、屏風山・恵那山―猿投山断層帯（赤河断層帯）、弥栄断層で実施した。推定された平均

変位速度は推定幅が広く、今後、上流の長さを計測するための浸食小起伏面の影響や、算出に用

いる係数 k の地域性やばらつきを検討する必要が明らかとなった。さらに、筒賀断層では、従来

手法である河谷の屈曲率による推定と流域浸食速度を考慮した屈曲率、新たな調査手法である宇

宙線生成核種年代測定による推定、既往の従来手法による平均変位速度をそれぞれ比較検討した。

その結果、従来手法による平均変位速度と宇宙線生成核種年代測定による推定値はよく一致する

ものの、河谷の屈曲率や流域浸食速度を考慮した屈曲率による推定値は、それらの半分程度小さ

な値となった。これらの要因は現時点では明確ではないものの、より多くの事例を収集して係数

kの地域性やばらつきを検討する課題が明確となった。 

 

5)海上ボーリング 

沿岸海域の新たな調査手法として、過年度事業に引き続き、布田川断層帯（宇土半島北岸区間）

において海上ボーリングを実施した。掘削位置の選定に先行して高分解能の音波探査を実施し、

正確な断層位置や変位基準の深度等を把握することにより、効率的にボーリング掘削位置や深度

を計画可能となった。その結果、布田川断層帯（宇土半島北岸区間）の平均変位速度や活動間隔

を初めて推定可能となった。沿岸海域の活断層では、現時点では他の調査手法によるデータ取得

によって妥当性や信頼性を直接的に検証することが困難であるが、周辺に分布する雲仙断層群、

布田川断層帯や日奈久断層帯等と比較して、概ね妥当な推定値とみられる。今後、より多くの事

例を集積して、検証を続ける必要がある。 
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6) 断層のずれの種類や地域毎の整理 

本事業で対象とした 10 断層を断層のずれの種類や地域毎に整理する。一般に、日本の活断層

のずれの種類は、長野県の糸魚川―静岡構造線断層帯を境として、東北日本弧では逆断層、西南

日本弧では横ずれ断層、九州の北部と火山周辺で正断層がそれぞれ卓越して分布する。本事業で

は、逆断層を対象として東北地域の２断層と関東地域の２断層、横ずれ断層を対象として中部地

域の２断層、中国地域の２断層、正断層として九州地域の２断層で新たな調査手法の適用や検証

のための調査を実施した。 

逆断層では、特に森林地域等における数値標高モデルの地形解析と従来手法のボーリング調

査・反射法地震探査、トレンチ調査等を組み合わせて、新たな調査手法の妥当性や信頼性を確認

した。複数の活断層トレースが並走する区間では、可能な限り効率的に、全てのトレースを横断

する測線上で平均変位速度を推定するよう努めた。今後も同様な調査手法で適切な手法を組み合

わせることによって、地震発生確率が不明な逆断層の数を低減できるものと期待される。 

横ずれ断層では、新たな手法として宇宙線生成核種年代測定による平均変位速度の推定、河谷

の屈曲率等の検証を実施し、新たな調査手法の有効性や実用性が明らかとなった。また、河谷の

屈曲率等による推定が幅広い点や、平均変位速度として小さくなる可能性など、今後の新たな課

題がより明確になった。これまで横ずれ断層で地震発生確率の算出が困難であった主な理由は、

山地・森林地域で適切なトレンチ調査用地が探せない場合、変位基準の年代が不明なため、横ず

れ平均変位速度の推定が困難であった場合等が考えられる。本事業で検証した数値標高モデル等

の地形解析、宇宙線生成核種年代測定の適用や屈曲率等による変位速度算出手法の改良を進める

ことによって、より多くの横ずれ断層で評価データを得られるものと期待される。 

正断層では、これまでデータ取得が困難であった海域の断層を対象として、海上ボーリングを

実施することにより初めて平均変位速度の算出が可能となった。また、後期更新世以降の堆積層

が乏しく、活動時期や平均変位速度の算出が困難であった石灰岩地域においても、初めて平均変

位速度の算出が可能となった。よって、新たな調査手法を適用すれば、他の類似地域においても

評価データを得られるものと期待される。一方、雲仙断層群をはじめ正断層では、多数の短い断

層が近接して断層帯ないし断層群を構成する特徴があり、単独の活断層トレースで得られた平均

変位速度や活動間隔は、全体を評価した際の最小値にとどまる可能性もある。そのため、効率的

に調査データを取得し、地震発生確率等を適切に評価していくためには、より簡便に多数の地点

で調査データを得るための調査手法の改良や、地下の断層形状も含めた評価手法の検討をおこっ

ていく必要が明らかとなった。 

 

7) 結論ならびに今後の課題 

本事業では、新たな調査手法として数値地形解析(ドローン・浅海底レーザー計測等)、宇宙線

生成核種年代測定、海上ボーリングを過年度事業より継続して実施した。それらの有効性と課題
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を検討した。その結果、ほぼ全ての断層で新たな調査データを取得でき、地震発生確率の算出に

資する評価パラメーターを取得可能であることが確認された。また、従来の調査手法として、ボ

ーリング調査及びトレンチ調査、反射法地震探査・音波探査等を実施し、新たな調査手法で得ら

れたデータの妥当性や信頼性を検討した。その結果、既往の評価パラメーターと調和的な新規デ

ータが取得されていることが明らかとなり、新たな調査手法や新旧の調査手法を組み合わせたデ

ータの収集と蓄積を進めることにより、地震発生確率が不明な活断層を低減可能であると確認で

きた。一方、河谷の屈曲率等については、引き続き係数の地域性等を含めて検討し、改良を継続

する必要が明らかとなった。さらに、新たな調査手法の有効性と実用性を検証するため、調査対

象断層毎に様々な断層のずれの種類や地域性を考慮した調査手法を整理した。 
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図１ 本事業における新たな調査手法の検証の枠組み 

 

 

 

図２ 本事業の調査対象断層とずれの種類・地域 
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４．全体成果概要  

津軽山地西縁断層帯（南部）の傾斜やずれの向き及び活動性を明らかにするため、低位

段丘面に撓曲変形が認められる断層南部の平川市新屋地区、同市尾崎地区を対象として以

下の調査を実施した。低位段丘面の撓曲崖に直交して横切るように掘削深度 10 m のボーリ

ングを５孔掘削し、群列ボーリングによって地層の分布・変形を確認した。また、断層を

横断する測線を設定して、Ｐ波及びＳ波を震源とする反射法地震探査を行い、それぞれ深

度 1.5km 以浅及び深度 250m 以浅の地下構造を推定した。反射法地震探査測線沿いの断層の

低下側及び隆起側の２地点においてボーリングを各１孔掘削し（総掘削深度 60m）、地層の

分布を把握した。断層の平野側において露頭調査を実施し、地層の分布及び変形を確認し

た。これらの結果に基づいて、断層の地下形状を推定し、変位基準の落差を見積もった。

その結果、津軽山地西縁断層帯（南部）の主断層は東に 60˚～65˚程度で傾斜する東側隆起

の逆断層であり、地表付近では幅広い撓曲変形を呈することがわかった。群列ボーリング

により、十和田八戸火砕流堆積物の基底面に約 1.9 m の上下変位が認められた。地質構造

と堆積年代から約 11～16 ka 以降の累積変位量と考えられることから平均上下変位速度は

約 0.12～0.17 mm/yr と推定された。また、反射断面とボーリングコアから採取した試料の

放射性炭素年代の分析から、約５～７万年前に堆積したと推定される地層に約 30m の上下

変位が認められ、平均上下変位速度は約 0.4～0.6 mm/yr と見積もられた。断層南部の浅井

川沿いにおいて断続的に露出する十和田八戸火砕流堆積物の露頭観察と地形計測の結果、

平野側の断層トレースの南北延長において断層変位とみられる顕著な変形が認められなか

った。 

横手盆地東縁断層帯（南部）（以下、南部区間）を対象として、過年度事業により間接

的な手法で算出された平均活動間隔を直接的な手法によって検証するため、上下平均変位

速度、地震時変位量、極浅層の断層構造、平均活動間隔等を明らかにする調査を実施した。

令和４年度は、南部区間の北端を構成する金沢断層に位置する美郷町金沢乗上地区におい

て、ドローン LiDAR による地形解析、ボーリング調査、Ｓ波反射法地震探査を実施し、西

側低下の撓曲崖および地層の撓曲変形を確認した。その結果、上下平均変位速度は 0.2 

mm/yr であることを明らかにした。また、最新活動に伴う上下変位量は、撓曲崖の比高 1.1

ｍと同程度とみなすことができ、この変位量と上下平均変位速度から、間接的な平均活動

間隔 5500 年が得られた。また、最新活動時期は、西暦 880〜1020 年以降に生じた可能性が

明らかとなった。南部区間の平野側を延びる大森山断層上の横手市平鹿地区では、既往の

ドローン LiDAR 調査、ボーリング調査、Ｓ波反射法地震探査に加えて、新たにボーリング

調査とＳ波反射法地震探査を実施した。その結果、0.6〜0.7 mm/yr の上下平均変位速度が

推定された。また、最新活動に伴う上下変位 1.5ｍが西暦 330〜510 年以降に生じた可能性

が明らかになった。これらを基に、平均活動間隔は 2100〜2500 年と算出された。令和５年

度は、南部区間の金沢断層北端付近に位置する仙北郡美郷町六郷東根の上四天地地区にお

いて、ドローン LiDAR による地形解析、トレンチ調査を実施し、西側低下の累積的な撓曲

変形を確認した。その結果、約１万年前以降に２回の古地震イベントが識別され、最新活

動は約 4600〜9400 年前、先行する活動は約 9600〜11100 年前と推定された。これらに基づ

く活動間隔は、3400±2500 年程度と算出される。撓曲崖の比高と低下側を埋積する地層の

高度差を基に、最新活動に伴う上下変位量は 3.2ｍ、先行する活動に伴う上下変位量は 2.3
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ｍ以上と計測される。よって、ここでの最新活動は、西暦 1896 年陸羽地震に伴うものでは

ないと判断でき、既存文献の地震断層分布と調和的である。さらに、最近２回の活動間隔

は北部区間と南部区間それぞれで従来推定された平均活動間隔よりも長い。これらの活動

は、北部と南部が連動した活動を示す可能性が高く、これまで南部区間で推定された 1600

〜3500 年の活動間隔は妥当である可能性が示された。 

長野盆地西縁断層帯（麻績区間）では、UAV レーザー測量から作成した詳細な地形デー

タと、群列ボーリング調査で得られた試料に基づく地形面の形成年代から、麻績断層の平

均変位速度（上下成分）を算出した。低位の地形面で実施した群列ボーリング調査結果の

検討に基づくと、麻績断層の平均変位速度（上下成分）は 0.25-0.23 mm/yr と算出された。

一方、高位の地形面で実施した群列ボーリングで確認された軽石層（On-Pm1）の標高差に

基づくと、麻績断層の平均変位速度（上下成分）は 0.08 mm/yr 以上であると推定された。

今回の調査では、平均変位速度を推定することができたのは２条のうち北側のトレースだ

けである。そのため、南側のトレースにおける平均変位速度を含めた断層全体の評価につ

いては、さらなる調査を実施して検討する必要がある。 

霧訪山－奈良井断層帯は、長野県中部に位置する北東－南西走向で長さ約 28 km の右横

ずれ断層である。この断層帯の平均変位速度を推定するため、水系屈曲量を用いた横ずれ

成分の平均変位速度の検討を実施した。断層による屈曲量と断層よりも上流側の水系の長

さを計測した40の水系のうち、上流域が侵食小起伏面に到達している22の水系に限定し、

水系の屈曲量（D）と断層よりも上流側の谷の長さ（L）から導き出される屈曲率（α）を

算出したところ、0.018〜0.195（平均値：0.07）であった。この水系屈曲率の平均値（0.07）

と、跡津川断層での既往研究による平均変位速度とαの値との比較結果（S = (8.6〜29.4）

α)を用いると、霧訪山-奈良井断層帯の横ずれ成分の平均変位速度は 0.60〜2.06 mm/yr（平

均値：1.33 mm/yr）となる。得られた平均変位速度の平均値は妥当な値と思われるが、誤

差幅が非常に大きいため、手法の適用については更なる検討が必要である。 

身延断層の活動性に関するデータの取得を目的として、令和４年度と令和５年度に以下の

調査を行った。令和４年度は、既往成果を整理した上で、これまで身延断層として図示され

た活断層トレースとその周辺において詳細数値標高モデルの解析を行い、断層変位地形の分

布や形態などを把握した。また、地形・地質踏査を実施し、平均変位速度を検討するための

調査適地を選定した。さらに断層変位を受けた段丘面の形成年代を明らかにするため、１箇

所で段丘堆積物の詳細な露頭の観察・地質柱状図の作成を行い、露頭から採取した試料の14

C年代測定を実施した。加えて、断層の詳細な位置及び形態を把握するために１箇所（２孔）

でボーリング調査を実施した。令和５年度には、前年度の調査を踏まえて選定した調査適地

において、詳細な地形・地質踏査を実施して断層の詳細な位置やずれ量を把握するとともに、

14C年代測定を実施して断層沿いの地形面の形成時期を検討した。また、令和４年度のボーリ

ング調査結果を補完することを目的として、１箇所（２孔）でボーリング調査を実施した。

それらの結果、身延断層中央部にあたる中野北原地区から中野清水原地区にかけての区間に

おいて、３条からなるとされる断層のうち、東側のF1断層及び中央のF2断層が活断層とした

場合、低位段丘堆積物上面の高度差と推定される形成年代から、平均変位速度の上下成分は

いずれも0.1mm/yr 程度以下であり、両断層面の傾斜を30°と仮定すると両断層の水平短縮速

度の総和は0.4 mm/yr 程度かそれ以下と推定された。また、低位段丘面を開析する河谷の左
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屈曲が報告されている断層中央部付近に位置する南部町楮根原戸地区において、UAVレーザ測

量により作成した詳細地形図を用いて屈曲量を検討した。この屈曲量が身延断層の左横ずれ

の累積変位とした場合、同地区の低位段丘面の形成年代が中野地区のそれと同時期とすると、

平均変位速度の水平（横ずれ）成分は、0.2 mm/yr 以上と推定された。 

赤河断層帯は、岐阜県東部に分布する北西－南東走向の活断層である。この断層帯を構成

する活断層（赤河断層，権現山断層，中野方北方の断層）について既往文献を調査し、それ

ぞれの活断層の特性について確認した。また、これらの活断層のうち、赤河断層の南東部（恵

那市長島町久須見）において、UAVレーザー測量、ボーリング調査、トレンチ調査・ピット調

査、露頭観察、水系屈曲率を用いた横ずれ成分の平均変位速度の検討を実施した。UAVレーザ

ー測量では、千田地区と上本郷地区において赤河断層に沿った断層変位地形を明らかにする

ことができ、翌年度のトレンチ調査・ピット調査の候補地の選定に役立った。ボーリング調

査では、横ずれを示す水系の堆積物の厚さと層相を確認した。また、ボーリングコアから採

取された試料について放射性炭素年代測定を実施し、水系における堆積物の堆積開始時期に

ついて検討した。トレンチ調査・ピット調査では、499-316 cal BP、770-672 cal BP、1,17

6-977 cal BPの年代を示す地層は断層変位を受けていないことを確認した。しかし、断層構

造と思われる部分の堆積層が掘削可能な深度よりも厚かったため、これらの堆積物と断層と

の関係に関する解釈の信頼性は低い。断層露頭観察では、濃飛流紋岩と花崗岩の境界をなす

断層露頭を観察し、亀裂の性状の観察と走向・傾斜の計測を実施した。水系屈曲率を用いた

横ずれ成分の平均変位速度の検討では、赤河断層の南東部における水系屈曲率（α）は、最

大で0.320、最小で0.057であり、平均値は0.148であった。水系屈曲率の平均値（0.148）と、

跡津川断層で算出された係数kの平均値19.0に基づくと、赤河断層の南東部の横ずれ成分の平

均変位速度は2.8 mm/yr（αのばらつきを考慮すると、0.99〜6.1 mm/yr）と算出された。 

筒賀断層は広島県山県郡北広島町から安芸太田町、廿日市（はつかいち）市にかけてお

およそ北東－南西方向に伸びる長さ約 58 km の右横ずれを主体とする活断層であり、マグ

ニチュード 7.8 程度の地震が発生する可能性がある。本断層の最新活動後の経過率及び将

来の地震発生確率は不明とされているが、従来手法によって平均変位速度が報告されてお

り、かつ新しい手法である表面照射年代測定に適した花崗岩が分布する。本断層を対象と

して令和５年度から令和６年度かけて新しい手法を適用し平均変位速度の推定を試みた。

令和５年度は、広島県山県郡安芸太田町下殿河内及び上殿地区を対象に航空レーザー測量

を実施した。得られた詳細地形データから、筒賀断層の詳細なトレースが明らかとなり、

沖積面を下刻する河川のずれとして右横ずれ約 5.5 m、最大のずれ量として約 130 m が判

読された。沖積面の離水年代を推定するため、面上に露出した巨礫を対象に試料採取を行

った。流域平均侵食速度推定のための試料を河床と山地斜面から採取した。令和６年度に

試料の調整と分析を実施した結果、長田地区から採取された巨礫に対し、表面照射年代が

10.6 ± 1.1 ka と求められた。沖積扇状地を下刻する河川のずれと形成年代から、平均変

位速度は約 0.5～1.0 mm/yr と求められた。山内・山中（2021）において報告された値とよ

く一致しており、航空レーザー測量による詳細な地形の把握と表面照射年代測定により、

従来手法と遜色ない精度での活動性推定が可能であることが確認された。一方、流域平均

侵食速度を考慮した場合の屈曲率を用いた横ずれ変位速度を推定した結果、0.05～0.55 

mm/yr と既往研究結果より小さい値を示すことがわかった。 
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弥栄断層は、島根県西部に位置する北東－南西走向の右横ずれ断層である。弥栄断層では、

令和４年度は、航空レーザー測量と水系屈曲率を用いた横ずれ成分の平均変位速度の検討を

実施した。航空レーザー測量は、断層の北半部の長さ約16 kmの範囲を対象として実施し、得

られたデータを用いてデジタル標高モデルを作成し、断層変位地形の分布と形態の検討なら

びに次年度に実施する活断層調査の実施地点の検討を行った。水系屈曲率を用いた横ずれ成

分の平均変位速度の検討では、弥栄断層を横切る42の水系の屈曲量（D）と断層から上流の水

系の長さ（L）を計測し、水系屈曲率（α）を0.013〜1.000（平均値：0.293）と求めた。さ

らに、その結果を用いて、弥栄断層の横ずれ成分の平均変位速度を 0.59〜1.47 mm/yr（平均

値：1.03 mm/yr）、もしくは 0.40〜1.26 mm/yr（平均値：0.83 mm/yr）と算出した。令和５

年度は、断層活動履歴に関する情報を充実させるため、同断層の中部に位置する益田市美都

町仁川においてピット掘削調査等を実施した。また、既存データのデジタル標高モデルと前

年度に作成したデジタル標高モデルを編集して、弥栄断層全体のデジタル標高モデルを構築

した。それらの結果、ピットの観察と放射性炭素同位体年代測定の結果に基づき、壁面に現

れた破砕部は少なくとも423-151 cal.BP以降には活動していないことが確認された。 

布田川断層帯（宇土半島北岸区間）では、断層の正確な位置・連続性、南西端の位置を明

らかにするとともに、過去の活動について検討するため、以下の調査を実施した。令和４年

度には、主として重力異常帯にもとづいて断層が推定されている島原湾の南縁（宇土半島お

よび大矢野島の北縁）を対象に、従来手法より高出力・多チャンネルで高分解能の音波探査

を実施し、断層帯を構成する海底活断層の存在を確認するとともに、その正確な位置・形状

を明らかにした。令和５年度には、断層帯の南西延長部を対象として高分解能の音波探査を

実施し、断層帯の南西端および海底活断層の連続性に関する資料を取得した。以上の音波探

査の結果により、宇土半島北岸区間を構成する海底活断層の詳細な位置・形状が明らかにな

り、断層帯の南西端がこれまで示されていた位置よりも約11 km西方に延長することが示され

た。令和６年度には、本調査で実施した音波探査の結果を踏まえて、本断層帯の過去の活動

を検討するために１地点で海上ボーリング調査を実施し、断層近傍の層序、地層の形成年代

に関する資料を取得した。音波探査および海上ボーリング調査の成果を組み合わせた検討に

よれば、断層帯を構成する１条の海底活断層の平均上下変位速度が0.08〜0.12 mm/yr、最新

活動時期が5.3〜5.7 cal kBP頃、１回前の活動が18.2 cal kBP以降、１回の変位量（上下）

が0.8 m程度であったと推定される。さらに、近傍に分布する複数条の北傾斜の正断層群によ

る地質構造の検討によれば、１回の変位量（上下）が４m程度であり、平均上下変位速度が0.

36〜0.54 mm/yrであった可能性がある。 

宮古島断層帯は、断層長が中部で約 28 km、西部で約 17 km あり、マグニチュード 7.2

程度もしくはそれ以上の地震が発生する可能性がある。しかし、本断層の最新活動後の経

過率及び将来の地震発生確率は不明とされている。本断層を対象として令和４年度から令

和６年度にかけて、沿岸海域の航空レーザー測深によって得られた詳細地形データに加え、

石灰岩から抽出した放射性塩素同位体（36Cl）を使用した表面照射年代測定を適用し、平

均変位速度を含む活動性の推定を試みた。令和４年度は、陸域では空中写真および国土地

理院の整備する５m メッシュの地形データを使用し、沿岸海域では航空 LiDAR 測量ならび

に浅海底レーザー測量によって取得された詳細地形データ（１m メッシュ）を海上保安庁

ならびにアジア航測株式会社より借用し、宮古島および周辺海域を対象として変動地形お
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よび断層変位地形の判読を行った。令和５年度は、宮古島断層帯の活動性調査を目的にボ

ーリング・トレンチ調査を含む地形・地質調査を実施し、表面照射年代測定用試料および

放射性炭素年代測定用試料を採取した。ボーリング・トレンチ調査は宮古島市平良久貝地

区にて実施し、トレンチ掘削箇所において断層活動に伴う沈降運動が少なくとも１回生じ

たことが明らかとなった。令和６年度は、トレンチや海岸から採取した試料について放射

性炭素年代測定を行い、トレンチ調査結果について検討した。また、宮古島に分布する海

成段丘や島内で採取した試料について、試料調製・計測を実施し、表面照射年代測定を行

った。その結果、宮古島断層帯西部、特に腰原断層系の活動時期として、１千５百年前以

後、１千２百年前以前に一回、約１万年前以後、約６千年前以前に一回の活動が推定され

た。また、おおよそ 0.1 mm/yr の平均上下変位速度が推定された。 

本事業では、新たな調査手法として数値地形解析(ドローン・浅海底レーザー計測等)、

宇宙線生成核種年代測定、海上ボーリングを過年度事業より継続して実施した。それらの

有効性と課題を検討した。その結果、ほぼ全ての断層で新たな調査データを取得でき、地

震発生確率の算出に資する評価パラメーターを取得可能であることが確認された。また、

従来の調査手法として、ボーリング調査及びトレンチ調査、反射法地震探査・音波探査等

を実施し、新たな調査手法で得られたデータの妥当性や信頼性を検討した。その結果、既

往の評価パラメーターと調和的な新規データが取得されていることが明らかとなり、新た

な調査手法や新旧の調査手法を組み合わせたデータの収集と蓄積を進めることにより、地

震発生確率が不明な活断層を低減可能であると確認できた。一方、河谷の屈曲率等につい

ては、引き続き係数の地域性等を含めて検討し、改良を継続する必要が明らかとなった。 
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５．成果の論文発表・口頭発表等 

（１）津軽山地西縁断層帯（南部）の調査の調査 

(a) 成果の論文発表・口頭発表等 

  なし 

(b) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定 
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2) ソフトウエア開発 

  なし 
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（２）横手盆地東縁断層帯（南部）の調査 
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(b) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定 
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2) ソフトウエア開発 
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（４）境峠－神谷断層帯（霧訪山－奈良井断層帯）断層の調査 

(a) 成果の論文発表・口頭発表等 
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(b) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定 

1) 特許出願 
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2) ソフトウエア開発 

  なし 

3) 仕様・標準等の策定 

  なし 

 

（５）身延断層の調査 
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(b) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定 
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（６）屏風山・恵那山–猿投山断層帯（赤河断層帯）の調査 

(a) 成果の論文発表・口頭発表等 
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(b) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定 
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  なし 

3) 仕様・標準等の策定 
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（７）筒賀断層の調査 
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(b) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定 
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2) ソフトウエア開発 

  なし 

3) 仕様・標準等の策定 

  なし 

 

（１０）宮古島断層帯の調査 

(a) 成果の論文発表・口頭発表等 

  なし 

(b) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定 

1) 特許出願 

  なし 

2) ソフトウエア開発 

  なし 

3) 仕様・標準等の策定 

  なし 
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６．むすび 

令和４～６年度にかけて、地震発生確率が不明な９断層（津軽山地西縁層帯（南部）、横

手盆地東縁断層帯（南部）、長野盆地西縁断層帯（麻績区間）、境峠－神谷断層帯（霧訪山

－奈良井断層帯）、身延断層、屏風山・恵那山－猿投山断層帯（赤河断層帯）、弥栄断層、

布田川断層帯（宇土半島北岸区間）及び宮古島断層帯）を対象に、過年度に開発された新た

な調査手法を継続的に適用し、平均変位速度や活動履歴に関する基礎データの効率的な取得

と検証を進めた。また、筒賀断層では新たな調査手法を適用し、その妥当性を検証した。調

査では、空中写真判読、LiDAR等による数値地形データ、ボーリング、トレンチ調査、反射法

地震探査、宇宙線生成核種年代測定など、多様な手法を各断層に最適な組み合わせで実施し

た。 

その結果、津軽山地西縁断層帯や横手盆地東縁断層帯では、浅部の断層形状や撓曲構造、

活動時期、平均変位速度、活動間隔などが具体的に推定された。また、長野盆地西縁断層帯

や身延断層では、詳細地形解析やボーリング調査によって平均変位速度に関する新たな知見

が得られた。 

さらに、筒賀断層や宮古島断層帯では、航空レーザー測量や宇宙線生成核種年代測定を活

用し、従来手法と同等の精度で活動性評価が可能であることが確認された。布田川断層帯（宇

土半島北岸区間）では、海域音波探査と海上ボーリング調査により、海底活断層の位置や連

続性、平均変位速度に関する重要な成果が得られた。 

一方、水系屈曲率を用いた横ずれ変位速度推定については、霧訪山－奈良井断層帯や赤河

断層帯などで適用を試みたものの、結果のばらつきや不確実性も確認され、さらなる事例蓄

積や手法の妥当性検証の必要性が示された。 

以上から、本事業によって活断層評価手法の高度化と効率化が進展し、今後の長期評価と

地震発生確率の算出に資する重要な基礎データが整備され、新たな調査手法の妥当性が確認

された。 
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７．外部評価委員会 

  

７．１ 活動報告（令和４年度） 

 
「活断層評価の高度化・効率化のための調査手法の検証」外部評価委員会（第１回） 
 
日時  令和５年３月 29 日（水） 13 時 30 分〜15 時 40 分 

場所  国立研究開発法人産業技術総合研究所つくば中央第七事業所（オンライン） 

議事  １．事業全体の概要と計画 
    ２．対象断層毎の調査報告 
    ３．その他 
 
７．２ 外部評価委員会（令和４年度） 

 

○委員 
１．有識者 
  学校法人専修大学文学部     熊木洋太委員長 

  一般財団法人電力中央研究所地球工学研究所   上田圭一委員 
  学校法人東海大学海洋学部海洋地球科学科   坂本 泉委員 

 
２．受託機関の研究者 
  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 近藤久雄（研究代表者） 

  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 吾妻 崇 

  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 丸山 正 

  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 大上隆史 

  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 白濱吉起 

  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 レゲット佳 

 
○オブザーバー 

１．委託元 

  文部科学省研究開発局地震・防災研究課   川畑亮二 
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７．３ 活動報告（令和５年度） 

 
「活断層評価の高度化・効率化のための調査手法の検証」外部評価委員会（第２回） 
 
日時  令和６年３月 26 日（火） 13 時 30 分〜16 時 30 分 

場所  国立研究開発法人産業技術総合研究所（オンライン） 

議事  １．事業全体の概要と計画 
    ２．対象断層毎の調査報告 
    ３．その他 
 
７．４ 外部評価委員会（令和５年度） 

 

○委員 
１．有識者 
  学校法人専修大学文学部        熊木洋太委員長 

  一般財団法人電力中央研究所サステイナブルシステム研究本部 上田圭一委員 
  学校法人東海大学海洋学部        坂本 泉委員 

 
２．受託機関の研究者 
  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 近藤久雄（研究代表者） 

  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 吾妻 崇 

  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 丸山 正 

  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 大上隆史 

  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 レゲット佳 

  国立大学法人東京大学地震研究所    白濱吉起 

 
○オブザーバー 

１．委託元 

  文部科学省研究開発局地震・防災研究課   佐藤壮紀 

  文部科学省研究開発局地震・防災研究課   上野貴史 
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７．５ 活動報告（令和６年度） 

 
「活断層評価の高度化・効率化のための調査手法の検証」外部評価委員会（第３回） 
 
日時  令和７年３月 27 日（木） 13 時 30 分〜16 時 50 分 

場所  国立研究開発法人産業技術総合研究所（オンライン） 

議事  １．事業全体の概要と計画 
    ２．対象断層毎の調査報告 
    ３．その他 
 
７．６ 外部評価委員会（令和６年度） 

 

○委員 
１．有識者 
  学校法人専修大学文学部        熊木洋太委員長 

  一般財団法人電力中央研究所サステイナブルシステム研究本部 上田圭一委員 
  学校法人東海大学海洋学部        坂本 泉委員 

 
２．受託機関の研究者 
  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 近藤久雄（研究代表者） 

  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 吾妻 崇 

  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 丸山 正 

  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 大上隆史 

  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 レゲット佳 

  国立大学法人東京大学地震研究所    白濱吉起 

 
○オブザーバー 

１．委託元 

  文部科学省研究開発局地震火山防災研究課   上野 寛 

  文部科学省研究開発局地震火山防災研究課   鈴木文乃 

 


